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〔用語の説明〕

　

本書における主な用語については、次のとおりである。

○地方公共団体

１

　

大都市

　　

地方自治法第252条の19第１項の指定を受けた都市（札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、川崎市、名

　

古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、北九州市及び福岡市）をいう。大都市では、都道府県が処理

　

するとされている児童福祉に関する事務、身体障害者の福祉に関する事務、生活保護に関する事務、精神

　

保健及び精神障害者の福祉に関する事務、都市計画に関する事務などの全部又は一部を特例として処理す

　

ることができる。

２

　

中核市

　　

地方自治法第252条の22第１項の指定を受けた都市（旭川市、秋田市、郡山市、いわき市、宇都宮市、

　

横須賀市、新潟市、富山市、金沢市、長野市、岐阜市、静岡市、浜松市、豊橋市、豊田市、堺市、姫路市、

　

奈良市、和歌山市、岡山市、倉敷市、福山市、高松市、松山市、高知市、長崎市、熊本市、大分市、宮崎

　

市及び鹿児島市）をいう。中核市では、都道府県が処理するとされている事務の特例として大都市が処理

　

することができる事務のうち、都道府県が処理するほうが効率的な事務その他中核市において処理するこ

　

とが適当でない事務以外の事務、すなわち児童福祉に関する事務、身体障害者の福祉に関する事務、生活

　

保護に関する事務、都市計画に関する事務などの全部又は一部を特例として処理することができる。

３

　

特例市

　　

地方自治法第252条の26の３第１項の指定を受けた都市（函館市、八戸市、盛岡市、山形市、水戸市、

　

前橋市、高崎市、川口市、所沢市、平塚市、小田原市、厚木市、大和市、福井市、甲府市、松本市、沼津

　

市、清水市、富士市、一宮市、春日井市、四日市市、大津市、岸和田市、豊中市、吹田市、枚方市、茨木

　

市、八尾市、寝屋川市、尼崎市、明石市、加古川市、呉市、下関市、久留米市及び佐世保市）をいう。特

　

例市では、都道府県が処理するとされている事務の特例として中核市が処理することができる事務のうち、

　

都道府県が処理するほうが効率的な事務その他特例市において処理することが適当でない事務以外の事

　

務、すなわち都市計画に関する事務、土地区画整理事業に関する事務などの全部又は一部を特例として処

　

理することができる。

４

　

都市

　　

大都市、中核市及び特例市以外の市をいい、中都市とは、都市のうち平成15年３月31日現在の行政区

　

域における平成12年国勢調査報告による人口10万人以上の市をいい、小都市とは、人口10万人未満の

　

市をいう。

５

　

一部事務組合

　　

都道府県、市町村及び特別区が、その事務の一部を共同処理するために設ける団体のこと。

６

　

広域連合

　　

都道府県、市町村及び特別区が、広域にわたり処理することが適切であると認めるものに関し、広域に

　

わたる総合的な計画を策定し、処理するために設ける団体のこと。

○決算統計基本用語

７

　

普通会計

　　

地方公共団体における地方公営事業会計以外の会計。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（５）



８

　

地方公営事業会計

　　

地方公共団体の経営する公営企業、国民健康保険事業、老人保健医療事業、介護保険事業、収益事業、

　

農業共済事業、交通災害共済事業及び公立大学附属病院事業に係る会計の総称。

９

　

決算額

　　

特に断りのない限り、普通会計に係る地方財政の純計額。

10

　

地方財政純計額、純計決算額又は純計

　　

都道府県決算額と市町村決算額を単純に合計して財政規模を把握すると地方公共団体相互間の出し入れ

　

部分について重複するため、この重複部分を控除して正味の財政規模を見出すことを純計という。したがっ

　

て、都道府県決算額と市町村決算額の合計額は地方財政の純計額に一致しないことがある。

ｎ

　

市町村決算額

　　

大都市、中核市、特例市、都市、町村、特別区、一部事務組合及び広域連合における決算額の単純合計

　

額から、一部事務組合及び広域連合とこれを組織する市町村との間の相互重複額を控除したもの。

12

　

形式収支

　　

歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた歳入歳出差引額。

13

　

実質収支

　　

当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌年度に繰り越すべき

　

継続費逓次繰越（継続費の毎年度の執行残額を継続最終年度まで逓次繰り越すこと。）、繰越明許費繰越（歳

　

出予算の経費のうち、その性質上又は予算成立後の事由等により年度内に支出を終わらない見込みのもの

　

を、予算の定めるところにより翌年度に繰り越すこと。）等の財源を控除した額。

14

　

単年度収支

　　

実質収支は前年度以前からの収支の累積であるので、その影響を控除した単年度の収支のこと。具体的

　

には、当該年度における実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額。

15

　

実質単年度収支

　　

単年度収支からヽ実質的な黒字要素（財政調整基金＾｀の積立額及び地方債の繰上償還額）を加え、赤字

　

要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額。

○歳入

16

　

一般財源

　　

地方税、地方譲与税、地方特例交付金及び地方交付税の合計額。なお、市町村においては、これらのは

　

か、都道府県から市町村が交付を受ける利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別

　

地方消費税交付金、自動車取得税交付金及び軽油引取税交付金（大都市のみ）を加算した額をいうが、こ

　

れらの交付金は、地方財政の純計額においては、都道府県と市町村との間の重複額として控除される。

17

　

一般財源等

　　

一般財源のほかヽ目的が特定されていない寄付金等、一般財源と同様に財源の使途が特定されず、どの

　

ような経費にも使用できる財源をあわせたもの。

18

　

地方消費税、地方消費税清算金

　　

平成９年４月に導入された道府県税でありヽその賦課徴収はヽ当分の間ヽ国が消費税と併せて行い、各

　

都道府県に払い込むこととされている。またヽ各都道府県はヽ国から払い込まれた額を消費に相当する額

　

に応じて、相互間で清算することとされている。

　　

特に断りのない限り、都道府県間における清算を行った後の額を地方消費税として歳入に計上し、地方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（６）



　

消費税清算金は歳入・歳出いずれにも計上していない。

19

　

地方譲与税

　　

国税として徴収し、そのまま地方公共団体に対して譲与する税。地方公共団体の財源とされているもの

　

について、課税の便宜その他の事情から、徴収事務を国が代行している。地方道路譲与税、石油ガス譲与

　

税、自動車重量譲与税等がある。

20

　

地方特例交付金

　　

恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てんするため、地方税の代替的性格を有する財源として平

　

成11年度に創設され、国が地方公共団体に交付している。

21

　

地方交付税

　　

地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ地方行政の計画的な運営を保障す

　

るために、国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税それぞれの一定割合の額を、国が地方

　

公共団体に対して交付する税。地方交付税には、普通交付税と災害等特別の事情に応じて交付する特別交

　

付税がある。普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、その差額

　

（財源不足額）を基本として交付される。

22

　

基準財政需要額

　　

普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が、合理的かつ妥当な水準における行政を行い、

　

又は施設を維持するための財政需要を算定するものであり、各行政項目ごとに、次の算式により算出され

　

るもの。

　　　　

単位費用

　　　　　　

×測定単位

　　　　　

×補正係数

　　

（測定単位１当たり費用）

　

（人口・面積等）

　　

（寒冷補正等）

23

　

単位費用

　　

標準的団体（人口、面積、行政規模が道府県や市町村のなかで平均的で、積雪地帯や離島でない等の自

　

然的条件や地理的条件等が特異でない団体）が合理的、かつ妥当な水準において地方行政を行う場合等の

　

一般財源所要額を、測定単位１単位当たりで示したもの。

24

　

測定単位

　　

道府県や市町村の行政項目（河川費や農業行政費等）ごとにその量を測定する単位。例えば、河川費に

　

おいては河川の延長が用いられる。

25

　

補正係数

　　

すべての道府県や市町村に費目ごとに同一の単位費用が用いられるが、実際には自然的・地理的・社会

　

的条件の違いによって大きな差があるので、これらの行政経費の差を反映させるため、その差の生ずる理

　

由ごとに測定単位の数値を割り増し又は割り落とししている。これが測定単位の数値の補正であり、補正

　

に用いる乗率を補正係数という。

26

　

基準財政収入額

　　

普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な状態

　

において徴収が見込まれる税収入を一定の方法によって算定するものであり、次の算式により算出される

　

もの。

　　　　

（都道府県）標準的な地方税収入×80／100十地方譲与税等

　　　　

（市町村）標準的な地方税収入×75／100十地方譲与税等

27

　

国庫支出金

　　

国と地方公共団体の経費負担区分に基づき、国が地方公共団体に対して支出する負担金、委託費、特定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（７）



　

の施策の奨励又は財政援助のための補助金等。

28

　

都道府県支出金

　　

都道府県の市町村に対する支出金。都道府県が自らの施策として単独で市町村に交付する支出金と、都

　

道府県が国庫支出金を経費の全部又は一部として市町村に交付する支出金とがある。

○歳出

29

　

義務的経費

　　

地方公共団体の歳出のうち、任意に削減できない極めて硬直性が強い経費。職員の給与等の人件費、生

　

活保護等の扶助費及び地方債の元利償還等の公債費からなっている。

30

　

投資的経費

　　

道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備に要する経費であり、普通建設事業費、

　

災害復旧事業費及び失業対策事業費からなっている。

31

　

補助事業

　　

地方公共団体が国から負担金又は補助金を受けて実施する事業。

32

　

単独事業

　　

地方公共団体が国からの補助等を受けずに、独自の経費で任意に実施する事業。

33

　

国直轄事業

　　

国が、道路、河川、砂防、港湾等の建設事業及びこれらの施設の災害復旧事業を自ら行う事業。事業の

　

範囲は、それぞれの法律で規定されている。国直轄事業負担金は、法令の規定により、地方公共団体が国

　

直轄事業の経費の一部を負担するもの。

○財政分析指標

34

　

経常収支比率

　　

地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経

　

常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎

　

年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、減税補てん債（45参照）及び臨時財政対策債（46参

　

照）の合計額に占める割合。

35

　

公債費負担比率

　　

地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、公債費に充当された一

　

般財源の一般財源総額に対する割合。

36

　

起債制限比率

　　

地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、地方債元利償還金及び

　

公債費に準じる債務負担行為に係る支出の合計額（地方交付税が措置されるものを除く。）に充当された

　

一般財源の標準財政規模（39参照）及び臨時財政対策債発行可能額の合計額に対する割合で過去３年間

　

の平均値。

37

　

実質収支比率

　　

実質収支（13参照）の標準財政規模（39参照）に対する割合。

38

　

財政力指数

　　

地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額（26参照）を基準財政需要額（22参照）で除し

　

て得た数値の過去３年間の平均値。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（８）



39

　

標準財政規模

　　

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収

　

入額等に普通交付税を加算した額。

○地方財政計画等

40

　

地方財政計画

　　

内閣が作成する、翌年度の地方公共団体の歳入歳出総額の見込額に関する書類のこと。地方財政計画に

　

は、①地方交付税制度とのかかわりにおいての地方財源の保障を行う、②地方財政と国家財政・国民経済

　

等との調整を行う、③個々の地方公共団体の行財政運営の指針となる、という役割がある。

41

　

地方債計画

　　

毎年度国の財政投融資計画と関連して総務省が策定する地方債の年度計画で、事業別の起債許可予定額

　

を示した全体計画。

42

　

財源対策債

　　

昭和51年度以降、地方財源不足額を補てんするために発行された建設地方債。

43

　

臨時財政特例債

　　

投資的経費に係る国庫補助負担率の、昭和60年度から平成４年度の間の暫定的引下げに関して、投資

　

的経費に係る国庫補助負担金減額分を補てんするために増発された建設地方債。臨時財政特例債償還基金

　

費は、臨時財政特例債の一部に係る平成５年度以降の元利償還に対応するため、平成４年度の基準財政需

　

要額において措置されたものである。

44

　

減収補てん債

　　

地方税の収入額が標準税収入額を下回る場合、その減収を補うために発行する地方債。

45

　

減税補てん債

　　

恒久的な減税等による地方公共団体の減収額を埋めるために発行される地方債。税の振り替わりとして

　

の性格を持つものであり、一般財源と同様に普通建設事業以外の経費にも充当できる。

46

　

臨時財政対策債

　　

地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法第５条の特例と

　

して発行される地方債。平成13～15年度及び平成16～18年度の間、通常収支の財源不足額のうち、財源

　

対策債等を除いた額を、国と地方で折半し、国負担分は一般会計からの加算（臨時財政対策分）、地方負

　

担分は特例地方債（臨時財政対策債）により補てんされるもの。地方公共団体の実際の借入の有無にかか

　

わらず、その元利償還金相当額を後年度基準財政需要額に算入されることとされている。

47

　

特定資金公共投資事業債

　　

日本電信電話株式会社の株式売払収入を活用した地方公共団体に対する無利子貸付金。公共的建設事業

　

で、緊急に実施する必要がある事業について、国から地方公共団体に対して補助金等として交付されてい

　

た部分に代えて、無利子貸付けを行い、その償還時に償還額に相当する額の補助金等が交付されるもの。

48

　

債務負担行為

　　

数年度にわたる建設工事、土地の購入等翌年度以降の経費支出や、債務保証又は損失補償のように債務

　

不履行等の一定の事実が発生したときの支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為。地方自

　

治法で予算の一部を構成することと規定されている。

49

　

財政調整基金

　　

地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（９）



50

　

減債基金

　　

地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金。

○公営企業

51

　

法適用企業・法非適用企業

　　

地方公営企業のうち、地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業が法適用企業であり、それ以

　

外の事業が法非適用企業である。法適用企業には、地方公営企業法の全部を適用することが法律で定めら

　

れている上水道、工業用水道、軌道、鉄道、自動車運送、電気（水力発電等）、ガスの７事業と、法律に

　

より財務規定等を適用するように定められている病院事業（以上、当然適用事業）、また、条例で全部又

　

は一部を任意で適用する事業で、簡易水道、下水道等（以上、任意適用事業）がある。法非適用事業は、

　

任意適用事業のうち、法律を適用していない事業である。

52

　

損益収支

　　

地方公営企業の経営活動に伴い、当該年度内に発生した収益とそれに対応する費用の状況。

53

　

資本収支

　　

地方公営企業の設置目的である住民へのサービス等の提供を維持するため及び将来の利用増等に対処し

　

て経営規模の拡大を図るために要する諸施設の整備、拡充等の建設改良費、これら建設改良に要する資金

　

としての企業債収入、企業債の元金償還等に関する収入及び支出の状況。

54

　

収益的収入

　　

地方公営企業の経営活動に伴い発生する料金を主体とした収益。

55

　

資本的収入

　　

建設投資などの財源となる企業債、他会計繰入金、国庫（県）補助金などの収入。

　

各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものである。したがって、その内訳は合計と一致

しない場合がある。

　

各項目の詳細な計数は、資料編に集録してある。なお、文章編の見出しの〔

　

〕内には、本文に対応する

資料編の表番号を記載しているので、参照されたい。

（10）
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本報告は、地方財政法第30条の２の規定に基づき、内閣が、地方財政の状況を明らかにし

て、国会に報告するものであり、以下の２部から構成されている。

　

第１部では、平成14年度の地方財政について、その決算を中心として、決算収支、歳入、歳

出等を分析、検討するとともに、主要な公共施設の状況等を明らかにしている。

　

第２部では、地方財政計画等により、平成15年度の地方財政運営の状況等及び平成16年度

の地方財政の見通しについて明らかにするとともに、最近の地方財政の動向を要約し、当面す

る主要な課題について取りまとめている。



第１部

　

平成14年度の地方財政

地方財政の役割

　

地方公共団体は、その自然的一歴史的条件、産業構造、人口規模等がそれぞれ異なっており、これに即応

してさまざまな行政活動を行っている。

　

地方財政は、このような地方公共団体の行政活動を支えている個々の地方公共団体の財政の集合であり、

国の財政と密接な関係を保ちながら、国民経済及び国民生活上大きな役割を担っている。

（1）国・地方を通じた財政支出の状況［第32表］

　

国・地方を通じた財政支出について、国（一般会計と交付税及び譲与税配付金、公共事業関係等の10特

別会計の純計）と地方（普通会計）の財政支出の合計から重複分を除いた歳出純計額は150兆8,520億円で、

前年度と比べると1.6%減（前年度3.6%減）となっている。

　

歳出純計額の目的別歳出額の構成比の推移は、第１図のとおりであり、平成14年度においては、社会保

障関係費が最も大きな割合(25.6%)を占め、以下、公債費(19.0%)、国土保全及び開発費(17.3%)、教

育費(13.5%)の順となっている。

　

なお、公債費の構成比が高い水準にあるのは、昭和50年度以降の巨額の財源不足、平成４年度以降の経

済対策等に対処するため、国・地方を通じて大量の公債が発行されたことによるものである。

　

この歳出純計額を最終支出の主体に着目して国と地方とに分けてみると、国が57兆4,896億円（全体の

38.1%)、地方が93兆3,624億円（同61.9%)で、前年度と比べると、国が0.1％増（前年度8.8%減）、地

方が2.6%減（前年度0.2%減）となっている。

(％)
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第１図
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第２図

　

国・地方を通じる純計歳出規模（目的別）
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）内の数値は、目的別経費に占める国・地方の割合を示す。

　

また、歳出純計額の目的別歳出額についてさらに詳細に国と地方に分けて示したものが第２図である。こ

れによると、防衛費等のように国のみが行う行政に係るものは別として、衛生費、学校教育費等、国民生活

に直接関連する経費については、最終的に地方公共団体を通じて支出される割合が高いことがわかる。これ

を地方公共団体において実施されている具体的な行政事務でみると、衛生費については、住民の健康を保持

増進し、生活環境の改善を図るため、医療、公衆衛生、精神衛生等に係る対策が推進されるとともに、し尿・

ごみなど一般廃棄物の収集・処理等、住民の日常生活に密着した諸施策が実施されている。また、学校教育

費については、幼稚園、小中学校、高等学校教育等が実施されている。司法警察消防費については、都道府

県において、犯罪の防止、交通安全の確保その他地域社会の安全と秩序を維持し、国民の生命、身体及び財

産を保護するため、警察行政が推進されるとともに、東京都及び市町村等において、火災、風水害、地震等

の災害から国民の生命、身体財産を守り、これらの災害を防除し、被害を軽減するため、消防行政が推進さ

れている。更にヽ民生費（年金関係を除く）に゛ｓ）いてはヽ社会福祉の充実を図るためヽ児童、高齢者、心身

障害者等のための福祉施設の整備及び運営、生活保護の実施等の施策が行われている。

（2）国民経済と地方財政

　

政府部門はヽ国民経済計算上ヽ中央政府ヽ地方政府及び社会保障基金からな゜ておりヽ家計部門に次ぐ経

済活動の主体としてヽ資金の調達及び財政支出を通じヽ資源配分の適正化ヽ所得分配の公正化ヽ経済の安定

化等の重要な機能を果たしている。その中でもヽ地方政府はヽ中央政府を上回る最終支出主体であり、国民

経済上、大きな役割を担っている。

　

ア

　

国内総支出と地方財政［第33表、第130表］

　

国民経済において地方政府が果たしている役割を国内総支出（名目ペース。以下同じ。）に占める割合で
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第３図

　

国内総支出と地方財政

22兆1,091億円

　　

(4j勿

甘会保障基金

30兆7,499億円

　　

(6.2‰)

みると、第３図のとおりである。平成14年度の国内総支出は497兆6,466億円であり、その支出主体別の

構成比は、家計部門が60.7% (前年度60.5%)、政府部門が23.6% (同23.8%)、企業部門が14.5% (同

15.0%)となっている。政府部門のうち、地方政府及び中央政府が国内総支出に占める割合は、地方政府が

13.0% (同13.2%)、中央政府が4.4% (同4.4%)となっており、地方政府の構成比は中央政府の約３倍

となっている。なお、地方政府のうち普通会計分は55兆5,593億円で、国内総支出の11.2% (同11.3%)

を占めている。

　

イ

　

公的支出の状況[第32表、第129表]

　

政府部門による公的支出の推移は、第４図のとおりである。平成14年度の公的支出は、公的総資本形成

(公的総固定資本形成と公的在庫品増加の合計額)が前年度を下回ったことから前年度と比べると1.3%減

(前年度0.3%減)の117兆4,147億円となっている。また、国内総支出に占める割合は、前年度と比べる

と0.2%ポイント低下の23.6%となっている。

　

公的支出の内訳をみると、政府最終消費支出が87兆4,032億円、公的総資本形成が30兆115億円となっ

ており、これらを前年度と比べると、政府最終消費支出は0.5％増(前年度2.5%増)、公的総資本形成は6.2%

減(同7.2%減)となっている。

　　　　　　　　　　　　

犬

　

さらに、公的支出の内訳を最終支出主体別にみると、第５図のとおりである。中央政府は、前年度と比べ

ると、政府最終消費支出が1.6%増(前年度0.5％増)、公的総資本形成が1.5%減(同8.0%減)で合計0.3%

増(同3.0%減)であり、公的支出に占める中央政府の割合は前年度(18.5%)より0.3%ポイント上昇の

18.8%となっている。

　

地方政府は、前年度と比べると、政府最終消費支出が0.7％増(前年度1.1%増)、公的総資本形成が7.9%

減(同7.0%減)で、合計2.3%減(同1.9%減)であり、公的支出に占める地方政府の割合は、前年度(55.5
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公的支出の推移第４図
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公的支出の状況
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％）より0.5%ポイント低下の55.0%となっている。

　

各最終支出主体が名目国内総支出の増加率にどの程度の影響を与えたかを示す指標である寄与度の推移

は、第６図のとおりである。

　

また、政府最終消費支出及び公的総資本形成に占める地方政府の割合をみると、政府最終消費支出におい

ては前年度(49.2%)と比べると0.1%ポイント上昇の49.3%、公的総資本形成においては前年度(72.7%)

と比べると1.3%ポイント低下の71.4%となっており、公的総資本形成においては、７割を超える額を地方

政府が支出している。

　

なお、ここでいう公的支出には、国・地方の歳出に含まれる経費の中で、移転的経費である扶助費、普通

建設事業費のうち所有権の取得に要する経費である用地取得費、金融取引にあたる公債費及び積立金等と

いった付加価値の増加を伴わない経費などは除かれている。したがって、公的支出に占める中央政府及び地

方政府の割合と歳出純計額に占める国と地方の割合は一致していない。
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地方財政の概況

　

地方公共団体の歳入及び歳出は、一般会計と特別会計に区分して経理されているが、特別会計の中には、

一般行政活動に係るものと企業活動に係るものがある。このため、地方財政では、これらの会計を一定の基

準によって、一般行政部門と水道、交通、病院等の企業活動部門に分け、前者を「普通会計」、後者を「地

方公営事業会計」として区分している。

　

以下、平成14年度の地方財政について、８までにおいて普通会計の状況を示すとともに、９において地方

公営事業会計の状況を示す。

（1）決

　

算

　

規

　

模［第１表、第５表、第11表、第71表］

　

地方公共団体（47都道府県、3,212市町村、23特別区、2,030一部事務組合及び84広域連合（以下、一

部事務組合及び広域連合を「一部事務組合等」という。））の普通会計の純計決算額は、第１表のとおり、歳
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団体種類別決算規模の状況
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（注）一部事務組合には、広域連合を含めている。以下の表において同じ。
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第７図

　

決算規模の推移

10 11 12 13 14（年度）

入97兆1,702億円（前年度100兆41億円）、歳出94兆8,394億円（同97兆4,317億円）で、歳入、歳出

いずれも３年連続して減少している。また、前年度と比べると、歳入2.8%減（前年度0.3%減）、歳出2.7%

減（同0.2%減）となっている。

　

このように決算規模が前年度決算額を下回った主な要因としては、歳出については、普通建設事業費を中

心に投資的経費が減少したこと、歳入については、地方税が減少するとともに、普通建設事業費の財源とな

る国庫支出金が減少したことなどがあげられる。

　

団体種類別の決算規模の状況は、第２表のとおりであり、都道府県、市町村ともに歳入、歳出は、それぞ

れ前年度決算額を下回っている。

　

また、近年の決算規模の推移は、第７図のとおりである。

（2）決算収支
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支［第７表］

　

実質収支（形式収支（歳入歳出差引額）から明許繰越等のために翌年度に繰り越すべき財源を控除した額）

の状況は、第３表のとおりである。

　

平成14年度の実質収支は、１兆783億円の黒字（前年度:L兆1,319億円の黒字）で、昭和31年度以降黒

字が続いているが、黒字額は前年度と比べると減少している。

　

団体種類別に実質収支をみると、都道府県においては、５年連続で赤字団体が発生したものの、1,344億

円の黒字（前年度751億円の黒字）となっている。また、市町村（特別区及び一部事務組合等を含む。特記

がある場合を除き、以下同じ。）においては、9,439億円の黒字（前年度１兆568億円の黒字）であり、昭

和31年度以降黒字が続いている。

　

実質収支が赤字である団体数をみると、平成13年度に赤字であった24団体（1府、23市町村。合併に伴っ

て打切り決算（市町村合併等により、出納整理期間中の歳入、歳出がないことをいう。以下同じ。）が行わ

れたことによる赤字団体は除いている。）のうち22団体（1府、21市町村）が引き続き赤字であり、３団体
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平成14年度の赤字の団体には、合併に伴う打切り決算により赤字となった８市町村が含まれており、平成13年度の赤字の団

　　　

体には、合併に伴う打切り決算により赤字となった６町村が含まれている。
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市町村の額は単純合計である。
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実質収支の推移
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実質収支比率の推移
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(注)合計及び市町村には、特別区及び一部事務組合等は含まれていない。

（1県、２町）が新たに赤字団体となった結果、赤字団体数は25団体であり、前年度と比べると１団体増加

している。なお、合併に伴う打切り決算により、これ以外に８団体（8市町村）が赤字となった。

　

さらに、近年の実質収支及び赤字団体の赤字額の推移は、第８図のとおりである。

　

標準財政規模に対する実質収支額の割合である実質収支比率の推移は、第９図のとおりであり、平成14

年度の実質収支比率（特別区及び一部事務組合等を除く加重平均）は前年度と同じL8％となっている。こ

れを団体種類別にみると、都道府県は0.2%ポイント上昇の0.5％、特別区及び一部事務組合等を除く市町

村は0.2%ポイント低下の2.9%となっている。

　

イ

　

単年度収支及び実質単年度収支［第７表］

　

単年度収支（実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額）は、４年ぶりに赤字に転じており（前年度

47億円の黒字）、その赤字額は554億円となっている。これを団体種類別にみると、都道府県は592億円の

黒字（前年度744億円の黒字）、市町村は1,146億円の赤字（前年度697億円の赤字）となっている。

　

また、実質単年度収支（単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整

基金の取崩し額を差し引いた額）は、４年ぶりに赤字に転じており（前年度3,185億円の黒字）、その赤字

額は978億円となっている。これを団体種類別にみると、都道府県は1,017億円の黒字（前年度1,600億円

の黒字）、市町村は1,995億円の赤字（前年度1,586億円の黒字）となっている。

　

なお、実質収支、単年度収支及び実質単年度収支の赤字団体数の状況は、第４表のとおりである。
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歳入純計決算額は97兆1,702億円で、前年度と比べると2.8%減（前年度0.3%減）となり、前年度に引

き続き減少した。

　

決算額の主な内訳をみると、第５表のとおりである。

　

地方税(6.1%減）は、前年度と比べると減少している。これは、市町村の固定資産税が前年度に引き続
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き増加したものの、道府県民税、事業税等が減少したことによる。また、地方交付税(4.0%減）が前年度

に引き続き減少した一方、地方特例交付金(0.2%増）は、増加に転じている。国庫支出金(9.5%減）は、

普通建設事業費支出金の減等により減少している。地方債(12.7%増）は、臨時財政対策債及び特定資金公

共投資事業債の増により増加している。

　

歳入純計決算額の構成比の推移は、第10図のとおりである。主な歳入項目の構成比の推移は次のとおり

である。

　　　　　　　　　　　　　　　　

第４表赤字の団体数の状況
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66.7

53.3

54.1

62.9

66.2

61.8

58.5

59.3

78.3

42.4

52.7

52.7

　

13年度

ｒ論

(F)

　

28

　　

7

　

16

　

21

　

371

　

83

　

288

1,457

1,872

　　

6

1,026

2,904

2,932

貯(B)

-

　　

％

　

59.6

　

58.3

　

57.1

　

70.0

　

61.6

　

52.9

　

14年度

ｒ匹

(GnG)/(A)

　

13年度

ｒｈ

(H) (H)個

25

　

6

17

24

389

87

64.7

　

302

57.1

　

1,583

58.1

　

2,019

26.1

　　

11

48.0

　

877

54.0 2,907

54.0 2,932

　

％

　　　　　　

％

53.2

　　

23

　

48.9

50.0

　　　

6

　

50.0

56.7

　　　

9

　

32.1

64.9

　　

16

　

53.3

65.3

　　

291

　

48.3

58.8

　　

71

　

45.2

67.4

　　

220

　

49.4

62.4

　

1,201

　

47.1

62.9

　

1,523

　

47.3

47.8

　　　

3

　

13.0

41.5

　　

991

　

46.4

54.3 2,517　46.8

54.3 2,540　46.8

（注）平成14年度の赤字の団体には、合併に伴う打切り決算により赤字となった８市町村が含まれており、平成13年度の赤字の団体

　　

には、合併に伴う打切り決算により赤字となった６町村が含まれている。

第5表歳入純計決算額の状況

区 分

構

　

成

　

比 増

　

減

　

率

平

　

成

14年度

決

　　

算
一

　

平

　

成

　

13年度
増減額

　

14年度

　

13年度

　

14年度

　

13年度

地

　

地

　

地

　

地

　

与

方
譲

　

方

方特例交付

　

方

　

交

　

付

小計（一般財源）

税
税
金
税

金
債
他

出支
方

　

の

庫国
地

　

そ

合 計

　　

億円

333,785

　

6,342

　

9,036

195,449

544,612

131,748

133,186

162,156

971,702

355,488

　

△2

　

6,240

　

9,018

203,498

574,243

145,501

118,156

162,141

△

C
Ｏ

　
ｒ
ｏ

　
ｏ
ｏ

　
ｏ
>

０

　

０

　

１

７

　

１

　
　
　

0 4

１

　
　
　
　
　

ｏ
ｏ

△29,631

△13,753

　

15,029

　　　

16

1,000,041

　

△28,339

34.4

　

0.7

　

0.9

20.1

56.0

13.6

13.7

16.7

100.0

％

35.5

　

△

　

0.6

　

0.9

20.3

57.4

14.5

11.8

16.3

△

　

％

6.1

1.6

0.2

4.0

△

　

5.2

△

　

9.5

　　

12.7

　　

0.0

100.0

　

△

△

△

△

2｡8

　

△

　

％

0.0

0.6

1.3

6.6

2.4

0.7

6.3

2.3

0.3

（注）国庫支出金には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。
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歳入純計決算額の構成比の推移
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（年度）

（注）国庫支出金には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む

　

地方税の構成比は、ピークとなった昭和63年度（歳入総額の44.3%)以降低下し、33％から36％台の間

で推移しており、平成14年度は前年度と比べると1.1%ポイント低下の34.4%となっている。

　

地方交付税の構成比は、平成２年度から７年度までは低下の傾向にあり、８年度から12年度までは上昇

の傾向にあったが、13年度からは再び低下の傾向に転じ、14年度は前年度と比べると0.2%ポイント低下

の20.1%となっている。

　

国庫支出金の構成比は、14％台で推移した後、経済対策の規模の拡大、介護保険制度の実施準備等から平

成10年度、11年度と連続して上昇し、12年度からは再び14％台で推移したが、14年度は前年度と比べる

と0.9%ポイント低下の13.6%となっている。

　

地方債の構成比は、経済対策の影響等から上昇した平成10年度を除き、８年度から12年度までは低下傾

向にあった。 13年度から臨時財政対策債の発行により上昇の傾向にあり、14年度は前年度と比べると1.9%

ポイント上昇の13.7%となっている。なお、臨時財政対策債の発行額を除くと、0.8％ポイント低下の11.0

％となっている。

　

一般財源の構成比は、平成元年度（歳入総額の62.7%)をピークに低下七たのち、８年度から平成12年

度までおおむね上昇傾向にあったが、13年度から地方交付税の減少により、減少傾向に転じ、14年度は前

年度と比べると、1.4%ポイント低下の56.0%となっている。なお、一般財源に臨時財政対策債発行額を加

えると、0.1%ポイント上昇の58.7%となっている。

　

次に、歳入決算額の構成比を団体種類別にみると、第11図のとおりである。

………者5道府県においては、地方税が最も大きな割合(30.2%)を占め、以下、地方交付税(21.0%)、国庫支

出金(16.2%)の順となっている。市町村においては、地方税が最も大きな割合(34.4%)を占め、以下、

地方交付税(16.8%)、地方債(11.3%)の順となっている。
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歳入決算額の構成比

トー一一瀧原→原一j

　　

㎜

　

八/

　　

i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　

(56.9)

　　　

1.3

　　　　

へ，

　　　

(43.1)

　　　　

4.4

゛1'I- '……:,-,"i･'゛-゛'‾づ'I.に'･゛･゛'゛l'゛'｀'･必髪ぷ“｡　………y………

　　　　

3M

　　　　　　

16.8

　

｡4.3 9.3 :n.3ゾ‥　　18.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

り

　　　　　　

rIII■■■･r■ajII

　

■

　　　　　　　

ぷ

　

Ｚ

　

。

　　　　　　　　　　　　　　

･Ｉ･，・

□ □□
地方税

　

地

　

方地方特例地方譲

　

国

　

庫

　

地方債

　　　

交付税交付金与税等

　

支出金

□

都道府県

支出金

□

その他

（注）国庫支出金には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村

　　

助成交付金を含む､つ

（4）歳

　　　　　

出

　

歳出の分類方法どしては、行政目的に着目した「目的別分類」と経費の経済的な性質に着目した「性質別

分類」が用いられるが、これらの分類による歳出の概要は、次のとおりである。

　　　

／

　　

犬

　

Tア

　

目的別歳出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

フ

　　

（ア）目的別歳出［第34表］

　

地方公共団体の経費は、その行政目的によって、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工

費、土木費、消防費、警察費、教育費、公債費等に大別することができる。

　

歳出純計決算額は94兆8,394億円で、前年度と比べると2.7%減（前年度0.2%減）となっているよ

　

目的別歳出の構成比はヽ第６表のどおりでありヽ土木費(18.6%)ヽ教育費(18.6%)ヽ民生費(15.1%)、

公債費(13.8%)、総務費（9.0％）の順となっており、土木費、教育費及び民生費で全体の５割以上を占め

ている。

　

これらの項目の伸び率をみるとヽ土木費が4.8%減（前年度5.1%減）ヽ教育費が1.9%減（同0.4%減八

民生費が1.8%増（同4.9%増）･･、公債費が1.7%増（同3.8%増）、総務費が4.3%減（同2.4%減）となっ

ており、民生費及び公債費が引き続き増加している、

　

目的別歳出の構成比の推移はヽ第７表のとおりである゜農林水産業費及び土木費の構成比がそれぞれ低下

しつつある一方、数次にわたる経済対策の影響を受けて公債費の構成比が上昇している。

　

目的別歳出の構成比を団体種類別にみると、第12図のとおりである6

　　

：

　

都道府県においては、市町村立義務教育諸学校教職員の人件費を負担していることなどにより教育費が最

も大きな割合(23.4%)を占め、以下、土木費(18.1%)、公債費､(13.1%)、民生費（8.171％）√農林水産業

費(7.9%)の順となっている。また、市町村においては、民生費(22.3%)が最も大きな割合を占め、以
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第６表

　

目的別歳出純計決算額の状況

平

　

成

14年度

　　

億円

85,559

143,032

　

64,549

　

4,875

　

51,552

　

49,832

176,720

　

18,593

　

34,073

176,544

130,635

　

12,430

948,394

　

算

一

平

　

成

13年度

　　

億円

89,386

140,544

66,760

　

7,982

　

55,352

　

53,689

185,723

　

18,625

　

33,937

180,010

128,510

　

13,799

974,317

額 構

　　

成

　　

比 増

　　

減

　　

率

増減額

　　

14年度

　　

13年度

　　

14年度

　　

13年度

　　

億円

△3,827

　

2,488

△2,210

△3,107

△3,800

△

　

3,857

△

　

9.003
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１

　

４

　

１

　
　
　
　
　
　
　

Ｃ
Ｏ

c
N
i

△

　
　
　
　

△

△

　

1,370

△25,923

　　

％

　

9.0

　

15.1

　

6.8

　

0.5

　

5.4

　

5.3

　

18.6

　

2.0

　

3.6

　

18.6

　

13.8

　

1.3

100.0

第７表

　

目的別歳出純計決算額の構成比の推移

成
度

＾
’
‘

年

　

％

8.9

13

6

0

6

5

21

　

1

　

3

19

　

10

　

1

100

976

0

9

5

6

5

8

9

5

2

6

6

0

億円

738

10

　　　　　

％

　　　　

8.6

　　　

13.4

　　　　

6.6

　　　　

0.5

　　　　

6.4

　　　　

6.2

　　　

21.9

　　　　

1.9

　　　　

3.4

　　　

18.6

　　　

10.9

　　　　

1.6

　　　

100.0

　　　　

億円

1,001,975

ｎ

　　　　　

％

　　　　

9.0

　　　

14.8

　　　　

6.5

　　　　

0.6

　　　　

6.1

　　　　

5.9

　　　

20.6

　　　　

1.8

　　　　

3.4

　　　

17.9

　　　

11.6

　　　　

1.8

　　　

100.0

　　　　

億円

1,016,291

12

　　　

％

　　

9.4

　　

13.7

　　

6.7

　　

0.5

　　

6.0

　　

5.6

　　

20.0

　　

1.9

　　

3.5

　　

18.5

　　

12.7

　　　

1.5

　

100.0

　　

億円

976,164

　

％

　

9.2

　

△

14.4

6.9

0.8

5.7

　

％

4.3

　

△

1.8

△

　

3.3

△38.9

　

％

　

2.4

　

4.9

　

2.4

67.8

△

　

6.9

　

△

　

5.7

5.5

　

△

　

7.2

　

△

　

1.1

19.1

　

△

　

4.8

　

△

　

5.1

　

1.9

　

△

　

0.2

　

△

　

0.7

　

3.5

　　　　

0.4

　

△

　

1.0

18.5

　

△

　

1.9

　

△

　

0.4

　

13.2

　

1.3

　

△

100.0

　

△

13

　　　

％

　　

9.2

　　

14.4

　　

6.9

　　

0.8

　　

5.7

　　

5.5

　　

19.1

　　

1.9

　　

3.5

　　

18.5

　　

13.2

　　

1.3

　

100.0

　　

億円

974,317
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下、土木費(17.6%)、公債費（13.0％）、総務費(12.4%)、教育費(11.7%)の順となっている。

　　

（イ）一般財源の充当状況

　

一般財源の目的別歳出に対する充当状況は、第８表のとおりである。一般財源総額（54兆4,612億円い
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目的別歳出決算額の構成比
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一般財源充当額の目的別構成比の推移
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占める目的別歳出の割合をみると4教育費が最も大きな割合(19.5%)を占め、以下、公債費(19.3%)、

民生費(14.2%)、総務費(11.7%)、土木費(11.3%)の順となっている。

　

一般財源充当額の目的別構成比の推移は、第13図のとおりである。近年。公債費に充当された一般財源

の構成比が上昇し、教育費に充当された一般財源の構成比が低下ずlる傾向にある。
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（ア）性質別歳出［第71･表］

　　　　　　　　　　　　

ｙ

　

地方公共団体の経費は、その経済的＼な性質によって、義務的経費、投資的経費及びその他の経費に大別す

ることができる。

　

義務的経費は、職員給与費等の人件費のほか、生活保護費等の扶助費及び地方債の元利償還金等の公債費

からなっており、そのうち人件費が約６割(57.2%)を占めている。また、投資的経費は、道路、橋りょう、

公園、公営住宅、学校の建設等に要する普通建設事業費のほか、災害復旧事業費及び失業対策事業費からなっ

ており、そのうち普通建設事業費が大部分(98.3%)を占めている。＼

　　　　　　　　

………

歳串純計決算額(7)性質別内訳をjみ名とヽ第９表のとおりであふ・報春ﾚ゛

(兆円)
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歳出決算増減額に占める義務的経費、

　　　　

投資的経費等の増減額の推移

４

３

２

１

０

△1

△4

△5

34.723

９ 10 11

△40,!28

－16－

12

㎜

　

17.123

　　

/

14,316

　　　　　　

ノ

　

12,760

　　　

ﾀﾞ
ﾉ

ﾉ
/

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

394億円

　　

ノ

　　　　　　　　　　　

＼

　　　　　　　　　

でう1.847

七

元

　　　　

ｙ

　　

二

∧

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△20.408

　

＼

　

……

……

＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△26,317tt



　

義務的経費は、前年度決算額を上回っている(0.1%増）6これは、行政改革に伴う定員削減による職員給

　

の減少等により前年度に引き続き人件費(1.7%減）は減少したが、扶助費(4.1%増）及び公債費（L7％

　

増）が増加したためである。投資的経費は、前年度決算額を下回っている(7.8%減）。これは、大部分を占

　

める普通建設事業費が、補助事業費(7.3%減）、単独事業費(8.4%減）ともに減少し、前年度決算額を下

　

回ったためである(7.6%減）。また、その他の経費は、積立金(32.6%減）等の減により前年度決算額を下

　

回っている(3.0%減）。

　

平成９年度以降の歳出決算増減額に占めるこれらの経費の推移は、第14図のとおりである。

　

次に、性質別経費の構成比の推移は、第15図のとおりである。

　

投資的経費の構成比は、平成２年度以降、積極的な地方単独事業の実施や４年度以降の数次にわたる経済

対策の影響等から上昇傾向にあったが、８年度に低下に転じ、14年度は前年度と比べると1.3%ポイント低

下の22.3%となっている。また、投資的経費のうち普通建設事業費の内訳を補助事業費、単独事業費の別

にみると、昭和63年度に初めて単独事業費が補助事業費を上回り、それ以降、単独事業費が補助事業費を

上回っている。

　　

また、義務的経費の構成比は、投資的経費の増加が相対的に大きかったことから、昭和60年度(48.8%)

　

をピークに低下傾向にあったが、平成８年度以降は、投資的経費の減少に伴い上昇傾向にあり、地方債の元

JU償還金の増大による公債費の増も伴い、14年度は前年度に比べると1.4%ポイント上昇の48.7%となっ

　

ている。

　

性質別歳出決算額の構成比を団体種類別にみると、第16図のとおりである。

　

人件費の構成比は、都道府県において市町村立義務教育諸学校教職員の人件費を負担していることなどか

　

ら、都道府県(30.9%)が市町村(21.3%)を上回っている。また、扶助費の構成比は、社会福祉関係事務

　

が主に市町村において行われていることなどから、市町村（10.6％）が都道府県(2.7%)を上回っている。

さらに、普通建設事業費のうち、補助事業費の

一方、単独事業費の構成比は、市町村(12.1%)ヵ
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（イ）一般財源の充当状況［第72表］

　

ﾆｰ般財源の性質別経費に対する充当状況は、第10表のとおりである。一般財源総額（54兆4,612億円）

に占める性質別経費の割合をみること、義務的経費が最も大きな割合(58.7%)を占め、投資的経費に充当さ

れた割合は8.7%であり、歳出総額に占める投資的経費の割合(22.3%)に比べて小さくなっている。

　

一般財源充当額の性質別構成比の推移は、第17図のとおりである。
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（注）「翌年度への繰越額」には、翌年度へ繰り越された事業費に充当すべき財源を含んでいる。第17図において同Iじ。
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一般財源充当額の性質別構成比の推移
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義務的経費に充当された一般財源の構成比は、昭和50年度の62.0%をピークに、平成２年度の47.5%ま

で総じて低下し、３年度以降は、低下となった12年度を除き上昇し、14年度は、前年度と比べると1.0%

ポイント上昇の58.7%となっている。一方、投資的経費に充当された一般財源の構成比は、平成３年度以

降低下傾向を示しており、14年度は、前年度に比べると1.1ポイント低下の8.7%となっている。

（5）財政構造の弾力性

　

ア

　

経常収支比率［第８表］①

　　　　　　　　　　　　　

し

　

地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには、財政構造の弾力性が確保され

なければならない。財政分析においては、財政構造の弾力性の度合いを判断する指標の一つとして、経常収

支比率が用いられている。､こ

　　　　　　　　　　　　　　

、

　

経常収支比率は、経常経費充当一般財源（人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経

費に充当された一般財源）が、経常一般財源（一般財源総額のうち地方税、普通交付税のように毎年度経常

的に収入される一般財源）、減税補てん債及び臨時財政対策債の合計額に対し、どの程度の割合となってい

るかをみることにより財政構造の弾力性を判断するもめである。

　

平成14年度の経常収支比率（特別区及び一部事務組合等を除く加重平均）は、前年度(87.5%)より2.8%

ポイント上昇の90.3%となり、集計開始（昭和44年度）以来最も高い値を示している。また、その内訳を

みると、人件費分が37.0% (前年度36.8%)、公債費分が21.6% (同20.3%)等となっている。なお、減

税補てん債及び臨時財政対策債の発行額を経常収支比率算出上の分母から除いた場合の経常収支比率を求め

ると、95.8%となる。

　

このように経常収支比率が大幅に上昇したのは、第18図（その1）のとおり、分子である経常経費充当

一般財源は、行政改革に伴う定員削減による職員給の減少等により人件費分か減少したものの、公債費分の

増等により分子全体として増加したのに対し、分母については、経常一般財源が地方税の大幅な減等により
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経常収支比率を構成する分子及び分母の増減状況
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減少したため、減税補てん債及び臨時財政対策債を加えても、分母全体としては分子の伸び率に比べて低かっ

たことによるものである。

　

近年の経常収支比率の推移をみると、第11表のとおり、平成10年度から平成12年度にかけて一旦低下

しているが、平成13年度から上昇傾向にあり、特に公債費充当分か大幅に上昇している。

　

次に、経常収支比率を団体種類別にみると、都道府県は前年度と比べると3.0%ポイント上昇の93.5%、

特別区及び一部事務組合等を除く市町村は2.8%ポイント上昇の87.4%となっている。このように都道府県

の経常収支比率が市町村より高くなっているのは、都道府県が市町村立義務教育諸学校教職員の給与を負担

していることなどから人件費充当分か大きいことなどによるものである。

　

都道府県の経常収支比率を構成する分子及び分母の増減状況は、第18図（その2）のとおりである。都

道府県の経常収支比率が上昇しているのは、経常収支比率の分子である経常経費充当一般財源は、行政改革

に伴う定員削減による職員給の減少等により人件費分か減少しているものの、公債費分等の増により分子全

体として増加したのに対し、分母については、経常一般財源が地方税の大幅な減等により減少したため、減

税補てん債及び臨時財政対策債を加えても、分母全体としては分子の伸び率に比べて低かったためである。

　

また、市町村の経常収支比率を構成する分子及び分母の増減状況は、第18図（その3）のとおりである。

市町村の経常収支比率が上昇しているのは、経常収支比率の分子である経常経費充当一般財源は、行政改革

に伴う定員削減による職員給の減少等により人件費分か減少しているものの、公債費分、更には法律等によ

り義務づけられた児童福祉費、生活保護費等の扶助費分の増等により分子全体として増加したのに対し、分

母については、経常一般財源が地方税、各種交付金の減等により減少したため、減税補てん債及び臨時財政
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第11表経常収支比率の推移
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（注）１

　

比率は、加重平均である。

　　　

２（

　

）内の数値は、普通交付税の基準財政需要額において算入された財源対策債償還基金費相当額（平成２年度）を経常一

　　　　

般財源から控除して算出したものである。

　　　

３［

　

］内の数値は、減税補てん債発行額（平成10～12年度）及び臨時税収補てん債発行額（平成９年度）を経常一般財源に

　　　　

加えて算出したものであり、13、14年度にあっては減税補てん債相当額及び臨時財政対策債相当額を、経常一般財源から除

　　　　

いて算出したものである。

　　　

４

　

合計及び市町村には、特別区及び一部事務組合等は含まれていない。第18図、第12表において同じ。
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第12表

　

経常収支比率の段階別分布状況

区
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△377
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1
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ａ
>

　
　
　

ｅ
ｎ
　
　
　
Ｃ
Ｏ

　　

47

(100.0)

3,212

(100.0)

3,259

(100.0)

　　

47

(100.0)

3,223

(100.0)

3,270

(100.0)

１

　

１

１

　

１

△

　

△

対策債を加えても、分母全体としては分子の伸び率に比べて低かったためである。

　

経常収支比率の段階別分布状況をみると、第12表のとおりである。経常収支比率が75％以上の団体数は、

都道府県47団体の全ての団体（前年度同数）、特別区及び一部事務組合等を除く市町村においては全体の

94.7%を占める3,041団体（同2,876団体）となっており、多くの団体の経常収支比率が高い水準にある。

　

イ

　

公債費負担比率及び起債制限比率［第８表］

　

地方債の元利償還金等の公債費は、義務的経費の中でも特に弾力性に乏しい経費であることから、財政構

造の弾力性をみる場合、その動向には常に留意する必要が弗る。その公債費の状況を把握するための指標と

して、公債費負担比率及び起債制限比率が用いられている。

　

公債費負担比率は、公債費充当一般財源（地方債の元利償還金等の公債費に充当された一般財源）が一般

財源総額に対し、どの程度の割合となっているかを示す指標であり、公債費がどの程度一般財源の使途の自

由度を制約しているかをみることにより、財政構造の弾力性を判断するものである。

　

平成14年度の公債費負担比率（全団体の加重平均）は、前年度より0.8%ポイント上昇の19.2%となり、

11年連続して上昇している。

　

このように公債費負担比率が前年度を上回ったのは、第19図のとおり、分子である公債費充当一般財源

は減少したものの、分母である一般財源総額が地方税等の減により分子の減少率を上回って減少したためで

ある。

　

近年の公債費負担比率の推移はヽ第20図のとおりでありヽ平成４年度以降連続して上昇しており、財政

構造の硬直化が更に進んでいる。

　

起債制限比率は、地方債元利償還金及び公債費に準ずる債務負担行為に係る支出の合計額から繰上償還さ

れた額を除きヽさらにこれに充当された‾般財源のうち地方交付税が措置されたものを除いたものが標準財

政規模及び臨時財政対策債発行可能額の合計額に対しどの程度の割合となっているかをみるものである。

　

平成14年度の起債制限比率（一部事務組合等を除く加重平均）は、第13表のとおりであり、前年度に引

き続き11.6%となっている。
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第19図

　

公債費負担比率を構成する分子及び分母の増減状況

公債費負担比率（右目盛）％
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公債費充当一般財源
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（％）

19.2

　

‘20
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12

×100

（注）棒グラフの数値は、各年度の対前年度増減率である。
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第20図

　

公債費充当一般財源及び公債費負担比率の推移
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第13表起債制限比率の推移
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比率は、加重平均である。
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合計及び市町村には、一部事務組合等は含まれていない。第14表において同じ。
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第14表

　

起債制限比率の段階別分布状況

５％未満

(－)

235

(7.3)

235

(7.2)

　

－

ト)

218

(6.7)

218

(6.6)

７

　

７

－

　

―

５％以上

10％未満

　　

3

　

(6.4)

1,478

(45.7)

1,481

(45.1)

　　

3

　

(6.4)

1,538

(47.4)

1,541

(46.8)

△

△

60

60

10％以上

15％未満

　　

37

(78.7)

1,380

(42.7)

1,417

(43.2)

　　

38

　

(80.9)

　

1,377

　

(42.4)

　

1,415

　

(43.0)

△

　

1

C
Ｏ

C
Ｍ

（注）（

　

）内の数値は、構成比である。

15％以上

20％未満

　　

7

(14.9)

　

136

　

(4.2)

　

143

　

(4.4)

　　

6

(12.8)

　

108

(3.3)

　

114

(3.5)

　

1

0
０

Ｏ
ｌ

Ｃ
Ｓ
ｌ

Ｃ
Ｖ
l

13

12.3

10.9

11.6

％

20％以上

ト)

　

6

(0.2)

　

6

(0.2)

(－)

　

5

(0.2)

　

5

(0.2)

　

－

　

1

　

1

14

12.4

10.9

11.6

％

合

　

計

-

(100.0)

3,235

(100.0)

3,282

(100.0)

　　

47

(100.0)

3,246

(100.0)

3,293

(100.0)

　　

－

△
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11

11

　

起債制限比率の段階別分布状況は、第14表のとおりであり、都道府県においては起債制限比率が15％以

上の団体が全体の14.9%にあたる７団体（前年度６団体）となっており、市町村においては起債制限比率

が15％以上の団体が全体の4.4%にあたる142団体（同113団体）となっている。

（6）将来にわたる財政負担

　

地方公共団体の財政状況をみるには、単年度の収支状況のみでなく、地方債、債務負担行為等のように将

来にわたって財政負担となるものや、財政調整基金等の積立金のように年度間の財源調整を図り将来におけ

る弾力的な財政運営に資するために財源を留保するものの状況についても、併せて、総合的に把握する必要

がある。これらの状況は、次のとおりである。
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地方債現在高［第97表］

　

平成14年度末における地方債現在高は134兆9,186億円で､前年度末と比べると3.0%増（前年度末2.2%

増）となっている。なお、特定資金公共投資事業債を除いた地方債現在高は、134兆961億円で、前年度末

と比べると2.5%増（前年度末2.2%増）となっている。

　

地方債現在高の歳入総額及び一般財源総額に対するそれぞれの割合の推移は、第21図のとおりであり、地

方債現在高は、昭和50年度末では歳入総額の0.44倍、一般財源総額の0.88倍であったが、地方税収等の

落込みや減税に伴う減収の補てん、経済対策に伴う公共投資の追加等により地方債が急増したことから、平

成４年度末以降急増し、さらに、平成13年度からの臨時財政対策債の発行により14年度末には歳入総額の

1.38倍、一般財源総額の2.46倍となっている。なお、標準財政規模に対する比率では、前年度末と比べる

と14.4%ポイント上昇の251.7%となっている。

　

近年の地方債現在高の目的別構成比及び借入先別構成比の推移は、第22図のとおりである。

　

地方債現在高を目的別にみると、一般単独事業債が最も大きな割合(39.1%)を占め、以下、一般公共事

業債(20.1%)、減税補てん債(4.8%)、減収補てん債(4.2%)、公営住宅建設事業債（3.8％）の順となっ

ている。

　

地方債現在高の借入先別の構成比は、政府資金(45.4%)、市中銀行資金(29.4%)、市場公募債（10.8％）、

公営企業金融公庫資金(6.3%)の順となっている。また、前年度末と比較すると、政府資金は0.1%ポイント

上昇､市場公募債が0.7%ポイント上昇となっている一方､市中銀行資金は1.1%ポイント低下となっている。

　

地方債現在高を団体種類別にみるとヽ都道府県においては74兆5,670億円、市町村においては60兆3,516

億円でヽ前年度末と比べるとそれぞれ4.1%増（前年度末3.0%増）、1.8%増（同1.3%増）となっている。

　

イ

　

債務負担行為額［第98表］

　

地方公共団体はヽ将来の支出を約束するためにヽ債務負担行為を行うことができる。この債務負担行為は、

数年度にわたる建設工事ヽ土地の購入等の場合のように翌年度以降の経費支出が予定されているものと、債

　　　　　　　　　　　　

第21図

　

地方債現在高の歳入総額等に対する割合の推移
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（注）地方債現在高は、特定資金公共事業債及び特定資金公共投資事業債を除いた額である。
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第22図

　

地方債現在高の目的別構成比及び借入先別構成比の推移
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14(年度末)

地方債現在高は､特定資金公共事業債及び特定資金公共投資事業債を除いた額である。

減収補てん債は、昭和50、57、61、平成５～７、９～１４年度分である。

務保証又は損失補償のように債務不履行等の一定の事実が発生したときに支出されるものとに大別すること

ができる。

　

これらの債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額をみると、平成14年度末では12兆9,162億円であ

り。前年度末と比べると7.1%減（前年度末5.5%減）となっている。

　

翌年度以降支出予定額を目的別にみると、第23図のとおりであり、製造・工事の請負に係るもの(9.9%

減）、土地の購入に係るもの(10.3%減）が減少したことなどから、物件の購入等に係るものは減少(8.8%

減）している。一方、債務保証又は損失補償に係るものについては、地方三公社（地方住宅供給公社、地方

道路公社及び土地開発公社）に係るものについては減少(11.9%減）したものの、特別法に基づく法人で地

方三公社以外に係るもの（信用保証協会、農協、社会福祉法人等) (7.7%増）、地方公共団体が出資・出え

んしている上記以外の法人（財団法人、株式会社等) (10.9%増）及びその他の債務保証又は損失補償(21.7%
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第23図

　

債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の

　　　　　　

目的別構成比の推移
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第15表積立金現在高の状況

区 分

平成14年度末
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増）が増加したことなどから増加(9.5%増）している。

　

翌年度以降支出予定額を団体種類別にみると、都道府県においては６兆2,402億円、市町村においては６

兆6,760億円であり、前年度末と比べるとそれぞれ9.4%減（前年度末5.6%減）、4.9%減（同5.4%減）と

なっている。

　

ﾉｳ

　

積立金現在高［第99表］

　

地方公共団体は、財政の健全な運営を図るため、将来の財政需要に備えて積立てを行っており、この積立

金現在高の状況は、第15表のとおりである。

　　　　　　　　

I.

　　　　　

・

　

平成14年度末における積立金現在高は14兆6,741億円で、前年度末と比べると１兆101億円減(6.4%

減）となっている。また、標準財政規模に対する比率は、前年度末と比べると0.9%ポイント低下の27.5%

となっている。

　

積立金現在高の内訳をみると、年度間の財源調整を行うために積み立てられている財政調整基金はL6％

減少している。地方債の将来の償還費に充てるために積み立てられている減債基金は12.0%減少し、将来

の特定の財政需要に備えて積み立てられているその他特定目的基金は6.6%減少している。

積立金現在高を団体種類別にみても、都道府県、市町村ともに、財政調整基金、減債基金及びその他特定

目的基金全ての減少によりそれぞれ４兆3,024億円(9.3%減）、10兆3,717億円(5.2%減）となっている。

　

エ

　

将来にわたる実質的な財政負担［第97表～第99表、第130表］

　

地方債現在高（特定資金公共投資事業債を除く。）に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え。

　　　　　　　　　　　　　　

第24図

　

将来にわたる実質的な財政負担の推移
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叶自１

　　　

２

積立金現在高を差し引いた地方公共団体の将来にわたる実質的な財政負担の推移は、第24図のとおりであ

る。
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犬

　　　　

犬

　

平成14年度末における将来にわたる実質的な財政負担は132兆3,382億円で、前年度末と比べると2.5%

増（前年度末L3％増）となっている。

　

なお、標準財政規模に対する比率は、前年度末と比べると14.3%ポイント上昇の248.4%となっており。

また、名目国内総生産に対する割合では、､前年度末と比べると0.9%ポイント上昇の26.6%となっている。

　

将来にわたる実質的な財政負担を団体種類別にみると、都道府県においては75=兆9,294億円（標準財政

規模に対する比率308.7%)、市町村においては56兆4,088億円（同196･｡7％）であり、前年度末と比べる

どそれぞれ3.0%増（前年度末2.0%増）、1.9%増（同0.5%増卜となっている6

　

オ

　

普通会計が負担すべき借入金残高

　

普通会計が将来にわたって負担すべき借入金という観点からは、地方債現在高のほか、巨額の地方財源不

足に対処するための昭和58年度、61年度、平成４年度から14年度までの各年度における交付税及び譲与

税配付金特別会計（以下「交付税特別会計」という。）借入金のうち地方財政全体で負担するもの及び地方

公営企業において償還する企業債のうち、経費負担区分の原則等に基づき、普通会計がその償還財源を負担

第25図

　

普通会計が負担すべき借入金残高及び国内総生産に占める割合の推移
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地方債現在高は、特定資金公共事業債及び特定資金公共投資事業績を除いた額である､、

企業債現在高（うち普通会計負担分）は、決算統計をペースとした抑計値である､､、
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するものについても併せて考慮する必要がある。

　

この観点から、交付税特別会計借入金残高のうち地方財政全体で負担することとなるものと企業債現在高

のうち普通会計が負担することとなるものを地方債現在高（特定資金公共投資事業債を除く。）に加えた普

通会計が負担すべき借入金残高の推移をみると、第25図のとおりである。これをみると、近年の地方税収

等の落込みや平成４年度以降の補正予算による経済対策に加え、６年度以降は、減税等の財源を借入金に依

存したことなどから、普通会計が負担すべき借入金残高は急増しており、14年度末には、193兆639億円に

達し、前年度末と比べると2.8%増加している（前年度3.5%増）。また、その内訳は、地方債現在高が134

兆961億円、交付税特別会計借入金残高が30兆7,243億円、企業債現在高のうち普通会計が負担すること

となるものが28兆2,435億円となっている。

　

また、この普通会計が負担すべき借入金残高の標準財政規模に対する比率は、前年度末と比べると22.0%

ポイント上昇の362.4%にまで増大しており、普通会計が負担すべき借入金残高の名目国内総生産に対する

比率は、前年度末と比べると1.4%ポイント上昇の38.8%となっている。

（7）決算の背景

　

ア

　

平成14年度の経済見通しと国の予算

　　

（ア）経済見通しと経済財政運営の基本的態度

　

「平成14年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」は、平成13年12月19日に閣議了解、平成

14年１月25日に閣議決定された。

　

これによると、我が国経済は、個人消費が弱含んでいるほか、生産が大幅に減少し、設備投資も減少する

とともに失業率がこれまでにない高さにまで上昇するなど景気は悪化を続けており、さらに、デフレが進行

していると分析されている。また、平成13年度の国内総生産の実質成長率はマイナス1.0%程度になると

見込まれていた。

　

このような情勢認識に立って、平成14年度の経済財政運営の基本的態度については、我が国の目指す経

済社会の姿とそれを実現するための構造改革を中心とした中期的な経済財政運営についての将来展望を示し

た「構造改革と経済財政の中期展望」（平成14年１月25日閣議決定）（以下「改革と展望」という。）を踏

まえて、日本経済の再生を図るため、経済社会の構造を根本的に改革し、我が国の持つ潜在力を発揮できる

新しい経済社会の仕組みを作り上げていくこと等の聖域なき構造改革を更に推進することを基本に経済財政

運営を行い、世界経済の持続的発展への貢献を目指すこととされた。

　

以上のような経済運営の下において、平成14年度の国内総生産は496.2兆円程度、経済成長率は名目で

マイナス0.9%程度、実質で0.0％程度になるものと見通された。

　　

（イ）国

　

の

　

予

　

算

　

平成13年12月４日、「平成14年度予算編成の基本方針」が閣議決定され、その中で平成14年度予算に

ついては、財政構造改革の第一歩としての「国債発行額30兆円以下」との目標の下、予算配分を大胆にシ

フトすることによって経済構造の転換を促進すること、その際、「民間でできることは民間に、地方ででき

ることは地方に」との原則を踏まえ、歳出全般について根底から見直すことにより、国・地方を通じ財政の

関与を真に必要なものに限ること等を基本的考え方とすることとされた。また、歳出の見直しと構造改革の

推進のため、「経済財政構造改革に関する基本方針」に基づく７分野（「循環型経済社会の構築など環境問題

への対応」、「少子・高齢化への対応」、「地方の個性ある活性化、まちづくり」、「都市の再生」、「科学技術の

振興」、「人材育成、教育、文化」、「世界最先端のＩＴ国家の実現」）で政策効果が顕著なものについて重点

的に推進するとともに、社会資本整備は、重点分野の公共投資を伸ばす一方、緊急性の低い公共投資を大幅
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に削減することにより、公共投資関係費を前年度当初予算に相当する額から10％削減すること等とされた・

地方財政については、「自助と自律」による新たな国‘地方関係を確立するためヽ国の関与の縮減ヽ地方公

共団体の行財政基盤の拡充、地方財政の健全化や制度改革などに一体的に取り組むこととされた。

　

平成14年度の国の予算は、以上のような方針により編成されヽ平成13年12月24日に概算の閣議決定が

行われた後、平成14年１月25日に第154回国会に提出された。

　

これによると、平成14年度の国の一般会計予算の規模は81兆2,300億円で、前年度当初予算と比べると

１兆4,224億円の減(1.7%減）となっておりヽうち一般歳出の規模は47兆5･472億円でヽ前年度当初予算

と比べると１兆1,117億円の減(2.3%減）となった。なおヽ公債の発行予定額は30兆円でヽ前年度当初発

行予定額と比べると１兆6,820億円の増(5.9%増）となっており、公債依存度は36.9%となった。

　

また、財政投融資計画については、財政投融資改革、行財政改革の趣旨を踏まえ、全体規模を縮減しつつ、

対象事業の重点化を図るとともに、現下の社会経済情勢にかんがみ真に必要と考えられる資金需要には的確

に対応することとされ、計画規模は26兆7,920億円、前年度計画と比べると５兆7,552億円の減(17.7%

減）となった。

　

イ

　

地方財政計画

　

平成14年度の地方財政計画は、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、歳出面においては、歳出全般

にわたり徹底した見直しを行うことにより歳出総額の抑制に努める一方、当面の重要課題である個性ある地

方の活性化、循環型社会の形成、少子・高齢化への対応等に財源の重点的配分を図ることとし、歳入面にお

いては、地方税負担の公平適正化の推進と地方交付税の所要額の確保を図ることを基本とするとともに、引

き続き生じることとなった大幅な財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補てん措

置を講じることとし、次の方針に基づき策定された。

　

①

　

地方税については、恒久的な減税を引き続き実施するとともに、最近における社会経済情勢に対応し

　　

て早急に実施すべき措置として、特別土地保有税の徴収猶予制度の拡充、株式譲渡益に係る個人住民税

　　

の申告不要の特例の創設等の措置を講じるほか、固定資産税における縦覧制度の見直し等を行うととも

　　

に、非課税等特別措置の整理合理化等のため所要の措置を講じる。

　

②

　

地方財源不足見込額について、地方財政の運営に支障が生じることのないよう、次の補てん措置を講

　　

じる。

　　

Ｄ恒久的な減税に伴う影響額以外の地方財源不足見込額10兆6,650億円については、次の措置を講じ

　　　

る。

　　　

ア

　

平成13年度に講じた平成15年度までの間の制度改正を踏まえヽ財源不足のうち建設地方債（財

　　　　

源対策債）の増発等を除いた残余に゜いては国と地方が折半して補てんすることとし、国負担分に

　　　　

゜いてはヽ国の‾般会計からの加算によりヽ地方負担分に９いては地方財政法第５条の特例となる

　　　　

地方債（臨時財政対策債）により補てん措置を講じることを基本として対応するがヽ国及び地方の

　　　　

財政運営を勘案しヽ国負担分ヽ地方負担分ともヽその４分の１は交付税特別会計借入金により補て

　　　　

んする措置を講じる。

　　　　　

臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の基準財政需要額

　　　　

に算入する。

　　　

イ

　

これに基づきヽ平成14年度の地方財源不足見込額についてはヽ次により完全に補てんする。

　　　　

（ア）地方交付税については、５兆5,189億円増額する。この増額は、国の‾般会計の加算額３兆

　　　　　　

4,304億円（うち、地方交付税法附則第４条の２第２項の加算額1･578億円ヽ同条第６項の加

　　　　　　

算額1･400億円ヽ臨時財政対策特例加算額３兆1･326億円）及び交付税特別会計借入金２兆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－34－



　　　　　

885億円により行う。

　　　　　　

交付税特別会計における借入金２兆885億円のうち、国負担分の借入金１兆443億円の償還

　　　　　

に必要な財源については、平成20年度以降の各年度において一般会計から交付税特別会計に

　　　　　

繰り入れる。

　　　

（イ）地方財政法第５条の特例となる地方債（臨時財政対策債）を３兆2,261億円発行する。

　　　

（ウ）建設地方債（財源対策債）を１兆9,200億円増発する。

　

2）恒久的な減税に伴う地方財政への影響額３兆4,510億円については、次の措置を講じる。

　　

ア

　

恒久的な減税の実施による地方税の減収１兆9,418億円について、国と地方のたばこ税の税率変

　　　

更による地方たばこ税の増収措置、法人税の地方交付税率の引上げ、地方特例交付金及び地方債（地

　　　

方財政法第５条の特例としての減税補てん債）の発行により完全に補てんする。

　　

イ

　

恒久的な減税の実施による地方交付税への影響額１兆5,092億円のうち、平成14年度に新たに

　　　

発生する地方交付税の減収１兆4,430億円について、交付税特別会計借入金により措置し、国と地

　　　

方が折半して負担することにより完全に補てんする。

　　　　

また、平成11年度以降地方交付税への影響額の補てんとして措置した交付税特別会計借入金に

　　　

ついて、国負担分の借入金の利子相当額328億円は一般会計からの繰入れにより、地方負担分の借

　　　

入金の利子相当額334億円は交付税特別会計借入金により措置する。

　

3）上記の結果、平成14年度の地方交付税については、前年度に比し4.0%減の19兆5,449億円を確

　　

保する。

　　　

また、平成５年度の投資的経費に係る国庫補助負担率の見直しに関し一般会計から交付税特別会計

　　

に繰り入れることとしていた額等4,578億円については法律の定めるところにより、平成15年度以

　　

降の地方交付税の総額に加算する。

③

　

国民健康保険制度の高額医療費共同事業に対する都道府県の助成400億円に係る地方財政措置につい

　

ては、１年間延長し、地方交付税の特例措置360億円（交付団体分相当額）及び調整債40億円（不交

　

付団体分相当額）により対処する。

　　

その他国民健康保険制度の運営の安定化等に資するため、所要の財政措置を講じる。

④

　

地方債については、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、極めて厳しい地方財政

　

の状況の下で、その健全性の確保に留意しつつ、地方公共団体が骨既と活力ある地域社会の構築を目指

　

して、循環型社会の形成、少子・高齢化への対応、都市の再生、科学技術の振興、工Ｔを活用した社会・

　

経済活動の活性化等当面する政策課題に重点的・効率的に対応しうるよう、地方債計画の規模を16兆

　

5,239億円（普通会計分12兆6,493億円、公営企業会計等分３兆8,746億円）とする。

⑤

　

社会経済情勢の推移等に即応して使用料・手数料等の適正化を図る。

⑥

　

地域経済の振興や雇用の安定を図りつつ、個性と活力ある地域社会の構築、住民に身近な社会資本の

　

整備、災害に強い安全なまちづくり、総合的な地域福祉施策の充実、農山漁村地域の活性化等を図るこ

　

ととし、財源の重点的配分を行う。

　

1）投資的経費に係る地方単独事業費については、国の公共投資関係費と同一の基調により前年度に比

　　

し10％減額する一方で、地域活性化事業、合併特例事業及び防災対策事業の創設などにより、地域

　　

の自立や活性化につながる基盤整備を重点的・効率的に推進する。

　

2）一般行政経費に係る地方単独事業費については、既定の行政経費の縮減を図る一方、個性ある地方

　　

の活性化、循環型社会の形成､少子・高齢化への対応等の分野に係る施策に財源の重点的配分を図る。

　

3）消防力の充実、自然災害の防止、震災対策の推進等住民生活の安全を確保するための施策を推進す
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る。

　　

4）過疎地域の自立促進のための施策等に対し所要の財政措置を講じる。

　

⑦

　

地方公共団体の公債費負担の軽減を図るため、普通会計における高利の公的資金に係る地方債等に対

　　

する特別交付税措置及び一定の公営企業金融公庫資金の借換え措置を講じる。

　

③

　

地方公営企業の経営基盤の強化、上・下水道ヽ交通ヽ病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整

　　

備の推進、社会経済情勢の変化に対応した新たな事業の展開等を図るためヽ経費負担区分等に基づきヽ

　　

一般会計から公営企業会計に対し所要の繰出しを行う。

　

⑨

　

地方行財政運営の合理化と財政秩序の確立を図ることとしヽこのため次の措置を講じる。

　　

1）国庫補助負担金について補助負担単価の適正化等国庫補助負担基準を改善する。

　　

2）一般職の定員を削減する等定員管理の合理化を図るとともにヽ一般行政経費等を極力抑制する。

　　

3）年度途中における事情の変化に弾力的に対応できるよう、必要な財源をあらかじめ確保する。

　

以上のような方針に基づいて策定した平成14年度の地方財政計画の規模は、87兆5,666億円で、前年度

と比べると１兆7,405億円減(1.9%減）となった。

　

歳入についてみると、地方税は34兆2,563億円で、前年度と比べると１兆3,247億円減(3.7%減）（道

府県税6.5%減、市町村税1.6%減）、地方譲与税は6,239億円で、前年度と比べると２億円増(0.0%増）、

地方特例交付金は9,036億円で、前年度と比べると18億円増(0.2%増）、地方交付税は19兆5,449億円で、

前年度と比べると8,049億円減(4.0%減）、国庫支出金は12兆7,213億円で、前年度と比べると3,532億

円減(2.7%減）、地方債（普通会計分）は12兆6,493億円で、前年度と比べると7,386億円増(6.2%増）

となった。

　

これらの結果、地方財政計画上、地方特例交付金を含めた一般財源の歳入総額に占める割合は63.2%と

なった。なお、一般財源に臨時財政対策債を加えた額の歳入総額に占める割合は66.9%となった。

　

一方、歳出についてみると、給与関係経費は23兆6,998億円で、前年度と比べると489億円増(0.2%増）

となった。なお、地方財政計画全体の職員数については、一般職員（義務教育教職員、警察官、消防職員、

非義務制学校の教員を除く職員）について、国家公務員の定員削減の方針に準じ、10,369人を縮減すると

ともに、保健師の増員、施設増に伴う所要の増員等に義務教育教職員、警察官、消防職員、非義務制学校の

教員の増減員を加えヽ12,309人の減員となった。一般行政経費は20兆8,068億円で、前年度と比べると2,074

億円増（LO％増）、公債費は13兆4,314億円で、前年度と比べると6,413億円増(5.0%増）、投資的経費

は24兆5,985億円でヽ前年度と比べると２兆5,720億円減(9.5%減）となっており、投資的経費のうち、

公共事業費中の普通建設事業費は７兆6,463億円でヽ前年度と比べると7,815億円減(9.3%減）、地方単独

事業費は15兆7,500億円で、前年度と比べると１兆7,500億円減（10.0％減）となった。

　

またヽ平成14年度の地方債計画の規模は16兆5･239億円でヽ前年度当初計画と比べると241億円増(0.1%

増）となった。

　

ウ

　

財政運営の経過

　　

（ア）経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002

　

平成14年６月25日、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」（以下「基本方針2002」という。）

が閣議決定された。

　　

「基本方針2002」においてはヽ「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」（平成

13年６月26日閣議決定）を起点とした取組の成果の上に立ちヽ経済と財政の改善傾向をさらに確実なもの

とするとともにヽ国民が将来を安心できる確固とした経済社会を構築するために、改革の新たな段階に歩を

進めることとしている。このため、先ず第１にヽ税制改革や地方行財政改革、社会保障制度改革などを着実
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に推し進め、「経済社会の活力」を高めるとともに、「全ての人が参画し負担し合う公正な社会」を構築して

いくこと、第２に「負担に値する質の高い小さな政府」を実現するために、歳出改革を加速すること、第３

に、「デフレの克服」を目指し、政府・日銀が一体となって強力かつ総合的な取組を行うとともに、構造改

革特区の創設などからなる「経済活性化戦略」を推進することにより、日本経済を「民間需要主導の本格的

な回復軌道」に乗せることとしている。

　

そして、①経済・産業の再生に向けた「経済活性化戦略」、②転機を迎えている経済社会の活力を引き出

す「税制改革の基本方針」、③歳出を厳しく抑制し「負担に値する小さな政府」を目指す「歳出の主要な分

野における構造改革」について、それぞれ方針を提示した上で、これらの改革を前提に中期的な経済財政運

営の方針を示すとともに、経済状況とそれへの対応及び当面の経済財政運営の考え方を示している。

　　

（イ）改革加速プログラムと地方財政

　　　　

ａ

　

改革加速プログラム

　

平成14年10月30日、政府は、金融・経済情勢の不確実性の高まりを踏まえ、金融及び産業の早期再生

を図るための取組を強化することとし、「改革加速のための総合対応策」をとりまとめた。さらに、平成14

年12月12日には、経済対策閣僚会議において、現下の金融・経済情勢に応じ構造改革の取組への更なる政

策強化を行うことが必要であるとの認識の下、改革加速のための総合対応策を補完・強化するため、「改革

加速プログラム」を決定し、これに基づき、財政規律を守りつつ、平成14年度補正予算を編成し、年度を

通じた切れ目のない対応を図ることとした。

　

改革加速プログラムにおける施策は、構造改革の加速に併せて緊急に措置することが必要な施策及びデフ

レ抑制に直接的に資する施策とされ、具体的には、①雇用・中小企業等のセーフティ・ネット拡充策、創

業・新規開業の支援等、少子・高齢化の進展に備えた公平で安心な社会の確立、②「基本方針2002」に掲

げられた新重点４分野に該当する施策のうち、民間需要誘発効果や雇用創出効果が特に高く、かつ、事業の

早期執行が可能であり、経済への即効性が高い施策であって、緊急に実施する必要があるものが厳選された。

同プログラムにおいては、構造改革推進型の公共投資として、都市再生及びこれを促進する都市機能高度化

の推進、魅力ある都市と地方の再生に向けた基盤整備、環境問題等緊急課題への対応が盛り込まれた。

　　　　

ｂ

　

平成14年度補正予算（第１号、特第１号及び機第１号）

　

改革加速プログラムの実施等を図るため、平成14年度補正予算（第１号、特第１号及び機第１号）が平

成15年１月20日閣議決定され、同日、第156回国会に提出され、１月30日成立した。

　

この補正予算においては、歳出面では､改革加速プログラム関連として､経済・社会構造変革セーフティ・

ネット充実対策費１兆5,000億円、構造改革推進型公共投資の促進のための経費１兆5,000億円を計上する

とともに、義務的経費8,857億円、地方交付税交付金3,195億円等を追加計上するほか、既定経費の節減１

兆639億円、地方交付税交付金の減額8,520億円等を計上している。また、歳入面では、収入実績等を勘案

し税収の減収２兆5,400億円を見込むとともに、公債金４兆9,680億円等を計上している。

　

この結果、一般会計予算の規模は、平成14年度当初予算に対し、２兆4,590億円増加し、歳入歳出とも

83兆6,890億円となった。

　　　　

ｃ

　

平成14年度補正予算（第１号、特第１号及び機第１号）に係る地方財政補正措置

　

平成14年度補正予算（第１号、特第１号及び機第１号）の編成により、国税収入見込額の減額補正に伴

い地方交付税交付金が減額されるとともに、歳出の追加に伴う地方負担が増加することから、改革加速プロ

グラムに係る事業への速やかな対応とその円滑な実施が図られるよう、所要の地方財政措置等が講じられた

が、そのうち主なものは次のとおりである。

　

平成14年度の国税収入見込額の減額補正に伴う地方交付税交付金の8,520億円の減については、国と地
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方が２分の１ずつ負担して補てんすることにより、平成14年度当初予算における地方公共団体へ交付され

る地方交付税総額が確保された。具体的には、国負担分4,260億円については、国の一般会計からの加算

3,195億円及び交付税特別会計借入金1,065億円によりヽその残余の地方負担1分4,260億円に９いてはヽ交

付税特別会計借入金により措置することとされた。地方負担分に係る交付税特別会計借入金のうち3,195億

円については、臨時財政対策債に代わるものとして措置されたものであるが、措置額が多額に上っているこ

とを考慮し、その償還負担を平準化するため、平成15年度から平成18年度までの４年間で償還することと

された。

　

また、国の補正予算により平成14年度に追加されることとなる公共事業、施設費、災害復旧事業等投資

的経費に係る地方負担額（普通会計分8,240億円）については、原則として、地方債（充当率100％）を充

当することとし、後年度においてその元利償還金の全額を基準財政需要額に算入することとされた。またそ

の際、その元利償還金の50％（当初における地方負担額に対する算入率が50％を超えるものについては、原

則として当初の算入率）について、公債費方式により基準財政需要額に算入するとともに、元利償還金の残

余については単位費用により措置することとされた。

　

さらに、地方債の対象とならない経費(2,060億円）については、給与関係経費の不用額(4,520億円）の

充当により対応することとされるとともに、給与関係経費の不用額の充当後の残額(2,460億円）について

は、平成14年度の臨時財政対策債の発行可能額を縮減することとされた。これに伴い、平成14年度の地方

財源不足補てん措置額のうち、地方負担分は2,460億円縮減されることとなるが、これについては、国・地

方間の財源不足に対する補てんルール（折半ルール）を踏まえ、平成15年度地方財政対策において、国・

地方間の負担を調整する措置を講じることとされ、平成15年度における国の一般会計からの既往法定加算

額から臨時財政対策債縮減相当額の２分の１の額(1,230億円）を減額するとともに、平成15年度の臨時

財政対策債発行額（地方負担分）を同額増額することとされた。

　

またヽ平成14年度の地方税に゜いてはヽ大幅な減収が生じる見込みとなっており、各地方公共団体にお

ける減収額に゛Ｓ）いてはヽ減収補てん債により補てんすることとされたがヽ各地方公共団体の減収補てん債発

行対象額が建設事業費｀の充当可能額を上回る場合にはそれ以外の経費にも充当できるよう、地方財政法を

改正し、同法第５条の特例を設けることとされた。

　

上記の地方財政措置を講じるためヽ「地方交付税法等の‾部を改正する法律」（平成15年法律第１号）が

平成15年１月30日に成立した。またヽ地方債計画がヽ２月５日に改定されヽ所要の地方債の追加が行われ

た。
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３

　

地方財源の状況

　

平成14年度における租税収入及び租税負担の状況並びに地方歳入の状況は、次のとおりである。

（1）租税収入及び租税負担率［第17表～第19表］

国及び地方公共団体の行政活動に要する経費は、最終的にはその大部分が租税によって賄われている。国

税と地方税を合わせ租税として徴収された額は79兆2,228億円であり、前年度と比べると7.4%減（前年

度3.1%減）となっている。

　

国民所得に対する租税総額の割合である租税負担率をみると、12年度及び13年度は23.3%であったが、

14年度は減少し、1.5%ポイント低下の21.8%となっている。なお、主な諸外国の租税負担率をみると、ア

メリカ26.4% (2001暦年計数）、イギリス40.3%(同）、ドイツ30.1% (同）、フランス39.1% (同）となっ

ている。

　

次に、租税を国税と地方税の別でみると、国税45兆8,442億円(8.3%減）、地方税33兆3,785億円(6.1%

減）となっている。租税総額に占める国税と地方税の割合は、第26図のとおりであり、国税57.9% (前年

度58.4%)、地方税42.1% (同41.6%)となっている。また、地方交付税、地方譲与税及び地方特例交付

金を国から地方へ交付した後の租税の実質的な配分割合は国36.3%(同38.2%)、地方63.7% (同61.8%)

となっている。なお、国税と地方税の推移は、第27図のとおりである。

間接税等

　

(7コ％)

軽油引取税

　

(1.5%) I

地方消費税－

　　

(3.1%)

　

不動産取得税

　　

(0.7%)

第26図

　

国税と地方税の状況

(1.0%)

たばこ税

　

(1.1%)

－39－

自動車重量税

　

(1.1%)

　　　　　　

住民税

　　　　　　　　　　

一。ｓ、

　　　　　　

(14.2%)

　　　　　　　　

囃≒

　　　　　　　　

直

　　　　　　　

直

　　　　　　　

接

　　

一

　　　　　　　

接

　

固定資産税

　　

税

　　

地

　　　　　

国

　　

税

　

(11.6%)

　　　　　

方

　　　　　　　　　

、、

　　　　　

白%l

　

a

7

ぷ指ﾑ荒

円

　

税

　

述吻

　

法人税

　

事業税

　　　　　

心吻

　　

（100.0％）

　

う79%i

　　　　　

(12.0%)

　

(4.6%)

税

七ﾌﾞﾗｼい

　

゛｀

　

的接税等Λ

ﾀﾞ斤

　

、

やｏ抑寸

　

レ

　　

万
方

　　　　

、。経

　　　　　

‰丿

　　　　　　

磨

　

の

　　

酒貨

　　　

ぐ

費税

　　　

I贈

　

勉

　　

税恕

　　

９

％）

　　　

ｚ

　　　

固9％ﾉ

　　　　

叩川

苓/い

ひ区得税ノ

　　

関税一

　　

、‥
).7%)

　　　　

(1.0%)

　　

//I//

　　　　　　

いギヽ１,4⊃

　

」自融甫舌公拓



(兆円)

　

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

０

919,648

573,964

345,683

４

917,562

556,007

第27図

　

国税と地方税の推移
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地方税の決算額は33兆3,785億円で、前年度と比べると6.1%減（前年度0.0％増）となっている。

　

地方税収入額の51.9%を占める住民税、事業税及び地方消費税の収入状況は、第16表のとおりである。

住民税は、法人分(13.8%減）、個人分(1.8%減）、利子割分(65.8%減）がそれぞれ減収となったことな

どから、全体として減収(10.7%減）となっている。事業税は、その大部分を占める法人事業税が減収(15.8%

減）となったことなどから、15.1%の減収となっている。地方消費税は、2.0%の減となっている。なお、法

人関係二税（法人住民税、法人事業税）は６兆606億円で、前年度と比べると15.0%減（前年度3.0%増）

となっている。

　

またヽ地方税総額に占める割合をみるとヽ住民税の構成比(33.6%)は前年度(35.4%)を下回り、事業

税の構成比（11.0％）も前年度(12.2%)を下回゛s）ているがヽ地方消費税の構成比(7.3%)は前年度（7.0％）

を上回っている。なおヽ法人関係二税の構成比は、前年度(20.0%)を1.8%ポイント下回る18.2%となっ

ている。

　

地方税の収入状況を団体種類別にみると、都道府県が２年連続して減収の15兆5,562億円で、前年度と

比べると10.6%減（前年度0.3%減）となり、市町村も減収の17兆8,223億円で、前年度と比べると1.8%

減（同0.3％増）となっている。また、歳入総額に占める割合は、都道府県が30.2% (同32.3%)、市町村
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住民税、事業税及び地方消費税の収入状況
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が34.4% (同34.3%)であり、全国平均(34.4%)より低い団体数は、全体の78.6%の2,580団体となっ

ている。

　

地方税収について、全国平均を100として、都道府県別に人口一人当たり税収額を比較してみると、第

28図のとおりであり、地方税収計については、東京都が175で最も大きく、次いで、愛知県が125となっ

ている。他方、沖縄県が57で最も小さく、次いで長崎県及び宮崎県の66となっている。東京都と沖縄県で

比較すると、３倍以上の格差となっている。

　

次に、個別の税目ごとに比較してみると、法人二税については、東京都が267で最も大きく、次いで、愛

知県が164となっている。他方、奈良県が40で最も小さく、次いで沖縄県の48となっている。東京都と奈

良県を比較してみると、約6.7倍の格差となっている。同様に、個人住民税については、最大の東京都が

173、最小の沖縄県が56であり、３倍以上の格差に、地方消費税については、最大の東京都が174、最小の

沖縄県が67であり、約2.6倍の格差に、固定資産税については、最大の東京都が152、最小の沖縄県が58

であり、同じく約2.6倍の格差となっている。

　

このように、地方税収については、各税目とも都道府県ごとに偏在性があるが、その度合については、法

人二税の格差が特に大きく、個人住民税や地方消費税の偏在性は小さめとなっている。

　　

（ア）道府県税の収入状況

　

道府県税（都道府県の地方税の決算額から東京都が徴収した市町村税相当額を除いた額）の収入額は13

兆8,035億円であり、前年度と比べると11.1%減（前年度0.4%減）となっており、２年連続の減収となっ

ている。

　

道府県税収入額の税目別内訳は、第29図のとおりであり、事業税が26.6% (前年度27.9%)と最も大き

な割合を占め、次いで道府県民税が25.0%(同28.2%)を占めており、これら二税で道府県税総額の51.6%

を占めている。また、法人関係二税は、道府県税総額の30.3%を占めている。なお、法人関係二税は、景

気の動向の影響を受けやすい構造になっており、ピークである平成元年度決算額（7兆4,834億円）の55.8%

にとどまっている。

　

各税目の収入額を前年度と比べると、収入の使途を特定せず、一般経費に充てるために課される税である

普通税は11.9%減（前年度0.2%減）となっている。

　

普通税のうち、主な税目についてみると、次のとおりである。道府県民税については、法人分か13.2%

減（前年度1.5%増）、個人分が1.9%減（同0.7％減）、利子割が65.8%減（同8.8%減）となり、道府県

民税全体では21.2%の減収（同2.6%減）となっている。また、事業税については、全体の93.9%を占め
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第28図

　

地方税収計、個人住民税、法人二税、地方消費税及び固定資産税の人口１人当たり

　　　　

税収額の指数（全国平均を100とした場合、平成14年度）
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第29図

　

道府県税収入額の状況

道府県たばこ税

自動車取得税

　

(3.0%)
4,191億円

不動産取得税

　

(3.8%)

5,240億円

法人分

　

(5.3%)
7,266億円

　　　　　　　　　　　　　　

2.224億円

る法人分が15.8%減（同4.7%増）となったことから、事業税全体として15.1%の減収（同4.5%増）となっ

ている。な･お、不動産取得税は、2.5%減（同5.2%減）と６年連続で減収となったが、自動車税は、0.1%

の増収（同0.4%増）となっている。

　

特定の費用に充てるために課される税である目的税は、4.1%減（前年度1.9%減）と５年連続して減収

となっている。この目的税のうち、主な税目についてみると、自動車取得税が6.8%の減収（前年度3.1%

減）、軽油引取税が3.2%の減収（同1.4%減）となっている。

　

近年の道府県税収入額の推移は、第30図のとおりであり、景気の低迷等により、ピークである平成３年

度の決算額（16兆1,835億円）の85.3%にとどまっている。

　　

（イ）市町村税の収入状況

　

市町村税（市町村の地方税の決算額に東京都が徴収した市町村税相当額を加えた額をいう。）の収入額は

19兆5,750億円であり、前年度と比べると2.2%減（前年度0.3%増）となっており、２年ぶりに減収となっ

ている。

　

市町村税収入額の税目別内訳は、第31図のとおりであり、固定資産税が46.8% (前年度45.7%)と最も

大きな割合を占め、次いで市町村民税が39.7% (同40.9%)を占めており、これら二税で市町村税総額の

86.5%を占めている。

　

各税目の収入額を前年度と比べると、普通税は、2.4%減㈲年度0.3%増）となり、２年ぶりに減収となっ

ている。

　

普通税のうち、主な税目についてみると、次のとおりである。市町村民税については、法人分か14.0%減

（前年度0.6%増）、個人分か1.8%減（同0.8％減卜となり、この結果、市町村民税全体で5.1%減（同0.4%

減）と５年連続して減収となっている。また、固定資産税については0.0％増（同1.2%増）となっている。

　

一方、目的税の伸び率は0.5%減（前年度0.2%減）と３年連続減収となっている。目的税のうち、主な

税目をみると、都市計画税については1.1%の減収（同0.2%増）となったが、事業所税については1.9%

の増収（同1.8%減）となっている。
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道府県税収入額の推移
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（注）（

　

）内の数値は、事業税及び道府県民税の構成比である。
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市町村税収入額の状況

市町村たばこ税・

(4.2%) 8,314億円

都市計画税

　

(6.7%)

1兆3,050億円

　　

法人分

　　

(9.6%)

1兆8,813億円

市町村民税

　

(39.7%)

7兆7,709億円
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第32図

　

市町村税収入額の推移

６ ７

212,077

８ ９

市町村民税

　

(39.7%)

:

｡
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｡

10
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13

　　

14（年度）

　　　　

（注）（

　

）内の数値は、市町村民税の構成比である、

犬近年の市町村税収入額の推移は、第32図のとおりであり、２年ぶりに前年度を下回っている。犬

　

犬

　

十（ウ）法定外普通税

　

地方公共団体は、地方税法で規定されている税目のほかに、地方公共団体ごどの特有な財政需要を充足す

るため、法定外普通税を設けることができる。法定外普通税の収入額は237億円であり、17.7%減て前年度

20.8%増）となっﾄでいる。。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

し

　

法定外普通税に係る収入のあった団体数を税目別にみると、道府県税においては、核燃料税が11団体、石

油価格調整税、核燃料物質等取扱税、核燃料等取扱税、臨時特例企業税が各１団体となっており、市町村税

においては、砂利採取税が３団体、山砂利採取税が１団体、別荘等所有税が１団体となっている。

､………（エ）法定外目的税

　　

ト

　　　　

し

　

＼

　　　　　

ノ

　　　

工

大法定外目的税の収入額は６億円（前年度0.3億円）となっている。道府県税においては、宿泊税が１団体

となづており、市町村税においては、遊漁税３団体、一般廃棄物埋立税１団体となっている○･

　　

（オ）超

　

過

　

課

　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

し

地方公共団体は、地方税法で標準税率が定めｹﾞられている税目について、財政上特別の必要がある場合に、

その税率を超える税率を定めることができる。この標準税率を超えて課税された部分である超過課税による

収入額は4,009億円であり、前年度と比べると14.9%の減収こ（前年度1.8%増）となっている。

し超過課税に係る収入のあった団体数を税目別にみるくと、道府県税においては、道府県民税法人均等割が１

ぽI体√同法人税割が46団体、法人事業税が７団体となっており、市町村税においては、市町村民税個人均

等割が18団体、同法人均等割が554団体、同法人税割が1,430団体、固定資産税が275団体、軽自動車税

がﾉ30団体等と､なっている。
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地方譲与税［第20表］

　

地方譲与税には、道路経費の財源として都道府県及び市町村に譲与される地方道路譲与税、同じく道路経

費の財源として都道府県及び「道路法」（昭和27年法律第180号）第７条第３項に規定する指定市に譲与さ

れる石油ガス譲与税、同じく道路経費の財源として市町村に譲与される自動車重量譲与税ヽ空港整備等の財

源として空港関係都道府県及び市町村に譲与される航空機燃料譲与税、一般財源として開港所在市町村に譲

与される特別とん譲与税がある。

　

地方譲与税の決算額は6,342億円で、前年度と比べると1.6%増（前年度0.6%増）となっている。また、

歳入総額に占める割合は0.7％（同0.6％）となっている。

　

地方譲与税の内訳をみると、地方道路譲与税が3,107億円(4.6%増）、自動車重量譲与税が2,821億円

(1.3%減）、航空機燃料譲与税が163億円(1.4%増）、石油ガス譲与税が141億円(0.5%増）及び特別とん

譲与税が110億円(2.1%増）となっている。

　

ウ

　

地方特例交付金

　

地方特例交付金は、恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てんするため、地方税の代替的性格を有

する財源として、平成11年度に創設された。その総額は、当該年度の恒久的な減税に伴う減収見込額の総

額の４分の３に相当する額から、国と地方のたばこ税の税率変更による地方たばこ税の増収措置及び法人税

に係る地方交付税率の引上げによる措置額を控除した額であり、平成14年度の決算額は9,036億円となり、

前年度と比べると0.2%増となっている。また、地方特例交付金の歳入総額に占める割合は0.9% (前年度

0.9%)となっている。

　

エ

　

地方交付税［第21表、第128表］

　

地方交付税は、地方公共団体の税源の不均衡を調整し、どの地域においても一定の行政サービスを提供で

きるよう財源を保障するための地方共有の固有財源である。また、その目的は、地方公共団体が自主的にそ

の財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能を損なわずに、その財源の均衡化を図り、地方行

政の計画的な運営を保障することによって、地方自治の本旨の実現に資するとともに、地方公共団体の独立

性を強化することである。

　

平成14年度の地方交付税の総額は、地方財政計画においては、国税５税（国税のうち所得税、法人税、酒

税、消費税及びたばこ税）のそれぞれの収入見込額に一定割合を乗じて算出した額（平成14年度において

はヽ所得税及び酒税の収入見込額のそれぞれ32％に相当する額、法人税の収入見込額の35.8%に相当する

額ヽ消費税の収入見込額の29.5%に相当する額並びにたばこ税収入見込額の25％に相当する額）12兆6,448

億円にヽ特例措置としてヽ「地方交付税法等の‾部を改正する法律」（平成14年法律第７号）による改正前

の地方交付税法附則第４条の２第２項及び第３項に基づく加算額1･906億円ヽ同条第６項に基づく加算額

1･400億円及び臨時財政対策特例加算額３兆1･326億円を加えヽさらにヽ交付税特別会計借入金３兆5,649

億円及び交付税特別会計剰余金4･800億円等を加算しヽ同特別会計借入金利子充当分5,689億円を控除した

19兆5,449億円とされた。

　

その結果ヽ前年度と比べると4.0%減（前年度6.6%減）とな゜ておりヽ２年連続で前年度決算額を下回っ

ている゜その内訳は｀普通交付税が18兆3,722億円｀特別交付税が１兆1･727億円となっている。また、歳

入総額に占める割合は、20.1% (前年度20.3%)である。

　

なお、基準財政需要額は44兆5,384億円（財源不足団体分39兆9,995億円ヽ財源超過団体分４兆5,389

億円）、基準財政収入額は26兆9,214億円（財源不足団体分21兆6･027億円ヽ財源超過団体分５兆3,187

億円）で、財源不足額は18兆3,968億円となっている。

　

普通交付税の交付状況をみると、不交付団体は、都道府県においては前年度と同じく東京都１団体となっ
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ており、市町村においては前年度（95団体）より９団体増加の104団体となっている。地方交付税の収入

状況を団体種類別にみると、道府県が10兆8,178億円で前年度と比べると2.3%減（前年度6.0%減）、市

町村が８兆7,270億円で5.9%減（同7.2%減）となっており。その地方交付税総額に占める割合は、道府

県が55.3% (同54.4%)、市町村が44.7% (同45.6%)となっている。

　

オ

　

ー

　

般

　

財

　

源［第22表～第24表］

　

一般財源は、地方税、地方譲与税、地方特例交付金及び地方交付税の合計額（市町村決算においては、こ

れらに加えて、都道府県から交付される地方消費税交付金等各種交付金を加えた合計額）であり、使途が特

定されず、どのような経費にも使用できる財源である。

　

この一般財源の決算額は54兆4,612億円であり√前年度と比べると5.2%減（前年度2.4%減）となって

おり、２年連続で減少している。また、歳入総額に占める割合は、56.0% (前年度57.4%)となっている。

なお、一般財源に臨時財政対策債発行額２兆6,165億円を加えた決算額は、57兆777億円であり、前年度

と比べると0.9%減（前年度0.3％減）万となっている。また、歳入総額に占める割合は、58.7%となっている。

　

次に、歳入総額に占める一般財源の割合を、道府県においては財政力指数段階グループ別、市町村におい

ては類型別にみると、第33図のとおりである。これによると、歳入総額に占める一般財源の割合は、地方

　

(％)

60

　

－

第33図

　

歳入総額に占める一般財源の割合の分布状況

　　　　　　　　

その１

　

道

　

府

　

県

(50.9) (51.2)

（注）１

　

（

　

）内の数値は、歳人総額に対する一一一般財源の割合である｡

　　

２

　

歳入総額及び地方税は、利子割交付金、地ﾉｱ消費税交付金、ゴル

　　　

フ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金及

　　　

び軽油引取税交付金に相当する額を控除したものである。

　　

３

　

グループ別の該当団体

　　　

B1

　

愛知県、神奈川県／大阪府

　　　

Ｒ

　

静岡県、千葉県、埼玉県、福岡県、茨城県

　　　

Ｃ

　

京都府、兵庫県、群馬県、栃木県、宮城県、三重県、広島県、

　　　　　

滋賀県、岐阜県、長野県

　　　

Ｄ

　

岡山県、福島県、石川県、新潟県、香川県、山「I県、北海=道、

　　　　　

富山県、福井県、奈良県、山梨県ご裂脆県、熊本県

　　　

Ｅ

　

山形県、佐賀県、人分県、鹿児島県、徳島県、岩石県ト渥森県

　　　　　

宮崎県、和歌山県、沖繩県、秋田県に長崎県、鳥取県、高恨県、

　　　　　

高知県

　　

４

　

束京都については、総ず均から除いている、
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交付税が財源調整機能を果たしている結果、各団体区分間に大きな違いはないものとなっていることがうか

がえる。

　

なお、地方交付税の決算額が地方税の決算額を上回っている団体数は2,230団体（前年度2,307団体）で、

全体の70.6%に及んでいる。

　

ヵ

　

国庫支出金［第25表］

　

国庫支出金は、国と地方公共団体の経費負担区分に基づき国が地方公共団体に対して支出する負担金、委

託費、特定の施策の奨励又は財政援助のための補助金等である。

　

国庫支出金の決算額は13兆1,748億円で、前年度と比べると9.5%減（前年度0.7％増）となっており、２

年ぶりに減少に転じている。また、歳入総額に占める割合も13.5% (同14.5%)と２年ぶりに減少に転じ

ている。

　

次に、国庫支出金の内訳をみると、普通建設事業費支出金が４兆1,100億円で最も大きな割合（国庫支出

金全体の31.2%)を占め、以下、義務教育費負担金が２兆9,880億円（同22.7%)、生活保護費負担金が１

兆6,692億円（同12.7%)となっており、以上の支出金等で国庫支出金総額の66.5%を占めている。さら

に、団体種類別に国庫支出金の内訳をみると、都道府県においては、義務教育費負担金２兆9,880億円

(35.8%)、普通建設事業費支出金２兆9,305億円(35.1%)の順となっている。また、市町村においては、

生活保護費負担金１兆4,755億円(30.6%)、普通建設事業費支出金１兆1,795億円(24.4%)の順となっ

ている。

　

また、国庫支出金の内訳の伸び率をみると、普通建設事業費支出金が20.3%減（前年度7.1%減）、義務

教育費負担金が0.8%減（同1.0%増）、生活保護費負担金が6.0%増（同6.6%増）等となっている。

　

キ

　

都道府県支出金［第25表］

　

都道府県支出金の決算額は２兆2,685億円で、前年度と比べると2.6%減（前年度2.4%減）となってい

る。

　

都道府県支出金の内訳をみると、国庫財源を伴うものが55.9% (前年度56.2%)、都道府県の単独施策に

よるものが44.1% (同43.8%)となっている。

　

都道府県支出金の内訳の伸び率をみると、国庫財源を伴うものについては普通建設事業費支出金が5.0%

減（前年度5.9%減）、児童保護費負担金が2.7%増（同7.6%増）、災害復旧事業費支出金が5.9%減（同

50.6%減）等となっており、また、単独施策によるものについては、普通建設事業費支出金が5.2%減（同

9.6%減）等となっている。

　

ク

　

地

　　

方

　　

債［第26表］

　

地方債は、普通建設事業等に充てるため、その償還が次年度以降にわたる債務を負うことによって調達さ

れる財源である。

　

地方債の決算額は13兆3,193億円で、普通建設事業の財源としての地方債の発行は減少する一方、臨時

財政対策債の発行が増加したことなどから前年度と比べると12コ％の増（前年度6.3%増）となっている。

なお、臨時財政対策債を除いた額は10兆7,028億円で、前年度と比べると1.1%増となっている。地方債

依存度（歳入総額に占める地方債の割合）は前年度と比べると1.9%ポイント上昇の13.7%となっている。

近年の地方債依存度の推移は、第34図のとおりである。

　

地方債の決算額を団体種類別にみると、都道府県においては７兆5,317億円で15.6%増（前年度4.0%

増）、市町村においては５兆8,509億円で9.2%増（同9.2%増）と､なっている。

　

地方債の目的別の発行状況をみると、一般単独事業債が３兆7,443億円で最も大きな割合（地方債発行総

額の28.1%)を占め、以下、一般公共事業債が２兆7,847億円（同20.9%)、一般廃棄物処理事業債が4,863
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億円（同3.7%)、減税補てん債が4,726億円（同3.5%)の順となっている。なお、臨時財政対策債は２兆

6,165億円（同19.6%)となっている。

　

ケ

　

その他の収入

　　

（ア）使用料、手数料［第28表］

　

使用料は、地方公共団体の公の施設の利用等の対価としてその利用者等から徴収するものであり、手数料

は、特定の者のために行う当該地方公共団体の事務に要する費用に充てるために徴収するものである。

　

使用料及び手数料の決算額は２兆4,853億円で、前年度と比べると0.5%減（前年度0.9%増）となって

いる。また歳入総額に占める割合については2.6% (同2.5%)となっている。

　

使用料の決算額は１兆8,978億円で、前年度と比べると0.5％減（前年度0.9％増）となっている。その

内訳をみると、公営住宅使用料が5,663億円（0.6％減）で最も大きな割合を占め、以下、授業料が3,789

億円(0.7%減）、保育所使用料が2,258億円（0.2％増）の順となっている。

　

また、手数料の決算額は5,875億円で、前年度と比べると0.6%減（前年度0.6%増）となっている。そ

の内訳をみると、法定受託事務に係るものが859億円、自治事務に係るものが5,016億円となっている。

　　

（イ）繰

　　

入

　　

金［第29表］

　

繰入金は、基金、地方公営事業会計等からの受入金である。

　

繰入金の決算額は３兆509億円で、前年度と比べると34.0%増（前年度6.6%増）となっており、歳入総

額に占める割合は、0.8％ポイント上昇の3.1%となっている。

　

繰入金の内訳をみると、繰入金総額の94.4% (前年度92.4%)を占める積立金の取崩し等による基金か

らの繰入金は２兆8,790億円で、前年度と比べると36.9%増（同5.6%増）となっており、２年連続で増加

となっている。またヽ地方公営事業会計からの繰入金は1,661億円でヽ前年度と比べると1.0%減（同21.4%

増）となっている。

　　

（ウ）そ

　　

の

　　

他［第11表。第30表］

　

その他の収入の決算額は10兆6,794億円でヽ前年度と比べると6.6%減（前年度L8％増）となっており、

歳入総額に占める割合は1LO％（同11.4%)となっている。

　

その内訳をみるとヽ貸付金元利収入等の諸収入が６兆8･516億円(8.4%減）、繰越金が２兆4,580億円

（3.0％減）ヽ分担金ヽ負担金が5,930億円（0.8％増）ヽ財産収入が6,738億円（6.0％減）、寄附金が1,030

億円(13.4%減）となっている。
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地方経費の内容

　

歳出決算額の状況を、支出の対象となる行政の目的にしたがって土木建設（土木費）、教育と文化（教育

費）、生活・福祉の充実（民生費、労働費）、産業の振興（農林水産業費、商工費）、保健衛生と環境保全（衛

生費等）、警察と消防（警察費、消防費）に分けてみると、以下のとおりである。

（1）土

　

木

　

建

　

設［第56表～第61表］

　

地方公共団体は、地域の基盤整備を図るため、道路、河川、住宅、公園等公共施設の建設、整備等を行う

とともに、これらの施設の維持管理を行っている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である土木費の決算額は歳出総額の中で最も大きい17兆6,720億円

であり、前年度に比べると4.8%減（前年度5.1妬減）となっている。また、土木費の歳出総額に占める割

合は18.6% (都道府県18.1%、市町村17.6%)となっている。

　

土木費の目的別内訳は、第35図のとおりであり、街路、公園、下水道等の整備、区画整理等に要する経

費である都市計画費（土木費総額の35.6%)が最も大きな割合を占め、以下、道路・橋りょうの新設、改

良等に要する経費である道路橋りょう費（同33.8%)、河川の改修、海岸の保全等に要する経費である河川

海岸費（同12.2%)の順となっている。

　

目的別の構成比を団体種類別にみると、都道府県においては道路橋りょう費が最も大きな割合（4L7％）

を占め、以下、河川海岸費（21.0％）、都市計画費(19.3%)の順となっている。一方、市町村においては

都市計画費が最も大きな割合(52.4%)を占め、以下、道路橋りょう費(25.3%)、住宅費(9.9%)の順と

なっている。

　

土木費の性質別内訳は、第36図のとおりであり、普通建設事業費が最も大きな割合(66.7%)を占め、以
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土木費の性質別内訳

1兆828億円6.1%

県営事業負担金1.8

9.939億円5.6%

維持補修費7,000億円4.0%

づア‾Ｔﾐ昭9097億円9.6%

下、下水道事業会計等への繰出金(8.0%)、人件費(6.1%)、住宅関係等の貸付金(5.6%)の順となって

いる。

　

さらに、土木費において大きな割合を占める普通建設事業費についてみると、その構成は、単独事業費が

48.4%、補助事業費が41.5%、国直轄事業負担金が10.1％となっている。この構成比を団体種類別にみる

と、都道府県においては、補助事業費(46.2%)が単独事業費(38.8%)を上回っているのに対し、市町村

においては単独事業費(61.8%)が補助事業費(32.5%)を大きく上回っている。また、各費目の伸び率を

みると、単独事業費が7.2%減（前年度7.0%減）、補助事業費が6.5%減（同9.3%減）、国直轄事業負担金

が6.5%減（同1.3%減）となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　

なお、地方公共団体は、交通事故等の防止を図るため、交通安全施設の設置及び補修、交通安全運動の推

進等の道路交通安全対策事業を実施している。道路交通安全対策費として支出された経費（土木費以外の費

目に係るものを含み･、人件費を除く。）は6,346億円で、前年度と比べると0.4%増（前年度0.0％増）となっ

ている。道路交通安全対策経費の内訳をみると､､横断歩道や道路標識等交通安全施設の設置費の構成比が最

も大きな割合を占め(78.7%)、以下、交通安全運動等(13.6%)、施設補修費(7.7%)の順となっている。

（2）教育と文化［第65表～第70表］

　　　

犬

　

地方公共団体は、教育り振興と文化の向上を図るなめヽ学校教育、社会教育等の教育文化行政を行ってい

る。

　

これらの教育施策の推進に要する経費である教育費の決算額は歳出総額の中で土木費に次いで大きく、17

兆6,544億円であり、前年度に比べると1.9%減‥（前年度0.4%減）となってい右。また、教育費の歳出総

額に占める割合は18.6% (都道府県23.4%、市町村11.7%)となっている。

　

教育費の目的別内訳は、第37図のとおりであり。小学校費が最も大きな割合(29.8%)を占め、以下、中
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教育費の目的別内訳
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教育費の性質別内訳
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学校費(17.1%)、高等学校費(15.2%)、教職員の退職金や私立学校の振興等に要する経費である教育総務

費(14.1%)の順となっている。また、各費目の伸び率は、小学校費が0.3％減(前年度0.7%増)、中学校

費が1.1%減＼(同0.1%増)、高等学校費が2.9%減(同1.4%減)、教育総務費が1.1%減(同1.4%増)、体

育施設の建設・運営や体育振興及び義務教育諸学校等の給食等に要する経費である保健体育費が4.6%減

(同ﾄ2.8%減)、公民館、j図書館√博物館等の社会教育施設等に要する経費である社会教育費が7.2%減(同
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2｡8％減）となっている○

　　　　　　　　　　　　　　　

･･

　

目的別の構成比を団体種類別にみると､都道府県においては、小学校費の構成比が最も大きな割合(33.3%)

を占め、以下、高等学校費(21.0%)、中学校費(19.2%)の順となっ/ている。一方、市町村においては、小

学校費が22.2%、社会教育費が22.0%、保健体育費が21.4%を占めている。

　

教育費の性質別内訳は、第38図のとおりであり、人件費が最も大きな割合(67.8%)を占め、次いで物

件費(12.4%)、義務教育施設整備等の経費であ芯普通建設事業費(11.2%)の順となっている。また、各

費目の伸び率をみると、人件費が1.5%減（前年度0.3%増）、普通建設事業費が7.9%減（同5.4%減）と

なっている。

　

性質別の構成比を団体種類別にみると、都道府県においては、都道府県立学校教職員の人件費のほか、市

町村立義務教育諸学校教職員の人件費を負担していることから、人件費が大部分(84.6%)を占めている。

一方市町村においても、人件費が最も大きな割合(33.1%)を占めており、次いで物件費(29.8%)、普通

建設事業費(26.0%)の順となっている。
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（3）生活・福祉の充実
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社会福祉行政

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

犬

　　

（ア）社会福祉行政［第35表～第41表］

　

地方公共団体は、社会福祉の充実を図るため、児童、高齢者、心身障害者等のための福祉施設の整備及び

運営、生活保護の実施等の施策を行っている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である民生費の決算額は前年度と比べると1.8%増（前年度4.9%増）

の14兆3,032億円で、歳出総額の中で土木費、教育費に次いで大きい額となっている。民生費が増加した

要因としては、生活保護費及び児童福祉費における扶助費等が増加したことがあげられる。また、民生費の

歳出総額に占める割合は15.1%となっている（都道府県8.7%、市町村22.3%)。

　

なお、団体種類別に決算額をみると、市町村の民生費は、都道府県の2.6倍となっているが、これは、さ

災
害
救
助
費

　

純

　　

計

14兆3,0,32億円

　

ぐ100.0％）

　

第39図
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まざまな社会福祉施設の設置・運営が主として市町村によって行われていること及び都市区域における生活

保護事務が市により行われていることなどによるものである。

　

民生費の目的別内訳は、第39図のとおりであり、児童福祉費が最も大きな割合(30.3%)を占め、以下、
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老人福祉費(26.5%)、知的障害者等の福祉対策や他の福祉に分類できない総合的な福祉対策に要する経費

である社会福祉費(26.1%)、生活保護費(17.0%)、非常災害によるり災者に対七て行われる応急救助、緊

急措置に要する経費や災害見舞金等である災害救助費（0.0％）の順となっている。∧また、各費目の伸び率

をみると、児童福祉費が1.9%増（前年度5.6%増）、老人福祉費が2.9%増（同4.2%増）、社会福祉費が1.7%

減（同4.3%増）、生活保護費が5.5%増（同7.1%増）、災害救助費が23.8%減し（同74ﾚ6（M?減）ことなってい

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

十

　

民生費の目的別歳出額の推移は第40図のとおりである。･･｡･｡･

　　　　

｡･

　

これらの各項目を10年前（平成４年度）の決算額と比べると、生活保護費がL62倍、児童福祉費がL47

倍、老人福祉費が1.42倍、社会福祉費が1.34倍と高い伸びﾉを示しており⊇民生費総額の伸び(1.44倍）が

歳出純計決算額の伸び（L06倍）を上回=る要因となっている。＼

　

目的別の構成比を団体種類別にみると、都道府県においては、老人福祉費ﾕの構成比(41.8%)が最も大き

く、以下、児童福祉費(27.2%)、社会福祉費(23.1%)、生活保護費(7.8%)の順となっている。また、市

町村においては、児童福祉費の構成比(31.7%)が最も大きく、以下、社会福祉費(26.9%)、老人福祉費

(22.4%)、生活保護費(18.9%)の順となっている。

　　　

ト

　

民生費の性質別内訳は、第41図のとおりであり、生活保護に要する経費、保育所の保育児童に係る措置
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民生費の目的別扶助費（補助・単独）の状況
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費、児童手当の支給に要する経費等の扶助費が最も大きな割合(43.6%)を占め、以下、国民健康保険事業

会計（事業勘定）、介護保険事業会計（事業勘定）、老人保健医療事業会計等に対する繰出金(17.4%)、人

件費(14.5%)、補助費等（11.0％）、物件費(6.1%)、普通建設事業費(5.8%)の順となっている。また、

各費目の伸びをみると人件費が3.1%減（前年度0.1%減）、補助費等が1.9%減（同10.0％増）、扶助費が

4.2%増（同6.3%増）、繰出金が5.3%増（同6.1%増）、物件費が3.0%増（同3.1%増）、普通建設事業費

が7.2%減（同1.8%増）となっている。

　

地方公共団体は、ゴールドプラン21等の実施に加え、地域の実情に応じた様々な地域福祉施策を展開す

るため積極的な役割を果たしているところであるが、今後少子・高齢化が更に進行していく中で、保健・福

祉・医療施策を一層、総合的・計画的に実施するとともに、地域により密着したサービスの充実を図ってい

くことが求められている。

　

民生費の扶助費のうち、地域の特性に応じて実施される単独施策分の現状をみると、第42図のとおりで

ある。

　

都道府県においては1,386億円（民生費の扶助費総額の12.4%)、市町村においては9,268億円（同

18.1%)が単独施策分となっている。これを目的別にみると、都道府県においては、社会福祉費の28.0%、

老人福祉費の73.2%、児童福祉費の6.0%、市町村においては社会福祉費の37.6%、老人福祉費の54.9%、

児童福祉費の20.6%が単独施策分となっている。
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第43図

　

民生費の財源構成比の推移

　

(億円)
160,000－

　　　

ロ一般財源等

如

二

120.000 -

100,000 －

80,000 －

60.000 －

机000 －

20,000 －

０

150,640

　

ﾄ]ﾆﾆなこ

　　　　　　　　　　　　　

Hoぶ4

阻隔

二

　　　　　　　　

134

.

454工二二133阻Ｌ二回琵琵

　　　　　　　　　　　　

127

,

215::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::[:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::

　　　　　　　　　

119

,

799 :l:::::::111111:ﾐ11111:::t:-:::::llJI::::::Ill::::l:::::11111::::1111:::::II::･:･l･:･:･l･:･:･I･:::･::l･:･l･l･:･l･I･:･:･l･:･:･l･･l･:･:･:･:･:･I･:･:･:･:･:･l

　　　　　　　　　

二丿丿仁三千仁………:::

,

'T'IL:･l･:T:T:!l:l:::::1111:::･::･::[!l!:T::IJ:::::::ll･:･:･17:T::l!:::･:!I:T:TIJ:::90,577

　　　　　　　　　

:71

,

486;:77

,

281:::81

.

510:::84

.

699≒::85

,

217･:■ 88.835::億円

　　　　　　

82

､

28卜〕59

.

7):-: (60.7ﾄﾞﾚ(60.6):i:(56.2)ｼｼ(63.6)::㈲.2) :畷3勿

　　　

62

,

523卜万万上二二丿::万丿二十三二

.

丿:………………………I::::::lll::II:l::::[:TI:::ll::::::lll:::::lll::::l::::･.'::::lll:::::II::::[l

　　　

･l･l･:･:･l･l･l･l･:･l･l･l･:･
50.200: 111Jllllllll::::111111:::::1111:l:::1:1111:::::1111:l:lTlllllll:::1111111:::::16,726丿丿丿運万万丿≒白白万

50

.

284ﾚ☆丿二:(61.0ﾄ丿丿丿圭三丿回Ｌ丿yりn11.1ロププヅＬ丿二迂八………:･
l‘:'l

言言

　

⑤石川で

　

フ倍百

石高卜………削乱……9

･

115

(l(:).｣I I 10. 1 1　(11.11　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38,712

　　　　　　　　　

32

,

509 34,484 36.916 49,215 35.713 39,202　億円

22

,

474 21,900 22,966 (27.1)[27］(27ぶ(32刀(26.7) (27.9) (27.1%)

(44

.

7) (35.0) (27.9)

55

　　

60
り

＝

－
／ ９ 10 11 12 13

　　

14(年度)

　

一方、民生費の財源構成比の推移は、第43図のとおりでめる。地方公共団体は、これまで、民生費にお

ける単独施策の充実、民生費に係る国庫補助負担率の引下げ等を背景に、民生費の増加分の多くを一般財源

等の充当で対応してきた結果、昭和55年度は一般財源等と国庫支出金はほぼ同じ割合であったものが、近

年は、補正予算によIり介護保険円滑導入、少子化対策等に係る交付金が追加計上された平成11年度を除い

て、一般財源等が国庫支出金の２倍を超える割合で推移している。

　　

（イ）地域福祉基金の現状

　

急速に進展する我が国の人口の高齢化に対処するため、在宅福祉の向上、健康づくり等の課題につき、民

間活動の活発化を図りつつ、地域の特性に応じた高齢者保健福祉施策等を積極的に推進することを目的に、

地域福祉基金が積み立てられており、各地方公共団体においては、この基金の運用益を活用して、さまざま

な福祉事業を実施している。平成14年度末の団体種類別の積立金状況は、第17表のとおりである。

　

また、基金運用益を利用して行う地域福祉事業にはソフト事業も含まれているが、そのソフト事業に対す

る運用益充当額は、都道府県においては53億円、市町村においては152億円である。都道府県と市町村め十

区 分

第17表

　

団体種類別地域福祉基金の残高の状況

　　

団

　

体

　

数

　　　　　　

ト平成14年度末残高 増

　　

減

　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

億円

　　　　　　　　　　　　

％
都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　　　　

47

　　　　　

犬

　　　　　　

2,556

　　　　　　　　

△

　

1.6

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　　　

3,193

　　　　　　　　　　　　

7,030

　　　　　　　　　

△

　

5.4

　　

合

　　　　

計

　　　　　　　　　　　

3,240

　　　　　　　　　　　　

9,586

　　　　　　　　　

△

　

4.4

(注)団体によっ･ｒは，当該団体'ｅ積み立ｒずヽまたはヽ碑み立1rた上でさらに社会福祉協議会等外部の団体に出えん等を行い，そ

　

の外部団体が基金を積み立てている例があり，それを含む。
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第44図

　

地域福祉基金の事業別運用益充当額の状況
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第45図

　

労働費の性質別内訳

普通建設事業費

275億円

　

5.6%

失業対策事剰

183億円3.8%

　　

825億円

　

補助事業費

　

単独事業費
156億円

　

3.2% 27億円0.6%

ソフト事業別運用益充当額の状況は、第44図のとおりであり、都道府県及び市町村ともに在宅福祉の普及、

向上に係る事業が大きな割合を占めている。
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地方公共団体は､就業者の福祉向上を図るため、職業能力開発の充実、金融対策、失業対策等の施策を行っ

ている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ダ

　　　　　　　

‥ニ

　

これらの諸施策に要する経費である労働費の決算額は4,875億円で、前年度ど比べると38.9%減(前年

度67.8%増)となっている。 また、労働費の歳出総額に占める割合は0.5% (都道府県0.7%、市町村0.4%)

となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　　　　　　　

‥

　

労働費め目的別内訳をみる＼と、失業対策費は労働費総額の11.2%であり√金融対策、福祉対策、職業訓

練等に要する経費であるその他め経費が残りの88.8%を占めている。また、各費目の伸び率をみると、失

業対策費が67.4%減ｲ前年度263.1%増)となり。その他の経費が31.4%減:(同46.8%増卜となっている。

　

目的別の構成比を団体種類別にみると、都道府県においては労政費が50.1%、万職業訓練費が31.4%、失

業対策費が16.2%の順となづている。一方、市町村においては失業対策費の構成比が8.9%となっている。

労働費の性質別内訳叫第45図のとおりで弗り、貸付金が最も大きな割合(23.7%)を占め、以下、人

件費(･18.9%)、物件費(16.し9％)、積立金(16.9%)、補助費等(13.6%)、普通建設事業費(5.6%)、失業

対策事業費(3.8%)の順となってい/乱また、各費目り伸びをみると、前年度に国の補正予算による緊急

地域雇用創出特別交付金に係る基金増設により=急増した積立金が77.2%減㈲年度４Ｌ７倍増)となったほ

か、丿貸付金が11.9%減ダ(同3.2%減)1･人件費が4.7%減＼(同2.1%減)、補助費等が11.1%減(同3.0%減)、

物件費が12.0%増(同3.8%減)、普通建設事業費が38.4%増(同59.0%減)、失業対策事業費が52.4%減

(同36.･o％増卜万となヶているレ
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（4）産業の振興

　

ア

　

農林水産行政［第49表～第54表］

　

地方公共団体は、農林水産業の振興と食糧の安定的供給を図るため、生産基盤の整備、構造改善、消費流

通対策、農林水産業に係る技術の開発・普及等の施策を実施しているＱ.¨･

　

これらの諸施策の推進に要する経費である農林水産業費の決算額は５兆1,552億円で、前年度と比べると

6.9%減（前年度5.7%減）となっている。また、農林水産業費の歳出総額に占める割合は5.4% (都道府県

7.9%、市町村3.9%)となっている。

　

農林水産業費の目的別内訳は、第46図のとおりであり、農業基盤整備等に要する経費である農地費が最

も大きな割合(40.5%)を占め、農業改良普及事業、農業構造改善事業等に要する経費である農業費(24.8%)

がこれに次ぎ、以下、林業費(19.6%)、水産業費(11.3%)の順となっている。また、各費目の伸び率を

みると、農地費が7.9%減（前年度6.7%減）、農業費が3.8%減（同2.3%減）、林業費が8.4%減（同6.9%

減）、水産業費が5.7%減（同8.9%減）となっている。

　

農林水産業費の性質別内訳は、第47図のとおりであり、普通建設事業費が最も大きな割合(61.6%)を

占め、以下、人件費(15.9%)、補助費等(8.8%)の順となっている。また、各費目の伸び率をみると、普

通建設事業費が9.8%減（前年度8.1%減）、人件費が2.7%減（同0.7％減卜となっている。、

　

さらに、農林水産業費において最も大きな割合を占める普通建設事業費について、目的別にその構成比を

みるとヽ農地費が最も大きな割合(53.9%)を占め√以下j、林業費(22.7%)、水産業費(12.8%)、農業費

(8.3%)の順となっている。

　　　　　　　　　　　　

＼
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工
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政［第55表］

　

地方公共団体は卜地域における商工業の振興とその経営の近代化等を図るため、中小企業の指導育成、企

業誘致、消費流通対策等さまざまな施策を実施している。

　　　　　　　　　　　　　　　

し

＝これらの諸施策の推進に要する経費である商工費の決算額は４兆9,832億円で、前年度に比べると7.2%
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計
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第46図

　

農林水産業費の目的別内訳
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純

　　

計

5兆1,552億円

　

(100.0％)

都道府県

3兆9,943億円

　

(100.0％)

市

　

町

　

村

1兆9,580億円

　

(100.0％)

純

　　

計

4兆9,832億円

　

(10㈲％)

都道府県

3兆2,381億円

(100.0％)

市

　

町

　

村

1兆7,988億円

　

(100.0％)

第47図

　

農林水産業費の性質別内訳

国直轄事業負担金2,716億円53％

8,178億円

県営事業負担金

第48図

　

商工費の性質別内訳

摺4闘

拙唯円7,092億[月

　

3.25准円

闘↓

減（前年度1.1%減）となっている。また、商工費の歳出総額に占める割合は5.3%となっている（都道府

県6.4%、市町村3.6%)。

　

商工費の性質別内訳は、第48図のとおりであり、貸付金が最も大きな割合(73.1%)を占め、以下、補

助費等(9.5%)、普通建設事業費(5.9%)め順となつている。また、各費目の伸び率をみると、貸付金が

9.9%減（前年度0.2%増）、補助費等が3.4%増（同2.9%増）、普通建設事業費が6.3%増（同15.5%減）

となっている。

　

性質別の構成比を団体種類別にみると、都道府県においては貸付金が大部分（80.0％）を占めている。ま
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た、市町村においても貸付金が最も大きな割合(58.7%)を占め、次いで補助費等(12.6%)の順となって

いる。

（5）保健衛生と環境保全

　

ア保健衛生［第42表～第46表］

　　　

‥‥‥‥‥‥‥‥‥

　

‥‥‥

　

地方公共団体は、住民の健康を保持増進し、生活環境の改善を図るため、医療、公衆衛生、精神衛生等に

係る対策を推進するとともに、し尿・ごみなど一般廃棄物の収集・処理等、住民の日常生活に密着した諸施

策を実施している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

犬

　

これらの諸施策の推進に要する経費である衛生費の決算額は６兆4,549億円で、前年度と比べると3.3%

減㈲年度2.4%増）となっている。また、衛生費の歳出総額に古める割合は6.8% (都道府県3.1%、市

町村10.0％）となっている。

　

衛生費の目的別内訳は、第49図のとおりであり、保健衛生、精神衛生及び母子衛生等に要する経費であ

る公衆衛生費が最も大きな割合(51.4%)を占め、一般廃棄物、ごみ、し尿等の収集処理等に要する経費で

ある清掃費(43.9%)と合わせて全体の９割以上を占めている。団体別にみると、都道府県は、公衆衛生費

が最も大きな割合(86.2%)を占めており。市町村では、清掃費(56.0%)、公衆衛生費(41.2%)の順と

なっている。また、各費目の伸び率をみると、公衆衛生費が0.9%減（前年度0.3%増）、清掃費が6.2%減

（同5.7%増）、保健所費がL4％減（同5.2%減）となっている。なお、これらの各費目を10年前（平成４

年度）の決算額と比べると、清掃費が1.21倍、公衆衛生費が1.14倍となっており、衛生費総額の伸び(1.15

倍）が歳出純計決算額の伸び（L06倍）を上回る要因となっている。

　

衛生費の性質別内訳は、第50図のとお｡りであり、ご森処理等の委託に要する経費等である物件費

(25.8%)、清掃関係職員、公衆衛生関係職員の職員給等である人件費(22.3%)、ごみ処理施設建設等に要

する経費である普通建設事業費(20.5%)の順となっている。また、各費目の伸び率をみると、人件費が2.6%

減（前年度1.6%減）、普通建設事業費が14.2%減（同11.4%増）となる一方、物件費が2.4%増（同3.6%

増）、となっている。
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衛生費の目的別内訳
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純

　

計

6兆4,沼億円

(100.0％)

第50図

　

衛生費の性質別内訳

扶助費帽13億円(6.4%)

　

イ

　

環

　

境

　

保

　

全

地方公共団体は、身近な生活環境を良好に保全するため、汚水・廃棄物の適正な処理､公害問題への対応、

リサイクルの推進等さまざまな環境保全のための施策を推進している。

　

これらの諸施策の推進に要する経費（「環境基本法」（平成５年法律第91号）第２条第３項に規定する「公

害」の防止対策に係る経費で、地方公営企業会計に係るものを含む。）の総額は４兆7,171億円（都道府県

9,185億円、市町村３兆7,987億円）であり、前年度と比べると9.9%減（前年度5.1%減）となっている。

　

なお、環境保全対策のために支出された経費の内容は、第51図のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

第51図

　

環境保全対策経費の状況
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（6）警察と消防
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政［第63表～第64表］

　

都道府県は、犯罪の防止、交通安全の確保その他地域社会の安全と秩序を維持し、国民の生命、身体及び

財産を保護するため、警察行政を推進している。

　

これらの諸施策に要する経費である警察費の決算額は３兆4,073億円で、前年度と比べると0.4%増（前

年度1.0%減）となっている。また、警察費の歳出総額に占める割合は3.6% (都道府県歳出総額の6.7%)

となっている。

　

警察費の性質別内訳は、第52図のとおりであり、警察官の職員給等である人件費が最も大きな割合

(82.0%)を占め、以下、物件費(9.5%)、警察施設、交通信号機の設置等に要する経費である普通建設事
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第52図

　

警察費の性質別内訳
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業費(7.1%)の順となっている。また、各費目の伸万ぴ率をみ､ると、ニ人件費が0.6%増（前年度1.2%減）、物

件費が3.3%増（同0.1%減）、普通建設事業費が4.4%減（同0.8％減）となっている０

　　　　　　　　　　　

。１

　

なお、国家公務員である警視正以上の階級にある地方警務官を除く都道府県警察職員総数は、平成15年

４月１日現在、26万6,7呵人（前年同期j26万2,453人）となっており。そ･の内訳は、警察官23万7,963人

（同23万3,583人）、警察事務職員等２万8,766人（同２万8,870人しとなﾚつでいる･。

イ
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行

　

政［第62表］

　

地方公共団体は、火災、風水害、地震等の災害から国民の生命、身体及び財産を守り、これらの災害をy防

除し、被害を軽減するため、消防行政を推進している．

　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　

ヶ==

　

これらの諸施策に要する経費である消防費の決算額は１兆8,593億円で√前年度ｹﾞと比べると宍0.2%減………==(前

年度0.7%減)となっている．また、消防費の歳出総額に占める割合は2.0%て都道府県0. 4 %､･市町村3.4%)

となっている．

　　　　　　

･･

　　　　　　　　　

十

　　　　　　

∧

　

ニ

　　　　　　　　　　

＼
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消防費の性質別内訳は、第53図のとおりであり、消防関係職員の職員給等である人件費が最万も大きな割

合(75.4%)を占:め、以下√消防施設の整備、消防自動車の購入等に要する経費である普通建設事業費

(11.8%)、物件費(8.8%)の順となっている．また、しその内訳の各費目の伸び率をみる:と、人件費がづ0.7%

減(前年度0.9%増)となる一方、普通建設事業費が0.0％増(同9.4%減)√物件費が2.1%増(同0.3%

減)となっている．

　

ニ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ニ

　　　　　　　

……

　

なお、消防関係職員数は、平成)15年４月ﾉ:=1日現払15万4,851人……(前一年同期15万4,383人トとなって

いる。I

　　　　　　　　　　　　　　　　　

.･.･.･･･.･

　　

･.

　

.・

　

.･･

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

･･.･

純

　　　

計
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第53図

　

消防費の性質別内訳

746億円(4.0%)

（7）目的別歳出充当一般財源等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

∧

　　

十

　　　

上

　

使途の特定されていない財源である一般財源等の歳出への充かこついて、一般財源等を地方稔地方交付

税及びその他に、歳出を目的別にそれぞれ分類した上で√道府県については財政力指数段階グルヤプ別に、

市町村につ:いては団体区分別に比較分析してみるごと、=第54図のとおりとなる。

　　　　　　　　

………………

　

まず、道府県についてみると、一般財源等の規模そのものは、財政力指数段階グループ別に１団体平均で

みると、B1で１兆3,802億円、･B2で8,806億円、Ｃで5,610億円、Ｄで5バ）30上億円、＼Ｅで3･､861億円どなっ

ており、財政力が低い団体ほど、卜般財源等の規模そのものも小さくなっている6次に、一般財源等に占め＼

る地方税の割合をみると、財政力指数が低い区分ほど小さいものとなっているが、地方税に地方交付税を合………j

わせた額が占める割合は、財政力指数段階グループ間で大きな違いはないものとなっている。また、一般財

源等の規模が小さい区分ほど地方聚ではまかなえない歳出９割合が高いが、それを地方交付税がまかなって

おり、一般財源等め規模が小さい区分ほど地方交付税によ？て必要な歳出がまかなわれてい､る割合が高いこ

とがわかる。
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次に、市町村につてみ＼るとヽﾄ一般財源等の規模そのlものはヽ団体区分別に＼i団体平均でみるとヽ大都市＼

で4,り79億円、中核市で1,080億円･、特例市で618億円、中都市で401億円、小都市で137億円、町村（人→
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目的別歳出充当一般財源等の状況
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（人口１万人未満）で27億円となっている。また、一般財源等に占める地

行政組織等について特例が設けられている大都市、中核市く特例市におい

ては、60％台でほぽ同等である一方、中都市で65.9%、小都市で48.2%、町村（人口１万人以上）で38.7%、

町村（人口１万人未満）で18.3%となっている。このように、市町村では、大都市、中核市、特例市を別

として、一般財源等に占める地方税の割合が低い団体区分ほど、一般財源等の規模そのものも小さくなって

いるが、地方税に地方交付税を合わせた額が一般財源等に占める割合では、団体区分間で大きな違いはない

ものとなっている。更に、一般財源等の規模が小さい区分ほど地方税ではまかなえない歳出の割合が高いが、

それを地方交付税がまかなっており、一般財源等の規模が小さい区分ほど地方交付税によって必要な歳出が

まかなわれている割合が高いことがわかる。
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地方経費の構造

　

地方公共団体の経費を経済的な性質に着目して分類すると、義務的経費、投資的経費及びその他の経費に

大別されるが、これらの状況をみると、次のとおりである。

（1）義務的経費［第71表］

　

義務的経費は、人件費、扶助費及び公債費からなっている。

　

義務的経費の決算額は46兆1,731億円で、前年度と比べると0.1%増（前年度1.8%増）となり、２年連

続で増加している。また、義務的経費の歳出総額に占める割合は48.7%で、前年度と比べると1.4%ポイン

トの上昇となっている。
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人件費の項目別内訳

　

純

　　

計

26兆3,942億円

　

(100.0%)

　

都道府県

15兆6.296億円

　

(100.0％)

　

市町村

10兆7,646億円

　

(100.0％)

　

義務的経費の内訳をみると、人件費が26兆3,942億円で義務的経費に占める割合は57.2% (前年度

58.2%)、公債費が13兆365億円で28.2% (同27.8%)、扶助費が６兆7,424し億円で14.6% (同14.0%)

となっており。公債費及び扶助費の構成比が上昇している。

　

ア

　

人

　　

件

　　

費［第73表～第75表］

　

人件費は、職員給、地方公務員共済組合等負担金、退職金、委員等報酬、議員報酬手当等からなっている。

　

人件費の決算額は26兆3,942億円であり、平成12年度から３年連続して減少(1.7%減）している。

　

人件費の歳出総額に占める割合及び人件費に充当芦れた一般財源の¬般財源総額に占める割合の推移は、

第55図のとおりである。人件費の歳出総額に占める割合は27ﾚ8％で、前年度と比べると0.3%ポイントの

上昇となっている。人件費の歳出総額に占める割合を団体種類別にみると、都道府県(30.9%)が、市町村

立義務教育諸学校教職員の給与を負担していることなどから市町村(21.3%)を上回っている。

　

人件費の主な内訳は、第56図のとおりであり、職員給が73.6%を占め、以下、地方公務員共済組合等負

担金(13.3%)、退職金(8.1%)の順となっている。各費目の伸び率をみると、職員給は前年度と比べると

2.0%減となっており、４年連続して減少となっている。また、地方公務員共済組合等負担金は前年度と比

べると1.0%減（前年度0.4%増）となっている。退職金は前年度と比べると0.1%減（同1.4%増）となっ

ている。

　

人件費に充当された財源の内訳は、第57図のとおりであり、一般財源等が最も大きな割合(83.6%)を

占め、以下、国庫支出金(12.7%)、使用料・手数料（2.9％）の順となっている。これを団体種類別にみる

とヽ一般財源等の構成比はヽ市町村(90.9%)が都道府県(77.0%)を上回っているめに対し、国庫支出金

の構成比はヽ都道府県(19.8%)が市町村（1.9％）を大幅に上回゜ている・､これは、都道府県が負担して

いる市町村立義務教育諸学校教職員の人件費に!ﾆ）゛てヽ国庫負担制度（義務教育職員給与4負担金）か設け

られていることによるものである。
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人件費の財源内訳
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職員給の部門別構成比の状況
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7兆6,508億円

　

(100.0％)

　

職員給の主な内訳をみると、職員給総額の65.0%を占める基本給が、0.5%減（前年度0.0%増）、35.0%

を占めるその他の手当は、期末・勤勉手当の年間支給月数の引き下げ等により4.8%減（同0.8％減）となっ

ている。

　

職員給の部門別構成比は、第58図のとおりであり、教育関係が最も大きな割合(46.5%)を占め、以下、

議会・総務関係(11.7%)、警察関係(11.3%)、民生関係(8.8%)、衛生関係(6.2%)の順となっている。
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第59図

　

地方公務員1人当たり平均給料月額

　　　　　

(普通会計、団体種類別、職種別)
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全地方

　

■公共団体

　

圃都道府県

　

ロコ大都市

　

□]都市

　

口町村

450,000(円)

366.567

250,000

　　

300,000

　　

350,000

　　

400,000

削ﾐJ

　

］平成15年４川１日現在の額である、

　　　

２

　

［都市］には、中核市、特例市を含む、

また、これを団体種類別にみると、都道府県においては、市町村立義務教育諸学校教職員の人件費を負担し

ていることから、教育関係が最も大きな割合(64.4%)を占め、警察関係(18.6%)と合わせて全体の83.0%

を占めている。一方、市町村においては、議会・総務関係が最も大きな割合(23.2%)を占めており、以下、

民生関係(19.3%)、教育関係(18.9%)、消防関係(13.0%)、衛生関係(12.2%)の順となっている。

　

次に、平成15年４月１日現在における地方公務員=（普通会計分）１人当たりの平均給料月額を主な職種

別及び団体種類別にみると、第59図のとおりであり、職種により平均給料月額に差があるのは、主として、

職種別の年齢構成、給料表の構造等の違いによるものである。

　　

（イ）地方公務員の数［第75表］

　

地方公共団体の職員数（普通会計分）は、平成元年以降増加してきたが、行政改革が積極的に推進され、

事務事業の見直し、定員管理の適正化等が行われたことなどから、平成７年以降９年連続して減少しており、

平成15年４月１日現在の職員数は267万7,358人で｡、前年同期と枇べると２万2,343人減(0.8%減）となっ

づ大祭抑

職員の部門別構成比は、第60図のとおりであり。教育関係職員が最も大きな割合(全地方公務員数の

43.8%)を占め、以下、一般行政関係職員(同40.4%)、警察関係職員(同10.0％)、消防関係職員(同5.8%)

の順となっている。なお、団体種類別の職員構成比をみると、都道府県においては教育関係職員が62.8%、

一般行政関係職員が18.6%を占め、市町村においては一般行政関係職員が69.4%、教育関係職員が泳7％

を占めている。

　

部門別職員数を前年同期と比べると、警察関係職員が4,276人増、消防関係職員が468人増となる～方、

一般行政関係職員が１万4,348人減、教育関係職員が１万2,739人減となっている。一般行政関係職員の増
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第60図

　

地方公務員数の状況

消防関係

154,851人(5.8%)

（注）平成15年４月１日現在の人数である。

第61図

　

地方公務員数の推移
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５
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15(年)

平成５年４月１日現在の人数を100とした場合の指数である。

減の内訳をみると、..議会・総務関係職員が1,274人増となる一方、土木関係職員が4･､687人減、衛生関係職

員が3,･501人減√民生関係職員が3,171人減、農林水産関係職員が2,948人減、税務関係職員が885人減、
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第62図

　

一般行政関係職員の部門別、団体種類別増減状況

　　　　

(平成15年4月1日と平成５年4月1日との比較)

0.5

労
働

△47.0

労働関係職員が349人減、商工関係職員が81人減となっている。

　

また、部門別職員数の推移は、第61図のとおりであり、年年は、一般行政関係職員、教育関係職員が減

少傾向にあり、消防関係職員が増加傾向にある。

　

さらに、10年前（平成４年４月１日現在）と比較した一般行政関係職員の部門別、団体種類別増減状況

は、第62図のとおりである。

　

イ

　

扶

　　

助

　　

費［第78表］

　

扶助費は、社会保障制度の一環として、生活困窮者、児童、老人、心身障害者等を援助するために要する

経費である。

　

この扶助費の決算額は６兆7,424億円であり、前年度と比べると4.1%増（前年度6.2%増）となってい

る。また、扶助費の歳出総額に占める割合は、介護保険制度の実施旧半い平成12年度は前年度と比べると

0.6%ポイント低下したが、平成13年度以降再び増加に転じ、平成14年度は前年度と比べると0.5%ポイ

ント上昇の7.1%となっている。

　

扶助費の目的別内訳は、児童福祉費が２兆3,753億円で最も大きな割合（扶助費総額の35.2:％）を占め

ており、以下、生活保護費の２兆2,643億円（同33.6%)、社会福祉費の１兆2,355億円（同18.3%)、老

人福祉費の3,537億円（同5.2%)の順となっている。これら各費目の伸び率をみると、児童福祉費が4.0%

増（前年度9.5%増）、生活保護費が6.6%増（同7.0%増）、社会福祉費がO.
O /O増（同3.5%増）、老人福

祉費が5.1%減（同5.5%減）となっている。また、扶助費の目的別内訳の構成比の推移は、第63図のとお

りであり、老人福祉費が新ゴールドプラン等の実施等により11年度まで増加七ていたが、介護保険制度の

実施に伴い関連経費が介護保険事業会計から保険給付費として歳出されることとなったため、12年度以降

その構成比は大幅に低下している。

　

次に、扶助費のうち地方公共団体の単独施策分をみると、その額は１兆1,661億円で、前年度と比べると

0.4%増（前年度1.3%増）となっている。これを団体種類別にみると、都道府県においては1,596億円（都
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第63図

　

扶助費の目的別内訳の構成比の推移
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費
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18.3％

　

ミ

讐

14（年度）

道府県の扶助費総額の11.6%)、市町村においては１兆64億円（市町村の扶助費総額の18.8%)となって

いる。また、目的別にみると、社会福祉費が4,391億円で最も大きな割合（単独施策分総額の37.7%)を

占め、以下、児童福祉費の4,088億円（同35.1%)、老人福祉費の2,015億円（同17.3%)の順となってい

る。

　

なお、扶助費に充当された財源の内訳をみると、生活保護費負担金及び児童保護費負担金等の国庫支出金

が３兆2,932億円、一般財源等が３兆127億円となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ご

　

ウ

　

公

　　

債

　　

費［第95表～第96表］

　

公債費は、地方債元利償還金及び一時借入金利子の支払いに要する経費である。

　

この公債費の決算額は13兆365億円で、前年度と比べると1.7%増（前年度3.8%増）となっている。ま

た、歳出総額に占める公債費の割合は、平成５年度以降上昇しており、14年度においては、前年度と比べ

ると0.5%ポイント上昇の13.7%となっている。ト

　

これは、近年の地方税収等の落込みや減税による減収の補てん、経済対策に伴う公共投資の追加等に伴い

地方債の発行が増加したため、その元利償還金が増加したことなどによるものである。

　

公債費の内訳をみると、地方債元金償還金が９兆3,091億円で最も大きな割合(71.4%)を占め、以下、

地方債利子が３兆7,133億円(28.5%)、一時借入金利子が141億円（0.1％）となっている。各費目の伸び

率をみると、地方債元金償還金が4.6%増（前年度8.3%増）、低金利の影響により新発債及び借換債の金利

が低下しているため地方債利子が5.0%減（同4.9%減）となっている。また、一時借入金利子は45.0%増

（同33.6%減）となっている。
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地方債元金償還金の目的別内訳をみると、一般単独事業債に係るものが３兆7,297億円で最も大きな割合

(40.1%)を占め、以下、一般公共事業債の１兆3,242億円(14.2%)、義務教育施設整備事業債の4,531億

円(4.9%)、となっている。

　

次に、団体種類別に公債費の状況をみると、伸び率は、都道府県においては1.5%増（前年度4.5%増）、

市町村においては1.6%増（同2.9%増）となっている。また、歳出総額に占める割合は、都道府県におい

ては13.0％で前年度と比べると0.7%ポイント上昇し、市町村においては13.0%で前年度と比べると0.5%

ポイント上昇している。

　

なお、公債費に充当された財源の内訳をみると、一般財源等が12兆2,536億円で全体の94.0% (前年度

92.5%)を占めており、使用料、手数料等の特定財源が7,829億円で6.0％（同7.5%)となっている。

（2）投資的経費［第71表］

　

投資的経費は、道路・橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備に要する経費であり、普

通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費からなっている。

　

近年、社会資本の整備水準は着実に向上しつつあるが、地方公共団体は、地方分権の推進に伴う地方公共

団体の役割の増大、地域の活性化や住民に身近な社会資本整備、21世紀の発展基盤の整備の必要性等を勘

案し、生活関連基盤の整備や地域経済の振興等に必要な社会資本整備を重点的、効果的に実施することが求

められている。

　

投資的経費の決算額は21兆1,880億円で、前年度と比べると7.8%減（前年度6.0%減）となっている。

投資的経費の歳出総額に占める割合は22.3%であり、前年度と比べると1.3%ポイント低下となっている。

　

投資的経費の内訳をみると、普通建設事業費が98.3%を占め、以下、災害復旧事業費(1.6%)、失業対

策事業費（0.1％）の順となっている。

　

ア

　

普通建設事業費［第80表］

　

普通建設事業費は、道路・橋りょう、学校、庁舎等公共又は公用施設の新増設等の建設事業に要する経費

である。

　

この普通建設事業費の決算額は20兆8,242億円であり、前年度と比べると7.6%減（前年度5.7%減）と

なっている。

　

普通建設事業費の内訳は、単独事業費(48.6%)、補助事業費(44.3%)、国直轄事業負担金(7.0%)の

順となっている。またヽ各費目の伸び率をみるとヽ単独事業費は8.4%減（前年度6.8%減）、補助事業費は

7.3%減（同5.3%減）ヽ国直轄事業負担金は3.6%減（同0.9%減）となっている。これは、厳しい財政状

況を反映した単独事業の重点化等と公共投資の減少が主な要因である。

　

平成４年度以降における普通建設事業費の推移は、第18表のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　

第18表

　

普通建設事業費（補助・単独）の推移

区 分

　

平成４年度

　　　

９ 10 11 12

(単位

　

億円・％)

心

　

13

　　　　

14

普通建設事業費

　

う

　

補助事業

　

ち

|

単独事業

普通建設事業費

に占める割合

　

(B)

　

(C)

(B)/(A)

(C)/(A)

285,684

102,436

170,645

　　

35.9

　　

59.7
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110,607
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39.9
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普通建設事業費の推移
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その３

　

市町村

１

一一また、近年の普通建設事業費の内訳の推移は、第64図のとおりである。

　

補助事業費については、経済対策が行われた平成４年度以降、決算規模が拡大し、10兆円を超える規模

で推移してきたが。平成13年度以降は10兆円を下回っている。単独事業費については、昭和62年度から

平成４年度まで、決算規模の伸び率が10％を超えるペースで拡大し、平成６年度以降は減少傾向にある。

　

さらに、補助事業費と単独事業費を比較すると、単独事業費の決算額は、昭和63年度に補助事業費の決

算額を上回り、平成14年度においては、単独事業費は補助事業費の1.1倍の規模となっている。また、こ

れを団体種類別にみると、都道府県においては、単独事業費が補助事業費の0.7倍の規模となっており、市

町村においては、1.7倍の規模となっている。犬

　　

(ア)普通建設事業費の目的別内訳[第80表、第84表]

　

普通建設事業費の目的別内訳は、第65図のとおりであり、土木費が最も大きな割合(56.6%)を占め、以

下、農林水産業費(15.2%)、教育費(9.5%)の順となっている。さらに、これらの費目め内訳別に普通建

設事業費に占める割合をみると、土木費のうちの道路橋りょう費(24.5%)が最も大きく、以下、都市計画

費(15.7%)、河川海岸費(9.6%)の順となっている。また、これを団体種類別にみると、都道府県におい

ては道路橋りょう費(29.4%)、河川海岸費(15.5%)、農地費(13.4%)、都市計画費(10.1％)、林業費(5.3%)

の順となっており、市町村においては都市計画費(21.5%)、道路橋りょう費(16.8%)、清掃費(9.9%)、

小学校費(5.6%)、農地費(4.6%)の順となっている。

　

次に、補助事業費及び単独事業費の構成比をみると、総務費、労働費、商工費、土木費、教育費において

は単独事業費の割合が補助事業費の割合を上回っでるのに対しヽ農林水産業費、衛生費、民生費では補助

事業費の割合が単独事業費の割合を上回゜て９る。またヽ主な費目をその内訳別に更に詳細にみると、土木

費ではヽ道路橋りょう費ヽ都市計画費は単独事業費が補助事業費の割合を上回っているのに対しヽ河川海岸
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その他

8,261億円

　

(3.9%)一

教育費一一

1兆9,731億円

　

(9.5%)

農林水産業費
3兆1,742億円

　

(15.2%)

衛生費

　　

レ

1兆3,254億円

　

(6,4%)

民生費

8,238億円

　

(4.0％)

総務費

9,219億円

　

(4.4%)
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普通建設事業費の目的別（補助・単独）の状況

　　　　　　　　　　

圖|補助事業費［□W囃筒口単独事業費
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普通建設事業費の目的別内訳の状況

　　　　

(平成４年度と平成14年度との比較)
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補助事業費の目的別内訳の状況

その他3.410億円(3.8%)

」その他408億円(0.3%)

円

12,704億円

　

(13,8%)

費、港湾費、住宅費は、補助事業費の割合が大きくなっている。また、教育費では小学校費、中学校費、高

等学校費、社会教育費、保健体育費、大学費、民生費では社会福祉費、児童福祉費で、単独事業費が補助事

業費を上回っている。一方、農林水産業費では、農業費、畜産業費、農地費、林業費、水産業費の全て、衛

生費では清掃費で補助事業費が単独事業費を上回っている。

　

なお、普通建設事業費の目的別内訳を10年前（平成４年度）の決算額と比べると、第66図のとおりであ

り、衛生費において、清掃費が1.2倍となるなど、住民生活に密接に関連した分野で増加している。

　　

（イ）補助事業費［第81表］

　

補助事業費は、地方公共団体が国からの負担金又は補助金を受けて実施する事業に要する経費である。

　

補助事業費の決算額は９兆2,339億円で、前年度と比べると7.3%減ﾄ（前年度5.3%減）となっている６こ

れを団体種類別にみると、都道府県においては7.6%減（同8.6%減）、市町村においでは6.7%減（同0.3%

増）となっていlる。

　

補助事業費の目的別内訳は、第67図のとおりであり、土木費が最も大きな割合(52.9%)を占めており、

以下、農林水産業費(24.1%)、衛生費(8.1%)、教育費(6.5%)の順となっている。さらに、これらの費

目の内訳別に補助事業費に占める割合をみると、道路橋りょう費が最も大きな割合(15.5%)を占めており、

以下、河川海岸費(13.8%)、都市計画費(13.8%)の順となっている。これを団体種類別にみると、都道

府県においては河川海岸費(19.9%)、道路橋りょう費(19.9%)農地費(19.7%)の順となっており、市

町村においては都市計画費(22.7%)、清掃費(17.7%)、住宅費(9.7%)の順となってい名。

　　

（ウ）単独事業費［第83表］

　

単独事業は、地方公共団体が国の補助等を受けずに自主的・主体的に地域の実情等に応じて実施する事業
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十

　　　　　　　　　

し（拐％）

　　　　　　　　　　　　　

木

　　　　　　

教育費

　

･1

　

言．

　　　

道路橋りょう費

　　

（……万

　　　　　　

6.045億円

　

Ｅ

　　

丿

　　　　　

14.320億円

　　　　　

ノ

ズ

　　　　

(6.5%) ＼　　　　幄％）　　　∠

μ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

::::;::

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‥‥
石）

　　　　

衛生費

　　　　　　

脳ﾐ

　　　　　　　　　　　　　　　　

費

　　　　

7,499億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

……1

へ._

　　　　　　

(8.1%)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

河川海岸費

　　

48,885億

　　

絹駁費1亘題⊃彫）

　

J指差鵜

　　　

1万万携ﾂ

　

＼/529％

　　

宍ｽﾞ:柚砥錆3即節剛恂

　　　

(100.0%)

　　　　　　　　　　　　

ム

　　

……=゛yi,ﾑlj.l,.　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　街路費　　　　　　　≒

　　

ﾂﾞｲ子

　　

１バ

氷鸞回ｿﾚﾉ

　　　

ぐ

=，1

諧

円

レドレル
ドj＼

12704ど

　　　　

ﾀﾞ希っ

　　

(12.5%)

　　　　　　　　　

回付卜画

　　　　　

［13,89

　　　　　

よく會

　　　　

酒1謡姉萌
卜費二∧

　　　　　

22,274ff,R;］宍:,万……,………

　　

(3.2%j加州……………

　　　　　　

ぷ4.1%Hご≫サ斤…………二1……………一下水道費165億円

　　　　　　　　　　　　

i’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(0.2%)



４

その他

,027億円

(3.9%)

　

その他

1,225億円

　

(1.2%)

第68図

　

単独事業費の目的別内訳の状況

その他2,311億円(2.3%) 住宅費1.473億円(1.5%)

億円

％）

であり。住民生活に身近な生活関連施設等の整備や地域の特性を活かした個性豊かで魅力ある地域づくりに･

おいて大きな役割を担っており、地域経済の下支えを図るうえでも重要な機能を果たしている。

　

単独事業に要する経費である単独事業費の決算額は10兆1,270億円で、前年度と比べると8.4%減（前

年度6.8%減）となっている。これを団体種類別にみると、都道府県においては8.8%減（同7.3%減）、市

町村においては7.9%減（同6.4%減）とともに減少している。

　

単独事業費の目的別内訳は、第68図のとおりである。土木費が最も大きな割合(56.3%)を占めており、

以下、教育費(13.5%)、総務費(7.6%)の順となっている。さらに、これらの費目の内訳別に単独事業費

に占める割合をみると、道路橋りょう費が最も大きな割合(29.0%)を占めており、以下、都市計画費

(19.6%)、河川海岸費(3.9%)の順となっている。また、これを団体種類別にみると、都道府県において

は、道路橋りょう費(36.2%)、都市計画費(16.6%)、河川海岸費(6.3%)の順となっており、市町村に

おいては、道路橋りょう費(22.4%)、都市計画費(21.2%)、清掃費(5.9%)の順となっている。

　　

（エ）国直轄事業負担金［第82表］

　

国直轄事業負担金は、国が道路、河川、砂防、港湾等の土木事業等を直轄で実施する場合において、法令

の規定により地方公共団体がその一部を負担する経費である。

　

国直轄事業負担金の決算額は１兆4,633億円で、前年度と比べて3.6%減（前年度0.9%減）となってい

る。国直轄事業負担金の目的別内訳は、土木費が81.4%、農林水産業費が18.6%となっており、さらに、こ

れらの費目の内訳別に国直轄事業負担金に占める割合をみると、道路橋りょう費が最も大きな割合(50.4%)

を占めており、以下、河川海岸費(23.2%)、農地費(17.5%)の順となっている。

－79－

ﾘ゛』1上
F億円

　　

商工費

.9%) 2.304億円　　　ッ∧　　　　　　　　_-

　　　

(2.3%)

　　　　

゛゛ﾌﾔ’ﾆI
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民生費し⊃

　　　　　　

4,012億ﾄ戦千丿

　　　　

衛生費(4.0%八乍……

　　　　　　　　　　　　　　

木

　　　　

5.755億円

　　　　

Vノ

　　　　

(5.7%)

　　　　

言j=

　　　　　　　　　　

……=万7

　　　　　　

道路橋りょう費

　

農林殖産業費

　　　　　　

｀／

　　　　　　

29･350億円

　　　　

費

　　

6V7i52億摺

　　　　　　　　　　　　　　　　

(29.0%)

　　　

mm.り

　　　　　　　　

単独事業費

　　　　　　　　　　

叩ご宍

　　

総務費

　　　　　　　　

10兆1.270億円

　　

7,739億円

　　　　　　　　

（100.0％）

　　

(7.6%)

　　　　　　　

乱

　　　　　　　　　

街路費

　

4Lj］宍ｻ

3，3

　　　　　　　　　　　

ﾌﾞ

ｽ

謝

　

中学校費13･686億欄

勿

　　

（

万万に

）

　

費

　

1.590億円(13.5%*)

　

(1.6%)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

二下水道費189億ド

工ｚ八丿朴1

　

りつ11j喬ロコノりり∂ｚぺ

　　　　

石て々こと泌
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（オ）普通建設事業費の充当財源［第80表り･第83表］

　　　

＜=1

　

普通建設事業費に充当された主な財源の内訳をみると、地方債が44.6%と最も大きな割合を占めており、

以下、一般財源等が26.5%、国庫支出金が19.0%となっている。これを前年度と比べると、地方債は3.9%

ポイント上昇する一方、一般財源等は1.4%ポイント、国庫支出金は3.1%ポイントそれぞれ低下してTりる。

また、補助事業費及び単独事業費に分けてみると、補助事業費については、地方債が44.3%、国庫支出金

が42.7%、一般財源等が7.7%となっており、単独事業費については、一般財源等が44.5%、地方債が40.8%

となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

…………

　

普通建設事業費に充当された主な財源の内訳の推移は、第69図のとおりである。二鯨財源の構成比は、平

成３年度以降低下傾向にあったが、平成11年度に上昇に転じ、平成13年度以降叫再び低下傾向にある。ま

た、地方債の構成比は、平成ｎ年度以降低下傾向にあったが。平成14年度に上昇に転じており、平成５年

度以降は充当財源の中で最も大きな割合を占め、４割程度で推移している。

　　

（ヵ）用地取得費［第85表～第87表］

　　　　　　　　　　　　　

し

　　　

.I

　

地方公共団体が道路、公園、公営住宅、学校の建設等社会資本整備を推進するための用地取得に要する経

費である用地取得費の決算額は３兆117億円で、前年度と比べて10.0％減（前年度9.8%減）となり、４年

連続して減少している。これを団体種類別にみると、都道府県においては１兆3,581億円で9.9%減（同8.9%

減）、市町村においては１兆6,536億円で10.2%減（同10.6%減）となっており、都道府県、市町村ともに

４年連続して減少している。

　　　　　

＼

　　　　

上

　

用地取得費の目的別内訳は、第70図のとおりである。土木関係が用地取得費総額の中で最も大きな割合

（80.1％）を占めており、次いで、教育関係（6.3％）となっている９さらに、土木関係の内訳をみると、都

市計画が最も大きな割合（用地取得費総額の39.9％、都道府県33.5%、市町村45.2%)を占めており、次

いでヽ道路橋りょう（同30.1%、同42.8%、同19コ％）となっている。

第69図

　

普通建設事業費の財源構成比の推移
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その他

1.199億円

　

(4.0%)

教育関係
1.885億円

　

(6.3%)

農林水産業関係

　

724億円

　

(2.4%)

衛生関係

　

675億円

　

(2.2%)

民生関係

　

459億円

　

(1.5%)

総務関係

1,059億円

　

は5％)

第70図

　

用地取得費の目的別(補助・単独)の状況

　　　　　　　　　　　　

[二]補助事業費

　　

□]単独事業費

〔主要項目〕

都市計画

　　

4.546億円

　　　　　　

7,484億円

（1兆2.030億円）

　

(37,8%)

　　　　　　　

(62.2%)

道路橋りょう

　　

3.262億円

　　　　　　　

5,799億円

(9,061億円）

　

(36.0%)

　　　　　　　

(64.0%)

河

　　　

川

　　　　　　　　

1,521億円

　　　　　　　　

331億円

(1.852億円）

　　　　　　　

(82.1%)

　　　　　　　

(17.9%)

公営住宅

(461億円)

農業関係

　　　　　

421億円

　　　　　　　

203億円

(624億円）

　　　　　

(67.5%)

　　　　　　

(32.5%)

　　　　　　

""J
社会福祉施設

　

(312億円)

　

合計

3兆117億円

(100.0％)

2億円

(0.7%)

　

また、用地取得費のうち用地を取得するために要しか移転等の補償費、賠償費は9,341億円で、用地取得

費に占める割合は、前年度と比べると1.3%ポイント上昇の31.0％（都道府県斜｡0％、市町村20.3%)と

なっている。

　　　　　　　　　　　

‥

　

取得用地面積（債務負担行為等に係るものを含む。）は179,232千㎡（都道府県66,688千㎡、市町村

112,544千㎡）であり、前年度と比べると13.7%減となっている9

　

用地取得費の推移は、第71図のとおりである。

　

普通建設事業費に占める用地取得費の割合の推移は、第19表のとおりであり、平成14年度は13.7% (都

道府県11.6%、市町村16.2%)となっている。

　

地方公共団体（普通会計）の用地取得費を取得先別にみると、第72図のとおりであり、土地開発基金及

び土地開発公社からの取得が全体の28.7%を占めている。これを団体種類別にみると、都道府県において

は17.6%、市町村においては37.7%とな９ている･。

　　

＞

　　　

十

　

イ

　

災害復旧事業費［第88表］

　　　

し

　　　

‥上

　

＼□

　

災害復旧事業費は、暴風、洪水、稗震その他異常な自然現象等の災害によって被災した施設を原形に復旧

するために要する経費である。

　　

犬

　

この災害復旧事業費の決算額は3,455億円､で、前年度と比べると14.3%･減（前年度19.9%減）となって

いる。

　

災害復旧事業費の内訳は、第73図のとおりで呵り、補助事業費が前年度と比べるIと12.0%減の2,941億

円、単独事業費が27.7%減の377億円、国直轄事業負担金が18.2%減のμ7億円となっている。

　

またヽ目的別内訳の構成比をみるとヽ道路ヽ河川ヽ海岸ヽ港湾ヽ漁港等の公共土木施設関係（災害復旧事

業費総額の80.3%)と農地、農業用施設等の農林水産施設関係（同15.9%)で全体の96.2%を占めてい乱
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第71図

　

用地取得費の推移
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第19表

　

普通建設事業費に占める用地取得費の割合の推移
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第72図

　

用地取得費の取得先別内訳

　　　　　　　　　　　

他の地方公共団体

上地開発基金

　

153億円

　

(1.1％)

都道府県1ｷﾎﾘﾂごj円

市町村

合

　　

計

国直轄事業

負担金

　

Ｌ，

　

137億円

　

（4.0％）「

単独事業費

　

377億円

　

(10.9%)

‰
1兆6,536億円

　

(100.0％)

3兆117億円

　

(100.0％)

性質別内訳

3,455億円

(100.0％)

442億円(3.3%)

第73図

　

災害復旧事業費の状況

目的別内訳

3.455億円

(100.0%)

その他

敗恥

　

84

(2.4)

財源内訳

3,455億円

(100.0％)

　

さらに、災害復旧事業費に充当された財源の内訳をみると、国庫支出金（災害復旧事業費総額の58.7%)

と地方債（同26.9%)で全体の85.6%を占めている．

　

ウ

　

失業対策事業費［第89表］

　　　　　　　　　　　

尚

　　　　　　　　　　　　　

‥

　　　　　　

○

　

失業対策事業費は、失業者に就業の機会を与えることを主たる目的として、道路、河川、公園め整備等を

行う事業に要する経費である○’

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．． ■

　

この失業対策事業費の決算額は183億円で、前年度と比べると52.4%減（前年度36.0%増）となってい

る．その内訳をみると、補助事業費が156億円（失業対策事業費総額の85.1%)、単独事業費が27億円（同

14.9%)となっている．またヽ失業対策事業費に充当された財源はヽ国庫支出金が65億円（同35.6%)、

一般財源等が54億円（同29.3%)等となっている○･
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（3）その他の経費［第71表、第94表］

　

その他の経費には、物件費、維持補修費、補助費等、繰出金、積立金、投資及び出資金、貸付金並びに前

年度繰上充用金があり、その決算額は27兆4,783億円で、前年度と比べると3.0%減（前年度1.7%増）と

なっている。

　

その内訳は、第20表のとおりである。

区 分

物

　

維

　

補

　

繰

　

積

　

投

　

貸

前

　
　

修

　
　
　
　

費

件

　

補

　
　
　

出

　

立

　
　
　
　

助

　
　

持

資

　

及 出

　

資

　　　

付

年度繰上充

合

用

計

第20表その他の経費の状況

　　　　

決

　　

算

　　

額

平成14年度

費

　

費

　

等

　

金

　

金

　

金

　

金

　

億円

79,510

10,593

68,601

42,505

13,641

　

4,679

54,990

　　

263

274,783

平成13年度

　　

億円

78,884

10,795

67,464

40,898

20,242

　

4,836

59,837

　　

297

283,252

増

平成14年度

　　　　

％

　　　

0.8

△

　

1.9

　　　

1.7

　　　

3.9

△

　

32.6

△

　

3.2

△

　

8.1

△

　

11.4

△

　

3.0

減

　　　

率

平成13年度

　　　　

％

　　　

2.4

△

　

2.4

　　　

1.8

　　　

3.9

　　　

3.9

△

　

11.2

△

　

0.1

　　

201.0

　　　

1.7

　

また、これらの経費の歳出総額に対する割合をみると、物件費が8.4%(前年度8.1%)、補助費等が7.2%

（同6.9%)、貸付金が5.8% (同6.1%)、繰出金が4.5% (同4.2%)、積立金が1.4% (同2.1%)等となっ

ている。

　

なお、その他の経費のうち地方公営企業会計に対する繰出しの状況についてみると、法適用企業の地方公

営企業会計に対する繰出しは２兆1,046億円（補助費等１兆6,892億円、投資及び出資金2,669億円、貸付

金1.484億円）、法非適用企業の地方公営企業会計に対する繰出し（繰出金）は１兆6,705億円で、合計３

兆7,751億円となっており、これを前年度と比べると0.2％減（前年度0.4%増）となっている。

　

ア

　

物

　　

件

　　

費［第76表］

　

賃金、旅費、役務費、委託料等消費的性質の経費である物件費の決算額は７兆9,510億円であり、前年度

と比べると0.8%増（前年度2.4%増）となっている。このように物件費が前年度決算額を上回ったのは、委

託料(2.2%増）、賃金(4.3%増）等が増加したことなどによるものである。

　

物件費の内訳をみると、委託料が最も大きな割合（物件費総額の49.4%)を占め、次いで消耗品の取得

等に要する需用費（同23.3%)となっており、これらの経費で物件費総額の72.7％を占めている。

　

なお、物件費の内訳の推移は、第74図のとおりである。

　

イ

　

維持補修費［第77表］

　

地方公共団体が管理する公共用施設等の維持に要する経費である維持補修費の決算額は１兆593億円で、

前年度と比べると1.9%減（前年度2.4%減）となっている。維持補修費の内訳を目的別にみると、土木費

の7,000億円（維持補修費総額の66.1%)、教育費の1,273億円（同12.0%)、衛生費の1,087億円（同10.3%)

の順となっており、道路橋りょう、公営住宅等の土木関係施設、小・中学校等の教育関係施設及び清掃施設

等の衛生関係施設に係るものの合計で維持補修費総額の88.4%を占めている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－85－



(兆円)

　

卜

８

－

／

６

５

４

３

９

＝

０

　
　
　
　

7
5
　
8

9
9
ｓ

Ｉ
　
　
　
　
６
　
０
　
　
］
｝
一
　
　
惣
揃

禦
作
付
ご
苔

　

レ
サ

　
　
　
　
　
　
　

七
太
一

　
　
　
　

　
　
　

　

一

　

．
一

口
白
［
口
］
幽

1
　
2
5
9
　
3

　
　

3
9
　
8

　
　

6
　
1

　

2
9
　
5

　

託
幽

４ ９

第74図

　

物件費の推移
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ウ

　

補

　

助

　

費

　

等［第79表］

　

法適用企業に対する負担金、さまざまな団体等への補助金、報償費、寄附金等の補助費等の決算額/は６兆

8,601億円で、前年度と比べると1.7%増（前年度1.8%増）となっている。補助費等の内訳を目的別にみ

ると、民生費が１兆5,731億円で最も大きな割合（補助費等総額の22.9%)を占め、以下､∇教育費の１兆

978億円（同16.0%)、衛生費の１兆183億円（同14.8%)、総務費の9,870億円（同14.4%)、土木費の8,806

億円（同12.8%)、商工費の4,734億円（同6.9%)、農林水産業費の4,540億円（同6.6%)の順となって

いる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。･

　

補助費等のうち、地方公営企業会計（法適用企業）に対する負担金及び補助金は、地方公営企業の性質上

一般会計等において負担すべき経費があることから支出されるものであり、その額は１兆6,892億円で、前

年度と比べると1.2%減（前年度0.9%増）となっている。事業別にみると、下水道事業に対するものが6,917

億円で最も大きな割合（地方公営企業会計（法適用企業）に対する負担金及び補助金総額の41.0%)を占

め、次いで、病院事業の6,401億円（同37.9%)となっており、これら二事業で総額の78.9%を占めてい

る。以下、交通事業の2,001億円（同11.9%)、上水道事業の1,160億円（同6.9%)の順となって､いる。＼

　

エ

　

繰

　　

出

　　

金［第90表］

　

普通会計から他会計、基金（定額の資金の運用を目的とする基金）に支出する経費である繰出金の決算額

は４兆2,507億円で、前年度と比べると3.9%増（前年度3.9%増）となっている。⊃このように繰出金が前

年度決算額を上回ったのはヽ前年度に引き続き介護保険事業会計に対する市町村の法定負担分等の繰出金が

増加したことなどによる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

犬

　

繰出金の内訳を繰出先別にみるとヽ地方公営企業会計:（法非適用企業）に対するものが１兆6,705億円で

最も大きな割合（繰出金総額の39.3%)を占めており、以下、国民健康保険事業会計に対するもの１兆357
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億円（同24.4%)、介護保険事業会計に対するもの8,187億円（同19.3%)、老人保健医療事業会計に対す

るもの6,073億円（同14.3%)の順となっている。

　

なお、繰出金のうち、地方公営企業会計（法非適用企業）に対する繰出金は、地方公営企業の性質上一般

会計等において負担すべき経費があることから支出されるものであり、その内訳を事業別にみると、下水道

事業に対するものが１兆3,673億円で最も大きな割合（地方公営企業会計（法非適用企業）に対する繰出金

総額の81.8%)を占めている。また、その下水道事業に対する繰出金を目的別にみると、公債費財源繰出

が9,361億円、建設費繰出が2,216億円で、両者で全体の84.7%を占めており、その伸び率は公債費財源

繰出が5. 5%増、建設費繰出は8.5%減となっている。

　

オ

　

積

　　

立

　　

金［第91表、第99表］

　

特定の目的のための財産を維持又は資金を積み立てるために設立された基金等に対する経費である積立金

（歳計剰余金処分による積立金を含む。）の決算額は１兆5,049億円で、前年度と比べると6,732億円減

(30.9%減）となっている。積立金の内訳を基金の種類別にみると、財政調整基金に対するものは5,413億

円で、前年度と比べると1,311億円減(19.5%減）､減債基金に対するものは2,819億円で、601億円減(17.6%

減）、その他特定目的基金に対するものは6,817億円で、4,821億円減(41.4%減）となっている。

　

一方、積立金取崩し額は２兆5,151億円で、前年度と比べると6,157億円増(32.4%増）となっている。

その内訳をみると、財政調整基金の取崩し額は6,029億円で、前年度と比べると2,009億円増（50.0％増）、

減債基金の取崩し額は6,586億円で､1,436億円増(27.9%増）、その他特定目的基金の取崩し額は１兆2,535

億円で、2,712億円増(27.6%増）となっている。

　

なお、平成14年度末における積立金現在高は14兆6,741億円で、前年度末と比べると１兆101億円減

(6.4%減）となっている（積立金現在高については、「2

　

地方財政の概況

　

㈲

　

将来にわたる財政負担

ウ

　

積立金現在高」を参照）。

　

ヵ

　

投資及び出資金［第92表］

　

国債、地方債の取得や財団法人等への出えん、出資等のための経費である投資及び出資金の決算額は4,679

億円で、前年度と比べると3.2%減（前年度11.2%減）となっている。

　

投資及び出資金の内訳を目的別にみると、土木費に係るものが2,065億円で最も大きな割合（投資及び出

資金総額の44.1%)を占めており、次いで衛生費に係るものが1,663億円（同35.5%)となっている。

　

投資及び出資金のうち、地方公営企業会計（法適用企業）に対するものは2,669億円で、前年度と比べる

と16億円増（0.6％増）となっている。事業別にみると、上水道事業に対するものが986億円で、最も大き

な割合（地方公営企業会計（法適用企業）に対する投資及び出資金総額の36.9%)を占めており、以下、下

水道事業の592億円（同22.2%)、病院事業の568億円（同21.3%)、交通事業の442億円（同16.6%)の

順となっている。

　

平成14年度末における投資及び出資金の現在高は11兆7,273億円で、前年度末と比べると3,999億円増

(3.5%増）となっている。その内訳をみると、観光・交通関係に係るものが２兆9,515億円で最も大きな割

合（投資及び出資金残高の25.2%)を占めており、以下、商工関係の１兆1,191億円（同9.5%)、開発関

係の9,426億円（同8.0％）の順となっている。これに、基金の運用による投資及び出資金現在高109億円

を加えると、現在高の総計はｎ兆7,382億円となり、前年度末と比べると4,014億円増(3.5%増）となっ

ている。

　

キ

　

貸

　　

付

　　

金［第93表］

　

地方公共団体がさまざまな行政施策上の目的のために地域の住民、企業に貸し付ける貸付金の決算額は５

兆4,990億円で、前年度と比べると8.1%減（前年度0.1％減）となっている。貸付金の内訳を目的別にみ
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ると、商工費に係るものは３兆6,423億円で、前年度と比べると3,986億円減(9.9%減）、土木費に係るも

のは9,939億円で、615億円減(5.8%減）となっている。

　

地方公営企業会計（法適用企業）に対する貸付金は1,501億円で、前年度と比べると162億円減(9.8%

減）となっており、貸付金総額に占める割合は2.7%となっている。

　

平成14年度末の貸付金の現在高は９兆1,824億円で、前年度末と比べると1,425億円減(1.5%減）となっ

ている。その内訳をみると、商工関係に係るものが２兆2,134億円（貸付金現在高の24.1%)、観光・交通

関係が１兆3,480億円（同14.7%)、住宅関係が6,692億円（同7.3%)等となっている。これに定額の資

金を運用するための基金による貸付金現在高6,733億円を加えると、現在高の総計は９兆8,557億円となり、

前年度末と比べると1,466億円減(1.5%減）となっている。
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一部事務組合等による事務の広域的処理の状況

　

平成14年度末における一部事務組合等による市町村事務等の共同処理及び広域的処理の状況を、団体数、

市町村の加入状況及び団体の歳入歳出決算状況についてみると、次のとおりである。

（1）団

　　

体

　　

数［第４表］

　

平成14年度末の一部事務組合等の総数は2,114団体で、し尿・ごみ処理等衛生関係組合の減少等により、

前年度末と比べると22団体減少している。なお、広域的・総合的な地域振興整備や事務処理の効率化を推

進するための制度として平成７年６月から施行された広域連合は、14年度末には前年度と比べると９団体

増加し、30道県において79団体が設置されている。

、一部事務組合等の設置目的別団体数の状況は、第21表のとおりであり、し尿・ごみ処理等衛生関係が859

団体で最も大きな割合（一部事務組合等総数の40.6%)を占め、以下、広域消防等消防関係454団体（同

21.5%)、退職手当組合等総務関係311団体（同14.7%)の順となっている。

　　　　　　　　　　　　　

第21表

　

一部事務組合等の設置目的別団体数の状況
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（注）設置目的は､組合の取り扱う主たる事務によって区分したものである。

（2）市町村の一部事務組合等への加入状況

　

一部事務組合等に加入して事務を共同処理している市町村（一部事務組合等を含む。）の数は、延べ３万

161団体（市町村・特別区延べ２万7,726団体、一部事務組合等延べ2,435団体）となっており、１市町村・

特別区（一部事務組合等を除く。）当たり平均8.6の一部事務組合等に加入していることになる。

　

一部事務組合等へ加入している市町村・特別区（延べ２万7,726団体）を設置目的別にみると、総務関係

団体へ加入している団体数は延べ9,116で、最も大きな割合（全体の32.9%)を占めており、以下、衛生

関係団体へ加入している団体数が延べ7,895 (同28.5%)、消防関係団体へ加入している団体数が延べ4,816
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（同17.4%)の順となっている。

（3）一部事務組合等の歳入歳出決算［第５表］

　

一部事務組合等の歳入歳出決算の状況は、第75図のとおりであり、歳入決算額は２兆7,275億円で、前

年度と比べると0.2％増（前年度8.4%増）となっている。

　　　　　　　　

‥‥‥

　　

‥‥‥‥‥‥‥

　

歳入決算額の内訳をみると、加入市町村等からの分担金、負担金が最も大きな割合(68.9%卜を占めてお

り、以下、地方債(13.7%)、国庫支出金(3.4%)の順となっている。

　

歳出決算額は２兆6,269億円で、前年度と比べると0.1%増（前年度9.0%増）となっている。

　

歳出決算額の目的別内訳は、衛生費が最も大きな割合(35.7%)を占め、以下、総務費(23.6%)、消防

費(23.1%)の順となっており、これらで全体の82.4%を古めている。

　　　

ノ

　　　　

ニ

　

一部事務組合等の歳出決算額の市町村決算額に対する割合を目的別にみると、消防費が最も大きな割合

(25.8%)を占め、次いで、衛生費(16.4%)となっている。

　

次に、歳出決算額の性質別内訳をみると、人件費が最も大きな割合(38.4%)を占め、以下、普通建設事

業費(22.8%)、物件費(13.9%)、公債費(11.3%)となっている。

　

繰越金

　

875億円一

都郎川竹

　

399億円一一

　　　　

Ｔ

国庫支出金

　

919億円

第75図

　

一部事務組合等の歳入歳出決算額の状況
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市町村の規模別財政状況

　

市町村を団体規模別（大都市、中核市、特例市、中都市、小都市、人口１万人以上の町村及び人口１万人

未満の町村）にグループ化を行い、財政状況を分析すると以下のとおりである。

（1）決算規模等［第３表、第５表］

　

１市町村（特別区、一部事務組合等を除く。以下この章において同じ。）当たり平均の歳入歳出決算額、人

口（住民基本台帳登載人口）１人当たり平均の歳入歳出決算額をみると、第22表のとおりである。人口１

人当たり平均の決算額は、歳入については、大都市が504千円、中核市が362千円、特例市が328千円、中

都市が317千円、小都市が378千円、人口１万人以上の町村が387千円、人口１万人未満の町村が744千円

となっており、歳出については、大都市が499千円、中核市が352千円、特例市が321千円、中都市が309

千円、小都市が369千円、人口１万人以上の町村が373千円、人口１万人未満の町村が718千円となってい

る。これをみると、大都市、中核市及び特例市は他の市町村と異なり、事務配分、行政組織等について特例

が設けられていることなどから人口１人当たり決算額が大きくなっているものの、その他の市町村について

は規模が小さな団体ほど人口一人当たり決算額が大きくなっている。

　

次に、財政力指数の単純平均を団体規模別にみると、第23表のとおりである。これを財政力指数の高い

順にみると、特例市(0.84)、中都市(0.82)、大都市(0.79)、中核市(0.78)、小都市(0.59)、人口１万

人以上の町村(0.49)、人口１万人未満の町村(0.25)となっており、大都市及び中核市以外の市町村につ

いては規模が大きいほど財政力指数が高くなっている。

　

さらに、実質収支比率は、第23表のとおりである。実質収支比率の高い順にみると、人口１万人未満の

町村（5.0％）、人口１万人以上の町村(4.7%)、小都市(3.1%)、中都市（3.0％）、中核市(2.5%)、特例

市(2.3%)、大都市（0.2％）となっている。

区

第22表

　

市町村の規模別１団体・人口１人当たり決算額の状況
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第23表

　

市町村の規模別財政力指数及び実質収支比率の状況
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（注）財政力指数は単純平均であり、実質収支比率は、団体規模別の加重平均である。

第76図

　

市町村の規模別歳入決算の状況（構成比）

地方税

　

地方交付税 地方特例

　

交付金

　

／
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Ｘ

地方譲与税等国庫支出金 都道府県

　

支出金
地方債

［市町村合計］とは、大部d」、中核市、特例市、中都市、小都市及び町村の単純合計額である。

「国庫支出金」には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を匈み、交通安全対策特別交付金を除く｡
〔

　

〕内の放値は、人口１人当たりの歳入決算額である

－92－

　　　　　　　　　　　　　　　

＼l>i.'-t/　　　　　　　　　り.仕　　／　　　　　　　　　　　　　(42.6)

128

…

…
ﾐ
鏃示談彰畔舅言怖じFo5ヰソ

　

13.5

　　　　　

15.9

　　　　　　　　　　　　　　　　

Xり山.よ/

　　　　　　　　　　　　

１.り

　

・

　　　　　　　　　

U7.9

瀧尚ｓ。‾……゛゛ｸﾞ‰,
j111j,J､才丿言惣燃ﾔで14.6 56 5才j 10.9　　　　15.7

　　　　　　　　　　　　　　　

yＵり.ｑﾉ

　　　　　　　　　　　　

１.１

　　　

/

　　　　　　　　　　　　

りり.b)

゛

　

339‥‥

　

‥聯奏|万万⑤鵬4.3

　

9.1

　

5.1 10.6　　　　14.8

　　

｀リ゜.Ｊﾉ

　　　　　　　　　　

１,０

　　　

’

　　　　　　　　　

り/./;

a6!9.

　

，･

　　　　　　　　　

麟≪|4.6

　

9.5

　　

臨

　

9.4

　　　

14.2

　　　　　　　　　　　　　　　

I一犬･“･し

　　　　　　　　

･:●:

　　　　　　　　　　　　　　

＼'0V.ぴﾉ

　　　　　　　　　

1./

　　

・

　　　　　　　　　　

kjリ.17

1

　　　

W- a5<9.　　　‘･，－……搾諜J 46 1oり3,9 10.4　　　14.2

　　　　　　　　　　　　

ＸＵＵ.４ﾉ

　　　　　　　　　

１.Ｊ

　

｀、

　　　　　　

乙.ｊ

　　

vjy.りﾉ

J

　　　　　　

43.0

　　　　　　　　　　

1匠護43

　

11.8

　　　　

11.3

　　　　

14.2

　　　　　　　　　　　　　　　　

yＪ乙.Ｊ/

　　　　　　

１.Ｊ

　　　

／

　　　　　

１.Ｊ

　　　　　

い士/.Ｊﾉ

il4'

…

………

…

…1……

，38611… …

'｣

…

…i…

…

…11

…

……゜

……
で⑩4.5

　　

12.3

　　　　

12.7

　　　　　　

21.2

　　　　　　

一般財源

　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

特定財源

　　　　　

(59.0%)

　　　　　

1.2%

　　

1

　　　　

4.3% (41.0%)

S

　　

35f4%'

　　　

……禁圧回遊4.3%

　

9.2%

　　　　

11.3%

　　　

16.2%



(2)歳

　　　　　

入

　

歳入決算の主な内訳は、第76図のとおりである。

　

地方税の構成比の高い順にみると中都市(46.9%)、特例市(45.9%)、中核市(43.0%)、大都市(38.6%)、

小都市(33.9%)、人口１万人以上の町村(28.7%)、人口１万人未満の町村(12.8%)となっており、大都

市、中核市及び特例市以外の市町村については規模が小さいほど地方税の占める割合が低くなっている。ま

た、地方税が歳入総額に占める割合の分布状況を団体規模別にみると、第77図のとおりであり。町村にお

いては地方税の歳入総額に占める割合が低い団体の構成比が大きくなっている。なお、主な税目の１人当た

りの額は、第78図のとおりである。

　

一方、地方交付税の構成比の高い順にみると、人口１万人未満の町村(41.2%)、人口1:万人以上の町村

(27.9%)、小都市(21.1%)、中核市(11.6%)、中都市(8.9%)、特例市(8.7%)、大都市(8.1%)となっ

ている。

　

また、国庫支出金(交通安全対策特別交付金を除く。)の構成比の高い順にみると、大都市(12.3%)、中

核市(11.8%)、特例市(10.5％)、中都市(9.5%)、小都市(9.1%)、人口１万人以上の町村(5.6%)、人

口１万人未満の町村＼(5.3％)となっており、規模及び権能が大きいほど国庫支出金の構成比が高くなる傾
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第77図

　

市町村の規模別地方税の歳入総額に占める割合の状況（構成比）
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第78図

　

市町村の規模別地方税の構造（人口1人当たりの地方税）
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（注）「市町村合計」とは、大都市、中核市、特例市、中都市、小都市及び町村の単純合計額である。
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汗円）

向がある。し寸方、都道府県支出金の構成比の高い順にみると、……人り･1万人未満めこ町村(7.9%)、人口１万人

以上の町村汪7％:)、小都市(5.1%)ミ中都市(4.6%)ミ特例市体9％)い中核市(2.3%)、大都市(1.3%)∩……

となっており丁規模及び権能が小さいぽど都道府県支出金の構成比が高くなっでいる。………

　

地方債の構成比(地方債依存度)の高い順にみると、人口１万人未満の町村(13.5%)、大都市(12.7%)、

中核市(11.3%)、人指1一万人以上(?)町村(10.9%)、｡小都市(!0.6%)、特例市(10.4%)、･中都市(9.4%)

となっており√大都市と人口１万人未満の町村の地方債依存度が高ぐなっている。

　　　　　　　

‥
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‥

　

目的別歳出決算額の主な内訳:はヽ第79図の七おりである。それぞれの団体規模ごとに構成比が高い費目

をみると、大都市及び中核市においては民生費、土木費、公債費の順、特例市及び中都市においでは民生費、

土木費、教育費の順、小都市においでは民生費、土木費、総務費の順、人口１万人以上の町村においては民＼

生費、総務費、土木費の順、ﾉyロ！万人未満の町村吟お９ては総務費ヽ公債費、民乖費の順となっている丁

また、規模及び権能が大きいほど土木費の構席比が高くなる一方、規模及び権能が小さいほど総務費及び農＼

林水産業費の構成比が高くなる傾向がある。
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第79図

　

市町村の規模別歳出（目的別）決算の状況（構成比）
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〔〕内の放値は、人「に人当たりの歳出決算額である

その他

　

性質別歳出決算額における主な項目の構成比は、第80図のとおりである。

　

それぞれの団体規模ごとに構成比が高い項目をみると、大都市、人口１万人未満の町村においては普通建

設事業費、人件費、公債費の順、中核市においては普通建設事業費、人件費、扶助費の順、特例市において

は人件費、普通建設事業費、扶助費の順、中都市においては人件費、普通建設事業費、物件費の順、小都市

においては人件費、普通建設事業費、公債費の順、人口１万人以上の町村においては普通建設事業費、人件

費、物件費の順となっている。扶助費の構成比は、町村における生活保護費等を都道府県が負担しているこ

となどから、町村の構成比が低くなっている。

(4)財政構造の弾力性

　

ア

　

経常収支比率

　

経常収支比率は、第24表のとおりであり、経常収支比率の高い順にみると、大都市(93.1%)、小都市

(87.9%)、特例市(87.7%)、中都市(87.4%)、人口１万人未満の町村(86.0％)、人口１万人以上の町村

(83.9%)、中核市(82.8%)となっている。なお、団体規模別の分布状況をみると、第81図のとおりであ

る。なお、町村の経常収支比率が低いのは、主として生活保護費等を都道府県が負担していること等により、

経常経費に占める扶助費の割合が低いことなどによるものである。
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第80図

　

市町村の規模別歳出（性質別）決算の状況（構成比）
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（注）「市町村合計」とは、大都市、中核市、特例市、中都市、小都市及び町村の単純合計額である。

第24表

　

市町村の規模別経常収支比率の状況
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その他
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；物件費扶助費補助費等公債
費その他

大
中
特
中
小

都
核
例
都
都

市
市
市
市
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(注)比率は。加重平均である。
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力指数の低いものほど経常収支比率が高く、財政構造の弾力性が乏しい状況にある。
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次に、起債制限比率を財政力指数段階別にみると、第85図のとおりであり、財政力指数が低いほど起債

制限比率が高い傾向にある。

97－

1.４

　　　

／

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一之

　　　　　　

乙.171

　　　　　　

ヾ/.

　

I

　　　

♂

　　

㎜

　　　　

jl

　

♂r♂■･r｢♂I

　

.

　

I｢･.'/｣/i

　　　

l

　　

'-

　　

｢
14.6……二で丿yJ∧｣]ﾉﾅﾆｿﾞ:≫ぐﾑ]で………54.卜☆ﾝｸﾞｿﾞ＼…………J

　

'，26;9

　

.E

　　　　

‥‥‥/‥‥‥‥

　

‥‥ト‥‥‥‥‥‥‥‥ド

　　

ン'Iし

　　

'

　　　　　

・

　　　　　　　

ｉ

｀

　　

1.8

　

゛ヽヽ、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‾‾一一一一一一～､_

　　　　　　

0.8｡

　　　　　　

20.0

　　　　

千丿……｀∧〉☆丿上………j……､､ljj'lr.1゛.‘.63.9………1〉ｿﾞﾉ万しレ=…………万　゛y..j,:S゛.８.4丿

　　　

．．

　　　　

ノグ;づ/'゛丿丿

　

Ｉ，トノペう＞し.ﾄ'‥‥‥‥‥‥‥

　　　

‥‥‥‥‥‥;､.･.'ﾀﾞ∴．Ｉ．ベ

　

ザー七

　

'

　　

.､、I/

!0.8

　　

⑤]ﾔﾆﾙﾌ言丿多三寸∧①Aj…………∧ぶ7ﾑ6＼ｿﾞﾀﾞｿﾞﾚﾌ．／＼∧………

　

＼へ

　　

<im

　

W

　

8.1

　　　

.9べぐlj≒I･E';……………;゛;づ‥‘"I;･ ･.ノ,しこﾋﾞE'゙ 　　-゛'゛ .し　゛Ｉ ･;．　　Ｉ　．　　． 'に●　　･,.,ぎ.

　

0.7 '　　　　　　　　　　　　　　　ノダ　　　2.7-,

951万万|丿ｼ肖]jｽｿｼｻﾔ回]ﾚﾌぐﾌJｿﾞぐ万丿,〕∧Ｔ……]1………拙………'○ｿj………万言……………j

　　

250

　

鰯

　　　

言ふづ丿イバンヅー丿丿…………IJ……I'I、…………;･,-:.l………Iノト.-.……………ﾝ゛．，．゛．．丿I

　

´い‘゛z

　　　

.yざ.yr.．..,♂..

　

0.2・

　　　　　　　　　　　　　　　　

.一゛ダ

　　　　　　　　

./

9.8

　

才千千千千≫千千∧而

.ﾌﾟ………☆∧ｹ………ｽﾉ1ﾂﾞ〉………ﾌﾀﾞﾔ゛'･･･

　

･･

　　　

.･･

　

35.3

　　　　

‘4.0

　　　

ごジぶ゛I……………:……イ……゛…………ｙ…………≒…………………;;．し▽ト‘

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜--i-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　=-il-　　　　　　--

3.3

　　　　　　

30.0

　　　　　　

…………j･.･･.・

　

）･･.・

　

.?53.3

　　　

･･.･･･

　　

・.･.･･.

　

･･

　　

Ｂ.3

　

"ごご

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

之ﾐﾐ‾

　　　　　　　　　　　　　

"/

　

‥ryyrr-り}jjだｰ'7-/'゛/r ･ 'j･｢j'゛'゛゛ﾒ'． Ｉ-♂　　ｊ
ﾃﾌﾞ｣づj才子ｿﾞ…

…

ﾉ

､

万万血ol……゛…

…

》＼

≒、.

'ﾉ…………

…ﾐ

　

゛:

　　　　

33B

　　　　　　

7

　　　

awi

-S゛.I.I゛)/♂rj･/ゝ♂/゛゛｀S゛I･

　　　

゛゛

　

゛I゛II

　　　　　

I

　

------l_

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‾---_-_

　　　　　　　　　　　　

---

F1.ｊ洵

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ.1｀句一

　　　　　　　　　　　　

S･/SI゛./I.し、゛．゛／

　

Ｉ

　

゛

　

♂♂♂

　　

声’

　　　　　　　

/

　

I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「

　　　　

15.4%

　　

二∧二千……j……｀J…………………57.6%

　

∧

　　　　　

＞ブ

　　　　　

23.6％

　

・じ’



乱L｣]肌肘]

　

1加|混稲〕

98－

区

　　

分

平成14年度

平成13年度

第25表

　

市町村の規模別起債制限比率の状況
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市町村の規模別財政力指数段階別の経常収支比率の状況
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市町村の規模別財政力指数段階別の起債制限比率の状況
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市町村の規模別実質的な財政負担の標準財政規模に対する比率
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第87図

　

市町村の規模別実質的な財政負担の標準財政規模に対する比率の状況（構成比）

市町村合計
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村

低口1万人以上〕

町

　　　

村

伏口1万ん礦〕

　　　　

0％未満

　

O％以上

　

100％以上■. 200%以上300％以上

　　　　　　　　　

100％未満200％未満300％未満

（注）「市町村合計」における団体は、大都市、中核市、特例市、中都市、小祁市及び町村である．

（5）将来にわたる実質的な財政負担

　

将来にわたる実質的な財政負担の標準財政規模に対する比率は、第86図のとおりであり、大都市

(342.8%)、中核市(195.7%)、特例市(184.5%)、小都市(176.5%)、人口１万人未満の町村(170.3%)、

中都市(164.9%)、人口1:万人以上の町村(134.6%)の順に低くなっており、おおむね市については規模

及び権能が大きいほど比率が高い傾向にある。

　

また、これを団体規模別の分布状況でみると、第87図のとおりである。
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８

　

公共施設の状況

　

地方公共団体は、住民の生活や福祉の向上を図り、個性豊かで魅力ある地域づくりを推進するため、道路

や住宅等の公共施設の整備に努めている。これら主要な公共施設の整備状況は、次のとおりである。

（1）道路・橋りょう

　

ア

　

道

　　　　　

路［第101表］

　

平成15年４月１日現在における地方道の延長は111万9,846km (0.4%増）であり、その改良率（総延

長に占める改良済延長の割合）は55.9% (0.6%ポイント上昇）、舗装率（総延長に占める舗装済延長の割

合）は76.9% (0.5%ポイント上昇）、自動車交通不能道比率（総延長に占める自動車交通不能道延長の割

合）は14.7% (0.3%ポイント改善）となっている。

　

また、これらの状況を10年前（平成４年度）と比べると、改良率が7.1%ポイント上昇、舗装率が6.3%

ポイント上昇する一方、自動車交通不能道比率は2.3%ポイント改善している。

　

次に、国道及び地方道の整備状況をみると、第88図のとおりであり、前年同期と比べると、改良率は、一

般国道が93.4% (0.2%ポイント上昇）、都道府県道が76.1% (0.4%ポイント上昇）、市町村道が53.4% (0.7%

ポイント上昇）となっている。また、舗装率は、一般国道は99.0%(前年同期と同じ）、都道府県道は95.3%

(0.3%ポイント上昇）、市町村道は74.6% (0.7%ポイント上昇）となっている。他方、自動車交通不能道

比率は、都道府県道は1.4% (0.1%ポイント改善）、市町村道は16.4% (0.3%ポイント改善）となってい

(％)
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第88図

　

道路整備の状況

99.0

舗装率には、簡易舗装分を含む｡

　

･般国道は、平成!4年４月！日現在国土交通省調「道路施設現況調査」による
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る。以上のように、地方道の整備は着実に進んではいるか、都道府県道と比べると市町村道の整備状況は依

然として遅れている状況にある。

　

イ

　

橋

　

り

　

ょ

　

う［第101表］

　

平成15年４月１日現在における地方道に係る橋りょう数は、61万9,827橋(0.1%増）である。これを

構造別にみると、永久橋（鋼橋、コンクリート橋及び石橋並びにこれらの混合橋）が総橋りょう数の97.8%

(0.1%ポイント上昇）、木橋が2.1% (前年同期と同じ）、永久橋と木橋の混合橋が0.2％（前年同期と同じ）

となっている。

　

また、これらの状況を10年前（平成４年度）と比べると、総橋りょう数に占める永久橋の割合は1.0%

ポイント上昇となっており、木橋の割合は0.9%ポイント低下となっている。

　

次に、都道府県道、市町村道別にみると、都道府県道に係る橋りょうは、地方道に係る総橋りょう数の

16.0％（前年同期と同じ）で、その99.7% (前年同期と同じ）が永久橋となっており、また、市町村道に

係る橋りょうの構成比は84.0% (前年同期と同じ）で、その97.4% (0.1%ポイント上昇）が永久橋となっ

ている。

（2）公営住宅等［第102表］

　

平成14年度末現在における公営住宅等（「公営住宅法」（昭和26年法律第193号）に基づく公営住宅、「住

宅地区改良法」（昭和35年法律第84号）に基づく改良住宅及び地方公共団体が独自に建設する単独住宅）の

総戸数は241万5,480戸であり、前年同期と比べると１万279戸増（0.4％増）となっている。

　

これを住宅の種類別にみると、公営住宅が総戸数の90.2%、改良住宅が6.6%、単独住宅が3.3%となっ

ている。

　

また、公営住宅等の設置者別の状況をみると、第89図のとおりであり、都道府県営は全体の40.1%、市

町村営は全体の59.9%となっている。

　

なお、平成14年度中の公営住宅及び単独住宅の入居公募戸数11万2,688戸(11.9%減）に対し、応募件

数は97万8,184件(6.8%増）であり、入居競争率（入居公募戸数に対する応募件数の割合）は8.7倍（前

年度7.2倍）となっている。

　　　　　

、
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(0.8%)
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第89図

　

公営住宅等の設置者別の状況
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第90図

　

入居競争率の推移

18.1大都市
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（注）「都市」には、中核市及び特例市を含む。

年度）

　

なお、入居競争率の推移を設置者別及び団体種類別にみると、第90図のとおりである。

（3）公

　　　　　

園［第103表］

　

平成14年度末における都市公園等（地方公共団体等が都市計画区域内において設置し、管理している施

設で、公園としての実態を備え、一般の利用に供しているものを含む。なお、児童遊園は除く。）の数は10

万1,747箇所（2.8％増）で、その面積は1,113.3k㎡（2.0％増）となっている。

　

また、この状況を10年前（平成４年度）と比べると、都市公園等の箇所数は２万7,117箇所増(36.3%

増）となるとともに、その面積も318.8k㎡増(40.1%増）となっている。

　

都市公園等を設置者別にみると、市町村が設置したものは10万1,000箇所(2.8%増）、897.Ok㎡(2.1%

増）で、総箇所数の99.3%、総面積の80.6%を占めている。

　

平成14年度末における都市計画区域内の人口１人当たり都市公園等面積は、平成14年度末の都市計画区

域内の人口が１億1,804万人(0.4%増）であることから、第91図のとおり9.4㎡であり、前年同期と比

べると0.1㎡増(1.1%増）となっている。また、特別区の都市計画区域内の人口１人当たり都市公園等面

積は4.3㎡となっている。なお、諸外国における人口１人当たり公園面積をみると、平成15年版の「建設

統計要覧」によれば、ニューヨーク29. 1㎡(1997年）、ベルリン27.4㎡(1994年）、ロンドン25.3㎡(1994

年）、パリ11.8㎡(1994年）となっている。

　

都市計画区域内の人口１人当たり都市公園等面積を10年前（平成４年度）と比べると、2.4m2増(34.3%

増）となっている。

　

またヽその他の公園（都市計画区域外に設置されている児童公園ヽ運動公園等の公園。なお、自然公園は

除く。）の数は4,630箇所(2.5%増）で、その面積は156.7k㎡(10.5%増）となっている。このうち市町

村立の公園の数は4,387箇所(2.4%増）で、その面積は114.3k㎡(2.4%増）となっている。
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第91図

　

都市計画区域内の人口１人当たり都市

　　　　

公園等面積
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（4）下水処理施設［第104表～第105表］

　

汚水（し尿及び生活雑排水）及び雨水を処理する施設としては、公共下水道（特定環境保全公共下水道を

含む。以下、この項において同じ。）、農業集落排水施設、漁業集落排水施設等があり、また、汚水を処理す

る施設としては、合併処理浄化槽等がある。これらの下水処理施設については、財政措置の充実が図られて

いることもあり、近年の環境保全意識の向上とともに、各地域の実態に即した整備が進められている。

　

これらの下水処理施設の中でも中心的な施設である公共下水道についてみると、平成14年度末における

現在排水人口（供用開始している排水区域内の人口）は、8,373万８千人で、前年同期と比べると3.0%増

となっている。全国人口に対する割合は、65.1%となっており、前年同期と比べると1.8%ポイント上昇と

なっている。なお、諸外国における下水道利用人口普及率をみると、平成15年版の「建設統計要覧」によ

れば、イギリス96.0% (1996年）、ドイツ92.1% (1995年）、アメリカ70.8% (1992年）、フランス79.0%

(1995年）となっている。

　

公共下水道の現在排水人口の推移は、第92図のとおりである。また、これを10年前（平成４年度）と比

べると、現在排水人口は2,458万５千人増(41.6%増）となっており、全国人口に対する割合でも17.9%

ポイント上昇している。

　

次に、農業集落排水施設及び漁業集落排水施設についてみると、平成14年度末における現在排水人口は、

それぞれ299万５千人、12万６千人で、前年同期と比べると7.7%増、9.6%増となっている。

　

以上から、公共下水道、農業集落排水施設及び漁業集落排水施設に係る現在排水人口の全国人口に対する
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公共下水道現在排水人口及び全国人口に

　　　　

対する割合の推移
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叶自現在排水人口及び全国人目は、住民基本台帳登散人［I

　　

及び外国人登録人口に基づくものである、

割合は67.6%となっており、前年同期と比べると2.0%ポイント上昇している。

　

また、平成14年度末におけるコミュニティ・プラントの処理人口は40万５千人(1.5%減）、合併処理浄

化槽の処理人口は1,014万１千人(3.3%増）となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

∧

　

なお、し尿については、上記の下水処理施設による処理のほか、し尿処理施設処理、下水道マンホール投

入等による収集処理及び単独浄化槽等による自家処理が行われている。平成14年度中のし尿の総排出量は

第931図のとおり、8,410万９千U (9.2%増）であり、全体の17.4% (2.8%ポイント低下）が収集処理さ

れているが、下水処理施設等による処理の増加により、し尿の総排出量に占める収集処理の割合は年々低下

している。
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し尿処理の状況

下水道
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（5）ごみ処理施設［第104表］

　

ごみの処理は、焼却処理、埋立処理、高速堆肥化処理等の収集処理のほか、自家処理により行われている。

平成14年度末における収集処理人口は１億2,848万２千人で、全国人口に占める割合は、99.9% (前年同

期と同じ）となっている。

　

また、平成14年度中のごみの総排出量は5,221万４千t (1.3%減）で、その処理の状況は、第94図のと

おりであり、全体の97.3% (0.3%ポイント上昇）が収集処理され、2.7% (0.3%ポイント低下）が自家処

理されている。このうち収集処理の内訳は､焼却処理が79.6% (0.4%ポイント上昇）､埋立処理が8.1% (1.0%

ポイント低下）、高速堆肥化処理が0.1％（前年同期と同じ）等となっている。

　

なお、焼却及び高速堆肥化処理率（焼却及び高速堆肥化による処理量の総排出量に占める割合）の推移は、

第95図のとおりであり、平成14年度は79.8% (0.5%ポイント上昇）となっている。これを10年前（平

成４年度）と比べると、処理率は8.4%ポイント上昇している。

第94図

　

ごみ処理の状況
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ごみの年間総排出量、焼却及び

　　　　

高速堆肥化処理率の推移
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（6）保

　　

育

　　

所［第106表］

　

平成14年10月１日現在における公私立の保育所数（季節保育所を除く。）は、２万3,598箇所となって

おり、前年同期と同じとなっている。また、在所者数は201万8,734人(2.6%増）、専任職員数は33万6,381

人(0.1%増）となっている。

　

このうち公立の保育所についてみると、その箇所数は１万3,998箇所（公私立保育所総数の59.3%)と

なっており、前年同期と比べると180箇所減(1.3%減）となっている。また、在所者数は公私立保育所全

体の52.6% (0.7%ポイント低下）、専任職員数は同じく51.2%(0.4%ポイント低下）となっている。

（7）高齢者福祉施設［第107表］

　

平成14年10月１日現在における公立及び社会福祉法人等が設置した老人ホーム数は7,519箇所で、前年

同期と比べると344箇所増(4.8%増）となっている。また、定員は46万9,496人(5.0%増）、専任職員数

は19万3,523人(5.4%増）となっている。

　

また、これらの状況を10年前（平成４年度）と比べると、老人ホーム数は3,659箇所増(94.8%増）、定

員は20万82人増(74.3%増）、専任職員数は８万2,513人増(74.3%増）となっている。
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養護老人ホーム

社会福

等の設

老人ホームの状況

養護老人ホーム
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〕内の数値は、定員である、

　　　

２

　

社会福祉法人等には、社団・財団辱を含む、

　　　

３

　

特別養護老人ホームは、平成１４年１０月１日

　　　　

現在厚生労働省調「介護サービス施設・事業

　　　　

所調査」による、

　

老人ホームを設置者別にみると、第96図のとおりである。公立老人ホームの数は、前年同期と比べると

24箇所減(1.9%減）となっている。なお、公立老人ホームの箇所数が老人ホーム全体に占める割合は、近

年低下傾向にあり、平成14年度においても、16.8%に低下(1.1%ポイント低下）している。この理由とし

ては、公立老人ホームが減少しているのに対し、社会福祉法人等の設置した老人ホームが前年同期と比べる

と368箇所増(6.2%増）となっていることがあげられる。また、公立老人ホームの定員は老人ホーム全体

の18.3% (1.4%ポイント低下）にあたる８万5,910人(2. 5%減）、専任職員数は同じく15.7% (1.3%ポ

イント低下）にあたる３万473人(2.3%減）となっている。

　

老人ホームの箇所数を種類別にみると、居宅において養護を受けることが困難な65歳以上の者を養護す

る養護老人ホームは老人ホーム総数の12.6% (0.6%ポイント低下）、常時の介護を必要とし、かつ、居宅

においてこれを受けることが困難な65歳以上の者を養護する特別養護老人ホームは64.8% (前年同期と同

じ）、無料又は低額な料金で老人に食事の提供その他日常生活上必要な便宜を供与する軽費老人ホームは

22.6% (0.6%ポイント上昇）を占めている。

（8）教

　

育

　

施

　

設

　

ア

　

幼

　　

稚

　　

園［第108表］

　

平成15年５月１日現在における公私立の幼稚園数は１万4,169園で、前年同期と比べると105園減（0.7％

減）となっている。

　

このうち公立の幼稚園についてみると、その箇所数は公私立幼稚園総数の40.5% (0.3%ポイント低下）、

入園者数は36万1,179人(0.6%減）、教員数は２万5,625人(0.2%増）となっている。

　

イ

　

小

　　

学

　　

校［第108表］

　

平成15年５月１日現在における公立小学校数は２万3,381校で、前年同期と比べると178校減（0.8％減）

となっている。また、校舎面積は8,497万７千㎡(0.1%増）となっている。
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公立学校施設の状況
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麟二

　

校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は8,324万８千㎡(0.2%増）で、非木造校舎面積比率（校舎面

積全体に占める非木造校舎面積の割合）は、第97図のとおりであり、98.0% (0.1%ポイント上昇）となっ

ている。また、危険校舎面積（「義務教育諸学校施設費国庫負担法施行令」（昭和33年政令第189号）に基

づき測定した耐力度が一定以下の校舎の面積。以下中学校において同じ。）は86万３千㎡(0.5%減）で、

校舎面積の1.0% (前年同期と同じ）を占めている。

　

屋内運動場を設置している学校数は２万2,583校で、前年同期と比べると166校減(0.7%減）となって

おり、公立小学校数の96.6% (前年同期と同じ）を占めている。また、プールを設置している学校数は１

万9,965校で、前年同期と比べると87校減(0.4%減）となっており、公立小学校数の85.4% (0.3%ポイ

ント上昇）を占めている。

　

ウ

　

中

　　

学

　　

校［第108表］

　

平成15年５月１日現在における公立中学校数は１万339校で、前年同期と比べると45校減(0.4%減）と

なっている。また、その校舎面積は4,949万６千㎡（0.2％増）である。

　

校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は4,884万２千㎡（0.3％増）で、非木造校舎面積比率は98.7%

(0.1%ポイント上昇）となっている。また、危険校舎面積は55万７千㎡(0.4%増）で、校舎面積の1.1%

（前年同期と同じ）を占めている。

　

屋内運動場を設置している学校数は１万96校で、前年同期と比べると31校減(0.3%減）となっており、

公立中学校数の97.6% (0.1%ポイント上昇）を占めている。また、プールを設置している学校数は7,513

校でヽ前年同期と比べると12校減(0.2%減）となっており、公立中学校数の72.7% (0.2%ポイント上昇）

を占めている。
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校［第108表］

　

平成15年５月１日現在における公立高等学校数は4,118校で前年同期と比べると20校減（0.5％減）と

なっており、その校舎面積は3,887万４千㎡(0.3%減）である。

　

校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は3,851万７千㎡(0.3%減）で、非木造校舎面積比率は99.1%

（前年同期と同じ）となっている。また、危険校舎面積（「公立高等学校危険建物改築促進臨時措置法施行令」

（昭和33年政令第190号）に基づき測定した耐力度が一定以下の校舎面積）は23万７千㎡(12. 5%減）で、

校舎面積の0.6% (0.1%ポイント低下）を占めている。

　

体育館を設置している学校数は4,015校で、前年同期と比べると26校減(0.6%減）となっており、公立

高等学校数の97.5% (0.2%ポイント低下）を占めている。また、プールを設置している学校数は2,667校

で、前年同期と比べると28校減(1.0%減）となっており、公立高等学校数の64.8% (0.3%ポイント低下）

を占めている。

（9）文化及び体育施設

　

ア

　

文

　

化

　

施

　

設［第109表］

　

平成14年度末の公立の文化施設の状況は、次のとおりである。

　

県民会館、市民会館及び公会堂は3,139箇所(1.0%増）で、その面積は1,281万１千㎡(1.7%増）と

なっている。また、この状況を10年前（平成４年度）と比べると、県民会館、市民会館及び公会堂の箇所

数は797箇所増(34.0%増）、面積は499万６千㎡増(63.9%増）となっている。

　

図書館は2,698館(1.5%増）で、その蔵書数は３億1,892万冊(3.5%増）となっている。また、この状

況を10年前（平成４年度）と比べると、図書館の箇所数は628館増(30.3%増）、蔵書数は１億2,455万冊

増(64.1%増）となっている。

　

博物館（美術館、動物園、水族館等を含む。）は684館(3.2%増）で、その平成14年度中の利用人員は

6,330万人(1.8%増）となっている。また、この状況を10年前（平成４年度）と比べると、博物館の箇所

数は182館増(36.3%増）、利用人員は399万人減(5.9%減）となっている。

　

イ

　

体

　

育

　

施

　

設［第109表］

　

平成14年度末の公立の体育施設の状況は、次のとおりである。

　

体育館は6,084箇所(2.2%増）で、その面積は1,476万㎡(2.3%増）となっている。また、この状況

を10年前（平成４年度）と比べると、体育館の箇所数は919箇所増(17.8%増）、面積は383万㎡増(35.0%

増）となっている。

　

陸上競技場は1,135箇所（0.8％増）で、その面積は2,642万３千㎡(1.3%増）となっている。また、こ

の状況を10年前（平成４年度）と比べると、陸上競技場の箇所数は96箇所増(9.2%増）、面積は400万３

千㎡増(17.9%増）となっている。

　

野球場は4,112箇所(0.6%増）で、その面積は6,293万６千㎡(0. 5%増）となっている。また、この

状況を10年前（平成４年度）と比べると、野球場の箇所数は197箇所増(5.0%増）、面積は427万㎡増(7.3%

増）となっている。

　

プールは4,653箇所(0.4%減）で、その水面面積は248万㎡(0.6%減）となっている。また、この状

況を10年前（平成４年度）と比べると、プールの箇所数は366箇所増(8.5%増）、水面面積は15万５千㎡

増(6.7%増）となっている。
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地方公営事業の状況

（1）地方公営企業

　

ア

　

概

　　　　　

況

　　

（ア）事

　　

業

　　

数［第111表］

　

平成14年度末において、地方公営企業を経営している団体数は3,255団体（企業団・一部事務組合等で

のみ地方公営企業を経営している23団体を含む。）であり、その内訳は47都道府県、12指定都市、3,196

市町村となっている。

　

これらの団体が経営している地方公営企業の事業数は１万2,613事業で、前年度末と比べると２事業増と

なっている。これを事業別にみると、第98図のとおりであり、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、

水道事業（簡易水道事業を含む。以下同じ。）、介護サービス事業、病院事業の順となっている。

第98図

　

地方公営企業の事業数の状況（平成14年度末）
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駐車場

　

256(2.0%)

観光施設／‾

宅地造成

　

691

　

(5.5%)

介護サービス

　　

895 -→

　　

（イ）業務の状況

　

地方公営企業は、住民の生活水準の向上を図るうえで大きな役割を果たしている。各事業全体の中で地方

公営企業が占める割合は第26表のとおりである。

　

平成14年度における主要な事業の業務の状況についてみると、次のとおりとなっている。

　　　　

ａ

　

水

　

道

　

事

　

業

　

水道事業（用水供給事業を除く。）においては、配水能力7,230万８千㎡／日、導送配水管67万508km

を有し、年間165億91百万㎡（対前年度比1.2%減）の配水を行っている。また、給水人口は１億2,｡312

万９千人で、全国人口に対する割合は95.8% (10年前（平成４年度）は93.6%)であり、着実に上昇して

いる。

　　　　

ｂ

　

工業用水道事業

　

工業用水道事業においては、配水能力2,179万３千㎡／日、導送配水管8,268kmを有し、年間47億32
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第26表

　

事業全体に占める地方公営企業の割合

　　

事

　　　　　　　　

業

　　　　　　　　

対

　

象

　

指

　

標

　　　　　　　　

左記に占める割合

水

　　　

道

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　　　

124,076千人

　　　　　　　

99.2%

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　　

47億40百万㎡

　　　　　　　

99.8%

交

　　

通

　　

事

　　

業（地下鉄）

　　　　　　　　　　　

47億69百万人

　　　　　　　

57.2%

交

　　

通

　　

事

　　

業（バス）

　　　　　　　　　　　

47億75百万人

　　　　　　　

26.0%

電

　　　　

気

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　　

1兆971億67百万kWh

　　　　　　　　

0.8％

ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

1兆1,483億91百万MJ

　　　　　　　　

2.9%

病

　　　　

院

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　　　　　　　

1,647干床

　　　　　　　　

14.6%

下

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　　　　　

9,599万人

　　　　　　　　

90.6%

百万㎡（対前年度比1.5%減）の配水を行っている。また、契約水量は1,805万３千㎡／日（対前年度比1.8%

減）であり、減少に転じている。

　　　　

ｃ

　

都市高速鉄道事業

　

都市高速鉄道事業においては、車両4,316両、営業路線482kmを有している。また、年間輸送人員は27

億28百万人（対前年度比0.3%増）であり、着実に増加している。

　　　　

ｄ

　

バ

　

ス

　

事

　

業

　

バス事業においては、車両１万361両、営業路線１万742kmを有している。また、年間輸送人員は12億

40百万人（対前年度比3.1%減）であり、近年減少が続いている。

　　　　

ｅ

　

病

　

院

　

事

　

業

　

病院事業においては、1,007病院、病床23万9,921床を有している。また、年延患者数は２億662万２

千人（対前年度比4.3%減）であり、平成９年度から５年ぶりに減少に転じている。

　　　　

ｆ下水道事業

　

下水道事業においては、現在晴天時処理能力5,917万㎡／日、管渠41万3,590kmを有している。また、

年間有収水量（流域下水道分は除く。）は100億28百万㎡（対前年度比2.1%増）であり、着実に増加して

いる。

　　

（ウ）職

　　

員

　　

数［第112表］

　

平成14年度末における地方公営企業に従事する職員の数は41万1,583人で、前年度末と比べると0.7%

減となっている。この職員数は、地方公共団体の全職員数の13.0% (前年度末13.1%)に相当している。こ

れを事業別にみると、第99図のとおりであり、病院事業が最も大きな割合を占め、以下、水道事業、下水

道事業、交通事業の順となっており、これら４事業で職員数全体の91.9%を占めている。また、行政改革

の推進による定員管理の適正化等により、ほとんどの事業で職員数は減少している。

　　

（エ）決算規模等［第113表］

　

決算規模は20兆6,654億円で、主に建設投資額の減少により、前年度と比べると6,202億円減(2.9%減）

となっており、普通会計歳出決算額の約21.8% (前年度約21.8%)に相当する規模となっている。これを

事業別にみると、第100図のとおりであり、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、病院事業、水道事

業、交通事業の順となっている。

　

また、建設投資額の推移は、第101図のとおりであり、平成14年度の額は６兆2,386億円（対前年度比
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職員数の状況
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決算規模の推移
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9｡4％減）で、普通会計の普通建設事業費の30.0％に相当する規模となっている。これを事業別にみると、
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建設投資額とは、資本的支出の建設改良費であるっ

（

　

）内の数値は、平成４年度を100として算出した指数である｡

(79)

14（年度）

1､104億円、18.9%減）、水道事業（同934億円、6.4%減）となっており、他方、施設の新設及び増改築等

により、介護サービス事業が前年度と比べると増加（同18億円、11.3%増）している。

　　

（オ）全体の経営状況

　

法適用企業と法非適用企業を合わせた全体の経営状況をみると、第27表のとおりであり、黒字事業数は

全体の87.5%、赤字事業数は12.5%で、全体としては79億円の黒字となっている（前年度1,702億円の黒

字）。また、黒字額が減少した主な理由については、前年度に宅地造成事業において一部の地方公共団体が

第27表

　

地方公営企業全体の経営状況

(単位

　

億円)

　　　　　　

14

　

年

　

度（A）

　　　　

13

　

年

　

度（B）

　　　　

差

　

引（（Aト（B））

区

　　

分

　　　　　

法適用

　

法非適用

　

合

　

計

　　

法適用

　

法非適用

　

合

　

計

　　

法適用

　

法非適用

　

合

　

計

（事業数）

　

(2,323) (8,100) (10,423) (2,361) (7,928) (10,289) (△　38）　(172)　(134)

黒字額

　　

3,544

　

1,625

　

5,169

　

4,458

　

1,731

　

6,190

　

△914

　

△106△1,020

（事業数）

　

(1,198)

　

(288) (1,486) (1,147)　(307) (1,454)　（51）（△　19）　（32）

赤字額

　

△4,087

　

△1,004

　

△5,091

　

△3,544

　

△

　

944

　

△4,488

　

△543

　

△

　

60

　

△

　

603

（事業数）

　

(3,521) (8,388) (11,909) (3,508) (8,235) (11,743)　（13）　(153)　(166)

収

　　

支

　

△

　

543

　　

622

　　　

79

　　

915

　　

787

　　

1,702

　

△1,458

　

△166

　

△1,623

（注）１

　

事業数は、決算対象事業数（建設中のものを除く｡）である（以下、第28表から第38表まで同じ｡）。

　　　

２

　

黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による（以下、第28表から第38表ま

　　　　

で同じ｡）。
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事業を精算したことにより、前年度の収益が大幅に増加したこと。及び病院事業において診療報酬の改定等

により、料金収入が減少したことによるものである。

　　

（ヵ）料

　

金収入

　

料金収入は９兆3,992億円で、前年度と比べると843億円減(0.9%減）となっている。これを事業別に

みると、第102図のとおりであり、病院事業が最も大きな割合を占め、以下、水道事業、下水道事業、交通

事業の順となっている。

　　

（キ）企業債の状況

　

資本的支出に充当された企業債の発行額の状況は、第103図のとおりであり、発行額は３兆5,107億円で、
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料金収入の状況
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第104図

　

企業債借入先別現在高の推移

〔138〕

９

〔146〕
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〔152〕

573,214

11

〔158〕

593,751

12

〔164〕〔163〕

617,246 612.790億円

その他

市場公募

市中銀行

公営企業

金融公庫

政府資金

13 14(年度)

（注）１

　

企業債現在高は、特定資金公共事業債及び特定資金公共投資事業債を除いた額である。
２

〔

　

〕内の数値は、平成４年度を100として算出した指数である。

前年度と比べると9.8%減となっている。これを事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以

下、水道事業、宅地造成事業、病院事業の順となっている。

　

企業債借入先別現在高の華移は、第104図のとおりであり、平成14年度末の額は61兆2,790億円で、前

年度末と比べると0.7％減となっている。これを借入先別にみると、政府資金が最も大きな割合を占め、以

下、公営企業金融公庫資金、市中銀行資金の順となっている。

　　

（ク）他会計繰入金の状況

　

普通会計等からの繰入金は３兆6,950億円で、前年度と比べると0.1%減となっている。この内訳をみる

と、収益的収入として2Jに､694億円（収益的収入に対する割合17.3%)、資本的収入として１兆5,256億

円（資本的収入に対する割合21.2%)となっている。これを事業別にみると、下水道事業の繰入額が最も

大きな割合（繰入額全体の57.4%)を占め、以下、病院事業（同19.8%)、水道事業（同8.2%)、交通事

業（同5.6%)の順となっている。
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（ケ）法適用企業の経営状況［第114表］

　　　　

ａ

　

損

　

益

　

収

　

支

　

法適用企業の経営状況を表すものには、純損益、経常損益、総収支比率、経常収支比率等がある。純損益

とは、当該年度の総合的な収支状況を表し、総収益が総費用を上回る場合の差額が純利益であり、逆に総費

用が総収益を上回る場合の差額が純損失である。経常損益とは、純損益から固定資産売却益等の臨時的な収

益（特別利益）や、過年度の職員給与費等の費用（特別損失）を除いたものをいい、当該年度の経営活動の

結果を表し、経常収益が経常費用を上回る場合の差額が経常利益であり、逆に経常費用が経常収益を上回る

場合の差額が経常損失である。

　

総収支比率とは、総費用に対する総収益の割合、経常収支比率とは、経常費用に対する経常収益の割合で

あり、それぞれ100％を下回ると費用が収益を上回っている状態を意味することになる。

　

法適用企業の総収益（経常収益十特別利益）は10兆3,092億円、総費用（経常費用十特別損失）は10兆

3,635億円となっており、この結果、純損益は543億円の赤字となっており、総収支比率は99.5%と前年度

より1.4%ポイント低下している。また、経常収益（営業収益十営業外収益）は10兆2,320億円、経常費

用（営業費用十営業外費用）は10兆2,846億円となっており、この結果、経常損益は526億円の赤字となっ

ており、赤字幅は前年度と比べて319億円増となっている。経常収支比率の推移をみると、平成３年度以降

は100％を下回る状況が続いており、平成14年度は99.5%と前年度より0.3%ポイント低下している。な

お、純損益、経常損益における黒字・赤字事業数及び黒字・赤字額は、第28表のとおりである。

第28表

　

法適用企業の経営状況

(単位

　

億円)

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益
区

　　

分

　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　

(2,323)

　

(2,361)

　

(2,326)

　

(2,352)

黒字額

　　　　

3,544

　　　

4,458

　　　

3,240

　　　

3,447

（事業数）

　　

(1,198)

　

(1,147)

　

(1,195)

　

(1,156)

赤字額

　　

△4,087

　

△3,544

　

△3,766

　

△3,654

（事業数）

　　

(3,521)

　

（3,508）

　

(3,521)

　

(3,508)

収

　　

支

　　　

△

　

543

　　　　　

915

　　

△

　

526

　　

△

　

207

　　　　

ｂ累積欠損金

　

過去の年度から通算した純損益における損失の累積額である累積欠損金は４兆7,420億円で、前年度と比

べると7.0%増となっている。また、累積欠損金合計額に占める割合が大きい事業は、交通事業（累積欠損

金合計額の56.8%)、病院事業（同31.9%)等である。

　　　　

ｃ

　

不

　

良

　

債

　

務

　

資金的に当面の支払能力を超える債務で、流動負債の額が流動資産の額（翌年度へ繰り越される支出の財

源充当額を除く。）を上回る場合の当該超過額である不良債務は3,416億円で、前年度と比べると2.9%増

となっており、平成10年度以降、年々増加傾向にある。不良債務の大きい事業は、交通事業（不良債務額

全体の62.4%)、病院事業（同21.9%)、下水道事業（同6.3%)である。

　　　　

ｄ

　

資

　

本

　

収

　

支

　

建設投資や企業債の償還金等の支出である資本的支出は５兆5,251億円で、前年度と比べると0.3%増と
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なっている。これに対する財源は、企業債等の外部資金が３兆3,194億円、損益勘定留保資金等の内部資金

が２兆629億円、財源不足額は1,428億円となっている。

　

資本的支出のうち建設改良費は３兆2,261億円で、前年度と比べると6.1%減となっている。建設改良費

が大きい事業は、水道事業（建設改良費全体の38.0%)、下水道事業（［司26.3%］、病院事業（同13.7%)

である。

　　

（コ）法非適用企業の経営状況［第116表］

　

法非適用企業の実質収支をみると、黒字事業数は法非適用企業全体の96.6%、赤字事業数は3.4%を占め

ており、全体では622億円の黒字（前年度787億円の黒字）となっている。

　　

（サ）財政再建等の状況

　

地方公営企業法第49条の規定に基づく財政再建（いわゆる準用再建）については、交通事業において１

事業が再建を行っていたが、平成11年度に計画どおり完了している。

　

また､工業用水道事業においては、不良債務を有する事業又は不良債務が生じると見込まれる事業のうち、

経営努力の徹底により収支の均衡を図ることが可能な団体について、平成３年度から経営健全化措置が講じ

られ、平成14年度に計画どおり完了している。なお、水利権の転用等を伴う未稼動資産等の整理により、資

金不足の解消を目的とした抜本的な経営の健全化策に取り組む１団体２施設に対して、平成14年度から新

たに経営健全化対策が講じられている。

　

さらに、病院事業においては、平成13年度末において医業収益に対する不良債務の比率が10％以上の病

院事業を経営する団体のうち、経営努力の徹底により収支の均衡を図ることが可能なものについて、平成

14年度から15団体を対象に新たな経営健全化措置が実施されている。

　

イ

　

事業別状況［第111表～第116表］

　　

（ア）水

　

道

　

事

　

業

　　　　

ａ

　

事

　　

業

　　

数

　　　　　

（ａ）上水道事業

　

地方公共団体が経営する上水道事業で、平成14年度決算対象となるものは、1,985事業であり、このう

ち、末端給水事業は1,898事業（うち建設中５事業）、用水供給事業は87事業（同16事業）である。これ

を経営主体別にみると、末端給水事業は、都県営が４事業、指定都市営が12事業、市営が591事業、町村

営が1,216事業、企業団営等が75事業であり、用水供給事業は、府県営が23事業、企業団営等が64事業

となっている。

　　　　　

（b）簡易水道事業

　

地方公共団体が経営する簡易水道事業で、平成14年度決算対象となるものは、1,644事業（うち法適用

33事業）である。これを経営主体別にみると、町村営が1,458事業で全体の88.7%を占め、以下、市営が

175事業、一部事務組合営等が８事業、指定都市営が２事業、県営が１事業となっている。

　　　　

ｂ

　

経

　

営

　

規

　

模

　

水道事業の給水人口（用水供給事業を除く。）は、平成14年度末で１億23百万人（上水道事業１億18百

万人、簡易水道事業５百万人）であり、前年度と比べると0.3%増となっている。また、平成14年度の年

間総有収水量（用水供給事業を含む。）は192億45百万㎡（前年度193億61百万㎡）、給水人口１人当た

り１日平均有収水量（用水供給事業を除く。）は32肘（同33割）と、近年、減少傾向にある。

　　　　

ｃ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　　

（ａ）法適用企業

　　　　　　

剛

　

損

　

益

　

収

　

支
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第29表

　

水道事業（法適用企業）の経営状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位億円）

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益

区

　　

分

　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　

(1,543)

　

(1,497)

　

(1,556)

　

(1,494)

黒字額

　　　

1,813

　　　

1,627

　　　

1,804

　　　

1,605

（事業数）

　　　

(453)

　　

（505）

　　

（440）

　　

（508）

赤字額

　　

△322

　　

△444

　　

△307

　　

△448

（事業数）

　　

(1,996)

　

（2,002）

　

(1,996)

　

(2,002)

収

　　

支

　　　　

1,492

　　　　

1,182

　　　　

1,497

　　　　

1,157

　

上水道事業及び法適用の簡易水道事業の総収益は３兆2,286億円、総費用は３兆794億円となっており、

この結果、純損益は1,492億円の黒字(前年度1,182億円の黒字)、総収支比率は104.9%となっている。ま

た、経常収益は３兆2,217億円、経常費用は３兆720億円となっており、この結果、経常損益は1,497億円

の黒字、経常収支比率は104.9%とならている。純損益、経常損益における黒字・赤字事業数及び黒字・赤

字額は、第29表のとおりである。

　

累積欠損金は1,272億円で、前年度と比べると3.4%増となっている。また、不良債務は10億円で、前

年度と比べると25.4%減となっている。

　　　　　　

(Ｈ)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は、第105図のとおりであり、平成14年度の額は１兆9,294億円で、前年度と比べると1.2%

増となっている。これに対する財源は、外部資金が9,238億円、内部資金が9,987億円で、財源不足額は
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69億円となっている。資本的支出の内訳をみると、建設改良費は１兆2,259億円で、前年度と比べると5.8%

減、企業債償還金は6,125億円で、前年度と比べると12.7%増となっている。

　　　　　　

(iii)給水原価と料金

　

有収水量１㎡当たりの給水原価（用水供給事業を除く。）は182.15円で、前年度と比べると0.4%減と

なっている。給水原価の内訳をみると、資本費が69.89円、職員給与費が33.21円、受水費が30.51円、そ

の他の経費が48.54円となっている。これに対して１ｍ３当たりの供給単価は173.48円であり、供給単価が

給水原価を8.67円下回る状態となっている。

　

また、平成14年度中に料金改定を実施した水道事業（用水供給事業を含む。）は166事業（前年度202事

業）で、営業中の事業の8.3%となっている。

　　　　　

（b）法非適用企業

　

法非適用の簡易水道事業の実質収支をみると、黒字事業が1,578事業で116億円の黒字、赤字事業が21

事業で９億円の赤字となっており、差引107億円の黒字となっている。

　　

（イ）工業用水道事業

　　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営する工業用水道事業で、平成14年度決算対象となるものは、151事業（うち建設中８

事業）である。これを経営主体別にみると、都道府県営が41事業、指定都市営が７事業、市営が52事業、

町村営が42事業、企業団営が９事業となっている。

　

施設数は271施設、給水先事業所数は6,260箇所、年間総配水量は47億32百万㎡となっている。また、

施設利用率（１日平均配水量を現在配水能力で除したもの）の平均は59.2% (前年度60.0％）となってい

る。

　　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　　

（ａ）損

　

益

　

収

　

支

　

工業用水道事業の総収益は1,698億円、総費用は1,518億円となっており、この結果、純損益は180億円

の黒字（前年度153億円）、総収支比率は111.9%となっている。また、経常収益は1,638億円、経常費用

は1,502億円となっており、この結果、経常損益は136億円の黒字、経常収支比率は109.1%となっている。

なお、純損益、経常損益における黒字・赤字事業数及び黒字・赤字額は、第30表のとおりである。

　

累積欠損金は215億円で、前年度と比べると1.9%増となっている。なお、不良債務は前年度同様、発生

していない。

第30表

　

工業用水道事業の経営状況

(単位

　

億円)

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益

区

　　

分

　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　　

(114)

　　

（n6）

　　

(112)

　　

(114)

黒字額

　　　　

207

　　　　

176

　　　　

175

　　　　

162

（事業数）

　　　　

（29）

　　　

（25）

　　　

（31）

　　　

（27）

赤字額

　　　

△27

　　

△23

　　

△38

　　

△27

（事業数）

　　　

(143)

　　

(141)

　　

(143)

　　

(141)

収

　　

支

　　　　　　

180

　　　　　

153

　　　　　

136

　　　　　

135
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（b）資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は1,416億円で、前年度と比べると8.9%減となっている。これに対する財源は、外部資金が

721億円、内部資金が692億円で、財源不足額は３億円となっている。資本的支出の内訳をみると、建設改

良費は639億円で、前年度と比べると11.5%減、企業債償還金は419億円で、前年度と比べると11.3%減

となっている。

　　　　　

（Ｃ）給水原価と供給単価

　

有収水量１ｍ３当たりの給水原価は31.80円（資本費16.64円、職員給与費5.15円、その他の経費10.01

円）となっており、これに対して１ｍ３当たりの供給単価は30.35円であり、供給単価が給水原価を1.45円

下回る状態となっている。

　

これを補助事業と単独事業に分けてみると、単独事業では供給単価(13.77円）が給水原価(12.00円）を

1.77円上回るのに対して、補助事業では供給単価(35.41円）が給水原価(37.85円）を2.44円下回って

いる。

　　

（ウ）交

　

通

　

事

　

業

　　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営する交通事業で、平成14年度決算対象となるものは、123事業（うち未開業１事業）

である。これを事業別にみると、バスが48事業、都市高速鉄道（地下鉄）が10事業、路面電車が５事業、

モノレール等が２事業、船舶が58事業となっている。

　

これらによる年間輸送人員は41億人、１日平均1,113万人（対前年度比0.8%減）である。１日平均輸送

人員を事業別にみると、バスが340万人（対前年度比3.1%減）、都市高速鉄道が747万人（同0.3%増）、

路面電車が15万人（同1.3%減）、その他が11万人（同1.8%減）となっている。

　

公営交通が国内の旅客輸送機関に占める割合を輸送人員からみると、第106図のとおりであり、バスにつ

いては26.0%、地下鉄については57.2%となっている。

第106図

　

バス、地下鉄における

　　　　　

公営交通事業の地位

　　

ハス
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ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　　

（ａ）法適用企業

　　　　　　

倒

　

損

　

益

　

収

　

支

　

法適用の交通事業の総収益は7,931億円、総費用は9,385億円となっており、この結果、純損益は1,454

億円の赤字、総収支比率は84.5%となっている。また、経常収益は7,837億円、経常費用は9,370億円と

なっており、この結果、経常損益は1,533億円の赤字、経常収支比率は83.6%となっている。なお、純損

益、経常損益における黒字・赤字事業数及び黒字・赤字額は、第31表のとおりである。

　

累積欠損金は２兆6,919億円で、前年度と比べると5.3%増となっている。一方、不良債務は2,132億円

で、前年度と比べると0.2%減となっている。

　

これを事業別にみると、バス事業においては、料金収入の減等により、経常損益は175億円の赤字となっ

ている。また、累積欠損金は1,975億円で、前年度と比べると8.3%増となっており、不良債務は936億円

で、前年度と比べると20.1%増となっている。なお、純損益、経常損益における黒字・赤字事業数及び黒

字・赤字額は、第32表のとおりである。

　

都市高速鉄道事業においては、補助金の減少等により、経常損益は1,343億円の赤字となっている。また、

累積欠損金は２兆4,546億円で、前年度と比べると5.1%増となっており、不良債務は913億円で、前年度

第31表

　

交通事業（法適用企業）の経営状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

億円）

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益

区

　　

分

　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　　　

（37）

　　　

（33）

　　　

（34）

　　　

（29）

黒字額

　　　　　

39

　　　　

49

　　　　

31

　　　　

23

（事業数）

　　　　

（36）

　　　

（40）

　　　

（39）

　　　

(44)

赤字額

　　

△1,493

　

△1,650

　

△1,564

　

△1,783

（事業数）

　　　　

（73）

　　　

（73）

　　　

（73）

　　　

（73）

収

　

支

　　

△1,454

　

△1,600

　

△1,533

　

△1,761

第32表

　

交通事業のうちバス事業の経営状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

億円)

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益

区

　　

分

　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　　　

（28）

　　　

（25）

　　　

（26）

　　　

（21）

黒字額

　　　　　

34

　　　　

42

　　　　

26

　　　　

15

（事業数）

　　　　

（20）

　　　

（23）

　　　

（22）

　　　

（27）

赤字額

　　　

△186

　　

△125

　　

△200

　　

△168

（事業数）

　　　

(48)

　　　

（48）

　　　

（48）

　　　

(48)

収

　

支

　　　

△153

　　

△84

　　

△175

　　

△153
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第33表

　

交通事業のうち都市高速鉄道事業の経営状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

億円)

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益

区

　　

分

　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　　

（－）

　　　

（－）

　　　

（－）

　　　

（－）

黒字額

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

（事業数）

　　　　

（9）

　　　

（9）

　　　

（9）

　　　

（9）

赤字額

　　

△1,288

　

△1,506

　

△1,343

　

△1,601

（事業数）

　　　　

（9）

　　　

（9）

　　　

（9）

　　　

（9）

収

　

支

　　

△1,288

　

△1,506

　

△1,343

　

△1,601

と比べると15.9%減となっている。なお、純損益、経常損益における黒字・赤字事業数及び黒字・赤字額

は、第33表のとおりである。

　　　　　　

(ii)資

　

本

　

収

　

支

　

法適用の交通事業の資本的支出は5,860億円（うち都市高速鉄道事業5,357億円、バス事業436億円）で、

前年度と比べると1.2%減となっている。これに対する財源は、外部資金が4,386億円、内部資金が995億

円で、財源不足額は480億円となっている。資本的支出の内訳をみると、建設改良費は2,885億円（うち都

市高速鉄道事業2,680億円、バス事業166億円）で、前年度と比べると0.8％減、企業債償還金は2,690億

円（うち都市高速鉄道事業2,466億円、バス事業199億円）で、前年度と比べると1.6%増となっている。

　　　　　

（b）法非適用企業

　

交通事業における法非適用企業は船舶運航事業の49事業で、実質収支をみると、黒字事業が43事業で４

億円の黒字、赤字事業は６事業で２億円の赤字となっている。

　　

（エ）電

　

気

　

事

　

業

　　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営する電気事業で、平成14年度決算対象となるものは、124事業であり、法適用企業

が34事業、法非適用企業が90事業である。これを経営主体別にみると、都道府県営が33事業、指定都市

営が12事業、市営が46事業、町村営が11事業、一部事務組合営が22事業となっている。施設数は481施

設で、そのうち、法適用企業が322施設（建設中を含む。水力発電施設309、スーパーごみ発電施設１、ご

み固形燃料発電施設１、風力発電施設11）、法非適用企業が159施設（建設中を含む。ごみ発電施設140、スー

パーごみ発電施設３、風力発電施設14、水力発電施設１、ごみ固形燃料発電施設１）を有しており、最大

出力の合計は382万５千kW（建設中を含む。法適用企業267万８千kW、法非適用企業114万７千kW）、

年間発電電力量は138億95百万kWh（法適用企業85億31百万kWh、法非適用企業53億64百万kWh）、

年間売電電力量は109億15百万kWh（法適用企業84億36百万kWh、法非適用企業24億79百万kWh）と

なっている。

　

上記のうち稼働中のごみ発電施設は138施設（全て法非適用企業）、スーパーごみ発電施設は４施設（法

適用企業１、法非適用企業３）であり、自家消費部分を含む最大出力の合計はごみ発電施設で102万５千kW、

スーパーごみ発電施設で９万９千kW（法適用企業２万５千kWヽ法非適用企業７万４千kW）、年間発電電

力量は、ごみ発電施設で50億28百万kWh、スーパーごみ発電施設で４億20百万kWh（法適用企業１億
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19百万kWh、法非適用企業３億１百万kWh)、年間売電電力量は、ごみ発電施設で22億40百万kWh、スー

パーごみ発電施設で３億25百万kWh(法適用企業１億19百万kWh、法非適用企業２億６百万kWh)となっ

ている。

　　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　　

(ａ)法適用企業

　　　　　　

田

　

損

　

益

　

収

　

支

　

法適用の電気事業の総収益は､945億円、総費用は842億円となっており、この結果、純損益は102億円の

黒字、総収支比率は112.1%となっている。また、経常収益は943億円、経常費用は837億円となっており、

この結果、経常損益は106億円の黒字、経常収支比率は112.7%となっている。また、累積欠損金、不良債

務を有する事業はない。なお、純損益、経常損益における黒字・赤字事業数及び黒字・赤字額は、第34表

のとおりである。

第34表

　

電気事業（法適用企業）の経営状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

億円）

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益

区

　　

分

　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　　　

（33）

　　　

（33）

　　　

（34）

　　　

（34）

黒字額

　　　　

103

　　　　

n5

　　　　

106

　　　　

102

（事業数）

　　　　

（1）

　　　

（1）

　　　

（－）

　　　

（－）

赤字額

　　　

△１

　　　

△１

　　　　

－

　　　　

－

（事業数）

　　　　

(34)

　　　

（34）

　　　

（34）

　　　

(34)

収

　　

支

　　　　　　

102

　　　　　

ｎ4

　　　　　

106

　　　　　

102

削） 資本収支

　

資本的支出は407億円で、前年度と比べると11.4%増となっている。これに対する財源は、外部資金が

82億円、内部資金が325億円で、財源不足額は生じていない。資本的支出の内訳をみると、建設改良費は

179億円で、前年度と比べると17.4%減、企業債償還金は136億円で、前年度と比べると6.1%増となって

いる。

　　　　　

（b）法非適用企業

　

電気事業における法非適用企業は、ごみ発電事業、スーパーごみ発電事業、風力発電事業、水力発電事業

及びごみ固形燃料発電事業の90事業で、実質収支をみると90事業全てにおいて黒字となっており、黒字額

は12億円となっている。

　　

（オ）ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営するガス事業で、平成14年度決算対象となるものは、61事業である。これを経営主

体別にみると、県営が１事業、指定都市営が１事業、市営が30事業、町村営が26事業、企業団営が３事業

となっている。公営ガス事業の供給戸数（契約数）は114万戸（前年度116万戸）で、供給区域内戸数に対

する普及率は73.4%となっている。また、販売量は334億15百万MJで、前年度と比べると2.2%増となっ
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ている。

　

ガス事業全体に占める公営ガス事業の割合をみると、事業数で26.4%、需要戸数で4.3%、販売量で2.9%

となっている。なお、民間大手４社を除いた割合では、需要戸数で14.1%、販売量で13.0％となっている。

　　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　　

（ａ）損

　

益

　

収

　

支

　

ガス事業の総収益は987億円、総費用は1,002億円となっており、この結果、純損益は15億円の赤字、総

収支比率は98.5%となっている。また、経常収益は978億円、経常費用は｡984億円となっており、この結

果、経常損益は６億円の赤字、経常収支比率は99.4%となっている。なお、純損益、経常損益における黒

字・赤字事業数及び黒字・赤字額は、第35表のとおりである。

　

累積欠損金は276億円で、前年度と比べると24.0%増となるとともに、不良債務は11億円生じている。

第35表

　

ガス事業の経営状況

(単位

　

億円)

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益

区

　　

分

　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　　　

(49)

　　　

（54）

　　　

（50）

　　　

（52）

黒字額

　　　　　

40

　　　　

41

　　　　

43

　　　　

39

（事業数）

　　　　

(12)

　　　

（10）

　　　

(11)

　　　

(12)

赤字額

　　　

△55

　　

△36

　　

△49

　　

△45

（事業数）

　　　　

(61)

　　　

(64)

　　　

（61）

　　　

(64)

収

　　

支

　　　　

△

　

１５

　　　　　　

５

　　　

△

　

６

　　　

△

　

５

　　　　　

（b）資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は431億円で、前年度と比べると5.8%減となっている。これに対する財源は、外部資金が148

億円、内部資金が283億円で、財源不足額は生じていない。資本的支出の内訳をみると、建設改良費は198

億円で、前年度と比べると25.4%減、企業債償還金は129億円で、前年度と比べると13.4%増となってい

る。

　　　

（ヵ）

　

病

　

院

　

事

　

業

　　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営する病院事業（地方公営企業法を適用する病院事業数）で、平成14年度決算対象と

なるものは、764事業であり、これらの事業が有する病院（以下「自治体病院」という。）数は1,007病院

（うち建設中７病院）である。これを経営主体別にみると、都道府県立が227病院（47都道府県）、指定都

市立が33病院（12指定都市）、市立が276病院(260市）、町村立が331病院（330町村）及び一部事務組

合等立が140病院(115組合）となっている。

　

自治体病院のうち一般病院について病床数300床以上の大規模病院が占める割合を経営主体別にみると、

都道府県立が51.1%、指定都市立が62.5%、市立が54.0%とそれぞれ大きな割合を占めている。これら大

規模病院は、地域における基幹病院、中核病院として高度の医療設備を備え、医療水準の向上等に重要な役

割を果たしている。
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第107図

　

全国の病院に占める自治体病院の地位

　　　　　　　　　

癩米粒病院粒

　　　　　　　　　

①

　　　　　　　　

うち自副本病院分
2,000 －

1.500

1,000

500

０

2
8
6

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

9
8

　
　
　

伴

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

2
3
4

　

１

　
　
　
　
　

6
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

2
3

　
　
　
　
　

1

6
6

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

だ

り
｀

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｃ
－

吠

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

【
／
―

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

″
～

　
　

１

臼

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

2
3

1

9,23り

13

6
4

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

2
4

1

9７

- 10,000

－9,000

　

8,000

－7,000

－6,000

－5,000

－4,000

14(年度)

3.000

2,000

1,000

０

病
院
数

(iiり全国の病院数及び病床数は、厚心労働省｢医療施設調査(各年度10月１日現在)｣

　　　

を基にし染病院分を除いた数である、

　

平成14年度末における病床数は24万床で、前年度と比べると0.6%増となり、入院、外来延患者数は２

億１千万人で、4.3%減となっている。

　

また、病床利用率は82.5% (前年度83.5%)、外来入院患者比率（年延外来患者数を年延入院患者数で除

したもの）は188.1% (前年度198.6%)となっている。なお、全国の病院に占める自治体病院の数及び病

床数の推移は、第107図のとおりである。

　　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　　

（ａ）損

　

益

　

収

　

支

　

病院事業の総収益は４兆1,848億円、総費用は４兆3,112億円となっており、この結果、純損益は1,264

億円の赤字、総収支比率は97.1%となっている。また、経常収益は、患者数の減少等による料金収入の減

少等から、前年度と比べると1.5%減の４兆1,668億円、経常費用は、職員給与費や支払利息が減少したこ

となどから、0.1%減の４兆2,889億円となっている。この結果、経常損益では1,220億円の赤字、経常収

支比率は97.2%となっている。また、純損益、経常損益における黒字・赤字事業数及び黒字・赤字額は、第

36表のとおりである。

　

累積欠損金は１兆5,123億円で、前年度と比べると8.9%増、不良債務は747億円で、前年度と比べると

4.3%増となっている。

　

なお、医業費用に対する医業収益の割合であり、経営構造の良否のバロメータとなる医業収支比率は

90.3% (前年度91.6%)となっており、これを病院の種別にみると、一般病院が91.0% (同92.3%)、結

核病院が47.3% (同44.5%)、精神病院が65.8% (同65.8%)となっている。
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第36表

　

病院事業の経営状況

(単位

　

億円)

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益

区

　　

分

　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　　

（287）

　　

（389）

　　

（278）

　　

（389）

黒字額

　　　　

252

　　　　

393

　　　　

259

　　　　

406

（事業数）

　　　

(474)

　　

(365)

　　

(483)

　　

(365)

赤字額

　　

△1,516

　

△1,019

　

△1,479

　

△1,037

（事業数）

　　　

(761)

　　

(754)

　　

(761)

　　

(754)

収

　

支

　　

△1,264

　

△

　

627

　

△1,220

　

△

　

631

　　　　　

（b）資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は7,042億円で、前年度と比べると1.8%増となっている。これに対する財源は、外部資金が

5,205億円、内部資金が1,717億円で、財源不足額は120億円となっている。資本的支出の内訳をみると、

建設改良費は4,424億円で、前年度と比べると1.7%減、企業債償還金は2,066億円で、前年度と比べると

7.5%増となっている。

　　　

（キ）下水道事業

　　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営する下水道事業で、平成14年度決算対象となるものは、4,904事業（うち建設中580

事業）であり、法適用企業が167事業、法非適用企業が4,737事業である。これを経営主体別にみると、都

道府県営が82事業、指定都市営が23事業、市営が1,193事業、町村営が3,544事業、一部事務組合等営が

62事業となっている。

　

下水道事業の平成14年度末における現在処理区域内人口は8,693万人、現在処理区域面積は246万haと

なっている。また、年間総処理水量（雨水処理水量と汚水処理水量の合計。ただし、流域下水道分は流域関

連公共下水道として水量を計上しているため除く。）は132億85百万㎡で、前年度と比べると1.6%増と

なっている。

　　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　　

（ａ）法適用企業

　　　　　　

（i）損

　

益

　

収

　

支

　

法適用企業の下水道事業の総収益は１兆3,454億円、総費用は１兆3,217億円となっており、この結果、

純損益は236億円の黒字、総収支比率は101.8％となっている。また、経常収益は、料金収入が増加したこ

となどから、前年度と比べると0.9%増の１兆3,446億円、経常費用は、減価償却費が増加したこと等から、

0.6％増の１兆3,201億円となっている。この結果、経常損益は245億円の黒字、経常収支比率は101.9%

となっている。なおヽ純損益ヽ経常損益における黒字‘赤字事業数及び黒字・赤字額は、第37表のとおり

である。

　

累積欠損金は2,101億円で、前年度と比べると2.0%増となり、また、不良債務は215億円で、29.5%増

となっている。
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第37表

　

下水道事業（法適用企業）の経営状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

億円）

　　　　　　　　

純

　

損

　

益

　　　　　

経常損益
区

　　

分

　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

（事業数）

　　　　

(91)

　　　

（84）

　　　

（90）

　　　

（83）

黒字額

　　　　

358

　　　　

350

　　　　

363

　　　　

337

（事業数）

　　　

（69）

　　　

（57）

　　　

（70）

　　　

（58）

赤字額

　　　

△122

　　

△132

　　

△118

　　

△130

（事業数）

　　　

（160）

　　

(141)

　　

（160）

　　

(141)

収

　　

支

　　　　　　

236

　　　　　

218

　　　　　

245

　　　　　

206

　　　　　　

(ii)資

　

本

　

収

　

支

　

法適用企業の下水道事業の資本的支出は１兆4,958億円で、前年度と比べると6.2%増となっている。こ

れに対する財源は、外部資金が9,621億円、内部資金が4,846億円で、財源不足額は490億円となっている。

資本的支出の内訳をみると、建設改良費は8,474億円で、前年度と比べると0.4%減、企業債償還金は6,341

億円で、前年度と比べると17.4%増となっている。

　　　　　

（b）法非適用企業

　

法非適用企業の下水道事業の総収益は１兆5,068億円で、前年度と比べると0.5％増となっている。その

内訳をみると、他会計繰入金（雨水処理負担金を含む。）が6,518億円（総収益に占める割合43.3%)、料

金収入が6,246億円（同41.5%)等となっている。一方､総費用は１兆3,985億円で､前年度と比べると0.4%

減となっており、うち地方債利息が7,019億円（総費用に占める割合50.2%)となっている。

　

資本的支出は３兆2,958億円で、前年度と比べると7.3%減となっている。その内訳をみると、建設改良

費は２兆5,574億円で､前年度と比べると12.1%減､地方債償還金は7,233億円で､前年度と比べると15.0％

増となっている。

　

実質収支をみると、黒字事業が4,071事業で896億円の黒字、赤字事業が93事業で377億円の赤字とな

り、差引518億円の黒字となっている。

　　　　　

（ｃ）全体の経営状況

　

法適用企業と法非適用企業を合計した下水道事業の総収益は、前年度と比べると0.6％増の２兆8,521億

円、総費用は、前年度と比べると0.1%増の２兆7,202億円となっており、この結果、全体の収支（法適用

企業の純損益と法非適用企業の実質収支の合計）は755億円の黒字となっている。これは、供用を開始した

事業の増加により料金収入が増加しているほか、一般会計等から多額の繰入れが行われていることによる。

　

汚水処理費を年間有収水量で除して算出した汚水処理原価（特定公共下水道及び流域下水道を除く。）に

ついてみると、法適用企業が154.55円／㎡）維持管理費58.24円／㎡、資本費96.31円／㎡）、法非適用

企業が266.96円／ｍ３（維持管理費88.77円／㎡、資本費178.19円／㎡）、全体としては212.17円／㎡（維

持管理費73.89円／㎡、資本費138.28円／㎡）となっている。

　

汚水処理原価と使用料単価（使用料収入を年間有収水量で除して算出したもの、特定公共下水道及び流域

下水道を除く。）の関係をみると、法適用企業の使用料単価は133.89円／㎡で、汚水処理原価の86.6%、

法非適用企業の使用料単価は122. 92円／㎡で、汚水処理原価の46.0%、全体の使用料単価は128.27円／
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㎡で、汚水処理原価の60.5%とそれぞれ低い水準となっている。このため、下水道事業の財政健全化のた

めにも今後使用料水準の適正化を図っていく必要がある。

　　

（ク）その他の地方公営企業

　　　　

ａ

　

事

　　

業

　　

数

　

地方公共団体は、以上の事業のほかにも各種の事業を経営している。これを事業別にみると、平成14年

度決算対象となるものは、港湾整備事業が121事業、市場事業が193事業、と畜場事業が87事業、観光施

設事業が578事業､宅地造成事業が693事業､有料道路事業が６事業、駐車場整備事業が256事業、介護サー

ビス事業が899事業及びその他事業が40事業（診療所、廃棄物等処理施設、自動車学校等）となっている。

　　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

その他の地方公営企業の純損益、経常損益、実質収支における黒字・赤字事業数及び黒字・赤字額は、第

38表のとおりである。

第38表

　

その他の地方公営企業の経営状況

(単位

　

億円)

　　　　　　　　　　　

港

　

湾

　　　　

。

　　

ｚ

　　

観

　

光

　

宅

　

地

　

有

　

料

　

駐車場

　

介

　

護

　

その他

　

区

　　　　　

分

　　　

整

　

備

　

市

　

場

　

ど場

　

施

　

設

　

造

　

成

　

道

　

路

　

整

　

備

　

サービス

　　　　　　

（事業数）

　　

（6）

　

（7）

　

（－）

　

（48）

　

（36）

　

（1）

　

(11)

　

（38）

　

(22)

　　　

純

　　

黒字額

　　　　

３４

　　　

４

　　　

－

　　　　

５

　　

６６８

　　　　

３

　　　　

４

　　　　

７

　　　　

５

法

　　

。（事業数）

　　

（2）

　

（7）

　

（2）

　

（68）

　

（22）

　

（－）

　

（2）

　

（4）

　

（17）

　　　

損

　　

赤字額

　　

△

　

3

　

△

　

41

　

△

　

1

　

△

　

38

　

△411

　　　

－

　

△

　

1

　

△

　

1

　

△

　

55

適

　

益

　

（事業数）

　　

（8）

　

(14)

　

（2）（116）

　

（58）

　

（1）

　

(13)

　

(42)

　

（39）

　　　　　　

収

　

支

　　　　

32

　

△

　

37

　

△

　

1

　

△

　

33

　　

257

　　　

3

　　　

3

　　　

6

　

△

　

50
用

　　　　　　

（事業数）

　　

（8）

　

（7）

　

（－）

　

（48）

　

（37）

　

（1）

　

（11）

　

（38）

　

（22）

　　　

経

　　

黒字額

　　　　

３６

　　　　

２

　　　

－

　　　　

６

　　　

３９７

　　　　

３

　　　　

４

　　　　

７

　　　　

５
企

　　　

常

　

（事業数）

　　

（－）

　

（7）

　

（2）

　

（68）

　

（21）

　

（－）

　

（2）

　　

（4）

　

（17）

業

　

損

　　

赤字額

　　　　

－

　

△

　

31

　

△

　

1

　

△

　

33

　

△

　

95

　　　

－

　

△

　

1

　

△

　

1

　

△

　

48

　　　

益

　

（事業数）

　　

（8）

　

(14)

　

（2）（116）

　

（58）

　

（1）

　

（13）

　

(42)

　

（39）

　　　　　　

収

　

支

　　　　

36

　

△

　

29

　

△

　

1

　

△

　

27

　　

302

　　　

3

　　　

3

　　　

6

　

△

　

44

　　　　　　

（事業数）

　

(102) (163)　（81）（415）（503）　(5) (224) (831)　（－）

1ﾎ

　

実

　　

黒字額

　　　　

41

　　　

18

　　　　

5

　　　

42

　　　

329

　　　　

0

　　　

31

　　　

130

　　　

－

適

　

質

　

（事業数）

　　

（11）

　

（15）

　

（4）

　

(45)

　

（56）

　　

ト）

　

（16）

　

（21）

　

（－）
塁

　

収

　　

赤字額

　　

△

　

37

　

△

　

54

　

△

　

9

　

△

　

74

　

△391

　　　

－

　

△

　

45

　

△

　

5

　　　　

－

業

　

支

　

（事業数）

　

(113) (178)　（85）（460）（559）　（5）（240）（852）　（－）

　　　　　　

収

　

支

　　　　

3

　

△

　

36

　

△

　

3

　

△

　

31

　

△

　

62

　　　

0

　

△

　

14

　　　

125

　　　

－

（2）国民健康保険事業［第117表］

　

平成14年度末の国民健康保険事業の保険者は、3,228団体（12大都市、30中核市、37特例市、595都市、

2,528町村、23特別区、３一部事務組合）で、総保険者数は前年度末と比べると13団体減となっている。ま

た、直営診療所を設置している団体は569団体（４中核市、４特例市、58都市、500町村、３一部事務組合）

で、前年度末と比べると３団体減となっている。
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被保険者数は4,618万人であり、加入世帯数は2,372万世帯となっている。これらを前年度末と比べると、

被保険者数は141万６千人増、加入世帯数は87万世帯増となっている。

　

なお、昭和59年10月に創設された退職者医療制度の被保険者数及び被扶養者数は581万６千人で、前年

度末と比べると47万２千人増(8.8%増）となっている。

　

ア

　

事

　

業

　

勘

　

定［第117表］

　　

（ア）歳

　　　　　

入

　

保険税（料）を主な歳入としている事業勘定の歳入決算額は９兆5,996億円で、前年度と比べると0.7%

減となっている。

　

歳入の内訳をみると、第108図のとおりであり、国民健康保険税（料）及び国庫支出金の両者で歳入総額

の70.7%を占め、前年度（70.0％）と同水準になっている。それぞれの決算額をみると、国民健康保険税

（料）は３兆3,881億円で、前年度と比べると2.5%増となっているが、国庫支出金は３兆3,955億円で、2.0%

減となっている。また、国庫支出金の主な内訳をみると、療養給付費等負担金が２兆6,821億円、財政調整

交付金等が7,133億円で、それぞれ前年度と比べると1.4%減（前年度9.8%増）、4.4%減（同6.7%増）と

なっている。また、都道府県支出金は203億円で、前年度と比べると10.9%減（同25.6%減）となってい

る。

第108図

　

国民健康保険事業の歳入決算の状況（事業勘定）

都道府県支出金

　　

203億円

　　

(0.2％)

財政調整交付金等

　　

7,133億円

　　

(7.4%)

　

さらに、他会計繰入金は１兆310億円で、前年度と比べると4.7%増（前年度3.4%増）となっている。こ

の内訳をみると、財源補てん的な繰入金が3,585億円(1.1%増）、国民健康保険の財政基盤の安定を図るた

めの保険基盤安定制度による繰入金が2,941億円(8.3%増）、高医療費基準超過額に係る繰入金が18億円

(43.5%減）等となっている。
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第109図

　

国民健康保険事業の歳出決算の状況

　　　　　

(事業勘定)

共同事業拠出金

719億円(0.8％)

総務費一一一一一一一一

2,381億円(2.5%)

介護給付費納付金

4,411億円(4.7%)

診療報酬審査

　

支払于数料

　

220億円

　　

(0.2%)

その他の給付費
1.538億円(1.7%)

　　

（イ）歳

　　　　

出

　

歳出決算額は９兆4,005億円で、前年度と比べると0.0％減（前年度6.1%増）となっている。

　

歳出の内訳をみると、第109図のとおりであり、保険給付費は５兆3,649億円で､前年度と比べると7.0%

減（前年度2.8%増）となっている。主な内訳をみると、療養諸費等が５兆1,891億円で、前年度と比べる

と7.2%減（前年度2.9%増）となるとともに、その他の給付費が1,538億円で、0.2％増（同1.8%減）と

なっている。

　　

（ウ）収

　　　　　

支

　

実質収支は1,966億円の黒字（前年度2,668億円の黒字）であり、昭和40年度以降黒字基調が続いてい

る。しかし、実質収支から財源補てん的な他会計繰入金及び都道府県支出金を控除し、繰出金を加えた再差

引収支については、1,682億円の赤字（前年度948億円の赤字）となっており、９年連続して赤字となって

いる。

　

再差引収支を団体規模別にみると、大都市が1,794億円の赤字（前年度1,647億円の赤字）、中核市が318

億円の赤字（同234億円の赤字）、特例市が188億円の赤字（同87億円の赤字）、都市が501億円の赤字（同

292億円の赤字）となる一方、町村が1,019億円の黒字（同1,166億円の黒字）、一部事務組合が４億円の

黒字（同５億円の黒字）、特別区が97億円の黒字（同141億円の黒字）となっており、大都市、中核市、特

例市及び都市において赤字額が増加している。

　

再差引収支を黒字・赤字の団体別にみると､黒字の団体数は前年度と比べると143団体減の2,446団体で、

その黒字額は339億円減の1,925億円となっている。一方、赤字の団体数は784団体（前年度652団体）で、

全団体に占める割合は24.3%となっており、その赤字額は、前年度と比べると395億円増の3,607億円と

なっている。赤字の団体が占める割合を団体規模別にみるとヽ大都市が100.0％、中核市が70.0％、特例市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－132－

jlにヰ

ﾕ

ﾌｽﾞﾆす‾‾‾＼

　

保健事業費426億円(0.5％)

　　　　　　　　

y

　　　

その他1,947億円(2.0%)

円(2.5%)

　　　　　　

4

　　　

．

け金

　　　　　　　　　　　　　

・

癩

　

☆

ﾚ………1ﾚ

∧

　　　

し

　　

'

　　

………………j……j‘11

　　　　　　　　　　　　　　　

保

　　　　

♂I

　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　

/

　

…………丿汁∧レゾ丿{…………1';　　　　　　　　　　　　　　　　険　・

　

゛,-

　

.'S¨!

　

へj

ﾉ

宍郷

9J

⑤

円

　

羅

　

……….:∧ﾉﾌﾟ∧

…

……∧ﾔごjy≒………

　　　　　　　　　

付

　　

＾

　

二，………………l………j……7

　

療養諸費等

　　

……

…
…卜＼j゛……1･‘｀y°

･JJ'l"j'゛万.ザ7に兆1,891億円　　　l゛費

諮

　

＼…………

tづ

ｻ2

z

(55カ　　Ｉ　Ｉ

汗ﾄ一

　

＼‘?'｀・

　

ぎ兆浬649俗円

り

　　　　　　　　

……．

　

(･Wmm)

)



が83.8%、都市が44.0%、町村が18.1%となっており、大都市、中核市及び特例市においては、厳しい財

政運営が続いている。

　

イ

　

直

　

診

　

勘

　

定［第117表］

　

診療所等を設置し診療収入を主な歳入としている直診勘定の歳入決算額は850億円で、前年度と比べると

1.1%減（前年度1.1%減）となっている。このうち、診療収入は570億円で、前年度と比べると5.8%減（同

0.7%増）となっており、歳入総額に占める割合も前年度と比べて3.4%ポイント低下の67.0%となってい

る。一方、他会計繰入金は129億円で、前年度と比べると4.0%増（同10.6%減）となっており、歳入総額

に占める割合も0.7％ポイント上昇の15.1%となっている。

　

歳出決算額は833億円で、前年度と比べると0.3％減（前年度1.8%減）となっている。このうち、総務

費は412億円（歳出総額に占める割合の49.4%)で、前年度と比べると2.4%減（前年度1.9%減）となっ

ている。また、医業費は283億円（歳出総額に占める割合の33.9%)で、前年度と比べると3.1%減（前年

度1.1%増）となっている。なお、医業費の診療収入に対する比率は前年度とほぼ同水準の49.6%となって

いる。

　

実質収支は12億円の黒字（前年度20億円の黒字）となっているが、この実質収支から他会計繰入金を控

除し、繰出金を加えた再差引収支は、99億円の赤字（同101億円の赤字）となっている。

（3）介護保険事業［第119表］

　

平成12年４月から、介護が必要となる状態になっても能力に応じて自立した日常生活ができるよう、必

要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づく介護保険制

度が実施された。介護保険制度を実施する保険者である市町村等が設ける介護保険事業会計は、第１号被保

険者（65才以上の者）からの保険料や、第２号被保険者（40才以上65才未満の医療保険加入者）の介護納

付金分に係る支払基金からの交付金である支払基金交付金等を財源として保険給付等を行う保険事業勘定

と、介護給付の対象となる在宅サービス及び施設サービスを実施する介護サービス事業勘定とに区分され

る。なお、市町村等が実施する指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設、老人短期入所施設、老人デイサー

ビスセンター、指定訪問看護ステーションの５施設により介護サービスを提供する事業（地方自治法第244

条の２第４項の規定に基づき利用料金制をとるものは除く。）は介護サービス事業として公営企業会計の対

象とされている。

　

平成14年度末の介護保険事業の保険者は、2,869団体（12大都市、30中核市、37特例市、558都市、2,144

町村、23特別区、65一部事務組合等）となっている。また、介護サービス事業勘定を設置している団体は

553団体（６大都市、５中核市、10特例市、84都市、425町村、18特別区、５一部事務組合等）となってい

る。

　

ア

　

保険事業勘定［第119表］

　　

（ア）歳

　　　　　

入

　

保険事業勘定の歳入決算額は５兆777億円となっている。

　

歳入の内訳をみると、第110図のとおりである。それぞれの決算額をみると、第１号被保険者が支払う保

険料が8,062億円、介護給付費負担金（介護給付及び予防給付に要する費用の額（以下「介護・予防給付額」

という。）の100分の20に相当する額）、調整交付金（介護・予防給付額の100分の５に相当する額）等の

国庫支出金が１兆1,635億円、支払基金交付金（第２号被保険者の介護給付金分に係る社会保険診療報酬支

払基金からの交付金）が１兆5,376億円、都道府県の法定負担（介護・予防給付額の100分の12.5に相当

する額）を含む都道府県支出金が5,939億円、市町村の法定負担分（介護・予防給付額の100分の12.5に
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基金繰入金

　

445億円

　

(0.9％)

第110図

　

介護保険事業の歳入決算の状況

　　　　　

(保険事業勘定)

介護給付費負担金

　

9,052億円

　

(17.8%)

調整交付金等

　

2.584億円

　　

(5.1%)

1兆1.635億円

　

(22.9%)

相当する額）を含む他会計繰入金が7,968億円、介護保険制度の円滑な導入のために設置された基金等の取

崩し額である基金繰入金が445億円等となっている。

　　

（イ）歳

　　　　

出

　

歳出決算額は５兆102億円となっている。

　

歳出の内訳をみると、第111図のとおりであり、保険給付費は４兆6,615億円で、歳出総額の93.0%を

占めている。その他は、総務費が2,364億円、基金積立金448億円、介護保険財政の安定化を図るため都道

府県が設置する基金へ保険者が毎年度拠出する財政安定化基金拠出金225億円等となっている。

　　

（ウ）収

　　　　

支

　

実質収支は641億円の黒字となっており、実質収支から財源補てん的な他会計繰入金及び都道府県支出金

を控除し、繰出金を加えた再差引収支についても、481億円の黒字となっている。

　

再差引収支を黒字・赤字の団体別にみると、黒字の団体数は2,416団体で、全団体に占める割合は84.2%

となっており、その黒字額は676億円となっている。一方、赤字の団体数は453団体で、全団体に占める割

合は15.8%となっており、その赤字額は196億円となっている。

　

イ

　

介護サービス事業勘定［第119表］

　

介護サービス事業勘定の歳入決算額は407億円となっている。このうち、利用者の支払う自己負担金を含

むサービス収入は117億円で、歳入総額に占める割合は28.7%となっている。普通会計等からの繰入金は

221億円で､歳入総額に占める割合は54.3%となっており、このうち､普通会計からのものが220億円となっ

ている。また、地方債は37億円で、歳入総額に占める割合は9.0%となっている。

　

歳出決算額は394億円となっている。このうち、施設整備費は84億円で、歳出総額に占める割合は21.4%

となっている。また、サービス事業費は、123億円で、歳出総額に占める割合は31.3%となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－134 －

　

ブ;1

ガ

　

：

　

｜

　

……

･

　　　

8!R2億･円

　　

:･:･:･

　　

・

　　　　　　

配

　　　

limm).

　　

･:･:･

　　　

海払基７次蔚金

　

ヅヅ・，

TｽﾞTIS白回

　　

[回]

人

/oo吻゛謬

y

ガ

　

ッ宍

翔

万

生生1

年



第111図

　

介護保険事業の歳出決算の状況

　　　　　

(保険事業勘定)

　　

448億円

　

∇

ツプ

　

なお、実質収支は12億円の黒字となっている。

（4）その他の事業

財政安定化基金拠出金225億円『O』％)

　

ア

　

収

　

益

　

事

　

業［第120表］

　

収益事業を実施した地方公共団体の数は延べ405団体で、前年度と比べると36団体減となっている。こ

れを事業別にみると、公営競技についてはモーターボート競走事業を施行した団体が176団体と最も多く、

以下、自転車競走事業100団体、競馬事業62団体、小型自動車競走事業８団体の順となっている。また、宝

くじは、47都道府県及び12政令指定都市の59団体で発行されている。これらを団体種類別にみると、都

道府県においては延べ73団体、市町村においては延べ332団体が収益事業を実施している。

　　

（ﾌ７）経

　

営

　

状

　

況

　

決算額は、歳入３兆8,880億円、歳出３兆8,871億円となっている。これを前年度と比べると歳入は6.0%

減、歳出は5.8%減となっている。

　

実質上の収支（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源、他会計からの繰入金及び過去の収益を積

み立てた基金からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額）は4,640億円（前年度4,588億円）の

黒字となっている。普通会計等への収益金の繰出しについて、事業別にみると、競馬事業が16億円（前年

度36億円）、自転車競走事業が111億円（同107億円）、小型自動車競走事業が７億円（同８億円）、モーター

ボート競走事業が169億円（同165億円）、宝くじ事業が4,565億円（同4,511億円）となっている。

　　

（イ）収益金の使途状況

　

収益金の大部分は普通会計等に繰り入れられ、道路、教育施設、社会福祉施設等の整備事業などの財源と

して活用されている。その繰入額は4,868億円で、前年度と比べると0.9％増（前年度13.3%増）となって

いる。
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歳出

　　　　　　　　　

5兆102億円

　　　　　　　

給

　　　　　　　　　　

(100.0％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

付

　　　　　　　　　　

介護諸費等

　　　　　　　　　

4兆6,449億円

　　　　　

費

　　　　　　　　　　

(92.7%)

　　　　　　　　　

4兆6,615億円

　　　　　　　　　　

(93.0%)



　

収益金繰入額の使途状況を目的別にみると、土木費が1,990億円で最も大きな割合（収益金繰入額に占め

る割合の40.9%)を占め、教育費の744億円（同15.3%)がこれに次いでおり、この両者で繰入総額の56.2%

を占めている。このほか、民生費が430億円（同8.8%)、衛生費が177億円（同3.6%)、災害復旧費が100

億円（同2.1%)等となっている。

　

イ

　

共

　

済

　

事

　

業

　　

（ア）農業共済事業［第122表］

　

農業共済事業を実施した市町村の数は100団体で、前年度と比べると27団体減となっている。

　

農業共済事業会計の決算額は歳入263億円､歳出236億円で、前年度と比べると歳入6.4%減（前年度9.4%

減）、歳出6.9%減（同9.4%減）となっている。

　

なお、実質上の収支（歳入歳出差引額から支払準備金積立額、責任準備金積立額、繰入金及び未払金を控

除し、繰出金及び未収金を加えた額）は、５億円の黒字（同５億円の黒字）となっている。

　　

（イ）交通災害共済事業［第123表］

　

直営方式により交通災害共済事業を実施した地方公共団体は197団体（２県、137市町村、58一部事務組

合）で、前年度と比べると10団体減となっている。また、加入者は平成14年度末で2,446万人（前年度末

2,617万人）となっている。

　

交通災害共済事業会計の決算額は歳入184億円、歳出155億円で、前年度と比べると歳入0.7%増（前年

度5.6%減）、歳出1.2%減（同3.7%減）となっている。

　

なお、実質上の収支（歳入歳出差引額から未経過共済掛金、繰入金及び未払金を控除し、繰出金及び未収

金を加えた額）は９億円の黒字（同３億円の黒字）となっている。

　

ウ

　

そ

　　

の

　　

他

　　

（ア）老人保健医療事業［第118表］

　

老人保健医療事業会計の決算額は、歳入10兆9,280億円、歳出10兆8,733億円であり、歳入においては、

医療費交付金等が、歳出においては、医療費等がそれぞれ減少したことから、前年度と比べると歳入0.4%

減（前年度3.5%増）、歳出0.4%減（同3.8%増）となっている。医療給付費等は10兆5,231億円で、歳

出総額の96.8%を占めている。

　

実質収支は505億円の黒字（同552億円の黒字）となっている。

　　

（イ）公立大学附属病院事業［第121表］

　

公立大学附属病院事業会計の決算額はヽ収益的収支では総収益1,790億円、総費用1,787億円で、前年度

と比べると総収益2･1％減（前年度1.3%減）ヽ総費用1.9%減（同0.7%減）となっている。また、資本的

収支では資本的収入443億円ヽ資本的支出455億円でヽ前年度と比べるとヽ資本的収入34.5%増（同49.7%

増）、資本的支出33.2%増（同44.8%増）となっている。

　

実質収支は16億円の黒字（同29億円の黒字）となっている。

-
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第２部

　

最近の地方財政の状況と課題

平成15年度の地方財政

　

平成15年度の地方財政を取り巻く環境及びその運営状況は、次のとおりである。

（1）平成15年度の経済見通しと国の予算

　　

（ア）経済見通しと経済財政運営の基本的態度

　　

「平成15年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」は、平成14年12月19日に閣議了解、平成

15年１月24日に閣議決定された。

　

これによると、平成14年度の我が国経済は、年初来の輸出の増加や生産の持ち直しの動き等により、景

気に一部持ち直しの動きがみられたが、年後半にかけて世界経済への先行き懸念や株価低迷の影響等が最終

需要の下押し要因となり、年度後半はほぼ横ばいで推移することが見込まれていた。また、平成14年度の

国内総生産の名目成長率はマイナス0.6％程度になると見込まれていた。

　

このような情勢認識に立って、平成15年度の経済財政運営の基本的態度については、経済活性化に向け、

「金融システム改革」、「税制改革」、「規制改革」及び「歳出改革」の四本柱の構造改革を一体的かつ整合的

に実行することとし、こうした構造改革の取組を更に加速することにより、デフレを抑制しながら、民間需

要主導の持続的な経済成長の実現を目指すことを基本に経済財政運営を行い、世界経済の持続的発展への貢

献を目指すこととされた。

　

以上のような経済財政運営の下において、平成15年度の国内総生産は498.6兆円程度、経済成長率は名

目でマイナス0.2％程度、実質で0.6%程度になるものと見通された。

　　

（イ）国

　

の

　

予

　

算

　

平成14年11月29日、「平成15年度予算編成の基本方針」が閣議決定され、その中で平成15年度予算に

ついては、活力ある経済社会と持続的な財政構造の構築を図るため、「官から民へ」、「国から地方へ」の観

点に立ち、制度・政策の抜本的な見直しの検討を踏まえ、歳出改革を加速し、歳出全体にわたる徹底した見

直しを行うものとされ、一般歳出及び一般会計歳出全体について実質的に平成14年度の水準以下に抑制す

ること等を基本的考え方とすることとされた。また､歳出の見直しと構造改革の推進のため､「基本方針2002」

に基づき、活力ある経済社会の実現に向けた将来の発展につながる４分野（「人間力の向上・発揮一教育・

文化、科学技術、ＩＴ」、「個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方」、「公平で安心な高齢化社会・少子化対

策」、「循環型社会の構築・地球環境問題への対応」）で政策効果が顕著なものについて重点的に推進すると

ともに、社会資本整備、社会保障制度、地方財政等の事項についても制度・施策の見直しを行うものとされ

た。社会資本整備については、重点４分野を中心に、雇用・民間需要の拡大に資する分野への重点配分を行

う一方、国庫補助負担金について、その内容を見直すとともに、「改革と展望」に基づく公共投資の抑制を

踏まえつつ、これを上回る縮減を目指して実施することとし、公共投資関係費の水準については、前年度当

初予算から３％以上削減すること等とされた。地方財政については、国の関与の縮減、国庫補助負担事業の

廃止・縮減、アウトソーシングの推進など国・地方を通じた事務事業の在り方の見直しも踏まえ、国の歳出

の徹底的な見直しと歩調を合わせつつ、地方財政計画の歳出を徹底的に見直すとともに、定員の計画的削減

や国家公務員に準じた退職手当の支給水準の引下げ等による総人件費の抑制や地方単独事業の削減を図るこ
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となどにより、地方財政計画の規模を抑制することとされるとともに、「改革と展望」の期間を通じ、地方

財政計画の歳出の計画的な抑制を図ることにより、計画規模の抑制に努めることとされた。同時に、国庫補

助負担金、交付税、税源移譲を含む税源配分の在り方についての三位一体の改革を進めることとされた。

　

平成15年度の国の予算は、以上のような方針により編成され、平成14年12月24日に概算の閣議決定が

行われた後、平成15年１月24日に第156回国会に提出された。

　

これによると、平成15年度の国の一般会計予算の規模は81兆7,891億円で、前年度当初予算と比べると

5,591億円の増(0.7%増）となっており、うち一般歳出の規模は47兆5,922億円で、前年度当初予算と比

べると450億円の増(0.1%増）となった。なお、「平成15年度予算編成の基本方針」において、前年度当

初予算から３％以上削減することとされた公共投資関係費については、3.7%削減の８兆9,117億円となっ

た。また、公債の発行予定額は36兆4,450億円で、前年度当初発行予定額と比べると６兆4,450億円の増

(21.5%増）となっており、公債依存度は44.6%となった。

　

他方、財政投融資計画については、行財政改革の趣旨を踏まえ、全体規模を縮減しつつ、構造改革に資す

る分野に重点を置き対象事業を見直すとともに、現下の経済金融情勢を踏まえ、企業再生・中小企業金融等

真に必要と考えられる資金需要には的確に対応することとされ、計画規模は23兆4,115億円、前年度計画

と比べると３兆3,805億円の減(12.6%減）となった。

（2）地方財政計画

　

平成15年度の地方財政計画は、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、歳出面においては、歳出全般

にわたり徹底した見直しを行うことにより歳出総額の計画的な抑制を図る一方、当面の重要課題である個性

と工夫に満ちた魅力ある都市と地方の形成、循環型社会の構築・地球環境問題への対応、少子・高齢化対策

等に財源の重点的配分を図ることとし、歳入面においては、地方税負担の公平適正化の推進と地方交付税の

所要額の確保を図ることを基本とするとともに、引き続き生じることとなった大幅な財源不足について、地

方財政の運営上支障が生じないよう適切な補てん措置を講じることとし、次の方針に基づき策定された。

　

①

　

地方税については、恒久的な減税を引き続き実施するとともに、現下の経済・財政状況等を踏まえつ

　　

つ、持続的な経済社会の活性化を実現するための「あるべき税制」の構築に向け、法人事業税の外形標

　　

準課税の導入、不動産取得税の税率の引下げ、特別土地保有税の課税停止、新増設に係る事業所税の廃

　　

止､平成15年度の固定資産税の評価替えに伴う土地に係る固定資産税・都市計画税の税負担の調整、個

　　

人住民税について配偶者特別控除（上乗せ分）の廃止、配当所得・株式等譲渡所得に係る課税方式の見

　　

直し、地方のたばこ税の税率の引上げその他の所要の措置を講じる。

　　　

特に法人事業税への外形標準課税の導入については、平成15年度に、資本金１億円超の法人を対象

　　

として、外形基準の割合を４分の１とする外形標準課税制度を創設し、平成16年度から適用する。

　

②

　

地方財源不足見込額等について、地方財政の運営に支障が生じることのないよう、次の措置を講じる。

　　

い恒久的な減税に伴う影響額及び平成15年度税制改正に伴う減収額以外の地方財源不足（国庫補助負

　　　

担金の見直しに伴う地方財政への影響額を含まず。以下「通常収支に係る財源不足」という。）の見

　　　

込額13兆4,457億円については、次の措置を講じる。

　　　

ア

　

平成13年度に講じた平成15年度までの間の制度改正を踏まえ、通常収支に係る財源不足補てん

　　　　

措置としては交付税特別会計における新規借入金を廃止し、財源不足のうち建設地方債（財源対策

　　　　

債）の増発等を除いた残余については国と地方が折半して補てんすることとし、国負担分について

　　　　

はヽ国の一般会計からの加算により、地方負担分については地方財政法第５条の特例となる地方債

　　　　

（臨時財政対策債）により補てん措置を講じる。
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臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の基準財政需要額

　　

に算入する。

　

イ

　

これに基づき、平成15年度の通常収支に係る財源不足見込額については、次により完全に補て

　　

んする。

　

（ア）地方交付税については、国の一般会計加算により５兆7,361億円（うち、地方交付税法附則第

　　　

４条の２第２項の加算額1,684億円、平成14年度補正予算に伴う地方財政措置に係る改正後の

　　　

同条第６項の加算額37億円、配当所得課税の見直しに係る特例加算額224億円、臨時財政対策

　　　

特例加算額５兆5,416億円）増額する。

　

（イ）地方財政法第５条の特例となる地方債（臨時財政対策債）を５兆8,696億円発行する。

　

（ウ）建設地方債（財源対策債）を１兆8,400億円増発する。

2）恒久的な減税に伴う地方財政への影響額３兆2,437億円については、次の措置を講じる。

　

ア

　

恒久的な減税の実施による地方税の減収１兆8,137億円について、国と地方のたばこ税の税率変

　　

更による地方たばこ税の増収措置､法人税の地方交付税率の引上げ､地方特例交付金及び地方債（地

　　

方財政法第５条の特例としての減税補てん債）の発行により完全に補てんする。

　

イ

　

恒久的な減税の実施による地方交付税への影響額１兆4,300億円のうち、平成15年度に新たに

　　

発生する地方交付税の減収１兆3,449億円については、交付税特別会計借入金により措置し、国と

　　

地方が折半して負担することにより完全に補てんする。

　　　

また、平成11年度以降地方交付税への影響額の補てんとして措置した交付税特別会計借入金に

　　

ついて、国負担分の借入金の利子相当額420億円は一般会計からの繰入れにより、地方負担分の借

　　

入金の利子相当額431億円は交付税特別会計借入金により措置する。

3）平成15年度税制改正に伴う平成15年度の地方税及び地方交付税の減収額6,873億円については､次

　

の措置を講じる。

　

ア

　

地方税の減収2,410億円については、減税補てん債の発行により完全に補てんする。

　

イ

　

地方交付税の減収4,463億円については、交付税特別会計借入金により完全に補てんする。

4）平成15年度に行うこととする国庫補助負担金の見直しに伴う地方財政への影響については、次の措

　

置を講じる。

　

ア

　

義務教育費国庫負担金の一部等の国庫補助負担金の一般財源化に伴い、地方において必要となる

　　

一般財源の額については、その２分の１は地方特例交付金により、２分の１は地方交付税（交付税

　　

特別会計借入金により対応し、償還費の４分の３を国が負担）により措置することにより、国庫補

　　

助負担金、交付税､税源移譲を含む税源配分の在り方の三位一体の改革に向けた暫定措置を講じる。

　　　

なお、国負担分の借入金の利子相当額（平成15年度にあっては４億円）については、一般会計

　　

より繰り入れることとする。

　

イ

　

市町村道整備に係る国庫補助負担金の見直しに伴う影響については、直轄方式による高速道路整

　　

備への地方負担の導入に伴う影響と合わせて財源措置を講じることとし、自動車重量譲与税の譲与

　　

割合を４分の１から３分の１に引き上げることにより、所要の税源を地方に移譲する。

5）上記の結果、平成15年度の地方交付税については、18兆693億円（前年度に比し7.5%減）を確保

　

する。

　　

また、平成５年度の投資的経費に係る国庫補助負担率の見直しに関し一般会計から交付税特別会計

　

に繰り入れることとしていた額等3,243億円については法律の定めるところにより、平成16年度以

　

降の地方交付税の総額に加算する。
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③

　

地方債については、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、極めて厳しい地方財政

　　

の状況の下で、その健全性の確保に留意しつつ、地方公共団体が音吐豊かで活力ある地域社会の構築を

　　

目指して、それぞれの特性を活かし相互に魅力を共有できる地域づくり、ＩＴを活用した住民生活の向

　　

上と地域の振興、すべての人にやさしいまちづくり、環境と調和した循環型社会の形成、災害に強く安

　　

全な地域づくり等当面する政策課題に重点的・効率的に対応しうるよう、地方債計画の規模を18兆

　　

4,845億円（普通会計分15兆718億円、公営企業会計等分３兆4,127億円）とする。

　

④

　

社会経済情勢の推移等に即応して使用料・手数料等の適正化を図る。

　

⑤

　

地域経済の振興や雇用の安定を図りつつ、個性と活力ある地域社会の構築、住民に身近な社会資本の

　　

整備、災害に強い安全なまちづくり、総合的な地域福祉施策の充実、農山漁村地域の活性化等を図るこ

　　

ととし、財源の重点的配分を行う。

　　

1）投資的経費に係る地方単独事業費については、中期的に事業規模の計画的抑制を図ることとし、平

　　　

成15年度においては、国の公共投資関係費の取扱い等も勘案しつつ、前年度に比し5.5%減額する

　　　

一方で、地域活性化事業、合併特例事業及び防災対策事業などにより、引き続き、地域の自立や活性

　　　

化につながる基盤整備を重点的・効率的に推進する。

　　

2）一般行政経費に係る地方単独事業費については、既定の行政経費の縮減を図る一方、個性と工夫に

　　　

満ちた魅力ある都市と地方の形成、循環型社会の構築・地球環境問題への対応、少子・高齢化対策等

　　　

の分野に係る施策に財源の重点的配分を図る。

　　

3）消防力の充実、自然災害の防止、震災対策の推進等住民生活の安全を確保するための施策を推進す

　　　

る。

　　

4）過疎地域の自立促進のための施策等に対し所要の財政措置を講じる。

　

⑥

　

地方公共団体の公債費負担の軽減を図るため、普通会計における高利の公的資金に係る地方債等に対

　　

する特別交付税措置及び一定の公営企業金融公庫資金の借換え措置を講じる。

　

⑦

　

地方公営企業の経営基盤の強化、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整

　　

備の推進、社会経済情勢の変化に対応した新たな事業の展開等を図るため、経費負担区分等に基づき、

　　

一般会計から公営企業会計に対し所要の繰出しを行う。

　

⑧

　

地方行財政運営の合理化と財政秩序の確立を図ることとし、このため次の措置を講じる。

　　

1）国庫補助負担金について補助負担単価の適正化等国庫補助負担基準を改善する。

　　

2）一般職の定員を削減する等定員管理の合理化を図るとともに、一般行政経費等を極力抑制する。

　　

3）年度途中における事情の変化に弾力的に対応できるよう、必要な財源をあらかじめ確保する。

　

以上のような方針に基づいて策定した平成15年度の地方財政計画の規模は、86兆2,107億円で、前年度

と比べると１兆3,559億円減(1.5%減）となっている。

　

歳入に゜いてみるとヽ地方税は32兆1･725億円でヽ前年度と比べると２兆838億円減(6.1%減）（道府

県税7.7%減ヽ市町村税4.9%減）ヽ地方譲与税は6･939億円でヽ前年度と比べると700億円増(11.2%増）、

地方特例交付金は１兆62億円でヽ前年度と比べると1･026億円増(11.4%増）、地方交付税は18兆693億

円でヽ前年度と比べると１兆4,756億円減(7.5%減）ヽ国庫支出金は12兆2,600億円で、前年度と比べる

と4･613億円減(3.6%減）ヽ地方債（普通会計分）は15兆718億円でヽ前年度と比べると２兆4,225億円

増(19.2%増）となっている。

　

これらの結果ヽ地方財政計画上ヽ地方特例交付金を含めた‾般財源の歳入総額に占める割合は60.2%と

なっている。なお、一般財源に臨時財政対策債を加えた額の歳入総額に占める割合は67.1%となっている。

　

‾方ヽ歳出に９いてみるとヽ給与関係経費は23兆4･383億円でヽ前年度と比べると2,615億円減(1.1%
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減）となっている。なお、地方財政計画全体の職員数については、一般職員（義務教育教職員、警察官、消

防職員、非義務制学校の教員を除く職員）について、国家公務員の定員削減の方針に準じ、10,369人を縮

減するとともに、保健師の増員、施設増に伴う所要の増員等に義務教育教職員、警察官、消防職員、非義務

制学校の教員の増減員を加え、10,368人の減員を見込んでいる。一般行政経費は21兆263億円で、前年度

と比べると2,195億円増(1.1%増）、公債費は13兆7,673億円で、前年度と比べると3,359億円増(2. 5%

増）、投資的経費は23兆2,868億円で、前年度と比べると工兆3,117億円減(5.3%減）となっており、投

資的経費のうち､公共事業費中の普通建設事業費は７兆1,552億円で､前年度と比べると4,911億円減(6.4%

減）、地方単独事業費は14兆8,800億円で、前年度と比べると8,700億円減(5. 5%減）となっている。

　

また、平成15年度の地方債計画の規模は18兆4,845億円で、前年度当初計画と比べると１兆9,606億円

増(11.9%増）となっている。

（3）財政運営の経過

　　

（ア）経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003

　

平成15年６月27日、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003」（以下「基本方針2003」という。）

が閣議決定された。

　　

「基本方針2003」においては、構造改革を更に本格的に推進するため、これまでの進展を点検・評価し

た上で、構造改革の基本方針を「経済活性化」、「国民の『安心』の確保」、「将来世代に責任が持てる財政の

確立」という「3つの宣言」とこれらの宣言に関する具体的な「7つの改革」という形で新たに打ち出し、そ

の枠組みに沿って政府が今後特に推進する施策を明らかにしている。

　

具体的には、「経済活性化」については、民間の活力を阻む規制・制度や政府の関与を取り除き、民間需

要を創造することを宣言し、①規制改革・構造改革特区、②資金の流れと金融・産業再生、②税制改革、④

雇用・人間力の強化の４つの改革に取り組むこととし、「国民の『安心』の確保」については、持続可能な

社会保障制度を構築し、若者が将来を展望でき、高齢者も安心できる社会をつくることを宣言し、⑤社会保

障制度改革に取り組むこととし、「将来世代に責任が持てる財政の確立」については、財政の信認を確保し、

成果を重視することを宣言し、⑥「国と地方」の改革、⑦予算編成プロセスの改革に取り組むこととしてい

る。

　　

（イ）平成15年度補正予算（第１号、特第１号及び機第１号）

　

平成15年度補正予算（第１号、特第１号及び機第１号）は、平成15年12月20日に閣議決定され、平成

16年１月19日に第159回国会に提出され、２月９日成立した。

　

この補正予算においては、歳出面では、義務的経費を中心としたやむを得ざる追加財政需要への対応とし

て、義務的経費7,179億円、災害対策費2,156億円、イラク復興支援経済協力費1,188億円等を追加計上す

るほか、既定経費の節減１兆1,716億円、予備費の減額1,000億円の修正減少額を計上している。また、歳

入面では、前年度剰余金受入3,874億円を計上するほか、その他収入2,369億円の減収を見込んでいる。

　

この結果、一般会計予算の規模は、歳入歳出とも平成15年度当初予算に対し、1,505億円増加し、81兆

9,396億円となった。

　　

（ウ）平成15年度補正予算（第１号、特第１号及び機第１号）に係る地方財政補正措置

　

平成15年度補正予算（第１号、特第１号及び機第１号）の編成による歳出の追加に伴う地方負担の増加

に対しては以下の地方財政補正措置が講じられた。

　

国の補正予算により平成15年度に追加されることとなった災害復旧事業等投資的経費に係る地方負担額

（普通会計分635億円）については、原則として、地方債（通常充当率）を充当することとされた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

― 141－



　

介護給付費、生活保護費、老人医療給付費等地方債の対象とならない経費(3,208億円）については、給

与関係経費の不用額(4,380億円）の充当により対応することとされた。

（4）地方公共団体の予算

　

平成15年度の地方公共団体の普通会計予算（９月補正後）の状況は、第39表のとおりであり、普通会計

予算の総額（都道府県及び市町村の単純合計）は前年度と比べると2.3%減となっている。

　

主な内訳をみると、歳入では、地方税が前年度と比べて4.1%減、地方交付税7.2%減、国庫支出金1.1%

減、地方債4.5%増となっている。一方、歳出では、普通建設事業費が前年度と比べ12.0%減となっている。

　

なお、第39表の数値は、前年度からの繰越事業に係るものを含んでいる。

（5）個別団体における財政健全化

　

近年の地方財政は、景気の低迷、減税措置等により地方税収等が伸び悩む一方で、過去の経済対策に伴う

公共投資の追加等により地方債の発行残高が増加するなど、極めて厳しい状況にある。この結果、平成14

年度決算における経常収支比率は、前年度よりも2.8%ポイント上昇し、過去最高の90.3%となっている。

また、起債制限比率も、前年度と同率の11.6%と引き続き高い水準となっており、財政構造の硬直化が進

んでいる。

　

平成15年度も、公債費の増加等が見込まれ、引き続き極めて厳しい財政運営が続いている。

　

各地方公共団体においては、このような厳しい財政状況を踏まえて、一層の事務事業の見直し、組織・機

構の簡素効率化、外郭団体の統廃合等、定員管理・給与の適正化、民間委託等の推進など、自主的な行財政

改革に積極的に取り組むとともに、独自課税の検討、地方税の徴収確保や使用料・手数料の適正化等歳入の

確保に努めるなど、財政運営の健全化に努めている。

　

また、近年、公債費負担の増大等により、地域の重要政策課題に十分対応できない地方公共団体が増加す

ることが懸念されていることから、昭和62年度以降、自主的に財政構造の健全化を図るための公債費負担

適正化計画を策定した市町村に対しては、計画的に公債費負担の適正化を推進しつつ、必要な事業費を確保

することができるよう、財政上の支援措置が講じられている。

　

この措置については、平成11年度以降は、起債制限比率（過去３か年平均）が14％以上、若しくは今後

２年度以内に14％以上となる見込みの市町村で公債費負担適正化計画を策定した団体が対象とされている。

平成15年度までに計画の策定を行った団体数は513団体、このうち267団体は既に計画を完了していると

ころである。

　

さらにヽ平成15年度においては、平成13年度の起債制限比率（過去３か年平均）が全国平均以上、平成

13年度の経常収支比率が全国平均以上又は平成13年度の財政力指数（過去３か年平均）が全国平均以下の

団体の普通会計の公的資金に係る利率７％以上の地方債について、当該地方債の利子の利率５％を超える部

分について特別交付税措置を講じた。

（6）地方公営企業等に関する財政措置

　

ア

　

地方公営企業

　

地方公営企業については、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の着実な整備を

推進するとともに、社会経済情勢の変化に対応した新たな事業の展開を支援し、併せて地方公営企業の経営

健全化等を推進するなど経営基盤の一層の強化を図る必要がある。

　

このため、平成15年度においては、次のような措置を講じた。
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企業会計と一般会計との間における経費負担区分の原則等に基づく公営企業繰出金については、地方財政

計画において３兆2,052億円（前年度３兆2,177億円）を計上した。

　

また、地方公営企業の建設改良等に要する地方債については、地方債計画において公営企業会計等分３兆

4,127億円（前年度３兆8,746億円）を計上した。

　

公庫資金においては、臨時特別利率制度を、地域社会基盤整備対策分、環境・安全対策分及び福祉対策分

に再編するとともに、新たに合併促進対策分（上水道事業及び下水道事業）を設けることとし、環境・安全

対策分に電気事業のうち風力発電事業を加えることとした。

　

また、既往債の利子を軽減する観点から、地方債計画に公営企業借換債700億円を計上した。

　

さらに、各事業における財政措置のうち主なものは以下のとおりである。

　　

（ア）簡易水道事業及び下水道事業（流域下水道、小規模集合排水処理施設及び個別排水処理施設に係

　　　　

るものに限る。）については、前年度に引き続き、事業年度における一般会計からの繰出しに代え

　　　　

て、臨時的に公営企業債（臨時措置分）を措置することとし、当該臨時措置分に係る公営企業債の

　　　　

元利償還金については、その全額（流域下水道のうち地方単独事業に係るものを除く。）を後年度

　　　　

において基準財政需要額に算入することとした。

　　

（イ）交通事業については、依然として経営が厳しい地下鉄事業の状況にかんがみ、支払利子負担の軽

　　　　

減のための新たな特例債制度を設け、引き続き所要の財政措置を講じることとした。また、不良債

　　　　

務の計画的な解消及びその発生の抑制を図るため、経営健全化計画を策定し経営努力の徹底等によ

　　　　

る経営の健全化を行う地下鉄事業に対して、所要の地方財政措置を講じることとした。

　　

（ウ）病院事業については、その体制整備の推進が急務となっている小児医療及び小児救急に要する経

　　　　

費について、所要の地方財政措置を講じることとした。また、事業運営の一層の効率化等の観点か

　　　　

ら、建設改良について、平成15年度新規事業分から一般会計が負担する割合を現行の３分の２か

　　　　

ら２分の１に見直すこととした。

　

イ

　

国民健康保険事業

　

国民健康保険事業の厳しい財政状況に配意し、平成13年度に決定された医療制度改革大綱や、平成14年

度の健康保険法の改正等を踏まえ、国民健康保険に対して、財政基盤の強化や広域化等のための支援措置が

次のとおり講じられた。

　　

（ア）市町村国保の広域化や市町村合併の際の保険料標準化等を無利子貸付等により支援するため、平

　　　　

成14年度に引き続き国民健康保険広域化等支援基金（３年間で総額300億円、平成15年度100億

　　　　

円（国２分の１、都道府県２分の１））を造成することとした。

　　

（イ）平成15年度から低所得者を多く抱える保険者を財政的に支援する保険者支援制度を創設するこ

　　　　

ととしヽ市町村が低所得者数等に応じてヽ一般会計から国民健康保険特別会計への繰入れを行う際

　　　　

にヽ当該費用に対しヽ国及び都道府県が‾部を負担すること（国２分の１、都道府県４分の１、市

　　　　

町村４分の１）とした。

　　

（ウ）高額医療費共同事業に゛S）いてはヽ平成15年度から交付税基準額を80万円以上から70万円以上

　　　　

に引き下げるとともに法制度化を図ることとしヽ市町村国保の拠出金に対し国及び都道府県がその

　　　　

一部を負担すること（国４分の１ヽ都道府県４分の１ヽ市町村国保２分の１）とした。

　　

○ﾆ‘）国保財政安定化支援事業についてはヽ平成15年度から保険者支援制度が創設されることを踏ま

　　　　

えヽ事業内容を見直した上でヽ引き続き地方財政措置（1･000億円）を講じることとした。
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２

　

平成16年度の地方財政

　

平成16年度の経済見通しと国の予算、地方財政計画及び地方公営企業等に関する財政措置の概要は、次

のとおりである。

（1）平成16年度の経済見通しと国の予算

　　

（ア）経済見通しと経済財政運営の基本的態度

　　

「平成16年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」は、平成15年12月19日に閣議了解、平成

16年１月19日に閣議決定された。

　

これによると、平成15年度の我が国経済は、年度当初には踊り場的な状況が見られた後、米国を始め世

界経済が回復する中で、輸出や生産が再び緩やかに増加していくとともに、企業収益の改善が続き、設備投

資も増加するなど、企業部門が回復していくことにより、民需を中心に緩やかに回復していくものと見込ま

れている。また、平成15年度の国内総生産の名目成長率は0.1％程度になると見込まれている。

　

このような情勢認識に立って、平成16年度の経済財政運営の基本的態度については、「基本方針2003」に

基づき、デフレ克服を目指しながら、規制、金融、税制及び歳出の各分野にわたる構造改革を一体的かつ整

合的に推進し、創造的な企業活動の促進や地方経済の活性化等を通じた民間需要主導の持続的な経済成長を

目指すこととし、また、日本銀行と一体となって、金融・資本市場の安定及びできる限り早期のプラスの物

価上昇率実現に向け、引き続き、強力かつ総合的な取組を実施し、今後とも、経済情勢によっては、大胆か

つ柔軟な政策運営を行うこととされた。

　

以上のような経済財政運営の下において、平成16年度の国内総生産は500.6兆円程度、経済成長率は名

目で0.5%程度、実質で1.8%程度になるものと見通された。

　　

（イ）国

　

の

　

予

　

算

　

平成15年12月５日、「平成16年度予算編成の基本方針」が閣議決定された。その中で平成16年度予算

については、活力ある経済社会と持続的な財政構造の構築を図る必要があることから、制度・政策の抜本的

見直しを行うとともに、政府全体の歳出を国と地方が歩調を合わせつつ抑制することにより、政府の大きさ

（一般政府の支出規模のＧＤＰ比）を極力抑制し、持続可能な財政構造の構築を図り、将来においても我が

国経済の活力を維持するため、歳出全体にわたる徹底的な見直しを行い、歳出改革を一層推進するものとさ

れ、一般会計歳出及び一般歳出については、実質的に平成15年度の水準以下に抑制すること等を基本的考

え方とすることとされた。また、歳出の見直しと構造改革の推進のため、「基本方針2003」に基づき、「政

策群」の手法を活用するとともに、活力ある社会・経済の実現に向けた４分野（「人間力の向上・発揮一教

育・文化、科学技術、ＩＴ」、「個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方」、「公平で安心な高齢化社会・少子

化対策」、「循環型社会の構築・地球環境問題への対応」）について、これまでの実績・評価を考慮しつつ政

策効果が顕著なものについて重点的かつ効率的に推進するとともに、社会資本整備、社会保障制度及び地方

財政の事項についても制度・施策の見直しを行い、さらに、農林水産、ＯＤＡ等については「基本方針2003」

に即し歳出の見直しに取り組むこととされた。

　

社会資本整備については、公共投資関係費の水準を前年度予算から３％以上削減しつつ、上記の活力あ

る社会・経済の実現に向けた４分野を中心に､雇用・民間需要の拡大に資する分野への重点配分を行う一方、

公共事業の国庫補助負担金については、「三位一体の改革」も踏まえ、その内容を見直すとともに、公共投

資関係費全体の削減を上回る縮減を行うこと等とされた。
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地方財政については、国と地方に関する「三位一体の改革」を推進することにより、地方の権限と責任を

大幅に拡大し、歳入・歳出両面での地方の自由度を高めることで、真に住民に必要な行政サービスを地方が

自らの責任で自主的、効率的に選択できる幅を拡大するとともに、国・地方を通じた簡素で効率的な行財政

システムの構築を図ることとされた。地方歳出の見直しについては、国の歳出の徹底的な見直しと歩調を合

わせつつ、民間委託の推進など国・地方を通じた事務事業の在り方の見直しや、国庫補助負担金の廃止・縮

減による補助事業の抑制を行うとともに、定員の計画的削減等による給与関係経費の抑制や、地方単独事業

の抑制などの措置を講じることにより、地方財政計画の歳出を徹底的に見直し、「改革と展望」の期間（平

成18年度まで）を通じて、地方財政計画の規模の抑制に努めることとされた。また、「三位一体の改革」に

ついては、「改革と展望」の期間中（平成18年度まで）に、国庫補助負担金について概ね４兆円程度を目途

に廃止・縮減等の改革を行い、地方交付税の財源保障機能全般を見直して縮小するとともに、廃止する国庫

補助負担金の対象事業の中で引き続き地方が主体となって実施する必要のあるものについて、基幹税の充実

を基本に税源移譲を行うこととしており、経済財政諮問会議を中心に議論を進め、「基本方針2003」を踏ま

え、これらの改革工程を早期に具体化するよう取り組むこととし、平成16年度予算においても、平成15年

度予算における取組の上に立って、今後３年間の取組の初年度にふさわしい成果を上げるよう、政府一丸と

なって取り組むこととされた。

　

平成16年度予算は、以上のような方針により編成され、平成15年12月24日に概算の閣議決定が行われ

た後、平成16年１月19日に第159回国会に提出された。

　

これによると、平成16年度の国の一般会計予算の規模は82兆1,109億円で、前年度当初予算と比べると

3,218億円の増(0.4%増）となっており、うち一般歳出の規模は47兆6,320億円で、前年度当初予算と比

べると398億円(0.1%増）となった。なお、「平成16年度予算編成の基本方針」において、前年度当初予

算から３％以上削減することとされた公共投資関係費については､3.3%削減の８兆6,149億円となった。ま

たヽ公債の発行予定額は36兆5,900億円で、前年度当初発行予定額と比べると1,450億円の増(0.4%増）

となっており、公債依存度は44.6%となった。

　

他方、財政投融資計画については、財政投融資改革の趣旨を踏まえ、中小企業対策などセーフティ・ネッ

トの構築等ヽ真に必要な資金需要には的確に対応しつつ、対象事業の一層の重点化を図ることとされ、計画

規模は20兆4,894億円、前年度計画額と比べると２兆9,221億円の減(12.5%減）となった。

（2）地方財政計画

　

平成16年度の地方財政計画は、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、歳出面においては、「基本方針

2003」に沿って、歳出全般にわたり徹底した見直しを行うことにより歳出総額の計画的な抑制を図る一方、

当面の重要課題である人間力の向上・発揮（教育・文化、科学技術、ＩＴ）、個性と工夫に満ちた魅力ある

都市と地方の形成、少子・高齢化対策、循環型社会の構築・地球環境問題への対応等に財源の重点的配分を

図ることとし、歳入面においては、地方税負担の公平適正化の推進と地方交付税の所要額の確保を図ること

を基本とするとともに、引き続き生じることとなった大幅な財源不足について、地方財政の運営上支障が生

じないよう適切な補てん措置を講じることとし、次の方針に基づき策定された。

　

①

　

地方税については、恒久的な減税を引き続き実施するとともに、現下の経済・財政状況等を踏まえつ

　　

つ、持続的な経済社会の活性化を実現するための「あるべき税制」の構築に向け、所得譲与税の創設、

　　

個人住民税均等割の見直し、商業地等に係る固定資産税・都市計画税の条例減額制度の創設、課税自主

　　

権の拡大その他の所要の措置を講じる。

　

②

　

地方財源不足見込額について、地方財政の運営に支障が生じることのないよう、次の措置を講じる。
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い恒久的な減税に伴う影響額及び平成15年度税制改正に伴削咸収額以外の地方財源不足（以下「通常

　　

収支に係る財源不足」という。）の見込額12兆2,530億円については、次の措置を講じる。

　　

ア

　

平成16年度から平成18年度までの間においては、この間に予定されている交付税特別会計借入

　　　

金の償還を平成22年度以降に繰り延べることとしたうえで、なお生ずる財源不足のうち建設地方

　　　

債（財源対策債）の増発等を除いた残余については国と地方が折半して補てんすることとし、国負

　　　

担分については、国の一般会計からの加算により、地方負担分については地方財政法第５条の特例

　　　

となる地方債（臨時財政対策債）により補てん措置を講じる。

　　　　

臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の基準財政需要額

　　　

に算入する。

　　　　

これらの措置を「地方交付税法」第６条の３第２項の制度改正として講じ、所要の法改正を行う

　　　

こととする。

　　　　

なお、平成５年度の投資的経費に係る国庫補助負担率の見直しに関し一般会計から交付税特別会

　　　

計に繰り入れることとしていた額等2,981億円については法律の定めるところにより、平成17年

　　　

度以降の地方交付税の総額に加算することとする。

　　

イ

　

これに基づき、交付税特別会計借入金の償還繰延べ後の平成16年度の通常収支に係る財源不足

　　　

見込額10兆1,723億円については、次により完全に補てんする。

　　　

（ア）地方交付税については、国の一般会計加算により４兆1,818億円（うち、地方交付税法附則

　　　　　

第４条の２第２項の加算額1,685億円、同条第４項の加算額ｎ億円、同条第８項の加算額

　　　　　

1,246億円、臨時財政対策特例加算額３兆8,876億円）増額する。

　　　

（イ）地方財政法第５条の特例となる地方債（臨時財政対策債）を４兆1,905億円発行する。

　　　

（ウ）建設地方債（財源対策債）を１兆8,000億円増発する。

　

2）恒久的な減税に伴う地方財政への影響額３兆3,296億円については、次の措置を講じる。

　　

ア

　

恒久的な減税の実施による地方税の減収１兆7,991億円について、その４分の３相当額を国と地

　　　

方のたばこ税の税率変更による地方たばこ税の増収措置(1,179億円）、法人税の地方交付税率の

　　　

引上げによる増収措置(3,575億円）及び地方特例交付金(8, 739億円）により、その４分の回目

　　　

当額を地方財政法第５条の特例となる地方債（減税補てん債、4,498億円）により完全に補てんす

　　　

る。

　

、イ

　

恒久的な減税の実施による地方交付税への影響額１兆5,305億円のうち、平成16年度に新たに

　　　

発生する地方交付税の減収１兆4,271億円については、交付税特別会計借入金により措置し、その

　　　

償還は国と地方が折半して負担することにより完全に補てんする。

　　　　

また、平成11年度以降地方交付税への影響額の補てん対策として措置した交付税特別会計借入

　　　

金に係る利子相当額のうち国負担分508億円は一般会計からの繰入れにより、地方負担分526億円

　　　

は交付税特別会計借入金により措置する。

　

3）平成15年度税制改正に伴う平成16年度の地方税及び地方交付税の減収額6,479億円については､次

　　

の措置を講じる。

　　

ア

　

地方税の減収3,521億円については、減税補てん債の発行により完全に補てんする。

　　

イ

　

地方交付税の減収2,958億円については、交付税特別会計借入金により完全に補てんする。

　

4）上記の結果、平成16年度の地方交付税については、16兆8,861億円（前年度に比し6.5%減）を確

　　

保する。

③

　

三位一体の改革の一環として、次のとおり国庫補助負担金の一般財源化と、これに対応した税源移譲
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等の措置を講じることとする。

　　

1）平成16年度に行われる児童保護費等負担金のうち公立保育所運営費分等の国庫補助負担金の一般財

　　　

源化及び平成15年度に行われた国庫補助負担金の一般財源化に対応して所得譲与税を創設し、税源

　　　

移譲する。

　　　　

所得譲与税は、平成18年度までに所得税から個人住民税への本格的な税源移譲を実施するまでの

　　　

間の暫定措置として、所得税の一部を、使途を限定しない一般財源として地方へ譲与するものであり、

　　　

人口により都道府県及び市町村（特別区を含む。）へ譲与する。

　　

2）義務教育費国庫負担金及び公立養護学校教育費国庫負担金のうち退職手当及び児童手当に係る部分

　　　

については、暫定的に一般財源化を行うこととし、税源移譲予定特例交付金を設け、税源移譲までの

　　　

各年度の退職手当等の支給に必要な額を確保することとし、人口を基準として都道府県に交付する。

　

④

　

地方債については、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、極めて厳しい地方財政

　　

の状況の下で、その健全性の確保に留意しつつ、地方公共団体が管吐豊かで活力ある地域社会の構築を

　　

目指して、それぞれの地域の特性を活かした魅力あふれる地域づくり、ＩＴを活用した住民生活の向上

　　

と地域経済の活性化、地域資源の有効活用等による地域再生、災害等に強く安全な地域づくり等の当面

　　

する政策課題に重点的・効率的に対応しうるよう所要額を確保する。この結果、地方債計画の規模は

　　

17兆4,843億円（普通会計分14兆1,448億円、公営企業会計等分３兆3,395億円）とする。

　

⑤

　

社会経済情勢の推移等に即応して使用料・手数料等の適正化を図る。

　

⑥

　

地域経済の振興や雇用の安定を図りつつ、個性と活力ある地域社会の構築、住民に身近な社会資本の

　　

整備、災害に強い安全なまちづくり、総合的な地域福祉施策の充実、農山漁村地域の活性化等を図るこ

　　

ととし、財源の重点的配分を行う。

　　

1）投資的経費に係る地方単独事業費については、中期的に事業規模の計画的抑制を図ることとし、平

　　　

成16年度においては、国の公共投資関係費の取扱い等も勘案しつつ、前年度に比し9.5%減額する

　　　

こととする一方で、地域活性化事業、地域再生事業、合併特例事業及び防災対策事業などにより、引

　　　

き続き、地域の自立や活性化につながる基盤整備を重点的・効率的に推進する。

　　

2）一般行政経費に係る地方単独事業費については、地方団体の自助努力を促す観点から既定の行政経

　　　

費の縮減を図る一方、人間力の向上・発揮（教育・文化、科学技術、ＩＴ）こ個･畦と工夫に満ちた魅

　　　

力ある都市と地方の形成、循環型社会の構築・地球環境問題への対応、少子・高齢化対策、市町村合

　　　

併の推進等の分野に係る施策に財源の重点的配分を図る。

　　

3）消防力の充実、自然災害の防止、震災対策の推進及び治安維持対策等住民生活の安全を確保するた

　　　

めの施策を推進する。

　　

4）過疎地域の自立促進のための施策等に対し所要の財政措置を講じる。

　

⑦

　

地方公共団体の公債費負担の軽減を図るためヽ普通会計における高利の公的資金に係る地方債等に対

　　

する特別交付税措置及び一定の公営企業金融公庫資金の借換え措置を講じる。

　

③

　

地方公営企業の経営基盤の強化ヽ上゜下水道ヽ交通ヽ病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整

　　

備の推進ヽ社会経済情勢の変化に対応した新たな事業の展開等を図るため、経費負担区分等に基づき、

　　

一般会計から公営企業会計に対し所要の繰出しを行う。

　

⑨

　

地方行財政運営の合理化を図ることとしヽ‾般職の定員削減を行う等定員管理の合理化を図るととも

　　

にヽ事務事業の見直しヽ民間委託等の推進など行財政運営全般にわたる改革を推進する。

　

以上のような方針に基づいて策定した平成16年度の地方財政計画の規模はヽ84兆6,669億円で、前年度

と比べると１兆5,438億円減(1.8%減）となっている。
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歳入についてみると、地方税は32兆3,231億円で、前年度と比べると1,506億円増（0.5％増）（道府県

税1.9%増、市町村税0.6%減）、地方譲与税は１兆1,452億円で、前年度と比べると4,513億円増(65.0%

増）､地方特例交付金は１兆1,048億円で、前年度と比べると986億円増(9.8%増）､地方交付税は16兆8,861

億円で、前年度と比べると１兆1,832億円減(6.5%減）、国庫支出金は12兆1,238億円で、前年度と比べ

ると1,362億円減(1.1%減）、地方債（普通会計分）は14兆1,448億円で、前年度と比べると9,270億円

減(6.2%減）となっている。

　

これらの結果、地方財政計画上、地方特例交付金を含めた一般財源の歳入総額に占める割合は60.8%と

なっている。なお、一般財源に臨時財政対策債を加えた額の歳入総額に占める割合は65.7%となっている。

　

一方、歳出についてみると、給与関係経費は22兆9,990億円で、前年度と比べると4,393億円減(1.9%

減）となっている。なお、地方財政計画全体の職員数については、一般職員（義務教育教職員、警察官、消

防職員、非義務制学校の教員を除く職員）について、国家公務員の定員削減の方針に準じ、10,369人を縮

減するとともに、保健師の増員、施設増に伴う所要の増員等に義務教育教職員、警察官、消防職員、非義務

制学校の教員の増減員を加え、10,980人の減員を見込んでいる。一般行政経費は21兆8,833億円で、前年

度と比べると8,570億円増(4.1%増）、公債費は13兆6,779億円で、前年度と比べると894億円減（0.6％

減）、投資的経費は21兆3,283億円で、前年度と比べると１兆9,585億円減(8.4%減）となっており、投

資的経費のうち､公共事業費中の普通建設事業費は６兆6,419億円で､前年度と比べると5,133億円減(7.2%

減）、地方単独事業費は13兆4,700億円で、前年度と比べると１兆4,100億円減(9. 5%減）となっている。

　

また、平成16年度の地方債計画の規模は17兆4,843億円で、前年度当初計画と比べると１兆２億円減

(5.4%減）となっている。

　

平成16年度の地方債計画においては、地域経済の活性化及び地域雇用の創造を実現し地域再生を図るた

め、地方単独事業を積極的に展開しようとする地方公共団体が円滑に事業を実施できるよう、新たに地域再

生事業債を創設している。地域再生事業債は、平成16年度の地方単独事業の予算計上の状況に応じ一定の

要件を満たす地方公共団体について、通常の地方債の充当に加えさらに100％までの範囲内で地域再生事業

債を充当することができることとするものであり、地方債計画の計上額（8,000億円）にかかわらず、要件

を満たすものは各地方公共団体からの要望に応じ全額を配分することとしている。また、地方公共団体の財

源見通しが早期に立てられることに資するよう、地域再生事業債の第１次配分については、平成16年４月

中を目途に行うこととしている。更に、地域再生事業債の元利償還金については、後年度、標準事業費方式

により地方交付税の基準財政需要額に算入することとしている。

　

また、数値目標を設定して行政改革や財政健全化に取り組んでいる地方公共団体が、行財政改革の取り組

みにより将来の財政負担の軽減が見込まれる範囲内で発行できる財政健全化債については、平成16年度に

おいては、深刻な財政状況にある団体について、財政健全化の努力や基金の状況等を勘案し、地方財政法第

５条の範囲内での充当事業の拡大（例えば、都市計画事業に係る市町村負担金、市町村の建設事業に対する

都道府県の補助金等）及び発行可能額の拡大を行うこととしている。

（3）地方公営企業等に関する財政措置

　

ア

　

地方公営企業

　

地方公営企業については、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の着実な整備を

推進するとともに、社会経済情勢の変化に対応した新たな事業の展開を支援し、併せて地方公営企業の経営

健全化等を推進するなど経営基盤の一層の強化を図る必要がある。

　

このため、平成16年度においては、次のような措置を講じることとしている。
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企業会計と一般会計との間における経費負担区分の原則等に基づく公営企業繰出金については、地方財政

計画において３兆797億円（前年度３兆2,052億円）を計上している。

　

また、地方公営企業の建設改良等に要する地方債については、地方債計画において公営企業会計等分３兆

3,395億円（前年度３兆4,127億円）を計上している。

　

公庫資金においては、臨時特別利率分として、4,300億円を確保するとともに、既往債の利子を軽減する

観点から、公営企業借換債として1,100億円を計上している。

　

さらに、各事業における財政措置のうち主なものは以下のとおりである。

　　

（ア）簡易水道事業及び下水道事業（流域下水道、小規模集合排水処理施設及び個別排水処理施設に係

　　　　

るものに限る。）については、前年度に引き続き、事業年度における一般会計からの繰出しに代え

　　　　

て、臨時的に公営企業債（臨時措置分）を措置することとし、当該臨時措置分に係る公営企業債の

　　　　

元利償還金については、その全額（流域下水道のうち地方単独事業に係るものを除く。）を後年度

　　　　

において基準財政需要額に算入することとしている。

　　

（イ）水道事業については、既存の上水道安全対策事業（災害対策、保安対策）に、新たに「安全な水

　　　　

対策」として行われる水質安全対策を追加するとともに、一般会計出資の対象とし、所要の地方財

　　　　

政措置を講じることとしている。

　　

（ウ）交通事業については、地下鉄の安全性の向上を図るため、地下鉄駅火災対策（二方向避難通路、

　　　　

排煙設備及び消火設備の設置等）並びに安全性向上対策（保安装置の改良及び連結間転落防止装置、

　　　　

点字ブロックの設置等）について、所要の地方財政措置を講じることとしている。また、三位一体

　　　　

の改革における国庫補助負担金の改革の一環として、平成16年度から地下鉄事業特例債制度にお

　　　　

ける公営地下高速鉄道事業助成金を廃止することとしているが、当該助成金の対象とされていた事

　　　　

業費については、その全額を地方財政計画に計上するとともに、所要の地方交付税措置を講じるこ

　　　　

ととしている。

　　

（エ）下水道事業については、平成16年度以降実施される更新事業について、雨水・汚水比率の実績

　　　　

を踏まえ、資本費に対する財政措置の見直しを行うこととしている。また、世代間負担の公平を図

　　　　

る観点から、公営企業債の元金償還期間と減価償却期間との差により生じる資金不足を補うため、

　　　　

資本費平準化債の対象要件を拡大するとともに、経費が割高となる団体に対する高資本費対策を拡

　　　　

充することとしている。

　

イ

　

国民健康保険事業

　

国民健康保険事業の厳しい財政状況に配意し、平成13年度に決定された医療制度改革大綱や、平成14年

度の健康保険法の改正等を踏まえ、国民健康保険に対して、財政基盤の強化や広域化等のための支援措置を

次のとおり講じることとしている。

　　

（ア）市町村国保の広域化や市町村合併の際の保険料平準化等を無利子貸付等により支援するため、平

　　　　

成14年度及び15年度に引き続き国民健康保険広域化等支援基金（３年間で総額300億円、平成

　　　　

16年度100億円（国２分の１ヽ都道府県２分の１））を造成することとし、その所要額について地

　　　　

方交付税措置を講じることとしている。

　　

（イ）低所得者を多く抱える保険者を支援する観点からヽ引き続き市町村が低所得者数等に応じて、一

　　　　

般会計から国民健康保険特別会計｀の繰入れを行う際にヽ当該費用に対し、国及び都道府県がその

　　　　

‾部負担すること（国２分の１ヽ都道府県４分の１ヽ市町村４分の１）とし、所要額について地方

　　　　

交付税措置を講じることとしている。

　　

（ウ）高額医療費共同事業についてはヽ引き続き市町村国保の拠出金に対し、国及び都道府県において
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その一部を負担すること（国４分の１、都道府県４分の１、市町村国保２分の１）としている。

（エ）国保財政安定化支援事業については、国保財政の健全化に向けた市町村一般会計からの繰出しに

　　

ついて、引き続き地方財政措置(1,000億円）を講じることとしている。
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３

　

最近の地方財政の動向と課題

（1）地方財政の動向

　

第１部でみたように、平成14年度の地方財政は、極めて厳しい状況にある。

　

これを、普通会計を中心に具体的にみると、第一に、経常収支比率が２年連続して上昇し、過去最高の

90.3%となっている。また、義務的経費の中でも特に弾力性の乏しい公債費の状況を把握する指標である起

債制限比率は、過去最高であった前年度に引き続き11.6%と高い水準となっている。

　

これを、10年前の平成４年度と比べると、経常収支比率は15.5%ポイント、起債制限比率は2.5%ポイ

ント上昇しており、この10年間で財政構造の硬直化が顕著となっているが、地方債現在高の増加に伴い、今

後もその償還による公債費の一層の増加が見込まれることから、その一層の進展が強く懸念されている。

　

第二に、地方税収入が前年度に比べて大幅に減少するとともに、地方交付税の原資となる国税収入も前年

度に比べて減少している一方で、公債費が増加したこと等により大幅な財源不足が発生し、借入金によりこ

れを補てんした結果、借入金残高（普通会計の地方債現在高、交付税特別会計借入金残高のうち地方負担分

及び企業債現在高のうち普通会計負担分の合計）は引き続き増加し、平成14年度末で193兆円となり、平

成４年度末からの10年間で、ほぼ2.4倍に増加しており（平成４年度末借入金残高79兆円）、平成16年度

末には204兆円程度に達するものと見込まれている。

　

第三に、単年度収支、実質単年度収支がともに赤字に転じるとともに、単年度収支が赤字の団体が2,845

団体、実質単年度収支が赤字の団体が2,932団体となっており、その結果、実質収支が赤字の団体は、都道

府県では５年連続して発生するとともに２団体に増加しており、また市町村についても、前年度と同数の

23団体となっている。

　

このように現下の地方財政が極めて厳しい状況にあるのは、少子・高齢化対策、環境問題への対応等の重

要政策課題に対処するための財政需要が増嵩する一方、引き続く景気の低迷により国・地方とも大幅な税収

不足が生じていることにより、地方財政が大幅な財源不足の状態にあるためである。

（2）地方財政の課題

　

ア

　

地方分権の更なる進展のための行財政基盤の整備

　

地方財政は極めて厳しい状況にあり、国と地方を通じる行財政の構造改革の中で、「地方にできることは

地方に委ねる」との原則の下、地方公共団体の自主性・主体性を高める方向で更なる分権改革の進展を図る

ことが必要である。このため、さまざまな角度から制度と行財政運営のあり方について不断の点検・検討を

行いつつ、地方の自立に向けた行財政基盤の整備を図る必要がある。

　　

（ア）財政基盤の充実

　

現在の地方財政の構造は､地方公共団体が行政サービスの提供主体として大きな役割を果たしている反面、

地方税収入の構成比は３割強にとどまっている。今後、地方分権の更なる推進を図るためには、歳人面にお

いて、地方税を中心とした歳入体系を構築するとともに、地方歳出に対する法令基準や国庫補助負担制度を

通じた国の関与の廃止・縮減を進め、歳入・歳出の両面において、地方の自由度を高め、地方の自立に向け

た構造改革の実現に取り組む必要がある。

　

このうち歳入面については、地方における歳出規模と地方税収入とのかい離をできるだけ縮小するという

観点に立って、自主財源である地方税を基本としつつ、国からの財源への依存度合いをできるだけ縮小し。
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より自立的な財政運営を行えるようにすることが目指すべき方向である。このことは､地域における行政サー

ビスによる受益と負担の対応関係のより一層の明確化と国・地方を通じる行政改革や財政構造改革の推進に

もつながるものと考えられる。

　　　　

ａ

　

三位一体の改革

　

このような地方の自立に向けた構造改革を推進するためには、国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を

含む税源配分のあり方を相互に関連付け一体的に検討することが必要である。国庫補助負担金､地方交付税、

税源移譲を含む税源配分のあり方の三位一体の改革については、平成14年６月25日に閣議決定された「基

本方針2002」において、「国庫補助負担金、交付税、税源移譲を含む税源配分のあり方を三位一体で検討し、

それらの望ましい姿とそこに至る具体的な改革工程を含む改革案を､今後一年以内を目途にとりまとめる。」

とされたことを受け、平成15年６月27日に閣議決定された「基本方針2003」において、以下のとおり、三

位一体の改革によって達成されるべき「望ましい姿」と三位一体の改革の具体的な改革工程が示されている。

　　　　　

（ａ）三位一体の改革によって達成されるべき「望ましい姿」

　　　　　　

巾

　

地方の一般財源の割合の引上げ

　

地方税の充実確保を図るとともに、社会保障関係費の抑制に努めるなど、地方財政における国庫補助負担

金への依存を抑制することにより、地方の一般財源（地方税、地方譲与税、地方特例交付金及び地方交付税）

の割合を着実に引き上げる。

　

なお、その際、国・地方の財政事情を踏まえるとともに、歳出の徹底した縮減・合理化に努める。

削） 地方税の充実、交付税への依存の引下げ

　

税源移譲等による地方税の充実確保、地方歳出の徹底した見直しによる交付税総額の抑制等により、地方

の一般財源に占める地方税の割合を過去の動向も踏まえつつ着実に引き上げ、地方交付税への依存を低下さ

せる。この結果、不交付団体（市町村）の人口の割合を大幅に高めることを目指す。

　

また課税自主権の拡大を図ることにより、地方団体や住民の自立意識の更なる向上を目指していく。

　　　　　　

(iii)効率的で小さな政府の実現

　　

「改革と展望」の方針に沿って歳出構造改革を行うことに加え、「三位一体の改革」により、真に地方に

とって効果・効率の高い選択を行うことを可能にすることを通じて、「効率的で小さな政府」を実現する。

　

地方財政においては、現在、約17兆円を上回る財源不足が生じている。国・地方を通じた歳出の徹底し

た見直しを行うなど財政健全化を図ることにより、プライマリーバランスを黒字化し、更に地方財源不足を

解消することを目指す。

　　　　　

（b）三位一体の改革の具体的な改革工程

　　　　　　

倒

　

国庫補助負担金の改革

　

地方の権限と責任を大幅に拡大するとともに、国・地方を通じた行政のスリム化を図る観点から、「自助

と自律」にふさわしい国と地方の役割分担に応じた事務事業及び国庫補助負担金のあり方の抜本的な見直し

を行う。

　

このため、「改革と展望」の期間（当初策定時の期間で平成18年度までをいう。以下、「（b）三位一体の

改革の具体的な改革工程」において同じ。）において、「国庫補助負担金等整理合理化方針」に掲げる措置及

びスケジュールに基づき、事務事業の徹底的な見直しを行いつつ、国庫補助負担金については、広範な検討

を更に進め、概ね４兆円程度を目途に廃止、縮減等の改革を行う。その際、国・地方を通じた行財政の効率

化・合理化を強力に進めることにより、公共事業関係の国庫補助負担金等についても改革する。

　　　　　　

(ii)地方交付税の改革

　

地方交付税の財源保障機能については、その全般を見直し、「改革と展望」の期間中に縮小していく。他
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方、必要な行政水準について国民的合意を図りつつ地域間の財政力格差を調整することはなお必要である。

　

また、国・地方を通じた歳出の縮減、必要な公共サービスを支える安定的な歳入構造の構築等を通じて、

早期に地方財源不足を解消し、その後は、交付税への依存体質から脱却し、真の地方財政の自立を目指す。

　

このような観点から、次のとおり取り組む。

　

⑦

　

国の歳出の徹底的な見直しと歩調を合わせつつ、「改革と展望」の期間中に、以下のような措置等に

　　

上妁一価古目オ持計面の歳出か徹庖;的に斯白Tす。これにより、地方交付税総額を抑制し、財源保障機能を

縮托仙ぐこの紘まじ

国庫補助負担金の廃止、縮減による補助事業の抑制

地方財政計画計上人員を４万人以上純減

投資的経費（単独）を平成２～３年度の水準を目安に抑制

一般行政経費等（単独）を現在の水準以下に抑制

　

⑦

　

国の関与の廃止・縮小に対応した算定方法の簡素化及び段階補正の見直しを更に進めていく。また、

　　

基準財政需要額に対する地方債元利償還金の後年度算入措置を各事業の性格に応じて見直す。同時に、

　　

地方債に対する市場の評価がより機能するように取り組んでいく。

　

⑤

　

現在、９割以上の地方団体が地方交付税の交付団体となっているが、三位一体の改革を進めることを

　　

通じ、不交付団体（市町村）の人口の割合を大幅に高めていく。

　

④

　

税源移譲を含む税源配分の見直し等の地方税の充実に対応して、財政力格差の調整の必要性が高まる

　　

ので、実態を踏まえつつ、それへの適切な対応を図る。

　　　　　　

(iii)税源移譲を含む税源配分の見直し

　　

「改革と展望」の期間中に、廃止する国庫補助負担金の対象事業の中で引き続き地方が主体となって実施

する必要のあるものについては、税源移譲する。その際、税源移譲は基幹税の充実を基本に行う。税源移譲

に当たっては､個別事業の見直し・精査を行い、補助金の性格等を勘案しつつ８割程度を目安として移譲し、

義務的な事業については徹底的な効率化を図った上でその所要の全額を移譲する。あわせて、「18年度まで

に必要な税制上の措置を判断」して、その一環として地方税の充実を図る。なお、必要な場合、地方の財政

運営に支障を生じることのないよう暫定的に財源措置を講ずるものとする。

　

15年度の義務教育費国庫負担金等の削減分についても併せて対応する。

　

また、地方が納税者の理解を得ながら、課税自主権を活用して地方税の充実確保を図ることは重要な課題

であり、課税自主権の拡大を図る。

　

こうした三位一体の取組により、地方歳出の見直しと併せ、地方における歳出規模と地方税収入との乖離

をできるだけ縮小するという観点に立って、地方への税源配分の割合を高める。その際、応益性や負担分任

性という地方税の性格を踏まえ、自主的な課税が行いやすいという点にも配意し、基幹税の充実を基本に、

税源の偏在性が少なく税収の安定性を備えた地方税体系を構築する。

　

以上の方針の下、平成16年度においては、約１兆300億円の地方公共団体向けの補助金等の改革を実施

するとともに、地方の歳出の徹底的な抑制を図り、地方財政計画の歳出を前年度と比べて１兆5,438億円抑

制することにより地方交付税総額を減額し、また、平成18年度までに所得税から個人住民税への本格的な

税源移譲を実施することとし、当面の措置として所得譲与税を創設し、4,249億円の税源を移譲することと

している。

　

今後とも「基本方針2003」の三位一体の改革の具体的な改革工程に従って、改革を強力に推進していく

必要がある。
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地方税は、地域における行政サービスの経費を地域住民がその能力と受益に応じて負担し合うことが基

本である。このことから、応益性を有し、薄く広く負担を分かち合うものであること、さらに、地域的な偏

在性が少なく、税収が安定したものであることが望ましい。また、自主的な課税を行いやすい税体系である

ことも重要である。

　

一方、地方税の現状を見ると、地方の歳出規模と地方税収入が乖離している状況になっている。

　

そのような中、わが国の構造改革の重要な柱として、地方分権を推進し、自立した国・地方関係を確立し、

活力と音吐のある地域社会を実現していくことが求められている。地方の自律性を高めるためには、市町村

合併の推進や地方に対する国の関与の廃止・縮減などによる地方行財政の効率化を前提に、地方公共団体が

一層の情報開示を進め、受益と負担の対応関係を意識しつつ自らの責任と判断で地域のニーズに応じた行政

サービスを実施できるよう自主財源を中心とした歳入基盤を確立することが必要である。

　

このためには、地方税の現状を望ましい姿に改革することを目指し、税源の偏在性が少なく、税収の安定

性を備えた地方税体系を構築するとの観点から、地方税の充実確保を図ることが重要である。

　

こうした観点から、平成16年度の地方税制改正においては、三位一体の改革の一環として、所得税の税

収の一部を使途を制限しない財源として地方へ譲与する「所得譲与税」を創設するほか、市町村民税の均等

割に係る人口段階別の税率区分の廃止等の個人住民税均等割の見直し、商業地等に係る固定資産税及び都市

計画税の条例による減額を可能とする制度の創設、固定資産税の制限税率の廃止等の課税自主権の拡大、軽

油引取税に係る罰則の強化等の措置を講ずることとしている。

　　　　

ｃ地方交付税

　

地方交付税については、地方公共団体がより自主的・自立的な財政運営を確立していく上で、地域間に経

済力・財政力の大きな格差があること、我が国では、内政の大部分について国が法律などにより地方に一定

の行政水準の確保を要請していることを踏まえると、その果たす役割は極めて重要である。他方、歳出削減

や地方税の充実など様々な努力により、できるだけ早期に多額に上る財源不足を解消し、その後は、交付税

による財源保障機能への依存体質から脱却し、真の地方財政の自立を目指す必要がある。それらを踏まえ、

引き続き必要な地方交付税総額の確保を図ることが重要である。

　

なお、地方交付税の算定方法については、「基本方針2003」等を踏まえ、地方公共団体の自主的、自立的、

効率的な財政運営を促す方向で、算定の大幅な簡素化・中立化への取組として、都道府県分の補正係数につ

いて、３年間で概ね半減することを目標に年次的に削減すること、また、都道府県分の公共事業等に係る事

業費補正について、災害・特定地域対策、財源対策、事業の偏在が著しいものを除き、原則廃止することと

し、段階的に見直すこと、更に、市町村分についても、都道府県分の実施状況を見ながら、段階的に見直す

こととしている。また、効率的な行政運営を前提とした算定への取組として、市町村分の段階補正の見直し

について、平成14年度より行っている見直しに加え、平成17年度から効率的な運営を前提とした更なる見

直しをすること、更に、単位費用の算定に当たり、アウトソーシングによる効率化が可能なものについては、

そのアウトソーシング後の経費を算定の基礎としてきたところであるが、さらに今後計画的に、これを実施

していくこととしている。

　

これに基づいて、平成16年度においては、都道府県分の補正係数については、高等学校費（生徒数）、特

殊教育諸学校費（児童及び生徒の数・学級数）の種別補正、徴税費の密度補正などを廃止し、また、都道府

県分の公共事業等に係る事業費補正については、臨時河川等整備事業債（一般分）について、平成16年度

許可債から事業費補正の適用を廃止し、更に平成14年度より実施している市町村分の段階補正の見直しを

引き続き継続するとともに、単位費用の算定に当たり、ごみ収集等についてアウトソーシング後の経費を算
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定の基礎とする見直しを段階的に進めることとしている。

　　　　

ｄ

　

地

　　

方

　　

債

　

地方債については、許可制度がとられているところであるが、地方公共団体の自主性をより高める観点か

らこれを廃止し､地方債の円滑な発行の確保､地方財源の保障、地方財政の健全性の確保等を図る視点に立っ

て、平成18年度から協議制度に移行することとしている。このため、同意基準の策定等その円滑な運用の

ための準備を進める必要がある。また、地方債資金については、国の長期計画に基づく公共事業や法律によ

り義務付けられた事務の実施に不可欠な施設の整備等を円滑に推進するため、必要な公的資金（財政融資資

金、郵政公社資金及び公営企業金融公庫資金）を確保するとともに、地方分権の推進や財政投融資改革の趣

旨を踏まえ、各地方公共団体の資金調達能力に配慮しつつ、都道府県及び政令指定都市については、民間等

資金による調達を一層推進する必要がある。

　

この観点から、平成16年度地方債計画においては、公的資金が縮減され、公的資金比率が41.3%と前年

度の51.2%に比べ、9.9%ポイント減少している。

　

このように、民間資金へのシフトが進む中で、民間資金による円滑な調達が一層重要な課題となってくる

ことから、次の点に留意する必要がある。

　

①

　

平成16年度から、新たに４県が市場公募債を発行する予定となっているが、市場公募債を発行して

　　

いない県においては、市場公募化を推進する必要がある。

　

②

　

発行単位の大型化により、安定的かつ有利な資金調達を図るため、従来から市場公募地方債を発行す

　　

る27団体が地方財政法第５条の７に基づく共同発行を実施しているが、来年度は発行額を１兆２千億

　　

円程度に増額することとしており、今後とも、市場における地位の確立を図る必要がある。これに加え、

　　

近隣地方団体間や都道府県・市町村間など様々な形の共同発行を推進する必要がある。

　

③

　

地域住民の行政参加意識の高揚とともに、地方債の個人消化及び資金調達手法の多様化を図るため、

　　

住民参加型ミニ市場公募債の発行についても、引き続き推進する必要がある。

　　

また中長期的な視点に立った計画的な財政運営に資するため、将来にわたる地方債の発行計画及び償還

　

計画を策定するなど、総合的な地方債管理を行っていくことが必要である。

　　　　

ｅ

　

国庫補助負担金

　

国庫補助負担金については、「基本方針2003」において、「改革と展望」の期間（当初策定時の期間で平

成18年度までをいう。）に、「国庫補助負担金等整理合理化方針」に掲げる措置及びスケジュールに基づき、

事務事業の徹底的な見直しを行いつつ、広範な検討を更に進め、概ね４兆円程度を目途に廃止、縮減等の改

革を行うこととされている。「国庫補助負担金等整理合理化方針」においては、「改革と展望」の期間中にお

ける基本方針として、国庫補助金の廃止・縮減については、原則として廃止・縮減を図っていくこと等を、

またヽ国庫負担金の廃止・縮減については、国が一定水準を確保することに責任を持つべき行政分野に関し

て負担する経常的国庫負担金について、国と地方公共団体の役割分担の見直しに伴い、国の関与の整理合理

化等と併せて見直しヽ社会経済情勢等の変化をも踏まえヽその対象を真に国が義務的に負担を行うべきと考

えられる分野に限定していくこと等が示されている。更にヽ国庫補助負担金を通じた廃止・縮減等について

はヽ地方公共団体の事務として同化ヽ定着ヽ定型化しているものに係る補助金等ヽすなわち、法施行事務費、

公共施設の運営費゜設備整備費をはじめとする地方公共団体の経常的な事務事業に係る国庫補助負担金につ

いてヽ原則としてヽ‾般財源化を図ること等の方針によりヽ国庫補助負担金の廃止・縮減を推進するととも

にヽ地方の自主性を高める観点からヽ国の義務付けの縮減ヽ交付金化ヽ統合メニュー化、統合補助金化、運

用の弾力化等の改革を進めることが基本方針として示されている。その上でヽ重点項目の改革工程として、

社会保障、教育・文化、公共事業、産業振興その他の項目ごとに改革工程が示されている。
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今後とも、この「国庫補助負担金等整理合理化方針」に掲げる措置及びスケジュールに基づき、国庫補助

負担金の廃止、縮減等の改革を推進していく必要がある。

　　

（イ）市町村合併の推進

　

地方分権が実行の段階を迎え、住民に身近な総合的な行政サービスを提供する市町村の役割がますます重

要なものとなるなかで、市町村の行政サービスを維持し、向上させるとともに、行政としての規模の拡大や

効率化を図る視点から、「市町村の合併の特例に関する法律」（昭和40年法律第６号）の期限である平成17

年３月までに十分な成果があげられるようにするため、市町村合併をより一層強力に推進することが必要で

ある。

　

このため、市町村合併について、国民への啓発を進めるとともに国の施策に関する関係省庁間の連携を図

るため、平成13年３月に総務大臣を本部長とする市町村合併支援本部を内閣に設置するとともに、同支援

本部において決定された「市町村合併支援プラン」では、都道府県知事がら合併重点支援地域に指定された

市町村及び平成17年３月までに合併した市町村を対象に、地方財政措置の拡充、公共事業の優先採択・重

点投資、合併に際しての各種障害除去等、合併に対する各省庁連携支援策を講じることとされている。

　

また、平成14年度から「合併特例事業」により、合併重点支援地域において市町村が広域的に行う公共

施設の整備や都道府県が行う交通基盤施設の整備について支援を行うこととしている。

　

市町村合併の推進において、地域の実情を熟知した広域的な団体である都道府県の果たす役割は極めて重

要であり、合併支援本部の設置、合併重点支援地域の指定、都道府県支援プランの策定・拡充等により、市

町村合併を迅速かつ着実に進展させることが必要である。

　　

（ウ）住民が主体の地域づくり

　

分権型社会における地域づくりは、これまで以上に、住民が主体的に参加し、積極的役割を担うことが求

められている。このため、住民が主体となって行う地域づくりを推進し、住民による話し合いの場づくりや

その結果を受けた取組を推進する市町村に対して支援を行うことが必要である。

　

また、高齢者や障害者はもとより、女性や子供、外国人等すべての人にやさしい、共生のまちづくりには、

住民、ＮＰＯ、民間企業等様々な主体のパートナーシップと適切な役割分担が不可欠であることから、地域

住民の参加による合意形成活動やＮＰＯ等による地域活動等を支援する必要がある。

　

イ

　

健全化への努力

　

極めて厳しい状況にある地方財政を健全化するためには、経済社会の構造改革の推進等により経済の活性

化を図ることなどを通じて地方税等の地方一般財源の収入増に努めると同時に、国・地方を通じる行財政の

簡素・効率化を図ることにより、収支ギャップを縮小し、借入金依存からの脱却を図ることが必要である。

　

このような地方財政の健全化の具体的な取組として、平成16年度の地方財政計画においては、「基本方針

2003」に沿って、国の歳出予算と歩を一にして、歳出全般にわたり徹底して見直すこととし、中期的な目標

の下で、定員の計画的削減等による給与関係経費の抑制や地方単独事業費の抑制を図り、これらを通じて、

地方財政計画の規模の抑制に努めることにより、財源不足額の抑制を図っている。極めて厳しい地方財政の

状況、国・地方を通ずる財政構造改革の必要性を踏まえると、引き続き、地方公共団体においては、地方分

権の時代にふさわしい簡素で効率的な行政システムを確立するため､徹底した行政改革を推進するとともに、

歳出の徹底した見直しによる抑制と重点化を進め、また歳人面でも自主財源について積極的な確保策を講じ

るなど、効率的で持続可能な財政への転換を図る必要がある。

　　

（ア）行政改革の推進

　

地方財政の健全化を図るためにも、また、地方公共団体が社会経済情勢の変化に柔軟かつ弾力的に対応で

きるよう体質を強化するためにも、行政改革への取組が不可欠である。
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このため、地方公共団体においては、行政改革の計画的な取組を推進するとともに、独自の工夫を加えつ

つ、事務事業の見直し、組織・機構の簡素効率化、外郭団体の統廃合等、定員管理・給与の適正化、民間委

託等の推進など行財政全般にわたる改革を引き続き積極的に進めることが必要である。特に民間委託等の推

進については、「総合規制改革会議の『規制改革の推進に関する第３次答申』に関する対処方針について」（平

成15年12月26日閣議決定）、「地域再生推進のための基本方針」（平成15年12月19日地域再生本部決定）

などを踏まえ、各地方公共団体においては、更に積極的かつ計画的に取り組む必要がある。

　

具体的な取組としては、まず、定員管理については、数値目標を掲げた定員適正化計画の着実な実行、積

極的な見直しを行い、新たな行政需要に対しても、スクラップ・アンド・ビルドを基本として、定員管理の

適正化を一層推進し、定員の縮減に努めることが必要である。

　

また、昨今の厳しい財政状況等を踏まえた「定員モデル（道府県・指定都市・中核市・市分）」の改定を

行っているところであるが、各地方公共団体においては、定員管理の参考指標として、積極的に活用してい

く必要がある。

　

なお、行政改革大綱において定員管理の数値目標を設定・公表している団体は、平成14年度末時点で、47

都道府県、12大都市、1,751市区町村（大都市を除く。）となっている。

　

給与についても、地方公務員の給与水準（ラスパイレス指数）は、全体としてみれば、適正化が図られて

きているが、個別の団体の状況に応じ、運用の改善に取り組む必要がある。なお、地方公務員の退職手当に

ついては、これまで国家公務員に準じた措置が講じられているが、国家公務員の退職手当については、平成

15年10月より、支給水準の引下げ等の措置が講じられたところであり、地方公共団体における退職手当に

ついても、国に準じた措置を早急に講じる必要がある。

　

また、行政改革を推進するとともに、地方分権の進展等に対応した質の高い行政サービスを効率的・安定

的に提供するために、職員の意識改革を進めるとともに、時代の変化に対応し新たな課題に適切に対処でき

る人材の育成・確保が必要であり、研修内容の充実、人事管理制度の適切な運用、人事評価システムの導入

等に取り組む必要がある。

　

組織・機構については、時代の変化に即応した全般的な見直しを行い、事務事業を円滑に遂行できる簡素

で効率的なものとすることが必要であり、公社等の外郭団体についても経営状況の点検・評価、運営改善を

積極的に推進するとともに、一部事務組合においても同一地域内の複数の一部事務組合の整理・統合を促進

する等行政改革を一層推進する必要がある。

　

また、事務事業の必要性や効果のチェックを踏まえた上で、事務事業の総合化を図るとともに、情報化の

推進等による効率的な事務事業の実施、民間委託等の推進、公設民営方式の活用、各種業務のアウトソーシ

ングの推進等に引き続き努めることが必要である。

　

なおヽ公の施設の管理に゜いてはヽ「地方自治法の一部を改正する法律」（平成15年法律第81号）により、

地方公共団体の指定を受けた「指定管理者」に管理を行わせることが可能となり、この指定管理者制度の活

用により、公の施設の更なる効果的・効率的な運営が期待される。

　

またヽ従来ヽ地方公共団体が自ら行゜てきた公共施設等の建設ヽ維持管理及び運営を民間の資金、経営能

力及び技術的能力を活用して行うＰＦＩに゜いてもヽ平成15年12月までに103の事業について実施方針が

策定゜公表されヽ既に供用を開始したものも17とな゜ているところであるがヽ効率的かつ効果的に公共施

設を整備しヽ質の高い公共サ‾ビスを提供する上で有効な手法でありヽその積極的な活用を図っていく必要

がある。

　

公共工事に゜いてはヽ「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成12年法律第127号）

により公表や通知が義務づけられている事項（指名競争入札基準の公表ヽ談合と疑うに足りる事実の公正取
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引委員会への通知等）について早期に完全実施するとともに、一般競争入札の適切な実施や多様な入札・契

約方法の推進、電子入札の導入等を含めて引き続き公共工事の入札及び契約の適正化を図るために必要な措

置を講じるように努めるとともに、コスト縮減に積極的に取り組む必要がある。

　

住民の複雑多様化する行政需要や新たな行政課題を的確に把握し、実施すべき施策の選択や重点化を図る

という観点等から、行政評価を導入する地方公共団体が増加している。行政評価は、コスト削減、職員の意

識改革、成果重視の行政サービスの確立等行政サービスの質の向上、行政改革の推進に有効な手段の一つで

ある。平成15年７月末現在、46の都道府県、全ての大都市及び672の市区町村（大都市を除く）において、

行政評価が導入又は試行されているが、引き続き、その導入推進やより効率的な活用を図る必要がある。

　

地方公共団体は、簡素かつ公正を旨とした行政運営と法規に則った適正な予算執行に一層努めるよう要請

されているところであり、各地方公共団体においては、経費支出の点検や必要な改善措置を実施し、適正か

つ厳正なる予算執行に努めなくてはならない。また、適正な予算執行の確保を図る観点等から、監査委員制

度の適正な運用と監査の徹底に努めるとともに、外部監査制度の積極的な活用が必要である。

　　

（イ）透明性の向上

　

地方分権の進展に伴い地方公共団体の行政の自己決定権・自己責任が拡大されることに対応し、行政手続

の公正を確保するとともに透明性の向上を図り説明責任を果たしていくことが求められている。

　

とりわけ、地方財政の状況が厳しさを増すなかで、適正な財政運営に資するためにも、財政状況に関する

住民の理解と協力を得ることの重要性が高まっている。このため、地方公共団体においては、事業実施後に

おける事業効果等の分析・評価等に努めるとともに、住民にわかりやすいような工夫、情報化に対応した手

段の活用等、周知・公表方法の一層の改善を図り、説明責任を十分に果たすことが必要である。財政状況の

公表、分析の一手法として資産と負債の状況を総合的に把握するバランスシートや減価償却費などの非現金

支出を含めた行政活動にかかるコストを把握するための行政コスト計算書の作成に取り組む団体も近年、増

加しており、平成15年３月31日現在、平成13年度版のバランスシートを作成済みの団体は、都道府県47

団体、市区町村1,856団体、平成13年度版の行政コスト計算書を作成済みの団体は、都道府県43団体、市

区町村982団体となっている。

　

また、行政改革大綱における数値目標の設定や実施計画の策定等を含めた取組内容の具体化・充実化を図

りつつ、行政改革の目標や推進状況、行政評価の結果等を積極的に住民に公表するなどして透明化を進め、

住民の一層の理解と協力の下で行政改革を推進していくことが重要である。

　

さらに、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成11年法律第42号）の趣旨を踏まえ、行政

運営に関する情報や公文書の公開を目的とする情報公開条例等の制定及びその充実を図り、行政情報の一層

の公開、住民との情報の共有化を進めることが必要である。なお、情報公開条例は、全ての都道府県及び大

都市において制定済みであり、市区町村（大都市を除く。）では､平成15年４月１日現在で2,877団体､89.9%

の団体で条例又は要綱等を制定済みである。

　

また、住民の意見を立案段階において反映させる機会を確保するため、総合的な計画や住民の生活に広く

影響を与える方針等の案、その趣旨、内容等を住民に公表し、その提出された意見を考慮して意思決定を行

うとともに、意見に対する地方公共団体の考え方を明らかにするパブリックコメント制度の導入を図る地方

公共団体も増えている。パブリックコメント制度は、政策形成過程における透明性を高めるとともに、施策

への住民参画を促進するうえでも有効であると考えられる。

　

ウ

　

地域の政策課題への対応

　

地域の総合的な行政主体である地方公共団体は、地域の活性化、電子自治体の推進等情報化施策の推進、

循環型社会の構築等環境問題への対応､総合的な地域福祉施策の充実等、地域の政策課題に積極的に対応し。
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住民福祉の向上を図る必要がある。主な地域の政策課題についてみると、次のとおりである。

　　

（ア）地域の活性化

　

地域はそれぞれの特性に応じて人材、自然、歴史、文化といった多様な資源を有しており、これらを活か

しながら、活力を回復し、魅力を高め、豊かさや快適さを一層誇れる地域づくりを行う必要がある。このた

め、地域再生、都市再生、中心市街地再活性化、農山漁村、過疎地域の活性化等地域に応じた活性化策を講

じるとともに、地方指定文化財等や歴史的建造物・街並みの保存、修復及び周辺整備等、住民の芸術文化活

動の支援、創造的で文化的なまちづくりや地域文化財・歴史的遺産の活用による地域おこし等を地域の実情

に応じて支援する必要がある。

　

特に、地域経済の活性化と地域雇用の創造を、地域の視点から積極的かつ総合的に推進するため、アウト

ソーシング等の促進、地域資源（既存施設等）の再生・有効活用、コミュニティ・サービス事業の活性化及

びＩＴを活用した地域通貨の導入・普及等の地域再生関連対策を進めていく必要がある。また、「観光立国

行動計画」（平成15年７月観光立国関係閣僚会議決定）等を踏まえ、宣伝・広告、受入体制の整備、外国人

向け観光の企画調査等外国人観光客の誘致等への自主的取組を推進していく必要があるとともに、こうした

観光の振興に資する地方指定文化財等や歴史的建造物、街並みの保存等などを進めていく必要がある。

　

さらに、公立大学については、地域における高等教育機会の提供と地域社会での知的・文化的拠点として

の中心的役割を担ってきており、今後とも、それぞれの地域における社会・経済・文化の向上発展への貢献

が期待されている。一方で、近年、大学進学適齢期人口の減少などにより、公立大学等を取り巻く環境等も

厳しさを増しており、今後の学生の確保の見通しや財政への影響等を的確に把握したうえで、公立大学の一

層の活性化を進めることが重要である。

　

また、地方公共団体は、財政の健全化に留意しつつ、地域の自立や活性化につながる基盤整備や生活関連

社会資本整備を実施することが求められており、地域の実情に即した適切な事業を選択し、事業の重点的か

つ効率的な実施に努める必要がある。

　

なお、平成16年度の地方財政計画上、地方単独事業の事業内容については、前年度に引き続き、いわゆ

る箱物整備を抑制するとともに、地域情報化等の基盤整備への重点化を図ることとして「地域活性化事業」

により支援を行うこととされているところである。

　　

（イ）情報化の推進

　

情報通信技術の飛躍的発展は、我が国の経済システムの成長力を高める上で重要な位置付けを占めるとと

もにヽ地域社会における人々の生活にも大きな影響を及ぼすことから、その発展に的確に対応しその便益を

活用することにより、住民の利便性の向上と地域経済の振興、生活環境の高度化を図る必要がある。

　

地方公共団体においては、「e―Japan戦略Ｈ」（平成15年７月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本

部策定）及び「e―Japan重点計画一2003」（平成15年８月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部策

定）等の趣旨を踏まえヽ電子自治体の実現をはじめヽ地域の情報化に積極的に取り組むことが必要である。

　

このためヽ各地方公共団体においてはヽ既存業務の見直しやヽ都道府県単位等のシステムの広域的整備等

によりヽ住民サ‾ビスの向上ヽ地方公共団体の業務改革及び地域における情報関連産業の育成などの効果を

もたらす電子自治体の実現に向けて、積極的に取り組む必要がある。

　

またヽ地域間格差の是正や活力ある地域社会の形成に資するためのヽ地域公共ネットワーク等の高速・超

高速ネフトワ‾クインフラの整備ヽ電子自治体業務の共同処理センタ‾機能の整備等、地域情報通信基盤の

整備を進めていく必要がある。

　

さらにヽ地域住民の情報リテラシ‾の向上等ヽ誰もがＩＴを利用できる社会を実現するための取組を引き

続き推進していく必要がある。
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（ウ）良質な環境の保全・創造

　

地方公共団体は、環境への負荷の少ない持続的発展の可能な循環型社会の構築を推進する基本的枠組みと

なる「循環型社会形成推進基本法」（平成12年法律第110号）等を踏まえ、廃棄物等の発生抑制・リサイク

ルの推進、産業廃棄物の不法投棄対策の強化等を総合的かつ計画的に実施する必要がある。また、環境問題

に対する住民の関心が一段と高まるなか、地域におけるダイオキシン問題や、地球規模の環境問題としての

地球温暖化対策、国土保全の見地からの農地、森林等の管理対策等についても積極的な取組を引き続き進め

ていくことが必要である。

　　

（エ）総合的かつ効率的な地域福祉施策の推進

　

地方公共団体においては、今後急速に進行する少子・高齢化に対応し、ゴールドプラン21、新エンゼル

プラン、新障害者プラン等を着実に推進するとともに、地域のニーズに応じた地方単独施策等により総合的

かつ効率的な地域福祉施策を積極的に推進していく必要がある。平成12年４月から実施されている介護保

険制度については、引き続き介護サービス関連施設等の基盤の整備、地域の実情を踏まえた介護保険制度関

連施策の実施等総合的な取組を行う必要がある。

　

また、育児相談事業等地域の実情に応じた子育て支援事業を実施するとともに、預かり保育の機能強化に

向けた設備整備等を行う必要がある。

　

エ

　

地方公営企業の経営基盤の強化等

　　

（ア）地方公営企業

　

地方公営企業の平成14年度の決算の状況をみると、地方公営企業の経営状況は、前年度に比べて黒字事

業数が増加したものの、未だ１割以上の事業で赤字が生じており、法適用企業全体の経常収支比率（経常費

用に対する経常収益の割合）は平成３年度以降100％を下回った状態が続いているなど、全体として引き続

き厳しい状況となっている。

　

地方公営企業は住民生活に身近な社会資本を整備し、必要なサービスを提供する役割を果たしてきたが、

将来にわたってその本来の目的である公共の福祉を増進していくためには、次の諸点に留意しつつ、事業の

一層の自立性の強化と経営の活性化を図るための本格的な経営改革に取り組む必要がある。

　

第一は、サービス供給手法の再点検である。

　

地方公営企業が供給するサービスについては、地域住民の意思を踏まえ、現在の地方公営企業形態による

公共サービス供給を維持することの適否について再点検を行うとともに、廉価で質の高いサービスを供給す

る観点から、地方独立行政法人制度、ＰＦＩ事業、公の施設の指定管理者制度、民間委託等の適切な活用を

図る等効率的なサービス供給の在り方について再点検を行う必要がある。

　

第二は、計画的な経営等を通じた経営基盤の強化及び透明性の向上である。

　

①

　

地方公営企業は独立採算制を経営の原則としており、地方公営企業の経費のうち、その性質上企業経

　　

営に伴う収入をもって充てることが適当でないもの、能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入

　　

をもって充てることが客観的に困難であると認められるもの等を除き、経営に伴う収入をもって充てな

　　

ければならないものとされている。公営企業会計においては、このような経費負担区分の適正な運用を

　　

図り、厳しい地方財政の状況を踏まえ、一層の自助努力により独立採算制の原則に立脚した経営に努め

　　

る必要がある。

　

②

　

地方公営企業の経営にあたっては、常に住民の理解と協力の下に経営効率化、住民サービスの向上等

　　

を図るため、建設投資、財務、業務等経営に関する計画を策定・公表するとともに、経営目標、経営内

　　

容等について積極的に広報を行うことが適当である。また、同種企業との経営状況等の比較による経営

　　

分析の強化により、計画の達成に向けた経営健全化・効率化の推進に努める必要がある。さらに、経営
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状況に関する住民への説明責任を果たすため、経営目標、財務状況等について、住民が理解しやすい情

　　

報となるよう工夫した上で、積極的に情報提供することが重要である。

　

③

　

地方公営企業の組織・機構については、総合的・機能的な企業経営が可能となるよう、簡素で効率的

　　

な組織・機構とする必要がある。また、職員の企業意識の徹底を図りつつ、事務事業の見直し、職員配

　　

置の適正化等により適正な定員管理を計画的に推進するほか、職員の給与についても、給与水準の適正

　　

化を図るとともに、一律の企業手当等不適切な給与制度及びその運用を是正する必要がある。

　

④

　

地方公営企業の料金は、公正妥当、かつ能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営

　　

企業の健全な経営を確保できるものでなければならない。そのため、経理内容の明確化、透明性の向上

　　

等の観点から、特に下水道事業及び簡易水道事業において、地方公営企業法の財務規定等の適用を積極

　　

的に推進していく必要があるほか、経営改善・合理化による原価の抑制、適切な事業報酬の設定、受益

　　

者負担金の適切な徴収、料金改定時の積極的広報等に努める必要がある。

　

⑤

　

水道事業における水源の確保、交通事業におけるまちづくりと一体となった需要喚起策等、経営努力

　　

のみでは解決の困難な問題については、国、地方公共団体の一般行政部門、その他関係機関等の協力を

　　

求め、一体となってその解決を図り、企業環境の整備に努めることが重要である。

　　

（イ）国民健康保険事業

　

我が国の医療保険の中核として国民健康保険を支える国民健康保険制度については、被保険者の高齢化に

伴う医療費の増嵩、保険税（料）負担能力の低い無職者・低所得者の増加、医療費の地域格差から生じる保

険者間の不均衡、小規模保険者の増加など、構造的問題を数多く内包している。

　

国保財政の健全化に向けては、これまでにも低所得者を多く抱える保険者を財政的に支援する保険者支援

制度の創設や高額医療費共同事業の拡充及び法制度化等の新たな財政的支援を講じてきているところである

が、安定的な保険運営を可能とする上で、国民健康保険制度の抱える構造的な問題の解決が避けて通れない

ところである。このため、国保、被用者保険等「医療保険制度を通じた給付の平等、負担の公平を図り、医

療保険制度の一元化を目指す」との基本的考え方に立った「医療保険制度体系等に関する基本方針」が閣議

決定されたところである。

　　

（ウ）地方公社等

　

地方公社等については、その経営の適否が地方公共団体の財政に重大な影響を及ぼす可能性があることか

ら、普通会計のほか公営企業会計及び地方公社等の財政状況を全体として的確に把握し、総合的な行財政運

営に努めるとともに、「行政改革大綱」（平成12年12月１日閣議決定）等を踏まえ、経済環境の変化への対

応ヽ経営主体の経営の効率化、地方公共団体の財政運営のより一層の健全化等の観点から、その経営改善等

について積極的に取り組む必要がある。

　

このうちヽ土地開発公社に９いてはヽ土地取得にあたってはヽ土地利用計画等を十分に検討し、現に保有

している土地に!ﾆ）いては事業計画の見直し等を含めて処分の促進に努めヽ土地取得手続の適正化や金利の低

減を図るとともにヽ積極的な情報公開等に努める必要がある。土地開発公社の近年の土地保有総額の推移は、

第112図のとおりでありヽ平成14年度末における土地保有総額は、６兆7,032億円で、前年度と比べると

6.3%減（前年度7.3%減）となっておりヽ６年連続して減少している。このうち、５年以上保有している土

地はほぽ横ばいであるがヽ10年以上保有している土地は増加していることからヽ特に、保有期間が長期に

わたる土地に９いてはヽ処分を積極的に行いヽ経営の健全化に努めることが重要である。

　

またヽ土地開発公社の経営に９いてはヽその設立゜出資団体の責任において健全化が図られるべきである

がヽ財政状況等から独力では健全化の達成が困難と考えられる設立’出資団体が、一定の計画に基づき土地

開発公社の抜本的な経営健全化に取り組む場合にヽ地方財政措置を講じているところであり、平成14年度
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末現在、73市区町村が総務大臣又は都府県知事により土地開発公社経営健全化団体の指定を受け、経営の

健全化に取り組んでいるところである。

　

第三セクターに関しては、改定された「第三セクターに関する指針」（平成15年12月12日付け総務省自

治財政局長通知）の趣旨を踏まえ、外部の専門家による監査を活用する等監査体制の強化を図ること、政策

評価の視点も踏まえ、点検評価の充実、強化を図ることのほか、積極的かつ分かりやすい情報公開に努める

とともに、完全民営化を含めた既存団体の見直しを一層積極的に進めることが必要である。さらに、経営状

況が深刻であると判断される場合には、問題を先送りすることなく、経営悪化の原因を検証し、債権者等関

係者とも十分協議しつつ、経営改善策の検討を行い、その上で、経営の改善が極めて困難と判断されるもの

については、法的整理の実施等について検討することが必要である。
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第１表地方公共団体数の推移

　　　　　　　　　

昭

　

和

　　　　　　　　

平

　

成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　　

区

　　

分

　

28.10.1 31.3.31 41.3.31 6.3.31 7.3.31 8.3.31 9.3.31 10.3.31 11.3.3112.3.31 13.3.31 14.3.31 15.3.31

　　　　　　　　　　

（A）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（B）

　

（C）（Cト（Ｂ）万ljﾑｌ

都

　

道

　

府

　

県

　　　

46

　　

46

　　

46

　　

47

　　

47

　　

47

　　

47

　　

47

　　

47

　　

47

　　

47

　　

47

　　

47

　　　

－

　　　

102.2

市

　　

町

　　

村

　

9,868

　

4,776

　

3,372

　

3,235

　

3,234

　

3,232

　

3,232

　

3,232

　

3,232

　

3,229

　

3,227

　

3,223

　

3,212

　

△11

　　

32.5

　

大

　　

都

　　

市

　　　

5

　　　

5

　　　

6

　　

12

　　

12

　　

12

　　

12

　　

12

　　

12

　　

12

　　

12

　　　

12

　　　

12

　　　

－

　　　

240.0

　

中

　　

核

　　

市

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

12

　　

17

　　

21

　　

25

　　

27

　　

28

　　

30

　　　　

2

　　　　

･･･

　

特

　　

例

　　

市

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

10

　　

30

　　

37

　　　　

7

　　　　

･･･

　

都

　　　　　

市

　　

281

　　

486

　　

554

　　

651

　　

651

　　

652

　　

644

　　

641

　　

637

　　

634

　　

621

　　

602

　　

596

　　

△

　

6

　　

212.1

　　

中

　

都

　

市

　　　

…

　　　

…

　　

124

　　

197

　　

197

　　

208

　　

196

　　

191

　　

187

　　

183

　　

179

　　

157

　　

148

　　

△

　

9

　　　　

…

　　

小

　

都

　

市

　　　

…

　　　

…

　　

430

　　

454

　　

454

　　

444

　　

448

　　

450

　　

450

　　

451

　　

442

　　

445

　　

448

　　　　

3

　　　　

…

　

町

　　　

村

　

9,582

　

4,285

　

2,812

　

2,572

　

2,571

　

2,568

　

2,554

　

2,562

　

2,562

　

2,558

　

2,557

　

2,551

　

2,537

　

△14

　　

26.5

　　　

計
（普通地方公共団体）

　

9,914

　

4,822

　

3,418

　

3,282

　

3,281

　

3,279

　

3,279

　

3,279

　

3,279

　

3,276

　

3,274

　

3,270

　

3,259

　　

△11

　　　

32.9

特

　　

別

　　

区

　　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　

23

　　　

－

　　　

100.0

一部事務組合

　　

（普通会計）

　　　　

…

　　　

…

　

1,804

　

2,297

　

2,278

　

2,280

　

2,284

　

2,276

　

2,264

　

2,221

　

2,158

　

2,136

　

2,114

　　

△22

　　　　

…

　　　

計
（特別地方公共団体）

　　

…

　　　

…

　

1,827

　

2,320

　

2,301

　

2,303

　

2,307

　

2,299

　

2,287

　

2,244

　

2,181

　

2,159

　

2,137

　　

△22

　　　　

…

　　

合

　　

計

　　　

…

　　

…

　

5,245

　

5,602

　

5,582

　

5,582

　

5,586

　

5,578

　

5,566

　

5,520

　

5,455

　

5,429

　

5,396

　

△33

　　　

…

（注）

　

１

　

昭和28年10月１日は、旧町村合併促進法が施行された日である。

　　　　

２

　

特別地方公共団体のうち財産区及び地方開発事業団は、本表に掲げていない。

　　　　

３

　

一部事務組合には、広域連合を含めた。（以下の表において同じ）

その１

　

国勢調査人口の推移

第２表

　

団体種類別人口

　

の推移

　　　　　　　　　　

人

　　　　　

口（千人）

　　　　　　

比

　　　

較

　　　　　　

構

　　

成

　　

比（％）

　　　　　　

１団体当たり人口（人）

区

　　

分

　　

昭

　

和

　　

平

　

成

　　　　　　　　　　　

増

　

減

　　　　　　

昭

　

和

　　

平

　

成

　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　　　　　

比

　

較

　　　　　　

60.10.1

　

2.10.1

　　

7.10.1

　

12.10.1

　　　　　　

増減率

　

60.10.1

　

2.10.1

　　

7.10.1

　

12.10.1

　

7.10.1

　

12.10.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（A）

　

（B）（Bト（Ａ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｃ）

　　

（Ｄ）（Ｄ）－（Ｃ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千人

　　　　

％

特

　

別

　

区

　　

8,355

　　

8,164

　　

7,968

　　

8,135

　　　

167

　　　

2.1

　　　

6.9

　　　

6.6

　　　

6.3

　　　

6.4

　

346,418

　

353,682

　　

7,264

大

　

都

　

市

　　

16,528

　　

18,050

　　

19,151

　　

19,605

　　　

454

　　　

2.4

　　　

13.7

　　

14.6

　　

15.3

　　　

15.4 1,595,890 1,633,743　37,853

中

　

核

　

市

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　

11,835

　　

11,835

　　

皆増

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－ 9.3　　　　－　438,323　438,323

都

　　

市

　

68,006

　

69,430

　

70,891

　

60,317△10,574

　

△14･9

　　

56.2 56.2　　　56.5　　　47.5　108,728　95,589△13,139

小

　　　

計

　

（市部）

　　

92,889

　

95,644

　

98,009

　

99,891

　　

1,882

　　　

1.9

　　

76.7

　　

77.4 78.1　　　78.7　142,663　144,143　　1,480

町

　　　

村

　

（郡部）

　　

28,160

　

27,968

　

27,561

　

27,035△

　　

526

　

△

　

1.9

　　

23.3

　　

22.6

　　

21.9

　　　

21.3

　　

10,733

　

10,573△

　　

160

合

　　　

計

　

121,049

　

123,611

　

125,570

　

126,926

　　

1,356

　　　

1.1

　　

100.0

　　　

100.0　　100. 0　　100. 0　　38,578　　39,054　　　476

（注）

　

１団体当たり人口は、人口を各調査日現在の団体数で除したものである。
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第２表

　

団体種類別人口

　

の推移（つづき）

その２

　

都道府県別国勢調査人口及び住民基本台帳登載人口の状況

　

区

　　　　

分

　　　

平成２年10月１日

　　

平成７年10月１日

　　

ｑlｙ10月１日

　　

ト

（

肝

　

（Ｃ）
潔イ。o

　

晨昌詔詣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　　　

（Ｂ）

　　　　　　

（Ｃ）

　　　　　　　　　　　　　　

登載人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　

人

　　　　　　　　

人

　　　　　　　　

人

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

人

北

　　

海

　　

道

　　　　　　

5,643,647

　　　　　

5,692,321

　　　　　

5,683,062

　　　　

△

　

9,259

　　　　　　

△

　

0.2

　　　　　　

5,662,856

青

　　　　　　

森

　　　　　　

1,482,873

　　　　　

1,481,663

　　　　　

1,475,728

　　　　

△

　

5,935

　　　　　　

△

　

0.4

　　　　　　

1,487,451

岩

　　　　　　

手

　　　　　　

1,416,928

　　　　　

1,419,505

　　　　　

1,416,180

　　　　

△

　

3,325

　　　　　　

△

　

0.2

　　　　　　

1,411,176

宮

　　　　　　

城

　　　　　

2,248,558

　　　　　

2,328,739

　　　　　

2,365,320

　　　　　　

36,581

　　　　　　　　

1.6

　　　　　　

2,350,132

秋

　　　　　

田

　　　　　

1,227,478

　　　　　

1,213,667

　　　　　

1,189,279

　　　　

△

　

24,388

　　　　　　

△

　

2.0

　　　　　　

1,182,025

山

　　　　

形

　　　　

1,258,390

　　　

1,256,958

　　　

1,244,147

　　　

△12,811

　　　　

△1.0

　　　　

1,232,578

福

　　　　

島

　　　　

2,104,058

　　　

2,133,592

　　　

2,126,935

　　　

△

　

6,657

　　　　

△0.3

　　　　

2,122,613

茨

　　　　　　

城

　　　　　　

2,845,382

　　　　　

2,955,530

　　　　　

2,985,676

　　　　　　

30,146

　　　　　　　　

1.0

　　　　　　

2,993,746

栃

　　　　　

木

　　　　　

1,935,168

　　　　　

1,984,390

　　　　　

2,004,817

　　　　　　

20,427

　　　　　　　

1.0

　　　　　　

2,005,467

群

　　　　　　

馬

　　　　　　

1,966,265

　　　　　

2,003,540

　　　　　

2,024,852

　　　　　　

21,312

　　　　　　　　

1.1

　　　　　　

2,022,666

埼

　　　　　　

玉

　　　　　　

6,405,319

　　　　　

6,759,311

　　　　　

6,938,006

　　　　　　

178,695

　　　　　　　　

2.6

　　　　　　

6,954,276

千

　　　　　　

葉

　　　　　　

5,555,429

　　　　　

5,797,782

　　　　　

5,926,285

　　　　　　

128,503

　　　　　　　　

2,2

　　　　　　

5,978,287

東

　　　　　　

京

　　　　　

11,855,563

　　　　

11,773,602

　　　　

12,064,101

　　　　　　

290,499

　　　　　　　　

2.5

　　　　　

11,996,460

神

　　

奈

　　

川

　　　　　　

7,980,391

　　　　　

8,245,902

　　　　　

8,489,974

　　　　　　

244,072

　　　　　　　　

3.0

　　　　　　

8,546,857

新

　　　　　　

潟

　　　　　　

2,474,583

　　　　　

2,488,364

　　　　　

2,475,733

　　　　

△

　

12,631

　　　　　　

△

　

0.5

　　　　　　

2,463,740

富

　　　　　　

山

　　　　　　

1,120,161

　　　　　

1,123,125

　　　　　

1,120,851

　　　　

△

　

2,274

　　　　　　

△

　

0.2

　　　　　　

1,120,843

石

　　　　　　

川

　　　　　　

1,164,628

　　　　　

1,180,068

　　　　　

1,180,977

　　　　　　　　

909

　　　　　　　　

0.1

　　　　　　

1,176,100

福

　　　　　　

＃

　　　　　　　

823,585

　　　　　　

826,996

　　　　　　

828,944

　　　　　　　

1,948

　　　　　　　　

0.2

　　　　　　　

826,400

山

　　　　　　

梨

　　　　　　　

852,966

　　　　　　

881,996

　　　　　　

888,172

　　　　　　　

6,176

　　　　　　　　

0.7

　　　　　　　

884,170

長

　　　　　

野

　　　　　

2,156,627

　　　　　

2,193,984

　　　　　

2,215,168

　　　　　　

21,184

　　　　　　　　

1.0

　　　　　　

2,202,733

岐

　　　　　

阜

　　　　　　

2,066,569

　　　　　

2,100,315

　　　　　

2,107,700

　　　　　　　

7,385

　　　　　　　　

0.4

　　　　　　

2,109,185

静

　　　　　　

岡

　　　　　　

3,670,840

　　　　　

3,737,689

　　　　　

3,767,393

　　　　　　

29,704

　　　　　　　　

0.8

　　　　　　

3,769,776

愛

　　　　　　

知

　　　　　　

6,690,603

　　　　　

5,868,336

　　　　　

7,043,300

　　　　　　

174,964

　　　　　　　　

2.5

　　　　　　

6,998,027

三

　　　　　　

重

　　　　　　

1,792,514

　　　　　

1,841,358

　　　　　

1,857,339

　　　　　　

15,981

　　　　　　　　

0.9

　　　　　　

1,858,114

滋

　　　　　

賀

　　　　　　

1,222,411

　　　　　

1,287,005

　　　　　

1,342,832

　　　　　　

55,827

　　　　　　　　

4.3

　　　　　　

1,348,241

京

　　　　　

都

　　　　　　

2,602,460

　　　　　

2,629,592

　　　　　

2,644,391

　　　　　　

14,799

　　　　　　　　

0.6

　　　　　　

2,563,773

大

　　　　　　

阪

　　　　　　

8,734,516

　　　　　

8,797,268

　　　　　

8,805,081

　　　　　　　

7,813

　　　　　　　　

0.1

　　　　　　

8,643,677

兵

　　　　　

庫

　　　　　　

5,405,040

　　　　　

5,401,877

　　　　　

5,550,574

　　　　　　

148,697

　　　　　　　　

2.8

　　　　　　

5,561,222

奈

　　　　　　

良

　　　　　　

1,375,481

　　　　　

1,430,862

　　　　　

1,442,795

　　　　　　

11,933

　　　　　　　　

0.8

　　　　　　

1,441,971

和

　　

歌

　　

山

　　　　　　

1,074,325

　　　　　

1,080,435

　　　　　

1,069,912

　　　　

△

　

10,523

　　　　　　

△

　

1.0

　　　　　　

1,079,055

鳥

　　　　　　

取

　　　　　　

615,722

　　　　　　

614,929

　　　　　　

613,289

　　　　

△

　

1,640

　　　　　　

△

　

0,3

　　　　　　　

615,812

島

　　　　　

根

　　　　　　

781,021

　　　　　　

771,441

　　　　　　

761,503

　　　　

△

　

9,938

　　　　　　

△

　

1.3

　　　　　　　

756,770

岡

　　　　　　

山

　　　　　　

1,925,877

　　　　　

1,950,750

　　　　　

1,950,828

　　　　　　　　

78

　　　　　　　　

0.0

　　　　　　

1,957,313

広

　　　　　　

島

　　　　　　

2,849,847

　　　　　

2,881,748

　　　　　

2,878,915

　　　　

△

　

2,833

　　　　　　

△

　

0.1

　　　　　　

2,870,542

山

　　　　　　

口

　　　　　　

1,572,616

　　　　　

1,555,543

　　　　　

1,527,964

　　　　

△

　

27,579

　　　　　　

△

　

1.8

　　　　　　

1,517,954

徳

　　　　　　

島

　　　　　　　

831,598

　　　　　　

832,427

　　　　　　

824,108

　　　　

△

　

8,319

　　　　　　

△

　

1.0

　　　　　　　

827,086

香

　　　　　　

川

　　　　　　

1,023,412

　　　　　

1,027,006

　　　　　

1,022,890

　　　　

△

　

4,116

　　　　　　

△

　

0.4

　　　　　　

1,031,185

愛

　　　　　　

媛

　　　　　　

1,515,025

　　　　　

1,506,700

　　　　　

1,493,092

　　　　

△

　

13,608

　　　　　　

△

　

0.9

　　　　　　

1,502,496

高

　　　　　　

知

　　　　　　　

825,034

　　　　　　

816,704

　　　　　　

813,949

　　　　

△

　

2,755

　　　　　　

△

　

0.3

　　　　　　　

813,237

福

　　　　　　

岡

　　　　　　

4,811,050

　　　　　

4,933,393

　　　　　

5,015,699

　　　　　　

82,306

　　　　　　　　

1.7

　　　　　　

5,001,592

佐

　　　　　　

賀

　　　　　　　

877,851

　　　　　　

884,316

　　　　　　

876,654

　　　　

△

　

7,662

　　　　　　

△

　

0,9

　　　　　　　

878,797

長

　　　　　　

崎

　　　　　　

1,562,959

　　　　　

1,544,934

　　　　　

1,516,523

　　　　

△

　

28,411

　　　　　　

△

　

1.8

　　　　　　

1,516,920

熊

　　　　　　

本

　　　　　　

1,840,326

　　　　　

1,859,793

　　　　　

1,859,344

　　　　

△

　　

449

　　　　　　

△

　

0,0

　　　　　　

1,866,553

大

　　　　　　

分

　　　　　　

1,236,942

　　　　　

1,231,306

　　　　　

1,221,140

　　　　

△

　

10,166

　　　　　　

△

　

0.8

　　　　　　

1,229,659

宮

　　　　　　

崎

　　　　　　

1,168,907

　　　　　

1,175,819

　　　　　

1,170･007

　　　　

△

　

5,812

　　　　　　

△

　

0.5

　　　　　　

1,179,983

鹿

　　

児

　　

島

　　　　　　

1,797,824

　　　　　

1,794,224

　　　　　

1,786,194

　　　　

△

　

8,030

　　　　　　

△

　

0.4

　　　　　　

1,775,636

沖

　　　　　

縄

　　　　　

1,222,398

　　　　　

1,273,440

　　　　　

1,318,220

　　　　　　

44,780

　　　　　　　

3.5

　　　　　　

1,353,212

合

　　　　　　

計

　　　　　

123,611,167

　　　　

125,570,245

　　　　

126･925･843

　　　　　

1・355･598 1.1　　　　　　126,688,364

一資７－



第３表

　

財政力指数段階別の団体数及び構成比

　　　　　　　

財政力指数

　　　

卵,未・

　　　

口‰

　　　

N‰

　　　

1.00以上

　　　　　

合

　　　　

計

　　　

ドａ

団体区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

15

　　　

31.9

　　　　

23

　　　

48.9

　　　　

8

　　　

17.0

　　　　

1

　　　

2,1

　　　　

47

　　

100.0

　　　

0.41

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

1,389

　　　

43.2

　　　

841

　　　

26.2

　　　

892

　　　

27.8

　　　　

90

　　　

2.8

　　

3,212

　　

100.0

　　　

0.41

　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

12

　　

100.0

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

12

　　

100. 0　　　0. 79

　　

中

　　　

核

　　　

市

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

29

　　　

96.7

　　　　

1

　　　

3.3

　　　　

30

　　

100.0

　　　

0.78

　　

特

　　　

例

　　　

市

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

33

　　　

89.2

　　　　

4

　　　

10.8

　　　　

37

　　

100.0

　　　

0.84

　　

都

　　　　　　

市

　　　　

26

　　　

4.4

　　　

132

　　　

22.1

　　　

399

　　　

66.9

　　　　

39

　　　

6.5

　　　

596

　　

100.0

　　　

0.65

　　　

中

　　

都

　　

市

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

4

　　　

2.7

　　　

123

　　　

83.1

　　　　

21

　　　

14.2

　　　

148

　　

100.0

　　　

0.82

　　　

小

　　

都

　　

市

　　　　

26

　　　

5.8

　　　

128

　　　

28.6

　　　

276

　　　

61.6

　　　　

18

　　　

4.0

　　　

448

　　

100.0

　　　

0.59

　　

町

　　　　　　

村

　　　

1,363

　　　

53.7

　　　

709

　　　

27.9

　　　

419

　　　

16.5

　　　　

46

　　　

1.8

　　

2,537

　　

100.0

　　　

0.34

　　

合

　　　　　　

計

　　　　

1,404

　　　

43.1

　　　

864

　　　

26.5

　　　

900

　　　

27.6

　　　　

91

　　　

2.8

　　

3,259

　　

100.0

　　　

0.41

(注)

　　

「財政力指数」は、平成12、13、14年度の各年度における普通交付税の算定に用いた基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の単純平

均値である。

第４表

　

一部事務組合の設置目的別団体数の推移

　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　

較

　

区

　　　　　　　　

分

　　　

8.3.31

　　　

9.3.31

　　　

10.3.31

　　

11.3.31

　　

12.3.31

　　

13.3.31

　　

14.3.31

　　

15.3.31

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（A）

　　　

（B）

　　

（B）－（A）

総

　　

務

　　

関

　　

係

　　　　　

286

　　　　

292

　　　　

294

　　　　

294

　　　　

304

　　　　

308

　　　　

306

　　　　

3n

　　　　　

5

　

うち退職手当組合

　　　　

46

　　　　

47

　　　　

47

　　　　

47

　　　　

46

　　　　

47

　　　　

48

　　　　

47

　

△

　　

1

民

　　

生

　　

関

　　

係

　　　　　

136

　　　　

136

　　　　

141

　　　　

145

　　　　

185

　　　　

147

　　　　

137

　　　　

136

　　

△

　　

1

衛

　　

生

　　

関

　　

係

　　　　

1,024

　　　

1,026

　　　

1,015

　　　

1,000

　　　　

913

　　

■ 887　　　　874　　　　859　　△　　15

　

うち伝染病組合

　　　　

120

　　　

118

　　　

116

　　　

107

　　　

34

　　　　

5

　　　　

2

　　　　

1

　

△

　

1

　　

ク

　

し尿･ごみ処理組合

　　　　　

750

　　　　

753

　　　　

747

　　　　

744

　　　　

731

　　　　

729

　　　　

719

　　　　

705

　　

△

　　

14

商

　　

工

　　

関

　　

係

　　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

－

農

　

林

　

水

　

産

　

関

　

係

　　　　　

144

　　　　

143

　　　　

143

　　　　

142

　　　　

141

　　　　

140

　　　　

133

　　　　

129

　　

△

　　

4

　

うち林野（造林）組合

　　　　　

74

　　　　　

74

　　　　　

74

　　　　　

74

　　　　　

73

　　　　　

73

　　　　　

69

　　　　　

68

　　

△

　　

1

土

　　

木

　　

関

　　

係

　　　　　

29

　　　　　

28

　　　　　

28

　　　　　

28

　　　　　

28

　　　　　

28

　　　　　

27

　　　　　

27

　　　　　

－

消

　　

防

　　

関

　　

係

　　　　　

470

　　　　

467

　　　　

462

　　　　

463

　　　　

460

　　　　

460

　　　　

458

　　　　

454

　　

△

　　

4

教

　　

育

　　

関

　　

係

　　　　　

145

　　　　　

144

　　　　

138

　　　　

136

　　　　

137

　　　　

137

　　　　

135

　　　　

129

　　

△

　　

6

　

うち小学校組合

　　　　

18

　　　　

19

　　　　

19

　　　　

18

　　　　

18

　　　　

18

　　　　

17

　　　　

17

　　　　

－

　　

タ

　

中学校組合

　　　　

55

　　　

54

　　　　

54

　　　　

53

　　　

54

　　　

51

　　　　

51

　　　　

51

　　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

41

　　　　　　

43

　　　　　

50

　　　　　

51

　　　　　

48

　　　　　

46

　　　　　

61

　　　　　

64

　　　　　

3

　

・

　　　　　　　

計

　　　　　

2,280

　　　

2,284

　　　

2,276　　　2, 264　　　2, 221　　　2,158　　　2,136　　　2,114　　乙　　22

一資8－



その１

　

単純合計額の状況

第５表

　

決 算

　　

規 模

　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　　

;1al 斐

歳

　　

入

　　

総

　　

額（Ａ）十（B）

　　　　　

103,260,764

　　　　

106,900,572

　　　　

△3,639,808

　　　

△3.4

　　　

△0.3

　　

都

　　

道

　　

府

　　

県（A）

　　　　　

51,464,203

　　　　　

53,962,473

　　　　

△2,498,270

　　　

△4.6

　　　

△0.8

　　

市町村（純計額）（B）

　　　　　

51,796,561

　　　　　

52,938,099

　　　　

△1,141,538

　　　

△2.2

　　　　

0.3

　　

市町村（単純合計額）

　　　　　

53,578,268

　　　　　

54,680,836

　　　　

△1,102,568

　　　

△2,0

　　　　

0.3

　　　

市町村（一部事務組合を除く

　　　

単純合計額）

　　　　　　　　　　　　　　

50,850,721

　　　　　　

51,959,052

　　　　　

△1,108,331

　　　　

△

　

2.1

　　　　

△

　

0.1

　　　　　

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　　　　　

9,757,091

　　　　　　　

9,936,286

　　　　　

△

　

179,195

　　　　

△

　

1.8

　　　　

△

　

0.7

　　　　　

中

　　　　

核

　　　　

市

　　　　　　　　

4,707,097

　　　　　　

4,527,562

　　　　　　　　

179,535

　　　　　　

4.0

　　　　　　

2.4

　　　　　

特

　　　　

例

　　　　

市

　　　　　　　　

3,292,910

　　　　　　　

2,787,378

　　　　　　　　

505,532

　　　　　

18.1

　　　　　

238.8

　　　　　

都

　　　　　　　

市

　　　　　　

17,080,507

　　　　　

18,187,453

　　　　

△1,106,946

　　　

△6.1

　　　

△9.5

　　　　　　　

中

　　

都

　　

市

　　　　　　

8,342,643

　　　　　

9,311,136

　　　　

△

　

968,493

　　　

△10.4

　　　

△17.5

　　　　　　　

小

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　　

8,737,864

　　　　　　　

8,876,317

　　　　　

△

　

138,453

　　　　

△

　

1.6

　　　　　　

0.8

　　　　　

町

　　　　　　　　　

村

　　　　　　　

13,294,940

　　　　　　

13,673,613

　　　　　

△

　

378,673

　　　　

△

　

2.8

　　　　

△

　

1.4

　　　　　

特

　　　　

別

　　　　

区

　　　　　　　　

2,718,177

　　　　　　　

2,846,760

　　　　　

△

　

128,583

　　　　

△

　

4.5

　　　　　　

2.3

　　　

一

　

部

　

事

　

務

　

組

　

合

　　　　　　　　

2,727,546

　　　　　　　

2,721,783

　　　　　　　　　

5,763

　　　　　　

0.2

　　　　　　

8.4

歳

　　

出

　　

総

　　

額（C）十（D）

　　　　　

100,929,961

　　　　　

104,328,178

　　　　

△3,398,217

　　　

△3.3

　　　

△0.2

　　

都

　　

道

　　

府

　　

県（C）

　　　　　　

50,503,923

　　　　　

52,922,242

　　　　　

△2,418,319

　　　

△4.6

　　　

△0.9

　　

市町村（純計額）（D）

　　　　　

50,426,038

　　　　　

51,405,936

　　　　

△

　

979,898

　　　

△1.9

　　　　

0.5

　　

市町村（単純合計額）

　　　　　

52,207,745

　　　　　

53,148,673

　　　　

△

　

940,928

　　　

△1.8

　　　　

0.5

　　　

市町村（一部事務組合を除く

　　　

単純合計額）

　　　　　　　　　　　　　　

49,580,866

　　　　　　

50,523,455

　　　　　

△

　

942,589

　　　　

△

　

1.9

　　　　　　

0.1

　　　　　

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　　　　　

9,655,795

　　　　　　　

9,816,973

　　　　　

△

　

161,178

　　　　

△

　

1.6

　　　　

△

　

0.5

　　　　　

中

　　　　

核

　　　　

市

　　　　　　　　

4,583,613

　　　　　　　

4,395,929

　　　　　　　　

187,684

　　　　　　

4.3

　　　　　　

2.8

　　　　　

特

　　　　

例

　　　　

市

　　　　　　　　

3,222,181

　　　　　　　

2,729,371

　　　　　　　　

492,810

　　　　　

18.1

　　　　　

240.5

　　　　　

都

　　　　　　　

市

　　　　　　

16,656,231

　　　　　

17,677,337

　　　　

△1,021,106

　　　

△5.8

　　　

△9.3

　　　　　　　

中

　　

都

　　

市

　　　　　　

8,136,423

　　　　　

9,052,243

　　　　

△

　

915,820

　　　

△10.1

　　　

△17.4

　　　　　　　

小

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　　

8,519,807

　　　　　　　

8,625,094

　　　　　

△

　

105,287

　　　　

△

　

1.2

　　　　　　

1.2

　　　　　

町

　　　　　　　　　

村

　　　　　　　

12,817,720

　　　　　　

13,159,464　　　　　△　341,744　　　　△　2.6　　　　△　1.2

　　　　　

特

　　　　

別

　　　　

区

　　　　　　　　

2,645,325

　　　　　　　

2,744,380

　　　　　

△

　　

99,055

　　　　

△

　

3.6

　　　　　　

1.7

　　　

一

　

部

　

事

　

務

　

組

　

合

　　　　　　　　

2,626,879

　　　　　　　

2,625,218

　　　　　　　　　

1,661

　　　　　　

0.1

　　　　　　

9.0

一資９－



その２

　

純計額の状況

第５表

　

決 算

　　

規 模

　

の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

前

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　　　

昌：

歳

　　

入

　　

総

　　

額（A）

　　　　　

103,260,764

　　　　

106,900,572　　　　△3･639･808　　　△3.4　　　△0.3

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額（B）

　　　　　　

6,090,543

　　　　　　

6,896,489

　　　　

△

　

805,946

　　　

△11.7

　　　

△0.7

　　

昌訂琵叩゛”‘ﾆ”ぢ

　　　　

2,678,798

　　　　　　

2,703,516

　　　　　

△

　　

24,718

　　　

△

　

0.9

　　　

△

　

1.1

　　

同級他団体からの分担金,負担金等

　　　　　　　　　

184,723

　　　　　　　　

182,299

　　　　　　　　　

2,424

　　　　　　

1.3

　　　　　

4.1

　　

1Σなからの分担金，負担金，寄

　　　　　　　　　

718,024

　　　　　　　　

771,746

　　　　　

△

　　

53,722

　　　　

△

　

7.0

　　　　

△

　

1.8

　　

特別区財政調整交

　

納付金

　　　　　　　　

769,255

　　　　　　　

830,497

　　　　　

△

　

61,242

　　　

△7.4

　　　

△0.1

　　

利

　

子

　

割

　

交

　

付

　

金

　　　　　　　

210,551

　　　　　　

688,942

　　　　

△

　

478,391

　　　

△69.4

　　　　

4,0

　　

地方消費税交付金

　　　　　　　

1,083,730

　　　　　　

1,233,793

　　　　

△

　

150,063

　　　

△12.2

　　　

△1.9

　　

ゴルフ場利用税交付金

　　　　　　　

52,288

　　　　　　

55,212

　　　　

△

　　

2,924

　　　

△5.3

　　　

△3.2

　　

特別地方消費税交付金

　　　　　　　　

188

　　　　　　　　

482

　　　　

△

　　

294

　　　

△61.0

　　　

△94.7

　　

自動車取得税交付金

　　　　　　

285,223

　　　　　

318,039

　　　　

△

　

32,816

　　　

△10.3

　　　

△1.0

　　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　

交

　

付

　

金

　　　　　　　　　

107,762

　　　　　　　　

111,963

　　　　　

△

　　

4,201

　　　　

△

　

3.8

　　　　

△

　

0.6

歳

　

入

　

純

　

計

　

額（A）－（B）

　　　　　

97,170,222

　　　　

100,004,082

　　　　

△2,833,860

　　　

△2.8

　　　

△0.3

歳

　　

出

　　

総

　　

額（C）

　　　　

100,929,961

　　　　

104,328,178

　　　　

△3,398,217

　　　

△3.3

　　　

△0.2

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額（D）

　　　　　

6,090,543

　　　　　

6,896,489

　　　　

△

　

805,946

　　　

△11.7

　　　

△0.7

　　

沓:彗に対する事業費等の補助交

　　　　　　　　

2,678,802

　　　　　　　

2,703,513

　　　　　

△

　　

24,711

　　　　

△

　

0.9

　　　　

△

　

1.1

　　

同級他団体に対する負担金等

　　　　　　　　

184,723

　　　　　　　

182,299

　　　　　　　　

2,424

　　　　　

1.3

　　　　　

4.1

　　

ｒ雛示談彗”゛）9

　　　　

718,024

　　　　　　　　

771,746

　　　　　

△

　　

53,722

　　　　

△

　

7.0

　　　　

△

　

1.8

　　

特別区財政調整交・納付金

　　　　　　　　

769,255

　　　　　　　

830,497

　　　　　

△

　

61,242

　　　

△

　

7.4

　　　

△0.1

　　

利

　

子

　

割

　

交

　

付

　

金

　　　　　　　　　

210,551

　　　　　　　　

688,942

　　　　　

△

　

478,391

　　　　

△69.4

　　　　　　

4.0

　　

地方消費税交付金

　　　　　　

1,083,730

　　　　　

1,233,793

　　　　

△

　

150,063

　　　

△12.2

　　　

△1.9

　　

ゴルフ場利用税交付金

　　　　　　　

52,288

　　　　　　

55,212

　　　　

△

　　

2,924

　　　

△5.3

　　　

△3.2

　　

特別地方消費税交付金

　　　　　　　　　

188

　　　　　　　　　

482△

　　　　

294

　　　　　

△61.0

　　　

△94.7

　　

自動車取得税交付金

　　　　　　

285,220

　　　　　

318,042

　　　　

△

　

32,822

　　　

△10.3

　　　

△1.0

　　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　

交

　

付

　

金

　　　　　　　　　

107,762

　　　　　　　　

111,963

　　　　　

△

　　

4,201

　　　　

△

　

3.8

　　　　

△

　

0.6

・

　

i

　

4屯

　

計-

　

■（C）－（D）

　　　　　　

94,839,418

　　　　　　

97,431,688

　　　　　

△2,592,270

　　　　

△

　

2.7

　　　　

八

　

0.2

(注)次表以下の各表における純計額とは、上記表中の｢歳入純計額(Aト(B)｣又は｢歳出純計額(Cト(D)｣をいう。
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第６表

　

純

　

計

　

決

　

算

　

額

　

の

　

推

　

移

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　　　　　　　　　　　

方

　　　　　　　　　　　　　　　

国

　　

（一

　　

般

　　

会

　　

計）

区

　　　

分

　　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　

歳

　　　　　　　

出

　　　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　

歳

　　　　　　　

出

　　　　　　　　

i心算１武ご斐ｍａ・算ｓ熱y叢ｍａゆご算ｓ武器指

　

数

　

決

　

算

　

額

　

笛讐斐ｍｔ

昭和36年度

　　　

2,511,550

　　

24.0

　　

100

　　

2,391,080

　　

24.2

　　

100

　　

2,515,932

　　

28.3

　　

100

　　

2,063,468

　　

18.4

　　

100

　　

37

　　　　　

2,982,850

　　

18.8

　　

n9

　　

2,887,366

　　

20.8

　　

121

　　

2,947,623

　　

17.2

　　

117

　　

2,556,617

　　

23.9

　　

124

　　

38

　　　　　

3,397,659

　　

13.9

　　

135

　　

3,308,833

　　

14.6

　　

138

　　

3,231,214

　　　

9.6

　　

128

　　

3,044,292

　　

19.1

　　

148

　　

39

　　　　　

3,910,921

　　

15.1

　　

156

　　

3,821,968

　　

15.5

　　

160

　　

3,446,768

　　　

6.7

　　

137

　　

3,310,969

　　　

8.8

　　

1印

　　

40

　　　　　

4,478,035

　　

14.5

　　

178

　　

4,365,140

　　

14.2

　　

183

　　

3,773,097

　　　

9.5

　　

150

　　

3,723,017

　　

12.4

　　

180

　　

41

　　　　　

5,177,746

　　

15.6

　　

206

　　

5,026,177

　　

15.1

　　

210

　　

4,552,146

　　

20.6

　　

181

　　

4,459,196

　　

19.8

　　

216

　　

42

　　　　　

5,926,311

　　

14.5

　　

236

　　

5,725,497

　　

13.9

　　

239

　　

5,299,446

　　

16.4

　　

211

　　

5,113,035

　　

14.7

　　

248

　　

43

　　　　　

6,958,874

　　

17.4

　　

277

　　

6,729,574

　　

17.5

　　

281

　　

6,059,873

　　

14.3

　　

241

　　

5,937,082

　　

16.1

　　

288

　　

44

　　　　　

8,305,229

　　

19.3

　　

331

　　

8,033,912

　　

19.4

　　

336

　　

7,109,267

　　

17.3

　　

283

　　

6,917,838

　　

16.5

　　

335

　　

45

　　　　　

10,103,998

　　

21.7

　　

402

　　

9,814,878

　　

22.2

　　

410

　　

8,459,181

　　

19.0

　　

336

　　

8,187,697

　　

18.4

　　

397

　　

46

　　　　　

12,179,449

　　

20.5

　　

485

　

11,909,529

　　

21.3

　　

498

　　

9,970,859

　　

17.9

　　

396

　　

9,561,131

　　

16.8

　　

463

　　

47

　　　　　

15,090,702

　　

23.9

　　

601

　

14,618,283

　　

22.7

　　

6n

　

12,793,873

　　

28.3

　　

509

　

11,932,172

　　

24.8

　　

578

　　

48

　　　　　

18,217,086

　　

20.7

　　

725

　

17,473,883

　　

19.5

　　

731

　

16,761,978

　　

31.0

　　

666

　

14,778,303

　　

23.9

　　

716

　　

49

　　　　　

23,486,710

　　

28.9

　　

935

　

22,887,888

　　

31.0

　　

957

　

20,379,123

　　

21.5

　　

810

　

19,099,793

　　

29.2

　　

926

　　

50

　　　　

26,044,417

　　

10.9

　

1,037

　

25,654,468

　　

12.1

　

1,073

　

21,473,415

　　　

5.4

　　

853

　

20,860,879

　　　

9.2

　

1,011

　　

51

　　　　　

29,503,523

　　

13.3

　

1,175

　

28,907,035

　　

12.7

　

1,209

　

25,076,017

　　

16.8

　　

997

　

24,467,612

　　

17.3

　

1,186

　　

52

　　　　　

34,014,343

　　

15.3

　

1,354

　

33,362,119

　　

15.4

　

1,395

　

29,433,623

　　

17.4

　

1,170

　

29,059,842

　　

18.8

　

1,408

　　

53

　　　　　

39,133,798

　　

15.1

　

1,558

　

38,346,995

　　

14.9

　

1,604

　

34,907,265

　　

18.6

　

1,387

　

34,096,030

　　

17.3

　

1,652

　　

54

　　　　　

43,132,151

　　

10.2

　

1,717

　

42,077,946

　　　

9.7

　

1,760

　

39,779,228

　　

14.0

　

1,581

　

38,789,831

　　

13.8

　

1,880

　　

55

　　　　　

46,803,074

　　　

8.5

　

1,854

　

45,780,784

　　　

8.8

　

1,915

　

44,040,667

　　

10.7

　

1,750

　

43,405,026

　　

11.9

　

2,103

　　

56

　　　　　

50,103,281

　　　

7.1

　

1,995

　

49,165,293

　　　

7.4

　

2,056

　

47,443,338

　　　

7.7

　

1,886

　

46,921,154

　　　

8.1

　

2,274

　　

57

　　　　　

52,167,701

　　　

4.1

　

2,077

　

51,133,257

　　　

4.0

　

2,139

　

48,001,281

　　　

1.2

　

1,908

　

47,245,064

　　　

0.7

　

2,290

　　

58

　　　　　

53,451,945

　　　

2.5

　

2,129

　

52,306,947

　　　

2.3

　

2,188

　

51,652,905

　　　

7.6

　

2,053

　

50,635,307

　　　

7.2

　

2,454

　　

59

　　　　　

54,973,200

　　　

2.8

　

2,189

　

53,869,962

　　　

3.0

　

2,253

　

52,183,385

　　　

1.0

　

2,074

　

51,480,623

　　　

1.7

　

2,495

　　

60

　　　　

57,472,555

　　　

4.5

　

2,288

　

56,293,463

　　　

4.5

　

2,354

　

53,992,562

　　　

3.5

　

2,146

　

53,004,511

　　　

3.0

　

2,569

　　

61

　　　　　

60,074,817

　　　

4.5

　

2,392

　

58,717,053

　　　

4.3

　

2,456

　

56,489,194

　　　

4.6

　

2,245

　

53,640,432

　　　

1.2

　

2,600

　　

62

　　　　　

64,661,859

　　　

7.6

　

2,575

　

63,220,132

　　　

7.7

　

2,644

　

61,388,769

　　　

8.7

　

2,440

　

57,731,141

　　　

7.6

　

2,798

　　

63

　　　　　

68,009,464

　　　

5.2

　

2,708

　

66,401,636

　　　

5.0

　

2,777

　

64,607,381

　　　

5.2

　

2,558

　

61,471,062

　　　

6.5

　

2,979

平成元年度

　　　

74,566,747

　　　

9.6

　

2,969

　

72,729,016

　　　

9.5

　

3,042

　

67,247,823

　　　

4.1

　

2,673

　

65,858,939

　　　

7.1

　

3,192

　　

2

　　　　

,80,410,014

　　　

7.8

　

3,202

　

78,473,217

　　　

7.9

　

3,282

　

71,703,468

　　　

6.6

　

2,850

　

69,268,676

　　　

5.2

　

3,357

　　

3

　　　　　

85,709,945

　　　

6.6

　

3,413

　

83,806,515

　　　

6.8

　

3,505

　

72,990,559

　　　

1.8

　

2,901

　

70,547,185

　　　

1.8

　

3,419

　　

4

　　　　

91,423,820

　　

6.7

　

3,640

　

89,559,705

　　

6.9

　

3,745

　

71,465,997

　

△2.1

　

2,841

　

70,497,432

　

△0.1

　

3,416

　　

5

　　　　　

95,314,172

　　　

4.3

　

3,795

　

93,075,359

　　　

3.9

　

3,893

　

75,169,012

　　　

5.2

　

2,988

　

72,540,326

　　　

2.9

　

3,515

　　

6

　　　　

95,994,493

　　

0.7

　

3,822

　

93,817,836

　　

0.8

　

3,924

　

74,074,943

　

△1.5

　

2,944

　

71,349,541

　

△1.6

　

3,458

　　

7

　　　　

101,315,603

　　　

5.5

　

4,034

　

98,944,511

　　　

5.5

　

4,138

　

80,557,216

　　　

8.8

　

3,202

　

75,938,516

　　　

6.4

　

3,680

　　

8

　　　　

101,350,538

　　　

0.0

　

4,035

　

99,026,140

　　　

0.1

　

4,141

　

81,809,039

　　　

1.6

　

3,252

　

78,847,867

　　　

3.8

　

3,821

　　

9

　　　　

99,887,785

　

△1.4

　

3,977

　

97,673,772

　

△1.4

　

4,085

　

80,170,473

　

△2.0

　

3,187

　

78,470,310

　

△0.5

　

3,803

　　

10

　　　　

102,868,902

　　　

3.0

　

4,096

　

100,197,545

　　　

2.6

　

4,190

　

89,782,694

　　

12.0

　

3,569

　

84,391,798

　　　

7.5

　

4,090

　　

11

　　　　

104,006,504

　　　

1.1

　

4,141

　

101,629,110

　　　

1.4

　

4,250

　

94,376,336

　　　

5.1

　

3,751

　

89,037,431

　　　

5.5

　

4,315

　　

12

　　　

100,275,101

　

△3.6

　

3,993

　

97,615,360

　

△3.9

　

4,083

　

93,361,027

　

△1.1

　

3,711

　

89,321,050

　　

0.3

　

4,329

　　

13

　　　　

100,004,082

　

△0.3

　

3,982

　

97,431,688

　

△0.2

　

4,075

　

86,903,039

　

△6.9

　

3,454

　

84,811,129

　

△5.0

　

4,110

　　

14

　　　　

97,170,222

　

△2.8

　

3,869

　

94,839,418

　

△2.7

　

3,966

　

87,289,022

　　

0.4

　

3,469

　

83,674,290

　

△1.3

　

4,055

（注）決算額からは、特定資金公共事業債償還時補助金及び同補助金と相殺された償還金を除いている。
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第７表

　

決

その１

　

黒字、赤字の団体別の状況

算

　

収 支

　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　

比

　　　

較

　

区

　　　　　　　

分

　　

団体数

　

歳

　　

入

　

歳

　　

出

　

歳入歳出差引翌年度に繰

　

実質収支

　

団体数

　

実質収支

　

団体数

　

増

　　

減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｂト（Ｃ）り越すべき（Ｄト（Ｅ）

　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　

（Ｂ）

　　

（Ｃ）

　　

（Ｄ）

　

財源（Ｅ）（Ｆ）

　　

（Ｇ）

　　

（Ｈ）

　

（Ａ）－（Ｇ）（Ｆ）－（Ｈ）

全

　　　　

団

　　　　

体

　

都

　

道

　

府

　

県（A）

　　　　

47

　

51,464,203

　

50,503,923

　　

960,280

　　

825,928

　　

134,353 47　　　75,146　　　　－　　　59,207

　

市町村（単純合計額）（B）

　　　

5,349

　

53,578,268

　

52,207,745

　

1,370,523

　　

426,606

　　

943,917

　　　

5,382

　

1,056,791

　　　

△331

　

△112,874

　　

rtiHItt (-SI5≫K組合　　　　3,235　50,850,721　49,580,866　1,269,855　　417,602　　852,253　　　｡3,246　　969,182　　　△11　△115,929

　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　

12

　

9,757,091

　

9,655,795

　　

101,296

　　　

91,189

　　　

10,107

　　　　

12

　　　

10,437

　　　　

－

　

△

　　

330

　　　

特

　　

別

　　

区

　　　　

23

　

2,718,177

　

2,645,325

　　

72,852

　　

8,841

　　

64,011

　　　

23

　　

91,581

　　　

－

　

△27,570

　　　

中

　　　

核

　　　

市

　　　　　

30

　

4,707,097

　

4,583,613

　　

123,484

　　　

55,682

　　　

67,802

　　　　

28

　　　

71,059

　　　　　

2

　

△

　

3,257

　　　

特

　　　

例

　　　

市

　　　　　

37

　

3,292,910

　

3,222,181

　　　

70,729

　　　

26,255

　　　

44,474

　　　　

30

　　　

37,100

　　　　　

7

　　　

7,374

　　　

都

　　　　　　

市

　　　　

596

　

17,080,507

　

16,656,231

　　

424,276

　　

125,491

　　

298,785

　　　

602

　　

360,657

　　　

△6

　

△61,872

　　　　

中

　　

都

　　

市

　　　

148

　

8,342,643

　

8,136,423

　　

206,220

　　

60,804

　　

145,416

　　　

157

　　

184,061

　　

△9

　

△38,645

　　　　

小

　　

都

　　

市

　　　　

448

　

8,737,864

　

8,519,807

　　

218,057

　　

64,688

　　

153,369

　　　　

445

　　

176,596

　　　　　

3

　

△23,227

　　　

町

　　　　　　

村

　　　

2,537

　

13,294,940

　

12,817,720

　　

477,220

　　

110,146

　　

367,074

　　

2,551

　　

398,349

　　

△14

　

△31,275

　　

一部事務組合

　　

2,114

　

2,727,546

　

2,626,879

　

100,667

　　

9,004

　　

91,663

　　

2,136

　　

87,609

　　

△22

　　

4,054

　

合

　　　

計（Ａ）十（B）

　　

5,396 105,042,471 102,711,668　2,330,803　1,252,534　1,078,270　　5,429　1,131,937　　△33　△53,667

黒

　

字

　

の

　　

団

　

体

　

都

　

道

　

府

　

県（A）

　　　　

45

　

47,204,959

　

46,241,906

　　

963,053

　　

784,562

　　

178,491

　　　　

46

　　

112,441

　　　

△1

　　　

66,050

　

市町村（単純合計額）（B）

　　　

5,318

　

52,252,528

　

50,875,581

　

1,376,947

　　

412,757

　　

964,190

　　　

5,353

　

1,077,305

　　　

△35

　

△113,115

　　

果こyぶぶ2jiぶ組合

　　　

3,204

　

49,524,981

　

48,248,701

　

1,276,280

　　

403,753

　　

872,527

　　　

3,217

　　

989,696

　　　

△13

　

△117,169

　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　

11

　

9,089,120

　

8,998,662

　　　

90,458

　　　

79,058

　　　

11,400

　　　　

11

　　　

12,462

　　　　

－

　

△

　

1,062

　　　

特

　　

別

　　

区

　　　　

23

　

2,718,177

　

2,645,325

　　

72,852

　　

8,841

　　

54,011

　　　

23

　　

91,581

　　　

－

　

△27,570

　　　

中

　　　

核

　　　

市

　　　　　

30

　

4,707,097

　

4,583,613

　　

123,484

　　　

55,682

　　　

67,802

　　　　

28

　　　

71,059

　　　　　

2

　

△

　

3,257

　　　

特

　　　

例

　　　

市

　　　　　

35

　

3,096,603

　

3,022,725

　　　

73,878

　　　

25,852

　　　

48,026

　　　　

27

　　　

39,278

　　　　　

8

　　　

8,748

　　　

都

　　　　　　

市

　　　　

581

　

16,682,137

　

16,244,832

　　

437,305

　　

124,644

　　

312,661

　　　

587

　　

373,325

　　　

△6

　

△60,664

　　　　

中

　　

都

　　

市

　　　　

145

　

8,211,223

　

8,003,321

　　

207,902

　　

60,577

　　

147,325

　　　

155

　　

185,156

　　　

△10

　

△37,831

　　　　

小

　　

都

　　

市

　　　　

436

　

8,470,915

　

8,241,510

　　

229,405

　　　

64,069

　　

165,336

　　　　

432

　　

188,169

　　　　　

4

　

△22,833

　　　

町

　　　　　　　

村

　　　

2,524

　

13,231,848

　

12,753,544

　　

478,304

　　

109,676

　　

368,628

　　　

2,541

　　

401,992

　　　

△17

　

△33,364

　　

一

　

部事務

　

組合

　　　　

2,114

　

2,727,546

　

2,626,879

　　

100,667

　　　

9,004

　　　

91,663

　　　

2,136

　　　

87,609

　　　

△22

　　　

4,054

　

合

　　　

計（Ａ）十（B）

　　

5,363

　

99,457,487

　

97,117,486

　

2,340,001

　

1,197,320

　

1,142,681

　　　

5,399

　

1,189,746

　　

△36

　

△47,065

赤

　

字

　

の

　

団

　

体

　

都

　

道

　

府

　

県（A）

　　　　

2

　

4,259,244

　

4,262,017

　

△2,773

　　

41,365

　

△44,138

　　　　

1

　

△37,295

　　　　　

1

　

△

　

6,843

　

市町村（単純合計額）（B）

　　　　

31

　

1,325,740

　

1,332,164

　

△6,424

　　　

13,850

　

△20,274

　　　　

29

　

△20,514

　　　　　

2

　　　　

240

　　

果なy

単

万Jrぽぶ組合

　　　　

31

　

1,325,740

　

1,332,164

　

△6,424

　　

13,850

　

△20,274

　　　　

29

　

△20,514

　　　　

2

　　　　

240

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

1

　　

667,971

　　

657,134

　　

10,837

　　

12,129

　

△1,292

　　　

1

　

△2,025

　　　

－

　　　

733

　　　

特

　　　

別

　　　

区

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　

中

　　　

核

　　　

市

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

＿

　　　　

－

　　　

q寺

　　　

・

　　　

叶i

　　　　　

2

　　

196･307

　　

199･456

　

△3･149

　　　　

403

　

△3･552

　　　　　

3

　

△2,178

　　　

△1

　

乙

　

1,374

　　　

都

　　　　　　　

市

　　　　　

15

　　

398･369

　　

411,399

　

△13･030

　　　　

846

　

△13･876

　　　　

15

　

△12,668

　　　　

－

　

△

　

1,208

　　　　

中

　　

■

　　

m

　　　　　

3

　　

131,420

　　

133,102

　

△1,682

　　　　

227

　

△1,909

　　　　　

2

　

△1,095

　　　　　

1

　

八

　　

814

　　　　

小

　　

都

　　

市

　　　　

12

　　

266,949

　　

278,297

　

△11,348

　　　

619

　

△11,967

　　　

13

　

△11,573

　　

△1

　

△

　

394

　　　

町

　　　　　

村

　　　

13

　　

63,092

　　

54,176

　

△1,084

　　　

469

　

△1･553

　　　

10

　

△3,643

　　　

3

　　

2,090

　　

一

　

部

　

事務

　

組

　

合

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

＿

　　　　

＿

　　　　

＿

　

合･

　　　　

計一（Ａ）-ﾄ（B）

　　　　　　

33

　

5,584,984

　　

5゛594゛181

　

△9,197

　　　

55゛215

　

△64,412

　　　　

30

　

△57,809

　　　　　

3

　

乙

　

6,603

（注）

　

平成14年度の赤字の団体には、合併に伴う打切り決算により赤字となった８市町村が含まれており、平成13年度の赤字の団体には、合併に伴う打

　　

切り決算により赤字となった６町村が含まれている。
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第７表

　

決

その２

　

都道府県別実質収支等の状況

算

　

収 支

　　

の 状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円)

　

Ｅ

　　

ﾗy・

　

入歳

　

ｉ宍

A

ﾔｴ

) M m実質収支単年度収支積　立　金繰上償還額に鋪猟１

　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　

（Ｂ）

　　

（Ｃ）

　　

（Ｄ）

　

（Ｃト（Ｄ）

　

（Ｅ）

　　

（Ｆ）

　　

（Ｇ）

　　

（Ｈ）

　

（Ｇト冊

北

　　　　

海

　　　　

道

　

2,928,672

　

2,908,969

　　

19,703

　　

10,278

　　　

9,425

　

△

　　

93

　　　

4,540

　　　　

－

　　　

2,500

　　　

1,947

青

　　　　

森

　　　　

県

　　

903,124

　　

888,509

　　

14,615

　　

12,641

　　　

1,974

　　　　

62

　　　　

22

　　　

1,331

　　　

2,000

　

△

　　

585

岩

　　　　

手

　　　　

県

　　

906,400

　　

885,731

　　

20,669

　　

18,529

　　　

2,140

　

△

　　

257

　　　

1,198

　　　　

－

　　　

1,000

　

△

　　

59

宮

　　　　

城

　　　　

県

　　

825,160

　　

804,232

　　

20,928

　　

20,135

　　　　

793

　　　　

670

　　　

1,403

　　　

6,054

　　　　

－

　　　

8,127

秋

　　　　

田

　　　　

県

　　

758,912

　　

745,025

　　

13,887

　　

11,501

　　　

2,386

　

△

　　

730

　　　

1,574

　　　　

－

　　　　

308

　　　　

536

山

　　

形

　　

県

　

653,207

　

640,160

　

13,047

　

11,331

　　

1,716△

　

594

　　

1,002

　　　

一

　　

1,460△1,052

福

　　　　

島

　　　　

県

　　

982,902

　　

973,040

　　　

9,862

　　　

6,741

　　　

3,121

　　　

1,547

　　　

2,036

　　　　

－

　　　

9,168

　

△

　

5,585

茨

　　　　

城

　　　　

県

　

1,094,374

　

1,077,826

　　

15,548

　　

12,320

　　　

4,228

　　　　

539

　　　　　

0

　　　　

－

　　　　　

16

　　　　

523

栃

　　　　

木

　　　　

県

　　

836,850

　　

819,340

　　

17,510

　　

15,455

　　　

2,055

　

△

　　

41

　　　　

42

　　　　

－

　　　

1,000

　

△

　　

999

群

　　　　

馬

　　　　

県

　　

785,584

　　

769,582

　　

16,002

　　

14,760

　　　

1,242

　

△

　　

30

　　　　

622

　　　

1,116

　　　

1,000

　　　　

708

埼

　　　　

玉

　　　　

県

　

1,690,022

　

1,673,491

　　

16,531

　　

13,473

　　　

3,058

　　　　

29

　　　　　

2

　　

30,900

　　　　

832

　　

30,099

千

　　

葉

　　

県

　

1,548,539 1,541,578　　6,861　14,789△7,928△9,275　　　－　　　－　　　－　△9,276

束

　　　　

京

　　　　

都

　

6,200,738

　

6,014,754

　　

185,984

　　

109,884

　　

76,100

　　

67,112

　　

16,888

　　　　

－

　　　　　

－

　　

84,000

神

　　

奈

　　

川

　　

県

　

1,711,074

　

1,696,944

　　

14,130

　　

11,558

　　　

2,572

　　　

1,090

　　　

1,651

　　　　

－

　　　

2,050

　　　　

691

新

　　　　

潟

　　　　

県

　

1,277,751

　

1,258,164

　　

19,587

　　

12,850

　　　

6,737

　

△

　　

85

　　　

1,234

　　　　

－

　　　

1,103

　　　　

46

富

　　　　

山

　　　　

県

　　

583,883

　　

554,808

　　

29,075

　　

25,550

　　　

3,525

　　　　

591

　　　　　

2

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

593

石

　　　　

川

　　　　

県

　　

635,030

　　

623,741

　　

11,289

　　

10,373

　　　　

916

　

△

　　

16

　　　　　

4

　　　　

－

　　　　　

－

　

△

　　

12

福

　　　　

井

　　　　

県

　　

531,059

　　

516,028

　　

15,031

　　

13,009

　　　

2,022

　

△

　　

202

　　　　　

9

　　　　

－

　　　　　

－

　

△

　　

193

山

　　　

梨

　　　

県

　　

530,952

　　

505,579

　　

25,373

　　

22,904

　　　

2,469

　

△

　

1,391

　　　　　

9

　　　　

－

　　　　

－

　

△

　

1,382

長

　　　　

野

　　　　

県

　　

973,402

　　

953,191

　　

20,211

　　

16,165

　　　

4,045

　　　

2,154

　　　　　

0

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

2,154

岐

　　　

阜

　　　

県

　　

890,075

　　

866,653

　　

23,422

　　

19,978

　　　

3,444

　　　　

809

　　　　　

8

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

817

静

　　　　

岡

　　　　

県

　

1,204,987

　

1,183,444

　　

21,543

　　

15,597

　　　

5,946

　

△

　

3,157

　　　　　

7

　　　　

810

　　　　

－

　

△

　

2,340

愛

　　　　

知

　　　　

県

　

2,173,028

　

2,153,392

　　

19,636

　　

18,587

　　　

1,049

　

△

　　

243

　　　　　

0

　　　　

－

　　　　　

－

　

△

　　

243

三

　　　　

重

　　　　

県

　　

754,045

　　

729,031

　　

25,014

　　

21,257

　　　

3,757

　

△

　

1,190

　　　　

26

　　　　

30

　　　

5,365

　

△

　

6,499

滋

　　　　

賀

　　　　

県

　　

565,950

　　

555,949

　　

10,001

　　　

9,551

　　　　

450

　　　　

221

　　　　

806

　　　　

－

　　　

5,000

　

△

　

3,973

京

　　　

都

　　　　

府

　　

827,723

　　

822,248

　　　

5,475

　　　

5,277

　　　　

198

　

△

　　

60

　　　　　

0

　　　　

－

　　　　　

－

　

△

　　

60

大

　　　

阪

　　　

府

　

2,710,705

　

2,720,339

　

△9,634

　　

26,576

　

△36,210

　　

1,086

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

1,086

兵

　　　

庫

　　　　

県

　

2,066,253

　

2,051,242

　　

15,011

　　

13,730

　　　

1,281

　

△

　

1,317

　　　

1,170

　　　　

－

　　　

1,500

　

△

　

1,647

奈

　　　　

良

　　　　

県

　　

534,001

　　

523,070

　　

10,931

　　

10,809

　　　　

122

　

△

　　

40

　　　　

464

　　　　

－

　　　

1,500

　

△

　

1,076

和

　　

歌

　　

山

　　

県

　　

559,522

　　

544,906

　　

14,616

　　

12,526

　　　

2,090

　

△

　　

733

　　　

2,116

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

1,383

烏

　　　　

取

　　　　

県

　　

447,683

　　

428,276

　　

19,407

　　

11,662

　　　

7,745

　　　

2,534

　　　　　

3

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

2,537

島

　　　　

根

　　　　

県

　　

659,235

　　

651,834

　　

17,401

　　

16,030

　　　

1,371

　

△

　　

331

　　　　　

0

　　　

7,000

　　　　　

0

　　　

6,669

岡

　　　　

山

　　　　

県

　　

777,962

　　

767,282

　　

10,680

　　

10,613

　　　　

67

　　　　

20

　　　　

133

　　　　

－

　　　　

133

　　　　

20

広

　　　　

島

　　　　

県

　

1,076,672

　

1,060,956

　　

15,716

　　

13,877

　　　

1,839

　

△

　　

409

　　　

1,000

　　　　

－

　　　

5,158

　

△

　

4,567

山

　　　　

口

　　　　

県

　　

792,636

　　

775,909

　　

16,727

　　

14,932

　　　

1,795

　　　

1,508

　　　

3,003

　　　

1,007

　　　

3,000

　　　

2,518

徳

　　　　

島

　　　　

県

　　

597,708

　　

568,994

　　

28,714

　　

27,388

　　　

1,326

　

△

　　

12

　　　

5,508

　　　　

－

　　　

5,542

　

△

　　

46

香

　　　

川

　　　

県

　　

512,923

　　

497,344

　　

15,579

　　

12,456

　　　

3,113

　　　

1,070

　　　

1,630

　　　　

－

　　　

2,568

　　　　

132

愛

　　　　

媛

　　　　

県

　　

735,401

　　

702,323

　　

33,078

　　

32,706

　　　　

372

　

△

　　

404

　　　

2,361

　　　　　

－

　　　

4,645

　

△

　

2,688

高

　　　　

知

　　　　

県

　　

567,133

　　

552,669

　　

14,464

　　

13,920

　　　　

544

　　　　

72

　　　　　

6

　　　　

－

　　　

1,700

　

△

　

1,622

福

　　　　

岡

　　　　

県

　

1,537,179

　

1,509,944

　　

27,235

　　

25,604

　　　

1,631

　

△

　　

158

　　　　

n

　　　　

－

　　　

1,000

　

△

　

1,147

佐

　　　　

賀

　　　　

県

　　

469,366

　　

461,004

　　　

8,362

　　　

8,285　　　　77　　　　19　　　　893　　　　－　　　3,000　△　2,088

長

　　　　

崎

　　　　

県

　　

801,285

　　

783,816

　　

17,469

　　

16,821

　　　　

648

　

△

　　

290

　　　　

289

　　　　

－

　　　　

300

　

△

　　

301

熊

　　　　

本

　　　　

県

　　

826,495

　　

797,132

　　

29,363

　　

23,290

　　　

6,073

　　　　

128

　　　　　

7

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

135

大

　　　　

分

　　　　

県

　　

684,802

　　

668,481

　　

16,321

　　

15,888

　　　　

433

　

△

　　

42

　　　

3,493

　　　

6,730

　　　

5,046

　　　

5,135

宮

　　　　

崎

　　　　

県

　　

671,610

　　

656,017

　　

15,593

　　

15,056

　　　　

537

　　　　

30

　　　

4,466

　　　　

－

　　　

4,179

　　　　

317

鹿

　　

児

　　

島

　　

県

　　

993,630

　　

971,965

　　

21,665

　　

20,881

　　　　

784

　

△

　　

967

　　　

2,010

　　　　

－

　　　

2,010

　

△

　　

967

沖

　　　　

縄

　　　　

県

　　

658,558

　　

648,915

　　　

9,543

　　　

8,369

　　　

1,274

　

△

　　

13

　　　　

647

　　　　

－

　　　　

660

　

△

　　

26

　

合

　　　　　

計

　

51,464,203 50,503,923　960, 280　825, 928　134, 353　　59, 207　　62, 298　　54, 979　　74,744　101,741
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第７表

　

決

　

算

　

収

　

支

　　

の

　　

状

　

況(つづき)

その３

　

大都市･中核市･特例市･都市(平成15年３月31日現在住民基本台帳登載人口30万人以上)の実質収支等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　

入

　

歳

　　

出

　

計腎計数実質収支

　

ド11 ゛:゛:金十l。嘉装乱霜実質単年度収支

　　

区

　　　　　

分

　　　　　

（Ａ）（剛（Ａ）（フ）フ尹原（Ｃト（Ｄ）

　

（Ｅ）

　　

（Ｆ）

　　

（Ｇ）

　　

（Ｈ）

　　　

京京

大

　　　

都

　　　

市

　

札

　　　

幌

　　　

市

　　

824,559

　

816,377

　　

8,182

　　

6,233

　　

1,949

　　　

879

　　　　

1

　　　

960

　　　　

－

　　　　　

1,840

　

仙

　　　

台

　　　

市

　　

394,079

　

385,135

　　

8,944

　　

8,588

　　　

356

　

△

　

226

　　　

272

　　　　

－

　　

1,125

　　　

へ1,079

　

千

　　　

葉

　　　

市

　　

340,440

　

333,300

　　

7,140

　　

6,707

　　　

433

　

△

　

314

　　

1,285

　　　　

－

　　　　

241

　　　　　　

730

　

横

　　

浜

　　

市

　

1,403,745 1,383,487　20,258　18,802　　1,456　　　186　　　65　　　－　　　－　　　　　251

　

川

　　　

崎

　　　

市

　　

531,933

　

527,187

　　

4,746

　　

4,285

　　　

461

　

△

　

45

　　　　

4

　　　　

－

　　

4,000

　　　

△4,041

　

名

　

古

　

屋

　

市

　

1,066,217 1,057,792　8,425　8,338　　87△　774　　　1　　　－　　　45　　△　818

　

京

　　　

都

　　　

市

　　

667,971

　

657,134

　　

10,837

　　

12,129

　

△1,292

　　　

732

　　　　

1

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

733

　

大

　　　

阪

　　　

市

　　

1,790,706

　

1,787,971

　　

2,735

　　

2,489

　　　

246

　

△

　　

64

　　　　

－

　　　　　

1

　　　　

－

　　　　

△

　

63

　

神

　　　

戸

　　　

市

　　

887,579

　

879,755

　　

7,824

　　

7,805

　　　　

19

　

△

　　

2

　　　

431

　　　　

－

　　　　

31

　　　　　　

398

　

広

　　　

島

　　　

市

　　

544,578

　

541,790

　　

2,788

　　

2,595

　　　

193

　

△

　

36

　　　

827

　　　　

－

　　

2,300

　　　

△1,509

　

北

　　

九

　　

州

　　

市

　　

554,966

　

546,145

　　

8,821

　　

7,021

　　　

1,800

　　　

514

　　　

734

　　　　

－

　　　

1,000

　　　　　　

248

　

福

　　　

岡

　　　

市

　　

750,317

　

739,722

　　

10,595

　　

6,197

　　

4,398

　

△1,181

　　

3,525

　　　　

－

　　　

3,000

　　　　

△

　

656

中

　　　

核

　　　

市

　

旭

　　　

川

　　　

市

　　　

167,751

　　

166,512

　　

1,239

　　　　

30

　　

1,209

　　　

273

　　　　

4

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

277

　

秋

　　　

田

　　　

市

　　　

110,547

　

108,216

　　

2,331

　　　

1,117

　　

1,214

　

△

　

137

　　　

748

　　　　

－

　　　　

500

　　　　　　

111

　

郡

　　　

山

　　　

市

　　　

105,761

　　

102,388

　　

3,373

　　　

937

　　

2,436

　　　　

43

　　　

1,650

　　　　

－

　　　

1,760

　　　　

△

　

67

　

い

　　

わ

　　

き

　　

市

　　

128,793

　

126,181

　　

2,612

　　

1,412

　　

1,200

　

△

　

948

　　

2,487

　　　　

－

　　

2,328

　　　

△

　

789

　

宇

　

都

　

宮

　

市

　　

158,805

　

152,758

　　

6,047

　　

3,040

　　

3,007

　

△1,432

　　　

580

　　　　

－

　　　　

－

　　　

△

　

852

　

横

　

須

　

賀

　

市

　　

139,462

　

134,170

　　

5,292

　　　

643

　　

4,649

　

△

　

455

　　　　

2

　　　　

－

　　

1,141

　　　

△1,594

　

新

　　　

潟

　　　

市

　　

188,766

　

186,177

　　

2,589

　　

2,218

　　　

371

　

△

　

65

　　　　

2

　　

1,536

　　

1,900

　　　

△

　

427

　

富

　　　

山

　　　

市

　　　

121,044

　

119,765

　　

1,279

　　　

916

　　　

363

　

△

　　

12

　　　　　

4

　　　　

－

　　　

2,000

　　　

△2,008

　

金

　　　

沢

　　　

市

　　　

190,484

　

185,472

　　

5,012

　　

4,756

　　　

256

　

△

　

735

　　　　

0

　　　

500

　　　　

－

　　　　

△

　

235

　

長

　　　

野

　　　

市

　　　

132,326

　　

129,571

　　

2,755

　　

1,342

　　

1,413

　　　　

39

　　

2,032

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

2,071

　

岐

　　

阜

　　

市

　　

144,857

　

136,923

　　

7,934

　　　

482

　　

7,452

　

△2,016

　　　　

3

　　　

－

　　　

－

　　　

△2,013

　

静

　　　

岡

　　　

市

　　

163,465

　

153,411

　　

10,054

　　

6,003

　　

4,051

　　

2,079

　　　　

22

　　　

2,354

　　

4,377

　　　　　　

78

　

1兵

　　　

4公

　　　

1

　　　

192,855

　

187,576

　　

5,279

　　

1,284

　　

3,995

　　　

193

　　　　

1 889　　　　－ 1,083

　

豊

　　　

橋

　　　

i打

　　　

107,775

　

103,273

　　

4,502

　　　

578

　　

3,924

　　　　

613

　　　　

11

　　　　

－2,035

　　　　

△1,411

　

』墜

　　　

日∃

　　　

j打

　　　

141,610

　

136,072

　　

5,538

　　

1,693

　　

3,845

　

八

　

996

　　　

5,400

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

4,404

　

j界

　　　　　　　

i打

　　

266,545

　

264,950

　　

1,595

　　

1,454

　　　　

141

　　　　　

43

　　　　

2

　　　

197

　　

1,149

　　　　

乙

　

907

　

銘1

　　　

路

　　　

了打

　　　

175,739

　　

168,401

　　

7,338

　　

2,822

　　

4,516

　

八

　

308

　　　　　

30

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

△

　

278

　

■

　　　

m

　　　

j↑i

　　　

106･611

　　

104･906

　　

1･705

　　　

538

　　

1･167

　　

1･067

　　　　

0

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

1,067

　

矛口

　　

ｌこ

　　

山

　　

了打

　　

140,976

　

139,502

　　

1,474

　　　

617

　　　

857

　

乙307

　　　

806

　　　　

－ 901　　　　八　402

　

岡

　　　

山

　　　　

i打

　　　

225,365

　

219,387

　　　

5,978

　　

2,135

　　

3,843

　

八1･763

　　　　

17

　　　　

－

　　　

2,300

　　　　

八4,046

　

1

　　　

1

　　　

m

　　　

153,922

　　

162,225

　　

1,697

　　

1,323

　　　

374 146　　　1,002　　　　－　　　　750　　　　　　　398

　

福S

　　　　

lil

　　　　

j訂

　　　

142･651

　　

138･535

　　

4･116

　　

1･662

　　

2･454

　

八

　

150

　　

1,271

　　　

388

　　

1,630

　　　　

八

　

121

　

高

　　　

松

　　　

市

　　　

116,109

　

112,398

　　

3,711

　　　

1,468

　　

2,243

　

△

　

116

　　　　　

3

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

△

　

113

　

4公

　　　

U』

　　

1

　　　

151･198

　

142･157

　　

9･041

　　

7･214

　　

1･827

　

八

　

921

　　　

1,500

　　　　

－

　　　

1,500

　　　　

乙

　

921

　

1

　　　

矢口

　　　

i打

　　　

139,105

　

137,035

　　

2,070

　　

1,456

　　　

614

　　　　

111 1　　　　一　　　　－　　　　　　　　112

　

長

　　　

吋f

　　　

i↑i

　　　

199,380

　

198,408

　　　

972

　　　

647

　　　

325

　

八23

　　　　

313

　　　　

－

　　　　

621

　　　　

八331

　

琲ﾐ

　　　

4こ

　　　

1

　　

231,095

　

225,892

　　

5,203

　　

1,302

　　

3,901

　　　

524 1,213　　2,103　　　　－　　　　　　3,840

　

大

　　　

分

　　　　

m

　　　

159,671

　　

155,374

　　

4,297

　　

2,276

　　

2,021

　　　

489

　　　　

4 322　　　　300　　　　　　　515

　

7ぢ

　　　

m

　　　

j打108,867

　

105,762

　　

3,105

　　

1,909

　　

1,196

　　　

587 3　　　　－　　　　－　　　　　　　　590

　

1

　　

1

　　

μ6

　　

i打

　　　

185,560

　

180,217

　　

5,343

　　

2,402

　　

2,941

　　　

383 3　　　3,331　　　　－
3,717

一資14－



　　　　　　　　　　　　

第７表

　

決

　

算

　　

収

　

支

　　

の

　　

状

　

況(つづき)

その３

　

大都市･中核市･特例市･都市(平成15年３月31日現在住民基本台帳登載人口30万人以上)の実質収支等の状況(つづき)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　

入

　

歳

　　

出

　

歳入歳出

　

翌年度に

　

実質収支

　

単年度

　

積立金

　

繰

　

上

　

積立金

　

実質単年度収支

　　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

差

　　

引

　

繰り越す

　　　　　　

収

　　

支

　　　　　　

償還額

　

取崩し額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａト（Ｂ）べき財源

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｅ）十（Ｆ）十

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　

（Ｂ）

　　

（Ｃ）

　　

（Ｄ）

　

（Ｃ）－（Ｄ）

　

（Ｅ）

　　

（Ｆ）

　　

（Ｇ）

　　

（Ｈ）

　　

ぐＧ）づＨ）

特

　　

例

　　　

市

　

函

　　　

館

　　　

市

　　

128,881

　　

127,816

　　

1,065

　　　

191

　　　

874

　

△

　

127

　　　

501

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

374

　

八

　　　

戸

　　　

市

　　　

83,761

　　

82,027

　　

1,734

　　　

476

　　

1,258

　

△

　　

75

　　　　

401

　　　　

－

　　　　

994

　　　　

△

　

668

　

1

　　　

岡

　　　

TtT

　　　

91,694

　　

89,980

　　

1,714

　　

1,706

　　　　

8

　

乙

　

511

　　　　

13

　　　　

－

　　　

1,500

　　　

△1,998

　

山

　　　

j

　　　

j打

　　　

85,552

　　

83,731

　　　

1,821

　　　

432

　　　

1,389

　

△1,875

　　　　

1

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

△1,874

　

■

　　　

戸i

　　　

4i

　　　

79,693

　　

76,813

　　

2,880

　　

2,734

　　　

146

　

八

　　

67

　　　

363

　　　

694

　　　

661

　　　　　　

329

　

1

　　　

4喬

　　　

m

　　　

109,883

　　

107,367

　　

2,516

　　　

568

　　

1,948

　

八

　

237

　　　　

0

　　　　

－

　　　

1,700

　　　　

八1,937

　

凍i

　　　

嶋i

　　　

1

　　　

90,454

　　

87,727

　　

2,727

　　　

529

　　

2,198

　　　

632

　　　　

6

　　　　

－

　　　

1,589

　　　

乙

　

951

　

Ill

　　

［コ

　　　

m

　　　

143,109

　　

134,045

　　

9,064

　　　

854

　　

8,210

　　

1,380

　　　　

9

　　　　

一

　　　　

699

　　　　　　

690

　

汐〒

　　　

沢

　　　

rfJ

　　　

91,506

　　

87,632

　　

3,874

　　　

1,511

　　

2,363

　

△1,327

　　　

779

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

八

　

548

　

＼

　　　

j家

　　　

・

　　　

75,621

　　

73,294

　　

2,327

　　　

200

　　

2,127

　　　　

87

　　　

617

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

704

　

小

　　

田

　　

原

　　

市

　　　

63,429

　　

60,289

　　

3,140

　　　

758

　　

2,382

　　　

542

　　　　

0

　　　　

－

　　　　

800

　　　

△

　

258

　

1

　　　

1

　　　

叶i

　　　

77,972

　　

73,981

　　

3,991

　　　

1,817

　　

2,174

　

八1,042

　　　　

0

　　　　

－

　　　

4,813

　　　　

△5,855

　

大

　　　

矛日

　　　

1

　　　

58,784

　　

56,518

　　

2,266

　　　

191

　　

2,075

　

八

　

153

　　　　

0

　　　　

－

　　　

1,500

　　　

八1,653

　

相i

　　　

ヰ

　　　

m

　　　

89,971

　　

88,890

　　

1,081

　　　

1,058

　　　　

23

　

八

　

748

　　　

108

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

八

　

640

　

甲

　　　

府

　　

市

　　

64,228

　　

63,316

　　　

912

　　　

500

　　　

412

　　　

58 1　　　　－　　　1,500　　　△1,441

　

4公

　　　

冲こ

　　　

T↑i

　　　

76,088

　　

74,350

　　

1,738

　　

1,315

　　　

423

　　　

127

　　　

182

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

309

　

1

　　　

i章

　　　

7打

　　　

70,531

　　

66,043

　　

4,488

　　

1,127

　　

3,361

　　　

767

　　

1,403

　　　　

－

　　　

1,781

　　　　　　

389

　

1

　　　

1

　　　

j打

　　　

76,120

　　

71,386

　　

4,734

　　

2,711

　　

2,023

　　　

136

　　　　

5

　　　　

－

　　　

4,643

　　　　

△4,502

　

■

　　　

士

　　　

竹i

　　　

59,567

　　

66,296

　　

3,271

　　　　

158

　　

3,113

　　　

378

　　　　

5

　　　　

－

　　　

200

　　　　　　

183

　

－

　　　

7き

　　　

i打

　　　

67,723

　　

66,473

　　

1,250

　　　

342

　　　

908

　

△1,127

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

△1,127

　

1

　　

日

　　

ヰ

　　

m

　　　

75,692

　　

73,521

　　

2,171

　　　　

177

　　

1,994

　　

1,728

　　　　

30

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

1,758

　

四

　　

日

　　

・

　　

T↑i

　　　

96,164

　　

94,991

　　　

1,173

　　　

492

　　　

681

　

乙

　

939

　　　　

0

　　　　

－

　　　

1,010

　　　

△1,949

　

大

　　　

1拿

　　　

叶i

　　　

90,207

　　

89,478

　　　

729

　　　

671

　　　　

58

　

乙

　

453

　　　　

1

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

乙

　

452

　

岸

　　

矛口

　　

日ﾖ

　　

市

　　　

61,495

　　

61,158

　　　

337

　　　

144

　　　

193

　　　　

57

　　　

500

　　　　

76

　　　

400

　　　　　　

233

　

』1

　　　

こtl

　　　

m

　　　

126,187

　

128,420

　

八2,233

　　　

358

　

乙2,591

　

A 1,881　　　　0　　　　－　　　　一　　　　乙1,881

　

・

　　　

Ea

　　　

m

　　　

100,591

　　

100,277

　　　

314

　　　

231

　　　　

83

　

△

　　

1

　　　　

6

　　　　

5

　　

2,562

　　　　

△2,552

　

枚

　　　

方

　　　

市

　　　

104,792

　　

104,634

　　　

158

　　　　

88

　　　　

70

　　

1,069

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

1,069

　

ぷﾐ

　　　

■

　　　

■

　　　

73,704

　　

72,674

　　

1,030

　　　

618

　　　

412

　

八

　

371

　　　　

1

　　　　

0

　　　

400

　　　

八

　

770

　

八

　　　

・

　　　

i打

　　　

84,147

　　

83,395

　　　

752

　　　

493

　　　

259

　

八

　　

54

　　　

171

　　　

160

　　　　

－

　　　　　　

277

　

■

　　

屋

　　

Jll

　　

叶i

　　　

70,120

　　

71,036

　

△

　

916

　　　　

45

　

八

　

961

　

八

　

492

　　　　

0

　　　　

－

　　　　

50

　　　　

八

　

542

　

・

　　　

嶋i

　　　

m

　　　

185,664

　　

185,429

　　　

235

　　　

166

　　　　

69

　　　　

62

　　　　

25

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　　

87

　

り月

　　　

石7

　　　

m

　　　

91,457

　　

89,912

　　

1,545

　　　

822

　　　

723

　　　

254

　　　　

19

　　　　

－

　　　　

500

　　　

八

　

227

　

力口

　　

i占

　　

丿|1

　　

1

　　　

77,078

　　

76,576

　　　

502

　　　

352

　　　

150

　　　　

78

　　　　

92

　　　　

－

　　　　

380

　　　　

八

　

210

　

呉

　　　　　　　　

了打

　　　

91,477

　　

90,640

　　　

837

　　　

268

　　　

569

　

八

　

437

　　　

606

　　　　

－

　　　　

360

　　　　

乙

　

191

　

下

　　　

関

　　　

市

　　　

101,264

　　

97,741

　　

3,523

　　　

545

　　

2,978

　　

1,432

　　　　

3

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

1,435

　

久

　　

促?

　　

■

　　

T↑i

　　　

79,458

　　

78,060

　　

1,398

　　　

908

　　　

490

　　　　

86

　　　　

1

　　　　

－

　　　　

200

　　　　

八

　

113

　

ｲ左

　　

世こ

　　

Ｗ

　　

廿i

　　　

88,847

　　

86,267

　　

2,580

　　　

701

　　　

1,879

　

八

　

750

　　　　

33

　　　　

－

　　　　

500

　　　　

八1,217

都

　　　　　　　

市

　

川

　

越

　

市（埼玉県）

　　

85,723

　　

81,677

　　

4,045

　　　

305

　　

3,741

　　　

754

　　　　

2

　　　　

－

　　　　

311

　　　　　　

445

　

・

　

■

　

i打（堵i・県）

　　

80,561

　　

78,485

　　

2,076

　　　

181

　　

1,895

　　　　

98

　　　

201

　　　　

－

　　　

350

　　　

八

　　

51

　

さいたまｍ［士奇］Ξ県）

　

308,733

　

301,580

　　

7,153

　　

5,562

　　

1,591

　

八5,833

　　　　

4

　　　　

－

　　　

1,000

　　　　

八6,829

　

市

　

川

　

市（千葉県）

　

111,904

　

107,646

　　

4,258

　　

2,988

　　

1,270

　

△1,627

　　

2,736

　　　　

－

　　　

500

　　　　　

609

　

舟a4喬

　

｜（ふ・県）

　

142,878

　

138,709

　　

4,169

　　

1,174

　　

2,995

　　

1,237

　　　　

1

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

1,238

　

4公

　

J=i

　

i打（千■県）

　

113,439

　　

109,683

　　

3,756

　　　

170

　　

3,586

　　　

477

　　　

390

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

867

　

冷白

　　

１（千■ｉ）

　　

86,977

　　

82,992

　　

3,985

　　

1, 103　　2, 882　　　142　　　　0　　　　－　　　　－　　　　　　142

　

八三ＥこFi打し駄3Gで■）

　

155,697

　

153,650

　　

2,047

　　　

212

　　

1,835

　

八1,513

　　　　

77

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

乙1,436

　

1

　

日∃

　

j打（律E3託・）

　

115,836

　　

114,236

　　

1,600

　　　

311

　　　

1,289

　

八

　

619

　　

2,276

　　　　

－

　　　

2,953

　　　　

八1,296

　

1

　

沢

　

■（神■JII県）

　

109,739

　　

106,975

　　

2,764

　　　

917

　　

1,847

　

八1,306

　　　　

0

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

乙1,306

　

相模原市（神奈川県）

　

170,035

　

163,870

　　

6,165

　　　

545

　　

5,620

　　

1,965

　　　　

2

　　　　

－

　　

2,000

　　　

△

　

33

　

1

　

喋r

　

li［ｉ匁］県）

　　

94,680

　　

91,635

　　

3,045

　　　

227

　　

2,818

　

△1,186

　　

1,207

　　　　

－

　　

3,000

　　　

八2,979

　

1

　

槻

　

■（大阪・）

　　

98,285

　　

97,761

　　　

524

　　　

339

　　　

185

　

八

　

290

　　　

262

　　　

430

　　　

100

　　　　　　

302

　

東大阪市（大阪府）

　

190,849

　

190,041

　　　

808

　　　

407

　　　

401

　

△

　

242

　　　　

24

　　

1,545

　　

1,749

　　　

△

　

422

　

西

　

ｉ

　

TlJ(SiMり展）　149,452　148,307　　1,145　　　945　　　200　乙　690　　　660　　　　－　　　　一　　　　八　３０

　

１

　

１

　

１（i中耕1l）

　

105,168

　　

103,145

　　

2,023

　　　

974

　　　

1,049

　

八

　　

30

　　　

654

　　　　

－

　　　　

234

　　　　　　

390
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第７表

　

決

その４

　

赤字の団体及び赤字額の増減状況

算

　

収 支

　

の 状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　

背戻隨禁祚掃

　　　

（Ａ）のうち平成14年度も赤字である団体

　　　　　　　

談掛密語諧琵

　　　　　　　

体（Ａ）

　　

就も討

　

赤字が増加した団体

　　　　　

赤字が減少した団体

　　　　

た団体

　　　

赤字の団体

　

体

　

区

　　　　

分

　　　　　　　

四則E

　

密

　

Ｅ

　

手

　

手

　

尚仔

　

馨

　

手

　

白剛HH

　

HH

　

E

　

鍛

都

　

道

　

府

　

県

　

1△37,295 -　　　一一　　　－　　　－　　　－　1△37,295△36,210　　1,085－　　　－　1　△7,928　2△44,138

1打

　　

田T

　　

ｷす29八20,514

　

6

　

八2,557 11　八6,123八11,280乙5,157 10 八10,356△7,519　　2,837　2　乙1,478 10　乙1,475 31 △20,274

　

沓器ごぶ罵j?17
29乙20,514 6 乙2,557 11 八6,123八11,280△5,157 10 八10,356八7,519 2,837 2 八1,478 10 △1,475 31 乙20,274

　　

大

　

・

　

j打

　

1△2,025－

　　　

－－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

1△2,025△1,292

　　　

733 －　　　　－－　　　　－　1△1,292

　　

特

　

別

　

区－

　　　

一一

　　　

－－

　　　

－

　　　

－

　　　

－－

　　　

－

　　　

－

　　　

－－

　　　

一一

　　　

－－

　　　

－

　　

中

　

核

　

市－

　　　

－－

　　　

一一

　　　

－

　　　

－

　　　

一一

　　　

－

　　　

－

　　　

－－

　　　

－－

　　　

－－

　　　

－

　　

特

　

例

　

市

　

3△2,178 -　　　－　2　△1,179△3,552△2,373 -　　　－　　　－　　　－　1　△　999－　　　－　2△3,552

　　

都

　　　

市15△12,668 -　　　－　8　△4,842△7,587△2,745 6△7,347△5,597　　1,750 1　△　479　1　△　691 15 △13,876

　　

中都市

　

2△1,095 -　　　－　1　△832△1,087△　255 1△　263△　130　　133 －　　　－　1　△　691 3 △1,909

　　

小都市13△11,573 -　　－ 7 △4,010△6,500△2,490 5△7,084△5,467　1,617 1　△479 －　　－ 12 △11,967

　　

町

　　　

村10△3,643 6　△2,557 1　△　102△　141△　39 3△　984△　629　　355 －　　　－　9　△　783 13 △1,553

　

一部事務組合一

　　　

－－

　　　

－－

　　　

－

　　　

－

　　　

－－

　　　

－

　　　

－

　　　

－－

　　　

－－

　　　

－－

　　　

一

合

　　　　　

計30△57,809

　

6

　

八2,557 11　乙6,123乙11,280乙5,157 11 乙47,651乙43,728　　3,923　2　△1,47811　八9,403 33 乙64,412

（注）平成14年度の赤字の団体には、合併に伴う打切り決算により赤字となった８市町村が含まれている。

その５

　

実質収支の推移 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　

黒

　

字

　

の

　

団

　

体

　　　　　　　　　　

赤

　

字

　

の

　

団

　

体

　　　　　

総

　

数

　　

都道府県

　　

市町村

　　　

総

　　

数

　　　

都道府県

　　

市町村

　　　

総

　

数

　　　

都道府県

　　

市町村

区

　

分

　

団

　　　　　　　

団

　　　　　

団

　　　　　　

団（Ｂ）

　　　　

団

　　　　　

団

　　　　　

団（Ｃ）

　　　　

団

　　　　　

団

　　　　　

体

　

収支額

　

体

　

収支額

　

体

　

収支額

　

装

　

／

　

収支額

　

体

　

収支額

　

体

　

収支額

　

体

　

／

　

収支額

　

体

　

収支額

　

体

　

収支額

　　　　　

（警）

　　　　

数

　　　　　

数

　　　　　

（Ｂ）（Ａ）

　　　　　　

数

　　　　　

数

　　　　　　

訃八）

　　

数

　　　　　

数

で

年

:

　

5,603 1,068,883 47　119,495 5,556　949,388 5,593 99.8 1,075,395 47　119,495 5,546　955,900　10 0.2△6,512　－　　　－　10△6,512

　

5

　　

5,602 1,064,434 47　118,196 5,555　946,238 5,591 99.8 1,071,101 47　118,196 5,544　952,905 11 0.2△6,667　－　　　－　11△6,667

　

6

　　

5,582 1,052,669　47　113,279 5,535　939,391 5,567 99.7 1,063,600 47　113,279 5,520　950,322　15 0.3△10,931　－　　　　－　15△10,931

　

7

　　

5,582 1,052,270 47　104,375 5,535　947,894 5,569 99.8 1,067,592 47　104,375 5,522　963,217　13 0.2△15,322　－　　　　－　13△15,322

　

8

　

5,586 1,053,377 47　102,140 5,539　951,237 5,572 99.7 1,064,921 47　102,140 5,525　962,781 14 0.3△11,544 －　　　－　14△11,544

　

9

　　

5,578 1,082,886　47　145,049 5,531　937,837 5,565 99.8 1,091,981　47　145,049 5,518　946,932　13 0.2△9,095　－　　　　－　13△9,095

　

10

　　

5,566

　

842,047 47△87,151 5,519　929,197 5,534 99.4 1,026,763　43　　84,639 5,491　942,124 32 0.6△184,717　4△171,789　28△12,927

　

11

　　

5,520 1,002,521　47 △19,443 5,473 1,021,9645,494 99.5 1,129,442　43　　95,329 5,451 1,034,113　26 0.5△126,921　4 △114,772　22△12,149

　

12

　　

5,455 1,125,941　47　　　744 5,408 1,125,1975,431 99.6 1,245,926　45　106,910 5,386 1,139,016 24 0.4△119,985　2△106,166　22△13,819

　

13

　　

5,429 1,131,937 47　　75,146 5,382 1,056,7915,399 99.4 1,189,746 46　112,441 5,353 1,077,305 30 0.6△57,809　1△37,295 29△20,514

　

14

　　

5,396 1,078,270 47　134,353 5,349　943,917 5,363 99.4 1,142,681　45　178,491 5,318　964,190 33 0.6八64,412　2乙44,138　31八20,274

（注）赤字の団体には、合併等に伴う打切り決算により赤字となった団体が含まれている。
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第７表

　

決

　

算

　　

収

　

支

　　

の

　　

状

　　

況（つづき）

その６

　

実質収支の対前年度増減額の状況 (単位

　

百万円)

　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　

黒

　

字

　

の

　

団

　

体

　　　　　　　　　

赤

　

字

　

の

　

団

　

体

区

　

分

　　

総

　

数

　　　

都道府県

　　　

市町村

　　　

総

　

数

　　　

都道府県

　　　

市町村

　　　

総

　

数

　　　

都道府県

　　　

市町村

　　　

a体

　

収支額

　

畏体

　

収支額

　

畏体

　

収支額

　

呂体

　

収支額

　

裂体

　

収支額

　

:体

　

収支額

　

冒体

　

収支額

　

雲体

　

収支額

　

ぽ体

　

収支額

で

年
斐

　

△7

　

11,884

　

－△3,233△7

　

15,117△5

　

11,937

　

－△3,233△5

　

15,171△2△

　

53

　

－

　　　

－△2△

　

53

　

5

　　

△1△4,449

　

－△1,299△1△3,150△2△4,294

　

－△1,299△2△2,995

　　

1△

　

155

　

－

　　　

－

　　

l△

　

155

　

6

　　

△20△11,765

　

－△4,917△20△6,847△24△7,501

　

－△4,917△24△2,583

　

4△4,264

　

－

　　　

－

　　

4△4,264

　

7

　　　

－△

　

399

　

－△8,904

　

－

　　

8,503

　

2

　

3,992

　

－△8,904

　

2

　

12,895△2△4,391

　

－

　　　

－△2△4,391

　

8

　　　

4

　　

1,107

　

－△2,235

　

4

　　

3,343

　

3△2,671

　

－△2,235

　

3△

　

436

　　

1

　　

3,778

　

－

　　　

－

　　

1

　　

3,778

　

9

　　

△8

　

29,509

　

－

　

42,909△8△13,400△7

　

27,060

　

－

　

42,909△7△15,849△1

　　

2,449

　

－

　　　

－△1

　　

2,449

　

10

　

△12△240,839

　

－△232,200△12△8,640△31△65,218△4△60,410△27△4,808

　

19△175,622

　　

4△171,789

　

15△3,832

　

n

　

△46

　

160,474

　

－

　

67,708△46

　

92,767△40

　

102,679

　

－

　

10,690△40

　

91,989△6

　

57,796

　

－

　

57,017△6

　　

778

　

12

　

△65

　

123,420

　

－

　

20,187△65

　

103,233△63

　

116,484

　

2

　

11,581△65

　

104,903△2

　

6,936△2

　

8,606

　

－△1,670

　

13

　

△26

　　

5,996

　

－

　

74,402△26△68,406△32△56,180

　　

1

　　

5,531△33△61,711

　　

6

　

62,176△1

　

68,871

　　

7△6,695

　

14

　

△33△53,667

　

－

　

59,207△33△112,874△36△47,065△1

　

66,050△35△113,115

　　

3△6,603

　　

1△6,843

　　

2

　　

240

（注）赤字の団体には、合併等に伴う打切り決算により赤字となった団体が含まれている。

その７

　

単年度収支等の状況 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　

増

　　　

減

　　　

額

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　

合

　

計

　

都道府県

　　

市町村

　

合

　

計

　

都道府県

　　

市町村

　　

合

　

計

　

都道府県

　　

市町村

　　　　　　　　　　　　　　　　

(2,845)

　

(27) (2,818) (2,932)　(28) (2,904) (△　87）（△　　1）（△　86）
j単

　

ｌ

　

度こ

　

収

　

こ支（A）

　　

△55,357

　　　

59,207

　

八114,564

　　　

4,728

　　　

74,402

　

△69,674

　

△60,085

　

△15,195

　

△44,890

111（C）-ﾄ（Ｄ）－（Ｅ）（Ｂ）

　

八42,403

　　　

42,534

　

八84,937

　　

313,805

　　　

85,556

　　

228,248

　

八356,208

　

八43,022

　

八313,185

1-Ｂこ１■遡1・罹i立■（C）

　　

418,013

　　

62,298

　　

355,715

　　

538,583

　　

106,708

　　

431,875

　

八120,570

　

八44,410

　

八76,160

1

　

ヱ

　

イ賞

　

・

　

・（D）

　　

142,495

　　　

54,979

　　　

87,515

　　

177,251

　　　

37,888

　　

139,363

　

八34,756

　　　

17,091

　

八51,848

1怒こ１■基・J孜珍jし■（E）

　　

602,911

　　　

74,744

　　

528,168　　402,029　　　59,040　　342,990　　200,882　　　15,704　　185,178

　　　

，

　　　　　　　　　　　

(2,932)

　　

(25)

　

（2,907）

　

(2,540)

　　

(23)

　

(2,517)

　　

(392)

　　　

（2）

　　

（390）
実lj鉢ｌ度こ叫又こ支（Ａ）刊B）

　　

△97,761

　　

101,741

　

八199,502

　　

318,532

　　

159,958

　　

158,574

　

八416,293

　

△58,217

　

八358,076

（注）（

　

）内の数値は、単年度収支の赤字の団体数及び実質単年度収支の赤字の団体数である。
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第８表経常収支比率等の状況

その１

　

経常収支比率等の状況 (単位

　

％)

　　　

区

　　　　　

分

　　　　　

尹レ

詣

６年度

　　

７年度

　

．８年度

　　

９年度

　　

10年度

　　

11年度

　　

12年度

　　

13年度

　　

14年度

都道府県

　

経常収支比率

　　　

70.2

　　　

83.0

　　

87.4

　　　

88.1

　　　

86.7

　　　

91.7

　　　

94.2

　　　

91.7

　　　

89.3

　　　

90.5

　　

93.5

　　　　　　

実質収支比率

　　　

0.6

　　　

0.5

　　　　

0.5

　　　　

0.5

　　　

0.4

　　　　

0.6△

　

0.3△

　

0.1

　　　

0.0

　　　

0.3

　　　　

0.5

　　　　　　

公債費負担比率

　　　

4.2

　　　

11.2

　　　

11.7

　　　

12.3

　　　

13.2

　　　

14.6

　　　

15.6

　　　

16.9

　　　

17.6

　　　

18.4

　　　

19.8

　　　　　　

起債制限比率

　　　　

…

　　　

8.9

　　　　

9.3

　　　

9.7

　　　

10.0

　　　

10.3

　　　

10.6

　　　

11.2

　　　

11.8

　　　

12.3

　　　

12.4

　　　　　　

財政力指数

　　

0.52

　　

0.50

　　

0.49

　　

0.49

　　

0.48

　　

0.48

　　

0.48

　　

0.46

　　

0.43

　

0.41

　　

0.41

市

　

町

　

村

　

経常収支比率

　　　

73.1

　　　

76.2

　　

81.2

　　

81.5

　　

83.0

　　

83.5

　　

85.3

　　

83.9

　　

83.6

　　

84.6

　　

87･4

　　　　　　

実質収支比率

　　　

4.2

　　　

3.1

　　　

3.2

　　　

3.1

　　　

3.0

　　　

2.9

　　　

2.8

　　　

3.1

　　　

3.4

　　　

3.1

　　　

2.9

　　　　　　

公債費負担比率

　　　

6.6

　　　

12.1

　　　

12.8

　　　

13.5

　　　

14.2

　　　

15.1

　　　

15.8

　　　

16.3

　　　

16.3

　　　

16.7

　　　

17.3

　　　　　　

起債制限比率

　　　　

…

　　　

9.6

　　　

9.8

　　

10.1

　　

10.4

　　

10.5

　　

10.7

　　

10. 9　　10, 9　　10. 9　　10. 9

　　　　　　

財政力指数

　　

0.33

　　

0.41

　　

0.41

　　

0.42

　　

0.42

　　

0.42

　　

0.42

　　

0.41

　　

0.40

　　

0.40

　　

0.41

---皿-㎜㎜㎜㎜㎜---- --㎜㎜㎜〃-W-----㎜㎜皿皿皿〃-皿---㎜㎜㎜㎜㎜皿〃〃Wll--㎜㎜㎜㎜㎜皿〃-W------㎜㎜㎜㎜㎜皿〃--------㎜---㎜㎜-㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜皿-皿㎜㎜㎜㎜㎜㎜-㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜皿㎜㎜㎜㎜㎜㎜-㎜皿㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜皿㎜㎜皿㎜㎜㎜㎜皿㎜㎜㎜-皿Wl-㎜㎜四皿皿㎜〃--

　　

大都市

　

経常収支比率

　　　

71.0

　　　

81.0

　　

86.7

　　

87.4

　　

87.0

　　

88.2

　　

91.4

　　

90.7

　　

89.4

　　

90.3

　　

93.1

　　　　　　

実質収支比率

　　　

0.1

　　　

0.4

　　　

0.3

　　　

0.2

　　　

0.2

　　　

0.3

　　　

0.2

　　　

0.2

　　　

0.3

　　　

0,2

　　　

0.2

　　　　　　

公債費負担比率

　　　

7.2

　　　

12.8

　　　

13.4

　　　

14.4

　　　

15.1

　　　

15.9

　　　

17. 1　　　18. 1　　　18.2　　　19.4　　21.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ns.Dl (13.7)1 (15.0)1 (15.6)1 (16.2)1 (17.4)1 (18.2)1 (18.3)1 (19.6) | (20.8)

　　　　　　

起債制限比率

　　　　

…

　　　

11.5

　　

ii.9

　　

12.4

　　

12.8

　　

13.0

　　

13.3

　　

13.8

　　

14.2

　　

14.6

　　

14.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(119)1 (12.2)1 (12.6)1 (13.0)1 (13.2)1 (13.6)1 (14.0)1 (14.3)1 (14.6)1 (14.9)

　　　　　　

財政力指数

　　

0.78

　　

0.88

　　

0.87

　　

0.87

　　

0.86

　　

0.85

　　

0.84

　　

0.82

　　

0.80

　　

0.78

　　

0.79

　　

中核市

　

経常収支比率

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

81.0

　　

82.2

　　

82.8

　　

79.9

　　

79.5

　　

80.5

　　

82.8

　　　　　　

実質収支比率

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

2.6

　　　

2.3

　　　

2.3

　　　

2.7

　　　

3.0

　　　

2.7

　　　

2.5

　　　　　　

公債費負担比率

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

14.3

　　　

15.5

　　　

16.4

　　　

16.7

　　　

16.3

　　　

16.9

　　　

17.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(14.2)1 (15.3)1 (16.3)1 (16.6)1 (16.2)1 (16.9)1 (16.9)

　　　　　　

起債制限比率

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

11.5

　　

11.5

　　

11.4

　　

11.3

　　

11.3

　　

11.3

　　

11.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(11.4)1 (11.4) i (11.3) (11.2)1 (11.2) (11.2)1 (11.1)

　　　　　　

財政力指数

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

0.90

　　

0.85

　　

0.86

　　

0.83

　　

0.78

　　

0.77

　　

0.78

　　

特例市

　

経常収支比率

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

82.5

　　

86.2

　　

87.7

　　　　　　

実質収支比率

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

3.1

　　　

2.3

　　　

2.3

　　　　　　

公債費負担比率

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

15.9

　　　

14.9

　　　

15.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(15.7) (15.1) (15.5)

　　　　　　

起債制限比率

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

11.6

　　

11.0

　　

10.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(11.6) (11.2) (10.9)

　　　　　　

財政力指数

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

0.83

　　

0.84

　　

0.84

　　

都

　

市

　

経常収支比率

　　　

74.9

　　　

77.2

　　

82.4

　　

82.8

　　

85.0

　　

85.1

　　

86.7

　　

84.7

　　

84.5

　　

85.0

　　

87.7

　　　　　　

実質収支比率

　　　

4.1

　　　

3.3

　　　

3.3

　　　

3.1

　　　

3.1

　　　

3.0

　　　

2.8

　　　

3.3

　　　

3.6

　　　

3.4

　　　

3.0

　　　　　　

公債費負担比率

　　　

6.8

　　　

11.5

　　　

12.1

　　　

12.7

　　　

13.2

　　　

14.0

　　　

14.5

　　　

14.7

　　　

14.6

　　　

14.9

　　　

15.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(12.1) (12.7) (13.3) (14.0) (14.7) (15.0) (15.2) (15.1)
(15.4) (15.7)

　　　　　　

起債制限比率

　　　　

…

　　　

9.9

　　

10.0

　　

10.3

　　

10.4

　　

10.6

　　

10.7

　　

10.8

　　

10.6

　　

10.5

　　

10.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(10.3) (10.4)1 (10.6) (10.8) (10.9)1 (11.0) (10.9)1 (10.7)1
(10.6) (10.5)

　　　　　　

財政力指数

　　

0.57

　　

0.72

　　

0.72

　　

0.72

　　

0.71

　　

0.71

　　

0.70

　　

0.68

　　

0.65

　　

0.64

　　

0.65

　　

町村

　

経常収支比率

　　　

71.1

　　　

71.5

　　

75.7

　　

75.9

　　

77.7

　　

78.6

　　

80.1

　　

79.5

　　

80.1

　　

81.7

　　

84.8

　　　　　　

実質収支比率

　　　

6.6

　　　

4.5

　　　

4.7

　　　

4.7

　　　

4.6

　　　

4.5

　　　

4.4

　　　

4.8

　　　

5.1

　　　

5.0

　　　

4.9

　　　　　　

公債費負担比率

　　　

6.4

　　　

12.9

　　　

13.8

　　　

14.4

　　　

15.0

　　　

15.7

　　　

16.2

　　　

16.5

　　　

16.6

　　　

16.9

　　　

17.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(13.6) (14.5) (15.1) (15.8) (16.5) (17.0) ' (17.3)
(17.5) (17.9) (18.4)

　　　　　　

起債制限比率

　　　　

…

　　　

9.1

　　　

9.2

　　　

9.3

　　　

9.4

　　　

9.3

　　　

9.3

　　　

9.2

　　　

9.1

　　　

9.0

　　　

9.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(9.2)

　

(9.3)

　

（9･4）

　

(9.5)

　

（9･5）

　

(9.5)

　

(9.4)

　

(9.3)

　

(9.3)

　

(9.4)

　　　　　　

財政力指数

　　

0.27

　　　

0.33

　　　

0.33

　　　

0.34

　　　

0.34

　　　

0.34

　　　

0.34

　　　

0.34

　　　

0.33

　　　

0.33

　　　

0.34

合

　　

計

　

経常収支比率

　　　

71.4

　　　

79.4

　　

84.1

　　　

84.7

　　　

84.8

　　　

87.4

　　　

89.4

　　　

87.5

　　　

86.4

　　　

87.5

　　　

90.3

　　　　　　

実質収支比率

　　　

2.2

　　　

1.8

　　　

1.9

　　　

1.8

　　　

1.8

　　　

1.8

　　　

1.3

　　　

1.6

　　　

1.8

　　　

1,8

　　　

1.8

　　　　　　

公債費負担比率

　　　

5.3

　　　

11.9

　　　

12.6

　　　

13.3

　　　

14.0

　　　

15.2

　　　

16.4

　　　

17.2

　　　

17.7

　　　

18.4

　　　

19.2

　　　　　　

起債制限比率

　　　　

…

　　　

9.3

　　　

9.6

　　　

9.9

　　　

10.2

　　　

10.4

　　　

10.7

　　　

11.0

　　　

11.3

　　　

11.6

　　　

11.6

（注）

　

１

　

市町村及び合計の経常収支比率、実質収支比率及び財政力指数には特別区及び一部事務組合は含まず、公債費負担比率にはこれらを含み、起

　　　　

債制限比率には一部事務組合を含まない。その２、その３において同じ。

　　　　

２

　

経常収支比率。実質収支比率、公債費負担比率及び起債制限比率は加重平均であり、財政力指数は単純平均である。ただし、平成５年度以降

　　　　　

の公債費負担比率及び起債制限比率の（

　

）書きは単純平均である。
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その２

　

経常収支比率の内訳

第８表

　

経常収支比率等の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　　

市

　

町村

　　

総

　　

額

　　

都道府県

　　

市

　

町村

　　

総

　　

額

　　

昌市町村総

　

額

経常一般財源(A) 23,890,597　　　26,306,047　　　50,196,644　　　25,212,012　　　27,753,857　　　52,965,869　　　　△5.2△5.2△5.2

　

地

　

方

　

税

　

12,875,014

　　　

15,901,285

　　

28,776,299

　　

13,961,873

　　　

16,219,329

　　

30,181,202

　　

△7.8△2.0△4.7

　

地方譲与税

　　

138,498

　　　　

478,629

　　　　

617,128

　　　　

133,002

　　　　

474,003

　　　　

607,005

　　　　

4.1

　　

1.0

　　

1.7

　

地方特例交付金

　　

237,633

　　　　　

600,194

　　　　　

837,828

　　　　　

235,019

　　　　　

603,226

　　　　　

838,245

　　　　　

1.1△0.5△0.0

　

地方交付税

　

10,639,451

　　　

7,732,720

　　　

18,372,171

　　　

10,882,117

　　　

8,246,654

　　　

19,128,772

　　　

△2,2△6.2△4.0

　

そ

　

の

　

他

　　　　

－

　　　

1,593,219

　　　

1,593,219

　　　　　　

－

　　　

2,210,645

　　　

2,210,645

　　　　　

－△27.9△27,9

減税補てん債(B)

　

236,122

　　　　　

218,753

　　　　　

454,875

　　　　　

240,061

　　　　　

220,648

　　　　　

460,709

　　　

△1.6△0.9△1.3

臨時財政対策債(C)

　

1,281,129

　　　　

1,335,337

　　　　

2,616,466

　　　　　

616,518

　　　　　

610,424

　　　　

1,226,942

　　　　

107.8

　

118.8

　

113.3

§;経費充当て箭

　

23,766,392

　　　

24,339,225

　　　

48,107,669

　　　

23,602,803

　　　

24,193,636

　　　

47,797,901

　　　　　

0.7

　　

0,6

　　

0.6

　

人

　

件

　

費

　

11,558,559

　

45.5

　

8,168,128 29.3 19,732,059 37.0 11,721,178 45,0　8,377,927 29.3 20,102,983　36,8△1.4△2.5△1.8

　

物

　

件

　

費

　

1,102,301

　

4.3

　

3,597,971

　

12.9

　

4,697,424

　

8.8

　

1,106,409

　

4.2

　

3,582,151

　

12.5

　

4,686,508

　

8.6△0.4

　　

0.4

　　

0.2

　

扶

　　

助

　　

費

　　

580,389

　

2.3

　

1,685,011

　

6.0

　

2,264,150

　

4.3

　　

587,492

　

2.3

　

1,590,696

　

5,6

　

2,177,367

　

4.0△1.2

　　

5.9

　　

4.0

　

補

　

助

　

費

　

等

　

4,135,102

　

16.3

　

3,016,069

　

10.8

　

7,152,981

　

13.4

　

4,016,643

　

15.4

　

2,995,073

　

10.5

　

7,012,937

　

12.8

　　

2.9

　　

0.7

　　

2.0

　

公

　　

債

　　

費

　

6,060,641

　

23.9

　

5,443,876

　

19.5

　

11,505,949

　

21.6

　

5,816,323

　

22･3

　

5,293,447

　

18.5

　

11,110,709

　

20,3

　　

4.2

　　

2.8

　　

3.6

　

そ

　　

の

　　

他

　　

329,400

　

1.2

　

2,428,170

　

8.9

　

2,755,106

　

5.2

　　

354,758

　

0

　

2,354,342

　

8.2

　

2,707,397

　

5.0△7.1

　　

3.1

　　

1.8

経常収支比率

　

(Ｄ)／((Ａ)十(Ｂ)十

　　　　　　

93.5

　　　　　　

87.4

　　　　　　

90.3

　　　　　　

90･5

　　　　　　

84.6

　　　　　　

87.5

　

(C))×100
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その３

　

(１)

　　　　　　　　

第８表

　

経常収支比率等

　

の

　

状況（つづき）

公債費負担比率の地方債等区分別内訳
都道府県 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

ゝ

　　　　　　　　　　　

公

　

債

　

費

　　　

，

　　　　　　　　

公

　

債

　

費

　　　

比

　　

讐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　

算

　

額

　　　　

負担比率

　　

決

　

算

　

額

　　　

負担比率

一

　　　　

般

　　　　

財

　　　　

源(A)

　　　　

26,750,181

　　　　　　　　　　　　　　

28, 849, 588

公

　

債

　

費

　

充

　

当

　

一

　

般

　

財

　

源(B)

　　　　　

5,305,847

　　　　　　

19.83

　　　　　

5,309,512

　　　　　　

18.40

　　　　　　　

1.43

　　

一

　

般

　

公

　　

共

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　　

1,304,396

　　　　　　　

4.88

　　　　　

1,235,621

　　　　　　　

4.28

　　　　　　　

0.60

　　

一

　

般

　　

単

　

独

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　　

2,290,229

　　　　　　　

8.56

　　　　　

2,388,872

　　　　　　　

8.28

　　　　　　　

0.28

　　

公

　

営

　

住

　

宅

　

建

　

設

　

事

　

業

　

債

　　　　　　　

24,859

　　　　　　　

0.09

　　　　　　　

22,642

　　　　　　　

0.08

　　　　　　　

0.01

　　

義務教育施設整備事業債

　　　　　

10,587

　　　　　

0.04

　　　　　

10,862

　　　　　

0.04

　　　　　　

－

　　

公共用地先行取得等事業債

　　　　　

155,402

　　　　　

0.58

　　　　　

163,976

　　　　　

0.57

　　　　　

0.01

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

115,291

　　　　　

0.43

　　　　　

129,113

　　　　　　

0.45

　　　　

△0.02

　　

首

　

都

　

圏

　

等

　

建

　

設

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

95,266

　　　　　

0.36

　　　　　

105,343

　　　　　

0.37

　　　　

△0.01

　　

一

　

般

　

廃

　

棄

　

物

　

処

　

理

　

事

　

業

　

債

　　　　　　　

37,242

　　　　　　　

0.14

　　　　　　　

35,009

　　　　　　　

0.12

　　　　　　　

0.02

　　

厚生福祉施設整備事業債

　　　　　

30,273

　　　　　

0.11

　　　　　

32,168

　　　　　

0.11

　　　　　　

－

　　

社会福祉施設整備事業債

　　　　　　

1,155

　　　　　

0.00

　　　　　　

16

　　　　　

0.00

　　　　　　

－

　　

地

　

域

　

財

　

政

　

特

　

例

　

対

　

策

　

債

　　　　　　　　

6,145

　　　　　　　

0.02

　　　　　　　

6,636

　　　　　　　

0.02

　　　　　　　　

－

　　

退

　　　

職

　　　

手

　　　

当

　　　

債

　　　　　　　　

7,109

　　　　　　　

0.03

　　　　　　　

7,573

　　　　　　　

0.03

　　　　　　　　

－

　　

転

　　　　　　　

貸

　　　　　　　

債

　　　　　　　　　

75

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　　

82

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

－

　　

国の予算貸付・政府関係機関貸付債

　　　　　　　

19,811

　　　　　　

0.07

　　　　　　

24,279

　　　　　　

0.08

　　　　　

△0.01

　　

地域改善対策特定事業債

　　　　　　　

59

　　　　　

0.00

　　　　　　

61

　　　　　

0.00

　　　　　　

－

　　

減

　　

収

　　

補

　　

て

　　

ん

　　

債

　　　　　　　　

4,807

　　　　　　　

0.02

　　　　　　　

4,996

　　　　　　　

0.02

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　

(昭和50年度分)

　　

財

　　　

政

　　　

対

　　　

策

　　　

債

　　　　　　　　

1,230

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　

1,251

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

－

　　

財

　　

源

　　

対

　　

策

　　

債

　　　　　

126,786

　　　　　

0.47

　　　　　

147,677

　　　　　

0.51

　　　　

△0.04

　　

減

　　

収

　　

補

　　

て

　　

ん

　　

債

　　　　　　　

392,750

　　　　　　　

1.47

　　　　　　

291,445

　　　　　　　

1.01

　　　　　　　

0.46

　　　　

(昭和57･61・平成５～７・９~１３年度分)

　　

臨

　　

時

　

財

　　

政

　

特

　

例

　　

債

　　　　　　　

315,442

　　　　　　　

1.18

　　　　　　

336,970

　　　　　　　

1.17

　　　　　　　

0.01

　　

公

　

共

　

事

　

業

　

等

　

臨

　

時

　

特

　

例

　

債

　　　　　　　

72,979

　　　　　　　

0.27

　　　　　　　　

76,109

　　　　　　　　

0.26

　　　　　　　　

0.01

　　

減

　　

税

　　

補

　　

て

　　

ん

　　

債

　　　　　　　

110,010

　　　　　　　

0.41

　　　　　　　　

104,905

　　　　　　　

0.36

　　　　　　　

0.05

　　

臨

　

時

　

税

　

収

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　　　　　　

32,629

　　　　　　　

0.12

　　　　　　　

35,268

　　　　　　　

0.12

　　　　　　　　

＿

　　

臨

　

時

　

財

　

政

　

対

　

策

　

債

　　　　

∧8,363

　　　　

0.03

　　　　　

1,096

　　　　

0.09

　　　　　

0.03

　　

調

　　　　　　　

整

　　　　　　　

債

　　　　　　　

∩而う666

　　　　

0.23

　　　　

63,883

　　　　

0.22

　　　　

0.01

　　　　　　　　　

(昭和60･61･62･63年度分)

　　

減

　　

収

　　

補

　　

て

　　

ん

　　　

債

　　　　　　　　　

546

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

＿0.00

　　　　　　　　　　　　　　

(平成14年度分)

　　

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　　　　

他

　　　　　　　

73,816

　　　　　　　

0.30

　　　　　　　

79,475

　　　　　　　

0.29

　　　　　　　　

0.01

　　　

合ヽ

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

5,297,922

　　　　　　

19.81

　　　　　

5,305,328

　　　　　　　　

18.39

　　　　　　　　

1.42

　　　

う

　

ち

　

減

　

収

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　　　　　　

538,364

　　　　　　　

2.01

　　　　　　　

382,844

　　　　　　　　

1.33

　　　　　　　　

0.68

　　

一

　　

時

　

借

　　

入

　　

金

　

利

　　

子

　　　　　　　　

7,925

　　　　　　　

0.03

　　　　　　　

4,184

　　　　　　　

0.01

　　　　　　　　

0.02

公債費負担比率

　　　　　　

(B)/(A)×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　

19.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

18.4

　　　　　　　　　

1.4

-

資20－



その３

　

(２)

　　　　　　　　

第８表

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

　

等

　

の

　

状

　

況（つづき）

公債費負担比率の地方債等区分別内訳（つづき）
市町村 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

決

　

算

　

額

　　　

貧ぜ責

比

峯

　　　

決

　

算

　

額

　　　　

貧∴ｔ

　

比

　　　　

較

‾

　　　　

般

　　　　

財

　　　　

源(A)

　　　　

29,450,753

　　　　　　　　　　　　　　

30,983,176

公

　

債

　

費

　

充

　

当

　

一

　

般

　

財

　

源(B)

　　　　　

5,107,862

　　　　　　

17.34

　　　　　

5,186,047

　　　　　　　　

16.74

　　　　　　　

0.60

　

‾

　

般

　

公

　　

共

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　　　

333,089

　　　　　　　

1.13

　　　　　　

315,150

　　　　　　　

1.02

　　　　　　　　

0.11

　

‾

　　

般

　

単

　　

独

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　　

2,034,980

　　　　　　　

6.91

　　　　　

2,084,532

　　　　　　　

6.73

　　　　　　　

0.18

　

公

　

営

　

住

　

宅

　

建

　

設

　

事

　

業

　

債

　　　　　　　

58,805

　　　　　　　

0.20

　　　　　　　

59,894

　　　　　　　

0.19

　　　　　　　

0.01

　

義務教育施設整備事業債

　　　　　

545,697

　　　　　

1.85

　　　　　

571,007

　　　　　

1.84

　　　　　

0.01

　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

71,495

　　　　　

0.24

　　　　　

76,103

　　　　　

0.25

　　　　

△0.01

　

公共用地先行取得等事業債

　　　　　

175,008

　　　　　

0.59

　　　　　

180,273

　　　　　

0.58

　　　　　

0.01

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

77,507

　　　　　

0.26

　　　　　

82,597

　　　　　

0.27

　　　　

△0.01

　

一

　

般

　

廃

　

棄

　

物

　

処

　

理

　

事

　

業

　

債

　　　　　　　

384,501

　　　　　　　

1.31

　　　　　　

376,423

　　　　　　　

1.21

　　　　　　　

0.10

　

厚生福祉施設整備事業債

　　　　　

174,071

　　　　　

0.59

　　　　　

189,238

　　　　　

0.61

　　　　

△0.02

　

社会福祉施設整備事業債

　　　　　　

418

　　　　　

0.00

　　　　　　　

9

　　　　　

0.00

　　　　　　

－

　

地

　

域

　

財

　

政

　

特

　

例

　

対

　

策

　

債

　　　　　　　　　

340

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

399

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

－

　

退

　　　

職

　　　

手

　　　

当

　　　

債

　　　　　　　　　

530

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

536

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

－

　

転

　　　　　　　

貸

　　　　　　　

債

　　　　　　　　

1,102

　　　　　　　

0,00

　　　　　　　

1,289

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

－

　

過

　　

疎

　

対

　　

策

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　　　

278,361

　　　　　　　

0.95

　　　　　　

279,585

　　　　　　　

0.90

　　　　　　　

0.05

　

国の予算貸付

　

政府関係機関貸付債

　　　　　　　

36,467

　　　　　　

0.12

　　　　　　

42,997

　　　　　　

0.14

　　　　　

△0.02

　

地域改善対策特定事業債

　　　　　

35,824

　　　　　

0.12

　　　　　

42,191

　　　　　

0.14

　　　　

△0.02

　

減

　　

収

　　

補

　　

て

　　

ん

　　

債

　　　　　　　　　

381

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

570

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　　　

(昭和50年度分)

　

財

　　　

政

　　　

対

　　　

策

　　　

債

　　　　　　　　　

228

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

243

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　

－

　

財

　　　

源

　　　

対

　　　

策

　　　

債

　　　　　　　

125,556

　　　　　　　

0.43

　　　　　　

125,057

　　　　　　　

0.40

　　　　　　　

0.03

　

滅

　　

収

　　

補

　　

て

　　

ん

　　

債

　　　　　　　

71,370

　　　　　　　

0.24

　　　　　　　

68,232

　　　　　　　

0.22

　　　　　　　

0.02

　　　　

(昭和57･61・平成５～７

　

９~１３年度分)

　

臨

　

時

　

財

　

政

　

特

　

例

　

債

　　　　　　

72,053

　　　　　

0.24

　　　　　

76,298

　　　　　

0.25

　　　　

△0.01

　

公

　

共事

　

業

　

等

　

臨

　

時特

　

例

　

債

　　　　　　　

24,841

　　　　　　

0.08

　　　　　　

25,154

　　　　　　

0.08

　　　　　　　　

－

　

減

　　

税

　　

補

　　

て

　　

ん

　　

債

　　　　　　　

270,976

　　　　　　　

0.92

　　　　　　

249,621

　　　　　　　

0.81

　　　　　　　

0.11

　

臨

　

時

　

税

　

収

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　　　　　　

44,374

　　　　　　　

0.15

　　　　　　　

45,265

　　　　　　　

0.15

　　　　　　　　

－

　

臨

　　

時

　

財

　　

政

　　

対

　　

策

　　

債

　　　　　　　　

7,744

　　　　　　　

0.03

　　　　　　　　

151

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　

0.03

　

調

　　　　　　　

整

　　　　　　　

債

　　　　　　　

22,546

　　　　　　　

0.08

　　　　　　　

23,972

　　　　　　　

0.08

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

(昭和60･61･62･63年度分)

　

減

　　

収

　　

補

　　

て

　　

ん

　　

債

　　　　　　　　　

55

　　　　　　　

0100

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

0.00

　　　　　　　　　　　　　

(平成14年度分)

　

都

　

道

　

府

　

県

　

貸

　

付

　

金

　　　　　

127,782

　　　　　

0.43

　　　　　

142,812

　　　　　

0.46

　　　　

△0.03

　

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　　

他

　　　　　　　

127,584

　　　　　　　

0.46

　　　　　　

122,085

　　　　　　　

0.39

　　　　　　　

0.07

　　　

合

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

5,103,695

　　　　　　

17.33

　　　　　

5,181,683

　　　　　　

16.72

　　　　　　　

0.61

　　　

う

　

ち

　

減

　

収

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　　　　　　

86,246

　　　　　　　

0.29　　　　　　　85,810　　　　　　　0.28　　　　　　　0.01

　

一

　　

時

　　

借

　　

入

　　

金

　　

利

　　

子

　　　　　　　　

4,167

　　　　　　　

0.01

　　　　　　　

4,365

　　　　　　　

0.01

　　　　　　　　

－

公債費負担比率

　　　　　　

(B)/(A)×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　

17.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　

16.7

　　　　　　　

0,6

一資21－



その１

　

総

　　

括

第９表

　

繰 越

　　

額 等

　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　

継続費

　

繰

　

越

　

事故繰越

　

事

　

業

　

支

　

払

　　　　　　

未収入

　　　　

未収入特定財源内訳

　　　　　

翌年度に

　

区

　　　

分

　

逓

　

次

　

明許費

　　　　　　　　　　　　　　　　　

合

　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

繰り越す

　　　　　　　　

繰越額

　

繰越額

　

繰越額

　

繰越額

　

繰延額

　　　　　　

特定財源

　

里
出

雲

　

地方債

　

その他

　

べき財源

人

　　

件

　　

費

　　　　　

－

　　　　

34

　　　　

－

　　　　

464

　　　

6,718

　　　

7,215

　　　　

13

　　　　

10

　　　　

－

　　　　　

3

　　　

7,202

普通建設事業費

　　

129,617

　

3,331,905

　　

64,890

　　

37,815

　　　　

－

　

3,564,226

　

2,654,174

　

1,198,906

　

1,298,807

　　

156,461

　　

910,029

　

補助事業費

　　

72,124

　

2,300,048

　　

29,727

　　

1,711

　　　　

－

　

2,403,610

　

2,118,191

　

1,198,502

　　

820,181

　　

99,508

　

285,419

　

単独事業費

　　　

57,492

　

1,031,856

　　

35,163

　　

36,105

　　　　

－

　

1,160,616

　　

535,983

　　　　

404

　　

478,627

　　

56,952

　　

624,610

災害復旧事業費

　　　　　

－

　　

123,041

　　　　

989

　　　　

17

　　　　

－

　　

124,046

　　

118,498

　　

83,249

　　

30,070

　　　

5,179

　　　

5,548

そ

　　

の

　

他

　　　　

350

　　

75,424

　　

3,236

　

248,943

　　

55,566

　

383,522

　　

53,767

　　

6,069

　　

46,334

　　　

1,364

　

329,755

合

　　　

計

　　

129,967

　

3,530,404

　　

69,115

　　

287,239

　　

62,284

　

4,079,009

　

2,826,452

　

1,288,234

　

1,375,211

　　

163,007

　

1,252,534

（注）県営事業負担金は、「単独事業費」に含めた。その３において同じ。

その２

　

都道府県 (単位

　

百万円)

　　　　　　　

継続費

　

繰

　

越

　

事故繰越

　

事

　

業

　

支

　

払

　　　　　　

未収人

　　　　

未収入特定財源内訳

　　　　　

翌年度に
区

　　　

分

　

逓

　

次

　

明許費

　　　　　　　　　　　　　　　　　

合

　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

繰り越す

　　　　　　　

繰越額

　

繰越額

　

繰越額

　

繰越額

　

繰延額

　　　　　　

特定財源

　

？

出
客

　

地方債

　

その他

　

べき財源

人

　　

件

　　

費

　　　　　

－

　　　　

20

　　　　

－

　　　　

－

　　　

1,023

　　　

1,043

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

1,043

普通建設事業費

　　

44,706

　

2,017,586

　　

35,285

　　

34,947

　　　　

－

　

2,132,524

　

1,618,853

　　

834,397

　　

753,497

　　

30,959

　　

513,672

　

補助事業費

　　

22,770

　

1,490,288

　　

19,101

　　　　

－

　　　　

－

　

1,532,158

　

1,352,384

　　

834,397

　　

501,481

　　

16,506

　　

179,774

　

単独事業費

　　

21,936

　

527,299

　　

16,185

　　

34,947

　　　　

－

　　

600,366

　

266,468

　　　　

－

　　

252,016

　　

14,452

　

333,898

災害復旧事業費

　　　　　

－

　　

84,523

　　　　

906 17　　　　－85･446　　83･258　　59,301　　23,957　　　　－　　　2,187

そ

　

の

　

他

　　　　

－

　　

34,117

　　

2,493

　

242,672

　　

54,661

　

333,944

　　

24,918

　　

3,466

　　

21,124

　　　

328

　

309,026

　

合

　　

計

　　　

44,706

　

2,136,246

　　

38,684

　

277,636

　　

55,684

　

2,552,957

　

1,727,029

　

897,164

　

798,578

　　

31,287

　

825,928

資22－



その３ 市 町村

第９表

　

繰

　

越

　

額

　

等

　　

の

　　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　

継続費

　

繰

　

越

　

事故繰越

　

事

　

業

　

支

　

払

　　　　　　

未収入

　　　　

未収入特定財源内訳

　　　　　

翌年度に
区

　　　

分

　

逓

　　

次

　

明許費

　　　　　　　　　　　　　　　　　

合

　　

計

　　　　　　　　　　

＿

　　　　　　　　　　　　

繰り越す

　　　　　　　　

繰越額

　

繰越額

　

繰越額

　

繰越額

　

繰延額

　　　　　　

特定財源

　

Ｗ

出

雲

　

地方債

　

その他

　

べき財源

人

　

件

　　

費

　　　　

－

　　　　

14

　　　　

－

　　　　

464

　　　

5,695

　　　

5,173

　　　　

13

　　　　

10

　　　　

－

　　　　　

3

　　　

6,160

普通建設事業費

　　　

84,910

　

1,314,318

　　

29,605

　　　

2,869

　　　　

－

　

1,431,702

　

1,035,321

　　

364,509

　　

545,311

　　

125,501

　　

396,357

　

補助事業費

　　

49,354

　　

809,761

　　

10,626

　　　

1,711

　　　　

－

　　

871,452

　　

765,807

　　

364,104

　　

318,699

　　

83,004

　　

105,645

　

単独事業費

　　　

35,556

　　

504,558

　　

18,978

　　　

1,158

　　　　

－

　　

560,250

　　

269,515

　　　　

404

　　

226,611

　　

42,500

　　

290,712

災害復旧事業費

　　　　　

－

　　

38,518

　　　　

83

　　　　

－

　　　　

－

　　

38,600

　　

35,239

　　

23,948

　　　

6,112

　　　

5,179

　　　

3,361

そ

　　

の

　　

他

　　　　

350

　　

41,308

　　　

743

　　　

6,269

　　　

905

　　

49,577

　　

28,850

　　　

2,603

　　

25,210

　　　

1,037

　　

20,728

合

　　　

計

　　　

85,260

　

1,394,158

　　

30,431

　　　

9,602

　　　

6,600

　

1,526,052

　

1,099,423

　　

391,070

　　

576,633

　　

131,720

　　

426,606

その１

　

種類別による推移

第10表

　

財

　　

政

　　

再

　　

建

　　

の

　　

状

　　

況

　　　　　　　　　

昭和30年度末

　　

当初（昭和31

　　　

平成14年度末までの増減

　　

平成15年４月

　　　

平成15年度中の増減

　　　

1?碧万で当

　

区

　　　　

分

　　　

実質収支赤字

　　

年度末まで）

　　　　　　　　　　　　　　　　

１日現在団体

　　　　　　　　

。

　　

。。

　

体iSc

　　　

i

　　　　　　　　　

団体数

　　

承認団体数

　

承認団体数完了等団体数数

　　　

同意団体数

　

霞了刺尹簒（見込み）

全部適用団体

　　　　　　　

…

　　　　

畷j）

　　

－

　　

∩ﾑ4）

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

－部適用団体

　　　　　　　

…

　　　　

（

　

3

ﾑ）

　　　　　

－

　　　

（

　

3

ﾑ）

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

一

準

　

用

　

団

　

体

　　　　　　　　

…

　　　　　　　　

8

　　　

（

　

28

j）

　　

（

　

29
j）

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

。

　　　　　　

（

　

36）

　　

（

　

18）

　

（

　

2）

　

（

　

20）

　　　

目十

　　　　　　　　　

1,558

　　　　　　

596

　　　　　

288

　　　　　

884

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

(注) ）書きは、府県の数であって、内書きである。

一資23－



その１

　

総

　　

括

第11表

　

歳

　

入

　

決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　　

前年度増減率

　　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市町村

　　

純計額

　　

純計額

　　

増減額

　　

。首

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1貰

　

市町村純計額1震

　

市町村純計額

　

地

　　　

方

　　　

税

　

15,556,230

　

30.2

　

17,822,288

　

34.4 33,378,518　34.4 35,548,783　35,5　△2,170,265△10.6△1.8△6.1△0.3　0.3　0.0

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

138,498

　

0.3

　　

495,724

　

1.0

　　

634,222

　

0.7

　　

623,971

　

0.6

　　　

10,251

　　

4.1

　　

1.0

　　

1.6

　　

0.5

　　

0,6

　　

0.6

　

地方特例交付金

　　

237,633

　

0.5

　　

665,955

　

0

　　

903,588

　

0.9

　　

901,818

　

0.9

　　　

1,770

　

□△0.1

　

0,2△6.6

　

0.7△1,3

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

10,817,819

　

21.0

　

8,727,044

　

16.8

　

19,544,863

　

20.1

　

20,349,760

　

20.3

　

△804,897△2.3△5.9△4.0△6,0△7.2△6.6

　

利子割交付金

　　　

－

　

－

　

210,551

　

0.4

　　　

－

　

－

　　　

－

　

－

　　　　

－

　　

－△69.4

　　

－

　　

－

　

4.0

　　

－

　

地方消費税交付金

　　　　

－

　　

－

　

1,083,730

　

2.1

　　　　

－

　

－

　　　　

－

　

－

　　　　

－

　　

－△12.2

　　

－

　　

－△1.9

　　

－

　

ゴルフ場利用税交付金

　　　　

－

　　

－

　　

52,288

　

0.1

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　

△5.3

　　

－

　　

－

　

△3.2

　　

－

　

特別地方消費税交付金

　　　　

－

　　

－

　　　　

188

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　

△61.0

　　

－

　　

－

　

△94.7

　　

－

　

自動車取得税交付金

　　　　

－

　　

－

　　

285,223

　

0.6

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－△10.3

　　

－

　　

－△1.0

　　

－

　

軽油引取税交付金

　　　　

－

　　

－

　　

107,762

　

0,2

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－△3.8

　　

－

　　

－△0.6

　　

－

　

小計（一般財源）

　　

26,750,181

　

52.0

　

29,450,753

　

56.9

　

54,461,192

　

56.0

　

57,424,333

　

57.4

　

△2,963,141

　

△7.3△4,9△5.2△2.6△2.1

　

△2.4

　

分担金，負担金

　　

611,572

　

1.2

　　

608,293

　

1.2

　　

593,041

　

0.6

　　

588,488

　

0.6

　　　

4,553△5.9

　

1.8

　

0.8△5.8

　

3.1△0.9

　

使用料，手数料

　

1,032,118

　

2.0

　

1,453,147

　

2.8

　

2,485,265

　

2,6

　

2,498,125

　

2.5

　

△

　

12,860△2.0

　

0,6△0.5△1.6

　

2.7

　

0.9

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

8,301,538

　

16.1

　

4,797,607

　

9.3

　

13,099,145

　

13.5

　

14,473,438

　

14.5

　

△1,374,293△13.2△2.3△9.5△0.4

　　

2,7

　

0.7

　

交通安全対策特別交付金

　　　

45,749

　

0.1

　　

29,950

　

0.1

　　

75,700

　

0.1

　　

76,708

　

0,1

　

△

　

1,008△1,2△1.5△1.3

　　

2.6

　　

2.3

　　

2,5

　

都道府県支出金

　　　　

－

　

－

　

2,268,460

　

4.4

　　　

－

　

－

　　　

－

　

－

　　　　

－

　　

－△2.6

　　

－

　　

－△2.4

　　

－

・財

　　

産

　　

収

　

入

　　

296,390

　

0.6

　　

377,379

　

0.7

　　

673,769

　

0.7

　　

715,539

　

0.7

　

△

　

42,770△8.8△3.6△6.0△0.3△11.7△6,9

　

寄

　　　

附

　　　

金

　　　

10,982

　

0.0

　　

92,542

　

0.2

　　

103,029

　

0.1

　　

118,961

　

0.1

　

△

　

15,932△41.0△8.7△13.4△9.4△8.0△7.6

　

繰

　　　

入

　　　

金

　

1,167,372

　

2.3

　

1,883,537

　

3.6

　

3,050,909

　

3.1

　

2,277,231

　

2.3

　　

773,678

　

51.5

　

25.0

　

34.0△1.9

　

11.5

　　

6.6

　

繰

　　　

越

　　　

金

　

1,042,148

　

2.0

　

1,415,830

　

2.7

　

2,457,978

　

2.5

　

2,534,961

　

2.5

　

△

　

76,983

　　

1.9△6.4△3.0

　

16.5

　

10.0

　

12.5

　

諸

　　　

収

　　　

入

　

4,674,469

　

9.1

　

2,798,877

　

5.4

　

6,851,624

　

7,1

　

7,479,675

　

7.5

　

△628,051△9.1△5.0△8,4

　

0,7△0.2△0.1

　

地

　　　

方

　　　

債

　

7,531,683

　

14.6

　

5,850,932

　

11.3

　

13,318,571

　

13.7

　

11,815,624

　

11.8

　　

1,502,947

　

15.6

　　

9.2

　

12.7

　　

4.0

　　

9.2

　　

6.3

　

特別区財政調整交･納付金

　　　　

－

　　

－

　　

769,255

　

1.5

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－△7.4

　　

－

　　

－

　

△0.1

　　

－

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　

51,464,203 100.0　51,796,561 100.0　97,170,222 100.0 100,004,082 100.0　△2,833,860△4,6△2.2△2.8△0,8　0.3△0.3

（注）「国庫支出金」には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含めた。

一資24－



リ

その２

　

推

　　

移

第11表

　

歳

　

入

　

決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　

入

　　　　

決

　　　　

算

　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　

数

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

平成９年度

　　

10年度

　　　

ｎ年度

　　　

12年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

9

　　

10

　　

11

　　

12

　　

13 14

地

　　　

方

　　　

税

　

36,155,510

　

35,922,183

　

35,026,119

　

35,546,434

　

35,548,783

　

33,378,518

　

100

　　

99

　　

97

　　

98

　　

98

　　

92

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

1,080,532

　　　

595,210

　　　

608,905

　　　

620,177

　　　

623,971

　　　

634,222

　

100

　　

55

　　

56

　　

57

　　

58

　　

59

地方特例交付金

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

639,860

　　

914,014

　　

901,818

　　

903,588

　　

－

　　

－

　

100

　

143

　

141

　

141

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

17,127,557

　

18,048,865

　

20,864,236

　

21,776,420

　

20,349,760

　

19,544,863

　

100

　

105

　

122

　

127

　

119

　

114

　

小計（一般財源）

　　

54,363,598

　

54,566,259

　

57,139,120

　

58,857,045

　

57,424,333

　

54,461,192

　

100

　

100

　

105

　

108

　

106

　

100

分担金，負担金

　　　

803,005

　　　

828,234

　　　

835,500

　　　

593,665

　　　

588,488

　　　

593,041

　

100

　

103

　

104

　　

74

　　

73

　　

74

使用料，手数料

　　

2,414,259

　　

2,380,475

　　

2,449,546

　　

2,477,045

　　

2,498,125

　　

2,485,265

　

100

　　

99

　

101

　

103

　

103

　

103

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

14,372,429

　

15,745,070

　

16,599,026

　

14,454,291

　

14,550,146

　

13,174,845

　

100

　

110

　

115

　

101

　

101

　　

92

繰

　　　

入

　　　

金

　　

3,402,770

　　

3,233,554

　　

2,694,247

　　

2,136,094

　　

2,277,231

　　

3,050,909

　

100

　　

95

　　

79

　　

63

　　

67

　　

90

繰

　　　

越

　　　

金

　　

2,208,383

　　

2,099,626

　　

2,589,011

　　

2,253,102

　　

2,534,961

　　

2,457,978

　

100

　　

95

　

117

　

102

　

115

　

1n

地

　　　

方

　　　

債

　　

14,078,649

　

15,135,612

　

13,073,311

　

11,116,145

　

11,815,624

　

13,318,571

　

100

　

108

　　

93

　　

79

　　

84

　　

95

そ

　　　

の

　　　

他

　　

8,244,692

　　

8,880,072

　　

8,626,744

　　

8,387,713

　　

8,315,175

　　

7,628,422

　

100

　

108

　

105

　

102

　

101

　　

93

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　

99,887,786

　

102,868,902

　

104,006,504

　

100,275,101

　

100,004,082

　

97,170,222

　

100

　

103

　

104

　

100

　

100

　　

97

(注) １

２

「地方特例交付金」については、平成11年度を100として指数を算出している。

「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含めた。

(単位

　

％)

　　　　　　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額

　　

構

　　

成

　　

比

　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　

減

　　　　　　

率

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

9

　　　　

10

　　　

n

　　　

12

　　　

13

　　　

14

　　　　

9

　　　　

10

　　　

11

　　　　

12

　　　

13

　　　

14

地

　　　

方

　　　

税

　　　

36.2

　　　

34.9

　　　

33.7

　　

35.4

　　

35.5

　　　

34.4

　　　

3.0

　

△

　

0.6

　

△

　

2.5

　　　

1.5

　　　

0.0・△

　

6.1

地方譲与税

　　　

1.1

　　

0.6

　　

0.6

　　

0.6

　　

0.6

　　

0.7

　

△45.9

　

△44.9

　　

2.3

　　　

1.9

　　

0.6

　　　

1.6

地方特例交付金

　　　

－

　　　

－

　　　

0.6

　　　

0.9

　　　

0.9

　　　

0.9

　　　

－

　　　

一

　　

皆増

　　

42.8

　

△

　

1.3

　　　

0.2

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　

17.1

　　　

17.5

　　　

20.1

　　　

21.7

　　　

20.3

　　　

20.1

　　　

1.4

　　　

5.4

　　　

15.6

　　　

4.4

　

△

　

6.6

　

△

　

4.0

　

小計（一般財源）

　　　

54.4

　　　

53.0

　　　

54.9

　　　

58.7

　　　

57.4

　　　

56.0

　　　

0.7

　　　

0.4

　　　

4.7

　　　

3.0

　

△

　

2.4

　

△

　

5.2

分担金，負担金

　　　

0.8

　　　

0,8

　　　

0.8

　　　

0.6

　　　

0.6

　　　

0.6

　　　

0.3

　　　

3.1

　　　

0.9

　

△28.9

　

△0.9

　　　

0.8

使用料，手数料

　　　

2.4

　　　

2.3

　　　

2.4

　　　

2,5

　　　

2,5

　　　

2.6

　　　

0.1

　

△

　

1.4

　　　

2.9

　　　

1.1

　　　

0.9

　

△0.5

国庫支出金

　　

14.4

　　

15.3

　　

16.0

　　

14.4

　　

14.5

　　

13.6

　

△2,8

　　

9.6

　　

5.4

　

△12.9

　　

0.7

　

△9.5

繰

　　

入

　　

金

　　　

3.4

　　　

3.1

　　　

2.6

　　　

2.1

　　　

2.3

　　　

3.1

　　　

6.7

　

△5.0

　

△16.7

　

△20.7

　　　

6.6

　　

34.0

繰

　　

越

　　

金

　　

2.2

　　

2.0

　　

2.5

　　

2.2

　　

2.5

　　

2.5

　

△2､6

　

△4.9

　　

23.3

　

△13.0

　　

12.5

　

△3.0

地

　　

方

　　

債

　　

14.1

　　

14.7

　　

12.6

　　

11.1

　　

11.8

　　

13.7

　

△9.8

　　

7.5

　

△13.6

　

△15.0

　　

6.3

　　

12.7

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

8.3

　　　

8.8

　　　

8.2

　　　

8.4

　　　

8.4

　　　

7.9

　

△

　

0.8

　　　

7.7

　

△

　

2.9

　

△

　

2.8

　

△

　

0.9

　

△

　

8.3

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0　　100. 0　　100. 0　　100. 0　△　1.4　　　3.0　　　1.1　△　3.6　△　0.3　△　2.8
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その１

　

総

　　

括

第12表

　

地 方

　　

税 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　

区

　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　

前年度増減率

　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町村

　　

合計額

　　

都道府県

　　

市町村

　　

合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

11

　

市町村合計額

　

Sa

　

市町村合計額

道府県税13,803,473 88.7　　　－　-13,803,473 41.4 15,530,274 89.2　　　－　-15,530,274 43.7△11.1　　－△11.1△0.4　　－△0.4

市町村税

　

1,752,758 11.3 17,822,288100.0 19,575,046 58.6 1,876,032 10.8 18,142,477 100.0 20,018,509 56.3△6.6△1.8△2.2　0.3　0.3　0.3

　　

計

　　　

15,556,230100.0 17,822,288100.0 33,378,518100.0 17,406,306100.0 18,142,477100.0 35,548,783100.0△10.6△1,8△6.1△0.3　0.3　0.0

（注）都道府県欄の市町村税額は、東京都が徴収した市町村税相当分である。

その２

　

道府県税の収入状況（総括） (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　

14

　　

年

　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　

較

　　

ｇ

　　

(A)

≒゛乙子船7≒

)
゛゛

(

プy子昌こ1)で

)
(
ごち子芸：

１

　

普

　　　

通

　　　

税

　

12,751,685

　

12,230,203

　　

95.0

　　

88.6

　

14,418,409

　

13,8≪8,918

　　

95.6

　　

89.4

　

△1,658,715

　

△11.9

　

△0.2

　

(1)法定普通税

　

12,728,528

　

12,207,046

　　

94.9

　　

88.4

　

14,390,230

　

13,860,739

　　

95.6

　　

89.2△1,653,693

　

△11.9

　

△0.2

　　

ア道府県民税

　

3,702,463

　

3,452,836

　　

93.3

　　

25.0

　

4,635,031

　

4,382,432

　　

94,6

　　

28.2△

　

929,596

　

△21.2

　

△2.6

　　

(ア)個

　

人

　

分

　

2,559,275

　

2,323,655

　　

90.8

　　

16.8

　

2,607,170

　

2,369,299

　　

90.9

　　

15.3△

　

45,644

　

△1.9

　

△0.7

　　

(ｲ)法

　

人

　

分

　　

740,565

　　

726,558

　　

98.1

　　　

5.3

　　

851,473

　　

836,745

　　

98.3

　　　

5.4

　

△

　

110,187

　

△13.2

　　　

1,5

　　

(ウ)利

　

子

　

割

　　

402,624

　　

402,624

　　

100.0

　　　

2.9

　　

1,176,388

　　

1,176,388

　　

100.0

　　　

7.6

　

△

　

773,764

　

△65.8

　

△8.8

　　

イ

　

事

　　

業

　　

税

　　

3,758,028

　

3,675,109

　　

97.8

　　

26,6

　

4,413,588

　

4,328,217

　　

98.1

　　

27.9

　

△

　

653,108

　

△15.1

　　　

4.5

　　

(ア)個

　

人

　

分

　　

249,577

　　

222,363

　　

89.1

　　　

1.6

　　

254,672

　　

226,404

　　

88.9

　　　

1.5

　

△

　　

4,041

　

△1.8

　　　

1.5

　　

(イ)法

　

人

　

分

　　

3,508,451

　

3,452,746

　　

98.4

　　

25.0

　

4,158,916

　

4,101,813

　　

98.6

　　

26.4

　

△

　

649,067

　

△15.8

　　　

4,7

　　

ウ地方消費税

　

2,424,524

　

2,424,524

　　

－

　　

17.6

　

2,474,477

　

2,474,477

　　

－

　　

15.9△

　

49,953

　

△2.0

　

△2.1

　　

(ア)譲

　

渡

　

割

　

2,030,174

　

2,030,174

　　

－

　　

14.7

　

2,080,731

　

2,080,731

　　　

－

　　

13.4△

　

50,557

　

△2.4

　

△4,0

　　

(イ)貨

　

物

　

割

　　　

394,350

　　

394,350

　　　

－

　　　

2.9

　　

393,745

　　

393,745

　　　

－

　　　

2,5

　　　　

605

　　　

0,2

　　　

9.0

　　

エ不動産取得税

　　

617,160

　　

523,991

　　

84.9

　　

3,8

　　

635,783

　　

537,460

　　

84.5

　　

3.5

　

△

　

13,469

　

△2.5

　

△5.2

　　

オ

　

道府県たばこ税

　　

270,669

　　

270,530

　　

99.9

　　　

2,0

　　

276,870

　　

276,792

　　

100.0

　　　

1.8

　

△

　　

6,262

　

△2.3

　

△1.7

　　

カ

　

ゴルフ場利用税

　　　

76,810

　　　

74,385

　　

96.8

　　　

0.5

　　　

80,760

　　　

78,909

　　

97.7

　　　

0.5

　

△

　　

4,524

　

△5.7

　

△3.1

　　

キ

　

特別地方消費税

　　　

5,144

　　　　

437

　　　

8.5

　　　

0.0

　　　

7,288

　　　

1,0%

　　

15.0

　　　

0.0

　

△

　　

659

　

△60.1

　

△90.6

　　

ク

　

自

　

動

　

車

　

税

　　

1,862,141

　　

1,773,706

　　

95.3

　　

12.8

　　

1,856,377

　　

1,771,359

　　

95.4

　　

11.4

　　　　

2,347

　　　

0.1

　　　

0.4

　　

ケ

　

鉱

　　

区

　　

税

　　　　

480

　　　　

441

　　

91.9

　　　

0.0

　　　　

504

　　　　

467

　　

92.7

　　　

0.0

　

△

　　　

26

　

△5.6

　

△1.5

　　

コ

　

狩猟者登録税

　　　

1,626

　　　

1,626

　　

100.0

　　

0,0

　　　

1,672

　　　

1,672

　　

100.0

　　　

0.0

　

△

　　　

46

　

△2.8

　

△4.1

　　

サ固定資産税

　　

9,482

　　

9,459

　　

99.8

　　

0.1

　　

7,879

　　

7,857

　　

99.7

　　

0,1

　　　

1,602

　　

20.4

　

△29.6

　

(2)法定外普通税

　　　

23,157

　　　

23,157

　　

100.0

　　　

0.2

　　　

28,179

　　　

28,179

　　

100.0

　　　

0.2

　

△

　　

5,022

　

△17.8

　　

20.8

2

　

日

　　　

的

　　　

税

　　

1,644,589

　

1,573,222

　　

95.7

　　

11.4

　

1,717,564

　

1,641,279

　　

95,6

　　

10.6

　

△

　

68,057

　

△4.1

　

△1.9

　

山

　

法定目

　

的税

　

1,644,092

　

1,572,726

　　

95.7

　　

11.4

　

1,717,564

　

1,641,279

　　

95.6

　　

10.6

　

△

　

68,553

　

△4.2

　

△1,9

　　

7

　

自動車取得税

　　

419,894

　　

419,094

　　

99.8

　　　

3.0

　　

449,728

　　

449,599

　　

100.0

　　　

2.9

　

△

　

30,505

　

△6.8

　

△3.1

　　

イ軽油引取税

　

1,223,024

　

1,152,458

　　

94.2

　　

8.3

　

1,266,638

　

1,190,483

　　

94.0

　　

7.7△

　

38,025

　

△3.2

　

△1.4

　　

ウ

　

入

　　

猟

　　

税

　　　

1,174

　　　

1,174

　　

100.0

　　　

0.0

　　　

1,198

　　　

1,198

　　

100.0

　　　

0.0

　

△

　　　

24

　

△2.0

　

△3,5

　

(2)法定外目的税

　　　　

496

　　　　

496

　　

100.0

　　　

0.0

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　

496

　　

皆増

　　　

－

３旧法による税

　　　

904

　　　

48

　　　　

5.3

　　　

0,0

　　　

1,116

　　　　　

76

　　　　

6.8

　　

0,0

　

△

　　　

28

　

△36.8

　　

55.1

　

合

　　　　　

計

　　　

14,397,178

　

13,803,473

　　

95.0

　　

100.0

　

16ﾀ137,090

　

15,530,274

　　

95.6

　　

100.0

　

△1,726,801

　

△11.1

　

△0.4

（注）

　

１

　

収入額は、「第11表

　

歳入決算額の状況」の地方税の決算額から、東京都が徴収した市町村税相当額（平成14年度1,752,758百万円、平成13年

　　　　

度1,876,032百万円）を控除した額である。その３において同じ。

　　　　

２

　

徴収率は、地方消費税を除いて計算した。
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第12表

　

地

その３

　

道府県税の収入状況（個別団体）

方

　　

税 の 状

　　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　

（参考）

　

区

　

分

　

都道府県

　　

l丿口４

　

診計器l

　

道府県税

　　

拉致;鸚

　

道府県税

　　

大器緋ご

　　　　　　　　　　

聚

）
゛・゛≒１構゛≒額構むﾋ≒１構皿（7門）皺率（ご禁）皺率

傑14

財政力
?

O
乞ﾌﾟrJ耗・参s

　

2,322,573

　

16.8 1･076･101　25.7 2･524･882 16.3　1,271,425　25.7八202,309　△8.0八195,324△15.4　　65.7

の団体

（1［1ｲ本］（ﾉjヽ|汁）

　

2,322,573

　

16.8

　

1,076,101

　　

25.7 2,524,882　16.3　1,271,425　25.7八202,309△8.0八195,324△15.4　　65.7

　　　　　

1飢1県

　　

999,457

　　

7.2

　

389,841

　　

9.3

　

1,089,778

　　

7.0

　

414,313

　　

8.4八

　

90,321八8.3乙24,472八5.9

　　

46.0

0.7以上

1.0未満

　

神奈川県

　　

884,406

　　

6.4

　

241,022

　　

5.8 1,013,575　　6.5　315,132　　6.4△129,169△12,7△74,110△23.5　　51.7

の団体

　　　　　

大阪府

　

1,006,954

　　

7.3

　

355,386

　　

8.5

　

1,134,469

　　

7.3

　

411,961

　　

8.3八127,515八11.2△56,575乙13.7

　　

37.1

(3 aft) {'Jヽ計）　2,890,817　20.9　986,249　23.6 3,237,822　20.8　1,141,405　23.1八347,005乙10.7乙155,156八13.6　　43.8

　　　　　

静岡県

　　

439,359

　　

3.2

　

134,253

　　

3.2

　

493,155

　　

3.2

　　

154,150

　　

3.1八

　

53,795八10.9乙19,897八12.9

　　

36.5

　　　　　

仔-・県

　　

559,273

　　

4.1

　　

121,429

　　

2.9

　

624,093

　　

4.0

　

150,066

　　

3.0八

　

64,820乙10.4△28,637八19.1

　　

36.1

0.5以上

0.7*iS

　

f奇三Ｅ県

　　

618,667

　　

4.5

　

137,198

　　

3.3

　

589,597

　　

4.4

　

160,610

　　

3.3乙71,030八10.3八23,412八14.6

　　

36.6
の団体

　　　　　

■岡県

　　

472,519

　　

3.4

　　

129,943

　　

3.1

　

523,595

　　

3.4

　　

138,858

　　

2.8八

　

51,176△9.8八

　

8,925△6.4

　　

30.7

　　　　　

茨城県

　　

306,873

　　

2.2

　　

72,039

　　

1.7

　

352,328

　　

2.3

　　

96,784

　　

2.0△45,455△12.9△24,745△25.6

　　

28.0

(5HI・］（dヽ計）

　

2,396,690

　

17.4

　

594,863

　

14.2 2,682,969　17.3　700,477　14.2乙286,279八10.7　A105,614八15.1　　33.9

　　　　　

J弐・府

　　

254,207

　　

1.8

　　

70,144

　　

1.7

　

312,621

　　

2.0

　

102,436

　　

2.1乙

　

58,414△18.7乙32,292乙31.5

　　

30.7

　　　　　

兵-１県

　

516,070

　

3.7

　

122,255

　

2.9

　

589,669

　

3.8

　

146,470

　

3.0八73,599八12.5八24,215乙16.5

　　

25.0

　　　　　

君羊,馬県

　　

212,344

　　

1.5

　　

55,429

　　

1.3

　

240,643

　　

1.5

　　

66,730

　　

1.4△

　

28,299△11.8△11,301△16.9

　　

27.0

　　　　　

栃iふ県

　　

218,669

　　

1.6

　　

57,274

　　

1.4

　

246,080

　　

1.6

　　

67,040

　　

1.4乙

　

27,411八11.1

　

八

　

9,766八14.6

　　

26.1

0.4以上宮城県

　　

243,473

　　

1.8

　　

70,467

　　

1.7

　

268,594

　　

1.7

　　

79,957

　　

1,6△25,121△9.4△9,490△11.9

　　

29.5

0.5未満
の団体

　

三重県

　　

204,252

　　

1.5

　　

56,576

　　

1.4

　

232,311

　　

1.5

　　

65,269

　　

1.3△

　

28,059△12.1△

　

8,693△13.3

　　

27.1

　　　　　

1島県

　　

278,302

　　

2.0

　　

71,903

　　

1.7

　

317,502

　　

2.0

　　

82,362

　　

1.7△

　

39,200△12.3△10,459△12.7

　　

25.8

　　　　　

滋賀県

　　

136,836

　　

1.0

　　

38,757

　　

0,9

　

167,815

　　

1.1

　　

58,154

　　

1.2△30,979△18.5△19,387△33.3

　　

24.2

　　　　　

岫E阜県

　　

210,925

　　

1.5

　　

49,416

　　

1.2

　

245,279

　　

1.6

　　

61,747

　　

1.3△

　

34,354八14.0八12,331八20.0

　　

23.7

　　　　　

長野県

　　

225,351

　　

1.6

　　

54,049

　　

1.3

　

270,747

　　

1.7

　　

76,239

　　

1.5△45,396△16.8△22,190△29.1

　　

23.2

（1011）（／Jヽ|け）

　

2,500,427

　

18.1

　　

646,280

　

15.5 2,891,261　　18.6　806,404　16･3乙390,834八13.5　乙160,124八19.9　　26.0

　　　　　

岡山県

　　

181,615

　　

1.3

　　

42,191

　　

1,0

　

212,317

　　

1.4

　　

49,554

　　

1.0△30,702△14.5△7,363△14.9

　　

23.3

　　　　　

福S島県

　　

210,857

　　

1.5

　　

57,109

　　

1.4

　

239,517

　　

1.5

　　

68,916

　　

1.4△

　

28,660△12.0△11,807△17.1

　　

21.5

　　　　　

1川県

　　

126,733

　　

0.9

　　

33,730

　　

0.8

　

144,297

　　

0.9

　　

39,292

　　

0.8△

　

17,564八12.2

　

八

　

5,562△14.2

　　

20.0
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第12表

　

地

その３

　

道府県税の収入状況（個別団体）

方

　　

税 の 状

　　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　

（参考）

　

区

　

分

　

都道府県

　　

i釘目口1

　

昌獣昌l

　

道府県税

　　

昌獣器祗

　

道府県税

　　

大器回な

　　　　　　　　　

≒゛構成比

　

≒゛構むﾋ≒゛ｌむ≒万額皿よﾋ（?門）皺率（?門）“率

傑14

　　　　

新潟県

　　

244,262

　　

1.8

　　

65,196

　　

1.6

　

276,737

　　

1.8

　　

75,982

　　

1.5△

　

32,475△11.7△10,786△14.2

　　

19.1

　　　　

香川県

　　

103,120

　　

0.7

　　

28,564

　　

0.7

　

121,639

　　

0.8

　　

35,251

　　

0.7△

　

18,519△15.2△6,687△19.0

　　

20.1

　　　　

山口県

　　

145,330

　　

1.1

　　　

38,258

　　

0.9

　

170,035

　　

1.1

　　

46,289

　　

0.9△

　

24,705△14.5△

　

8,031△17.3

　　

18.3

　　　　

北海道

　　

558,335

　　

4.0

　

120,078

　　

2.9

　

604,409

　　

3.9

　

128,558

　　

2.6△

　

46,074△7.6△

　

8,480△6.6

　　

19.1

0.3以上

　

富山県

　　

114,212

　　

0.8

　　

27,594

　　

0.7

　

130,843

　　

0.8

　　

32,976

　　

0.7△

　

16,631△12.7△5,382△16.3

　　

19.6

0.4未満

の団体福井県

　　

101,044

　　

0.7

　　

29,376

　　

0､7

　

118,521

　　

0.8

　　

39,917

　　

0.8△

　

17,477△14.7△10,541△26.4

　　

19.0

　　　　

奈良県

　　

108,647

　　

0.8

　　

18,035

　　

0.4

　

129,700

　　

0.8

　　

24,568

　　

0.5△21,053△16.2△6,533△26.6

　　

20.3

　　　　

山梨県

　　

91,498

　　

0.7

　　

23,791

　　

0.6

　

110,783

　　

0.7

　　

34,825

　　

0.7△19,285△17.4△11,034△31.7

　　

17.2

　　　　

愛媛県

　　

127,647

　　

0.9

　　

34,628

　　

0.8

　

148,307

　　

1.0

　　

40,159

　　

0.8△20,660△13.9△

　

5,531△13.8

　　

17.4

　　　　

熊本県

　　

150,951

　　

1.1

　　

33,320

　　

0.8

　

172,179

　　

1.1

　　

38,505

　　

0.8△21,228△12.3△

　

5,185△13.5

　　

18.3

（13団体）（小計）

　

2,264,253

　

16.4

　

551,870

　

13.2 2,579,283　16.6　654,792　13.3△315,030△12.2△102,922△15.7　　19.4

　　　　

山形県

　　

105,477

　　

0.8

　　

20,884

　　

0.5

　

122,917

　　

0.8

　　

27,431

　　

0.6△

　

16,440△13.4△6,547△23.9

　　

16.3

　　　　

佐賀県

　　

81,599

　　

0.6

　　

19,893

　　

0.5

　　

93,785

　　

0.6

　　

24,280

　　

0.5△

　

12,186△13.0△4,387△18.1

　　

17.4

　　　　

大分県

　　

102,562

　　

0.7

　　

24,258

　　

0.6

　

117,452

　　

0.8

　　

29,093

　　

0.6△

　

14,890△12.7△4,835△16.6

　　

15.0

　　　　

鹿児島県

　　

139,056

　　

1.0

　　

31,567

　　

0.8

　

159,953

　　

1.0

　　

39,515

　　

0.8△

　

20,897△13.1

　

△

　

7,948△20.1

　　

14.0

　　　　

徳島県

　　

82,054

　

0.6

　　

26,276

　

0.6

　　

91,785

　

0.6

　　

26,073

　

0.5△

　

9,731△10.6

　　　

203

　　

0.8

　　

13.7

　　　　

岩手県

　　

121,876

　　

0.9

　　

24,447

　　

0.6

　

136,882

　　

0.9

　　

29,265

　　

0.6△

　

15,006△11.0△4,818△16.5

　　

13.4

　　　　

青森県

　　

127,264

　　

0.9

　　

23,518

　　

0.6

　

144,356

　　

0.9

　　

24,036

　　

0.5△

　

17,092△11.8△

　

518△2.2

　　

14.1

%3パ・崎県

　　

92,685

　　

0.7

　　

20,246

　　

0.5

　

103,606

　　

0.7

　　

21,915

　　

0.4八

　

10,921△10.5△

　

1,669△7.6

　　

13.8

　　　　

矛口ｌこ日』■

　　

87,708

　　

0.6

　　

21,583

　　

0.5

　

101,570

　　

0.7

　　

23,397

　　

0.5八

　

13,862△13.6八

　

1,814△7.8

　　

15.7

　　　　

1中縄県

　　

92,669

　　

0.7

　　

21,416

　　

0.5

　　

95,612

　　

0.6

　　

20,026

　　

0.4△

　

2,943△3.1

　　　

1,390

　　

6.9

　　

14.1

　　　　

秒（田県

　　

97,267

　　

0.7

　　

19,343

　　

0.5

　

111,643

　　

0.7

　　

25,898

　　

0.5△

　

14,376△12.9△

　

6,555△25.3

　　

12.8

　　　　

長崎県

　　

110,002

　

0.8

　　

26,197

　

0.6

　

121,056

　

0.8

　　

23,843

　

0.5△11,054△9.1

　　

2,354

　

9.9

　　

13.7

　　　　

鳥取県

　　

55,022

　　

0.4

　　

12,431

　　

0.3

　　

62,720

　　

0.4

　　

14,501

　　

0.3△

　

7,598△12.3△2,070△14.3

　　

12.3

　　　　

島根県

　　

67,213

　　

0.5

　　

18,132

　　

0.4

　　

76,532

　　

0.5

　　

20,734

　　

0.4△

　

9,319△12.2△2,602△12.5

　　

10.0

　　　　

高知県

　　

65,260

　　

0.5

　　

13,751

　　

0.3

　　

74,188

　　

0.5

　　

14,046

　　

0.3△

　

8,928△12.0△

　

295△2.1

　　

11.5

（15［jj・］（／Jヽ計）

　

1,428,713

　

10.4

　

323,942

　　

7.8

　

1,614,057

　

10.4

　

364,054

　　

7.4乙185,344八11.5

　

八40,112乙11.0

　　

13.8

　

１

　　

１

　　

訓‘

　

13,803,473

　

100.0 4,179,304　100.015,530,274　100.0 4,938,558　100.0△1,726,801　八11.1　八759,254△15.4　　30.2

（注）道府県税の収入額に含まれる地方消費税については、都道府県間の清算を行った後の額を計上｡している。
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その４

　

市町村税

第12表

　

地 方

　　

税 の 状

　　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　

較

　　

ｇ

　　　　

゛

　

≒

)

゛≒

)

゛Vﾄﾞ4に

　

≒゛≒

)

ｓyﾂ昌7

　

≒でﾌﾞｽ

ど
びt昌

１

　

普

　　　

通

　　　

税

　

19,534,174

　

17,920,854

　　

91.7

　　

91.5

　

19,956,699

　

18,356,030

　　

92.0

　　

91.7

　

△

　

435,176

　

△

　

2.4

　　　

0.3

　

(1)法定普

　

通

　

税

　

19,533,486

　

17,920,268

　　

91.7

　　

91.5

　

19,956,017

　

18,355,446

　　

92.0

　　

91.7

　

△

　

435,178

　

△

　

2.4

　　　

0.3

　　

ア市町村民税

　

8,400,276

　

7,770,867

　　

92.5

　　

39.7

　

8,821,294

　

8,184,593

　　

92.8

　　

40.9

　

△413,726△5.1△0.4

　　　

(ア)個人均等割

　　

128,707

　　

117,130

　　

91.0

　　　

0.6

　　

128,546

　　

117,137

　　

91.1

　　　

0.6

　

△

　　　

7

　

△

　

0.0

　

△

　

0.2

　　　

(イ)所

　

得

　

割

　　

6,332,957

　　

5,772,458

　　

91.1

　　

29.5

　　

6,445,922

　　

5,879,071

　　

91.2

　　

29.4

　

△

　

106,513

　

△

　

1.8

　

△

　

0.8

　　　

(ウ)法人均等割

　　

402,861

　　

386,702

　　

96.0

　　　

2.0

　　

409,358

　　

394,054

　　

96.3

　　　

2,0

　

△

　

7,352

　

△

　

1.9

　　　

0.1

　　　

(エ)法人税割

　

1,535,752

　

1,494,577

　　

97,3

　　

7.6

　

1,837,467

　

1,794,332

　　

97.7

　　

9.0△299,755△16.7

　　

0.7

　　

イ

　

固定資産税

　

10,053,648

　

9,155,086

　　

91,1

　　

46.8

　

10,022,048

　

9,153,238

　　

90

　　

45.7

　　　

1,848

　　

0.0

　　

1.2

　　　

(ア)純固定資産税

　　

9,967,046

　

9,068,484

　　

91.0

　　

46.3

　

9,933,940

　

9,065,131

　　

91.3

　　

45.3

　　　

3,353

　　　

0.0

　　　

1.2

　　　　

土

　　　　　

地

　　

4,000,167

　

3,615,708

　　

90.4

　　

18.5

　

4,111,284

　　

3,726,651

　　

90.6

　　

18.6

　

△

　

110,943

　

△

　

3.0

　

△

　

0.5

　　　　

家

　　　　　

屋

　　

4,162,004

　　

3,758,692

　　

90.3

　　

19.2

　　

3,998,690

　

3,620,551

　　

90.5

　　

18.1

　　　

138,141

　　　

3.8

　　　

4,4

　　　　

償

　

却

　

資

　

産

　　

1,804,875

　　

1,694,083

　　

93.9

　　　

8.7

　　

1,823,967

　　

1,717,928

　　

94.2

　　　

8.6

　

△

　

23,845

　

△

　

1.4

　

△

　

1.2

　　　

(イ)交

　

付

　

金

　　　

86,602

　　　

86,602

　　

100.0

　　　

0.4

　　　

88,107

　　　

88,107

　　

100.0

　　　

0.4

　

△

　

1,505

　

△

　

1.7

　　　

2.7

　　

ウ軽自動車税

　　

150,255

　　

135,229

　　

90.0

　　

0.7

　　

144,042

　　

130,153

　　

90.4

　　

0.7

　　

5,076

　　

3.9

　　

4.2

　　

エ

　

市町村たばこ税

　　　

831,916

　　

831,369

　　

99.9

　　　

4,2

　　

851,043

　　

850,866

　　

100.0

　　　

4,3

　

△

　

19,4971△　2.3　△　1.7

　　

オ

　

鉱

　　

産

　　

税

　　　　

1,377

　　　

1,377

　　

100,0

　　　

0.0

　　　

1,512

　　　

1,512

　　

100.0

　　　

0.0

　

△

　　

135

　

△

　

8.9

　

△

　

3.4

　　

ヵ

　

特別土地保有税

　　　

96,013

　　

26,341

　　

27.4

　　　

0.1

　　

116,078

　　

35,084

　　

30.2

　　　

0.2

　

△

　

8,743

　

△24.9

　

△17.4

　

(2)法定外普通税

　　　　

687

　　　　

585

　　

85.2

　　　

0.0

　　　　

682

　　　　

584

　　

85.6

　　　

0.0

　　　　　

1

　　　

0.2

　　

22.7

2

　

日

　　　

的

　　　

税

　　

1,794,000

　　

1,654,192

　　

92.2

　　　

8.5

　　

1,801,753

　　

1,662,449

　　

92.3

　　　

8.3

　

△

　

8,321

　

△

　

0.5

　

△

　

0.2

　

(1)法定

　

目

　

的

　

税

　　

1,793,936

　　

1,654,128

　　

92.2

　　　

8.5

　　

1,801,753

　　

1,662,449

　　

92.3

　　　

8.3

　

△

　

8,321

　

△

　

0.5

　

△

　

0.2

　　

7

　

入

　　

湯

　　

税

　　　

26,347

　　　

24,797

　　

94j

　　　

0,1

　　　

25,506

　　　

24,068

　　

94.4

　　　

0.1

　　　　

729

　　　

3.0

　　　

3.0

　　

イ

　

事

　

業

　

所

　

税

　　　

331,385

　　

324,260

　　

97.8

　　　

1,7

　　

324,703

　　

318,091

　　

98.0

　　　

1.6

　　　　

6,169

　　　

1.9

　

△

　

1,8

　　

ウ都市計画税

　

1,436,106

　

1,304,975

　　

90.9

　　

6.7

　

1,451,405

　

1,320,154

　　

91.0

　　

6.6

　

△

　

15,179△

　

1.1

　　

0.2

　　

工水利地益税

　　　

98

　　　

96

　　

98,0

　　

0.0

　　　

139

　　　

136

　　

97.8

　　

0.0

　

△

　　

40△29.4△12.8

　

(2)法定外目的税

　　　　　

64

　　　　

64

　　

100.0

　　　

0.0

　　　　

31

　　　　

31

　　

100.0

　　　

0,0

　　　　　

33

　　

106.5

　　

皆増

３

　

旧法に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　

Ｏ

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　　

合

　　　　　　

計

　　　

21,328,174

　

19,575,046

　　

91.8

　　

100.0

　

21,758,483

　

20,018,509

　　

92.0

　　

100.0

　

△

　

443,463

　

△

　

2.2

　　　

0.3

(注)収入額は,｢第11表

　

歳入決算額の状況｣の地方税の決算額に東京都が徴収した市町村税相当額(平成14年度1,752,758百万円。平成13年度1,876,032

　　

百万円)を加算した額である。
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その１

　

道府県税

第13表

　

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

人

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

増

　

滅

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　　

（Ｂ）

　　　　　

（Ｃ）

　　　　　

（Ｄ）

　　　

（Ａ）－（Ｃ）

　

（Ｂ）－（Ｄ）

石

　

油

　

価

　

格

　

調

　

整

　

税

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

940

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

926

　　　　　　　

－

　　　　　　　

14

核

　　　

燃

　　　

料

　　　

税

　　　　　　　　

11

　　　　　

14,709

　　　　　　　

11

　　　　　

13,936

　　　　　　　

－

　　　　　　　

773

核燃料物質等取扱税

　　　　　　

1

　　　　

5,947

　　　　　　

1

　　　　

12,392

　　　　　　

－

　　　

△6,445

核

　

燃

　

料

　

等

　

取

　

扱

　

税

　　　　　　　　

1

　　　　　　

1,409

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

925

　　　　　　　

－

　　　　　　　

484

臨

　

時

　

特

　

例

　

企

　

業

　

税

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

152

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　

皆増

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

15

　　　　

23,157

　　　　　　

14

　　　　

28,179

　　　　　　

1

　　　　

△5,022

（注）「団体数」には、収入のあった団体数を計上している。

その２

　

市町村税 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（A）

　　　　　

（B）

　　　　　

（C）

　　　　　

（D）

　　　

（A）－（C）

　

（B）－（D）

砂

　　

利

　　

採

　　

取

　　

税

　　　　　　　　

3

　　　　　　　

24

　　　　　　　　

3

　　　　　　　

48

　　　　　　　

－

　　　　

△

　

24

山

　

砂

　

利

　

採

　

取

　

税

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

25

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　

皆増

別

　

荘

　

等

　

所

　

有

　

税

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

537

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

536

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

5

　　　　　　　

585

　　　　　　　　

4

　　　　　　　

584

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

1

（注）「団体数」には、収入のあった団体数を計上している。

その１

　

道府県税

第14表

　

法

　

定

　

外

　

目

　

的

　

税

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

人

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（A）

　　　　　

（B）

　　　　　

（C）

　　　　　

（D）

　　　

（A）－（C）

　

（B）－（D）

宿

　　　　　　

泊

　　　　　　

税

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

496

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　

皆増

　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

496

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　

皆増

（注）「団体数」には、収入のあった団体数を計上している。

その２

　

市町村税 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（A）

　　　　　

（B）

　　　　　

（C）

　　　　　

（D）

　　　

（A）－（C）

　

（B）－（D）

遊

　　　　　　

漁

　　　　　　

税

　　　　　　　　

3

　　　　　　　

40

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

3

　　　　　　

皆増

一

　

般

　

廃

　

棄

　

物

　

埋

　

立

　

税

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

24

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　

皆増

　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　

64

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

4

　　　　　　

皆増

（注）「団体数」には、収入のあった団体数を計上している。
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その１

　

道府県税

第15表

　

超 過

　　

課 税

　　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　　

（Ｂ）

　　　　　

（Ｃ）

　　　　　

（Ｄ）

　　　

（Ａ）－（Ｃ）

　

（Ｂ）－（Ｄ）

道府県民税法人均等割

　　　　　　　

1

　　　　

4,776

　　　　　　

1

　　　　　

1,117

　　　　　　

－

　　　　　

3,659

道府県民税法人税割

　　　　　　

46

　　　　

76,537

　　　　　

46

　　　　

92,689

　　　　　

－

　　　

△16,152

事

　

業

　

税

　

法

　

人

　

分

　　　　　　　

7

　　　　

77,492

　　　　　　

7

　　　　

94,313

　　　　　　

－

　　　

△16,821

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

－

　　　　

158,805

　　　　　　

－

　　　　

188,119

　　　　　　

－

　　　

△29,314

その２

　

市町村税 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

収

　

入

　

額

　　

団

　

体

　

数

　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　　

（Ｂ）

　　　　　

（Ｃ）

　　　　　

（Ｄ）

　　　

（Ａ）－（Ｃ）

　

（Ｂ）－（Ｄ）

市

　　

町

　　

村

　　

民

　　

税

　　　　　　

1,446

　　　　　

199,842

　　　　　

1,450

　　　　

241,074

　　　　　　

△4

　　　　

△41,232

　　

個

　　

人

　　

均

　　

等

　　

割

　　　　　　　　

18

　　　　　　　

20

　　　　　　　

17

　　　　　　　

20

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

－

　　

所

　　　　　

得

　　　　　

割

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　

法

　　

人

　　

均

　　

等

　　

割

　　　　　　　　

554

　　　　　

13,575

　　　　　　　

560

　　　　　

14,058

　　　　　　

△6

　　　　

△

　　

482

　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　　

1,430

　　　　

186,247

　　　　　

1,433

　　　　

226,996

　　　　　

△3

　　　

△40,749

固

　　

定

　　

資

　　

産

　　

税

　　　　　　　

275

　　　　　

41,710

　　　　　　

276

　　　　　

41,470

　　　　　　

△1

　　　　　　

240

　　

土

　　　　　　　　

地

　　　　　　

275

　　　　

12,809

　　　　　

276

　　　　

12,820

　　　　　

△1

　　　

△

　　

ｎ

　　

家

　　　　　　　　　　　

屋

　　　　　　　

275

　　　　　

18,238

　　　　　　　

276

　　　　　

17,684

　　　　　　

△1

　　　　　　　

554

　　

償

　　

却

　　

資

　　

産

　　　　　　

274

　　　　

10,663

　　　　　

275

　　　　

10,966

　　　　　

△1

　　　

△

　

303

軽

　　

自

　　

動

　　

車

　　

税

　　　　　　　　

30

　　　　　　　

468

　　　　　　　

29

　　　　　　　

457

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

n

鉱

　　　　

産

　　　　

税

　　　　　　

12

　　　　　　

5

　　　　　　

13

　　　　　　

14

　　　　　

△1

　　　

△

　　

9

入

　　　　　　

湯

　　　　　　

税

　　　　　　　　

2

　　　　　　　

26

　　　　　　　　

2

　　　　　　　

24

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

2

旧

　

法

　　

に

　　

よ

　　

る

　　

税

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

－

　　　　

242,051

　　　　　　

－

　　　　

283,039

　　　　　　

－

　　　

△40,988

（注）「市町村民税法人税割」には、東京都が徴収した市町村税相当額(55,353百万円）を含む。

その１

　

道府県税

第16表

　

地

　

方

　

税

　

徴

　

収

　

率

　

の

　

推

　

移

(単位

　

％)

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　

現

　

年

　

課

　

税

　

分

　　　　　

滞

　

納

　

繰

　

越

　

分

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

平

　　

成

　　

９

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　

98.3

　　　　　　　　　　　　　　　

29.3

　　　　　　　　　　　　　　　

95.5

　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

98.5

　　　　　　　　　　　　　　　

28.1

　　　　　　　　　　　　　　　

95.4

　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

98.4

　　　　　　　　　　　　　　　

24.0

　　　　　　　　　　　　　　　

95.2

　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

98.6

　　　　　　　　　　　　　　　

22.5

　　　　　　　　　　　　　　　

95.5

　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

98.6

　　　　　　　　　　　　　　　

21.8

　　　　　　　　　　　　　　　

95.6

　　　　　　　　

14

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

98.4

　　　　　　　　　　　　　　　

21.4

　　　　　　　　　　　　　　　

95.0

（注）地方消費税を控除して算出した。

　

その２

　

市町村税 (単位

　

％)

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　

現

　

年

　

課

　

税

　

分

　　　　　

滞

　

納

　

繰

　

越

　

分

　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

平

　　

成

　　

９

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　

97.8

　　　　　　　　　　　　　　　

18.9

　　　　　　　　　　　　　　　

92.9

　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

97.8

　　　　　　　　　　　　　　　

18.1

　　　　　　　　　　　　　　　

92.5

　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

97.8

　　　　　　　　　　　　　　　

17.7

　　　　　　　　　　　　　　　

92.3

　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

97.9

　　　　　　　　　　　　　　　

17.2

　　　　　　　　　　　　　　　

92.0

　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

97.9

　　　　　　　　　　　　　　　

16.9

　　　　　　　　　　　　　　　

92.0

　　　　　　　　　

14

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

97.8

　　　　　　　　　　　　　　　

16.5

　　　　　　　　　　　　　　　

91.8
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第17表国税と地方税の収入状況

(単位

　

億円・％)

　　　　　　　　　　　　

租

　　

税

　　

総

　　

額

　　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

区

　　　　

分

　　　　　　　　

合

　　

計

　

直接税

　

間接税等

　　　

計

　　　

直接税

　

間接税等

　　　

計

　　　

直接税

　

間接税等

　

昭和10年度

　　　　

18 100.0　　　10 55.0　　　8 45.0　　　12100.0　　　4 35.0　　　8 65.0　　　6 100.0　　　6 92.9　　　0　7.1

　　　

15

　　　　　　

50 100.0　　34 68.3　　　16 31.7　　42 100.0　　27 63.9　　　15 36.1　　　8 100.0　　　7 92.0　　　1　8.0

　　　

63

　　　

823,107 100.0 642,804 78.1 180,303 21.9 521,938 100.0 382,228 73.2 139,710 26.8 301,169 100.0 260,576 86.5　40,593 13.5

　

平成元年度

　

889,312 100.0 708,060 79.6 181,252 20.4 571,361 100.0 423,926 74.2 147,435 25.8 317,951100.0 284,134 89.4　33,817 10.6

　　　

2

　　　　

962,301 100.0 763,577 79.3 198,724 20.7 627,798 100.0 462,972 73.7 164,826 26.3 334,504 100.0 300,605 89.9　33,898 10.1

　　　

3

　　　

982,838 100.0 779,386 79.3 203,452 20.7 632,110 100.0 463,073 73.3 169,037 26.7 350,727 100.0 316,312 90.2 34,415　9.8

　　　

4

　　　　

919,648 100.0 716,422 77.9 203,225 22.1 573,964 100.0 405,520 70.7 168,444 29.3 345,683 100.0 310,902 89.9　34,781　10.1

　　　

5

　　　　

907,055 100.0 697,936 76.9 209,119 23.1 571,142 100.0 396,582 69.4 174,560 30.6 335,913 100.0 301,354 89.7　34,559 10.3

　　　

6

　　　　

865,398 100.0 646,375 74.7 219,023 25.3 540,007 100.0 359,557 66.6 180,440 33.4 325,391 100.0 286,808 88.1　38,582 11.9

　　　

7

　　　

886,380 100.0 659,747 74.4 226,633 25.6 549,630 100.0 363,519 66.1 186,111　33.9336,750 100.0 296,228 88.0 40,522 12.0

　　　

8

　　　　

903,198 100.0 669,957 74.2 233,241 25.8 552,261100.0 360,475 65.3 191,784 34.7 350,937 100.0 309,481　88.2　41,456 11.8

　　　

9

　　　　

917,562100.0 666,445 72.6 251,117 27.4 556,007100.0 352,325 53.4 203,682 36.6 361,555100.0 314,120 86.9　47,435 13.1

　　　

10

　　　

871,199100.0 600,022 68.9 271,178 31.1 511,977100.0 303,397 59.3 208,580 40.7 359,222100.0 296,624 82.6　62,598 17.4

　　　

11

　　　

842,400 100.0 569,907 67.7 272,493 32.3 492,139100.0 281,293　57.2210,846 42.8 350,261100.0 288,614 82.4　61,647 17.6

　　　

12

　　　　

882,673 100.0 618,121　70.0264,552 30.0 527,209 100.0 323,193 61.3 204,016 38.7 355,464 100.0 294,928 83.0　60,536　17.0

　　　

13

　　　

855,172 100.0 593,757 69.4 261,415 30.6 499,684 100.0 297,395 59.5 202,289 40.5 355,488 100.0 295,362 83.4 59,126 16.6

　　　

14

　　　　

792,228 100･0 534･217 67.4 258･oil 32.6 458,442 100.0 257･891 56.3 200,551 43.7 333,785 100.0 276,326 82.8 57,459 17.2

（注）

　

１

　

国税は、租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分、石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計分、電源開発促進対策特

　　　　　

別会計分、道路整備特別会計分及び国債整理基金特別会計分）及び印紙収入のほか日本専売公社納付金を含む。

　　　　

２

　

国税における直接税、間接税等の区分は次のとおりである。

　　　　　　　

直接税……所得税、法人税、法人特別税、相続税、地価税、法人臨時特別税、会社臨時特別税、地租、営業収益税、営業税、資本利子税、

　　　　　　　　　　　　

法人資本税、鉱区税、鉱業税、外貨債特別税、取引所営業税、臨時利得税、利益配当税、公債及び社債利子税、配当利子特別税、

　　　　　　　　　　　　

増加所得税、非戦災者特別税、戦時利得税、北支事件特別税、富裕税、再評価税、旧税、還付税及び琉球政府諸税

　　　　　　　

間接税等…直接税以外の諸税

　　　　

３

　

地方税における直接税、間接税等の区分は次のとおりである。

　　　　　　　

直接税……道府県民税、事業税、特別所得税、自動車税、鉱区税、狩猟者税、狩猟免許税、狩猟者登録税、市町村民税、固定資産税、自転

　　　　　　　　　　　　

車荷車税、軽自動車税、鉱産税、特別土地保有税、目的税（自動車取得税、軽油引取税、入湯税を除く｡）、国税附加税、特別地

　　　　　　　　　　　　

税、地租、家屋税、営業税、段別税、電柱税、漁業権税、軌道税、電話加入権税、電話税、雑種税（一部）、段別割、戸数割、

　　　　　　　　　　　　

戸別割、家屋割、扇風機税、と畜税、犬税、使用人税、舟税、自転車税、荷車税及び金庫税

　　　　　　　

間接税等…直接税以外の諸税
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第18表国民所得に対する租税負担率

(単位

　

億円・％)

　　　　　　　　　　

国民所得

　　　　　　　　　

租

　　　

税

　　　

負

　　　

担

　　　

額

　　　　　　　　　　

租

　

税

　

負

　

担

　

率

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地方税の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　

地方税の内訳

　　　　　　　　

名目額

　

指数

　

国

(Ａ

戸

　

指

　

数

　

地

(

1尹

　

指

　

数

　

道府

　　

市町(Ａ)

で7

(B)指

　

数

　

国税

　

地方税

　

道府

　

市町

　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県税

　　

村税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県税

　

村税

n召矛口９示昆

　　　　　

144

　　　

－

　　　

12

　　　

－

　　　　

6

　　　

－

　　　　

2

　　　

4

　　　

18

　　　

－

　　

8.5

　　

4.4

　　

1.8

　　

2.6

　

12.9

　　

16

　　　　　　

358

　　　

－

　　　

49

　　　

－

　　　　

9

　　　

－

　　　　

2

　　　

7

　　　

58

　　　

－

　　

13.8

　　

2.5

　　

0.6

　　

2.0

　

16.2

　　

36

　　　　

160,819

　　　

100

　

22,269

　　　

100

　

9,065

　　

100

　

4,442

　

4,623

　

31,334

　　　

100

　

13,8

　　

5.6

　　

2.8

　　

2.9

　

19.5

1J戈４年Ξ■

　

3,693,238

　

2,297

　

573,964

　

2,577 345,683　3,813　148,330 197,353 919,648　2,935　15.5　　9.4　　4.0　　5.3　24.9

　　

5

　　　

3,690,327

　

2,295

　

571,142

　

2,565 335,913　3,706　138,779　197,134 907,055　2,895　15.5　　9.1　　3.8　　5.3　24.6

　　

6

　　　

3,740,685

　

2,326

　

540,007

　

2,425 325,391　3,590　136,079　189,311　865,398　2,762　14.4　　8.7　　3.6　　5.1　23.1

　　

7

　　　

3,742,476

　

2,327

　

549,630

　

2,468 336,750　3,715　139,090　197,660 886,380　2,829　14.7　　9.0　　3.7　　5.3　23.7

　　

8

　　　

3,867,623

　

2,405

　

552,261

　

2,480 350,937　3,871　145,915 205,022 903,198　2,882　14.3　　9.1　　3.8　　5.3　23.4

　　

9

　　　

3,904,060

　

2,428

　

556,007

　

2,497 361,555　3,988 149,478 212,077 917,562　2,928　14.2　　9.3　　3.8　　5.4　23.5

　　

10

　　　

3,785,535

　

2,354

　

511,977

　

2,299 359,222　3,963　153,195 206,027 871,199　2,780　13.5　　9.5　　4.0　　5.4　23.0

　　

11

　　　

3,726,934

　

2,317

　

492,139

　

2,210 350,261　3,864　145,863 204,399 842,400　2,688　13.2　　9.4　　3.9　　5.5　22.6

　　

12

　　　

3,783,925

　

2,353

　

527,209

　

2,367 355,464　3,921　155,850　199,614 882,673　2,817　13.9　　9.4　　4.1　　5.3　23.3

　　

13

　　　

3,677,144

　

2,287

　

499,684

　

2,244 355,488　3,922　155,303 200,185 855,172　2,729　13.6　　9.7　　4.2　　5.4　23.3

　　

14

　　　　

3,628,631

　　

2,256

　

458,442

　

2,059 333,785　3,682　138,035 195,750 792,228　2,528　12.6　　9.2　　3.8　　5.4　21.8

（注）

　

１

　

国民所得は、内閣府経済社会総合研究所の推計により、平成４年度以降は「国民経済計算(93SI<IA、平成７年基準）」、昭和36年度は「国民

　　　　　

経済計算（新ＳＮＡ、平成２年基準）」、昭和16年度以前は「国民所得統計（旧SNA)」による数値である。

　　　　

２

　

国税は、租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分、石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計分、電源開発促進対策特

　　　　　

別会計分、道路整備特別会計分及び国債整理基金特別会計分）及び印紙収入のほか日本専売公社納付金を含む。
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第19表

　

国民所得に対する租税負担率の外国との比較

(単位

　

％)

　　　　　　　　　　

日

　　　

本

　　　　

アメリカ

　　　　

イギリス

　　　　　

ド

　

イ

　

ツ

　　　　

フランス

　

区

　　

分

　　　　　　　

国

　

税

　

地方税

　

合

　

計

　

連邦税

　

州

　

税

　

合

　

計

　

国

　

税

　

地方税

　

合

　

計

　

連邦税

　

州

　

税

　

合

　

計

　

国

　

税

　

地方税

　

合

　

計

ｏ≒
ｔ

　

8.5

　　

4.4

　　

12.9

　　

6.0

　　　　　　

17.3

　　

18.1

　　

4.5

　　

22.6

　　　

15.8

　　　　　

22.1

　　

18.5

　　　

…

　　　

…

　　

16

　　　　

13.8

　　

2.5

　　

16.2

　　

12.0

　　　　　　

20.1

　　

28.5

　　

3.3

　　

31.8

　　　

33.1

　　　　　　

･･･

　　　

…

　　　

…

　　　

･･･

　　

19

　　　　

22.3

　　

1.5

　　

23.8

　　

19.2

　　　　　　

24.0

　　

38.6

　　

2.9

　　

41.5

　　　

42.2

　　　　　　

･･･

　　　

…

　　　

…

　　　

…

　　

25

　　　　

16.9

　　

5.6

　　

22.4

　　

18.0

　　　　　　

24.8

　　

34.3

　　

3.1

　　

37.4

　　　

22.2

　　　　　

25.4

　　

22.4

　　

3.6

　　

26.0

　　

30

　　　　

13.4

　　

5.5

　　

18.9

　　

18.3

　　　　　　

25.5

　　

30.0

　　

3.1

　　

33.0

　　　

25.8

　　　　　

29.8

　　

21.4

　　

3.6

　　

25.0

　　

35

　　　　

13.3

　　

5.5

　　

18.9

　　

18.0

　　　　　　

26.6

　　

26.4

　　

3.7

　　

30.0

　　　

24.5

　　　　

28.5

　　

24.9

　　

3.8

　　

28.7

　　

40

　　　　

12.2

　　

5.8

　　

18.0

　　

15.8

　　　　　　

24.6

　　

27.6

　　

4.2

　　

31.8

　　　

25.8

　　　　

29.4

　　

25.4

　　

4.1

　　

29.5

　　

45

　　　　

12.7

　　

6.1

　　

18.9

　　

17.3

　　　　　　

27.5

　　

35.7

　　

4.5

　　

40.3

　　　　

･‥

　　　　　

26.2

　　

25.7

　　

2.7

　　

28.4

　　

50

　　　　

11.7

　　

6.6

　　

18.3

　　

14.4

　　　　　　

25.2

　　

31.2

　　

4.8

　　

36.0

　　

14.3

　　

9.1

　　

27.1

　　

24.8

　　

3.6

　　

28.4

　　

55

　　　　

14.2

　　

8.0

　　

22.2

　　

15.3

　　

6.1

　　

25.3

　　

34.8

　　

5.1

　　

39.8

　　

14.8

　　

9.9

　　

28.7

　　

27.4

　　

3.9

　　

31.3

　　

60

　　　　

15.0

　　

9.0

　　

24.0

　　

13.2

　　

6.3

　　

23.4

　　

36.7

　　

5.2

　　

41.9

　　

14.2

　　

9.5

　　

27.6

　　

23.6

　　

4.3

　　

27.8

平成２年度

　　

18.0

　　

9.6

　　

27.6

　　

13.3

　　

6.4

　　

24.0

　　

37.6

　　

3.8

　　

41.4

　　

13.8

　　

9.1

　　

26.4

　　

27.5

　　

5.5

　　

33.0

　　

7

　　　　　

14.7

　　

9.0

　　

23.7

　　

14.1

　　

6.7

　　

25.2

　　

36.6

　　

1.8

　　

38.5

　　

16.4

　　

11.0

　　

31.2

　　

28.8

　　

6.4

　　

35.2

　　

10

　　　　

13.5

　　

9.5

　　

23.0

　　

15.7

　　

6.6

　　

26.5

　　

37.6

　　

1.9

　　

39.4

　　

14.9

　　

10.9

　　

29.7

　　

33.3

　　

6.6

　　

39.9

　　

n

　　　　

13.2

　　

9.4

　　

22.6

　　

15.6

　　

6.6

　　

26.4

　　

37.9

　　

1.9

　　

39.8

　　

15.7

　　

11.2

　　

31.0

　　

33.7

　　

6.4

　　

40.1

　　

12

　　　　

13.9

　　

9.4

　　

23.3

　　

16.4

　　

6.7

　　

27.2

　　

39.0

　　

2.0

　　

40.9

　　

15.9

　　

11.5

　　

31.1

　　

33.7

　　

6.0

　　

39.7

　　

13

　　　　

13.6

　　

9.7

　　

23.3

　　

15.3

　　

6.8

　　

26.4

　　

38.3

　　

2.0

　　

40.3

　　

15.5

　　

11.0

　　

30.1

　　

33.4

　　

5.7

　　

39.1

　　

14

　　　　

12.6

　　

9.2

　　

21.8

　　　

…

　　　

…

　　　

…

　　　

…

　　　

…

　　　

…

　　　

…

　　　

…

　　　

●‥

　　　

…

　　　

…

　　　

…

（注）

　

１

　

日本の国税は、租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分、石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計分、電源開発促進

　　　　

対策特別会計分、道路整備特別会計分及び国債整理基金特別会計分）及び印紙収入のほか日本専売公社納付金を含む。

　　　　

２

　

財務省調べによる。

　　　　

３

　

日本以外は、暦年計数である。

第20表

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　　

市町村

　　

計（Ａ）

　

都道府県

　　

市町村

　　

計（B）（A仁漂）?C）（C?（茫〉ぎ00

　

S;:

地方道路譲与税

　　　

122,253

　　　

188,485

　　

310,738

　　

116,899

　　

180,310

　　

297,209

　　　

13,529

　　　　

4.6

　　　　

0.8

石油ガス譲与税

　　　

12,605

　　　

1,476

　　　

14,081

　　　

12,507

　　　

1,509

　　　

14,016

　　　　

65

　　　　

0.5

　　　

△1.5

特別とん譲与税

　　　　

377

　　　

10,577

　　　

10,954

　　　　

377

　　　

10,356

　　　

10,733

　　　　

221

　　　　

2.1

　　　

△2.1

自動車重量譲与税

　　　　　

－

　　　

282,136

　　

282,136

　　　　　

－

　　　

285,920

　　

285,920

　

△

　

3,784

　　　

△1.3

　　　　

0.7

航空機燃料譲与税

　　　　

3,263

　　　

13,050

　　　

16,313

　　　

3,219

　　　

12,874　　　16, 093　　　　220　　　　1.4　　　　0.9

　

合

　　　　

計

　　　　　

138,498

　　　

495,724

　　　

634,222

　　　

133,002

　　　

490,969

　　　

623,971

　　　

10,251

　　　　　

1.6

　　　　　

0.6

一資34－



その１

　

収入状況

第21表

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　

分

　　

普通交付税

　　

特別交付税

　　　　　

計

　　　　　

地方交付税

　　

増

　

減

　

額

　

増

　

減

　

率

　

一

　　　

.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（A）－（B）

　

（C）／（B）

　

這

　

；

　

鷺

　　　　　　　　　

交

　

付

　

額

　

構成比

　

交

　

付

　

額

　

構成比

　

交付額（Ａ）構成比

　

交付額（Ｂ）構成比

　　

（C）

　　　　

×100

　　　　　　

‾゛

都

　

道

　

府

　

県

　

10,639,451

　　

57.9

　　

178,368

　　

15.2

　

10,817,819

　　

55.3

　

11,075,261

　　

54.4

　

△257,442

　　

△

　

2.3

　　

△

　

6.0

市

　

町

　

村

　　

7,732,720

　

42.1

　　

994,324

　

84.8

　

8,727,044

　

44.7

　

9,274,500

　

45.6

　

△547,456

　　

△

　

5.9

　　

△

　

7.2

　

大

　

都

　

市

　　　

748,011

　　

4.1

　　　

38,108

　　

3.2

　　

786,119

　　

4.0

　　

835,917

　　

4.1

　

△

　

49,798

　　

△

　

6.0

　　

△

　

8.4

　

吋ｺ

　

核

　

市

　　

(512,785) (2.8)　　　　　　　　　　　　　　　(547,093) (2.8)　　　　　　　　　　　(20,536)　　　　　(3.9)

　　　　

゛｀

　　　　　

510,038

　　

2.8

　　　

34,309

　　

2.9

　　

544,347

　　

2.8

　　

526,557

　　

2.6

　　　

17,790

　　　　　

3.4

　　

八

　

5.4

　

4寺

　

ﾀU

　

i打

　　　

259,377

　　

1.4

　　　

28,569

　　

2.4

　　

287,947

　　

1.5

　　

229,739

　　

1.1

　　　

58,208

　　　　

25.3

　　　　

145.8

　

者

　　　　

^
(2,184,582) (11.9)　　　　　　　　　(2,586･705)　(13.2)1 (2,784,818) (13.7) (八194,440) (△　7.0)　　（△12.7)

　　

5

　　　　　　　

2,180,891

　　

11.9

　　

402,124

　　

34.3

　

2,583,015

　　

13.2

　

2,781,145

　　

13.7

　

八198,130

　　

八

　

7.1

　　

八

　

12.9

　

1

　　　　

^
(4,027,965) (21.9)　　　　　　　　　　(4,519,179) (23.1) (4,897,469) (24.1) (八381,963) (△　7.8) (△　6.5)

　　　　　　　　　　

4,034,402

　　

22.0

　　

491,214

　　

41.9

　

4,525,616

　　

23.2

　

4,901,142

　　

24.1

　

八375,526

　　

△　７.7

　　

八

　

6.5

合ヽ

　　　　

劃一

　

18,372,171

　

100.0

　　

1,172,692

　

100.0

　

19,544,863

　

100.0

　

20,349,760

　

100.0

　

乙804,897

　　

乙

　

4.0

　　

八

　

6.6

(注) １

　

市町村分の区分は、平成15年４月１日現在である。

２

　

市町村分の区分中（

　

）書きの数値は、平成13年度分は平成14年４月２日以降、平成14年度以降は平成15年４月２日以降の市町村合併及び市

　

制施行による異動後の数値である。

その２

　

普通交付税算定状況（平成14年度） (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

基準財政需要額

　　　　　　

基準財政収入額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

財

　　　

源

　

財

　　　

源

　

普

　　　

通

　

区

　　　

分

　　

財

　

源

　

不

　

財

　

源

　

超

　　　　

計

　　　　

財

　

源

　

不

　

財

　

源

　

超

　　　　

計

　　　　

超過

　

額

　

不足額

　

交付税額

　　　　　　　　

足

　

団

　

体

　

過

　

団

　

体

　　　

“

　　　　

足

　

団

　

体

　

過

　

団

　

体

　　　

”

都

　

道

　

府

　

県

　　

19,464,266

　　

1,642,699

　

21,106,965

　　

8,812,837

　　

1,714,729

　　

10,527,566

　　　

72,030

　

10,651,429

　　

10,639,451

市

　　

町

　　

村

　　

20,535,225

　　

2,896,233

　

23,431,459

　

12,789,869

　　

3,603,933

　　

16,393,802

　　　

707,700

　　

7,745,357

　　

7,732,720

　

大

　

都

　

市

　　

3,829,664

　　

1,536,374

　　

5,366,037

　　

3,079,296

　　

1,996,939

　　

5,076,234

　　　

460,565

　　　

750,368

　　　

748,011

　

中

　

核

　

市

　　

2,099,299

　　　

46,792

　　

2,146,091

　　

1,587,969

　　　

77,628

　　

1,665,597

　　　

30,836

　　　

511,330

　　　

510,038

　

特

　

例

　

市

　　

1,283,337

　　　

196,394

　　

1,479,731

　　

1,023,169

　　　

216,660

　　

1,239,829

　　　

20,265

　　　

260,167

　　　

259,377

　

都

　　　　

市

　　

6,826,235

　　　

940,233

　　

7,766,468

　　

4,641,144

　　

1,073,275

　　

5,714,419

　　　

133,043

　　

2,185,091

　　

2,180,891

　

町

　　　　

村

　　

6,496,691

　　　

176,441

　　

6,673,132

　　

2,458,291

　　　

239,431

　　

2,697,722

　　　

62,991

　　

4,038,400

　　

4,034,402

合

　　　　　

計

　　

39,999,491

　　

4,538,932

　

44,538,424

　

21,602,705

　　

5,318,662

　

26,921,368

　　　

779,730

　

18,396,786

　　

18,372,171

(注) １

２

市町村分は、一般算定分と合併算定替分とを単純に合算したものである。

特別区は、財源超過団体として大都市に含めた。その３において同じ。

その３

　

基準財政需要額及び基準財政収入額の状況 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

基準財政需要額

　　　　　

基準財政収入額

　

区

　　

分

　

基準財政

　

基準財政

　

比

　　

率

　

基準財政

　

基準財政

　

比

　　

率

　　　　　　　

需

　

要

　

額

　

収

　

入

　

額

　

（Ｂ）／（Ａ）

　

需

　

要

　

額

　

収

　

入

　

額

　

（Ｄ）／（Ｃ）

　

増

　

減

　

額

　

増

　

減

　

率

　

増

　

減

　

額

　

増

　

減

　

率

　　　　　　　　　

（A）

　　　

（B）

　　　

×100

　　　

（C）

　　　

（D）

　　　

×100

　　

（Aト（Ｃ）（Ｅ）／（Ｃ）（Ｂ）－（Ｄ）（Ｆ）／（Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｅ）

　　　

×１００

　　　

（Ｆ）

　　　

×１００

都道府県

　

21,106,965 10,527,566　　　49.9 21,806,800 11,002,458　　　50.5△699,835　　△3.2△474,892　　△4.3

市

　　

町

　　

村

　

23,431,459

　

16,393,802

　　　　

70.0

　

24,483,206

　

16,826,081

　　　　

68.7△1,051,747

　　

△

　

4.3△

　

432,279

　　

△

　

2.6

　

大

　

都

　

市

　　

5,366,037

　

5,076,234

　　　　

94.6

　

5,573,627

　

5,175, 264　　　　92. 9 △　207,590　　△　3.7△　100,030　　△　1.9

　

中

　

核

　

市

　　

2,146,091

　

1,665,597

　　　　

77.6

　

2,077,038

　

1,604,581

　　　　

77.3

　　　

69,053

　　　　

3.3

　　　

61,016

　　　　

3.8

　

特

　

例

　

市

　　

1,479,731

　

1,239,829

　　　　

83.8

　

1,259,270

　

1,058,515

　　　　

84.1

　　

220,461

　　　　

17.5

　　

181,314

　　　　

17.1

　

都

　　

市

　

7,766,468

　

5,714,419

　　　

73.6

　

8,447,594

　

6,199,594

　　　

73.4△681,126

　　

△8.1△485,175

　　

△7.8

　

町

　　　　

村

　　

6,673,132

　

2,697,722

　　　　

40.4

　

7,125,678

　

2,787,127

　　　　

39.1△

　

452,546

　　

△

　

6.4△

　

89,405

　　

△

　

3.2

合

　　　　　

計

　

44,538,424

　

26,921,368

　　　　

60. 4　46, 290, 005　27, 823, 539　　　　60. 1 △1,751,581　　△　3.8△　907,171　　△　3.3
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第21表地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

の

　

状

　

況（つづき）

その４

　

普通交付税交付･不交付団体数の状況 (単位

　

％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

交

　　　

付

　　　

不

　

交

　

付

　　　　　　　　　

交

　　　

付

　　

不

　

交

　

付

　　　　

計

　　　　

交

　　　

付

　　

不

　

交

　

付

　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減数

　

増減率

　

増減数

　

増減率

都

　

道

　

府

　

県

　　　

46

　

97.9

　　　

1

　　

2.1

　　

47

　

100.0

　　

46

　

97.9

　　　

1

　　

2.1

　　

47

　

100.0

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　　

一

市

　　

町

　　

村

　

3,114

　

96.8

　　

104

　　

3.2

　

3,218

　

100.0

　

3,131

　

97.1

　　

95

　　

2.9

　

3,226

　

100.0△

　

17△

　

0.5

　　　

9

　　

9.5

　

大

　

都

　

市

　　　

12

　

100.0

　　

－

　　

－

　　

12

　

100.0

　　

12

　

100.0

　　

－

　　

－

　　

12

　

100.0

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（1）

　　　

（1）

　　　　　　　　

（1）

　　　

（1）

　

中

　

核

　

市

　　　

29

　

96.7

　　　

1

　　

3.3

　　

30

　

100.0

　　

27

　

96.4

　　　

1

　　

3.6

　　

28

　

100.0

　　　

2

　　

7.4

　　　

－

　　　

－

　

特

　

例

　

市

　　　

31

　

83.8

　　　

6

　

16.2

　　

37

　

100.0

　　

27

　

90.0

　　　

3

　

10.0

　　

30

　

100.0

　　　

4

　　

14.8

　　　

3

　

100.0

　

都

　　　　

市

　　

551

　

92.4

　　

45

　　

7.6

　　

596

　

100.0

　　

560

　

93.0

　　

42

　　

7.0

　　

602

　

100.0△

　　

9△

　

1.6

　　　

3

　　

7.1

　

町

　　　　

村

　

2,491

　

98.0

　　

52

　　

2.0

　

2,543

　

100.0

　

2,505

　

98.1

　　

49

　　

1.9

　

2,554

　

100.0△

　

14△

　

0.6

　　　

3

　　

6.1

合

　　　　

計

　

3,160

　

96.8

　　

105

　　

3.2

　

3,265

　

100.0

　

3,177

　

97.1

　　

96

　　

2.9

　

3,273

　

100.0

　

△

　

17

　

△

　

0.5

　　　

9

　　

9.4

（注）

　

１

　

平成13年度及び平成14年度の都道府県の不交付団体は、東京都である。

　　　　

２

　

特別区は、地方交付税法第21条（都等の特例）の規定のため、大都市の下段に（

　

）外書きとしている。

その１

　

総

　　

括

第22表

　

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　

増

　　　

減

　　　

額

　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都道府県

　

市町村

　

純計額

　

都道府県

　

市町村

　

純計額

　

都道府県

　

市町村

　

純計額

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

15,556,230

　

17.822,288

　

33,378,518

　

17,406,306

　

18,142,477

　

35,548,783△1,850,076△

　

320,189△2,170,265

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　

138,498

　　

495,724

　　

634,222

　　

133,002

　　

490,969

　　

623,971

　　　

5,496

　　　

4,755

　　　

10,251

地方特例交付金

　　

237,633

　　

665,955

　　

903,588

　　

235,019

　　

666,799

　　

901,818

　　　

2,614△

　　

844

　　　

1,770

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

10,817,819

　

8,727,044

　

19,544,863

　

11,075,261

　

9,274,500

　

20,349,760△

　

257,442△

　

547,456△

　

804,897

利

　

子

　

割

　

交

　

付

　

金

　　　　　　

－

　　　

210,551

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

688,942

　　　　　

－

　　　　　

－

　

△

　

478,391

　　　　　

一

地方消費税交付金

　　　　　

－

　

1,083,730

　　　　

－

　　　　

－

　

1,233,793

　　　　

－

　　　　

－△150,063

　　　　

－

ゴルフ場利用税交付金

　　　　　

－

　　　

52,288

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

55,212

　　　　　

－

　　　　　

－

　

△

　　

2,924

　　　　　

－

特別地方消費税交付金

　　　　　

－

　　　　

188

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

482

　　　　　

－

　　　　　

－

　

△

　　

294

　　　　　

一

自動車取得税交付金

　　　　　

－

　　

285,223

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

318,039

　　　　

－

　　　　　

－△

　

32,816

　　　　　

－

軽油引取税交付金

　　　　

－

　　

107,762

　　　　

－

　　　　

－

　　

111,963

　　　　

－

　　　　

－△

　

4,201

　　　　

－

　　

小計（一般財源）

　　　

26,750,181

　

29,450,753

　

54,461,192

　

28,849,588

　

30,983,176　57, 424,333　△2,099,407△1,532,423△2,963,141

そ

　

の

　

他

　

の

　

財

　

源

　

24,714,022

　

22,345,808

　

42,709,030

　

25,112,885

　

21,954,923

　

42,579,749△

　

398,863

　　

390,885

　　　

129,281

　

歳

　

人

　

合

　

計

　　

51,464,203

　

51,796,561

　

97,170,222　53, 962,473　52, 938,099　100,004,082△2,498,270　△1,141,538△2,833,860

一資36－



その２

　

市町村

第22表

　

一

　　

般

　

財

　　

源

　　

の

　　

状

　　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　

中

　　

核

　　

市

　　　

特

　　

例

　　

市

　　　

都

　　　　　

市

　　　

町

　　　　　

村

　　　

特

　　

別

　　

区

　

区

　　

分

　　　　　　

決算額

　

構成比増減率

　

決算額

　

構成比増減率

　

決算額

　

構成比増減率

　

決算額

　

構成比増減率

　

決算額

　

構成比増減率

　

決算額

　

構成比増減率

地

　

方

　

税

　

3,768,178

　

38.6△2.6 2,024,132　43.0　4.8 1,510,122　45.9　17.9 6,875,832　40.3△6.6 2,844,283　21,4△2.1　799,742　29,4　0,8

地方譲与税

　　

66,107

　

0.7

　

1.6

　　

41,752

　

H

　

8.0

　　

30,204

　

0.9

　

19.6

　

169,429

　

1.0△3.1

　

171,138

　

0

　

0.6

　　

17,095

　

0.6

　

0.8

t方

4寸

特2

　

130,707

　

1,3△0.0

　

70,695

　

1.5

　

6,5

　

55,587

　

1.7

　

19,5

　

250,557

　

1.5△5.5

　

92,649

　

0.7△1.8

　

65,760

　

2.4

　

3.4

地方交付税

　　

786,119

　

8.1△6.0

　

547,093

　

11.6

　

3.9

　

287,947

　

8.7

　

25.3 2,586,705　15.1△7,1 4,519,179　34,0△7,7　　　－　　－　　一

利子割交付金

　　

34,454

　

0.4△70.3

　　

23,447

　

0.5△69,6

　　

18,220

　

0.6△63.6

　　

79,573

　

0.5△71.0

　　

33,555

　

0.3△71.2

　　

21,302

　

0.8△61,4

t悶悶

　

182,131

　　

1.9△12,3

　

113,157

　

2.4△7.3

　　

83,824

　

2.5

　

5.1

　

395,871

　

2.3△15.9

　

200,606

　

1,5△12,9

　

108,141

　

4.0△12.3

吉樅

　　

1,994

　

0,0△6.3

　　

2,243

　

0.0

　

8,3

　　

1,742

　

0.1

　

25.2

　　

19,299

　

0.1△8.1

　　

26,927

　

0,2△5,7

　　　

82

　

0.0

　

2.5

;男ﾂ97

　

0.0△59.9

　　　

26

　

0.0△59,4

　　　

15

　

0,0△42.3

　　　

57

　

0.0△61.0

　　　

16

　

0.0△72.9

　　　

－

　　

－

　　

－

果動劈得:

　

47,376

　

0.5△8.0

　

20,651

　

0.4△5.0

　

18,026

　

0.5 14.5　99,200 0.6△14.1　82,971　0.6△12,2　16,999　0.6△11.5

7悶悶

　

107,762

　

1.1△3.8

　　　

－

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　

(

片品

)

　　

5,124,902

　

52.5△4.9 2,843,196　60.4　2.1 2,005,687　60.9　16.0 10,476,523　61.3△8.7 7,971,324　60.0△6.6 1,029,121　37.9△4,0

そび)他び)財源

　

4,632,189

　

47.5

　

1.9 1,863,901　39.6　7.0 1,287,223　39.1　21.7 6,603,984　38.7八1.7 5,323,616　40.0　3.7 1,689,056　62.1八4.8

　

歳入合計

　　

9,757,091

　

100.0△1.8 4,707,097　100.0　4.0 3,292,910　100.0　18.117,080,507　100.0△6.1 13,294,940　100.0△Z8 2,718,177　100.0△4.5

その１

　

純

　　

計

第23表

　

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　

の

　　

推

　　

移

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　

地

　

方

　

税

　　　　　

地方譲与税

　　　　　

地方特例交付金

　　　　　

地方交付税

　　　　　

合

　　　　

計

　

ｇ

　

゛
i央算ｌｎ４鷲叢決算Ｓｎ笛蟹1トＸ額撒笛讐訃に額ｎ笛警1: ｉ算額nM警斐

昭和36年度

　　

906,475

　

100

　　

21.8

　　

45,449

　

100

　　

25.7

　　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

401,704

　

I〔x〕

　　

29.2

　

1,353,628

　

100

　　

24.0

平成８年度

　

35,093,735

　

3,871

　　　

4.2

　

1,996,955 4,394　　　3.0　　　　－　　－　　　－　16,889,102 4,204　　　4.6 53,979,792　3,988　　　4.3

　　

9

　　　

36,155,510 3,989　　3.0　1,080,532 2,377　△45.9　　　－　　－　　　－　17,127,557 4,264　　1.4 54,363,598 4,016　　0.7

　　

10

　　

35,922,183 3,963　△0.6　595,210 1,310　△赫.9　　　－　　－　　　- 18,048,865 4,493　　5.4 54,566,259 4,031　　0.4

　　

11

　　　

35,026,119 3,864　△2.5　608,905 1,340　　2･3　639,860　　－　　皆増20,864,236 5,194　　15.6 57,139,120 4,221　　4.7

　　

12

　　　

35,546,434

　

3,921

　　　

1.5

　　

520,177

　

1,365

　　　

1.9

　　

914,014

　　

－

　　

42.8 21,776,420　5,421　　　4.4 58,857,045　4,348　　　3.0

　　

13

　　　

35,548,783

　

3,922

　　　

0,0

　　

623,971

　

1,373

　　　

0.6

　　

901･818

　　

‾

　

△1.3 20,349,760　5,066　△6.6 57,424,333　4,242　△2.4

　　

14

　　　

33,378,518

　

3,682

　

△6.1

　　

634,222

　

1,395

　　　

1.6

　　

903,588

　　

－

　　　

0,2

　

19,544,863

　

4,865

　

△4.0 64,461,192　4,023　△5.2
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その２

　

都道府県

第23表

　

一 般

　　

財 源

　　

の 推

　　

移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

地

　

方

　

税

　　　　　

地方譲与税

　　　　　

地方特例交付金

　　　　　

地方交付税

　　　　　

合

　　　　

計

　

区

　　

分

　

決算額

　

指数4讐叢決算額

　

指数4娶:決算額

　

指数4讐叢決算額

　

指数4娶:決算額

　

指数;警：

昭和36年度

　　

497,725

　

100

　　

26.1

　　

43,939

　

100

　

25.7

　　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

267,744

　

100

　　

26.8

　　

309,408

　

100

　　

26.3

平成８年度

　

16,608,265 3,337　　　5,6　　895,964　2,039　　　2.9　　　　－　　－　　　－　8,862,808 3,310　　　5.1　26,357,037　3,258　　　5,3

　　

9

　　　

16,872,602 3,390　　　1.6　　394,501　898　△56.0　　　　－　　－　　　－　8,777,054 3,278　△1.0 26,044,157　3,218　△1,2

　　

10

　　　

17,237,391

　

3,463

　　　

2.2

　　

128,611

　

293

　

△67.4

　　　　

－

　　

－

　　　

－

　

9,272,814

　

3,463

　　　

5.6 26,638,816　3,291　　　Z3

　　

11

　　　

16,432,987 3,302　△4,7　　130,661　297　　　1.6　　142,188　100　　皆増　11,132,308 4,158　　20j　27,838,145　3,439　　　4.5

　　

12

　　　

17,456,122

　

3,507

　　　

6.2

　　

132,292

　

301

　　　

1.2

　　

251,731

　

177

　　

77.0

　

11,782,870 4,401　　　5.8 29,623,015　3,660　　　6.4

　　

13

　　　

17,406,306 3,497　△0.3　　133,002　303　　　0.5　　235,019　165　△6.6 11,075,261　4,137　△6.0 28,849,588　3,564　△2.6

　　

14

　　　

15,556,230 3,125　△10.6　　138,498　315　　　4,1　　237,633　167　　　1.1　10,817,819 4,040　△2.3 26,750,181　3,305　△7.3

（注）地方特例交付金については、平成l1年度を100として指数を算出している。

その３

　

市町村 (単位

　

百万円・％)

　　　　　

地

　

方

　

税

　　　　　

地方譲与税

　　　　

地方特例交付金

　　　　

地方交付税

　　　　　

そ

　

の

　

他

　　　　　

合

　　　　

計

区分

　　　　　　　　

対前

　　　　　　　　

対前

　　　　　　　　

対前

　　　　　　　　

対前

　　　　　　　　

対前

　　　　　　　　

対前

　　　

決算額

　

指数年度

　

決算額

　

指数年度

　

決算額

　

指数年度

　

決算額

　

指数年度決算額

　

指数年度決算額

　

指数年度

　　　　　　　　　　

増減率

　　　　　　　　

増減率

　　　　　　　　

増減率

　　　　　　　　

増減率

　　　　　　　　

増減率

　　　　　　　　

増減率

U

　

408,750

　　

100

　

16,9

　　

1,510

　　

100

　

23.8

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

133,960

　　

100

　

34,2

　　

1,501 100　58.0　545,721　　100　20.8

で

年

:

　

18,485,470

　

4,522

　　

3.0

　

1,100,991

　

72,913

　　

3.0

　　　

－

　　

－

　　

－

　

8,026,294

　

5,992

　　

4.0

　

926,046 61,695△17.1 28,538,802　5,230　　Z5

　

9

　　

19,282,908

　

4,718

　　

4.3

　

686,030 45,432△37,7　　　－　　－　　－　8,350,504　6,234　　4.0　1,140,124　75,958　23.1 29,459,566　5,398　　3,2

　

10

　

18,684,792

　

4,571△3.1

　

466,599 30,901△32.0　　　－　　－　　－　8,776,051　6,551　　5.1　2,044,206 136,190　79.3 29,971,648　5,492　　1.7

　

11

　

18,593,132

　

4,549△0.5

　

478,244 31,672　　2.5　497,672　1匯)皆増　9,731,928　7,265　10.9　1,933,642 128,824△5.4 31,234,617　5,724　,4.2

　

12

　

18,090,312

　

4,426△2,7

　

487,884 32,310　　2,0　662,283　　133　33.1　9,993,551　7,460　　2,7　2,419,814 161,213　25.1 31,653,845　5,800　　1,3

　

13

　　

18,142,477

　

4,439

　　

0.3

　　

490,969 32,515　　0,6　666,799　　134　　0.7　9,274,500　6,923△7.2　2,408,431 160,455△0,5 30,983,176　5,677△2,1

　

14

　　

17,822,288

　

4,360△1.8

　

495,724 32,829　1.0　665,955　134△0.1　8,727,044　6,515△5j　1,739,742 115,906△27.8 29,450,753　5,397△4,9

（注）「その他」は、利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金及び軽油引取税交付金で

　　　

ある。
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その１

　

都道府県

第24表

　

一般財源の人口１人当たり額の状況

(単位

　

円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　

一

　　

般

　　

財

　　

源

グループ

　　　

区

　　　　　

分

　　　　

翼ぺ

　

歳入構成比

　　

言に

　

歳入構成比

　　

特に

　

歳入構成比

　　　　　　

愛

　　　

知

　　　

県

　　　　　　

125,475

　　　　　　

42.8

　　　　　

18,862

　　　　　　　

6.4

　　　　　

145,671　　　　　　49.7

　

B1

　　

1
神

　　

奈

　　

川

　　

県

　　　　　　

89,326

　　　　　　　

48.0

　　　　　　　

17,307　　　　　　　9.3　　　　　107,881　　　　　　58.0

　　　　　　

大

　　　

阪

　　　

府

　　　　　　

101,142

　　　　　　

33.9

　　　　　

39,227

　　　　　　

13.2

　　　　　

141,505

　　　　　　

47.4

　　　　　　　

（平

　　　　　　

均）

　　　　　

104.007

　　　　　　

40.4

　　　　　

25,590

　　　　　　

10.0

　　　　　

130,830

　　　　　　

50.9

　　　　　　

静

　　　

岡

　　　

県

　　　　　　

102,957

　　　　　　

33.6

　　　　　

54,367

　　　　　　

17.8

　　　　　

159,204

　　　　　　

52.0

　　　　　　

干

　　　

葉

　　　

県

　　　　　　

80,806

　　　　　　

32.8

　　　　　

44,479

　　　　　　

18.1

　　　　　

126,858

　　　　　　

51.5

　

B2

　　　

埼

　　　

王

　　　

県

　　　　　　

78,021

　　　　　　

33.6

　　　　　

44,512

　　　　　　

19.2

　　　　　

124,310

　　　　　　

53.6

　　　　　

1

福

　　　

岡

　　　

県

　　　　　　

79,424

　　　　　　

27.2

　　　　　

66,512

　　　　　　

22.8

　　　　　

147,415

　　　　　　

50.4

　　　　　　

茨

　　　

城

　　　

県

　　　　　　

90,007　　　　　　25.5　　　　　74,740　　　　　　21.2　　　　　166, 680　　　　　　47.2

　　　　　　　

（平

　　　　　　

均）

　　　　　　

84,238

　　　　　　

30.8

　　　　　

54,128

　　　　　　

19.8

　　　　　

140,068

　　　　　　

51.2

　　　　　　

京

　　　

都

　　　

府

　　　　　　

83,152

　　　　　　

27.1

　　　　　

79,355

　　　　　　

25.9

　　　　　

163,876

　　　　　　

53.4

　　　　　　

兵

　　　

庫

　　　

県

　　　　　　

78,922

　　　　　　

22.1

　　　　　

77,798

　　　　　　

21.8

　　　　　

158,363

　　　　　　

44.3

　　　　　　

群

　　　

馬

　　　

県

　　　　　　

91,946

　　　　　　

24.5

　　　　　

88,823

　　　　　　

23.7

　　　　　

182,829

　　　　　　

48.7

　　　　　　

栃

　　　

木

　　　

県

　　　　　　

95,084

　　　　　　

23.6

　　　　　

92,385

　　　　　　

22.9

　　　　　

189,591　　　　　　47.0

　　　　　　

宮

　　　

城

　　　

県

　　　　　　

88,321

　　　　　　

26.3

　　　　　

89,040

　　　　　　

26.5

　　　　　

178,958

　　　　　　

53.3

　

C

　　　

三

　　　　

重

　　　

県

　　　　　　

96,017

　　　　　　

24.5

　　　　　

101,881

　　　　　　

26.0

　　　　　

200,059

　　　　　　

51.0

　　　　　　

広

　　　

島

　　　

県

　　　　　　

81,952

　　　　　　

22.8

　　　　　

89,377

　　　　　　

24.8

　　　　　

173,303

　　　　　　

48.1

　　　　　　

滋

　　　

賀

　　　

県

　　　　　　

89,423

　　　　　　

21.9

　　　　　

100,876

　　　　　　

24.7

　　　　　

192,159

　　　　　　

47.1

　　　　　

|

岐

　　　

阜

　　　

県

　　　　　　

86,460

　　　　　　

21.2

　　　　　

102,226

　　　　　　

25.0

　　　　　

191,128

　　　　　　

46.8

　　　　　　

長

　　　

野

　　　

県

　　　　　　

88,090

　　　　　　

20.6

　　　　　

118,456

　　　　　　

27.7

　　　　　

209,056

　　　　　　

48.9

　　　　　　　

（平

　　　　　　

均）

　　　　　　

86,250

　　　　　　

23.2

　　　　　

91,142

　　　　　　

24.5

　　　　　

179,307

　　　　　　

48.3

　　　　　　

岡

　　　

山

　　　

県

　　　　　　

80,626

　　　　　　

20.9

　　　　　

113,113

　　　　　　

29.4

　　　　　

196,149

　　　　　　

50.9

　　　　　　

福

　　　

島

　　　

県

　　　　　　

87,371

　　　　　　

19.4

　　　　　

124,886

　　　　　　

27.7

　　　　　

214,560

　　　　　　

47.6

　　　　　　

石

　　　

川

　　　

県

　　　　　　

93,804

　　　　　　

17.8

　　　　　

138,816

　　　　　　

26.4

　　　　　

235,018　　　　　　44.7

　　　　　　

新

　　　

潟

　　　

県

　　　　　　

87,042

　　　　　　

17.2

　　　　　

135,673

　　　　　　

26.8

　　　　　

225,291

　　　　　　

44.5

　　　　　　

香

　　　

川

　　　

県

　　　　　　

85,856

　　　　　　

17.9

　　　　　

140,607

　　　　　　

29.0

　　　　　

229,753

　　　　　　

47.4

　　　　　　

山

　　　

口

　　　

県

　　　　　　

83,433

　　　　　　

16.4

　　　　　

142,203

　　　　　　

27.9

　　　　　

228,177

　　　　　　

44.8

　

D

　　　

北

　　　

海

　　　

道

　　　　　　

83,965

　　　　　　

16.7

　　　　　

140,564

　　　　　　

28.0

　　　　　

227,422

　　　　　　

45.3

　　　　　　

富

　　　

山

　　　

県

　　　　　　

89,022

　　　　　　

17.5

　　　　　

155,530　　　　　　30.6　　　　　247,443　　　　　　48.7

　　　　　　

福

　　　

井

　　　

県

　　　　　　

108,737

　　　

’

　　

17.3

　　　　　

185,075

　　　　　　

29.4

　　　　　

296,404

　　　　　　

47.1

　　　　　　

奈

　　　

良

　　　

県

　　　　　　

64,499

　　　　　　

17.9

　　　　　

123,215

　　　　　　

34.3

　　　　　

189,755

　　　　　　

52.8

　　　　　　

山

　　　

梨

　　　

県

　　　　　　

89,509　　　　　　15.3　　　　　177,654　　　　　　30.3　　　　　269,355　　　　　　45.9

　　　　　　

愛

　　　

媛

　　　

県

　　　　　　

73,787

　　　　　　

15.4

　　　　　

141,313

　　　　　　

29.5　　　　　217,504　　　　　　45.5

　　　　　　

熊

　　　

本

　　　

県

　　　　　　

69,613

　　　　　　

16.1

　　　　　

140,247

　　　　　　

32.5

　　　　　

212,024

　　　　　　

49.1

　　　　　　　

（平

　　　　　　

均）

　　　　　　

83,240

　　　　　　

17.3　　　　　139,007　　　　　　28.9　　　　　224,762　　　　　　46.7

　　　　　　

山

　　　

形

　　　

県

　　　　　　

74,309

　　　　　　

14.3

　　　　　

178,584

　　　　　　

34.5　　　　　255,907　　　　　　49.4

　　　　　　

佐

　　　

賀

　　　

県

　　　　　　

80,643

　　　　　　

15.5

　　　　　

184,548

　　　　　　

35.4

　　　　　

267,131

　　　　　　

51.2

　　　　　　

大

　　　

分

　　　

県

　　　　　　

71,970

　　　　　　

13.2

　　　　　

177,342

　　　　　　

32.5

　　　　　

251,952

　　　　　　

46.2

　　　　　　

鹿

　　

児

　　

島

　　

県

　　　　　　

67,564

　　　　　　

12.3

　　　　　

173,999　　　　　　31. 7　　　　　243,972　　　　　　44. 5

　　　　　　

徳

　　　

島

　　　

県

　　　　　　

87,105

　　　　　　

12.3　　　　　202,248　　　　　　28.5　　　　　291,885　　　　　　41.1

　　　　　　

岩

　　　

手

　　　

県

　　　　　　

74,760

　　　　　　

11.9　　　　　194,923　　　　　　30. 9　　　　　272,798　　　　　　43.3

　　　　　　

青

　　　

森

　　　

県

　　　　　　

74,739

　　　　　　

12.5　　　　　176,721　　　　　　29.6　　　　　253,823　　　　　　42.6

　

E

　　　

宮

　　　

崎

　　　

県

　　　　　　

67,548

　　　　　　

12,1　　　　　184,745　　　　　　33. 1　　　　　254,932　　　　　　45.7

　　　　　　

和

　　

歌

　　

山

　　

県

　　　　　　

69,696

　　　　　　

13.7

　　　　　

185,701

　　　　　　

36.6

　　　　　

257,748

　　　　　　

50.8

　　　　　　

沖

　　　

縄

　　　

県

　　　　　　

60,157

　　　　　　

12.6

　　　　　

155,362

　　　　　　

32.5

　　　　　

216,444

　　　　　　

45.2

　　　　　　

秋

　　　

田

　　　

県

　　　　　　

70,802

　　　　　　

11.2

　　　　　

206,036

　　　　　　

32.7

　　　　　

279,654

　　　　　　

44.4

　　　　　　

長

　　　

崎

　　　

県

　　　　　　

61,985

　　　　　　

12.0

　　　　　

176,649

　　　　　　

34.1

　　　　　

240,570

　　　　　　

46.5

　　　　　　

鳥

　　　

取

　　　

県

　　　　　　

77,157

　　　　　　

10.8　　　　　248,423　　　　　　34.8　　　　　328,995　　　　　　46.0

　　　　　　

島

　　　

根

　　　

県

　　　　　　

77,325

　　　　　　　

8.9

　　　　　

273,738

　　　　　　

31.4

　　　　　

354,738

　　　　　　

40.5

　　　　　　

高

　　　

知

　　　

県

　　　　　　

68,222

　　　　　　

10.0

　　　　　

247,817

　　　　　　

36.2

　　　　　

319,487

　　　　　　

46.6

　　　　　　　

（平

　　　　　　

均）

　　　　　　

71,236

　　　　　　

12.2

　　　　　

191,260

　　　　　　

32.7

　　　　　

265,022　　　　　　45.3

　

F

　　　

東

　　　

京

　　　

都

　　　　　　

258,955

　　　　　　

59.4

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　

271,749

　　　　　　

62.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(176,972)

　　　　

（50.0）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(189,767)

　　　　

(53.6)

　

総

　　

東京都を含む

　　　　

102,987

　　　　

26.7

　　　　

85,389　　　　22.1　　　191,345　　　　49.5

　

旱

　

｜

　　　　　　　　　　

(95,224)

　　

(25.1)

　　　　　　　　　　　　　　

(183,582)

　　

{48.5)

　

均

　　

東京都を含まず

　　　　　

86,673

　　　　　

22.7

　　　　

94,321

　　　　　

24.7

　　　　

182,935

　　　　　

48.0

（注）

　

１ グループの分類は次による。 グループ

　　

Bi

　　　

Ｂ２

　　　

Ｃ

　　　　

Ｄ

　　　　

Ｅ

財政力

　

0.7～1.0

　

0.5～0.7

　

0.4～0.5

　

0.3～0.4

　

0.3未満
指

　

数の団体の団体の団体の団体の団体

2 (1)地方税の額は、東京都以外の団体については利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車

　　　

取得税交付金、軽油引取税交付金（以下「６交付金」という｡）として市町村に交付する額を除いたものである。

　

（２）東京都の地方税については、上記６交付金のほかに特別区財政調整交付金を除き、特別区財政調整納付金を加えたものである。

　　　　

なお、（

　

）内の数値は、東京都の地方税に都が徴収した市町村税相当額が含まれていることを考慮し、上記６交付金のほかに当該市町

　　　

村税相当額を除いたものを計上している。

３

　

人口１人当たり額は、平成15年３月31日現在住民基本台帳登載人口で除して得た額である。その２において同じ。
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その２

　

(１)

　　

ア

市町村

類型区分の状況

都

　　

市

第24表

　

一般財源の人口１人当たり額の状況（つづき）

　　　　　　　　　　　　

産

　

業

　

構

　

造

　　　　　　

ｎ次，Ⅲ次

　　　　　　　　　　

ｎ次，Ⅲ次85％

　　　　　　　　　

n次，Ⅲ次

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

95％

　

以

　

上

　　　　　　　　　

以上95％未満

　　　　　　　　　　

85％

　

未

　

満

　　　　　　　　　　

類

　　　　　　　　　

Ⅲ次65％

　　

Ⅲ次65％

　　

ｍ次55％

　　

Ⅲ次55％

　　

Ⅲ次50％

　　

Ⅲ次50％

　　　　　　　　　　　　　　

型

　　　　　　　

以

　　　

上

　　　

未

　　　

満

　　　

以

　　　

上

　　　

未

　　　

満

　　　

以

　　　

上

　　　

未

　　　

満

人

　　

□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５

　　　　　　　

４

　　　　　　　

３

　　　　　　　

２

　　　　　　　

１

　　　　　　　

０

　

35,000人未満

　　　　　　　　　　　

０

　　　　

０－５

　　　　　

０－４

　　　　　

０－３

　　　　　

０－２

　　　　　

０－１

　　　　　

０－０

　　　　

人以上

　　　　　　

人未満

　

35,000

　　

～

　　　

55,000

　　　　　

I

　　　　

I－5

　　　　　

1－4

　　　　　

I－3

　　　　　

1－2

　　　　　

1－1

　　　　　

1－0

　

55,000

　　

～

　　　

80,000

　　　　　

Ⅱ

　　　　

n－5

　　　　　

n－4

　　　　　

n－3

　　　　　

n－2

　　　　　　

※

　　　　　　　

※

　

80,000

　　

～

　　

130,000

　　　　　

Ⅲ

　　　

ｍ－5

　　　　　

Ⅲ－4

　　　　　

m－3

　　　　　

Ⅲ－2

　　　　　　

※

　　　　　　　

※

130,000

　　

～

　　

230,000

　　　　　

N

　　　

IV- 5　　　　　Ⅳ－4　　　　　IV-3　　　　　IV-2　　　　　　※　　　　　　　※

230,000

　　

～

　　

430,000

　　　　　

V

　　　

V－5

　　　　　

V－4

　　　　　

V－3

　　　　　　

※

　　　　　　　

※

　　　　　　　

※

430,000人以上

　　　　　　　　　　　

Ⅵ

　　　

VI-5

　　　　　

VI-4

　　　　　　

※

　　　　　　　

※

　　　　　　　

※

　　　　　　　

※

（注）

　

人口及び産業構造は、平成12年国勢調査による。

イ

　

町

　　

村

　　　　　　　　　　　　　

産

　

業

　

構

　

造

　　　　　　

ｎ次，Ⅲ次85％以上

　　　　　　　

Ⅱ次，Ⅲ次

　　　　

ｎ次，Ⅲ次

　　　　

ｎ次，ｍ次

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅲ次55％

　　　　

ｍ次55％

　　　　

75％以上

　　　　　

65％以上

　　　　　　　

○

　

｀

　　　　　　　　　　

類

　　　　　　　　　　　

以

　　　

上

　　　　

未

　　　

満

　　　　　

85％未満

　　　　　

75％未満

　　　　　

65妬未満

　　　　　　　　　　　　　　

型

人

　　

□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４

　　　　　　　　　

３

　　　　　　　　　

２

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

０

　

3,500人未満

　　　　　　　　　　　

０

　　　　

０－４

　　　　　　　

０－３

　　　　　　　

０－２

　　　　　　　

０－１

　　　　　　　

０－０

　　　　

人以上

　　　　　　

人未満

　

3,500

　　

～

　　　

5,500

　　　　　

1

　　　　

I－4

　　　　　　　

1－3

　　　　　　　

1－2

　　　　　　　

1－1

　　　　　　　

1－0

　

5,500

　　

～

　　　

8,000

　　　　　

n

　　　　

Ⅱ－4

　　　　　　　

Ⅱ－3

　　　　　　　

n－2

　　　　　　　

n- 1　　　　　　　Ⅱ－0

　

8,000

　　

～

　　　

13,000

　　　　　

Ⅲ

　　　　

Ⅲ－4

　　　　　　　

Ⅲ－3

　　　　　　　

Ⅲ－2

　　　　　　　

Ⅲ－1

　　　　　　　

Ⅲ－0

　

13,000

　　

～

　　　

18,000

　　　　　

Ⅳ

　　　　

IV-4

　　　　　　　

IV-3

　　　　　　　

IV-2

　　　　　　　

IV- 1　　　　　　　Ⅳ－0

　

18,000

　　

～

　　　

23,000

　　　　　

V

　　　　

V－4

　　　　　　　

V－3

　　　　　　　

V－2

　　　　　　　

V－1

　　　　　　　

V－0

　

23,000

　　

～

　　　

28,000

　　　　　

VI

　　　　

VI-4

　　　　　　

VI-3

　　　　　　

Ⅵ－2

　　　　　　　　

※

　　　　　　　　

※

　

28,000

　　

～

　　　

35,000

　　　　　

Ⅶ

　　　　

Ⅶ－4

　　　　　　　

Ⅶ－3

　　　　　　　

Ⅶ－2

　　　　　　　　

※

　　　　　　　　

※

　

35,000人以上

　　　　　　　　　　　

可

　　　　

珊－４

　　　　　　

ＶⅢ－３

　　　　　　

Ⅷ－２

　　　　　　　　

※

　　　　　　　　

※

一資40－



その２

　

(２)

村
市

町市
都

(つづき)

第24表

　

一般財源の人口１人当たり額の状況（つづき）

(単位

　

円

　

％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　

一

　　

般

　　

財

　　

源

類

　　　　　

型

　　　　

人口１人

　　

歳

　　　

人

　　

人口１人

　　

歳

　　　

入

　　　

人口１人

　　　

歳

　　　　

入

　　　　　　　　　　　　　

当たり額

　　　

構

　

成

　

比

　　　

当たり額

　　　

構

　

成

　

比

　　　

当たり額

　　

構

　

成

　

比

　　　

O－0

　　　　　　　　　　

81,567

　　　　　　　

15.9

　　　　　　

191,449

　　　　　　　

37.4

　　　　　　

293,792

　　　　　　　

57.3

　　　

0－1

　　　　　　　　　　

89,792

　　　　　　　

17.0

　　　　　　

193,398

　　　　　　　

36.6

　　　　　　

304,018

　　　　　　　

57.5

　　　

0 －2　　　　　　　　　　106,486　　　　　　　23.0　　　　　　142,409　　　　　　　30.8　　　　　　270,445　　　　　　　58.5

　　　

O －3　　　　　　　　　　107,539　　　　　　　22.0　　　　　　161,448　　　　　　　33.0　　　　　　289,772　　　　　　　59.2

　　　

0 －4　　　　　　　　　　152,882　　　　　　　34.6　　　　　　87,218　　　　　　　19.7　　　　　　261,126　　　　　　　59.1

　　　

O－5

　　　　　　　　　　

99,531

　　　　　　　

17.4

　　　　　　

193,884

　　　　　　　

33.8

　　　　　　

313,455

　　　　　　　

54.7

　　　

I － 0　　　　　　　　　　107,068　　　　　　　27.2　　　　　　124,000　　　　　　　31.4　　　　　　251,435　　　　　　　63.8

　　　

I－1

　　　　　　　　　　　　

95,971

　　　　　　　

22.0

　　　　　　

136,116

　　　　　　　　　

31.2

　　　　　　　

251,972

　　　　　　　

57.8

　　　

1－ 2　　　　　　　　　　120,868　　　　　　　31.8　　　　　　91,066　　　　　　　　　23.9　　　　　　　233,844　　　　　　　61.5

　　　

1－ 3　　　　　　　　　　111,932　　　　　　　28.0　　　　　　104,014　　　　　　　　26.0　　　　　　235,601　　　　　　　58.8

　　　

I － 4　　　　　　　　　　147,795　　　　　　　40.4　　　　　　58,727　　　　　　　16.0　　　　　　228,028　　　　　　　　　62.3

　　　

1－ 5　　　　　　　　　　123,743　　　　　　　29.4　　　　　　94,982　　　　　　　　　22.6　　　　　　　236,700　　　　　　　56.3

　　　

n －2　　　　　　　　　　143,359　　　　　　　39.0　　　　　　61,179　　　　　　　16.7　　　　　　226,458　　　　　　　　　61.7

　　　

n －3　　　　　　　　　　119,015　　　　　　　32.4　　　　　　80,506　　　　　　　　　21.9　　　　　　　219,152　　　　　　　59.7

　　　

n －4　　　　　　　　　　132,681　　　　　　　39.6　　　　　　55,930　　　　　　　16.7　　　　　　209,183　　　　　　　　　62.5

　　　

n －5　　　　　　　　　　146,034　　　　　　　45.9　　　　　　35,185　　　　　　　11.1　　　　　　200,888　　　　　　　63.2

　　　

Ⅲ－2

　　　　　　　　　　

143,311

　　　　　　　

41.2

　　　　　　

43,267

　　　　　　　

12.4

　　　　　　

209,736

　　　　　　　

60.3

　　　

Ⅲ－3

　　　　　　　　　　

131,039

　　　　　　　

36.7

　　　　　　

63,809

　　　　　　　

17.9

　　　　　　

215,738

　　　　　　　

60.5

　　　

Ⅲ－4

　　　　　　　　　　

141,029

　　　　　　　

43.4

　　　　　　

39,570

　　　　　　　

12.2

　　　　　　

201,183

　　　　　　　

61.9

　　　

Ⅲ－5

　　　　　　　　　　

138,826

　　　　　　　

42.7

　　　　　　

38,052

　　　　　　　

11.7

　　　　　　

196,278

　　　　　　　

60.4

　　　

IV- 3　　　　　　　　　　138,800　　　　　　　36.8　　　　　　50,809　　　　　　　13.5　　　　　　211,695　　　　　　　56.1

　　　

IV- 4　　　　　　　　　　151,178　　　　　　　47.0　　　　　　28,859　　　　　　　　9.0　　　　　　201,220　　　　　　　62.5

　　　

IV- 5　　　　　　　　　　155,230　　　　　　　47.9　　　　　　24,674　　　　　　　　7.6　　　　　　200,921　　　　　　　62.0

　　　

W －3　　　　　　　　　　160,915　　　　　　　50.7　　　　　　26,048　　　　　　　　8.2　　　　　　208,765　　　　　　　65.7

　　　

V －4　　　　　　　　　　156,925　　　　　　　57.9　　　　　　　5,309　　　　　　　　2.0　　　　　　183,640　　　　　　　67.8

　　　

V－ 5　　　　　　　　　　145,713　　　　　　　49.2　　　　　　23,268　　　　　　　　7.9　　　　　　188,304　　　　　　　63.6

　　　

VI- 5 160,759　　　　　　　57.0　　　　　　　6,096　　　　　　　　2.2　　　　　　186,632　　　　　　　66.1
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その２

　

(３)

市町村（つづき）

町

　　

村

第24表

　

一般財源の人口１人当たり額の状況（つづき）

(単位

　

円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　

一

　　

般

　　

財

　　

源

類

　　　　　

型

　　　　

人口１人

　　

歳

　　　

入

　　

人口１人

　　　

歳

　　　

入

　　　

人口１人

　　

歳

　　　

入

　　　　　　　　　　　　

当たり額

　　

構

　

成

　

比

　　　

当たり額

　　　

構

　

成

　

比

　　　

当たり額

　　　

構

　

成

　

比

　　

O－0

　　　　　　　　　　

71,949

　　　　　　　　

5.7

　　　　　　

578,354

　　　　　　　

45.9

　　　　　　

685,384

　　　　　　　

54.3

　　

O－1

　　　　　　　　　　

84,369

　　　　　　　　

6.5

　　　　　　

589,365

　　　　　　　

45.6

　　　　　　

707,560

　　　　　　　

54.7

　　

O－2

　　　　　　　　　　

85,894

　　　　　　　　

6.9

　　　　　　

555,076

　　　　　　　

45.6

　　　　　　

680,928

　　　　　　　

54.9

　　

O－3

　　　　　　　　　　

130,908

　　　　　　　

10.4

　　　　　　

504,654

　　　　　　　

40.0

　　　　　　

663,954

　　　　　　　

52.6

　　

O － 4　　　　　　　　　　172,125　　　　　　　11.5　　　　　　549,598　　　　　　　36.8　　　　　　753,147　　　　　　　50.4

　　

I－0

　　　　　　　　　　

74,820

　　　　　　　　

7.8

　　　　　　

439,278

　　　　　　　

46.0

　　　　　　

541,955

　　　　　　　

56.8

　　

I－1

　　　　　　　　　　

77,209

　　　　　　　　

8.9

　　　　　　

389,097

　　　　　　　

44.8

　　　　　　

493,255

　　　　　　　

56.8

　　

I－2

　　　　　　　　　　

82,776

　　　　　　　　

9.7

　　　　　　

370,518

　　　　　　　

43.4

　　　　　　

479,323

　　　　　　　

56.1

　　

I－3

　　　　　　　　　　

115,891

　　　　　　　

15.7

　　　　　　

299,906

　　　　　　　

40.7

　　　　　　

441,318

　　　　　　　

59.8

　　

I － 4　　　　　　　　　　130,046　　　　　　　16.1　　　　　　324,237　　　　　　　40.1　　　　　　478,162　　　　　　　59.1

　　

n－0

　　　　　　　　　　

71,905

　　　　　　　　

9.2

　　　　　　

347,271

　　　　　　　

44.6

　　　　　　

445,873

　　　　　　　

57.2

　　

n－1

　　　　　　　　　　

82,784

　　　　　　　

11.7

　　　　　　

312,981

　　　　　　　

44.1

　　　　　　

421,038

　　　　　　　

59.3

　　

n－2

　　　　　　　　　　

84,556

　　　　　　　

13.1

　　　　　　

279,008

　　　　　　　

43.3

　　　　　　

387,084

　　　　　　　

60.1

　　

n－3

　　　　　　　　　　

96,150

　　　　　　　

16.0

　　　　　　

232,799

　　　　　　　

38.7

　　　　　　

353,154

　　　　　　　

58.7

　　

U － 4　　　　　　　　　　142,053　　　　　　　21.8　　　　　　218,408　　　　　　　33.5　　　　　　383,607　　　　　　　58､8

　　

Ⅲ－0

　　　　　　　　　　

74,400

　　　　　　　

13.8

　　　　　　

213,605

　　　　　　　

39.5

　　　　　　

309,771

　　　　　　　

57.3

　　

Ⅲ－1

　　　　　　　　　　

77,522

　　　　　　　

12.6

　　　　　　

249,578

　　　　　　　

40.6

　　　　　　

351,115

　　　　　　　

57.1

　　

Ⅲ－2

　　　　　　　　　　

86,509

　　　　　　　

16.0

　　　　　　

210,602

　　　　　　　

39.0

　　　　　　

319,895

　　　　　　　

59.3

　　

Ⅲ－3

　　　　　　　　　　

110,795

　　　　　　　

23.6

　　　　　　

152,155

　　　　　　　

32.4

　　　　　　

285,950

　　　　　　　

60.9

　　

Ⅲ－4

　　　　　　　　　　

116,522

　　　　　　　

23.4

　　　　　　

153,275

　　　　　　　

30.8

　　　　　　

291,877

　　　　　　　

58.6

　　

IV- 0　　　　　　　　　　67,749　　　　　　　1L2　　　　　　256,765　　　　　　　42.5　　　　　　348,980　　　　　　　57.8

　　

IV- 1　　　　　　　　　　81,104　　　　　　　16.7　　　　　　189,117　　　　　　　38.9　　　　　　292,915　　　　　　　60.3

　　

Ⅳ‾2

　　　　　　　　　　

90,159

　　　　　　　

20.8

　　　　　　

158,500

　　　　　　　

36.5

　　　　　　

270,457

　　　　　　　

62.3

　　

Ⅳ‾3

　　　　　　　　　　

112･223

　　　　　　　

27.7

　　　　　　

117,084

　　　　　　　

28.9

　　　　　　

251,709

　　　　　　　

62.2

　　

Ⅳ‾4

　　　　　　　　　　

117･ 130　　　　　　　28. 1　　　　　　111,808　　　　　　　26.8　　　　　　250,325　　　　　　　60.1

　　

バ'‾｀-，

　　

V-0

　

.

　　　　　　　　

89･676

　　　　　　　

20.9

　　　　　　

139,324

　　　　　　　　　

32.4

　　　　　　　

252,258

　　　　　　　

58.7

　　　　

心____一■-..

　　

Ｖ－1

　　　　　　　　　　　　

71･651

　　　　　　　

17.6

　　　　　　

161,506

　　　　　　　

39.7

　　　　　　

253,659

　　　　　　　

62.4

　　

V－2

　　　　　　　　　　　　

87･669

　　　　　　　

22.3

　　　　　　

144,104

　　　　　　　

36.7

　　　　　　

253,235

　　　　　　　

64.5

　　

V－3

　　　　　　　　　　　

108,242

　　　　　　　

30.5

　　　　　　

96,725

　　　　　　　　　

27.3

　　　　　　　

227,297

　　　　　　　

64.1

　　

V‾4

　　　　　　　　　　

110･ 140　　　　　　　31.3　　　　　　94･026　　　　　　　26.7　　　　　　225,124　　　　　　　64.0

　　

w- 2　　　　　　　　　111,386　　　　　　　28.0　　　　　　114,098　　　　　　　　28.7　　　　　　　248,500　　　　　　　　62.5

　　

VI- 3　　　　　　　　　　125,134　　　　　　　33.8　　　　　　74,036　　　　　　　　　20.0　　　　　　　222,868　　　　　　　　　60.2

　　

VI- 4　　　　　　　　　　108,256　　　　　　　　　31.5　　　　　　　　86,787　　　　　　　　　25.3　　　　　　　215,074　　　　　　　　　62.6

　　

w- 2　　　　　　　　　　96,672　　　　　　　25.4　　　　　　102,901　　　　　　　　　27.1　　　　　　　222,245　　　　　　　　　58.5

　　

vn-3

　　　　　　　　　　

128,691

　　　　　　　

41.3

　　　　　　

57,230

　　　　　　　　　

18.4

　　　　　　　

207,724

　　　　　　　　　

66.6

　　

ⅥI‾4

　　　　　　　　　　

120･523

　　　　　　　

37‘5

　　　　　　

60･031

　　　　　　　

18.7

　　　　　　

199,713

　　　　　　　　　

62.2

　　

徊－2

　　　　　　　　　

170,303

　　　　　　　

38.5

　　　　　　

84,997

　　　　　　　

19.2

　　　　　　　

286,281

　　　　　　　

64.7

　　

ⅥⅡ－3

　　　　　　　　　　

165,995

　　　　　　　

52.0

　　　　　　

22,724

　　　　　　　　　　

7.1

　　　　　　　

212,665

　　　　　　　　　

66.6

　　

VⅢ‾4

　　　　　　　　　　

119,393

　　　　　　　

42.0

　　　　　　

47･023

　　　　　　　

16.5

　　　　　　

185,731

　　　　　　　　　

65.3

一資42－



その１

　

国庫支出金の状況

第25表

　

国 県

　

支

　

出

　

金

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　　

増減率

　　

421斐

義務教育費

　　

2,988,008

　

35.8

　　　　

－

　　

－

　

2,988,008

　

22.7

　

3,011,382

　

20.7

　

△

　

23,374

　　

△0.8

　　　　

1.0

生活保護費

　　

193,717

　

2.3

　

1,475,508

　

30.6

　

1,669,225

　

12.7

　

1,575,117

　

10.8

　　

94,108

　　　

6.0

　　　

6.6

児童保護費

　　

201,336

　

2.4

　　

507,536

　

10.5

　

708,871

　

5.4

　

691,751

　

4.8

　　

17,120

　　　

2.5

　　　

6.6

結核医療費

　　　

3,740

　

0.0

　　

4,549

　

0.1

　　

8,289

　

0.1

　　

9,087

　

0.1

　

△

　　

798

　　

△8.8

　　

△4.3

精神衛生費

　　

40,331

　

0.5

　　　　

－

　　

－

　　

40,331

　

0.3

　　

38,912

　

0.3

　　　

1,419

　　　

3.6

　　　

3.0

老人保護費

　　　

11,823

　

0.1

　　

59,651

　

1.2

　　

71,474

　

0.5

　　

72,283

　

0.5△

　　

809

　　

△1.1

　　

△17.7

普通建設事業費

　　

2,930,494

　

35.1

　

1,179,471

　

24.4

　

4,109,965

　

31.2

　

5,159,193

　

35.5

　

△1,049,228

　　　

△20.3

　　　

△

　

7.1

災害復旧事業費

　　　

151,277

　　

1.8

　　

60,835

　　

1.3

　　

212,112

　　

1.6

　　

238,955

　　

1,6

　

△

　

26,843

　　　

△ｎ.2

　　　

△24.8

央業対策事業費

　　　　　

-

　　

-ご

　　　

6,524

　　

0.1

　　　

6,524

　　

0.0

　　　

17,599

　　

0.1

　

△

　

11,075

　　　

△62.9

　　　　

22.0

委

　　

託

　　

金

　　

101,076

　

1.2

　　

128,402

　

2.7

　　

229,478

　

1.7

　　

323,684

　

2.2

　

△

　

94,206

　　

△29.1

　　

△20.8

　

普通建設事業

　　　

16,383

　　

0.2

　　　

7,515

　

0.2

　　

23,898

　

0.2

　　

24,397

　

0.2

　

△

　　

499

　　　

△2.0

　　

△18.3

　

そ

　

の

　

他

　　　

84,693

　

1.0

　　

120,887

　

2.5

　　

205,580

　

1.5

　　

299,287

　

2.0

　

△

　

93,707

　　

△31.3

　　

△21.0

財政補給金

　　　

8,041

　

0.1

　　

7,118

　

0.1

　　

15,159

　

0.1

　　

14,383

　

0.1

　　　　

776

　　　　

5.4

　　

△8.3

そ

　　

の

　　

他

　　

1,717,444

　

20.7

　

1,397,963

　

29.0

　

3,115,409

　

23,7

　

3,397,800

　

23.3

　

△

　

282,391

　　　

△

　

8.3

　　　　

17.0

　

合

　　　

計

　　　

8,347,287

　

100.0

　

4,827,557

　

100.0

　

13,174,845

　

100.0

　

14,550,146

　

100.0

　

△1,375,301

　　　

△

　

9.5

　　　　　

0.7

（注）交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。

その２

　

都道府県支出金の状況 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　　　　　　

算

　　　　　　

額

　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　

平成14年度

　　　　

平成13年度

　　　

増減額

　　

増減率

　　　

ｔ急斐

国庫財源を伴うもの

　　　

1,267,412

　　　

55.9

　　　

1,308,872

　　　

56,2

　　　

△41,460

　　　　

△3.2

　　　　

△2.5

　

児童保護費負担金

　　　　

191,426

　　　

8.4

　　　

186,404

　　　

8.0

　　　　

5,022

　　　　　

2.7

　　　　　

7.6

　

老人保護費負担金

　　　　

19,465

　　　

0.9

　　　　

19,591

　　　

0.8

　　　

△

　

126

　　　　

△0.6

　　　　　

3.3

　

普通建設事業費支出金

　　　　　

420,178

　　　

18.5

　　　　

442,239

　　　

19.0

　　　

△22,061

　　　　

△5.0

　　　　

△

　

5.9

　

災害復旧事業費支出金

　　　　　

26,483

　　　

1.2

　　　　

28,137

　　　

1.2

　　　

△

　

1,654

　　　　

△

　

5.9

　　　　

△50.6

　

委

　　　

託

　　　

金

　　　　　

53,582

　　　

2.4

　　　　

96,406

　　　

4.1

　　　

△42,724

　　　　

△44.3

　　　　

△37.0

　　

普通建設事業

　　　　

26,168

　　　

1.2

　　　　

33,245

　　　

1.4

　　　

△7,077

　　　　

△21.3

　　　　

△9.3

　　

災害復旧事業

　　　　　　

285

　　　

0.0

　　　　　

408

　　　

0.0

　　　

△

　

123

　　　　

△30.1

　　　　

△27.3

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

27,229

　　　

1.2

　　　　

62,753

　　　

2.7

　　　

△35,524

　　　　

△56.6

　　　　

△45.8

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

556,178

　　　

24.5

　　　　

536,095

　　　

23.1

　　　　　

20,083

　　　　　　　

3.7

　　　　　　

13.9

都道府県費のみのもの

　　　　

1,001,047

　　　

44.1

　　　

1,020,032

　　　

43.8

　　　

△18,985

　　　　

△

　

1.9

　　　　

△2.1

　

普通建設事業費支出金

　　　　　

250,738

　　　

11.1

　　　　

264,569

　　　

n.4

　　　　

△13,831

　　　　　

△

　

5.2

　　　　

△

　

9.6

　

災害復旧事業費支出金

　　　　　　

1,922

　　　

0.1

　　　　　

4,947

　　　

0.2

　　　

△3,025

　　　　

△61.1

　　　　　

106.0

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

748,387

　　　

32.9

　　　　

750,516

　　　

32.2

　　　　

△

　

2,129

　　　　　

△

　

0.3

　　　　　　　

0.4

　　

合

　　　　　

計

　　　　　

2,268,460

　　

100.0　　　2, 328,904　　100. 0　　　△60,444　　　　△2.6　　　　△2.4

（注）「国庫財源を伴うもの」は、国庫支出金として都道府県の予算に計上されたうえ交付され、又は国庫支出金に加えて国の法令の規定に基づく都道

　　

府県の補助負担分として交付されたものである。
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第26表

　

地 方

　　

債 発

　　

行 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　

較

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

び肘:

　

増減額

　

増減率

　

昌：

　

（発行目的別）

一

　

般

　

公

　

共

　

事

　

業

　

債

　

2,355,353

　

31.3

　　

429,387

　

7.3

　

2,784,740

　

20.9

　

2,932,328

　

24.8

　

△147,588

　

△5.0

　

△5.8

　

う

　

ち財源対策債等

　

1,336,759

　

17.7

　　

234,672

　

4.0

　

1,571,431

　

n.8

　

1,882,668

　

15.9

　

△311,237

　

△16.5

　　

5,7

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　

債

　

2,084,320

　

27.7

　

1,659,989

　

28.4

　

3,744,309

　

28.1

　

4,420,870

　

37.4

　

△676,561

　

△15.3

　

△7.7

公営住宅建設事業債

　　

95,599

　

1.3

　

153,454

　

2.6

　

249,053

　

1.9

　

262,967

　

2.2

　

△13,914△5.3△11.1

義務教育施設整備事業債

　　

6,921

　

0.1

　　

265,816

　

4.5

　

272,737

　

2.0

　

253,335

　

2.1

　　

19,402

　　

7.7

　　

5.1

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　

－

　　

－

　　　

61,638

　　

1.1

　　　

61,638

　

0.5

　　

68,631

　

0.6

　

△

　

6,993△10.2△3.3

公共用地先行取得等事業債

　　

21,144

　

0.3

　　

80,463

　

1.4

　　

101,607

　

0.8

　　

102,988

　

0.9

　

△

　

1,381

　

△1.3

　

△29.0

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

債

　　

64,663

　

0.9

　　

21,740

　

0.4

　　

86,403

　

0.6

　　

98,386

　

0.8

　

△11,983

　

△12.2

　

△18.3

首都圏等建設事業債

　　

37,807

　

0.5

　　　

－

　　

－

　　

37,807

　

0.3

　　

48,461

　

0,4

　

△10,654△22.0△32.1

一般廃棄物処理事業債

　　　

522

　

0.0

　

485,780

　

8.3

　

486,302

　

3.7

　

564,436

　

4.8

　

△78,134△13.8

　　

19.3

厚生福祉施設整備事業債

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　

12,755

　

0.1

　

△12,755

　　

皆減△87.0

社会福祉施設整備事業債

　　

26,393

　

0.4

　　

39,030

　

0.7

　　

65,423

　

0.5

　　

47,857

　

0.4

　　

17,566

　　

36.7

　　

皆増

退

　　

職

　　

手

　　

当

　　

債

　　

9,550

　

0.1

　　

4,638

　

0.1

　　

14,188

　

0.1

　　

17,259

　

0.1

　

△

　

3,071△17.8△0.2

転

　　　　　

貸

　　　　　

債

　　

21,269

　

0.3

　　

20,603

　

0.4

　　

41,872

　

0.3

　　

54,535

　

0.5

　

△

　

12,663

　

△23.2

　

△8.4

過

　

疎

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　

－

　　

－

　　

291,140

　

5.0

　　

291,140

　

2.2

　　

276,537

　

2.3

　　　

14,603

　　　

5.3

　　　

6,6

国の予算貸付・政府関係機関貸付債

　　　

15,849

　

0.2

　　

11,377

　

0.2

　　

27,226

　

0.2

　　

53,969

　

0.5

　

△

　

26,743

　

△49.6

　

△44.5

地域改善対策特定事業債

　　　　

－

　　

－

　　　

432

　

0.0

　　　

432

　

0.0

　　　

939

　

0.0

　

△

　　

507△54.0△13.8

財

　　

源

　　

対

　　

策

　　

債

　　

114,565

　

1.5

　　

174,842

　

3.0

　　

289,408

　

2.2

　　

374,629

　

3.2

　

△85,221

　

△22.7

　　

15.5

減収補てん債（平成13年度）

　　　

5,519

　

0.1

　　　

2,501

　

0.0

　　　

8,020

　

0.1

　　

139,506

　

1.2

　

△131,486

　

△94.3

　　

5.4

公共事業等臨時特例債

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

一

　　

皆減

減

　　

税

　　

補

　　

て

　　

ん

　　

債

　　

236,122

　

3.1

　　

236,429

　

4.0

　　

472,551

　

3.5

　　

480,893

　

4.1

　

△

　

8,342

　

△

　

1.7

　　　

4.6

臨

　

時

　

財

　

政

　

対

　

策

　

債

　

1,281,129

　

17.0

　

1,335,337

　

22.8

　

2,616,456

　

19.6

　

1,225,942

　

10.4

　　

1,389,524

　　

113.3

　　

皆増

減収補てん債（平成14年度）

　　

532,881

　

7.1

　　

83,338

　

1.4

　　

616,219

　

4.6

　　　　

－

　　

－

　　

616,219

　　

皆増

　　　

一

都

　

道

　

府

　

県

　

貸

　

付

　

金

　　　　

－

　　

－

　　

114,883

　

2.0

　　

50,838

　

0.4

　　

45.214

　

0.4

　　　

5,624

　　

12.4

　

△18.6

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　

93,378

　　

1.1

　　

160,586

　

2.7

　　

253,963

　　

1.9

　　

256,737

　

2.2

　

△

　

2,774

　

△

　

1.1

　

△

　

9.7

　　　

小

　　　　　　　

計

　　　　

7,002,984

　

93.0

　

5,633,403

　

96.3

　

12,572,342

　

94.4

　

11,740,174

　

99.4

　　

832,168

　　　

7.1

　　　

5.6

　　　　

うち減収補てん債

　　

538,400

　

7.1

　　

85,839

　

1.5

　　

624,239

　

4.7

　　

139,505

　

1.2

　　

484,733

　

347.5

　　

5.4

特定資金公共投資事業債

　　

529,445

　

7.0

　　

217,494

　

3.7

　　

746,941

　

5.6

　　

75,450

　

0.6

　　

671,491

　

890.0

　　

皆増

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

7,532,430 100.0　5,850,897 100.0　13,319,283100.0　11,815,624 100.0　1,503,659　　12.7　　　6.3

　

（借

　

人

　

先

　

別）

政

　　　　

府

　　　　

資

　　　　

金

　

2,842,474

　

37.7

　

3,290,192

　

56.2

　

6,132,665

　

46.0

　

5,829,635

　

49.3

　　

303,030

　　　

5.2

　　　

6.8

　

財

　

政

　

融

　

資

　

資

　

金

　

1,633,552

　

21.7

　

2,306,431

　

39.4

　

3,939,984

　

29.6

　

4,079,281

　

34.5

　

△139,297△3.4△5.4

　

郵

　　　

貯

　　　

資

　　　

金

　　

527,425

　

7.0

　　

494,701

　

8.5

　

1,022,126

　

7.7

　　

712,521

　

6.0

　　

309,605

　　

43.5

　　

皆増

　

簡

　　　

保

　　　

資

　　　

金

　　

681,496

　

9.0

　　

489,060

　

8.4

　

1,170,556

　

8.8

　

1,037,833

　

8.8

　　　

132,723

　　

12.8

　

△

　

9.4

公

　

営

　

企

　

業

　

金

　

融

　

公

　

庫

　　

186,280

　

2.5

　　

318,964

　

5.5

　　

505,244

　

3.8

　　

510,249

　

4.3

　

△

　

5,005

　

△

　

1.0

　

△12.5

市

　　　　

中

　　　　

銀

　　　　

行

　

2,250,199

　

29.9

　　

765,676

　

13.1

　

3,015,875

　

22.6

　

2,873,954

　

24.3

　　　

141,921

　　　

4.9

　　　

8.7

そ

　

の

　

他

　

の

　

金

　

融

　

機

　

関

　　

306,579

　

4.1

　　

399,442

　

6.8

　　

706,021

　　

5.3

　　

770,071

　

6.5

　

△

　

64,050

　

△

　

8.3

　　

42.8

保

　　

険

　　

会

　　

社

　　

等

　　

12,088

　

0.2

　　

11,901

　

0.2

　　

23,989

　

0.2

　　

27,742

　

0.2

　

△

　

3,753△13.5△51.7

交

　　　　

付

　　　　

公

　　　　

債

　　　　

747

　

0.0

　　　　　

－

　　

－

　　　　

747

　

0.0

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

747

　　　

皆増

　　

皆滅

共

　　　　　　

済

　　　　　　

等

　　　

23,070

　

0.3

　　

147,448

　

2.5

　　

170,518

　

1.3

　　

175,501

　　

1.5

　

△

　

4,983

　

△

　

2.8

　

△

　

1.9

％昌昌昌詰問
）
関貸付

　　　

15,776

　　

0.2

　　

11,377

　　

O:2

　　　

27,153

　

0.2

　　

53,969

　

0.5

　

△26,816

　

△49.7

　

△44.5

市

　　

場

　　

公

　　

募

　　

債

　

1,350,436

　

17.9

　　

568,628

　

9.7

　

1,919,064

　

14.4

　

1,411,558

　

11.9

　　

507,506

　　

36.0

　

△

　

4,6

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　

15,335

　

0.2

　

119,775

　

2.1

　　

71,066

　

0.6

　　

87,495

　

0.9

　

△16,429△18.8

　　

12.0

　　　

小

　　　　　　　　

計

　　　　

7,002,984

　

93.0

　

5,633,403

　

96.3

　

12,572,342

　

94.4

　

11,740,174

　

99.4

　　

832,168

　　　

7.1

　　　

5.6

特

　　　　

定

　　　　

資

　　　　

金

　　

529,446

　

7.0

　　

217,494

　

3.7

　　

746,941

　　

5.6

　　

75,450

　

0.6

　　

671,491

　　

890.0

　　

皆増

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

7,532,430 100.0　5,850,897　100.0　13,319,283　100.0　11,815,624　100.0　　1,503,659　　12.7　　　6,3

(注) 1

2

3

4

「市中銀行」とは、都市銀行、地方銀行及び長期信用銀行をいう。

「その他の金融機関」とは、信託銀行、信用金庫、各種協同組合、その他金銭の貸付けを業とするもので市中銀行以外のものをいう。

「保険会社等」には、損害保険協会及び生命保険協会を含む。

「共済等」には、全国自治協会、市町村振興協会その他都道府県及び市町村が関係している各種機関を含む。

一資44－



第27表平成14年度地方債許可状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

計

　　

画

　　

額

　　　　

許

　　

可

　　

額

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　

中核市･特例市･都市・町村

　

区

　　　

分

　　

政府資金蓉間:

　　

計

　　

政府資金

　

７:

　

お

　

政府資金

　

７:

　

お

　

政府資金

　

7l

　

at政府資金

　

ｒ:

　

計

一一般会計債

　

１

　

一般公共事業

　

1,761,300

　

918,100 2,679,400 2,164,684　376,431 2,541,115 1,789,530　312,829 2,102,359　90,829　60,129　150,958　284,325　　3,473　287,798

　

2

　

41呆棄

　

166,400

　

116,800

　

283,200

　

124,159

　

109,606

　

233,765

　

25,629

　

60,562

　

86,191

　

11,480

　

29,015

　

40,495

　

87,050

　

20,029

　

107,079

　

3

　

災害復旧事業

　　

32,700

　

61,800

　

94,500

　

77,707

　　　

－

　　

77,707

　

60,001

　　　

－

　　

60,001

　　　

40

　　　

－

　　　

40

　

17,666

　　　

－

　　

17,666

　

41務rｙ呆

　

157,800 159,600 317,400 188,550 113,524 302,074　5,618　2,853　8,471　29,487　20,989　50,476 153,445　89,682 243,127

　

51うrｙl

　

57,900 15,2〔x〕73,100 57,139　3,395　60,533　20,788　200　20,988　4,840　3,010　7,850　31,511　185　31,695

　

6 jji a f S 459,400　40,000 499,400 350,199　26,580 376,779　1,221　－　1,221　21,376　23,231　44,607 327,602　3,349 330,951

　

7

　

一般単独事業

　

1,055,90〔〕4,056,300 5,112,200　937,286 2,775,015 3,712,301　439,557 1,620,849 2,060,406　50,622　289,683　340,305　447,107　864,483 1,311,590

　

8肖jt4yｙt

　

387,000

　

7,000 394,000 393,776　192 393,968　　－　　－　　－　　－　　－　　－　393,776　192 393,968

　

9
alll　27,400　　－　27,400　33,788　4,574　38,362　33,788　2,327　36,115　　－　　994　　994　　－　　1,253　1,253

　

10§IV99?ﾘm

　　　

－

　　

70,000

　

70,000

　　

－

　

103,762

　

103,762

　　　

－

　

23,709

　

23,709

　　　

－

　　

32,882

　

32,882

　　　

－

　

47,171

　

47,171

　

11調

　　　

整

　　

1,襄

　　

5,500

　　

6,500

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

12退職手当

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

14,188

　

14,188

　　

－

　

9,550

　

9,550

　　

－

　

4,198

　

4,198

　　

－

　　

440

　　

440

　

13減収補てん

　　　

－

　

720,000

　

720,000

　　　

－

　

651,119

　

651,119

　　　

－

　

563,918

　

563,918

　　　

－

　

35,519

　

35,519

　　　

－

　

51,682

　

51,682

　

14財政健全化

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

316,005

　

316,005

　　　

－

　

281,060

　

281,060

　　　

－

　

31,797

　

31,797

　　　

－

　　

3,148

　　

3,148

　　　

計

　　　

4,106,800 6,170,300 10,277,100 4,327,289 4,494,390 8,821,678 2,376,132 2,877,857 5,253,989　208,674　531,447　740,121 1,742,483 1,085,086 2,827,568

二公営企業債

　

１

　

上水道事業

　

281,400

　

301,600 583,000　240,519　261,177　501,696　60,204　72,951　133,155　29,349　45,943　75,292　150,966　142,283　293,249

　

2

　

工業用水道事業

　　

11,900

　

20,400

　

32,30〔〕

　

8,763

　

16,646

　

25,409

　　

6,549

　

12,550

　

19,099

　　

667

　　

い08

　　

075

　　

1,547

　　

2,988

　　

4,535

　

3RI呆湊

　

83,300

　

261,600

　

344,900

　

82,176

　

231,209

　

313,386

　

13,486

　

40,M4　54,030　68,565　184,640　253,205　　125　6,025　6,151

　

4

　

一般交通事業

　　

8,200

　

12,600

　

20,800

　　

7,395

　

11,287

　

18,681

　　

1,954

　　

4,782

　　

6,736

　　

3,167

　　

3,891

　　

7,058

　　

2,274

　　

2,614

　　

4,887

　

5熱サ

｜

　

12,700

　

13,500

　

26,200

　

10,429

　　

7,182

　

17,611

　　

1,051

　　

2,221

　　

3,272

　　

3,525

　　

1,060

　　

4,585

　　

5,853

　　

3,901

　　

9,754

　

6

　

簡易水道事業

　　

49,000

　

26,100

　

75,100

　

41,077

　

20,997

　

62,074

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

540

　　

280

　　

820

　

40,537

　

20,717

　

61,254

　

7

　

港湾整備事業

　　

58,100

　

25,100

　

83,200

　

47ぶ4

　

18,810

　

66,553

　

29,948

　　

7,867

　

37･815

　

16･496

　

10,563 1　27,059　　000　　　380　　1,679

　

8病院事業

　

236,200

　

193,500

　

429,700

　

210,525

　

151,670

　

362,195

　

66,735

　

41,235

　

107,970

　

32･254

　

32･633

　

64･887

　

111,536

　

77,802

　

189,338

　

9

　

盆雲芸ii1呆藁

　　

10,300

　

11,800

　

22,100

　

6,944

　　

6,1)5

　

13,059

　　

452

　　

407

　　

859

　　

804

　　

1,263

　　

2,067

　　

5,688

　　

4,445

　

10,133

　

lo彗討1

　

16,70〔〕

　

11,700

　

28,400

　

14,023

　　

7,846

　

21,869

　　

1,445

　　　

511

　　

1,956

　　

9,309

　　

5,589

　

14,898

　　

3,269

　　

1,746

　　

5,015

　

11地域開発事業

　　　

－

　

496,000

　

496,000

　　　

－

　

318,909

　

3凪弼

　　　

－

　

152･713

　

152･713

　　　

‾

　

134,498

　

134･498

　　　

－

　　

31･698

　

31,698

　

12下水道事業

　

1,009,900

　

894,300 1,904,200　923,805　746,704 1,670･508　63･116　96･880　159･996　104･695　114･445　219,140　755･994　535･379 1･291,373

　

13
mUh

3,100　　5,300　　8,400　　1,983　　3,386　　5,369　　　600　　1,107　　1,707　　　43　　　－　　　43　　1,340　　2,279　　3,619

　

14観光その他事業

　　　

－

　　

24,500

　

24,500

　　　

－

　

22,293

　

22･293

　　　

－

　　

4･677

　　

4･677

　　　

‾

　　

2･098

　　

2,098

　　　

－

　　

15･518

　

15･518

　

15公票楚置貰lt柔

　　　

- (27,500) (27,500)　　- (26,661) (26,661)　　-
(9,494) (9,494)　　－　(424) (424)　　- (16,743) (16,743)

　

16台笠企市

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

1,693

　

1,693

　　

－

　　

343

　　

343

　　

－

　　

ロ5o

　

ロ5o

　　

－

　　

－

　　

－

　　

ｌﾌﾞ耽手当

　　　　　　

(27,500) (27,500〉　　　(26,661) (26,661)　　　　(9,494)
(9,494)　　　　(424) (424)　　　(16,743) (16,743)

　　　

計

　　　　

1,780,800 2,298,000 4,078,800 1,595,384 1,825,921 3･421･305　245,540　438,788　684,328　269,414　539,361　808,775
1,080,430　847,772 1,928,202

　　　　　　

一

　　　　　　

(27,500) (27,500)　　　(26,661) (26,661)　　　　(9,494)
(9,494)　　　　(424) (424)　　　(16,743) (16,743)

　

合

　　　　

計

　　

5,887,600 8,468,300 14,355,900 5,922,672 6,320,311 12,242,983 2,621,672
3,316,645 5,938,317　478,088 1,070,808 1,548,896 2,822,913 1,932,858 4,755,770

資45－



第27表平成14年度地方債許可状況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

計

　　

画

　　

額

　　　　

許

　　

可

　　

額

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　

中核市･特例市一都市･町村

　

区

　　　

分

　　

政府資金雲間茎

　　

計

　　

政府資金

　

rj:

　

計-

　

政府資金

　

７:

　

st政府資金

　

７:

　

計

　

政府資金

　

ｒ:

　

計

三公営企業借換債

　　　

－

　　

70,000

　

70,000

　　　

－

　　

70,000

　

70,000

　　　

－

　

26,081

　

26,081

　　　

－

　

20,515

　

20,515

　　　

－

　　

23,404

　

23,404

四特別転貸債

　

42,200

　　　

－

　

42,200

　

41,273

　　　

－

　

41,273

　

20,934

　　　

－

　

20,934

　

20,340

　　　

－

　

20,340

　　　

－

　　　

－

　　　

－

五減税補てん債

　

218,500

　

267,000 485,500　188,410　285,453　473,862　　　－　237,357　237,357　　　－　48,096　48,096　188,410　　　－　188,410

六臨時財政対策債

　

1,451,700 1,528,400 2,980,100 1,237,893 1,380,772 2,618,665　301,678　981,451 1,283,129　82,547　173,945　256,491　853,668　225,376 1,079,044

　　　　　

｡

　　　

(27,500) (27,500)　　(26,661) (26,661)　　(9,494) (9,494)　　　（424）（424）　　(16,743) (16,743)

　

再

　　　　

計

　　

7,600,000 10,333,700 17,933,700 7,390,248 8,056,535 15,446,783 2,944,283 4,561,534 7,505,817　580,974 1,313,364 1,894,338 3,864,990 2,181,638 6,046,628

　

国の予算貸付・政

　

1

　

1111§1

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

12,066

　

12,066

　　　

－

　　

12,066

　

12,066

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

2

　

詔塁ｍ

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

３

　

志診深雪芥ll

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

3,458

　　

3,458

　　　

－

　　

1,915

　　

1,915

　　　

－

　　　

525

　　

525

　　　

－

　　

1,018

　　

1,018

　

4

　

11?UヰF茎

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

4,940

　　

4,940

　　　

－

　　

2,861

　　

2,861

　　　

－

　　

1,301

　　

1,301

　　　

－

　　　

778

　　

778

　

5

　

詐顕回

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

９

　　　

９

　　　

－

　　　

９

　　　

９

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

６咎害jt?資重

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

15

　　

15

　　　

－

　　　

15

　　　

15

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

7W襟錯

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

8ri劈資書

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

8,037

　　

8,037

　　　

－

　　　

71

　　　

71

　　　

－

　　

4,504

　　

4,504

　　　

－

　　

3,462

　　

3,462

　

9

　

嗇客諒番将星

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1,200

　　

1,200

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

25

　　　

25

　　　

－

　　

1,175

　　

1,175

　

1o鰭別1

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

11
1i昌jl4?Myl　　　－　　　－　　　－　　　－　　1,011　　1,011　　　－　　　－　　　－　　　－　　1,011　　1,011　　　－　　　－　　　－

　

12P賢雙

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

515

　　

515

　　　

－

　　　

499

　　

499

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

16

　　　

16

　

13§Ｗ胃

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

1411SVV91

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

634

　　　

634

　　　

－

　　　

634

　　

634

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

15P讐彗

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

16皿樗一一一－112 112 － 一一一－－－112
112

　

1心業サ資書

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

478

　　

478

　　　

－

　　　

478

　　

478

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

18m起雛

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

1o

　　　　

10

　　　

－

　　　

10

　　　

10

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

19§農背資1

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

2,回

　

2,069

　　　

－

　　

2,069

　　

2,069

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

１

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

34,554

　

34,554

　　　

－

　　

20,626

　

20,626

　　　

～

　　

7,367

　　

7,367

　　　

－

　　

6,561

　　

6,561

　

総

　　　　

計

　　　　　　　

(27,500) (27,500)　　　　　　(26,661) (26,661)　　　　(9,494) (9,494)　　　　(424)　　　(424)　　　(16,743)
(16,743)

　

c’

　　　

゜

　

7,600,000 10,333,700 17,933,700 7,390,248 8,091,089 15,481,337 2,944,283 4,582,160 7,526,443　580,974 1,320,730 1,901,704 3,864,990
2,188,199 6,053,189

（注）

　

１

　

特別区については中核市・特例市・都市・町村分として、一部事務組合又は地方開発事業団については、都道府県が加入するものにあっては

　　　　

都道府県分として、大都市が加入するもの（都道府県が加入するものを除く｡）にあっては大都市分として、その他のものにあっては中核市・

　　　　

特例市・都市・町村分として区分した。

　　　　

２

　

公庫資金は、民間等資金に含めている。

　　　　

３

　

交付公債は、民間等資金に含めている。

　　　　

４

　

公有林整備、草地開発事業の（

　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫の委託を受けて融資するものであって、外書きである。

　　　　

５

　

地方債計画額は、最終計画額である。

一資46－



第28表使用料及び手数料の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

メ

　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

tＵ

使

　　　　　

用

　　　　　

料

　　

796,793

　

77.2

　

1,100,991

　

75.8

　

1,897,784

　

75.4

　

1,907,186

　

76.3

　

△

　

9,402

　　

△

　

0.5

　　　　

0.9

　

授

　　　　

業

　　　　

料

　　

308,055

　

29.8

　　

70,805

　　

4.9

　　

378,860

　

15.2

　　

381,348

　

15.3

　

△

　

2,488

　　

△

　

0.7

　　

△

　

0.2

　　

高

　　

等

　　

学

　　

校

　　

265,988

　

25.8

　　

16,655

　　

1.1

　　

282,643

　

11.4

　　

289,306

　

11.6

　

△

　

6,663

　　

△

　

2.3

　　

△

　

1.5

　　

幼

　　　　

稚

　　　　

園

　　　　　

－

　　

－

　　

26,428

　　

1.8

　　

26,428

　　

1.1

　　

25,984

　　

1.0

　　　　

444

　　　　

1.7

　　　　

0.5

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

42,067

　　

4.0

　　

27,722

　　

2.0

　　

69,789

　　

2.7

　　

66,058

　　

2.7

　　　

3,731

　　　　

5.6

　　　　

5.4

　

保

　

育

　

所

　

使

　

用

　

料

　　　　　

－

　　

－

　　

225,834

　

15.5

　　

225,834

　　

9.1

　　

225,343

　　

9.0

　　　　

491

　　　　

0.2

　　　　

3.3

　

公営住宅使用料

　

259,153

　

25.1

　

307,178

　

21.1

　

566,332

　

22.8

　

569,666

　

22.8△3,334

　

△0.6

　　　

0.4

　

発電水利使用料

　　

32,622

　

3.2

　　　

－

　　

－

　　

32,622

　

1.3

　　

32,296

　

1.3

　　　

326

　　　

1.0

　　　

2.9

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

196,963

　

19.1

　　

497,174

　

34.3

　　

694,136

　

28.0

　　

698,533

　

27.9

　

△

　

4,397

　　

△

　

0.6

　　　　

1.1

手

　　　　

数

　　　　

料

　　

235,325

　

22.8

　　

352,155

　

24.2

　　

587,481

　

23.6

　　

590,939

　

23.7

　

△

　

3,458

　　

△

　

0.6

　　　　

0.6

　

法定受託事務に係るもの

　　　

55,131

　　

5.3

　　

30,776

　

2.1

　　

85,907

　

3.5

　　

99,727

　

4.0

　

△13,820

　　

△13.9

　　

△19.1

　

自治事務に係るもの

　　

180,194

　

17.5

　

321,379

　

22.1

　　

501,573

　

20.2

　

491,212

　

19.7

　　

10,361

　　　

2.1

　　　

5.8

　

合

　　　　　　　

計

　　

1,032,118

　

100.0

　

1,453,147

　

100.0

　

2,485,265

　

100.0

　

2,498,125

　

100.0

　

△12,860

　

△0.5

　　　

0.9

第29表

　

繰 人

　　

金 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

合

　

計

　

額

　　

合

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

昌諸

他会計からの繰入金

　　

45,600

　

3.9

　　

120,543

　

6.4

　　

166,142

　

5,4

　　

167,863

　

7.4△

　

1,721

　　

△1.0

　　　

21.4

　

法適用の公営企業会計

　　　

24,986

　　

2.1

　　

33,580

　　

1.8

　　

58,566

　　

1.9

　　

39,543

　　

1.7

　　

19,023

　　　

48.1

　　

△

　

3.8

　

法非適用の公営企業会計

　　　

18,040

　　

1.5

　　

31,308

　　

1.7

　　

49,348

　　

1.6

　　

62,961

　　

2.8△

　

13,613

　　

△21.6

　　　

33.7

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2,574

　

0.3

　　

55,655

　

2.9

　　

58,228

　

1.9

　　

65,359

　

2.9△

　

7,131

　

△10.9

　　

30.6

基金からの繰入金

　

1,121,773

　

96.1

　

1,757,244

　

93.3

　

2,879,017

　

94.4

　

2,103,079

　

92.4

　

775,938

　　

36.9

　　　

5.6

　

積立金取崩し額

　　

894,563

　

76.6

　

1,620,493

　

86.0

　

2,515,056

　

82.4

　

1,899,311

　

83.4

　

615,745

　　　

32.4

　　　

10.7

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

227,210

　

19.5

　

136,751

　

7.3

　

363,961

　

12.0

　

203,768

　

9.0

　

160,193

　　　

78.6

　

△26.0

財産区からの繰入金

　　　　

－

　　

－

　　

5,750

　

0.3

　　

5,750

　

0.2

　　

6,289

　

0.3△

　　

539

　

△8.6

　

△ｎ.2

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　

1,167,372

　

100.0

　

1,883,537

　

100.0

　

3,050,909

　

100.0

　

2,277,231

　

100.0

　　

773,678

　　　

34.0

　　　　

6.6
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第30表

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

収

　

入

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

ｓ

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　

計

　

額

　　

増減額

　

増減率

　

l;l:

財

　　

産

　　

収

　　

入

　　

296,390

　

5.9

　

377,379

　

11.5

　

673,769

　

8.8

　

716,539

　

8.6△42,770

　

△6.0

　

△6.9

　

財

　

産

　

運

　

用

　

収

　

入

　　

71,424

　

1.4

　

120,749

　

3.7

　

192,173

　

2.5

　

214,061

　

2.6△21,888

　

△10.2

　

△8.7

　

財

　

産

　

売

　

払

　

収

　

入

　　

224,966

　　

4.5

　　

256,630

　　

7.9

　　

481,596

　　

6.3

　　

502,478

　　

6.0△

　

20,882

　　

△

　

4.2

　　

△

　

6.1

寄

　　　　

附

　　　　

金

　　　

10,982

　

0.2

　　

92,542

　

2.8

　　

103,029

　

1.4

　　

118,961

　　

1.4△

　

15,932

　　

△13.4

　　

△7.6

諸

　　　　

収

　　　　

入

　

4,674,469

　

93.8

　

2,798,877

　

85.6

　

6,851,624

　

89.8

　

7,479,675

　

90.0△628,051

　

△8.4

　

△0.1

　

延滞金，加算金及び過料

　　　

39,404

　　

0.8

　　

20,035

　　

0.6

　　

59,438

　　

0.8

　　

59,864

　　

0.7△

　　

426

　　

△

　

0.7

　　

△12.9

　

預

　　

金

　　

利

　　

子

　　　

723

　

0.0

　　

1,294

　

0.0

　　

2,017

　

0.0

　　

5,114

　

0.1△

　

3,097

　

△60.6

　

△58.9

　

貸付金元利収入

　

3,856,045

　

77.4

　

1,921,111

　

58.8

　

5,663,496

　

74.2

　

6,255,383

　

75.2△591,887

　

△9.5

　

△0.3

　

受

　

託

　

事

　

業

　

収

　

入

　　　

100,979

　　

2.0

　　

78,348

　　

2.4

　　

88,729

　　

1.2

　　

98,354

　　

1.2△

　

9,625

　　

△

　

9.8

　　

△

　

3.3

　

収

　

益

　

事

　

業

　

収

　

入

　　

369,299

　　

7.4

　　

117,538

　　

3.6

　　

486,837

　　

6.4

　　

482,705

　　

5.8

　　　

4,132

　　　　

0.9

　　　

13.3

　

利子割精算金収入

　　　

4,773

　

0.1

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　

雑

　　　　　　　　

入

　　

303,245

　

6.1

　　

660,552

　

20.2

　　

551,108

　

7.2

　　

578,254

　

7.0△27,146

　　

△4.7

　　

△5.0

　　

合

　　　　　　

計

　　

4,981,842

　

100.0

　

3,268,798

　

100.0

　

7,628,422

　

100.0

　

8,315,175

　

100.0△686,753

　

△8.3

　

△0.9

（注）本表は、「第ｎ表

　

歳入決算額の状況

　

その２

　

推移」の歳入区分「その他」の内訳である。

第31表

　

地方財政と国の財政との累年比較

(単位

　

憶円・％)

　　　　　　　　　　　

Ｚ

　　　　　　　　　

Ｘ

　　　　

国から地地方から

　　　　　

歳

　　

出

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　　

純

　　

計

　

国内総支出に

区

　　　

分

　　

国内総支出

　　　

歳出総額

　　

方に対す国に対す

　　　

国

　　　　

地

　

方

　　　

合

　

計

　　

構成比

　

対する割合

　　　　　　　　

実額

　　　　

国

　　

地方

　

る支出る支出（Ｂ）－（Ｄ）

　　

（Ｃ）－（Ｅ）

　　

（Ｆ）十（Ｇ）

　　

（Ｆ）（Ｇ）（Ｆ）（Ｇ）（Ｈ）

　　　　　　　　　

（Ａ）

　　

指数

　　

（Ｂ）

　

（Ｃ）

　

（Ｄ）

　

（Ｅ）

　

（Ｆ）

　　

指数

　　

（Ｇ）

　　

指数

　　

（Ｈ）

　　

指数

　

て訂

　

て町

　

て石

　

百了

　

仄y

昭和10年度

　　　　

167

　　

－

　　　

22

　　　

21

　　　　

3

　　　　

0

　　　

19

　　

－

　　　

21

　　

－

　　　

40

　　

－

　

47.5

　

52.5

　

11.4

　

12.6 24.0

　　

16

　　　　　

449

　　

－

　　　

81

　　　

31

　　　

11

　　　　

0

　　　

70

　　

－

　　　

31

　　

－

　　　

101

　　

－

　

69.3 30.7　15.6　6,9 22.5

　　

36

　　　　

201,708

　

100

　　

21,645

　　

23,911

　　

10,279

　　　

381

　　

11,366

　

100

　　

23,530

　

100

　　

34,896

　

100 32.6　67.4　5,6　11.7　17.3

平成５年度

　

4,806,625

　

2,383

　

793,528

　

930,764

　

311,937

　　

13,792

　

481,591

　

4,237

　

916,972 3,897 1,398,563 4,008　34.4　65.6　10.0　19.1　29.1

　　

6

　　　

4,912,746 2,436　799,849　938,178　312,538　　11,079　487,311　4,287　927,099 3,940 1,414,410 4,053　34.5 65.5　9.9　18.9 28.8

　　

7

　　　

5,000,055 2,479　864,795　989,445　331,680　　14,952　533.115 4,690　974,493 4,141　1,507,608 4,320 35.4　64.6　10.7　19.5 30.2

　　

8

　　　

5,141,687 2,549　873,154　990,261　336,669　　12,694　536,485 4,720　977,567 4,155 1,514,052 4,339 35.4　64.6　10.4　19.0 29.4

　　

9

　　　

5,206,128 2,581　849,085　976,738　325,805　　12,543　523,280 4,604　964,195 4,098 1,487,475 4,263 35.2　64.8　10.1　18.5 28.6

　　

10

　　　

5,124,417 2,541　923,131　1,001,975　343,891　　17,384　579,240 5,096　984,591　4,184 1,563,831　4,481　37.0 63.0　11.3　19.2 30.5

　　

11

　　　

5,080,004

　

2,518 1,019,345 1,015,291　387,120　　16,106　632,225　5,562　1,000,185 4,251　1,632,410 4,678 38.7 61.3　12.4　19.7 32.1

　　

12

　　　

5,132,094

　

2,544

　

1,007,263

　

976,164

　

377,649

　　

15,467

　

629,614

　

5,539

　

960,697 4,083 1,590,311　4,557 39.6 60.4　12.3　18.7 31.0

　　

13

　　　

5,009,200 2,483　939,081　974,317　365,011　　15,347　574,070 5,051　958,970 4,076　1,533,040 4,393　37.4　62.6　11.5　19.1　30.6

　　

14

　　　

4,976,466

　

2,467

　

924,941

　

948,394

　

350,045

　　

14,770

　

574,896

　

5,058

　

933,624

　

3,%8 1,508,520 4,323　38.1　61.9　11.6　18.8 30.3

（注）

　

１

　

国内総支出は、内閣府経済社会総合研究所の推計により、平成５年度以降は「国民経済計算(93SNA、平成７年基準）」、昭和36年度は「国

　　　　

民経済計算（新ＳＮＡ、平成２年基準）」、昭和10、16年度は「国民所得統計（旧SNA)」によっており、いずれも名目値である。ただし、昭和

　　　　

10年度及び16年度は国民総支出の数値である。

　　　　

２

　

国の歳出額は、平成５年度以降については、一般会計と交付税及び譲与税配付金、国有林野事業（治山勘定のみ）、国営土地改良事業、港湾

　　　　

整備、道路整備、空港整備、治水、石油及びエネルギー需給構造高度化対策、厚生保険（児童手当勘定のみ）及び電源開発促進対策（電源立地

　　　　

勘定のみ）の10特別会計との純計決算額であり、昭和36年度以前においても、一般会計とこれらの特別会計に相当する特別会計がある場合には、

　　　　

それらの特別会計との純計決算額である。

　　　　

３「国から地方に対する支出」は、地方交付税（地方分与税、地方財政平衡交付金、臨時地方特例交付金及び特別事業債償還交付金等を含む｡）、

　　　　　

地方譲与税及び国庫支出金（交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び地方債のうち特定資金公共事業債及び特定資

　　　　　

金公共投資事業債を含む｡）の合計額であり、地方の歳入決算額によっている。

　　　　

４

　

「地方から国に対する支出」は、地方財政法第17条の２の規定による地方公共団体の負担金（地方の歳出決算額中、国直轄事業負担金に係る

　　　　　

国への現金納付額及び国に対する交付公債の元利償還額の合計額）である。

　　　　

５

　

決算額からは、特定資金公共事業債償還時補助金及び同補助金と相殺された償還金を除いている。
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第32表

　

平成14年度国・地方の目的別歳出の状況

(単位

　

億円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　　　

国から

　

地方か

　　　　

国・地方を通じる歳出純計額

　　　　

総額中地国の純計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地方に

　

ら国に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

方の占めに占める

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　　　

地

　

方

　

対する

　

対する

　　　

国

　　　　

地

　　

方

　　　

総

　　

額

　

る割合

　

地方に対

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支出

　　

支出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

する支出

　　　　　　　　

‾

　

般

　

特

　

別

　

Ａ

　

計

　

うち

　

畏

　

jl

　　　　　　　　　　　　　　　

（Aト（Ｃ）構成（Ｂ）－（Ｄ）構成（Ｅ）十（Ｆ）構成

　　　　

の割合

　　　　　　　　

会

　

計

　

会

　

計

　

゜”

　

重複額

　

7

A）

計

　　

（Ｂ）

　

（Ｃ）

　

（Ｄ）

　

（Ｅ）

　　

比

　　

（Ｆ）

　　

比

　　

（Ｇ）

　　

比（Ｆ）／（Ｇ）（Ｃ）／（Ａ）

機

　

関

　

費

　　

43,086

　　　

－

　

43,086

　　　

－

　

43,086

　

146,628

　　

1,950

　　　

－

　　

41,136

　

7.2

　

146,628

　

15.7

　

187,764

　

12.4

　　　

78.1

　　　

4.5

　

一般行政費

　　

13,148

　　　

－

　

13,148

　　　

－

　

13,148

　

83,518

　　

999

　　　

－

　　

12,149

　

2.1

　　

83,518

　

8.9

　　

95,667

　

6.3

　　　

87.3

　　　

7.6

　

司法警察消防費

　　

13,870

　　　

－

　　

13,870

　　　

－

　

13,870

　

52,542

　　

950

　　　

－

　　

12,920

　

2.2

　　

52,542

　

5.6

　　

65,462

　

4,3

　　　

80.3

　　　

6.8

　

外

　

交

　

費

　　

8,100

　　　

－

　　

8,100

　　　

－

　　

8,100

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

8,100

　

1.4

　　　

－

　　

－

　　　

8,100

　

0,5

　　　

－

　　　

－

　

徴

　

税

　

費

　　

7,959

　　　

－

　　

7,969

　　　

－

　　

7,969

　

10,568

　　　

－

　　　

－

　　

7,969

　

1.4

　　

10,568

　

1.1

　　

18,537

　

1.2

　　　

57.0

　　　

一

地方財政費

　

165,008

　

638,111

　

803,119

　

590,378

　

212,741

　　　

－

　

210,978

　　　

－

　　

1,763

　

0.3

　　　

－

　

－

　　

1,763

　

0.1

　　　

－

　　

99.2

防

　

衛

　

費

　　

49,438

　　　

－

　

49,438

　　　

－

　

49,438

　　　

－

　　　

302

　　　

－

　　

49,136

　

8.5

　　　

－

　　

－

　　

49,136

　

3.3

　　　

－

　　　

0.6

国土保全及び開発費

　　

79,632

　

86,065

　

165,697

　

47,318

　

118,379

　

199,617

　

42,070

　

14,770

　　

76,309

　

13.3

　

184,847

　

19.8

　

261,156

　

17.3

　　　

70,8

　　　

35,5

　

国土保全費

　　

14,919

　

19,902

　

34,822

　

13,026

　

21,795

　

28,003

　　

7,850

　　

3,493

　　

13,945

　

2.4

　　

24,510

　

2,6

　　

38,455

　

2,5

　　　

63.7

　　　

36,0

　

国土開発費

　　

59,953

　

66,163

　

126,116

　

34,292

　

91,824

　

168,156

　

32,090

　

11,140

　　

59,734

　

10.4

　

157,016

　

16.8

　

216,750

　

14.4

　　　

72.4

　　　

34.9

　

災害復旧費

　　

3,185

　　　

－

　　

3,185

　　　

－

　　

3,185

　　

3,458

　　

2,129

　　

137

　　

1,056

　

0.2

　　

3,321

　

0.4

　　

4,377

　

0.3

　　　

75.9

　　　

66.8

　

そ

　

の

　

他

　　

1,574

　　　

－

　　

1,574

　　　

－

　　

1,574

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1,574

　

0.3

　　　

－

　　

－

　　

1,574

　

0.1

　　　

－

　　　

一

産業経済費

　

54,213

　　

4,742

　

58,955

　

4,456

　

54,498

　

66,664

　

4,432

　　　

－

　　

50,066

　

8,7

　　

66,664

　

7.1

　

116,730

　

7.7

　　

57.1

　　　

8.1

　

農林水産業費

　　

18,435

　　　

－

　

18,435

　　　

－

　

18,435

　

17,000

　　

3,803

　　　

－

　　

14,632

　

2.5

　　

17,000

　

1.8

　　

31,632

　

2.1

　　　

53.7

　　　

20.6

　

商

　

工

　

費

　　

35,778

　　

1,742

　

40,520

　　

4,456

　

36,063

　

49,664

　　

629

　　　

－

　　

35,434

　

6.2

　　

49,664

　

5,3

　　

85,098

　

5.6

　　　

58.4

　　　

1.7

教

　

育

　

費

　　

64,524

　　　

－

　

64,524

　　　

－

　

64,524

　

176,096

　

36,868

　　　

－

　　

27,656

　

4.8

　

176,096

　

18.9

　

203,752

　

13.5

　　　

86.4

　　　

57.1

　

学校教育費

　　

54,985

　　　

－

　

54,985

　　　

－

　

54,985

　

138,519

　

34,021

　　　

－

　　

20,964

　

3.6

　

138,519

　

14,8

　

159,483

　

10.6

　　　

86.9

　　　

61.9

　

社会教育費

　　

1,221

　　　

－

　　

1,221

　　　

－

　　

1,221

　

15,035

　　

417

　　　

－

　　　

朗

　

0,1

　　

15,035

　

1.6

　　

15,839

　

1.0

　　　

94.9

　　　

34.2

　

そ

　

の

　

他

　　

8,318

　　　

－

　　

8,318

　　　

－

　　

8,318

　

22,542

　　

2,430

　　　

－

　　

5,888

　

0

　　

22,542

　

2.5

　　

28,430

　

1.9

　　　

79.3

　　　

29.2

社会保障関係費

　

210,865

　　

3,褐

　

214,215

　　

1,916

　

212,299

　

227,738

　

53,445

　　　

－

　　

158,854

　

27.6

　

227,738

　

24.4

　

386,592

　

25.6

　　　

58.9

　　　

25.2

　

民

　

生

　

費

　

183,783

　　

3,349

　

187,132

　　

1,916

　

185,216

　

147,360

　

43,264

　　　

－

　　

141,952

　

24.7

　

147,360

　

15.8

　

289,312

　

19.2

　　　

50.9

　　　

23.4

　

衛

　

生

　

費

　　

8,600

　　　

－

　　

8,600

　　　

－

　　

8,回

　

64,549

　　

5,240

　　　

－

　　

3,360

　

0.6

　　

64,549

　

6.9

　　

67,909

　

4.5

　　　

95.1

　　　

60,9

　

住

　

宅

　

費

　　

9,925

　　　

－

　　

9,925

　　　

－

　　

9,925

　

15,282

　　

4,602

　　　

－

　　

5,323

　

0･9

　　

15,282

　

1,6

　　

20,605

　

1,4

　　　

74.2

　　　

46.4

　

そ

　

の

　

他

　　

8,558

　　　

一

　　

8,558

　　　

－

　　

8,558

　　

547

　　

339

　　　

－

　　

8,219

　

1.4 547　0.1　　8,766　0.5　　　6.2　　　4.0

恩

　

給

　

費

　　

12,812

　　　

－

　

12,812

　　　

－

　

12,812

　　

753

　　　

－

　　　

－

　　

12･812

　

2.2

　　　

753

　

0j

　　

13,565

　

0.9

　　　

5･6

　　　

－

公

　

債

　

費

　

156,003

　　　

－

　

156,003

　　　

－

　

156,003

　

130･635

　　　

－

　　　

－

　　

156･003

　

27j

　　

130･635

　

14,0

　

286,638

　

19.0

　　　

45.6

　　　

－

前年度繰上充用金

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

263

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

263

　

0.0

　　　

263

　

0.0

　　

100.0

　　　

－

そ

　

の

　

他

　　

1,161

　　　

－

　　

ロ61

　　　

－

　　

ロ61

　　　

‾

　　　

‾

　　　

‾

　　

1･161

　

0.3

　　　

－

　　

－

　　　

1,161

　

0.2

　　　

－

　　　

－

　

合

　

計

　

836,743

　

732,2671,569,009　644,068　924,941　948,394　350,045　14,770　574,896 100.0　933,624 100.0 1,508,520
100.0　　61.9 37,8

（注）１

　

国の歳出総額は、一般会計と交付税及び譲与税配付金、国有林野事業（治山勘定のみ）、国営土地改良事業、港湾整備、道路整備、空港整備、

　　　　　

治水、石油及びエネルギー需給構造高度化対策、厚生保険（児童手当勘定のみ）及び電源開発促進対策（電源立地勘定のみ）の10特別会計との

　　　　　

純計決算額である。

　　　　

２

　

「国から地方に対する支出」は、地方交付税、地方特例交付金、地方譲与税及び国庫支出金（交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所

　　　　

在市町村助成交付金を含６.）の合計額であり、地方の歳入決算額によっている。

　　　　

３

　

「地方から国に対する支出」は、地方財政法第17条の２の規定による地方公共団体の負担金（地方の歳出決算額中、国直轄事業負担金に係る

　　　　

国への現金納付額）で、地方の歳出決算額によっている。

一資49－



その１

　

総

　　

括

第33表

　

国民経済計算における公的支出の推移

(単位

　

億円 ％）

　　　　　　　　

平

　

成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対

　

前

　

年

　

度

　

増

　

減

　

率

　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

　

区

　　　　

分

　

９年度

　

10年度

　

11年度

　

12年度

　

13年度

　

14年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9

　　

10

　

11

　　

12

　

13

　　

14

　　

9

　　

10

　

n

　　

12

　

13

　

14

公

　

的

　

支

　

出1,163,889 1,177,112 1,191,027 1,193,928 1,189,867 1,174,147△0.6　1.1　1.2　0.2△0.3△1.3　22.4　23.0　23.4　23,3　23.8　23.6

　

中

　　　　

央

　

212,755

　

217,009

　

227,460

　

227,076

　

220,324

　

221,091

　

0.3

　

2.0

　

4.8△0.2△3,0

　

0.3

　

4.1

　

4.2

　

4,5

　

4.4

　

4.4

　

4.4

　　

最終消費支出

　

117,918

　

125,079

　

127,974

　

133,697

　

134,375

　

136,467

　

2.9

　

6.1

　

2.3

　

4.5

　

0.5

　

1.6

　

2.3

　

2.4

　

2.5

　

2.6

　

2,7

　

2.7

　　

総資本形成

　　

94,837

　

91,930

　

99,486

　

93,379

　

85,949

　

84,624△2.7△3.1

　

8.2△6.1△8.0△1.5

　

1,8

　

1.8

　

2.0

　

1.8

　

1.7

　

1.7

　

地

　　　

方

　

702,651

　

708,427

　

702,773

　

673,749

　

660,778

　

645,557△1.0

　

0.8△0.8△4.1△1.9△2.3

　

13.5

　

13.8

　

13.8

　

13.1

　

13.2

　

13.0

　　

最終消費支出

　

410,170

　

416,912

　

426,975

　

423,408

　

428,035

　

431,139

　

3.0

　

1.6

　

2.4△0.8

　

0

　

0.7

　

7.9

　

8.1

　

8.4

　

8,3

　

8.5

　

8.7

　　

総資本形成

　

292,481

　

291,515

　

275,798

　

250,341

　

232,743

　

214,418△6.1△0.3△5.4△9.2△7,0△7.9

　

5.6

　

5.7

　

5.4

　

4.9

　

4.6

　

4.3

　

社会保障基金

　

248,483

　

251,676

　

260,796

　

293,103

　

308,766

　

307,499△0.3

　

1.3

　

3,6

　

12.4

　

5.3△0.4

　

4.8

　

4.9

　

5.1

　

5.7

　

6.2

　

6.2

　　

最終消費支出

　

246,488

　

250,164

　

259,552

　

291,928

　

307,453

　

306,426△0.4

　

1.5

　

3.8

　

12.5

　

5.3△0.3

　

4.7

　

4.9

　

5.1

　

5,7

　

6.1

　

6.2

　　

総資本形成

　　

1,995

　　

1,512

　　

1,244

　　

1,175

　　

1,313

　　

1,073

　

15,2△,24.2△17.7△5.5

　

11.7△18.3

　

0.0

　

0.0

　

0.0

　

0.0

　

0.0

　

0,0

国内総支出5,206,128 5,124,417 5,080,004 5,132,094 5,009,200 4,976,466　1.3△1.6△0,9　1,0△2.4△0.7 100.0 100.0 100.0 100,0 100.0 100.0

（注）公的支出は、「国民経済計算（内閣府経済社会総合研究所調べ）」による数値である。その２において同じ。

その２

　

地方財政分 (単位

　

億円・％)

　　　　　　　　

平

　

成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対

　

前

　

年

　

度

　

増

　

減

　

率

　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

　

区

　　　　

分

　

９年度

　

10年度

　

11年度

　

12年度

　

13年度

　

14年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9

　　

10

　

11

　　

12

　

13

　

14

　　

9

　　

10

　

n

　　

12

　

13

　

14

普

　

通

　

会

　

計

　

595,400

　

599,177

　

594,704

　

572,098

　

565,491

　

555,593△1,0

　

0.6△0.7△3.8△1.2△1.8

　

84.7

　

84.6

　

84.6

　

84.9

　

85.6

　

85.1

　　

（歳

　　

出）

　

975,7381,001,9751,016,291　976,164　974,317　948,394△1.4　2.6　1,4△3.9△0.2△2.7 139.0 141.4 144.6 144.9 147.4 145.9

　　

（控

　　

除）

　

381,338

　

402,798

　

421,587

　

404,066

　

408,826

　

392,801△1,9

　

5.6

　

4.7△4.2

　

1,2△3.9

　

54.3

　

56.9

　

60.0

　

60.0

　

61.9

　

50.8

　

最終消費支出

　

387,231

　

393,239

　

402,054

　

397,556

　

401,316

　

403,831

　

3,0

　

1.6

　

2.2△1.1

　

0.9

　

0.6

　

55.1

　

55.5

　

57.2

　

59.0

　

60.7

　

52.6

　

総資本形成

　

208,169

　

205,938

　

192,650

　

174,442

　

164,175

　

151,762△7.7△1.1△6.5△9,5△5.9△7.6

　

29.6

　

29.1

　

27.4

　

25.9

　

24.8

　

23.5

非企業会計

　

65,406

　

68,546

　

69,404

　

65,182

　

62,397

　

59,632△1.3

　

4.8

　

1.3△6.1△4.3△4.4

　

9.3

　

9.7

　

9.9

　

9.7

　

9.4

　

9,2

　

最終消費支出

　　

22,939

　

23,673

　

24,921

　

25,752

　

26,719

　

27,308

　

3.5

　

3.2

　

5.3

　

3.3

　

3.8

　

2.2

　

3.3

　

3.3

　

3.5

　

3,8

　

4,0

　

4,2

　

総資本形成

　　

42,467

　

44,873

　

44,483

　

39,430

　

35,678

　

32,324△3.7

　

5.7△0.9△11.4△9.5△9.4

　

6.0

　

6.3

　

6.3

　

5.9

　

5.4

　

5,0

公

　

的

　

企

　

業

　　

41,845

　

40,705

　

38,665

　

36,469

　

32,890

　

30,332△0.4△2.7△5.0△5.7△9,8△7.8

　

6.0

　

5.7

　

5.5

　

5.4

　

5.0

　

4,7

　

総資本形成

　　

41,845

　

40,705

　

38,655

　

36,469

　

32,890

　

30,332△0.4△2.7△5.0△5.7△9.8△7.8

　

6.0

　

5.7

　

5.5

　

5.4

　

5.0

　

4,7

地方の公的支出

　

702,651

　

708,427

　

702,773

　

673,749

　

660,778

　

645,557△1.0

　

0.8△0.8△4,1△1.9△2.3 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　

最終消費支出

　

410,170

　

416,912

　

426,975

　

423,408

　

428,035

　

431,139

　

3,0

　

1.6

　

2,4△0,8

　

1.1

　　

0.7

　

58,4

　

58.9

　

60.8

　

62.8

　

64.8

　

66.8

　

総資本形成

　

292,481

　

291,515

　

275,798

　

250,341

　

232,743

　

214,418△6.1△0.3△5,4△9.2△7.0△7.9

　

41.6

　

41.1

　

39.2

　

37.2

　

35.2

　

33.2

一資50－



その１

　

総

　　

括

第34表

　

目的別歳出決算額の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　　

前年度増減率

　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町村

　　

純計額

　　

純計額

　　

増減額

　　

．

　　　　　　　

，＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

果宍

　

市町村純計額1:市町村純計額

議

　　

会

　　　

費

　　　

86,611

　

0.2

　　

475,946

　

0.9

　　

562,517

　

0.6

　　

573,473

　

0.6

　

△

　

10,956△3.0△1.7△1.9△0.1△0.5△0.4

総

　　

務

　　

費

　　

2,846,468

　

5,6

　

6,264,180

　

12,4

　

8,555,941

　

9.0

　

8,938,593

　

9.2

　

△382,652△4.8△4.4△4.3△8.9

　

0.7△2.4

民

　　

生

　　

費

　　

4,374,484

　

8.7

　

11,267,847

　

22.3

　

14,303,211

　

15.1

　

14,054,411

　

14.4

　　

248,800△0.9

　

3.3

　　

1.8

　

7.6

　

4,3

　

4.9

衛

　　

生

　　

費

　　

1,586,994

　

3,1

　

5,031,010

　

10.0

　

6,454,941

　

6.8

　

6,675,965

　

6.9

　

△221,024△1.7△3.7△3.3△0.9

　

3.6

　

2,4

労

　　

働

　　

費

　　

356,289

　

0.7

　　

191,778

　

0,4

　　

487,473

　

0,5

　

798,218

　

0.8△310,745△43.7△4.7△38,9

　

99.9△3.2

　

67.8

農林水産業費

　　

3,994,320

　

7.9

　

1,958,022

　

3.9

　

5,155,220

　

5.4

　

5,535,215

　

5.7△379,995△7.2△7.0△6.9△6.2△5.2△5.7

商

　　

工

　　

費

　　

3,238,071

　

6.4

　

1,798,816

　

3.6

　

4,983,219

　

5.3

　

5,368,931

　

5.5

　

△385,712△7.8△5.8△7.2△0.3△2.5△□

土

　　

木

　　

費

　　

9,122,257

　

18.1

　

8,866,012

　

17.6

　

17,671,998

　

18.6

　

18,572,313

　

19.1

　

△900,315△4.9△4.8△4.8△6,2△3.8△5.1

消

　　

防

　　

費

　　

222,052

　

0.4

　

1,713,686

　

3.4

　

1,859,289

　

2.0

　

1,862,478

　

1.9

　

△

　

3,189

　

1.3△0.2△0.2

　

0.6△0.8△0.7

警

　　

察

　　

費

　　

3,407,457

　

6.7

　　　

－

　

－

　

3,407,340

　

3.6

　

3,393,702

　

3.5

　　

13,638

　

0.4

　　

一

　

〇,4△1.0

　　

－△1.0

教

　　

育

　　

費

　

11,839,127

　

23.4

　

5,902,486

　

11.7

　

17,654,384

　

18.6

　

18,001,012

　

18.5

　

△346,628△1.8△2.4△1.9△0.4△0.5△0.4

災害復旧費

　　

232,774

　

0.5

　

142,069

　

0.3

　

345,808

　

0.4

　

403,188

　

0.4△57,380△13.6△15.1△14.2△20.7△26.1△19.9

公

　　

債

　　　

費

　　

6,610,063

　

13.1

　

6,557,605

　

13,0

　

13,063,534

　

13.8

　

12,851,026

　

13.2

　　

212,508

　　

1.5

　　

1.6

　　

1.7

　　

4.4

　　

2.9

　　

3.8

諸

　

支

　

出

　

金

　　　

65,427

　

0.1

　　

242,804

　

0.5

　　

308,232

　

0.3

　　

373,454

　

0.4

　

△

　

65,222△4.2△20.4△17.5△9.7

　

6.2

　

2.9

前年度繰上充用金

　　　

12,534

　

0.0

　　

13,778

　

0.0

　　

26,312

　

0.0

　　

29,709

　

010

　

△

　

3,397△26.3

　　

8.5△11.4 2,053.2　39.9　201.0

利子割交付金

　　

210,551

　

0.4

　　　

一

　

一

　　　

一

　

－

　　　

－

　

－

　　　　

－△69.4

　　

－

　　

－

　

4.0

　　

－

　　

一

地方消費税交付金

　　

1,083,730

　

2.1

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－△12.2

　　

－

　　

－△1.9

　　

－

　　

－

ゴルフ場利用税交付金

　　　

52,288

　

0.1

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－△5.3

　　

－

　　

－△3.2

　　

－

　　

－

特別地方消費税交付金

　　　　

188

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－△61.0

　　

－

　　

－△叫,７

　　

－

　　

－

自動車取得税交付金

　　

285,220

　

0.6

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－△10.3

　　

－

　　

－△1.0

　　

－

　　

－

軽油引取税交付金

　　

107,762

　

0.2

　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

‾

　　　　

‾

　

‾

　　　　

－△3.8

　　

－

　　

－△0.6

　　

－

　　

－

特別区財政調整交付金

　　　

769,255

　

1.5

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

‾

　　　　

‾

　　

‾

　　　　

‾△7.4

　　

－

　　

－△0,1

　　

－

　　

－

特別区財政調整納付金

　　　　　

一

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

‾

　　

‾

　　　　

‾

　　

‾

　　　　　

‾

　　

‾

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　

50,503,923 1 00,0　50,426,038 100.0　94･839･418 100.0　97･431･688
100.0　△2,592･270△4.6△1･9△2.7△0.9　0.5△0.2

一資51－



その２

　

推

　　

移

第34表

　

目的別歳出決算額の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　

決

　　　　　　　　　　　　　　

算

　　　　　　　　　　　　　　

額

　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　

数

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　

平成９年度

　　

10年度

　　　

11年度

　　　

12年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

9

　　

10

　　

11

　　

12

　　

13

　　

14

議

　　

会

　　

費

　　　

604,419

　　　

602,257

　　　

581,319

　　　

575,997

　　　

573,473

　　　

562,517

　　

100

　　

100

　　

96

　　

95

　　

95

　　

93

総

　　

務

　　

費

　　

8,688,892

　　

8,555,252

　　

9,177,997

　　

9,156,455

　　

8,938,593

　　

8,555,941

　　

100

　　

100

　　

106

　　

105

　　

103

　　

98

民

　　

生

　　

費

　　

12,721,549

　

13,445,439

　

15,063,969

　

13,392,030

　

14,054,411

　

14,303,211

　　

100

　　

106

　　

118

　　

105

　　

110

　　

n2

衛

　　

生

　　

費

　　

6,722,296

　　

6,654,337

　　

6,584,461

　　

6,519,660

　　

6,675,965

　　

6,454,941

　　

100

　　

99

　　

98

　　

97

　　

99

　　

96

労

　　

働

　　

費

　　　

484,878

　　　

457,577

　　　

655,309

　　　

475,780

　　　

798,218

　　　

487,473

　　

100

　　

94

　　

135

　　

98

　　

165

　

101

農林水産業費

　　

6,475,115

　

6,382,433

　

6,209,105

　

5,869,961

　

5,535,215

　

5,155,220

　

100

　　

99

　　

96

　　

91

　　

85

　　

80

商

　　

工

　　

費

　　

5,374,186

　　

6,260,533

　　

6,002,002

　　

5,427,712

　　

5,368,931

　　

4,983,219

　　

100

　　

116

　　

112

　　

101

　　

100

　　

93

土

　　

木

　　

費

　　

21,330,406

　

21,972,878

　

20,978,072

　

19,560,287

　

18,572,313

　

17,671,998

　　

100

　　

103

　　

98

　　

92

　　

87

　　

83

消

　　

防

　　

費

　　

1,879,359

　　

1,901,224

　　

1,873,596

　　

1,875,829

　　

1,862,478

　　

1,859,289

　　

100

　　

101

　　

100

　　

100

　　

99

　　

99

警

　　

察

　　

費

　　

3,423,694

　　

3,455,610

　　

3,417,910

　　

3,428,812

　　

3,393,702

　　

3,407,340

　

100

　　

101

　　

100

　　

100

　　

99

　　

100

教

　　

育

　　

費

　　

18,790,123

　

18,608,320

　

18,192,738

　

18,078,717

　

18,001,012

　

17,654,384

　　

100

　　

99

　　

97

　　

96

　　

96

　　

94

そ

　　

の

　　

他

　　

11,178,855

　

11,800,685

　

12,892,632

　

13,255,120

　

13,657,377

　

13,743,885

　　

100

　　

106

　　

115

　　

119

　　

122

　　

123

　

歳出合計

　　　

97,673,772

　

100,197,545

　

101,629,110

　

97,616,360

　

97,431,688

　

94,839,418

　

100

　

103

　

104

　

100

　

100

　　

97

(単位

　

％)

　　　　　　　　　　　

決

　　　

算

　　　

額

　　　

構

　　　

成

　　　

比

　　　　　　　

増

　　　　　　　　　　

減

　　　　　　　　　

率

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　

9

　　　　

10

　　　　

11

　　　　

12

　　　　

13

　　　　

14

　　　　

9

　　　　

10

　　　　

n

　　　　

12

　　　　

13

　　　　

14

議

　　

会

　　

費

　　　

0.6

　　　

0.6

　　　

0.6

　　　

0.6

　　　

0.6

　　　

0.6

　　　

0.4

　

△

　

0.4

　

△

　

3.5

　

△

　

0.9

　

△

　

0.4

　

△

　

1.9

総

　　

務

　　

費

　　　

8.9

　　

8.6

　　

9.0

　　

9.4

　　

9.2

　　

9.0

　

△10.1

　

△0.4

　　

6.0

　

△0.2

　

△2.4

　

△4.3

民

　　

生

　　

費

　　

13.0

　　

13.4

　　

14.8

　　

13.7

　　

14.4

　　

15.1

　　

4.3

　　

5.7

　　

12.0

　

△11.1

　　

4.9

　　

1.8

衛

　　

生

　　

費

　　　

6.9

　　　

6.6

　　　

6.5

　　　

6.7

　　　

6.9

　　　

6.8

　　　

1.1

　

△

　

1.0

　

△

　

1.1

　

△

　

1.0

　　　

2.4

　

△

　

3.3

労

　　

働

　　

費

　　　

0.5

　　

0.5

　　

0.6

　　

0.5

　　

0.8

　　

0.5

　

△4.2

　

△5.6

　　

43.2

　

△27.4

　　

67.8

　

△38.9

農林水産業費

　　　

6.6

　　　

6.4

　　　

6.1

　　　

6.0

　　　

5.7

　　　

5.4

　

△4.8

　

△1.4

　

△2.7

　

△5.5

　

△5.7

　

△6.9

商

　　

工

　　

費

　　　

5.5

　　　

6.2

　　　

5.9

　　　

5.6

　　　

5.5

　　　

5.3

　　　

0.1

　　　

16.5

　

△

　

4.1

　

△

　

9.6

　

△

　

1.1

　

△

　

7.2

土

　　

木

　　

費

　　　

21.8

　　　

21.9

　　　

20.6

　　　

20.0

　　　

19.1

　　　

18.6

　

△

　

5.1

　　　

3.0

　

△

　

4.5

　

△

　

6.8

　

△

　

5.1

　

△

　

4.8

消

　　

防

　　

費

　　　

1.9

　　　

1,9

　　　

1.8

　　　

1.9

　　　

1.9

　　　

2.0

　　　

1.4

　　　

1.2

　

△

　

1.5

　　　

0.1

　

△

　

0.7

　

△

　

0.2

警

　　

察

　　

費

　　　

3.5

　　　

3.4

　　　

3.4

　　　

3.5

　　　

3.5

　　　

3,6

　　　

1,2

　　　

1.0

　

△

　

1.1

　　　

0.3

　

△

　

1.0

　　　

0.4

教

　　

育

　　

費

　　　

19.2

　　　

18.6

　　　

17.9

　　　

18.5

　　　

18.5

　　　

18.6

　

△

　

0.3

　

△

　

1.0

　

△

　

2.2

　

△

　

0.6

　

△

　

0.4

　

△

　

1.9

そ

　　

の

　　

他

　　　

11.6

　　　

11.9

　　　

12.8

　　　

13.6

　　　

13.9

　　　

14.5

　　　

4.6

　　　

5.6

　　　

9.3

　　　

2.8

　　　

3.0

　　　

0.6

　

歳出合計

　　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　

△

　

1.4

　　　

2.6

　　　

1.4

　

△3.9

　

△0.2

　

△2.7

一資52－



その１

　

日的別内訳

第35表

　

民 生

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　

減

　

額

　

増

　

減

　

率

　

１；斐

社会福祉費

　

1,011,026

　

23.1

　

3,033,490

　

26.9

　

3,732,739

　

26.1

　　

3,796,537

　

27.0

　　

△63,798

　　

△1.7

　　　

4.3

老人福祉費

　

1,828,916

　

41.8

　

2,522,800

　

22.4

　

3,793,219

　

26.5

　　

3,688,104

　

26.2

　　　

105,115

　　　

2.9

　　　

4.2

児童福祉費

　

1,190,679 27.2　3,573,375 31.7　4,337,136 30.3　　4,255,391　30.3　　　81,745　　　1.9　　　5.6

生活保護費

　　

341,485

　

7.8

　

2,134,820

　

18.9

　

2,435,162

　

17.0

　　

2,307,878

　

16.4

　　　

127,284

　　　

5.5

　　　

7.1

災害救助費

　　　

2,378

　

0.1

　　

3,362

　

0.0

　　

4,954

　

0.0

　　　

6,502

　　

0.0

　　

△

　

1,548

　　

△23.8

　　

△74.6

　

合

　　

計

　　

4,374,484 100.0 11,267,847 100.0 14,303,211 100.0　14,054,411　100.0　　　248,800　　　1.8　　　4.9

その２

　

性質別内訳 (単位

　

百万円

　

％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　

ｚ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　

減

　

額

　

増

　

減

　

率

　

１シ1万

人

　　

件

　　

費

　　　

283,126

　

6.5

　

1,793,377

　

15.9

　

2,076,502

　

14.5

　　

2,143,360

　　

15.3

　　　

△

　

66,858

　　

△

　

3.1

　　　

△

　

0.1

物

　　

件

　　

費

　　　

112,810

　

2.6

　　

761,673

　

6.8

　　

874,484

　

6.1

　　　

848,993

　　

6.0

　　　　

25,491

　　　　

3.0

　　　　

3.1

扶

　　

助

　　

費

　　

1,121,331

　

25.6

　

5,108,080

　

45.3

　

6,229,411

　

43.6

　　

5,976,019

　　

42.5

　　　　

253,392

　　　　

4.2

　　　　

6.3

補

　

助

　

費

　

等

　　

2,316,301

　

53.0

　　

540,456

　

4.8

　

1,573,116

　

11.0

　　

1,603,744

　　

11.4

　　　

△

　

30,628

　　

△

　

1.9

　　　　

10.0

普通建設事業費

　　

367,958

　

8.4

　　

509,485

　

4.5

　　

823,789

　

5.8

　　　

887,647

　　

6.3

　　

△

　

63,858

　　

△

　

7.2

　　　　

1.8

　

補助事業費

　　

286,491

　

6.5

　　

177,739

　

1,6

　　

422,554

　

3.0

　　　

428,323

　　

3.0

　　

△

　

5,769

　　

△1.3

　　　

6.2

　

単独事業費

　　

81,467

　

1.9

　　

331,676

　

2.9

　　

401,235

　

2.8

　　　

459,324

　　

3.3

　　

△58,089

　　

△12.6

　　

△1.9

　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

69

　

0.0

　　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

一

貸

　　

付

　　

金

　　　

85,210

　

1.9

　　　

41,116

　

0.4

　　

124,500

　

0.9

　　　

118,202

　　

0.8

　　　　　

6,298

　　　　

5.3

　　　　

1.2

繰

　　

出

　　

金

　　　　

3,257

　

0.1

　

2,482,755

　

22.0

　

2,485,014

　

17.4

　　

2,361,895

　　

16.8

　　　　

124,119

　　　　

5.3

　　　　

6.1

そ

　　

の

　　

他

　　　

84,491

　

1.9

　　

30,904

　

0.3

　　

115,395

　

0.7

　　　

114,551

　　

0.9

　　　　　

844

　　　　

0.7

　　

△11.4

　

合

　　

計

　　

4,374,484 100.0 11,267,847 100.0 14,303,211 100.0　14,054,411　100.0　　　248,800　　　1.8　　　4.9

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　　

;;門戸：

　　

増

　

減

　

額

　

増

　

減

　

率

　

１ズ斐

国庫支出金

　　

880,070 20.1　2,991,142 26.5　3,871,212 27.1　　　3,920,189　　27.9　　　△　48,977　　△　1.2　　　　9.8

都道府県支出金

　　　　　

－

　　

－

　　

941,549

　

8.4

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

使用料，手数料

　　　

48,991

　

1.1

　　

257,080

　

2.3

　　

306･071

　

2.1　　　305,873　　2.2　　　　　198　　　　0. 1　　　　2.9

分担金,負担金,寄附金

　　　

92,921

　　

2.1

　　　

332,186

　

2.9

　　

339,342

　

2.4

　　　

345,215

　　

2.5

　　　

△

　

5,873

　　

△

　

1.7

　　　　　

4.4

地

　　

方

　　

債

　　　

171,031

　

3.9

　　

170,270 1.5　　337,352　2.4　　　　202･598　1.4　　　　134,754　　　　　66.5　　△13.6

その他特定財源

　　

186,714

　

4.3

　　　

208･696

　

1.9

　　

391･493

　

2.7

　　　

397,039

　　

2.8

　　　

△

　

5,546

　　

△

　

1.4

　　

△

　

9.1

一般財源等

　

2,994,757

　

68.5

　

6,366,924

　

56･5

　

9･057･741

　

63.3

　　

8,883,497

　

63.2

　　　

174,244

　　　

2.0

　　　

4.2

　

合

　　

計

　　

4,374,484 100.0 11･267･847100.0 14･303･211 100.0　14,054,411　100.0　　　248,800　　　1.8　　　　4.9

一資53－



第36表

　

社

　

会

　

福

　

祉

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

l討

人

　　

件

　　

費

　　

117,614

　

11.6

　

385,117

　

12.7

　

502,731

　

13.5

　　　　

538,513

　　

14.2

　　　　

△

　

35,782

　　　

△

　

6.6

　　　

△

　

0.7

物

　　

件

　　

費

　　

52,720

　

5.2

　

227,314

　

7.5

　

280,035

　

7.5

　　　　

281,848

　　　

7.4

　　　　

△

　

1,813

　　　

△

　

0.6

　　　　　

5.4

扶

　　

助

　　

費

　　

261,074

　

25.8

　

974,399

　

32.1 1,235,473　33.1　　　1,195,554　　31.5　　　　　　39,919　　　　　3.3　　　　　3.5

補

　

助

　

費

　

等

　　

442,033

　

43.7

　

249,021

　

8.2

　

388,355

　

10.4

　　　　

467,145

　　

12.3

　　　　

△

　

78,790

　　　

△16.9

　　　　

19.6

普通建設事業費

　　

84,804

　

8.4

　

138,649

　

4.6

　

214,605

　

5.7

　　　

242,382

　　

6.4

　　　

△27,777

　　　

△11.5

　　　　

5.6

　

う

　

補助事業費

　　

43,668

　

4.3

　　

27,932

　

0.9

　　

68,494

　

1.8

　　　　

67,827

　　　

1.8

　　　　　　　

667

　　　　　

1.0

　　　　

19.6

　

ち
{

単独事業費

　　

41,136

　

4.1

　

no, 662　3.6　146,110　3.9　　　　　174,555　　4.6　　　△28,445　　△16.3　　　　1.1

貸

　　

付

　　

金

　　

38,310

　

3.8

　

16,547

　

0.5

　

54,628

　

1.5

　　　

64,757

　　

1.7

　　　

△10,129

　　

△15.6

　　

△6.0

繰

　　

出

　　

金

　　　

3

　

0.0 1,027,754　33.9 1,027,757　27.5　　　982,067　25.9　　　　45,690　　　　4.7　　　　3.2

そ

　　

の

　　

他

　　

14,468

　

1.5

　　

14,689

　

0.5

　

29,155

　

0.8

　　　

24,271

　　

0.6

　　　　　

4,884

　　　　

20.1

　　

△32.2

　

合

　　

計

　

1,011,026 100.0 3,033,490 100.0 3,732,739 100.0　　3,796,537　100.0　　△63,798　　△1,7　　　4.3

第37表

　

老

　

人

　

福

　

祉

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

Ｕ：

人

　　

件

　　

費

　　

28,409

　

1.6

　

136,870

　

5.4

　

165,279

　

4.4

　　　　

173,245

　　　

4.7

　　　　

△

　

7,966

　　　

△

　

4.6

　　　

△

　

2.9

物

　　

件

　　

費

　　

23,704

　

1.3

　

235,022

　

9.3

　

258,727

　

6,8

　　　　

248,989

　　　

6.8

　　　　　　

9,738

　　　　　

3.9

　　　　　

1.9

扶

　　

助

　　

費

　　

39,624

　

2.2

　

314,033

　

12.4

　

353,657

　

9.3

　　　　

372,735

　　

10.1

　　　　

△

　

19,078

　　　

△

　

5.1

　　　

△

　

5.5

補

　

助

　

費

　

等

　

1,404,952

　

76.8

　

142,385

　

5.6 1,023,361　27.0　　　　969,238　　26.3　　　　　　54,123　　　　　5.6　　　　　6.3

普通建設事業費

　　

228,345

　

12.5

　

218,706

　

8.7

　

414,066

　

10.9

　　　

438,196

　　

11.9

　　　　

△

　

24,130

　　　

△

　

5.5

　　　

△0.6

　

う

　

補助事業費

　　

198,286

　

10.8

　　

94,295

　

3.7

　

263,796

　

7.0

　　　　

264,334

　　　

7.2

　　　　

△

　　

538

　　　

△

　

0.2

　　　　

10.0

　

ち
{

単独事業費

　　

30,059

　

1.6

　

124,398

　

4.9

　

150,270

　

4,0

　　　

173,862

　　

4.7

　　　　

△

　

23,592

　　　

△13.6

　　　

△13.3

貸

　　

付

　　

金

　　

32,446

　

1.8

　　

14,902

　

0.6

　　

45,813

　

1.2

　　　　

28,661

　　　

0.8

　　　　　　

17,152

　　　　

59.8

　　　　

43.7

繰

　　

出

　　

金

　　　

3,254

　

0.2 1,455,002　57.7 1,458,256　38.4　　　1,379,827　　37.4　　　　　　78,429　　　　　5.7　　　　　8.3

そ

　　

の

　　

他

　　

58,182

　

3.6

　　

5,880

　

0.3

　　

74,060

　

2.0

　　　　

77,213

　　　

2.0

　　　　

△

　

3,153

　　　

△

　

4.1

　　　　　

0.8

　

合

　　

計

　

1,828,916 100.0 2,522,800 100.0 3,793,219 100.0　　3,688,104　100.0　　　　105,115　　　2.9　　　4.2

第38表

　

児

　

童

　

福

　

祉

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　

分

　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

1昌

人

　

件

　

費

　

109,660

　

9.2 1,157,346 32.4 1,267,007 29.2　　1,289,380　30.3　　△22,373　　△1.7　　　0.5

物

　　

件

　　

費

　　

31,975

　

2.7

　

283,753

　

7.9

　

315,727

　

7,3

　　　　

298,183

　　　

7.0

　　　　　　

17,544

　　　　　

5.9

　　　　　

4.7

扶

　　

助

　　

費

　　

554,515

　

46.6 1,820,828　51.0 2,375,343　54.8　　　2,283,164　　53.7　　　　　　92,179　　　　　4.0　　　　　9.5

普通建設事業費

　　

53,114

　

4.5

　

149,220

　

4.2

　

190,878

　

4.4

　　　

201,645

　　

4.7

　　　　

△

　

10,767

　　　

△

　

5.3

　　　　　

2.4

　

う

　

補助事業費

　　

42,998

　

3.6

　　

53,973、1.5

　　

87,520

　

2.0

　　　　

92,701

　　

2.2

　　　　

△

　

5,181

　　　

△

　

5.6

　　　

△10.6

　

ち
{

単独事業費

　　

10,115

　

0.8

　　

95,247

　

2.7

　

103,359

　

2.4

　　　　

108,944

　　　

2,6

　　　　

△

　

5,585

　　　

△

　

5.1

　　　　

16.8

貸

　　

付

　　

金

　　

14,432

　

1.2

　　

9,327

　

0.3

　　

23,720

　

0.5

　　　　

22,992

　　　

0.5

　　　　　　　

728

　　　　　

3.2

　　　　　

0.6

そ

　　

の

　　

他

　　

426,983

　

35.8

　

152,901

　

4.2

　

164,461

　

3.8

　　　　

160,027

　　　

3.8

　　　　　　

4,434

　　　　　

2.8

　　　　　

2.3

　

合

　　

計

　

1,190,679 100.0 3,573,375 100.0 4,337,136 100.0　　4,255,391　100.0　　　　81,745　　　1.9　　　5.6

一資54－



第39表

　

生

　

活

　

保

　

護

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　

分

　　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

ｔ討

人

　　

件

　　

費

　　

27,411

　　

8.0

　

113,543

　　

5.3

　

140,954

　

5.8

　　　　

141,651

　　　

6.1

　　　　

△

　　

697

　　　

△

　

0.5

　　　　　

2.1

扶

　　

助

　　

費

　　

266,037

　

77.9 1,998,293　93.6 2,264,330　93.0　　　2,123,828　　92.0　　　　　140,502　　　　　6.6　　　　　7.0

そ

　　

の

　　

他

　　

48,037

　

14.1

　

22,984

　

1.1

　

29,878

　

1.2

　　　

42,399

　　

1.9

　　　

△12,521

　　

△29.5

　　　

38.8

　

合

　　　

計

　　

341,485 100.0 2,134,820 100.0 2,435,162 100.0　　2,307,878　100.0　　　　127,284　　　　5.5　　　　7.1

第40表

　

被

　

保

　

護

　

者

　

数

　

の

　

推

　

移

（１か月平均

　

単位

　

千人）

　　　　　　　　　

被保護者実人員

　　　　

生活扶助

　　

住宅扶助

　　

教育扶助

　　

介護扶助

　　

医療扶助

ｇ

　

゛

実

　

ｔｍ

　

ｔ豊繋人

　　

員

　

指

　　

数

　

人

　　

員

　

指

　

数

　

人

　　

員

　

指

　

数

　

人

　　

貝

　

指

　

数

　

人

　　

員

　

指

　

数

昭和36年度

　　　

1,643

　　　　

100

　　　

17.4

　　　

1,471

　　　　

100

　　　

677

　　

100

　　　

513

　　

100

　　　　

－

　　

－

　　　　

477

　　

100

平成８年度

　　　　

887

　　　　

54

　　　

7.1

　　　

766

　　　　

52

　　　

649

　　

96

　　　　

85

　　

17

　　　　

－

　　

－

　　　　

695

　　

146

　　

9

　　　　　　

906

　　　　

55

　　　

7.2

　　　

784

　　　　

53

　　　

669

　　

99

　　　　

84

　　

16

　　　　

一

　　

－

　　　　

716

　　

150

　　

10

　　　　　　

947

　　　　

58

　　　

7.5

　　　

822

　　　　

56

　　　

707

　　

104

　　　　

87

　　

17

　　　　

一

　　

－

　　　　

753

　　

158

　　

11

　　　　　

1,004

　　　　

61

　　　

7.9

　　　

877

　　　　

60

　　　

763

　　

113

　　　　

91

　　

18

　　　　

一

　　

－

　　　　

804

　　

169

　　

12

　　　　　

1,072

　　　　

65

　　　

8.4

　　　

943

　　　　

64

　　　

824

　　

122

　　　　

97

　　

19

　　　　

67

　　

100

　　　

864

　　

181

　　

13

　　　　　

1,148

　　　　

70

　　　

9.0

　　

1,015

　　　　

69

　　　

891

　　

132

　　　

105

　　

20

　　　　

84

　　

125

　　　

929

　　

195

　　

14

　　　　　

1,243

　　　　

76

　　　

9.8

　　

1,105

　　　　

75

　　　

975

　　

144

　　　

114

　　

22

　　　

106

　　

158

　　　

1,003

　　

210

(注)
１

２

３

厚生労働省調べによる。

昭和36年度の数値には、沖縄県分に係るものは含まれていない。

介護扶助については、平成12年度を100として指数を算出している。

第41表

　

災

　

害

　

救

　

助

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　

分

　　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

4昌

物

　　

件

　　

費

　　　　

175

　　

7.4

　　　

650

　

19.3

　　　

825

　

16.7

　　　　

1,065

　　

16.4

　　　

△

　　

240

　　

△22.5

　　

△87.4

扶

　　

助

　　

費

　　　

81

　

3.4

　　

527

　

15･7

　　

609

　

12.3

　　　　

738

　　

11.3

　　　

△

　　

129

　　

△17.5

　　

△72.4

補

　

助

　

費

　

等

　　　　

988

　

41.5

　　

1,126

　

33.5

　　

1･351

　

27.3

　　　　　

1･480

　　

22.8

　　　　

△

　　

129

　　　

△

　

8.7

　　　

△58.6

普通建設事業費

　　　　

－

　　

－

　　　

40

　

1･2

　　　

40 0.8　　　　　　19 0.3　　　　　　　　　21　　　　　110.5　　△96.6

　

補助事業費

　　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

‾

　　

‾

　　　　　

‾

　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

一

　　　　

皆減

　

単独事業費

　　　

－

　　

－

　　　

40

　　

1.2

　　　　

40

　

0.8

　　　　　　

19 0.3　　　　　　　　　21　　　110.5　　△96.2

積

　　

立

　　

金

　　　

1,080

　

45.4

　　　　

353

　

10.5

　　

1,433

　

28.9

　　　　　

992

　　

15.3

　　　　　　

441

　　　　

豺.5

　　　

△46､5

貸

　　

付

　　

金

　　　　

22

　

0.9

　　　　

163

　

4.9

　　

163

　

3.3

　　　　

1,630

　　

25.1

　　　

△

　

1,467

　　

△90.0

　　

△67.3

そ

　　

の

　　　

他

　　　　　

32

　　

1.4

　　　　

503

　

14.9

　　　

533

　

10.7

　　　　　　　

578

　　　

8.8

　　　　

△

　　　

45

　　

△7.8

　　

△83.7

　

合ヽ

　　　

1汁

　　　　

2,378

　

100.0

　　

3,362

　

100. 0　　4, 954　100. 0　　　　　6, 502　　100. 0　　　　△　1,548　　　　A 23.8　　　八74.6

-

資55－



その１

　

日的別内訳

第42表

　

衛 生

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

メ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

Ｕ：

公衆衛生費

　

1,368,570 86.2 2,070,697 41.2 3,316,792 51.4　　3,345,526　50.1　　　△28,734　　△0.9　　　0.3

結核対策費

　　

9,241

　

0.6

　

27,541

　

0.5

　

36,359

　

0.6

　　　

38,088

　　

0.6

　　　

△

　

1,729

　　

△4.5

　　

△2.3

保

　

健

　

所

　

費

　　

154,310

　

9.7

　

112,958

　

2.2

　

265,373

　

4.1

　　　　

269,211

　　　

4.0

　　　　

△

　

3,838

　　　

△

　

1.4

　　　

△

　

5.2

清

　　

掃

　　

費

　　

54,874

　

3.5 2,819,813　56.0 2,836,418　43.9　　3,023,140　　45.3　　　△186,722　　△6.2　　　　5.7

　

合

　　　

計

　

1,586,994 100.0 5,031,010 100.0 6,454,941 100.0　　6,675,965　100.0　　　△221,024　　△3.3　　　　2.4

その２

　

性質別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

1討

人

　　

件

　　

費

　

324,423

　

20.4 1,114,794　22.2 1,439,217　22.3　　1,478,371　　22.1　　　△39,154　　△2.6　　△1.6

物

　　

件

　　

費

　　

122,649

　

7.7 1,545,485　30.7 1,668,134　25.8　　　1,629,805　　24.4　　　　　　38,329　　　　　2.4　　　　　3.6

扶

　　

助

　　

費

　　

246,663

　

15.5

　

164,637

　

3.3

　

411,300

　

6.4

　　　　

402,145

　　　

6.0

　　　　　　

9,155

　　　　　

2.3

　　　　　

5.4

補

　

助

　

費

　

等

　　

525,850

　

33.1

　

609,993

　

12.1 1,018,262　15.8　　　1,001,180　　15.0　　　　　　17,082　　　　　1.7　　　△　0.0

普通建設事業費

　　

165,810

　

10.4 1,204,195　23.9 1,325,448　20.5　　1,545,444　　23.1　　　△219,996　　　△14.2　　　　11.4

　

補助事業費

　　

72,157

　

4.5

　

683,340

　

13.6

　

749,927

　

11.6

　　　

911,346

　　

13.7

　　　

△161,419

　　

△17.7

　　　

25.5

　

単独事業費

　　

93,653

　

5.9

　

517,036

　

10.3

　

575,521

　

8.9

　　　

634,098

　　

9.5

　　　

△58,577

　　

△9.2

　　

△4.1

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

3,819

　

0.1

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

一

繰

　　

出

　　

金

　　

27,463

　

1.7

　

111,433

　

2.2

　

138,896

　

2.2

　　　　

142,816

　　　

2.1

　　　　

△

　

3,920

　　　

△

　

2.7

　　　

△

　

1.7

そ

　　

の

　　

他

　

174,136

　

11.2

　

280,473

　

5.6

　

453,684

　

7.0

　　　

476,204

　　

7.3

　　　

△22,520

　　

△4.7

　　

△10.0

　

合

　　　

計

　

1,586,994 100.0 5,031,010 100.0 6,454,941 100.0　　6,675,965　100.0　　　△221,024　　△3.3　　　　2.4

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

Ｕ：

国庫支出金

　

224,852

　

14.2

　

256,255

　

5.1

　

481,107

　

7.5

　　　

625,558

　　

9.4

　　　

△144,451

　　

△23.1

　　　　

7.7

都道府県支出金

　　　　

－

　　

－

　

no, 163　2.2　　　　－　　－　　　　　　－　　　－　　　　　　　－　　　　　－　　　　　一

使用料，手数料

　　

37,537

　

2.4

　

314,006

　

6.2

　

351,642

　

5.4

　　　

342,676

　　

5.1

　　　　　　

8,966

　　　　

2.6

　　　　

1.1

分担金,負担金,寄附金

　　　

3,491

　

0.2

　　

59,568

　

1.2

　　

27,078

　

0.4

　　　　

28,927

　　　

0.4

　　　　

△

　

1,849

　　　

△

　

6.4

　　　

△

　

6.3

地

　　

方

　　

債

　　

84,692

　

5.3

　

727,045

　

14.5

　

801,514

　

12.4

　　　　

845,782

　　

12.7

　　　　

△

　

44,268

　　　

△

　

5.2

　　　　　

8.4

その他特定財源

　　

150,379

　

9.5

　

214,044

　

4.2

　

363,633

　

5.7

　　　

343,458

　　　

5.2

　　　　　

20,175

　　　　　

5.9

　　　

△

　

4.5

一般財源等

　

1,085,943 68.4 3,349,929 66.6 4,429,967 68.6　　4,489,564　67.2　　　△59,597　　△1.3　　　1.4

　

合

　　　

計

　

1,586,994 100.0 5,031,010 100.0 6,454,941 100.0　　6,675,965　100.0　　　△221,024　　△3.3　　　　2.4

一資56－



第43表

　

公

　

衆

　

衛

　

生

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

昌湾

人

　　

件

　　

費

　　

48,090

　

6.7

　

363,279

　

17.5

　

539,429

　

16.3

　　　　

550,035

　　

16.4

　　　　

△

　

10,606

　　　

△

　

1.9

　　　

△

　

0.3

物

　　

件

　　

費

　　

30,957

　

4.3

　

559,930

　

27.0

　

663,877

　

20.0

　　　　

642,596

　　

19.2

　　　　　　

21,281

　　　　　

3.3

　　　　　

5.7

扶

　　

助

　　

費

　　

145,500

　

20.3

　

159,005

　

7.7

　

400,961

　

12.1

　　　　

390,994

　　

11.7

　　　　　　

9,967

　　　　　

2.5

　　　　　

5.8

補

　

助

　

費

　

等

　　

374,630

　

52.2

　

532,797

　

25.7

　

957,589

　

28.9

　　　　

942,154

　　

28.2

　　　　　　

15,425

　　　　　

1.6

　　　

△

　

0.3

普通建設事業費

　　

22,762

　

3.2

　

186,828

　

9.0

　

290,908

　

8.8

　　　

326,404

　　

9.8

　　　

△

　

35,496

　　　

△10.9

　　　　

5.8

　

補助事業費

　　

5,077

　

0.7

　

36,909

　

1.8

　

89,765

　

2.7

　　　

96,692

　　

2.9

　　　

△

　

6,927

　　

△7.2

　　　　

6.2

　

単独事業費

　　

17,685

　

2.5

　

149,791

　

7.2

　

201,143

　

6.1

　　　

229,712

　　

6.9

　　　

△28,569

　　

△12.4

　　　　

5.7

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

127

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

一

貸

　　

付

　　

金

　　

56,395

　

7.9

　

31,799

　

1.5

　

134,838

　

4.1

　　　

162,411

　　

4.9

　　　

△27,573

　　

△17.0

　　

△7.3

繰

　　

出

　　

金

　　

22,751

　

3.2

　

111,433

　

5.4

　

138,896

　

4.2

　　　　

142,816

　　　

4.3

　　　　

△

　

3,920

　　　

△

　

2.7

　　　

△

　

1.7

そ

　　

の

　　

他

　　

15,992

　

2.2

　

125,626

　

6.2

　

190,294

　

5.6

　　　

188,106

　　

5.5

　　　　　

2,188

　　　　

1.2

　　

△19.8

　

合

　　

計

　　

717,177 100.0 2,070,697 100.0 3,316,792 100.0　　3,345,526　100.0　　△28,734　　△0.9　　　0.3

第44表

　

結

　

核

　

対

　

策

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　　　

ｘ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

男

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

ｔ謔

人

　　

件

　　

費

　　　

2,200

　

23.8

　　

6,036

　

21,9

　　

8,235

　

22.6

　　　　　

8,437

　　

22.2

　　　　

△

　　

202

　　　

△

　

2.4

　　　

△

　

2.8

物

　　

件

　　

費

　　　

1,029

　

11.1

　　

13,713

　

49.8

　　

14,742

　

40.5　　　　15, 249　　40, 0　　　　△　　507　　　△　3.3　　　△　0.6

扶

　　

助

　　

費

　　　

4,708

　

50.9

　　

5,632

　

20.4

　　

10,340

　

28.4

　　　　

11,151　　29.3　　　　△　　811　　　△　7.3　　　△　7.1

補

　

助

　

費

　

等

　　　

1,012

　

10.9

　　

2,077

　

7.5

　　

2,739

　

7.5

　　　　　

2,707

　　　

7.1

　　　　　　　　

32

　　　　　

1.2

　　　　　

1.8

そ

　　

の

　　

他

　　　　

292

　

3.3

　　　　

83

　

0.4

　　　

303

　

1.0

　　　　　

544

　　

1.4

　　　

△

　　

241

　　　

△44.3

　　　　

84.4

　

合

　　

計

　　　

9,241 100.0　27,541 100.0　36, 359 100.0　　　38, 088　100. 0　　　△　1,729　　△4.5　　△2.3

第45表

　

保 健

　　

所 費

　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

ｔ謔

人

　　

件

　　

費

　　

139,301

　

90.3

　　

93,106

　

82･4

　

232･407

　

87･6

　　　

237･192

　　

88.1

　　　　

△

　

4,785

　　　

△

　

2.0

　　　

△

　

3.1

物

　　

件

　　

費

　　　

8,150

　

5.3

　　　

9,771

　　

8.6

　　

17･921

　

6.8

　　　　

18･911

　　　

7.0

　　　　

△

　　

990

　　　

△

　

5.2

　　　

△

　

1.1

普通建設事業費

　　　

4,825

　

3.1

　　　

7,122

　　

6.3

　　

11,786

　

4‘4

　　　

10･683

　　

4.0

　　　　　

1,103

　　　　

10.3

　　

△37.9

そ

　　

の

　　

他

　　　

2,034

　

1,3

　　

2,959

　

2.7

　　

3･259

　

1.2

　　　　　

2･425

　　　

0.9 834　　　　　34.4　　△14.2

　

合

　　　　

劃一

　　　

154,310 100.0　112,958 100.0　265･373 100.0　　　　269･211　　100.0　　　　△　3,838　　　八　1.4　　　△　5.2

- 資57 -



第46表

　

清 掃

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

滅

　

額

　　

増減率

　　

Ｕ：

人

　　

件

　　

費

　　　

6,772

　

12.3

　

652,373

　

23.1

　

659,145

　

23.2

　　　　

682,708

　　

22.6

　　　　

△

　

23,563

　　　

△

　

3.5

　　　

△

　

2.0

物

　　

件

　　

費

　　　

9,523

　

17.4

　

962,071

　

34.1

　

971,594

　

34.3

　　　　

953,050

　　

31.5

　　　　　　

18,544

　　　　　

1.9

　　　　　

2.4

補

　

助

　

費

　

等

　　　

2,994

　

5.5

　　

73,354

　

2.6

　　

56,270

　

2.0

　　　　

54,582

　　　

1.8

　　　　　　

1,688

　　　　　

3.1

　　　　　

4.6

普通建設事業費

　　

30,418

　

55.4 1,010,166　35.8 1,022,459　36.0　　1,207,821　　40.0　　　△185,362　　　△15.3　　　　13.8

　

う

　

補助事業費

　　

10,429

　

19.0

　

645,588

　

22.9

　

656,017

　

23.1

　　　

812,411

　　

26.9

　　　

△156,394

　　　

△19.3

　　　　

28.8

　

ち

に

独事業費

　　

19,989

　

36.4

　

360,886

　

12.8

　

366,441

　

12.9

　　　　

395,410

　　

13.1

　　　　

△

　

28,969

　　　

△

　

7.3

　　　

△

　

8.2

そ

　　

の

　　

他

　　　

5,167

　

9.4

　

121,849

　

4.4

　

126,950

　

4.5

　　　　

124,979

　　　

4.1

　　　　　　

1,971

　　　　　

1.6

　　　　　

5.4

　

合

　　　

計

　　

54,874 100.0 2,819,813 100.0 2,836,418 100.0　　3,023,140　100.0　　　△186,722　　△6.2　　　　5.7

その１

　

日的別内訳

第47表

　

労 働

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

Ｕ：

失業対策費

　　

57,634

　

16.2

　

17,086

　

8.9

　

54,724

　

11.2

　　　

167,609

　　

21.0

　　　

△112,885

　　

△67.4

　　　

263.1

そ

　　

の

　　

他

　

298,655

　

83.8

　

174,692

　

91.1

　

432,749

　

88.8

　　　

530,609

　　

79.0

　　　

△197,860

　　

△31.4

　　　

46.8

　

合

　　　

計

　　

356,289100.0　191,778 100.0　487,473 100.0　　　798,218　100,0　　　△310,745　　　△38.9　　　　67.8

その２

　

性質別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

t討

人

　　

件

　　

費

　　

77,717

　

21.8

　　

14,224

　

7.4

　　

91,941

　

18.9

　　　　

96,459

　　

12.1

　　　　

△

　

4,518

　　　

△

　

4.7

　　　

△

　

2.1

物

　　

件

　　

費

　　

40,356

　

11.3

　　

42,225

　

22.0

　　

82,581

　

16.9

　　　　

73,703

　　　

9.2

　　　　　　

8,878

　　　　

12.0

　　　

△

　

3.8

補

　

助

　

費

　

等

　　

94,960

　

26.7

　　

31,445

　

16.4

　　

66,181

　

13.6

　　　　

74,478

　　

9.3

　　　

△

　

8,297

　　

△11.1

　　　

△3.0

普通建設事業費

　　

18,069

　

5.1

　　

9,767

　

5.1

　　

27,467

　

5.6

　　　　

19,852

　　

2.5

　　　　　　

7,615

　　　　

38.4

　　　

△59.0

失業対策事業費

　　　

1,862

　

0.5

　　

16,422

　

8,6

　　

18,284

　

3.8

　　　　

38,400

　　

4.8

　　　

△20,116

　　　

△52.4

　　　　

36.0

　

補助事業費

　　

1,657

　

0.5

　　

13,904

　

7.3

　　

15,561

　

3.2

　　　

34,308

　　

4.3

　　　

△18,747

　　

△54.6

　　　　

37.4

　

単独事業費

　　　

205

　

0.1

　　

2,518

　

1.3

　　

2,722

　

0.6

　　　　

4。093

　　

0.5

　　　

△

　

1,371

　　

△33.5

　　　

25.5

積

　　

立

　　

金

　　

82,128

　

23.1

　　　

362

　

0.2

　

82,490

　

16.9

　　　

361,232

　　

45.3

　　　

△278,742

　　

△77.2

　　

4,169.4

貸

　　

付

　　

金

　　

39,943

　

11.2

　

75,810

　

39.5

　

115,753

　

23.7

　　　

131,328

　　

16.5

　　　

△15,575

　　

△ｎ.9

　　

△3.2

そ

　　

の

　　

他

　　　

1,254

　

0.3

　　

1,523

　

0.8

　　

2,776

　

0.6

　　　　　

2,766

　　　

0.3

　　　　　　　　

10

　　　　　

0.4

　　　

△

　

8.9

　

合

　　　

計

　　

356,289 100.0　191,778 100.0　487,473 100.0　　　798,218　100.0　　　△310,745　　△38.9　　　　67.8

一資58－



その３

　

財源内訳

第47表

　

労 働

　　

費 の 状

　　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　

分

　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

m ^ m

国庫支出金

　

123,917

　

34.8

　　

8,413

　

4.4

　

132,329

　

27.1

　　　

427,365

　　

53.5

　　　

△295,036

　　

△69.0

　　　

459.9

都道府県支出金

　　　　

－

　　

－

　　

15,481

　

8.1

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

その他特定財源

　　

124,220

　

34.8

　　

88,813

　

46.3

　

211,525

　

43.4

　　　

193,249

　　

24.3

　　　　　

18,276

　　　　

9.5

　　　

△13.6

一般財源等

　

108,152

　

30.4

　

79,071

　

41.2

　

143,619

　

29.5

　　　

177,604

　

22.2

　　　

△33,985

　　

△19.1

　　　　

1.0

　

合

　　　

計

　　

356,289100.0　191,778 100.0　487,473 100.0　　　798,218　100.0　　　△310,745　　△38.9　　　　67.8

第48表

　

失

　

業

　

対

　

策

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

Ｕ：

人

　　

件

　　

費

　　

2,828

　

4.9

　　　

218

　

1.3

　　

3,047

　

5.6

　　　　

2,018

　　

1.2

　　　　　

1,029

　　　　

51.0

　　

△11.1

失業対策事業費

　　　

1,862

　

3.2

　　

16,422

　

96.1

　　

18,284

　

33.4

　　　　

38,400

　　

22.9

　　　

△20,116

　　　

△52.4

　　　　

36.0

　

補助事業費

　　

1,657

　

2.9

　　

13,904

　

81.4

　　

15,561

　

28.4

　　　

34,308

　　

20.5

　　　

△18,747

　　

△54.6

　　　　

37.4

　

単独事業費

　　　

205

　

0.4

　　

2,518

　

14.7

　　

2,722

　

5.0

　　　　

4,093

　　

2.4

　　　

△

　

1,371

　　

△33.5

　　　

25.5

そ

　　

の

　　

他

　　

52,944

　

91.9

　　　

446

　

2.6

　　

33,393

　

61.0

　　　

127,191

　　

75.9

　　　

△93,798

　　　

△73.7

　　　

712.1

　

合

　　　

計

　　　

57,634 100.0　　17,086100,0　54,724 100.0　　　167,609　100.0　　　△112,885　　△67.4　　　263.1

その１

　

日的別内訳

農

畜

農

　

林

　

水

区

合

分

費

　

費

　

費

　

費

　
　
　

業

業

　
　
　
　

地

　

業

　
　
　

産

産

　

業

　

費

計

第49表

　

農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

都道府県

786,386

145,861

19.

1,735,292

　

847,848

　

478,933

3,994,320

　

3.7

43.4

21.2

12.0

市

　

町

　

村

　

ｙ

　
　

夕

9
5

　

7
4

　

713,923

　

278,658

　

195,838

1,958,022

35.

3.

36.5

14.2

10.0

100.0

純

　

計

　

額

1,279,404

　

197,515

2,086,485

1,010,213

　

581,604

5,155,220

24.8

　

3.8

　

40.

　

19.

　

11.

100.

度
額

年1
3
計

成平
純

1,330,551

　

219,361

2,265,280

1,103,093

　

616,930

5,535,215

24.0

　

4.0

40.9

19.9

11.1

　　　

比

増

　

滅

　

額

△

　

21,846

△178,795

　

9

　
　

9

9
2

　

3
5

△

　

△

△ 379,

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

△

　

3.

△10.0

△

　

7.9

△

　

8.4

度
率

年
減

前
増

△2.3

　　

0.6

△

　

6.7

△

　

6､9

一資59－
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その２

　

性質別内訳

第49表

　

農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

メ

　　　　

ｘ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

男

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

昌：

人

　　

件

　　

費

　　

490,908

　

12.3

　

326,891

　

16.7

　

817,799

　

15.9

　　　　

840,113

　　

15.2

　　　　

△

　

22,314

　　　

△

　

2.7

　　　

△

　

0.7

物

　　

件

　　

費

　　

107,227

　

2.7

　

131,213

　

6.7

　

238,440

　

4.6

　　　　

242,554

　　　

4.4

　　　　

△

　

4,114

　　　

△

　

1.7

　　　

△

　

1.2

補

　

助

　

費

　

等

　　

339,903

　

8.5

　

272,266

　

13.9

　

454,032

　

8.8

　　　　

453,368

　　　

8.2

　　　　　　　

664

　　　　　

0.1

　　　　　

2.5

普通建設事業費

　

2,761,685

　

69.1 1,051,277　53.7 3,174,183　61.6　　3,520,580　　53.6　　　△346,397　　　△　9.8　　　△8.1

　

補助事業費

　

2,118,430

　

53.0

　

475,424

　

24.3 2,227,440　43.2　　2,496,823　　45.1　　　△269,383　　△10.8　　△9.7

　

単独事業費

　

395,716

　

9.9

　

395,425

　

20.2

　

675,151

　

13.1

　　　

780,785

　　

14.1

　　　

△105,634

　　

△13.5

　　

△5.5

　

国直轄事業負担金

　　

247,539

　

6.2

　　

24,054

　

1.2

　

271,593

　

5.3

　　　　

242,971

　　　

4.4

　　　　　　

28,622

　　　　

11.8

　　　　　

1.4

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

156,373

　

8.0

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

－

そ

　　

の

　　

他

　　

294,597

　

7.4

　

176,375

　

9.0

　

470,766

　

9.1

　　　　

478,600

　　　

8.6

　　　　

△

　

7,834

　　　

△

　

1.6

　　　

△

　

5.0

　

合

　　　

計

　

3,994,320 100.0 1,958,022 100.0 5,155,220 100.0　　5,535,215　100.0　　　△379,995　　△6.9　　△5.7

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

，

　

分

　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

昌：

国庫支出金

　

1,348,497

　

33.8

　

29,952

　

1.5 1,378,448　26.7　　1,705,991　　30.8　　　△327,543　　△19.2　　△9.3

都道府県支出金

　　　　

－

　　

－

　

498,483

　

25.5

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

一

分担金,負担金,寄附金

　　

247,775

　

6.2

　　

33,380

　

1.7

　

118,545

　

2.3

　　　　

124,240

　　　

2.2

　　　　

△

　

5,695

　　　

△

　

4.6

　　　

△

　

1.7

地

　　

方

　　

債

　　

854,510

　

21.4

　

275,914

　

14.1

　

1,126,784

　

21.9

　　　

1,097,197

　　

19.8

　　　　　　

29,587

　　　　　

2.7

　　　

△

　

7.7

その他特定財源

　　

441,952

　

n.0

　

154,181

　

7.9

　

583,204

　

11.3

　　　　

585,305

　　

10.7

　　　　

△

　

2,101

　　　

△

　

0.4

　　　

△

　

6.3

一般財源等1,101,486 27.6　966,112 49.3 1,948,239 37.8　　2,022,482　36.5　　　△74,243　　△3.7　　△1.3

　

合

　　　

計

　

3,994,320 100.0 1,958,022 100.0 5,155,220 100.0　　5,535,215　100.0　　　△379,995　　△6.9　　△5.7

第50表

　

農 業

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

S討

人

　　

件

　　

費

　　

256,385

　

32.6

　

247,200

　

35.6

　

503,585

　

39.4

　　　　

517,906

　　

38.9

　　　　

△

　

14,321

　　　

△

　

2.8

　　　

△

　

0.7

物

　　

件

　　

費

　　

43,990

　

5.6

　　

61,259

　

8.8

　

105,249

　

8.2

　　　　

111,065

　　　

8.3

　　　　

△

　

5,816

　　　

△

　

5.2

　　　

△

　

3.4

補

　

助

　

費

　

等

　　

183,254

　

23.3

　

143,121

　

20.6

　

233,361

　

18.2

　　　　

232,720

　　

17.5

　　　　　　　

641

　　　　　

0.3

　　　　　

5.3

普通建設事業費

　　

166,941

　

21.2

　

206,267

　

29.7

　

264,198

　

20.7

　　　

299,030

　　

22.5

　　　

△34,832

　　

△11.6

　　

△12.4

　

う

　

補助事業費

　　

106,417

　

13.5

　

117,811

　

16.9

　

149,836

　

11.7

　　　

174,092

　　

13.1

　　　　

△

　

24,256

　　　

△13.9

　　　

△12.3

　

ら

じ

独事業費

　　

60,525

　

7.7

　　

83,137

　

12.0

　

114,363

　

8.9

　　　　

124,937

　　　

9.4

　　　　

△

　

10,574

　　　

△

　

8.5

　　　

△12.6

そ

　　

の

　　

他

　　

135,816

　

17.3

　　

37,312

　

5.3

　

173,011

　

13.5

　　　　

169,830

　　

12.8

　　　　　　

3,181

　　　　　

1.9

　　　　　

4.4

　

合

　　

計

　　

786,386 100.0　695,159 100.0 1,279,404 100.0　　1,330,551　100.0　　　△51,147　　△3.8　　△2.3

-

資60－



第51表

　

畜 産

　　

業 費

　　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

平成13年度

　

区

　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

乱牡

人

　　

件

　　

費

　　

52,927

　

36.3

　　

8,141

　

10.9

　　

61,068

　

30.9

　　　　

63,235

　　

28.8

　　　　

△

　

2,157

　　　

△

　

3.4

　　　

△

　

1.5

物

　　

件

　　

費

　　

15,082

　

10.3

　　

9,710

　

13.0

　　

24,792

　

12.6

　　　　

25,420

　　

11.6

　　　　

△

　　

628

　　　

△

　

2.5

　　　　　

0.5

補

　

助

　

費

　

等

　　

17,482

　

12.0

　　

13,449

　

18.1

　　

27,020

　

13.7

　　　　

29,997

　　

13.7

　　　　

△

　

2,977

　　　

△

　

9.9

　　　　

14.2

普通建設事業費

　　

51,525

　

35.3

　　

37,471

　

50.3

　　

70,116

　

35.5

　　　　

84,198

　　

38.4

　　　

△

　

14,082

　　　

△16.7

　　　

△

　

1.1

　

補助事業費

　　

29,283

　

20.1

　　

21,606

　

29.0

　

38,334

　

19.4

　　　

44,689

　　

20.4

　　　

△

　

5,355

　　

△14.2

　　　　

6.1

　

単独事業費

　　

18,614

　

12.8

　　

13,059

　

17.5

　

27,463

　

13.9

　　　

36,428

　　

16.6

　　　

△

　

8,965

　　

△24.6

　　

△8.5

　

国直轄事業負担金

　　　

3,627

　

2.5

　　　

692

　

0.9

　　

4,319

　

2.2

　　　　　

3,080

　　　

1.4

　　　　　　

1,239

　　　　

40.2

　　　

△

　

3.0

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　

2,114

　

2.8

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

そ

　　

の

　　

他

　　

8,845

　

6.1

　　

5,673

　

7.7

　　

14,519

　

7.3

　　　　

16,511

　　

7.5

　　　

△

　

1,992

　　　

△12.1

　　　

△4.2

　

合

　　　

計

　　

145,861 100.0　74,444 100.0　197,515 100.0　　　219,361　100.0　　　△21,846　　△10.0　　　　0.6

第52表

　

農 地

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

ｔ謔

人

　　

件

　　

費

　　

49,246

　

2.8

　　

38,645

　

5.4

　　

87,891

　

4.2

　　　　

90,810

　　　

4.0

　　　　

△

　

2,919

　　　

△

　

3.2

　　　　　

0.3

普通建設事業費

　

1,571,504

　

90.6

　

464,534

　

65.1 1,711,896　82.0　　1,879,185　　83.0　　　△167,289　　　△8.9　　　△7.8

　

補助事業費

　

1,188,694

　

68.5

　

114,094

　

16.0 1,151,355　55.2　　1,308,280　　57.8　　　△156,915　　△12.0　　△10.2

　

単独事業費

　　

149,521

　

8.6

　

195,995

　

27.5

　

303,879

　

14.6

　　　

342,428

　　

15.1

　　　

△38,549

　　

△ｎ.3

　　

△4.4

　

国直轄事業負担金

　　

233,289

　

13.4

　　

23,362

　

3.3

　

256,651

　

12.3

　　　　

228,477

　　

10.1

　　　　　　

28,174

　　　　

12.3

　　　　　

2.4

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

131,081

　

18.4

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

そ

　　

の

　　

他

　　

114,542

　

6.6

　

210,744

　

29.5

　

285,698

　

13.8

　　　　

295,285

　　

13.0

　　　　

△

　

8,587

　　　

△

　

2.9

　　　

△

　

1.7

　

合

　　　

計

　

1,735,292 100,0　713,923 100.0 2,086,485 100.0　　2,265,280　100.0　　　△178,795　　△7.9　　△6.7

第53表

　

林 業

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

１討

人

　　

件

　　

費

　　

77,812

　

9.2

　　

20,560

　

7,4

　　

98,372

　

9.7

　　　　

101,734

　　　

9,2

　　　　

△

　

3,362

　　　

△

　

3.3

　　　

△

　

0.0

普通建設事業費

　　

620,100

　

73.1

　

197,944

　

71.0

　

721,231

　

71.4

　　　

824,319

　　

74.7

　　　

△103,088

　　　

△12.5

　　

△6.2

　

補助事業費

　

488,695

　

57.6

　

106,754　38.3　529,170　52.4　　　585,795　　53.1　　　△56,625　　△9.7　　△8.6

　

単独事業費

　

126,072

　

14.9

　

83,871

　

30.1

　

186,728

　

18.5

　　　

232,362

　　

21.1

　　　

△45,634

　　

△19.6

　　　　

0.9

　

国直轄事業負担金

　　　

5,334

　

0.6

　　　　

－

　　

－

　　　

5,334

　

0.5

　　　　　

6,163

　　　

0.6

　　　　

△

　　

829

　　　

△13.5

　　　

△21.3

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　

7,319

　

2.6

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

そ

　　

の

　　

他

　　

149,936

　

17.7

　　

60,154

　

21.6

　

190,610

　

18.9

　　　

177,040

　　

16.1

　　　　　

13,570

　　　　

7.7

　　

△12.9

　

合

　　　

計

　　

847,848 100.0　278,658 100.0 1,010,213 100.0　　1,103,093　100.0　　　△92,880　　△8.4　　△6.9
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第54表

　

水 産

　　

業 費

　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　

）く

　　　　　　

ゝ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　　　　

勿

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

Ｕ：

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

54,539

　

11.4

　　　

12,345

　　

6.3

　　　

66,884

　

11.5

　　　

66,427

　

10.8

　　　　　

457

　　　

0.7

　

△

　

2.4

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

19,606

　　

4.1

　　　

7,168

　　

3.7

　　　

26,774

　　

4.6

　　　

26,858

　　

4.4

　

△

　　　

84

　

△

　

0.3

　　　

0.8

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

15,904

　　

3.3

　　　

11,084

　　

5.7

　　　

23,765

　　

4.1

　　　

24,890

　　

4.0

　

△

　

1,125

　

△

　

4.5

　　　

4.8

普通建設事業費

　　

351,615

　

73.4

　　

145,062

　

74.1

　　

406,742

　

69.9

　　

433,847

　

70.3

　

△27,105

　

△6.2

　

△11.1

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

305,342

　

63.8

　　

115,160

　

58.8

　　

358,735

　

61.7

　　

383,966

　

62.2

　

△25,231

　

△6.6

　

△10.2

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

40,985

　

8.6

　　

19,361

　　

9.9

　　

42,718

　　

7.3

　　

44,630

　　

7.2

　

△

　

1,912

　

△4.3

　

△18.5

　

国直轄事業負担金

　　　

5,288

　　

1.1

　　　　

－

　　

－

　　　

5,288

　　

0.9

　　　

5,252

　　

0.9

　　　

，36

　　　

0.7

　

△5.5

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

10,541

　　

5.4

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

37,269

　　

7.8

　　

20,179

　

10.2

　　

57,439

　　

9.9

　　

64,908

　

10.5

　

△

　

7,469

　

△11.5

　

△7.8

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

478,933

　

100.0

　　

195,838

　

100.0

　　

581,604

　

100.0

　　

616,930

　

100.0

　

△

　

35,326

　

△

　

5.7

　

△

　

8.9

その１

　

性質別内訳

第55表

　

商 工

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分．

　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

S討

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

116,713

　　

3.6

　　

131,422

　　

7.3

　　

248,135

　　

5.0

　　

260,044

　　

4.8

　

△

　

11,909

　

△

　

4.6

　

△

　

0.9

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

67,908

　　

2.1

　　

134,924

　　

7.5

　　

202,831

　　

4.1

　　

201,855

　　

3.8

　　　　　

976

　　　

0.5

　　　

1.5

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

280,127

　　

8.7

　　

225,949

　

12.6

　　

473,361

　　

9.5

　　

457,933

　　

8.5

　　　

15,428

　　　

3.4

　　　

2.9

普通建設事業費

　　

133,912

　

4,1

　　

177,803

　

9.9

　　

293,738

　

5.9

　　

276,400

　

5.1

　　

17,338

　　

6.3

　

△15.5

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

36,241

　　

1.1

　　　

30,619

　　

1.7

　　　

63,355

　　

1.3

　　　

54,058

　　

1.0

　　　　

9,297

　　　

17.2

　

△

　

0.4

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

97,671

　　

3.0

　　

146,982

　　

8.2

　　

230,383

　　

4.6

　　

222,342

　　

4.1

　　　

8,041

　　　

3.6

　

△18.6

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

202

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

一

貸

　　　

付

　　　

金

　　

2,590,224

　

80.0

　

1,055,016

　

58.7

　

3,642,264

　

73.1

　

4,040,848

　

75.3

　

△398,584

　

△

　

9.9

　　　

0,2

そ

　　　

の

　　　

他

　　

49,187

　

1.5

　　

73,702

　

4.0

　　

122,890

　

2.4

　　

131,851

　

2.5

　

△

　

8,961

　

△6.8

　

△18.7

　

合

　　　　　

計

　　

3,238,071

　

100.0

　

1,798,816

　

100.0

　

4,983,219

　

100.0

　

5,368,931

　

100.0

　

△385,712

　

△7.2

　

△1,1

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

1急：

使用料，手数料

　　

17,552

　

0.5

　　

36,669

　

2.0

　　

54,320

　

1.1

　　

56,480

　

1.1

　

△

　

2,160

　

△3.8

　　　

2.9

分担金，負担金，寄附金

　　　　　

453

　　

0.0

　　　

2,617

　　

0.1

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　　

一

　　　

皆城

地

　　　

方

　　　

債

　　　

67,855

　　

2.1

　　　

68,299

　　

3.8

　　

133,240

　　

2.7

　　

160,545

　　

3.0

　

△27,305

　

△17.0

　

△21.9

諸

　　　

収

　　　

入

　

2,517,864

　

77.8

　

1,071,148

　

59.5

　

3,584,983

　

71.9

　

3,920,853

　

73.0

　

△335,870

　

△8.6

　　　

0.7

その他特定財源

　　

101,512

　

3.1

　　

77,515

　

4.4

　　

152,866

　

3.1

　　

170,473

　

3.1

　

△17,607

　

△10.3

　

△9.9

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

532,735

　

16.5

　　

542,568

　

30.2

　

1,057,810

　

21.2

　

1,060,580

　

19.8

　

△

　

2,770

　

△

　

0.3

　

△

　

2.3

　

合

　　　　　

計

　　

3,238,071

　

100.0

　

1,798,816

　

100.0

　

4,983,219

　

100.0

　

5,368,931

　

100.0

　

△385,712

　

△7.2

　

△1.1

一資62一



その１

　

日的別内訳

第56表

　

土 木

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

万謔

土

　

木

　

管

　

理

　

費

　　　

425,513

　　

4.7

　　

545,615

　　

6.2

　　

959,535

　　

5.4

　　

935,205

　　

5.0

　　　

24,330

　　　

2.6

　

△

　

1.2

道路橋り

　

ょう費

　

3,800,701

　

41.7

　

2,243,183

　

25.3

　

5,973,475

　

33.8

　

6,362,792

　

34.3

　

△389,317

　

△6.1

　

△4.0

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　

1,913,245

　

21.0

　　

271,795

　

3.1

　

2,155,756

　

12.2

　

2,393,503

　

12.9

　

△237,747

　

△9.9

　

△9.3

港

　　　　

湾

　　　　

費

　　　

411,735

　　

4.5

　　

259,221

　　

2.9

　　

630,390

　　

3.6

　　

682,384

　　

3.7

　

△

　

51,994

　

△

　

7.6

　

△

　

5.5

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　

1,759,094

　

19.3

　

4,645,742

　

52.4

　

6,283,675

　

35.6

　

6,397,080

　

34.4

　

△113,405

　

△1.8

　

△5.3

住

　　　

宅

　　　

費

　　

691,788

　

7.6

　　

874,256

　

9.9

　

1,528,170

　

8.6

　

1,683,787

　

9.1

　

△155,617

　

△9.2

　

△3.6

空

　　　　

港

　　　　

費

　　　

120,181

　　

1.3

　　　

26,201

　　

0.3

　　

140,997

　　

0.8

　　

117,563

　　

0.6

　　　

23,434

　　　

19.9

　

△

　

6.7

　

合

　　　　　

計

　　

9,122,257

　

100.0

　

8,866,012

　

100.0

　

17,671,998

　

100.0

　

18,572,313

　

100.0

　

△900,315

　

△4.8

　

△5.1

その２

　

性質別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

m mm

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

332,500

　　

3.6

　　

750,321

　　

8.5

　

1,082,821

　　

6.1

　

1,111,745

　　

6.0

　

△

　

28,924

　

△

　

2.6

　

△

　

0.1

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

118,050

　　

1.3

　　

451,465

　　

5.1

　　

569,515

　　

3.2

　　

559,336

　　

3.0

　　　

10,179

　　　

1.8

　　　

2.4

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

326,405

　　

3.6

　　

373,618

　　

4.2

　　

700,024

　　

4.0

　　

711,240

　　

3.8

　

△

　

11,216

　

△

　

1.6

　

△

　

3.5

普通建設事業費

　

7,193,478

　

78.9

　

4,843,010

　

54.6

　

11,779,647

　

66.7

　

12,640,057

　

68.1

　

△860,410

　

△6.8

　

△7.5

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　

3,324,298

　

36.4

　

1,573,790

　

17.8

　

4,888,523

　

27.7

　

5,225,610

　

28.1

　

△337,087

　

△6.5

　

△

　

9.3

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　

2,792,322

　

30.6

　

2,992,812

　

33.8

　

5,699,452

　

32.3

　

6,139,527

　

33.1

　

△440,075

　

△7.2

　

△7.0

　

国直轄事業負担金

　

1,076,858

　

11.8

　　

114,815

　　

1.3

　

1,191,673

　　

6.7

　

1,274,920

　　

6.9

　

△83,247

　

△6.5

　

△

　

1.3

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

161,593

　

1.8

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

一

貸

　　　　

付

　　　　

金

　　　

528,958

　　

5.8

　　

469,674

　　

5.3

　　

993,889

　　

5.6

　

1,055,408

　　

5､7

　

△

　

61,519

　

△

　

5.8

　　　

2.6

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　

176,626

　　

1.9

　

1,229,356

　

13.9

　

1,405,982

　　

8.0

　

1,371,489

　　

7.4

　　　

34,493

　　　

2.5

　　　

2.1

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

446,240

　　

4.9

　　

748,568

　　

8.4

　

1,140,120

　　

6.4

　

1,123,038

　　

6.0

　　　

17,082

　　　

1.5

　

△

　

0.9

　

合

　　　　　

計

　　

9,122,257

　

100.0

　

8,866,012

　

100.0　17,671,998　100.0　18,572,313　100.0　△900,315　△4.8　△5.1

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

Ｕ：

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

1,572,781

　

17.2

　　

762,084

　

8.6

　

2,334,855

　

13.2

　

2,690,463

　

14.5

　

△355,598

　

△13.2

　

△10.5

都道府県支出金

　　　　

－

　　

－

　　

184,367

　

2.1

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　

一

使用料，手数料

　　

96,046

　

1.1

　　

175,281

　

2,0

　　

271,327

　

1.5

　　

285,778

　

1.5

　

△14,451

　

△5.1

　　　

0.8

分担金，負担金，寄附金

　　　

155,006

　　

1.7

　　　

42,581

　　

0.5

　　　

57,110

　　

0.3

　　　

63,118

　　

0.3

　

△

　

6,008

　

△

　

9.5

　

△18.1

地

　　　　

方

　　　　

債

　　

4,042,249

　

44.3

　

1,866,255

　

21.0

　

5,879,976

　

33.3

　

5,850,613

　

31.5

　　　

29,363

　　　

0.5

　

△

　

5.6

その他特定財源

　　

975,159

　

10.7　　990, 771　11.2　1,906,789　10.8　1,976,462　10.7　△69,673　△3.5　　0.2

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

2,281,016

　

25.0

　

4,844,673

　

54.6

　

7,221,931

　

40.9

　

7,705,879

　

41.5

　

△483,948

　

△6.3

　

△4.0

　

合

　　　　　

計

　　

9,122,257　100.0　8, 866,012　100.0　17,671,998　100.0　18,572,313　100.0　△900,315　△4.8　△5.1

一資63－



第57表道路橋

　

り

　

ょ

　

う

　

費の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

昌：

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

62,018

　　

1.6

　　

157,611

　　

7.0

　　

219,629

　　

3.7

　　

223,406

　　

3.5

　

△

　

3,777

　

△

　

1.7

　　　

1.1

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

175,952

　　

4.6

　　

232,616

　

10.4

　　

408,569

　　

6.8

　　

408,176

　　

6.4

　　　　　

393

　　　

0.1

　

△

　

6.5

普通建設事業費

　

3,458,774

　

91.0

　

1,713,637

　

76.4

　

5,104,996

　

85.5

　

5,501,448

　

86.5

　

△396,452

　

△7.2

　

△4.2

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

1,198,294

　

31.5

　　

233,987

　

10.4

　

1,432,030

　

24.0

　

1,518,106

　

23.9

　

△

　

86,076

　

△

　

5.7

　

△

　

7.2

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　

1,589,711

　

41.8

　

1,365,260

　

60.9

　

2,935,022

　

49.1

　

3,217,522

　

50.6

　

△282,500

　

△8.8

　

△3.8

　

国直轄事業負担金

　　

670,769

　

17.6

　　

67,176

　　

3.0

　　

737,945

　

12.4

　　

765,820

　

12.0

　

△27,875

　

△3.6

　　　

0.9

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

47,215

　

2.1

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

103,957

　　

2.8

　　

139,319

　　

6.2

　　

240,281

　　

4.0

　　

229,762

　　

3.6

　　　

10,519

　　　

4.6

　　　

1.1

　

合

　　　　　

計

　　

3,800,701

　

100.0

　

2,243,183

　

100.0

　

5,973,475

　

100.0

　

6,362,792

　

100.0

　

△389,317

　

△6.1

　

△4.0

第58表

　

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

に：

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

35,769

　　

1.9

　　　

20,162

　　

7.4

　　　

55,930

　　

2.6

　　　

56,243

　　

2.3

　

△

　　

313

　

△

　

0.6

　　　

1.2

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

38,038

　　

2.0

　　　

13,315

　　

4.9

　　　

51,353

　　

2.4

　　　

50,905

　　

2.1

　　　　　

448

　　　

0.9

　　　

2.7

普通建設事業費

　

1,816,534

　

94.9

　　

219,352

　

80.7

　

2,007,807

　

93.1

　

2,246,070

　

93.8

　

△238,263

　

△10.6

　

△10.1

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

1,199,760

　

62.7

　　　

79,271

　

29.2

　

1,271,777

　

59.0

　

1,416,632

　

59.2

　

△144,855

　

△10.2

　

△ｎ.8

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

277,149

　

14.5

　　

130,248

　

47.9

　　

396,287

　

18.4

　　

444,103

　

18.6

　

△47,816

　

△10.8

　

△9.2

　

国直轄事業負担金

　　

339,625

　

17.8

　　　　

n8

　　

0.0

　　

339,743

　

15.8

　　

385,336

　

16.1

　

△45,593

　

△11.8

　

△4.1

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　

9,715

　

3.6

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

22,904

　　

1.2

　　　

18,966

　　

7.0

　　　

40,666

　　

1.9

　　　

40,285

　　

1.8

　　　　　

381

　　　

0.9

　　　

7.0

　

合

　　　　　

計

　　

1,913,245

　

100.0

　　

271,795

　

100.0

　

2,155,756

　

100.0

　

2,393,503

　

100.0

　

△237,747

　

△9.9

　

△9.3

第59表

　

港 湾

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

ｔ；：

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

14,000

　　

3.4

　　　

21,725

　　

8.4

　　　

35,725

　　

5.7

　　　

37,242

　　

5.5

　

△

　

1,517

　

△

　

4.1

　　　

0.2

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　

7,401

　　

1.8

　　　

4,631

　　

1.8

　　　

12,032

　　

1.9

　　　

12,896

　　

1.9

　

△

　　

864

　

△

　

6.7

　

△

　

2.5

普通建設事業費

　　

332,286

　

80.7

　　

198,992

　

76.8

　　

499,727

　

79.3

　　

549,850

　

80.6

　

△50,123

　

△9.1

　

△6.5

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

233,492

　

56.7

　　

59,655

　

23,0　　293, 147　46.5　　337,937　49.5　△44,790　△13.3　△9.8

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

48,293

　

11.7

　　　

57,726

　

26.1

　　

110,350

　

17.5

　　

108,232

　

15.9

　　　　

2,118

　　　

2.0

　　　

2.8

　

国直轄事業負担金

　　　

50,501

　

12.3

　　

45,729

　

17.6

　　

96,230

　

15.3

　　

103,681

　

15.2

　

△

　

7,451

　

△7.2

　

△3.9

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

25,882

　

10.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

58,048

　

14.1

　　　

33,873

　

13.0

　　　

82,906

　

13.1

　　　

82,396

　

12.0

　　　　　

510

　　　

0.6

　

△

　

1.1

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

411,735

　

100.0

　　

259,221

　

100.0　　630, 390　100.0　　682, 384　100.0　△　51,994　△　7.6　△　5.5

一資64－



そのｌ

　

目的別内訳

第60表

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位･百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　

３、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

万口

街

　　　

路

　　　　

費

　　　

846,294

　

48.1

　　

880,058

　

18.9

　

1,672,806

　

26.6

　

1,698,468

　

26.6,△

　

25,662

　

△

　

1.5

　

△

　

5.1

公

　　　

園

　　　

費

　　

255,406

　

14.5

　　

797,316

　

17.2

　

1,044,258

　

16.6

　

1,091,554

　

17.1

　

△47,296

　

△4.3

　

△14.0

下

　　

水

　　

道

　　

費

　　　

348,171

　

19.8

　

1,721,738

　

37.1

　

2,053,787

　

32.7

　

2,010,412

　

31.4

　　　

43,375

　　　

2.2

　　　

1.1

区

　

画

　

整

　

理

　

費

　

等

　　　

309,222

　

17.6

　

1,246,529

　

26.8

　

1,512,824

　

24.1

　

1,596,646

　

25.0

　

△

　

83,822

　

△

　

5.2

　

△

　

6.5

　

合

　　　　　

計

　　

1,759,094

　

100.0

　

4,645,742

　

100.0

　

6,283,675

　

100.0

　

6,397,080

　

100.0

　

△113,405

　

△1.8

　

△5.3

その２

　

性質別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　

ｘ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

勺

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

IU

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

24,993

　　

1.4

　　

250,117

　　

5.4

　　

275,110

　　

4.4

　　

284,528

　　

4.4

　

△

　

9,418

　

△

　

3.3

　

△

　

2.2

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

34,344

　　

2.0

　　　

54,768

　　

1.2

　　　

89,112

　　

1.4

　　　

90,945

　　

1.4

　

△

　

1,833

　

△

　

2.0

　

△

　

3.5

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

191,395

　

10.9

　　

547,413

　

11.8

　　

724,298

　

11.5

　　

726,675

　

11.4

　

△

　

2,378

　

△

　

0.3

　　　

0.5

普通建設事業費

　

1,182,233

　

67.2

　

2,194,616

　

47.2

　

3,272,156

　

52.1

　

3,396,782

　

53.1

　

△124,626

　

△3.7

　

△10.4

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

441,021

　

25.1

　　

830,505

　

17.9

　

1,270,370

　

20.2

　

1,277,171

　

20.0

　

△

　

6,801

　

△

　

0.5

　

△

　

8.7

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

729,950

　

41.5

　

1,289,519

　

27.8

　

1,989,835

　

31.7

　

2,107,025

　

32.9

　

△117,190

　

△5.6

　

△ｎ.4

　

国直轄事業負担金

　　　

11,261

　　

0.6

　　　　

689

　　

0.0

　　

11,950

　　

0.2

　　　

12,587

　　

0.2

　

△

　　

637

　

△5.1

　

△6.3

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

73,803

　

1.6

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

一

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　

118,860

　　

6.8

　

1,188,803

　

25.6

　

1,307,663

　

20.8

　

1,284,178

　

20.1

　　　

23,485

　　　

1.8

　　　

2.2

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

207,269

　

11.7

　　

410,025

　　

8.8

　　

615,336

　　

9.8

　　

613,971

　　

9.6

　　　　

1,365

　　　

0.2

　　　

2.4

　

合

　　　　　

計

　　

1,759,094

　

100.0

　

4,645,742

　

100.0

　

6,283,675

　

100.0

　

6,397,080

　

100.0

　

△113,405

　

△1.8

　

△5.3

第61表

　

住 宅

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

計計:

　

増減額

　

増減率

　

１謔

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

19,168

　　

2,8

　　　

65,448

　　

7.5

　　　

84,616

　　

5.5

　　　

85,058

　　

5,1

　

△

　

1,442

　

△

　

1.7

　　　

0.8

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

67,533

　　

9.8

　　　

66,062

　　

7.6

　　

133,595

　　

8.7

　　

142,959

　　

8.5

　

△

　

9,364

　

△

　

6.6

　　　

3.1

普通建設事業費

　　

278,496

　

40.3

　　

463,516

　

53.0

　　

727,636

　

47.6

　　

810,987

　

48.2

　

△83,351

　

△10.3

　

△8.5

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

226,814

　

32.8

　　

354,443

　

40.5

　　

580･358

　

38.0

　　

642,116

　

38.1

　

△

　

61,758

　

△

　

9.6

　

△

　

9.4

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

51,682

　

7.5

　　

108,761

　

12.4

　　

147･278

　

9.6

　　

168,872

　

10.0

　

△21,594

　

△12.8

　

△4.5

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

313

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

一

貸

　　　

付

　　　

金

　　

211,192

　

30.5

　　

163,451

　

18.7

　　

372,426

　

24.4

　　

430,559

　

25.6

　

△58,143

　

△13.5

　　　

2.3

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

115,399

　

16.6

　　

115,779

　

13.2

　　

209,897

　

13.8

　　

213,214

　

12.6

　

△

　

3,317

　

△

　

1.6

　

△

　

0.8

　

合

　　　　　　

計

　　　　

691,788　1 00.0　　874, 256 100.0　　1,528,170　100.0　1,683,787　100.0　△155,617　△9.2　△3.6
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その１

　

性質別内訳

第62表

　

消 防

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

に：

人

　　　

件

　　　

費

　　

189,019

　

85.1

　

1,212,093

　

70.7

　

1,401,112

　

75.4

　

1,410,334

　

75.7

　　

△9,222

　

△0.7

　　　

0.9

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

15,665

　　

7.1

　　

148,101

　　

8.6

　　

163,766

　　

8.8

　　

160,329

　　

8.6

　　　　

3,437

　　　

2.1

　

△

　

0.3

普通建設事業費

　　

11,960

　

5.4

　　

209,668

　

12.2

　　

219,826

　

11.8

　　

219,776

　

11.8

　　　　

50

　　

0.0

　

△9.4

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　

558

　

0.3

　　

55,470

　

3.2

　　

56,028

　

3.0

　　

59,094

　

3.2

　　

△3,066

　

△5.2

　　　

0.8

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

11,402

　

5.1

　　

153,418

　

9.0

　　

163,798

　

8.8

　　

160,682

　

8.6

　　　

3,116

　　　

1.9

　

△12.6

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

780

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

5,408

　　

2.4

　　

143,824

　　

8.5

　　　

74,585

　　

4.0

　　　

72,039

　　

3.9

　　　　

2,546

　　　

3.5

　

△

　

3.4

　

合

　　　　　

計

　　　

222,052

　

100.0

　

1,713,686

　

100,0

　

1,859,289

　

100.0

　

1,862,478

　

100.0

　　

△3,189

　

△0.2

　

△0.7

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

Ｕ：

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　

822

　　

0.4

　　　

22,107

　　

1.3

　　　

22,930

　　

1.2

　　　

22,366

　　

1.2

　　　　　

564

　　　

2.5

　

△

　

2.1

地

　　　

方

　　　

債

　　　

4,209

　

1.9

　　

100,462

　

5.9

　　

103,382

　

5.6

　　

98,893

　

5.3

　　　

4,489

　　　

4.5

　

△18.9

その他特定財源

　　

46,026

　

20.7

　　

79,061

　

4.6

　　

41,918

　

2.2

　　

41,073

　

2.2

　　　　

845

　　　

2.1

　

△1.7

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　

170,995

　

77.0

　

1,512,056

　

88.2

　

1,691,059

　

91.0

　

1,700,146

　

91.3

　　

△9,087

　

△0.5

　　　

0.6

　

合

　　　　　

計

　　　

222,052

　

100.0

　

1,713,686

　

100.0

　

1,859,289

　

100.0

　

1,862,478

　

100.0

　　

△3,189

　

△0.2

　

△0.7

その１

　

性質別内訳

第63表

　

警 察

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　

純

　　　　

計

　　　

額

　　　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　

増

　　

減

　　

額

　　

増

　

減

　

率

　　　

ｔ；ネ

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　　　

2,793,039

　　　　

82.0

　　　　

2,777,711

　　　　

81.8

　　　　　　

15,328

　　　　　　

0.6

　　　　

△

　

1.2

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　　　　

325,244

　　　　

9.5

　　　　　

314,860

　　　　

9.3

　　　　　　

10,384

　　　　　　

3.3

　　　　

△

　

0.1

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　　　　

23,168

　　　　

0.7

　　　　　　

23,767

　　　　

0.7

　　　　　

△

　　

599

　　　　

△

　

2.5

　　　　

△

　

4.6

普通建設事業費

　　　　

242,899

　　　

7.1

　　　　

253,980

　　　

7.5

　　　

△11,081

　　　

△4.4

　　　

△0.8

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

22,990

　　　　

0.7

　　　　　　

23,384

　　　　

0.7

　　　　　

△

　　

394

　　　　

△

　

1.7

　　　　　

13.7

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

3,407,340

　　　

100.0

　　　　

3,393,702

　　　

100.0

　　　　　　

13,638

　　　　　　

0.4

　　　　

△

　

1.0

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　

増

　　

減

　　

額

　　

増

　

減

　

率

　　　

；；：

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　　

64,313

　　　　

1.9

　　　　　　

65,744

　　　　

1.9

　　　　　

△

　

1,431

　　　　

△

　

2.2

　　　　

△

　

3.7

使用料，手数料

　　　　

150,462

　　　

4.4

　　　　

155,797

　　　

4.6

　　　

△5,335

　　　

△3.4

　　　

△1.0

諸

　　　

収

　　　

入

　　　　　

3,751

　　　

0.1

　　　　　

3,033

　　　

0.1　　　　　　718　　　　23.7　　　△32.6

その他特定財源

　　　　　

98,085

　　　

2.9

　　　　

90,349

　　　

2.7

　　　　　

7,736

　　　　

8.6

　　　　

10.2

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　　

3,090,729

　　　　

90.7

　　　　

3,078,779

　　　　

90.7

　　　　　　

11,950

　　　　　　

0.4

　　　　

△

　

1.2

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

3,407,340

　　　

100.0

　　　　

3,393,702

　　　

100.0　　　　　　13, 638　　　　　　0.4　　　　△　1.0

-

資66－



第64表

　

警

　

察

　

職

　

員

　

数

　

の

　

推

　

移

(単位

　

人)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

警

　　　

察

　　　

職

　　　

員

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

地

　

方

　

警

　

務

　

官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

警

　　　

察

　　　

官

　　　　

事

　

務

　

職

　

員

　　　　　　　　

計

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　　　　　　　　　　　　　

280

　　　　　　　　　　

129,482

　　　　　　　　　　

19,833

　　　　　　　　　　

149,315

平

　　

成

　　

６

　　

年

　　　　　　　　　　　　　　

566

　　　　　　　　　　

223,739

　　　　　　　　　　

30,255

　　　　　　　　　　

253,994

　　　　　　　　

7

　　　　　　　　　　　　　　　　　

566

　　　　　　　　　　

223,990

　　　　　　　　　　

29,670

　　　　　　　　　　

253,660

　　　　　　　　

8

　　　　　　　　　　　　　　　　　

566

　　　　　　　　　　

225,743

　　　　　　　　　　

29,552

　　　　　　　　　　

255,295

　　　　　　　　

9

　　　　　　　　　　　　　　　　　

570

　　　　　　　　　　

228,806

　　　　　　　　　　

29,362

　　　　　　　　　　

258,168

　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　

570

　　　　　　　　　　

229,848

　　　　　　　　　　

29,302

　　　　　　　　　　

259,150

　　　　　　　　

n

　　　　　　　　　　　　　　　　　

570

　　　　　　　　　　

230,236

　　　　　　　　　　

29,165

　　　　　　　　　　

259,401

　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　　　　　　　　

570

　　　　　　　　　　

230,602

　　　　　　　　　　

29,013

　　　　　　　　　　

259,615

　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　　　　　　　　　

582

　　　　　　　　　　

229,871

　　　　　　　　　　

28,939

　　　　　　　　　　

258,810

　　　　　　　　

14

　　　　　　　　　　　　　　　　　

590

　　　　　　　　　　

233,583

　　　　　　　　　　

28,870

　　　　　　　　　　

262,453

　　　　　　　　

15

　　　　　　　　　　　　　　　　　

599

　　　　　　　　　　

237,963

　　　　　　　　　　

28,766

　　　　　　　　　　

266,729

（注）

　

１

　　　　

２

地方警務官は警察法施行令第６条の規定に基づく定員、その他は総務省調べによる。

昭和36年は５月31日現在、平成6～15年は４月１日現在の職員数である。

ただし、地方警務官数については、各年４月１日現在の定員である。
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その１

　

日的別内訳

第65表

　

教 育 費

　　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　

．純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

Ｕ；

小

　　

学

　　

校

　　

費

　　

3,943.108

　

33.3

　

1,330,433

　

22.5

　

5,268,143

　

29.8

　

5,286,553

　

29.4

　

△

　

18,410

　

△

　

0.3

　　　

0.7

中

　　

学

　　

校

　　

費

　　

2,277,376

　

19.2

　　

754,188

　

12.8

　

3,027,322

　

17.1

　

3,060,143

　

17.0

　

△

　

32,821

　

△

　

1.1

　　　

0.1

高

　

等

　

学

　

校

　

費

　　

2,490,306

　

21.0

　　

188,484

　　

3.2

　

2,678,244

　

15.2

　

2,758,943

　

15.3

　

△

　

80,699

　

△

　

2.9

　

△

　

1.4

社

　

会

　

教

　

育

　

費

　　

231,421

　

2.0

　

1,297,079

　

22.0

　

1,503,519

　

8.5

　

1,619,729

　

9.0

　

△116,210

　

△7.2

　

△2.8

保

　

健

　

体

　

育

　

費

　　　

153,782

　　

1.3

　

1,261,190

　

21.4

　

1,396,711

　　

7.9

　

1,464,741

　　

8.1

　

△

　

68,030

　

△

　

4.6

　

△

　

2.8

大

　　　　

学

　　　　

費

　　　

202,452

　　

1.7

　　

103,248

　　

1.7

　　

303,486

　　

1.7

　　

303,624

　　

1.7

　

△

　　

138

　

△

　

0.0

　

△

　

5.4

特

　

殊

　

学

　

校

　

費

　　　

717,829

　　

6.1

　　　

20,919

　　

0.4

　　

738,514

　　

4.2

　　

736,812

　　

4.1

　　　　

1,702

　　　

0.2

　

△

　

1.1

幼

　　

稚

　　

園

　　

費

　　　　　

412

　　

0.0

　　

258,170

　　

4.4

　　

256,381

　　

1.5

　　

260,359

　　

1.4

　

△

　

3,978

　

△

　

1.5

　

△

　

0.4

教

　

育

　

総

　

務

　

費

　　

1,822,441

　

15.4

　　

688,775

　

n.7

　

2,482,053

　

14.1

　

2,510,108

　

13.9

　

△

　

28,045

　

△

　

1.1

　　　

1.4

　

合

　　　　　

計

　　

11,839,127

　

100.0

　

5,902,486

　

100.0

　

17,654,384

　

100.0

　

18,001,012

　

100.0

　

△346,628

　

△1.9

　

△0.4

その２

　

性質別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

Ｕ：

人

　　　

件

　　　

費

　

10,017,782

　

84.6

　

1,955,842

　

33.1

　

11,973,623

　

67.8

　

12,157,526

　

67.5

　

△183,903

　

△

　

1.5

　　　

0.3

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

434,536

　　

3.7

　

1,758,407

　

29.8

　

2,192,943

　

12.4

　

2,187,390

　

12.2

　　　　

5,553

　　　

0.3

　　　

1.0

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

28,124

　　

0.2

　　　

99,156

　　

1.7

　　

127,280

　　

0.7

　　

135,396

　　

0.8

　

△

　

8,116

　

△

　

6.0

　

△

　

2.7

扶助費，補助費等

　　

838,983

　

7.1

　　

434,296

　

7.4

　

1,199,525

　

6.8

　

1,199,333

　

6.7

　　　　

192

　　　

0.0

　　　

0.9

普通建設事業費

　　

452,936

　

3.8

　

1,532,485

　

26.0

　

1,973,057

　

n.2

　

2,142,744

　

11.9

　

△159,687

　

△7.9

　

△5.4

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

79,731

　　

0.7

　　

525,068

　　

8.9

　　

604,496

　　

3.4

　　

588,557

　　

3.3

　　　

15,939

　　　

2.7

　　　

2.5

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

373,205

　　

3.2

　

1,007,316

　

17.1

　

1,368,561

　　

7.8

　

1,554,188

　　

8.6

　

△185,627

　

△11.9

　

△8.1

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

101

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

66,766

　　

0.6

　　

122,300

　　

2.0

　　

187,956

　　

1.1

　　

178,623

　　

0.9

　　　　

9,333

　　　

5.2

　

△

　

8.9

　

合

　　　　　

計

　　

11,839,127

　

100.0

　

5,902,486

　

100.0

　

17,654,384

　

100.0

　

18,001,012

　

100.0

　

△346,628

　

△1.9

　

△0.4

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

Ｓ急：

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

3,156,979

　

26.7

　　

228,140

　　

3.9

　

3,385,119

　

19.2

　

3,431,413

　

19.1

　

△

　

46,294

　

△

　

1.3

　　　

0.4

都道府県支出金

　　　　

－

　　

－

　　

86,709

　

1.5

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

一

使用料，手数料

　　

328,178

　

2.8

　　

139,653

　

2,4

　　

467,841

　

2.7

　　

472,439

　

2.6

　

△

　

4,598

　

△1.0

　　　

0.3

分担金，負担金，寄附金

　　　　

4,582

　　

0.0 ’　33,499　　0.6　　　25,240　　0.1　　　25,500　　0.1　△　　260　△　1.0　　　9.2

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　

225,129

　　

1.9

　　

641,915

　

10.9　　857, 733　　4.9　　913,672　　5.1　△　55,939　△　6.1　△　8.6

その他特定財源

　　

153,965

　

1.3

　　

357,225

　

5.9

　　

495,733

　

2.7

　　

460,575

　

2.6

　　

35,158

　　

7.6

　　

2.4

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

7,970,294

　

67.3

　

4,415,335

　

74.8

　

12,422,718

　

70.4

　

12,697,413

　

70.5

　

△274,695

　

△2.2

　

△0.2

　

合

　　　　　

計

　　

11,839,127

　

100.0

　

5,902,486

　

100.0　17,654,384　100. 0　1 8,001,012　100.0　△346,628　△1.9　△0.4

一資68－



第66表

　

小 学

　　

校 費

　　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

IU

人

　　　

件

　　　

費

　

3,918,786

　

99.4

　　

198,942

　

15.0

　

4,117,728

　

78.2

　

4,142,259

　

78.4

　

△24,531

　

△0.6

　　　

0.6

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

21,818

　　

0.6

　　

443,340

　

33.3

　　

465,157

　　

8.8

　　

445,472

　　

8.4

　　　

19,685

　　　

4.4

　

△

　

2.0

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　　

－

　　　

－

　　　

43,455

　　

3.3

　　　

43,455

　　

0.8

　　　

47,054

　　

0.9

　　

△

　

3,599

　

△

　

7.6

　

△

　

4.2

普通建設事業費

　　　

491

　

0.0

　　

574,183

　

43.2

　　

574,176

　

10.9

　　

594,944

　

11.3

　

△20,768

　

△3.5

　　

4.9

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　　

－

　　　

－

　　　

280,583

　

21.1

　　

280,583

　　

5.3

　　

266,319

　　

5.0

　　　

14,264

　　　

5.4

　　　

6.2

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　　

491

　

0.0

　　

293,600

　

22.1

　　

293,593

　

5.6

　　

328,625

　

6.2

　

△35,032

　

△10.7

　　　

4.0

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

～

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

2,013

　　

0.0

　　　

70,513

　　

5.2

　　　

67,627

　　

1.3

　　　

56,824

　　

1.0

　　　

10,803

　　　

19.0

　

△

　

0.9

　

合

　　　　　

計

　　

3,943,108

　

100.0

　

1,330,433

　

100.0

　

5,268,143

　

100.0

　

5,286,553

　

100.0

　

△18,410

　

△0.3

　　　

0.7

第67表

　

中 学

　　

校 費

　　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

ｔ討

人

　　　

件

　　　

費

　

2,255,528

　

99.0

　　

106,421

　

14.1

　

2,361,949

　

78.0

　

2,393,579

　

78.2

　

△31,630

　

△1.3

　　　

0.0

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

17,474

　　

0.8

　　

261,684

　

34.7

　　

279,157

　　

9.2

　　

275,313

　　

9.0

　　　　

3,844

　　　

1.4

　　　

0.3

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　　

－

　　　

－

　　　

24,301

　　

3.2

　　　

24,301

　　

0.8

　　　

25,851

　　

0.8

　　

△

　

1,550

　

△

　

6.0

　

△

　

5.3

普通建設事業費

　　　

3,366

　

0.1

　　

302,294

　

40.1

　　

305,443

　

10.1　　309,890　10.1　△4,447　△1.4　△0.4

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　

2,026

　　

0.1

　　

144,424

　

19.1

　　

146,450

　　

4.8

　　

141,322

　　

4.6

　　　　

5,128

　　　

3.6

　

△

　

0.3

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　　

1,340

　　

0.1

　　

157,834

　

20.9

　　

158,993

　　

5.3

　　

168,569

　　

5.5

　　

△

　

9,576

　

△

　

5.7

　

△

　

0.5

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

35

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

1,008

　　

0.1

　　　

59,488

　　

7.9

　　　

56,472

　　

1.9

　　　

55,510

　　

1.9

　　　　　

962

　　　

1.7

　　　

6.9

　

合

　　　　　

計

　　

2,277,376

　

100.0　　754, 188　100.0　3,027,322　100.0　3,060,143　100.0　△32,821　△1.1　　　0.1

第68表

　

高

　

等

　

学

　

校

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

11斐

人

　　　

件

　　　

費

　

2,044,147

　

82.1

　　

137,158

　

72.8

　

2･181･306

　

8L4

　

2,245,370

　

81.4

　

△64,064

　

△2.9

　

△1.1

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

159,935

　　

6.4

　　　　

17,716

　　

9.4

　　

177,651

　　

6.6

　　

181,748

　　

6.6

　　

△

　

4,097

　

△

　

2.3

　

△

　

1､2

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

18,368

　　

0,7

　　　

1,593

　　

0.8

　　　

19･960

　　

0.7

　　　

20,961

　　

0.8

　　

△

　

1,001

　

△

　

4.8

　

△

　

2.8

普通建設事業費

　　

262,049

　

10.5

　　

17,669

　

9.4

　　

279･616

　

10.4

　　

298,290

　

10.8

　

△18,674

　

△6.3

　

△2.9

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

49,011

　　

2.0

　　　　

1･086

　　

0.6

　　　

50･097

　　

1･9

　　　

44,224

　　

1.6

　　　　

5,873

　　　

13.3

　

△

　

7.6

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

213,037

　　

8.6

　　　

16,583

　　

8.8

　　

229･518 8.6　　　254,066　　9.2　　△24,548　△　9.7　△　2.1

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

5,807

　　

0.3

　　　

14,348

　　

7.6

　　　

19,711

　　

0.9

　　　

12,574　　0.4　　　　7,137　　　56.8　△　7.4

　

合

　　　　　

計

　　

2,490,306　1 00.0　　1 88,484　100. 0　2, 678,244　1 00.0　2, 758,943　100.0　△80,699　△2.9　△1.4

一資69－



第69表

　

社

　

会

　

教

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

Ｕ：

人

　　　

件

　　　

費

　　　

65,201

　

28.2

　　

445,945

　

34.4

　　

511,146

　

34.0

　　

528,429

　

32.6

　　

△17,283

　

△3.3

　　　

0.1

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

72,205

　

31.2

　　

406,637

　

31.4

　　

478,843

　

31.8

　　

506,750

　

31.3

　　

△27,907

　

△

　

5.5

　　　

3.5

普通建設事業費

　　

56,223

　

24.3

　　

325,613

　

25.1

　　

376,321

　

25.0

　　

444,618

　

27.5

　

△68,297

　

△15.4

　

△10.9

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

7,186

　　

3.1

　　

41,302

　　

3.2

　　

48,449

　　

3.2

　　

56,955

　　

3.5

　

△8,506

　

△14.9

　　

20.0

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

49,037

　

21.2

　　

284,308

　

21.9

　　

327,872

　

21.8

　　

387,663

　

23.9

　　

△59,791

　

△15.4

　

△14.1

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

3

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

37,792

　

16.3

　　

118,884

　　

9.1

　　

137,209

　　

9.2

　　

139,932

　　

8.6

　　

△

　

2,723

　

△

　

1.9

　

△

　

7.1

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

231,421

　

100.0

　

1,297,079

　

100.0

　

1,503,519

　

100.0

　

1,619,729

　

100.0

　　

△116,210

　

△

　

7.2

　

△

　

2.8

第70表

　

保

　

健

　

体

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

Ｕ：

人

　　　

件

　　　

費

　　　

36,507

　

23.7

　　

429,549

　

34.1

　　

466,056

　

33.4

　　

491,190

　

33.5

　　

△25,134

　

△

　

5.1

　

△3.1

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

31,736

　

20.6

　　

472,509

　

37.5

　　

504,245

　

36.1

　　

499,173

　

34.1

　　　　

5,072

　　　

1.0

　　　

2.1

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　

1,569

　　

1.0

　　　

13,896

　　

1.1

　　　

15,465

　　

1.1

　　　

15,979

　　

1.1

　　

△

　　

514

　

△

　

3.2

　

△

　

0.4

普通建設事業費

　　　

39,158

　

25.5

　　

241,801

　

19.2

　　

277,264

　

19.9

　　

324,690

　

22.2

　

△47,426

　

△14.6

　

△10.8

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　

3,199

　　

2.1

　　　

38,200

　　

3.0

　　　

41,135

　　

2.9

　　　

38,502

　　

2.6

　　　　

2,633

　　　

6.8

　

△

　

2.0

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

35,960

　

23.4

　　

203,591

　

16.1

　　

236,129

　

16.9

　　

286,187

　

19.5

　

△50,058

　

△17.5

　

△11.8

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　　

10

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　

44,812

　

29.2

　　

103,435

　　

8.1

　　

133,681

　　

9.5

　　

133,709

　　

9.1

　　

△

　　

28

　

△

　

0.0

　　　

1.6

　

合

　　　　　

計

　　　

153,782

　

100.0

　

1,261,190

　

100.0

　

1,396,711

　

100.0

　

1,464,741

　

100.0

　

△68,030

　

△4.6

　

△2.8

上記の

　

体育施設費等

　　

129,368

　

84.1

　　

522,122

　

41.4

　　

635,810

　

45.5

　　

682,320

　

46.6

　　

△46,510

　

△

　

6.8

　

△

　

5.7

内

　

訳

|

学校給食費

　　　

24,415

　

15.9

　　

739,069

　

58.6

　　

760,902

　

54.5　　782, 421　53.4　△21,519　△2.8　△0.1

一資70－



その１

　

総

　　

括

第71表性質別歳出決算額の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　

14

　　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　

較

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　

前年度増減率

　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町村

　　

純計額

　　

純

　

計

　

額

　　

増減額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｓ

　

ｊ

　

市町村

　

純計額鷲

　

１

　

市町村

　

純計額

人

　

件

　

費

　

15,629,637

　

30.9 10,764,582　21.326,394,220　27.826,838,319　27.5△　444,099△1,1△2.5△　1.7　　0.0△　0.4△　0.1

物

　　

件

　　

費

　

1,700,323

　

3.4

　

6,250,707

　

12.4

　

7,951,029

　

8.4

　

7,888,370

　

8.1

　　　

62,659

　　　

0.1

　　

1.0

　　

0.8△

　

0.6

　　　

3.3

　　

2.4

維持補修費

　　

413,552

　

0.8

　

645,775

　

1.3

　

1,059,327

　

1,1

　

1,079,516

　

1.1△

　

20,189△0.6△2.7△1.9△0.9△3.4△2.4

扶

　

助

　

費

　

1,377,221

　

2.7 5,365,187　10.6 6,742,408　7.1　6,474,615　6.6　　267,793△4.6　6.7　4.1　3.8　6.9　6.2

補

　

助

　

費

　

等

　

8,146,995

　

16.1

　

3,469,526

　

6.9

　

6,860,085

　

7.2

　

6,746,358

　

6.9

　　

113,727△6.9

　　

0,9

　　

1.7

　　

1.8

　　

1.6

　　

1.8

普通建設事業費

　

11,750,675

　

23.3 10,209,150　20.220,824,161　22.022,531,237　23.1△1,707,076△　7.7△　7.6△　7.6△　7.4△　4.0△　5.7

う

　

補助事業費

　

6,029,075

　

11.9

　

3,656,623

　

7.3

　

9,233,913

　

9.7

　

9,958,765

　

10.2△

　

724,852△

　

7.6△

　

6.7△

　

7.3△

　

8.6

　　

0.3△

　

5.3

ち

1

単独事業費

　

4,397,203

　

8.7

　

6,088,893

　

12.1 10,126,982　10.711,054,580　1□△　927,598△　8.8△　7.9△　8.4△　7.3△　6.4△　6.8

災害復旧事業費

　　

232,754

　

0.5

　

141,811

　

0.3

　

345,536

　

0.4

　

403,156

　

0.4△

　

57,620△13.6△15.2△14.3△20.7△26.1△19.9

失業対策事業費

　　　

1,862

　

0.0

　　

16,422

　

0.0

　　

18,284

　

0.0

　　

38,400

　

0.0△

　

20,116△83.4△39.5△52.4

　　

70.5

　　

25.5

　　

36.0

公

　

債

　

費

　

6,590,329

　

13.0

　

6,550,300

　

13.0 13,036,495　13.712,820,741　13.2　　215,754　　1.5　　1.6　　1.7　　4.5　　2.9　　3.8

積

　　

立

　　

金

　　

442,688

　

0.9

　

921,390

　

1.8

　

1,364,078

　

1.4

　

2,024,156

　

2,1△

　

660,078△45.2△24.3△32.6

　　

23.4△5.9

　　

3.9

投資及び出資金

　　

229,808

　

0.5

　　

238,126

　

0.5

　　

467,934

　

0.5

　　

483,615

　

0.5△

　

15,681

　　

6,1△10.8△

　

3.2△17.6△

　

5.1△11.2

貸

　　

付

　　

金

　

3,723,170

　

7.4

　

1,841,119

　

3.7

　

5,499,007

　

5.8

　

5,983,717

　

6j△

　

484,710△

　

8,2△

　

7.4△

　

8.1△

　

0.1

　　

0.0△

　

0.1

繰

　　

出

　　

金

　　

252,376

　

0.5

　

3,998,166

　

7.9

　

4,250,542

　

4,5

　

4,089,780

　

4.2

　　　

160,762

　　

14.2

　　

3.3

　　

3.9

　　

0.6

　　

4.1

　　

3.9

前年度繰上充用金

　　

12,534

　

0.0

　　

13,778

　

0.0

　　

26,312

　

0.0

　　

29,709

　

0.0△

　　

3,397△26.3

　　

8.5△11.4 2,053.2　　39.9　201.0

　

歳出合計

　

50,503,923100.0 50,426,038100.0 94･839･418100.0 97･431･688100.0 △2･592･270△4.6△1.9△2.7△0.9　　0.5△0.2

う

　

義務的経費

　

23,597,187

　

46.7 22,680,070　45.046･173･123　48･746･133･675　47.3　　　39･448△　0.6　　0.7　　0.1 1.4　　2.1　　1.8

ち

1

投資的経費

　

11,985,291

　

23.7 10,367,383　20･621･187･981　22.322･972･793　23.6△1･784,812△7.8△7.8△7.8△7.7△4.3△6,0

（注）

　

普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独

　　

事業費を含む。
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その２

　

推

　　

移

第71表性質別歳出決算額の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　　　　　　　　　　

算

　　　　　　　　　　

額

　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　

数

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

平成９年度

　　

10年度

　　　

11年度

　　　

12年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

9

　　

10

　　

n

　　

12

　　

13

　　

14

人

　　　　

件

　　　　

費

　

26,928,685

　

27,045,079

　

27,047,484

　

26,877,474

　

26,838,319

　

26,394,220

　

100

　

100

　

100

　

100

　

100

　　

98

物

　　　　

件

　　　　

費

　　

7,588,982

　

7,830,198

　

7,987,308

　

7,702,171

　

7,888,370

　

7,951,029

　

100

　

103

　

105

　

101

　

104

　

105

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

1,106,505

　

1,090,295

　

1,093,461

　

1,106,532

　

1,079,516

　

1,059,327

　

100

　　

99

　　

99

　

100

　　

98

　　

96

扶

　　　　

助

　　　　

費

　　

6,162,138

　

6,544,525

　

6,912,720

　

6,096,361

　

6,474,615

　

6,742,408

　

100

　

106

　

112

　　

99

　

105

　

109

普通建設事業費

　

27,749,225

　

28,287,444

　

26,111,902

　

23,901,749

　

22,531,237

　

20,824,161

　

100

　

102

　

94

　

86

　

81

　

75

災害復旧事業費

　　

471,359

　　

536,183

　　

673,212

　　

503,547

　　

403,156

　　

345,536

　

100

　

114

　

143

　

107

　

86

　

73

失業対策事業費

　　

33,027

　　

31,944

　　

29,703

　　

28,233

　　

38,400

　　

18,284

　

100

　

97

　

90

　

85

　

116

　

55

公

　　　　

債

　　　　

費

　

10,266,037

　

10,863,392

　

11,756,038

　

12,346,153

　

12,820,741

　

13,036,495

　

100

　

106

　

n5

　

120

　

125

　

127

積

　　　

立

　　　

金

　　

1,552,795

　

1,321,283

　

2,514,088

　

1,947,400

　

2,024,156

　

1,364,078

　

100

　　

85

　

162

　

125

　

130

　　

88

そ

　　

，の

　　　　

他

　

15,815,019

　

16,647,202

　

17,503,194

　

17,106,740

　

17,333,178

　

17,103,880

　

100

　

105

　

111

　　

108

　

110

　

108

　

歳

　

出

　

合

　

計

　

97,673,772 100,197,545 101,629,110 97,616,360 97,431,688 94,839,418　100　103　104　100　100　97

う

　

義務的経費

　

43,356,860

　

44,452,997

　

45,716,242

　

45,319,988

　

46,133,675

　

46,173,123

　

100

　

103

　

105

　

105

　

106

　

106

ち

|

投資的経費・28,253,612

　

28,855,571

　

26,814,817

　

24,433,530

　

22,972,793

　

21,187,981

　

100

　

102

　　

95

　　

86

　　

81

　　

75

(単位

　

％)

　　　　　　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額

　　

構

　　

成

　　

比

　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

減

　　　　　　　　

率

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

9

　　　　

10

　　　

11

　　　

12

　　　

13

　　　

14

　　　　

9

　　　　

10

　　　

11

　　　

12

　　　

13

　　　

14

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

27.6

　　

27.0

　　

26.6

　　

27.5

　　

27.5

　　

27.8

　　　

1.9

　　　

0.4

　　　

0.0

　

△

　

0.6

　

△

　

0.1

　

△

　

1.7

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

7.8

　　　

7.8

　　　

7.9

　　　

7.9

　　　

8.1

　　　

8.4

　　　

2.4

　　　

3.2

　　　

2.0

　

△

　

3.6

　　　

2.4

　　　

0.8

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

1.1

　　　

1.1

　　　

1.1

　　　

1.1

　　　

1.1

　　　

1.1

　　　

0.9

　

△

　

1.5

　　　

0.3

　　　

1.2

　

△

　

2.4

　

△

　

1.9

扶

　　　

助

　　　

費

　　

6.3

　　

6.5

　　

6.8

　　

6.2

　　

6.6

　　

7.1

　　

6.6

　　

6.2

　　

5.6

　

△ｎ.8

　　

6.2

　　

4.1

普通建設事業費

　　

28.4

　　

28.2

　　

25.7

　　

24.5

　　

23.1

　　

22.0

　

△7.2

　　

1.9

　

△7.7

　

△8.5

　

△5.7

　

△7.6

災害復旧事業費

　　

0.5

　　

0.5

　　

0.7

　　

0.5

　　

0.4

　　

0.4

　

△38.7

　　

13.8

　　

25.6

　

△25.2

　

△19.9

　

△14.3

失業対策事業費

　　

0.0

　　

0.0

　　

0.0

　　

0.0

　　

0.0

　　

0.0

　

△ｎ.5

　

△3.3

　

△7.0

　

△4.9

　　

36.0

　

△52.4

公

　　　　

債

　　　　

費

　　　

10.5

　　

10.8

　　

11.6

　　

12.6

　　

13.2

　　

13.7

　　　

8.7

　　　

5.8

　　　

8.2

　　　

5.0

　　　

3.8

　　　

1.7

積

　　　

立

　　　

金

　　

1.6

　　

1.3

　　

2.5

　　

2.0

　　

2.1

　　

1.4

　

△23.4

　

△14.9

　　

90.‘3

　

△22.5

　　

3.9

　

△32.6

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

16.2

　　

16.8

　　

17.1

　　

17.7

　　

17.9

　　

18.1

　

△

　

2.0

　　　

5.3

　　　

5.1

　

△

　

2.3

　　　

1.3

　

△

　

1.3

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　

△

　

1.4

　　　

2.6

　　　

1.4

　

△

　

3.9

　

△

　

o｡2

　

△

　

2.7

う

　

義務的経費

　　

44.4

　　

44.4

　　

45.0

　　

46.4

　　

47.3

　　

48.7

　　

4.1

　　

2.5

　　

2.8

　

△0.9

　　

1.8

　　

0.1

ち

|

投資的経費

　　

28.9

　　

28.8

　　

26.4

　　

25.0

　　

23.6

　　

22.3

　

△8.0

　　

2.1

　

△7.1

　

△8.9

　

△6.0

　

△7.8

-
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その１

　

総

　　

括

第72表

　

一

　

般

　

財

　

源

　

の

　

充

　

当

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　　

区

　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　　

増減額

　

増減率昌１

一

　

般

　

財

　

源

　

26,750,181

　

100.0 29,450,753 100.0 54,461,192 100.0 28,849,588 100.0 30,983,176 100.0 57,424,333 100.0△2,963,141　△5.2△2,4

義務的経費

　

16,103,911

　

60.2 14,817,540　50.3 31,963,555　58.7 16,727,169　58.0 15,322,893　49.5 33,109,707　57.7△1,146,152△3.5△1.2

　

人

　　

件

　　

費

　

10,295,916

　

38.5

　

8,131,274

　

27.6 18,878,095　34.7 10,886,141　37.7　8,593,555　27.7 19,957,675　34.8△1,079,580△5,4△2.9

　

扶

　　

助

　　

費

　　

502,147

　

1.9

　

1,578,404

　

5.4

　

2,605,535

　

4,8

　　

531,517

　

1.8

　

1,543,291

　

5.0

　

2,598,089

　

4.5

　　　

7,446

　　

0.3

　　

2.8

　

公

　　

債

　　

費

　

5,305,847

　

19.8

　

5,107,862

　

17.3 10,479,926　19.2　5,309,512　18.4　5,186,047　16.7 10,553,944　18.4△　74,018△0.7　□

投資的経費

　

1,993,626

　

7.5

　

2,804,107

　

9.5

　

4,764,577

　

8.7

　

2,460,896

　

8.5

　

3,220,426

　

10,4

　

5,634,493

　

9.8△869,915△15.4△8.9

　

普通建設事業費

　

1,978,048

　

7.4

　

2,779,885

　

9.4

　

4,724,573

　

8.7

　

2,446,385

　

8.5

　

3,191,128

　

10.3

　

5,586,052

　

9,7△861,479△15.4△9.1

　

災害復旧事業費

　　

15,401

　

0.1

　　

20,608

　

0.1

　　

35,417

　

0.1

　　

12,996

　

0.0

　　

23,857

　

0.1

　　

36,799

　

0.1△

　

1,382△3.8△1.8

　

失業対策事業費

　　　　

176

　

0.0

　　　

3,614

　

0.0

　　　

4,588

　

0.0

　　　

1,515

　

0.0

　　　

5,441

　

0.0

　　

11,642

　

0,0△

　

7,054△60.6

　

45.2

その他の経費

　

8,081,563

　

30.2 10,725,759　36.5 15,954,810　29.4　9,032,487　31.3 11,169,389　36.0 16,661,990　29.0△697,180△4.2△2.0

歳

　

出

　

合

　

計

　

26,179,100

　

97.9 28,347,406　96.3 52,692,942　96.8 28,220,552　97.8 29,712,708　95.9 55,406,190　96.5△2,713,248△4.9△2.3

翌年度への繰越額

　　

571,081

　

2.1

　

1,103,347

　

3,7

　

1,768,249

　

3.2

　　

629,036

　

2,2

　

1,270,467

　

4.1

　

2,018,143

　

3.5△249,894△12.4△6.4

（注）「翌年度への繰越額」には、翌年度へ繰り越された事業費に充当すべき財源を含んでいる。

その２

　

推

　　

移 (単位

　

百万円・％)

　　

区

　　　

分

　　　

平成９年度充当額

　　

平成10年度充当額

　　

平成11年度充当額

　　

平成12年度充当額

　　

平成13年度充当額

　　

平成14年度充当額

一

　

般

　

財

　

源

　　　　　

54,363,598

　　　　　

54,566,259

　　　　　

57,139,120

　　　　　

58,857,045

　　　　　

57,424,333

　　　　　

54,461,192

義務

　

的

　

経費

　　　　　

30,637,603

　　　　　

31,546,788

　　　　　

33,219,008

　　　　　

33,503,992

　　　　　

33,109,707

　　　　　

31,963,555

　

人

　　

件

　　

費

　　　　　

19,847,252

　　　　　

20,007,794

　　　　　

20,463,679

　　　　　

20,548,960

　　　　　

19,957,675

　　　　　

18,878,095

　

扶

　　

助

　　

費

　　　　　

2,502,484

　　　　　

2,716,801

　　　　　

2,923,018

　　　　　

2,526,205

　　　　　

2,598,089

　　　　　

2,605,535

　

公

　　

債

　　

費

　　　　　

8,287,866

　　　　　

8,922,193

　　　　　

9,832,311

　　　　　

10,428,827

　　　　　

10,553,944

　　　　　

10,479,926

投資的

　

経

　

費

　　　　　

7,072,915

　　　　　

6,225,660

　　　　　

6,020,598　　　　　6, 187,618　　　　　5,634,493　　　　　4,764,577

　

普通建設事業費

　　　　　

7,029,888

　　　　　

6,168,170

　　　　　

5,957,349　　　　　6, 142,109　　　　　5,586,052　　　　　4,724,573

　

災害復旧事業費

　　　　　　　

34,929

　　　　　　

51,527

　　　　　　

58,479

　　　　　　

37,492

　　　　　　

36,799

　　　　　　

35,417

　

失業対策事業費

　　　　　　　

8,097

　　　　　　　

5,962

　　　　　　　

4,769

　　　　　　　

8,018

　　　　　　

11,642

　　　　　　　

4,588

その他の経費

　　　　

14,926,835

　　　　

14,918,161

　　　　

16,011,063

　　　　

17,010,205

　　　　

16,661,990

　　　　

15,964,810

歳

　

出

　

合

　

計

　　　　　

52,637,353

　　　　　

52,790,609

　　　　　

55,250,669

　　　　　

56,701,815

　　　　　

55,406,190

　　　　　

52,692,942

翌年度への繰越額

　　　　　

1,726,246

　　　　　

1,775,649

　　　　　

1,888,451

　　　　　

2,155,231

　　　　　

2,018,143

　　　　　

1,768,249

　　　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　

数

　　　　　　　　　　　　　　

構

　　　　　　

成

　　　　　　

比

　　

区

　　　

分

　　　　　　　　　　　　

9

　　　　

10

　　　　

11

　　　　

12

　　　　

13

　　　　

14

　　　　

9

　　　　

10

　　　　

11

　　　　

12

　　　　

13

　　　　

14

一

　

般

　

財

　

源

　　　

100

　　　

100

　　　

105

　　　

108

　　　

106

　　　

100

　　

100.0　　100. 0　　100.0　　100.0　　100.0　　100.0

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　　

100

　　　

103

　　　

108

　　　

109

　　　

108

　　　

104

　　　

56.4

　　　

58.0

　　　

58.1

　　　

56.9 57.7　　　58.7

　

人

　　

件

　　

費

　　　

100

　　　

101

　　　

103

　　　

104

　　　

101

　　　　

95

　　　

35.5

　　　

36.7

　　　

35.8

　　　

34.9

　　　

34.8

　　　

34.7

　

扶

　　

助

　　

費

　　　

100

　　　

109

　　　

117

　　　

101

　　　

104

　　　

104

　　　

4.6

　　　

5.0

　　　

5.1

　　　

4.3

　　　

4.5

　　　

4.8

　

公

　　

債

　　

費

　　　

100

　　　

108

　　　

119

　　　

126

　　　

127

　　　

126

　　　

15.2

　　　

16.4

　　　

17.2

　　　

17.7

　　　

18.4

　　　

19.2

投資的経費

　　

100

　　　　

88

　　　　

85

　　　　

87 80　　　　67 13.0　　　11.4　　　10.5　　　10.5　　　9.8　　　　8.7

　

普通建設事業費

　　　

100

　　　

88

　　　

85

　　　

87

　　　

79 67　　　12.9　　　11.3　　　10.4　　　10.4　　　9.7　　　8.7

　

災害復旧事業費

　　　

100

　　　　

148

　　　　

167

　　　

107

　　　

105

　　　

101 0.1　　　　0.1　　　　0.1　　　　0.1　　　　0.1　　　　0.1

　

失業対策事業費

　　　

100

　　　　

74

　　　　

59 99　　　144　　　　57 0.0　　　　0.0　　　　0.0　　　　0.0　　　　0.0　　　　0.0

その他の経費

　　　

100

　　　　

100

　　　　

107

　　　

114

　　　

112 107　　　27.4　　　27.3　　　28､1　　　28.9　　　29.0　　　29.4

歳

　

出

　

合

　

計

　　　

100

　　　

100

　　　

105

　　　

108

　　　

105

　　　

100

　　　

96.8　　　96.7 96.7　　、96.3　　　96.5　　　96.8

翌年度への繰越額

　　　

100

　　　

103 109　　　125　　　117　　　102 3.2　　　3.3　　　　3.3　　　　3.7　　　3.5　　　　3.2

-
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その１

　

人件費の内訳

第73表

　

人 件

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　

増

　

減額

　

増減率

　

Ｕ：

議

　

員

　

報

　

酬

　

手

　

当

　　　

42,740

　　

0.3

　　

306,388

　　

2.8

　　

349,129

　　

1.3

　　

353,568

　　

1.3

　

△

　

4,439

　

△

　

1.3

　

△

　

1.3

委

　

員

　

等

　

報

　

酬

　　　

188,970

　　

1.2

　　

368,945

　　

3.4

　　

557,914

　　

2.1

　　

549,596

　　

2.0

　　　　

8,318

　　　

1.5

　

△

　

3.3

特

　

別

　

職

　

給

　

与

　　　　

4,300

　　

0.0

　　

142,336

　　

1.3

　　

146,636

　　

0.6

　　

150,392

　　

0.6

　

△

　

3,756

　

△

　

2.5

　

△

　

1.0

職

　　　

員

　　　

給

　

11,786,191

　

75.4

　

7,650,832

　

71.1

　

19,437,023

　

73.6

　

19,840,880

　

73.9

　

△403,857

　

△

　

2.0

　

△

　

0.3

　

基

　　　

本

　　　

給

　　

7,633,244

　

48.8

　

4,991,850

　

46.4

　

12,625,094

　

47.8

　

12,682,963

　

47.3

　

△

　

57,869

　

△

　

0.5

　　　

0.0

　

その他の手当

　

4,151,617

　

26.6

　

2,641,652

　

24.5

　

6,793,269

　

25.7

　

7,138,639

　

26.6

　

△345,370

　

△4.8

　

△0.8

　

臨時職員給与

　　　

1,330

　

0.0

　　

17,330

　

0.2

　　

18,660

　

0.1

　　

19,278

　

0.1

　

△

　

618

　

△3.2

　

△2.8

地方公務員共済組合等負担金

　　

2,207,414

　

14.1

　

1,292,581

　

12.0

　

3,499,996

　

13.3

　

3,536,165

　

13.2

　

△

　

36,169

　

△

　

1.0

　　　

0.4

退

　　　　

職

　　　　

金

　　

1,237,297

　　

7.9

　　

901,197

　　

8.4

　

2,138,494

　　

8.1

　

2,141,112

　　

8.0

　

△

　

2,618

　

△

　

0.1

　　　

1.4

恩給及び退職年金

　　　

67,047

　　

0.4

　　　

8,210

　　

0.1

　　

75,256

　　

0.3

　　

82,847

　　

0.3

　

△

　

7,591

　

△9.2

　

△9.1

災

　

害

　

補

　

償

　

費

　　　

15,629

　　

0.1

　　　

11,986

　　

0.1

　　　

27,615

　　

0.1

　　　

27,614

　　

0.1

　　　　　　

1

　　　

0.0

　

△

　

3.2

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

80,049

　　

0.6

　　　

82,107

　　

0.8

　　

162,157

　　

0.6

　　

156,145

　　

0.6

　　　　

6,012

　　　

3.9

　　　

3.0

　

合

　　　　　

計

　　

15,629,637

　

100.0

　

10,764,582

　

100.0

　

26,394,220

　

100.0

　

26,838,319

　

100.0

　

△444,099

　

△1.7

　

△0.1

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

万口

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

3,097,817

　

19.8

　　

204,192

　　

1.9

　

3,344,024

　

12.7

　

3,400,734

　

12.7

　

△

　

56,710

　

△

　

1.7

　　　

0.4

使用料，手数料

　　

393,156

　

2.5

　　

360,218

　

3.3

　　

758,162

　

2.9

　　

771,320

　

2.9

　

△13,158

　

△1.7

　

△1.1

地

　　　

方

　　　

債

　　　

9,550

　

0.1

　　　

4,638

　

0.0

　　

14,188

　

0.1

　　

17,259

　

0.1

　

△

　

3,071

　

△17.8

　

△0.2

その他特定財源

　　　

97,007

　

0.6

　　

413,470

　

3.9

　　

204,712

　

0.7

　　

226,796

　　

0.8

　

△22,084

　

△9.7

　　　

3.2

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

12,032,107

　

77.0

　

9,782,064

　

90.9

　

22,073,134

　

83.6

　

22,422,210

　

83.5

　

△349,076

　

△1.6

　

△0.2

　

合

　　　　　

計

　　

15,629,637

　

100.0

　

10,764,582

　

100.0

　

26,394,220

　

100.0

　

26,838,319

　

100.0

　

△444,099

　

△1.7

　

△0.1

その３

　

団体区分別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

_-

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減額

　

増減率

　

剛年度

　　　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額

　　　

構

　

成

　

比

　　　

決

　　

算

　　

額

　　　

構

　

成

　

比

　　　　　　　　　　　　　　　

増減率

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

15,629,637

　　　　　　

30.9

　　　　　

15,797,848

　　　　　　

29.9

　

△168,211

　　

△

　

1.1

　　　

0.0

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　

10,764,582

　　　　　　

21.3

　　　　　

11,040,471

　　　　　　

21.5

　

△275,889

　

△2.5

　　

△0.4

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

1,639,076

　　　　　

17.0

　　　　　

1,690,668

　　　　　

17.2

　

△51,592

　

△3.1

　　

△0.4

　

中

　　　

核

　　　

市

　　　　　　　

894,904

　　　　　　

19.5

　　　　　　　

854,890

　　　　　　

19.4

　　　　

40,014

　　　　

4.7

　　　　

2.9

　

特

　　　

例

　　　

市

　　　　　　　

703,877

　　　　　　

21.8

　　　　　　　

604,108

　　　　　　

22.1

　　　　

99,769

　　　

16.5

　　　

253.4

　

中

　　　

都

　　　

市

　　　　　

1,795,681

　　　　　

22.1

　　　　　

2,027,529

　　　　　

22.4

　

△231,848

　

△ｎ.4

　

△18.9

　

小

　　

都

　　

市

　　　　　

1,771,399

　　　　　

20.8

　　　　　

1,800,163

　　　　　

20.9

　

△28,764

　

△1.6

　　

△0.0

　

町

　　　　　　　

村

　　　　　　

2,542,700

　　　　　　

19.8

　　　　　

2,611,195

　　　　　　

19.8

　

△68,495

　

△2.6

　　

△0.8

　

一部事務組合

　　　　　

1,007,678

　　　　　

38.4

　　　　

1,003,204

　　　　　

38.2

　　　

4,474

　　　

0.4

　　　

2.0

　

特

　　　

別

　　　

区

　　　　　　

733,362

　　　　　

27.7

　　　　　　

757,045

　　　　　

27.6

　

△23,683

　

△3.1

　　

△1.7

　　

合

　　　　　

計

　　　　　

26,394,220

　　　　　

27.8

　　　　

26,838,319　　　　　27. 5　△444,099　△1.7　　△0.1

（注）

　

平成13年度及び平成14年度の構成比は、団体区分別の歳出総額に対するものである。
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その１

　

日的別内訳

第74表人件費中の職員給の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

13

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

区

　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　

前年度増減率

　　　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

　

増減額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1果市町村純計額11市町村純計額

議会関係

　　

15,969

　

0.1

　　

84,719

　

0

　

100,688

　

0.5

　　

16,463

　

0.1

　　

87,262

　

1.1

　

103,725

　

0.5△3,037△3.0△2,9△2.9

　

1.6△0,4△0.1

総務関係

　　

482,129

　

4.1

　

1,692,327 22.1　2,174,457 11.2　498,915　4.2　1,734,306 22.0 2,233,221　11.3△58,754△3.4△2.4△2.6　0.9△0.5△0.2

民生関係

　　

230,095

　

2.0 1,474,612　19.3　1,704,707　8,8　236,288　2.0 1,529,588　19.4 1,765,876　8,9△61,169△2.6△3,6△3.5△1.6△0.4△0.6

衛生関係

　　

269,205

　

2.3

　

936,156

　

12.2 1,205,361　6.2　275,977　2.3　954,594　12.2　1,240,572　6.3△35,211△2.5△2.9△2.8△4.1△1.2△1.8

労働関係

　　

56,463

　

0.5

　　

10,377

　

0.1

　　

66,840

　

0.3

　　

60,545

　

0.5

　　

11,506

　

0.1

　　

72,052

　

0.4△5,212△6.7△9.8△7.2△2.0△4.9△2.5

a林水S

　　

410,911

　

3.5

　

262,859

　

3.4

　

673,770

　

3.5

　

417,335

　

3,5

　

274,841

　

3.5

　

692,176

　

3.5△18,406△1.5△4.4△2.7△0.1△1.5△0.7

商工関係

　　

97,057

　

0.8

　

110,291

　

1.4

　

207,348

　

1.1

　

103,158

　

0.9

　

114,275

　

1.4

　

217,433

　

1.1△10,085△5.9△3.5△4.6△2.1△0.1△1.1

土木関係

　　

273,506

　

2.3

　

636,732

　

8.3

　

910,238

　

4.7

　

279,012

　

2.3

　

655,610

　

8.3

　

934,623

　

4.7△24,385△2.0△2,9△2.6

　

2.4△1.2△0.1

警察関係

　

2,192,172

　

18.6

　　　

－

　　

－

　

2,192,172

　

11.3 2,199,514　18.4　　　－　－　2,199,514　1□△7,342△0,3　　－△0.3△0.4　　－△0.4

消防関係

　　

163,868

　

1.4

　

994,998 13.0 1,158,867　6,0　162,400　1.4 1,006,969　12.8 1,169,369　5.9△10,502　0.9△1.2△0.9△0.0　0.9　0.8

教育関係

　

7,594,814 64.4　1,447,760 18.9 9,042,574 46.5 7,700,864 64.4　1,511,456 19.2 9,212,320 46.4△169,746△1.4△4.2△1.8　0.2△1.6△0.1

合

　

計11,786,191 100.0 7,650,832 100.0 19,437,023 100.0 11,950,472 100.0 7,890,408 100.0 19,840,880 100.0 △403,857△1.4△3,0△2.0　0.0△0.7△0.3

その２

　

平均給料月額の状況（普通会計分） (単位

　

円・％)

　　　　　　　　　

平成15年４月１日現在

　　　　

平成14年４月１日現在

　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　　

前年度増減率

　

区

　　

分

　

全団体都道府県大都市

　

都

　

市町

　

村全団体都道府県大都市都

　

市町

　

村箭器ぴ都市町村箭賢び都市町村

一般行政職

　

354,365 358,815 364,639 361,291 330,757 360,102 364,437 373,861 367,601 335,057△1､6△1.5△2.5△1.7△1.3　0.7　1.2△0.1　0.2　0.7

高等学校教育職

　

405,203 405,249 410,624 402,041 334,861 411,397 411,441 417,253 408,023 336,135△1.5△1.5△1.6△1.5△0.4　1.2　1.2　0.8　0.5　0.5

小･中学校教育職

　

398,135 399 842 373,009 360,192 323,756 404,527 406,264 384,518 367,193 327,854△1,6△1.6△3.0△1.9△1.2　1.5　1.5　0.7△0.0　0.6

消

　

防

　

職

　

342,607 365,900 353,790 346,989 322,586 349,188 380,900 362,485 352,142 324,722△1.9△3.9△2.4△1.5△0.7　0　4.0　0.4　0.4　1.0

警

　

察

　

職

　

366,567 366,567　　－　　　－　　　－ 378,233 378,233　　　－　　　－　　　－△3.1△3,1　－　－　－　0.5　0.5　－　－　－

(注) １

２

「都市」には、中核市、特例市を含む。

「高等学校教育職」には、専修学校、各種学校及び特殊学校の教育職を含み、「小・中学校教育職」には、幼稚園教育職を含む。
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その１

　

総

　　

括

第75表

　

地

　

方

　

公

　

務

　

員

　

数

　

の

　

状

　

況

(単位

　

人・％)

　　　　　　　　　　　　

平成15年４月１日現在

　　　　　　　　

平成14年４月１日現在

　　　　　　

比

　　　

較

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

総

　　

計

　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

総

　　

計

　　

増

　

減

　

増減率S昌

一般行政関係職員

　　

283,942

　

18.6

　　

798,249

　

69.4

　

1,082,191

　

40.4

　　

289,123

　

18.8

　　

807,416

　

69.3

　

1,096,539

　

40.6

　

△14,348

　

△1.3

　

△1.2

　

議会・総務

　　　

48,891

　

3.2

　　

206,824

　

18.0

　　

255,715

　

9.6

　　

49,168

　

3.2

　　

205,273

　

17.6

　　

254,441

　

9.4

　　　

1,274

　　

0.5

　　

0.1

　

税

　　　　　

務

　　　

19,502

　

1.3

　　

58,147

　

5.1

　　

77,649

　

2.9

　　

19,841

　

1.3

　　

58,693

　

5.0

　　

78,534

　

2.9

　

△

　

885

　

△1.1

　

△0.9

　

民

　　　　

生

　　

31,799

　

2.1

　

230,254 20.0　262,053　9,8　　32,307　2.1　232,917 20.0　265,224　9.8　△3,171　△1.2　△1.9

　

衛

　　　　

生

　　

36,066

　

2.4

　　

131,364

　

11.4

　　

167,430

　

6.3

　　

36,797

　

2.4

　　

134,134

　

11.5

　　

170,931

　

6.3

　

△3,501

　

△2.0

　

△1.2

　

労

　　　　　

働

　　　

5,858

　

0.4

　　　

1,613

　

0.1

　　　

7,471

　

0.3

　　　

6,089

　

0.4

　　　

1,731

　

0.1

　　　

7,820

　

0.3

　

△

　

349

　

△4.5

　

△7.1

　

農林水

　

産

　　

66,244

　

4.3

　　

42,983

　

3.7

　　

109,227

　

4.1

　　

67,788

　

4.4

　　

44,387

　

3.8

　　

112,175

　

4.2

　

△2,948

　

△2,6

　

△1.9

　

商

　　　　

工

　　

12,857

　

0.8

　　

16,337

　

1.4

　　

29,194

　

1.1

　　

12,869

　

0.8

　　

16,406

　

1,4

　　

29,275

　

1.1

　

△

　

81

　

△0,3

　

△0.6

　

土

　　　　

木

　　

62,725

　

4.1

　

110,727

　

9,6

　

173,452

　

6.5

　　

64,264

　

4.2

　

113,875

　

9.8

　

178,139

　

6.6

　

△4,687

　

△2.6

　

△1.7

教育関係職員

　　

958,788

　

62.8

　　

214,799

　

18.7

　

1,173,587 43.8　　965,155　62.9　　221,171　19.0　1,186,326　43.9　△12,739　△1.1　△1.1

　

教

　　　　　

員

　　

860,412

　

56.3

　　

44,477

　

3.9

　　

904,889

　

33.8

　　

865,511

　

56.4

　　

45,009

　

3.9

　　

910,520

　

33.7

　

△5,631

　

△0,6

　

△0.7

　　

高等学校

　　

185,163 12,1　　12,262　1.1　197,425　7.4　189,320 12.3　　12,426　1.1　201,746　7.5　△4,321　△2.1　△1.9

　　

義務教育

　　

603,124

　

39.5

　　　

145

　

0.0

　　

603,269

　

22.5

　　

604,790

　

39.4

　　　

156

　

0.0

　　

604,946

　

22.4

　

△1,677

　

△0.3

　

△0.5

　　

そ

　

の

　

他

　　　

72,125

　

4.7

　　

32,070

　

2.8

　　

104,195

　

3.9

　　

71,401

　

4,7

　　

32,427

　

2.8

　　

103,828

　

3,8

　　　

367

　　

0.4

　　

0.3

　

そ

　　

の

　

他

　　　

98,376

　

6.5

　　

170,322

　

14.8

　　

268,698

　

10.0

　　

99,644

　

6,5

　　

176,162

　

15.1

　　

275,806

　

10.2

　

△7,108

　

△2.6

　

△2.4

警察関係職員

　　

266,729

　

17.5

　　　

－

　

－

　　

266,729

　

10.0

　

262,453

　

17.1

　　　

－

　

－

　　

262,453

　

9.7

　　

4,276

　　

1.6

　　

1.4

　

警

　　

察

　　

官

　　

237,963

　

15.6

　　　　

－

　　

－

　　

237,963

　

8.9

　　

233,583

　

15.2

　　　　

－

　　

－

　　

233,583

　

8,7

　　　

4,380

　　

1.9

　　

1.6

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

28,766

　

1,9

　　　　

－

　　

－

　　

28,766

　

1.1

　　

28,870

　

1.9

　　　　

－

　　

－

　　

28,870

　

1.0

　

△

　

104

　

△0.4

　

△0.2

消防関係職員

　　　

18,194

　

1,2

　　

136,657

　

11.9

　　

154,851

　

5.8

　　

18,204

　

1.2

　　

136,179

　

11.7

　　

154,383

　

5.7

　　　

468

　　

0.3

　　

0.3

　

合

　　　

計

　　

1,527,653 100.0　1,149,705 100.0　2,677,358 100.0　1,534,935 100.0　1,164,766 100.0　2,699,701 100.0　△22,343　△0.8　△0.8

(注) 特殊学校の小・中学部に係る教員は、「教員」の「その他」に計上している。

その２

　

推

　　

移 (単位

　

千人・％)

　　　　　　　　　　

昭和36年５月31日

　　

平成13年４月１日

　　

平成14年４月１日

　　

平成15年４月１日

　　　　　　

指

　　　　　　　　

数

　

区

　　　

分

　　　　　　　　　　

職員数

　

構成比

　

職員数

　

構成比

　

職員数

　

構成比

　

職貝数

　

構成比

　

36. 5.31　13. 4 . 1　14. 4 . 1　15. 4 . 1

一般行政関係職員

　　　　

676

　　

39.6

　　　

1,110

　　

40.8

　　　

1,097

　　

40.6

　　　

1,082

　　

40.4

　　　

100

　　　

164

　　　

162

　　　

160

　

民

　　　　　

生

　　　　

85

　　　

5.0

　　　　

270

　　　

9.9

　　　　

265

　　　

9.8

　　　　

262

　　　

9.8

　　　

100

　　　

318

　　　

312

　　　

308

　

衛

　　　　　

生

　　　　

74

　　　

4.3

　　　　

173

　　　

6.4

　　　　

171

　　　

6.3

　　　　

167

　　　

6.2

　　　

100

　　　

234

　　　

231

　　　

226

　

労

　　　　　

働

　　　　

18

　　　

1.1

　　　　　

8

　　　

0.3

　　　　　

8

　　　

0.3

　　　　　

7

　　　

0.3

　　　

100

　　　

44

　　　

44

　　　

39

　

土

　　　　　

木

　　　　

107

　　　

6.3

　　　　

181

　　　

6.6

　　　　

178

　　　

6.6

　　　　

173

　　　

6.5

　　　

100

　　　

169

　　　

166

　　　

162

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

392

　　

22.9

　　　　

478

　　

17.6

　　　　

475

　　

17.6

　　　　

473

　　

17.7

　　　

100

　　　

122

　　　

121

　　　

121

教育関係職員

　　　

842

　　

49.4

　　

1,200

　　

44.1

　　

1,186

　　

43.9

　　

1,174

　　

43.9

　　　

100

　　　

143

　　　

141

　　　

139

　

義務教育職員

　　　　

572

　　

33.5

　　　

608

　　

22.3

　　　

605

　　

22.4

　　　

603

　　

22.5

　　　

100

　　　

106

　　　

106

　　　

105

　

高等学校職員

　　　　

104

　　　

6.1

　　　　

206

　　　

7.6

　　　　

202

　　　

7.5　　　　197　　　7.4　　　100　　　198　　　194　　　189

　

学校給食職員

　　　　

29

　　　

1.7

　　　　

19

　　

0.7

　　　　

19

　　

0.7

　　　　

18

　　

0.7

　　　

100

　　　

66

　　　

66

　　　

62

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

137

　　　

8.1

　　　　

367

　　

13.5

　　　　

360

　　

13.3

　　　　

356

　　

13.3

　　　

100

　　　

268

　　　

263

　　　

260

警察関係職員

　　　

149

　　

8.7

　　　

259

　　

9.5

　　　

262

　　

9.7　　　267　　10. 0　　100　　174　　176　　179

　

警

　　

察

　　

官

　　　　

129

　　　

7.6

　　　　

230

　　　

8.4

　　　　

234

　　　

8.7

　　　　

238

　　　

8.9

　　　

100

　　　

178

　　　

181

　　　

184

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

20

　　　

1.1

　　　　

29

　　　

1.1

　　　　

28

　　　

1.0

　　　　

29

　　　

1.1

　　　

100

　　　

145

　　　

140

　　　

145

消防関係職員

　　　　

39

　　　

2.3

　　　　

154

　　　

5.7

　　　　

154

　　　

5,7

　　　　

155

　　　

5.8

　　　

100

　　　

395

　　　

395

　　　

397

　

合

　　　　

計

　　　　

1,706

　　

100.0

　　　

2,723

　　

100.0

　　　

2,700

　　

100.0

　　　

2,677

　　

100.0

　　　

100

　　　

160

　　　

158

　　　

157

（注）

　

教育関係職員のうち、平成13年

　　　

の他」に含まれる。

14年及び15年４月１日現在の「学校給食職員数」は、給食センターの職員数であり、他の学校給食職員数は「そ
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第76表

　

物 件

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　

｀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　

分

　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　

増減率

　　

1昌

賃

　　　　　　

金

　　　

43,030

　　

2.5

　　　

388,544

　　

6.2

　　　

431,574

　　

5.4

　　　

413,721

　　

5.2

　　　　

17,853

　　　

4.3

　　　

2.9

旅

　　　　　　

費

　　　

134,566

　　

7.9

　　　

89,500

　　

1.4

　　　

224,066

　　

2.8

　　　

241,984

　　

3.1

　　

△17,918

　

△

　

7.4

　

△

　

5.6

交

　　

際

　　

費

　　　　

495

　　

0.0

　　　

8,710

　　

0.1

　　　

9,205

　　

0.1

　　

10,225

　　

0.1

　　

△1,020

　

△10.0

　

△9.2

備品購入費

　　　

37,325

　　

2.2

　　

178,817

　　

2.9

　　

216,142

　　

2.7

　　

229,794

　　

2.9

　

△13,652

　

△5.9

　

△5.6

需

　　

用

　　

費

　　　

407,446

　　

24.0

　　

1,441,556

　　

23.1

　　

1,849,002

　　

23.3

　　

1,862,768

　　

23.6

　　

△13,765

　

△0.7

　

△

　

1.7

役

　　

務

　　

費

　　　

147,165

　　

8.7

　　　

298,356

　　

4.8

　　　

445,521

　　

5.6

　　　

453,515

　　

5.7

　　

△

　

7,994

　

△

　

1.8

　　　

0.9

委

　　

託

　　

料

　　　

723,565

　　

42.6

　　

3,204,233

　　

51.3

　　

3,927,899

　　

49.4

　　

3,844,092

　　

48.7

　　　

83,807

　　　

2.2

　　　

5.9

そ

　　

の

　　

他

　　　

205,631

　　

12.1

　　　

640,991

　　

10.2

　　　

847,620

　　

10.7

　　　

832,271

　　

10.7

　　　　

15,349

　　　

1.8

　　　

2.2

　

合

　　　　

計

　　　

1,700,323

　

100.0

　　

6,250,707

　

100.0

　　

7,951,029

　

100.0

　　

7,888,370

　

100.0

　　　　

62,659

　　　

0.8

　　　

2.4

第77表

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

メ

　　　　

Ｘ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　

増減率

　

簒談

総

　　

務

　　

費

　　　　

17,056

　　

4.1

　　　

24,310

　　

3.8

　　　

41,367

　　

3.9

　　　

42,219

　　

3.9

　　

△

　　

852

　

△

　

2.0

　

△

　

2.3

衛

　　

生

　　

費

　　　　

2,115

　　

0.5

　　　

106,576

　　

15.5

　　　

108,691

　　

10.3

　　　

107,047

　　

9.9

　　　　

1,644

　　　

1.5

　　　

4.6

　

保健所費

　　　　

395

　　

0.1

　　　　

374

　　

0.1

　　　　

769

　　

0.1

　　　　

694

　　

0.1

　　　　

75

　　

10.8

　

△12.9

　

清

　　

掃

　　

費

　　　　　

107

　　

0.0

　　　

100,458

　　

15.6　　　100,565　　9,5　　　98,698　　9.1　　　　1,867　　　1.9　　　4.3

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

1,613

　　

0.4

　　　　

5,744

　　

0.8

　　　　

7,357

　　

0.7

　　　　

7,655

　　

0.7

　　

△

　　

298

　

△

　

3.9

　　　

9.6

農林水産業費

　　　

9,098

　　

2.2

　　　

14,078

　　

2.2

　　　

23,176　　2.2　　　23, 779　　2.2　　△　603　△2.5　△0.2

　

農

　　

業

　　

費

　　　　

1,244

　　

0.3

　　　　

1,729

　　

0.3

　　　　

2,973

　　

0.3

　　　　

3,169

　　

0.3

　　

△

　　

196

　

△

　

6.2

　　　

10.9

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　　　

309

　　

0.1　　　　　324　　0. 1　　　　　633　　0. 1　　　　　633　　0. 1　　　　　　－　　　　－　△　5.2

　

農

　　

地

　　

費

　　　　

2,051

　　

0.5

　　　　

8,098

　　

1.3

　　　

10,149

　　

1.0

　　　

10,410

　　

1.0

　　

△

　　

261

　

△

　

2.5

　　　

1.6

　

林

　　

業

　　

費

　　　　

1,569

　　

0.4

　　　　

3,304

　　

0.5

　　　　

4,873

　　

0.5

　　　　

5,324

　　

0.5

　　

△

　　

451

　

△

　

8.5

　

△

　

0.4

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　　

3,925

　　

0.9

　　　　　

623

　　

0.1

　　　　

4,548

　　

0.4

　　　　

4,242

　　

0,4

　　　　　

306

　　　

7.2

　

△

　

9.8

土

　　

木

　　

費

　　

326,405

　

78.9

　　

373,618

　

57.9

　　

700,024

　

66.1

　　

711,240

　

65.9

　　

△11,216

　

△1.6

　

△3.5

　

道路橋りょう費

　　　

175,952

　　

42.5　　　232,616　　36.0　　　408･569　　38.6　　　408,176　　37.8　　　　　393　　　0.1　△　6.5

　

河川海岸費

　　　

38,038

　　

9.2

　　　

13,315

　　

2.1

　　　

51,353

　　

4.8

　　　

50,905

　　

4.7

　　　　

448

　　　

0.9

　　　

2.7

　

都市計画費

　　　

34,344

　　

8.3

　　　

54,768

　　

815

　　　

89･112

　　

8.4

　　　

90,945

　　

8.4

　　

△

　

1,833

　

△2.0

　

△3.5

　

住

　　

宅

　　

費

　　　　

67,533

　　

16.3

　　　

66,062

　　

10.2

　　　

133･595

　　

12.6

　　　

142,959

　　

13.2

　　

△

　

9,364

　

△

　

6.6

　　　

3.1

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

10,538

　　

2.6

　　　　

6,857

　　

1.1

　　　

17･395

　　

1.7

　　　

18,255

　　

1.8

　　

△

　　

860

　

△

　

4.7

　　　　

0.7

警

　　

察

　　

費

　　　　

20,916

　　

5.1

　　　　　

－

　　　

‾

　　　

20･916

　　

2･0

　　　

20,506

　　

1.9

　　　　　

4].0

　　　

2,0

　　　

0.5

消

　　

防

　　

費

　　　　

4,129

　　

1.0

　　　　

7,891

　　

1･2

　　　

12･020

　　

1･1

　　　

12･219

　　

1.1

　　

△

　　

199

　

△

　

1.6

　

△

　

4.7

教

　　

育

　　

費

　　　　

28,124

　　

6.8

　　　

99,156

　　

15.4

　　　

127･280

　　

12.0

　　　

135,396

　　

12･5

　　

△

　

8,116

　

△

　

6.0

　

△

　

2.7

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

43･455

　　

6.7

　　　

43･455

　　

4.1

　　　

47･054

　　

4.4

　　

△

　

3,599

　

△

　

7.6

　

△

　

4.2

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

24･301

　　

3.8

　　　

24･301

　　

2.3

　　　

25･851

　　

2.4

　　

△

　

1,550

　

△

　

6.0

　

△

　

5.3

　

高等学校費

　　　

18,368

　　

4.4

　　　　　

1･593

　　

012

　　　

19･960

　　

1.9

　　　

20,961

　　

1.9

　　

△

　

1,001

　

△

　

4.8

　

△

　

2.8

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

9,756

　　　

2.4

　　　　

29･807

　　

4'7

　　　

39･564

　　

3.7

　　　

41,530

　　

3.8

　　

△

　

1,966

　

△

　

4.7

　　　

1.1

そ

　　

の

　　

他

　　　　

5,709

　　

1.4

　　　　

20,146

　　

3'0

　　　

25･853

　　

2.4

　　　

27･110

　　

2.6

　　

△

　

1,257

　

△

　

4.6

　

△

　

1.6

　

合一

　　　　

釧-

　　　　

413,552

　

100.0

　　　

645･775

　

100.0

　　

1･059･327

　

100.0

　　

1,079,516

　

100.0

　　

乙20,189

　

八

　

1.9

　

△

　

2.4
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第78表

　

扶 助

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減額

　

増減率

　

昌：

民

　　

生

　　

費

　　

1,121,331

　　

81.4

　　

5,108,080

　　

95.2

　　

6,229,411

　　

92.4

　　

5,976,019

　　

92.3

　　　

253,392

　　　

4.2

　　　

6.3

　

社会福祉費

　　

261,074

　

19.0

　　

974,399

　

18.2

　

1,235,473

　

18.3

　

1,195,554

　

18.5

　　　

39,919

　　　

3.3

　　　

3.5

　

老人福祉費

　　　

39,624

　　

2.9

　　

314,033

　　

5.9

　　

353,657

　　

5.2

　　

372,735

　　

5.8

　

△19,078

　

△5.1

　

△5.5

　

児童福祉費

　　　

554,515

　　

40.3

　　

1,820,828

　　

33.9

　

2,375,343

　　

35.2

　　

2,283,164

　　

35.3

　　　

92,179

　　　

4.0

　　　

9.5

　

生活保護費

　　

266,037

　

19.3

　

1,998,293

　

37.2

　

2,264,330

　

33.6

　

2,123,828

　

32.8

　　

140,502

　　　

6.6

　　　

7.0

　

災害救助費

　　　　

81

　　

0.0

　　　　

527

　　

0.0

　　　　

609

　　

0.0

　　　　

738

　　

0.0

　

△

　　

129

　

△17.5

　

△72.4

衛

　　

生

　　

費

　　　

246,663

　　

17.9

　　　

164,637

　　

3.1

　　　

411,300

　　

6.1

　　　

402,145

　　

6.2

　　　　

9,155

　　　

2.3

　　　

5.4

　

結核対策費

　　　

4,708

　　

0.3

　　　

5,632

　　

0.1

　　　

10,340

　　

0.2

　　　

11,151

　　

0.2

　

△

　　

8n

　

△7.3

　

△7,1

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

241,955

　　

17.6

　　　

159,005

　　

3.0

　　　

400,960

　　

5.9

　　　

390,994

　　

6.0

　　　　

9,966

　　　

2.5

　　　

5.8

教

　　

育

　　

費

　　　　

9,224

　　

0.7

　　　

92,470

　　

1.7

　　　

101,694

　　

1.5

　　　

96,448

　　

1.5

　　　　

5,246

　　　

5.4

　　　

5.5

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　　　

0

　　

0.0

　　　

23,834

　　

0.4

　　　

23,834

　　

0.4

　　　

21,923

　　

0.3

　　　　

1,911

　　　

8.7

　　　

8.8

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　　　

0

　　

0.0

　　　

23,016

　　

0.4

　　　

23,016

　　

0.3

　　　

21,838

　　

0.3

　　　　

1,178

　　　

5.4

　　　

4.5

　

保健体育費

　　　　

132

　　

0.0

　　

27,485

　　

0.5

　　

27,617

　　

0.4

　　

25,753

　　

0.4

　　　

1,864

　　　

7.2

　　　

7.7

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

9,092

　　

0.7

　　　

18,135

　　

0.4

　　　

27,227

　　

0.4

　　　

26,934

　　

0.5

　　　　　

293

　　　

1.1

　　　

2.0

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

3

　　

0.0

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

3

　　

0.0

　　　　　　

3

　　

0.0

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

合

　　　　

計

　　　

1,377,221

　

100.0

　　

5,365,187

　

100.0

　　

6,742,408

　

100.0

　　

6,474,615

　

100.0

　　　

267，793

　　　

4.1

　　　

6.2

第79表

　

補 助

　　

費 等

　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

前年度

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

合

　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

合

　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減率

　　　　　　　　

都道府県

　

市町村

　　　　　　　　　　

都道府県

　

市町村

　　　　　　　　　　　　　　　　　

単

　

純

　

純

　

計

　　　　　　　　　　　

単

　

純

　

純

　

計

　

単

　

純

　

純

　

計

　

単純

　

純計

　

単純

　

純計

負担金，寄附金

　　

799,968

　

459,251

　

1,259,219

　　　

･‥

　

782,107

　

441,030 1,223,137　　　…　　36,082　　　…　2.9　　…　7.2　　…

補助交付金

　

6,290,9161,325,1517,616,068　　　･･･6,997,2481,292,5368,289,784　　　…△673,716　　　…△8.1　　…　1.6　…

そ

　　

の

　　

他

　

1,056,111

　

1,685,124

　

2,741,233

　　　　

…

　

972,882

　

1,706,585

　

2,679,467

　　　

…

　　

61,766

　　　

･‥

　　

2.3

　　

…△0.1

　　

…

　

合

　　　

計

　　

8,146,9953,469,52611,616,5206,860,0858,752,2373,440,15112,192,3886,746,358△575,868　113,727△4.7　1.7　1.8　1.8

うち公営企業

　

（法適用）に

　　

573,144 1,116,076　　1,689,220　　　571,651　1,137,736　　　1,709,386　　　　　△20,166　　　　△1.2　　　　0,9

対するもの
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そのｌ

　

性質別内訳

第80表

　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　

｀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　

勿

　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

1昌

補助事業費

　　

6,029,075

　

51.3

　

3,656,623

　

35.8

　

9,233,913

　

44.3

　

9,958,765

　

44.2△

　

724,852

　

△7.3

　

△5.3

単独事業費

　　

4,397,203

　

37.4

　

6,088,893

　

59.6

　

10,126,982

　

48.6

　

11,054,580

　

49.1△

　

927,598

　

△8.4

　

△6.8

国直轄事業負担金

　　

1,324,396

　　

11.3

　　　

138,869

　　

1.4

　　

1,463,266

　　

7.0

　　

1,517,891

　　

6.7

　

△

　　

54,625

　

△

　

3.6

　

△

　

0.9

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　

324,764

　　

3.2

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　

合

　　　

計

　　

11,750,675

　

100.0

　

10,209,150

　

100.0

　

20,824,161

　

100.0

　

22,531,237

　

100.0△1,707,076

　

△7.6

　

△5.7

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

l鱗

国庫支出金

　　

2,786,894

　

23.7

　

1,159,855

　

11.4

　

3,946,965

　

19.0

　

4,981,014

　

22.1△1,034,049

　

△20.8

　

△7.3

分担金,負担金,寄附金

　　　

398,360

　　

3.4

　　　

73,592

　　

0.7

　　　

222,828

　　

1.1

　　　

224,809

　　

1.0

　

△

　　

1,981

　

△

　

0.9

　

△

　

5.5

財

　

産

　

収

　

入

　　　

16,723

　　

0.1

　　　

41,457

　　

0,4

　　　

58,181

　　

0.3

　　　

71,643

　　

0.3△

　

13,462

　

△18.8

　

△46.1

地

　　

方

　　

債

　　

5,398,883

　　

45.9

　　

3,920,343

　　

38.4

　　

9･281･025

　　

44.6

　　

9,175,425

　　

40.7

　　　

105,600

　　　

1.2

　

△

　

5.2

その他特定財源

　　　

838,210

　　

7.2

　　

1,669,653

　　

16.3　　1･ 790･ 975 8.5　　1,802,483　　8.0　△　　11,508　△　0.6　　　2.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

f

一般財源等

　

2,311,605

　

19.7

　　

3,344,250

　　

32.8

　　

5,524,187

　　

26.5

　　

5,275,863

　

27.9△

　

751,676

　

△12.0

　

△6.6

　

合

　　　　

劃一

　　　

11,750, 675　100. 0　1 0･209･ 150　1 00. 0　20･ 824･ 1 61　1 00. 0　22･ 531 ,237　1 00. 0　八1,707,076　△　ﾌ.6　△　5.7
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その３

　

日的別内訳

第80表普通建設事業費の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　　

前年度増減率

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純計額

　　

増減額

　　　　　　　　　　　

漕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

lisa

　

市町村純計額

　

1貰

　

市町村純計額

総

　　

務

　　

費

　　

401,576

　

3.4

　　

629,651

　

6.2

　　

921,905

　

4.4

　　

979,405

　

4.3

　

△

　

57,500△14.1

　

3,7△5,9△5.4

　

6,1

　

1,8

民

　　

生

　　

費

　　

367,958

　

3.1

　

509,485

　

5,0

　

823,789

　

4.0

　

887,647

　

3.9

　

△

　

63,858△2.9△9.9△7,2

　

12,2△3.9

　　

1.8

　

社会福祉費

　　

84,804

　

0.7

　

138,649

　

1.4

　

214,605

　

1.0

　

242,382

　

1.1

　

△

　

27,777△5.3△14.9△11.5

　

10.9

　　

3.1

　　

5,6

　

老人福祉費

　　

228,345

　

1.9

　

218,706

　

2.1

　

414,066

　

2.0

　

438,196

　

1.9

　

△

　

24,130△6.6△5.0△5.5

　

13.8△12.3△0.6

　

児童福祉費

　　

53,114

　

0.5

　

149,220

　

1.5

　

190,878

　

0.9

　

201,645

　

0.9

　

△

　

10,767

　

22.2△11.4△5.3

　

5.7

　

2,6

　

2.4

　

そ

　

の

　

他

　　　

1,695

　

0.0

　　

2,910

　

0.0

　　

4,240

　

0.1

　　

5,424

　

0.0

　

△

　　

1,184

　　

5.3△25.3△21.8

　

23.4

　

15.5

　

19.0

衛

　　

生

　　

費

　　

165,810

　

1.4

　

1,204,195

　

11,8

　

1,325,448

　

6.4

　

1,545,444

　

6.9

　

△

　

219,996△10.8△14.3△14.2△0.3

　

13.7

　

11.4

　

清

　

掃

　

費

　　

30,418

　

0.3

　

1,010,166

　

9.9

　

1,022,459

　

4.9

　

1,207,821

　

5.4

　

△

　

185,362△19.7△15.1△15.3△2.5

　

14.8

　

13.8

　

そ

　

の

　

他

　　

135,392

　

1.1

　

194,029

　

1.9

　

302,989

　

1.5

　

337,623

　

1.5

　

△

　

34,634△8.5△9.8△10.3

　

0,3

　

7.6

　

3,6

労

　　

働

　　

費

　　

18,059

　

0.2

　　

9,767

　

0.1

　　

27,467

　

0.1

　　

19,852

　

0.1

　　　

7,615

　

34.9

　

28.1

　

38.4△59.8△54.9△59.0

農林水産業費

　

2,761,685

　

23.5

　

1,051,277

　

10.3

　

3,174,183

　

15.2

　

3,520,580

　

15.6

　

△

　

346,397-△10.1△10.4△9.8△8.0△9.4△8.1

　

農

　　

業

　　

費

　　

166,941

　

1.4

　　

206,267

　

2.0

　　

264,198

　

0

　　

299,030

　

1.3

　

△

　

34,832△14.9△8.6△11.6△13.8△16.2△12.4

　

畜産業費

　　

51,525

　

0.4

　　

37,471

　

0.4

　　

70,116

　

0.3

　　

84,198

　

0.4

　

△

　

14,082△20.1△15.4△16.7

　

3.2

　　

1.4△1.1

　

農

　

地

　

費

　

1,571,504

　

13.4

　

464,534

　

4.6

　

1,711,896

　

8.2

　

1,879,185

　

8.3

　

△

　

167,289△9,6△10.9△8.9△8.5△7.9△7.8

　

林

　

業

　

費

　　

620,100

　

5.3

　

197,944

　

1.9

　

721,231

　

3.5

　

824,319

　

3.7

　

△

　

103,088△12.6△13.1△12.5△6.2△5.1△6.2

　

水産業費

　　

351,615

　

3,0

　

145,062

　

1.4

　

406,742

　

2.0

　

433,847

　

1.9

　

△

　

27,105△3.7△6,2△6.2△7.8△12.5△11.1

商

　　

工

　　

費

　　

133,912

　

1,1

　

177,803

　

1.7

　

293,738

　

1.4

　

276,400

　

1.2

　　　

17,338

　

8.3

　

3,8

　

6.3△2.7･△22.5△15.5

土

　　

木

　　

費

　

7,193,478

　

61.2

　

4,843,010

　

47.4 11,779,647　56.612,640,057　56.1　△　860,410△6.4△7,5△6.8△7.8△6.8△7.5

　

道路橋りょう費

　

3,458,774

　

29.4

　

1,713,637

　

16.8

　

5,104,996

　

24.5

　

5,501,448

　

24.4

　

△

　

396,452△6.7△8.5△7.2△4.0△4.4△4.2

　

河川海岸費

　

1,816,534

　

15.5

　

219,352

　

2.1

　

2,007,807

　

9.6

　

2,246,070

　

10.0

　

△

　

238,263△10.7△9.2△10.5△10.1△9.6△10.1

　

港

　

湾

　

費

　　

332,286

　

2.8

　

198,992

　

1.9

　

499,727

　

2.4

　

549,850

　

2.4

　

△

　

50,123△9.0△9.2△9.1△6.2△6.4△6,5

　

都市計画費

　

1,182,233

　

10.1

　

2,194,616

　

21.5

　

3,272,156

　

15.7

　

3,396,782

　

15.1

　

△

　

124,626

　

2.7△6.9△3.7△13.1△8.8△10.4

　　

街

　

路

　

費

　　

750,296

　

6.4

　

856,931

　

8.4

　

1,554,731

　

7.5

　

1,565,801

　

6.9

　

△

　

11,070

　

8.0△7.7△0.7△6.7△5.8△6.2

　　

公

　

園

　

費

　　

175,607

　

1.5

　

493,940

　

4.8

　

563,897

　

3.2

　

702,494

　

3,1

　

△

　

38,597△4,0△6.2△5,5△24.8△18.9△20,4

　　

下水道費

　　

13,529

　

0j

　　

31,531

　

0.3

　　

35,415

　

0.2

　　

47,535

　

0.2

　

△

　

12,120△23.3△20.2△25,5△18.8△15.3△18.2

　　

区画整理費等

　　

242,802

　

2.1

　　

812,214

　

8.0

　

1,018,113

　

4.9

　

1,080,952

　

4,8

　

△

　

62,839△4,9△6.0△5.8△19.0△4.6△8.4

　

住

　

宅

　

費

　　

278,496

　

2.4

　

463,516

　

4.5

　

727,636

　

3.5

　

810,987

　

3.6

　

△

　

83,351△14,1△7.9△10.3△14.0△4.5△8,5

　

そ

　　

の

　

他

　　

125,155

　

1.0

　　

52,897

　

0.6

　　

167,325

　

0.9

　　

134,920

　

0.6

　　　

32,405

　

20.2

　

26.8

　

24.0△15.0△7.5△13.9

消

　　

防

　　

費

　　

11,960

　

0.1

　

209,668

　

2.1

　

219,826

　

1.1

　

219,776

　

1.0

　　　　

50△8.2

　

0.9

　

0,0

　

17.1△10.9△9,4

教

　　

育

　　

費

　　

452,936

　

3.9

　

1,532,485

　

15.0

　

1,973,057

　

9.5

　

2,142,744

　

9.5

　

△

　

169,687△14.1△5,9△7.9△13.5△2.6△5,4

　

小学校費

　　　

491

　

0.0

　

574,183

　

5.6

　

574,176

　

2.8

　

594,944

　

2.6

　

△

　

20,768△0.8△3.5△3,5

　

213.3

　

4.9

　

4.9

　

中学校費

　　

3,366

　

0,0

　

302,294

　

3.0

　

305,443

　

1.5

　

309,890

　

1.4

　

△

　

4,447

　

473.4△2.3△1,4

　

187.7△0.5△0.4

　

高等学校費

　　

262,049

　

2.2

　　

17,669

　

0.2

　

279,616

　

0

　

298,290

　

1,3

　

△

　

18,674△7.1

　

8,0△6.3

　

1.2△43.2△2.9

　

社会教育費

　　

56,223

　

0.5

　

325,613

　

3.2

　

376,321

　

1.8

　

444,518

　

2.0

　

△

　

68,297△29.4△12.4△15.4△30.7△5.3△10.9

　

保健体育費

　　

39,158

　

0.3

　

241,801

　

2,4

　

277,264

　

1,3

　

324,690

　

1,4

　

△

　

47,426△38.7△8,4△14.6△27.2△5.9△10.8

　

大

　

学

　

費

　　

24,348

　

0.2

　　

7,595

　

0.1

　　

30,143

　

0.1

　　

30,027

　

0.1　　　　116　29. 3△32.3　　0,4△25.7△58.3△41.2

　

そ

　

の

　

他

　　

67,301

　

0,7

　　

53,330

　

0.5

　

130,094

　

0,7

　

140,285

　

0,7

　

△

　

10,191△17.8

　

4.3△7.3△20.2△6.7△15.3

そ

　　

の

　　

他

　　

243,291

　

2.1

　　

41,809

　

0.4

　

285,101

　

0

　

299,332

　

1,4

　

△

　

14,231△4.4△6.9△4.8△0.8△U.2△2,5

　

合

　　　

計

　

11,750,675100,0 10,209,150100.0 20,824,161100.0 22,531,237100.0　△1,707,076△7.7△7.6△7.6△7.4△4.0△5.7

一資80－



その１

　

日的別内訳

第81表

　

普通建設事業費中の補助事業費の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　　

前年度増減率

　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純計

　

額

　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　　　　　　　　　　　

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

11

　

市町村純計額

　

If!*

　

市町村純計額

総

　　

務

　　

費

　　　

39,211

　

0.7

　　

133,450

　

3.6

　　

148,010

　

1.6

　　

141,495

　

1.4

　　　　　

6,515△11.8

　

18.5

　　

4,6

　

11.7

　　

37,8

　

36.7

民

　

生

　

費

　　

286,491

　

4,8

　

177,739

　

4.9

　

422,554

　

4,6

　

428,323

　

4.3

　

△

　

5,769

　

2.8△8.1△□

　

14.9△5.3

　

6.2

　

社会福祉費

　　

43,668

　

0.7

　　

27,932

　

0,8

　　

68,494

　

0.7

　　

67,827

　

0.7

　　　　

667

　

2.5△3.0

　

1.0

　

21.4

　

14.7

　

19.6

　

老人福祉費

　　

198,286

　

3.3

　　

94,295

　

2.6

　

263,796

　

2,9

　

254,334

　

2.7

　　

△

　

538△1.2△2.0△0.2

　

13.7△1.0

　

10.0

　

児童福祉費

　　

42,998

　

0.7

　　

53,973

　

1.5

　　

87,520

　

0.9

　　

92,701

　

0,9

　　

△

　

5,181

　

25.9△18.7△5.6

　

14.0△17.2△10.6

　

そ

　　

の

　

他

　　　

1,539

　

0.1

　　

1,539

　

0.0

　　

2,744

　

0.1

　　

3,461

　

0,0

　　

△

　　

717

　

11.0△25.8△20.7

　

20.6

　

23,0

　

25.3

衛

　　

生

　　

費

　　　

72,157

　

0

　　

683,340

　

18.7

　　

749,927

　

8.1

　　

911,346

　

9.2

　　

△161,419△11.3△18.1△17.7

　

10.4

　

27.0

　

25.5

　

清

　

掃

　

費

　　　

10,429

　

0.2

　　

645,588

　

17.7

　　

556,017

　

7.1

　　

812,411

　

8.2

　　

△156,394△32.7△19.0△19.3

　

179,1

　

27.5

　

28.8

　

そ

　

の

　

他

　　

61,728

　

1,0

　

37,752

　

1.0

　

93,910

　

1.0

　

98,935

　

1,0

　

△

　

5,025△6.2

　

0.8△5,1△3.4

　

18.0

　

3.3

労

　　

働

　　

費

　　

10,837

　

0.2

　　

1,722

　

0.0

　　

12,459

　

0,1

　　

6,057

　

0.1

　　　　

6,402

　

90,8

　

355.6

　

105.7△40.8△74.9△45.2

農林水産業費

　

2,118,430

　

35.1

　

475,424

　

13.0

　

2,227,440

　

24.1

　

2,496,823

　

25.1

　　

△269,383△10.7△11.5△10.8△9,0△12.7△9.7

　

農

　

業

　

費

　　

106,417

　

1.8

　

117,811

　

3.2

　

149,836

　

1.6

　

174,092

　

1,7

　

△24,256△14,1△9,5△13.9△14.7△18.5△12.3

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　

29,283

　

0.5

　　

21,606

　

0.6

　　

38,334

　

0.4

　　

44,689

　

0.4

　　

△

　

6,355△19.1△14.9△14.2

　

13.1

　　

9.0

　　

6.1

　

農

　

地

　

費

　

1,188,694

　

19.7

　

114,094

　

3.1

　

1,151,365

　

12.5

　

1,308,280

　

13.1

　　

△156,915△12.0△16.7△12.0△9.8△17.7△10.2

　

林

　

業

　

費

　　

488,695

　

8.1

　

106,754

　

2.9

　

529,170

　

5.7

　

585,795

　

5.9

　

△56,625△9.6△14.2△9,7△8.9△2.6△8.6

　

水産業費

　　

305,342

　

5,1

　

115,160

　

3.1

　

358,735

　

3.9

　

383,966

　

3.9

　

△25,231△4.7△4.4△6.6△5.4△13.0△10.2

商

　　

工

　　

費

　　

36,241

　

0.6

　　

30,619

　

0.8

　　

63,355

　

0.7

　　

54,058

　

0.5

　　　

9,297

　

10.7

　

31.1

　

17.2△10.4

　

17,2△0,4

土

　

木

　

費

　

3,324,298

　

55.1

　

1,573,790 43.0 4,888,523　52.95,225,610　52.5　△337,087△7.3△4.7△6.5△10.2△7.5△9.3

　

道路橋りょう費

　

1,198,294

　

19,9

　

233,987

　

6.4

　

1,432,030

　

15.5

　

1,518,106

　

15.2

　　

△86,076△4.9△9.5△5.7△7.5△6.1△7,2

　

河川海岸費

　

1,199,760

　

19.9

　　

79,271

　

212

　

1,271,777

　

13.8

　

1,416,632

　

14.2

　　

△144,855△1U△10.2△10.2△11.7△13.3△11,8

　

港

　

湾

　

費

　　

233,492

　

3.9

　　

59,655

　

1.6

　

293,147

　

3.2

　

337,937

　

3.4

　　

△44,790△12.1△17.6△13.3△6.2△21.3△9,8

　

都市計画費

　　

441,021

　

7.3

　

830,505

　

22.7

　

1,270,370

　

13.8

　

1,277,171

　

12.8

　

△

　

6,801

　

1.4△1.5△0.5△12,1△6.8△8､7

　　

街

　

路

　

費

　　

298,759

　

5.0

　

286,911

　

7.8

　

585,002

　

6.3

　

576,983

　

5.8

　　　

8,019

　

13.8△□

　

1.4△9,9△5.8△7.7

　　

公

　

園

　

費

　　

71,109

　

1,2

　

226,845

　

6.2

　

297,954

　

3.2

　

297,039

　

3.0

　　　　

915△13.0

　　

5,4

　　

0.3△10.4△11.9△11.5

　　

下水道費

　　　

3,569

　

0.1

　　

12,914

　

0.4

　　

16,483

　

0.2

　　

25,718

　

0,3

　　

△

　

9,235△52,7△28.9△35.9△24.1△13.9△17.2

　　

区画整理費等

　　

67,585

　

0

　

303,835

　

8,3

　

370,931

　

4.0

　

377,431

　

3.8

　

△

　

6,500△18.7

　

3.2△1.7△18.5△3.4△7.2

　

住

　

宅

　

費

　　

226,814

　

3,8

　

354,443

　

9.7

　

580,358

　

6.3

　

642･116

　

6.4

　

△61,758△13.8△6.7△9.6△14.8△5,3△9.4

　

そ

　

の

　

他

　　

24,917

　

0.3

　　

15,929

　

0.4

　　

40,841

　

0.3

　　

33,648

　

0.5

　　　

7,193

　　

0.8

　

70

　

21.4△13.8△13.2△13.7

消

　　

防

　　

費

　　　　

558

　　

0.0

　　

55,470

　

1.5

　　

56,028

　

0.6

　　

59,094

　

0,6

　　

△

　

3,066△45.2△4.5△5.2

　

13.5

　　

0.6

　　

0.8

教

　　

育

　　

費

　　　

79,731

　

0

　　

525,068

　

14.4

　　

604･496

　

6.5

　　

588･557

　

5.9

　　　　

15･939

　　

1.8

　　

2.8

　　

2.7△12.4

　　

4,9

　　

2,5

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　

－

　　

－

　　

280,583

　　

7.7

　　

280,583

　

3.0

　　

266,319

　

2.7

　　　　

14,264

　　

－5,4

　　

5.4

　　

－

　　　

6.2

　　

6.2

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　

2,026

　

0,0

　　

144,424

　

3.9

　　

146･450

　

1.6

　　

141,322

　

1.4

　　　　　

5,128

　

808,5

　　

2.4

　　

3.6

　　

－△0.4△0,3

　

高等学校費

　　

49,011

　

0.8

　　

1,086 0,0　　　50,097　0.5　　44,224　　0.4　　　　　5,873　13.3　10.5　13.3△7.1△24.3△7.6

　

社会教育費

　　　

7,186

　

0.1

　　

41,302

　

0

　　

48･449

　

0.5

　　

56･955

　

0.6

　

△

　

8･506△18.4△15.0△14.9△14.1

　

24.7

　

20.0

　

保健体育費

　　

3,199

　

0.1

　　　

38,200

　

1,0

　　

41,135

　

0.4

　　

38,502

　

0.4

　　　　

2,633

　

34.8

　　

5.7

　　

6.8△46､9

　　

3.8△2.0

　

大

　　

学

　　

費

　　　　

715

　　

0.0

　　　

552

　

0.0

　　

1,266

　

0.0

　　

2,306

　

0.0

　　

△

　

1,040△44.4△45.9△45.1

　

27.0△37.9△13.1

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

17,594

　

0.3

　　　

18,921

　　

0,7

　　　

36･516

　

0'5

　　

38･929

　

0･4

　　

△

　

2,413△21.4

　

14.3△6.2△17.5△4.7△12.5

そ一

　　

の

　　

ｲ也

　　　

61,121

　

1.0

　　　　

－

　　

－

　　

61･121

　

0.8

　　

47･402

　

0.4

　　　　

13,719

　

28.9

　　

－

　　

28.9△9.5

　　

－△9.5

　

台･

　　　　

計

　　

6,029,075100.0　3,656,62310010　9･233･913100.0　9･958･765100.0　　△724,852△7.6△6.7△7,3△8.6　　0.3△5.3
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その２

　

財源内訳

第81表

　

普通建設事業費中の補助事業費の状況（つづき）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円･％）

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

ｘ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

昌：

国庫支出金

　

2,785,991

　

46.2

　

1,157,922

　

31.7

　

3,946,965

　

42.7

　

4,981,014

　

50.0△1,034,049

　

△20.8

　

△7.3

分担金,負担金,寄附金

　　　

185,153

　　

3.1

　　　

13,056

　　

0.4

　　　

55,867

　　

0.6

　　　

61,511

　　

0.6

　

△

　　

5,644

　

△

　

9.2

　

△11.1

財

　

産

　

収

　

入

　　　　　

594

　　

0.0

　　　　

1,531

　　

0.0

　　　　

2,136

　　

0.0

　　　　

1,556

　　

0.0

　　　　　

580

　　　

37.3

　

△56.0

地

　　

方

　　

債

　　

2,455,947

　　

40.7

　　

1,528,283

　　

41.8

　　

4,090,642

　　

44.3

　　

3,540,854

　　

35.6

　　　

549,788

　　　

15.5

　

△

　

1.7

その他特定財源

　　　

260,550

　　

4.3

　　

632,941

　　

17.3

　　

431,729

　　

4.7

　　

516,374

　　

5.2△

　

84,645

　

△16.4

　　　

3.7

一般財源等

　　

340,840

　　

5.7

　　

322,890

　　

8.8

　　

706,574

　　

7.7

　　

857,456

　　

8.6△

　

150,882

　

△17.6

　

△11.5

　

合

　　　　

計

　　　

6,029,075

　

100.0

　　

3,656,623

　

100.0

　　

9,233,913

　

100.0

　　

9,958,765

　

100.0

　

△

　

724,852

　

△

　

7.3

　

△

　

5.3

その１

　

日的別内訳

第82表

　

普通建設事業費中の国直轄事業負担金の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

昌：

農林水産業費

　　

247,539

　

18.7

　　　

24,054

　

17.3

　　

271,593

　

18.6

　　

242,971

　　

16.0

　　　

28,622

　　

11.8

　　　

1.4

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　　

3,627

　　

0.3

　　　　　

692

　　

0.5

　　　　

4,319

　　

0.3

　　　　

3,080

　　

0.2

　　　　

1,239

　　　

40.2

　

△

　

3.0

　

農

　　

地

　　

費

　　　

233,289

　　

17.6

　　　

23,362

　　

16.8

　　　

256,651

　　

17.5

　　　

228,477

　　

15.1

　　　　

28,174

　　　

12.3

　　　

2.4

　

林

　

業

　

費

　　　

5,334

　　

0.4

　　　　

－

　　

－

　　　

5,334

　　

0.4

　　　

6,163

　　

0.4△

　　

829

　

△13.5

　

△21.3

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　　

5,288

　　

0.4

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

5,288

　　

0.4

　　　　

5,252

　　

0.3

　　　　　

36

　　　

0.7

　

△

　

5.5

土

　　

木

　　

費

　　

1,076,858

　　

81.3

　　　

114,815

　　

82.7

　　

1,191,673

　　

81.4

　　

1,274,920

　　

84.0

　

△

　

83,247

　

△

　

6.5

　

△

　

1.3

　

道路橋りょう費

　　　

670,769

　　

50.6

　　　

67,176

　　

48.4

　　　

737,945

　　

50.4

　　　

765,820

　　

50.5

　

△

　　

27,875

　

△

　

3.6

　　　

0.9

　

河川海岸費

　　

339,625

　

25.6

　　　　

118

　　

0.1

　　

339,743

　

23.2

　　

385,336

　

25.4△

　

45,593

　

△11.8

　

△4.1

　

港

　　

湾

　　

費

　　　

50,501

　　

3.8

　　　

45,729

　　

32.9

　　　

96,230

　　

6.6

　　　

103,681

　　

6.8

　

△

　　

7,451

　

△

　

7.2

　

△

　

3.9

　

都市計画費

　　　

11,261

　　

0.9

　　　　

689

　　

0.5

　　

11,950

　　

0.8

　　

12,587

　　

0.8△

　　

637

　

△5.1

　

△6.3

　　

街

　

路

　

費

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

一

　　　

皆減

　　

公

　

園

　

費

　　　　

11,261

　　

0.9

　　　　　

687

　　

0.5

　　　

11,948

　　

0.8

　　　

12,584

　　

0.8

　

△

　　　

636

　

△

　

5.1

　

△

　

5.9

　　

下水道費

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

一

　　

一

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

区画整理費等

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

2

　　

0.0

　　　　　　

2

　　

0.0

　　　　　　

3

　　

0.0

　

△

　　　　

1

　

△33.3

　　　

皆増

　

空

　

港

　

費

　　　

4,701

　　

0.4

　　　

1,103

　　

0.8

　　　

5,804

　　

0.4

　　　

7,496

　　

0.5△

　　

1,692

　

△22.6

　

△16.0

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

一

　　　

皆減

　

合

　　　　

計

　　　

1,324,396

　

100.0

　　　

138,869

　

100.0

　　

1,463,266

　

100.0

　　

1,517,891

　

100.0

　

△

　　

54,625

　

△

　

3.6

　

△

　

0.9

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

昌１

分担金,負担金,寄附金

　　　

92,019

　　

6.9

　　　　

1,291

　　

0.9

　　　

93,310

　　

6.4

　　　

78,646

　　

5.2

　　　　

14,664

　　　

18.6

　　　

5.4

地

　　

方

　　

債

　　　

955,334

　　

72.1

　　　

98,465

　　

70.9

　　

1,053,799

　　

72.0

　　

1,021,037

　　

67.3

　　　　

32,762

　　　

3.2

　　　

5.7

その他特定財源

　　　　

3,207

　　

0.3

　　　

4,416

　　

3.2

　　　

6,977

　　

0.5

　　　

6,410

　　

0.4

　　　　　

567

　　　

8.8

　　　

6.1

一般財源等

　　

273,836

　

20.7

　　

34,697

　

25.0

　　

309,180

　

21.1　　411,798　27.1△　102,618　△24.9　△14.9

　

合

　　　　

計

　　　

1,324,396

　

100.0

　　　

138,869

　

100.0

　　

1,463,266

　

100.0

　　

1,517,891

　

100.0

　

△

　　

54,625

　

△

　

3.6

　

△

　

0.9

資82－



その１

　

日的別内訳

第83表

　

普通建設事業費中の単独事業費の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　　

前年度増減率

　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町村

　　

純計額

　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　　

，

　　　　　　　

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1果

　

市町村純計額

　

果丿

　

市町村純計額

総

　　

務

　　

費

　　

362,365

　

8.2

　

494,374

　

8.1

　

773,894

　

7,6

　

837,909

　

7.6

　

△64,015△14.3△0.3△7.6△6.9

　

0.8△2.4

民

　　

生

　　

費

　　

81,467

　

1.9

　

331,676

　

5.4

　

401,235

　

4.0

　

459,324

　

4.2

　

△58,089△18.7△10.8△12.6

　

5.3△3.1△□

　

社会福祉費

　　

41,136

　

0.9

　

110,662

　

1.8

　

146,110

　

1.4

　

174,555

　

1.6

　　

△28,445△12.4△17.5△16.3

　　

2.9

　　

0.9

　　

1.1

　

老人福祉費

　　

30,059

　

0.7

　

124,398

　

2.0

　

150,270

　

1.5

　

173,862

　

1.6

　　

△23,592△31,4△7.2△13.6

　

14.5△18.9△13.3

　

児童福祉費

　　

10,115

　

0.2

　　

95,247

　

1.6

　

103,359

　

1.0

　

108,944

　

1.0

　

△

　

5,585

　

8.7△6.7△5.1△16.5

　

21.4

　

16.8

　

そ

　　

の

　

他

　　　　

157

　

0.1

　　

1,369

　

0.0

　　

1,496

　

0.1

　　

1,963

　

0.0

　　

△

　

467△29.6△24.9△23.8

　

45.8

　　

8,1

　　

9.4

衛

　

生

　　

費

　　

93,653

　

2.1

　

517,036

　

8.5

　

575,521

　

5.7

　

634,098

　

5.7

　

△58,577△10.4△8.7△9.2△7.3△2.3△4.1

　

清

　

掃

　

費

　　

19,989

　

0.5

　

360,886

　

5.9

　

366,441

　

3.6

　

395,410

　

3.6

　

△28,969△10.7△7.1△7.3△32.8△5.5△8.2

　

そ

　

の

　

他

　　

73,654

　

1.6

　

156,150

　

2.6

　

209,080

　

2.1

　

238,688

　

2.1

　　

△29,608△10.4△12.1△12.4

　

3,4

　

5.6

　

3.7

労

　　

働

　　

費

　　　

7,232

　

0,2

　　

8,044

　

0.1

　　

15,008

　

0.1

　　

13,795

　

0.1

　　　

1,213△6.2

　

11.0

　　

8.8△67.4△52.7△63.1

農林水産業費

　　

395,716

　

9.0

　

395,425

　

6.5

　

675,151

　

6,7

　

780,785

　

7.1

　

△105,634△17.0△9.1△13.5△6.6△7.4△5.5

　

農

　

業

　

費

　　

60,525

　

1.4

　　

83,137

　

1.4

　

114,363

　

1.1

　

124,937

　

□

　

△10,574△16.2△5.8△8.5△12.2△13.5△12.6

　

畜産業費

　　

18,614

　

0.4

　　

13,059

　

0.2

　　

27,463

　

0.3

　　

36,428

　

0.3

　

△

　

8,965△27,9△17.5△24.6△7.5△3.9△8.5

　

農

　

地

　

費

　　

149,521

　

3.4

　

195,996

　

3.2

　

303,879

　

3.0

　

342,428

　

3.1

　

△38,549△15.0△8.1△11.3△8.7△4,7△4.4

　

林

　

業

　

費

　　

126,072

　

2.9

　　

83,871

　

1,4

　

186,728

　

1.8

　

232,362

　

2.1

　　

△45,634△22.8△11.6△19.6

　

4.9△7.8

　

0.9

　

水産業費

　　

40,985

　

0.9

　　

19,361

　

0.3

　　

42,718

　

0.4

　　

44,630

　

0.4

　

△

　

1,912

　

4.1△14.2△4.3△23.8△7.8△18.5

商

　　

工

　　

費

　　

97,671

　

2.2

　

146,982

　

2.4

　

230,383

　

2.3

　

222,342

　

2.0

　　　

8,041

　　

7.5△0.4

　

3.6

　

0.5△26.4△18.6

土

　　

木

　　

費

　

2,792,322

　

63.5

　

2,992,812

　

49.2

　

5,699,452

　

56.3

　

6,139,527

　

55.5

　

△440,075△5.4△8.8△7.2△7.2△6.8△7.0

　

道路橋りょう費

　

1,589,711

　

36.2

　

1,365,260

　

22.4

　

2,935,022

　

29,0

　

3,217,522

　

29.1

　

△282,500△9,7△7.9△8.8△3.0△4.7△3.8

　

河川海岸費

　　

277,149

　

6.3

　

130,248

　

2.1

　

396,287

　

3.9

　

444,103

　

4.0

　

△47,816△ｎ.4△8.7△10.8△10.4△6.4△9.2

　

港

　

湾

　

費

　　

48,293

　

1.1

　　

67,726

　

1.1

　

110,350

　

1.1

　

108,232

　

1.0

　　　

2,118

　

15.8△6.0

　

2.0△10.3

　

14.0

　

2.8

　

都市計画費

　　

729,950

　

16.6

　

1,289,619

　

21.2

　

1,989,835

　

19.6

　

2,107,025

　

19.1

　　

△117,190

　

3.7△10.1△5.6△13.9△10.0△Ｕ.4

　　

街

　

路

　

費

　　

451,537

　

10.3

　

522,008

　

8,6

　

969,729

　

9,6

　

988,818

　

8.9

　

△19,089

　

4.5△6.9△1.9△4.5△5.9△5.3

　　

公

　

園

　

費

　　

93,236

　

2,1

　

262,097

　

4.3

　

353,995

　

3.5

　

392,871

　

3.6

　

△38,876

　

4.0△14.1△9.9△35.9△22.8△26.3

　　

下水道費

　　

9,960

　

0.2

　　

18,525

　

0.3

　　

18,932

　

0.2

　　

21,817

　

0.2

　

△

　

2,885△1.4△12.6△13.2△14.4△16.7△19.4

　　

区画整理費等

　　

175,217

　

4.0

　

486,989

　

8.0

　

647,179

　

6･4

　

703,518

　

6･4

　　

△56,339

　　

1.8△11.1△8,0△19.2△5.3△9.1

　

住

　

宅

　

費

　　

51,682

　

1.2

　

108,761

　

1･8

　

147,278

　

1･5

　

168･872

　

1.5

　

△21,594△15.5△11.9△12.8△10.2△1.8△4.5

　

そ

　

の

　

他

　　

95,537

　

2.1

　　

31,198

　

0.6

　

120,680

　

1.2

　　

93,773

　

0.8

　　　

26,907

　

30.5

　

20.4

　

28.7△15.4△5,8△13.7

消

　　

防

　　

費

　　

11,402

　

0.3

　

153,418

　

2.5

　

163･798

　

1.6

　

160･682

　

1.5

　　　

3,116△5.0

　

2,9

　　

1,9

　

17.4△14.3△12.6

教

　　

育

　　

費

　　

373,205

　

8.5

　

1,007,316

　

16.5

　

1･368･561

　

13.5

　

1･554･188

　

14,1

　

△185,627△16.9△9.8△11.9△13.7△517△8.1

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　

491

　　

0.0

　

293,600

　

4.8

　

293,593

　

2.9

　

328,625

　

3.0

　　

△35,032△0.8△10.7△10.7

　

213.3

　　

4.0

　　

4.0

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　

1,340

　

0.0

　　

157,834

　

2･6

　　

158･993

　

1･6

　　

168･569

　

1.5

　　

△

　

9･576

　

268･1△6.3△

　

5.7

　

78.4△0.5△0.5

　

高等学校費

　　

213,037

　

4.8

　

16,583 0.3　　229,518　2.3　　254,066　2.3　　△24,548△10.8　　7.9△9.7　　2.9△44.1△2.1

　

社会教育費

　　

49,037

　

1.1

　

284･308

　

4.7

　

327,872

　

312

　

387･663

　

3.5

　

△59･791△30.8△11.8△15.4△32.3△8.6△14.1

　

保健体育費

　　

35,960

　

0.8

　　

203,591

　　

3.3

　　

236･129

　

2.3

　

286･187

　

2.6

　　

△50,058△41.6△10.7△17.5△26.2△7.2△11.8

　

大

　　

学

　　

費

　　　

23,633

　

0.5

　　　

7,044

　　

0.1

　　　

28,877

　

0.3

　　

27,720

　

0.3

　　　　

1,157

　　

34.7△30.9

　　

4.2△27.9△59.6△42.8

　

そ

　　

の

　　

他

　　

49,707

　

0

　　

44,356

　

0.7

　　

93,579

　

0.9

　

101,358

　

0.9

　　

△

　

7,779△16.5

　

0.5△7.7△21.2△7.5△16.3

そ

　　

の

　　

他

　　

182,170

　

4,1

　　

41･810 0.8　　223･979　2‘2　251･930　2･2　　△27,951△12.0△6.9△11.1　　1.4△11.1△1.1

　

合

　　　

計

　　

4,397,203100.0　6,088,893100.0 10･126･982100.0 11･054･580100.0　△927,598△8.8△7.9△8.4△7.3△6.4△6.8

一資83－



その２

　

財源内訳

第83表

　

普通建設事業費中の単独事業費の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

計汐:

　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

昌：

分担金,負担金,寄附金

　　　

121,188

　　

2.8

　　　

49,074

　　

0.8

　　　

73,651

　　

0.7

　　　

84,653

　　

0.8

　

△

　　

11,002

　

△13.0

　

△10.1

財

　

産

　

収

　

入

　　　

16,129

　　

0.4

　　

39,916

　　

0.7

　　

56,045

　　

0.6

　　

70,081

　　

0.6△

　

14,036

　

△20.0

　

△45.9

地

　　

方

　　

債

　　

1,987,602

　

45.2

　

2,106,606

　

34.6

　

4,136,583

　

40.8

　

4,613,534

　

41.7△

　

476,951

　

△10.3

　

△9.8

その他特定財源

　　　

575,355

　　

13.0

　　

1,014,484

　　

16.6

　　

1,352,269

　　

13.4

　　

1,279,702

　　

11.6

　　　

72,567

　　　

5.7

　　　

2.2

一般財源等

　

1,696,929

　

38.6

　

2,878,813

　

47.3

　

4,508,434

　

44.5

　

5,006,610

　

45.3△

　

498,176

　

△10.0

　

△4.9

　

合

　　　　

計

　　　

4,397,203

　

100.0

　　

6,088,893

　

100.0

　

10,126,982

　

100.0

　

11,054,580

　

100.0

　

△

　

927,598

　

△

　

8.4

　

△

　

6.8

第84表

　

普通建設事業費の目的別の状況（構成比）

(単位

　

％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　　　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　

区

　　　　　　

分

　　　

補

　　

助

　

国直轄事

　

単

　　

独

　

補

　　

助

　

国直轄事

　

県営事業

　

単

　　

独

　

補

　　

助

　

国直轄事

　

単

　　

独

　　　　　　　　　　　　　　

事業費

　

業負担金

　

事業費

　

事業費

　

業負担金

　

負担金

　

事業費

　

事業費

　

業負担金

　

事業費

総

　　　　

務

　　　　

費

　　　　

9.8

　　　　

－

　　　

90.2

　　　

21.2

　　　　

－

　　　　

0.3

　　　

78.5

　　　

16.1

　　　　

－

　　　

83.9

民

　　　　

生

　　　　

費

　　　　

77.9

　　　　

－

　　　

22.1

　　　

34.9

　　　　

－

　　　　

0.0

　　　

65.1

　　　

51.3

　　　　

－

　　　

48.7

　

社

　

会

　

福

　

祉

　

費

　　　　

51.5

　　　　

－

　　　

48.5

　　　

20.1

　　　　

－

　　　　

0.0

　　　

79.8

　　　

31.9

　　　　

－

　　　

68.1

　

老

　

人

　

福

　

祉

　

費

　　　　

86.8

　　　　

－

　　　

13.2

　　　

43.1

　　　　

－

　　　　

0.0

　　　

56.9

　　　

63.7

　　　　

－

　　　

36.3

　

児

　

童

　

福

　

祉

　

費

　　　　

81.0

　　　　

－

　　　

19.0

　　　

36.2

　　　　

－

　　　　

－

　　　

63.8

　　　

45.9

　　　　

－

　　　

54.1

　

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　　

90.8

　　　　

－

　　　　

9.2

　　　

52.9

　　　　

－

　　　　

－

　　　

47.1

　　　

64.7

　　　　

－

　　　

35.3

衛

　　　　

生

　　　　

費

　　　　

43.5

　　　　

－

　　　

56.5

　　　

56.7

　　　　

－

　　　　

0.3

　　　

42.9

　　　

56,6

　　　　

－

　　　

43.4

　

清

　　　　

掃

　　　　

費

　　　　

34.3

　　　　

・－

　　　

65.7

　　　

63.9

　　　　

－

　　　　

0.4

　　　

35.7

　　　

64.2

　　　　

－

　　　

35.8

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

45.6

　　　　

－

　　　

54.4

　　　

19.5

　　　　

－

　　　　

0.1

　　　

80.5

　　　

31.0

　　　　

－

　　　

69.0

労

　　　　

働

　　　　

費

　　　　

60.0

　　　　

－

　　　

40.0

　　　

17.6

　　　　

－

　　　　

－

　　　

82.4

　　　

45.4

　　　　

－

　　　

54.6

農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　　

76.7

　　　　

9.0

　　　

14.3

　　　

45.2

　　　　

2.3

　　　

14.9

　　　

37.5

　　　

70.2

　　　　

8.6

　　　

21.3

　

農

　　　　

業

　　　　

費

　　　　

63.7

　　　　

－

　　　

36.3

　　　

57.1

　　　　

－

　　　　

2.6

　　　

40.3

　　　

56.7

　　　　

－

　　　

43.3

　

畜

　　

産

　　

業

　　

費

　　　　

56.8

　　　

7.0

　　　

36.1

　　　

57.7

　　　

1.8

　　　

5.6

　　　

34.9

　　　

54.7

　　　

6.2

　　　

39.2

　

農

　　　　

地

　　　

費

　　　　

75.6

　　　

14.8

　　　

9.5

　　　

24.6

　　　

5.0

　　　

28.2

　　　

42.2

　　　

67.3

　　　

15.0

　　　

17.8

　

林

　　　　

業

　　　　

費

　　　　

78.8

　　　　

0.9

　　　

20.3

　　　

53.9

　　　　

－

　　　　

3.7

　　　

42.4

　　　

73.4

　　　　

0.7

　　　

25.9

　

水

　　

産

　　

業

　　

費

　　　　

86.8

　　　　

1.5

　　　

11.7

　　　

79.4

　　　　

－

　　　　

7.3

　　　

13.3

　　　

88.2

　　　　

1.3

　　　

10.5

商

　　　　

工

　　　　

費

　　　　

27.1

　　　　

－

　　　

72.9

　　　

17.2

　　　　

－

　　　　

0.1

　　　

82.7

　　　

21.6

　　　　

－

　　　

78.4

土

　　　　

木

　　　　

費

　　　　

46.2

　　　

15.0

　　　

38.8

　　　

32.5

　　　　

2.4

　　　　

3.3

　　　

61.8

　　　

41.5

　　　

10.1

　　　

48.4

　

道路橋りょう費

　　　

34.6

　　

19.4

　　

45.0

　　

13.7

　　　

3.9

　　　

2.8

　　

79.7

　　

28.1

　　

14.5

　　

57.5

　

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　　　　

66.0

　　　

18.7

　　　

15.3

　　　

36.1

　　　　

0.1

　　　　

4.4

　　　

59.4

　　　

63.3

　　　

16.9

　　　

19.7

　

港

　　　　

湾

　　　　

費

　　　　

70.3

　　　

15.2

　　　

14.5

　　　

30.0

　　　

23.0

　　　

13.0

　　　

34.0

　　　

58.7

　　　

19.3

　　　

22.1

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　　

37.3

　　　　

1.0

　　　

61.7

　　　

37.8

　　　　

0.0

　　　　

3.4

　　　

58.8

　　　

38.8

　　　　

0.4

　　　

60.8

　　

街

　　　

路

　　　

費

　　　　

39.8

　　　　

－

　　　

60.2

　　　

33.5

　　　　

－

　　　　

5.6

　　　

60.9

　　　

37.6

　　　　

－

　　　

62.4

　　

公

　　　

園

　　　

費

　　　　

40.5

　　　　

6.4

　　　

53.1

　　　

45.9

　　　　

0.1

　　　　

0.9

　　　

53.1

　　　

44.9

　　　　

1.8

　　　

53.3

　　

下

　　

水

　　

道

　　

費

　　　　

26.4

　　　　

－

　　　

73.6

　　　

41.0

　　　　

－

　　　　

0.3

　　　

58.8

　　　

46.5

　　　　

－

　　　

53.5

　　

区画整理費等

　　　

27.8

　　　

－

　　

72.2

　　

37.4

　　　

0.0

　　

2.6

　　

60.0

　　

36.4

　　　

0.0

　　

63.6

　

住

　　　　

宅

　　　　

費

　　　　

81.4

　　　　

－

　　　

18.6

　　　

76.5

　　　　

－

　　　　

0.1

　　　

23.5

　　　

79.8

　　　　

－

　　　

20.2

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

19.9

　　　　

3.8

　　　

76.3

　　　

30.1

　　　　

2.1

　　　　

8.8

　　　

59.0

　　　

24.4

　　　　

3.5

　　　

72.1

消

　　　　

防

　　　　

費

　　　　

4.7

　　　　

－

　　　

95.3

　　　

26.5

　　　　

－

　　　　

0.4

　　　

73.2

　　　

25.5

　　　　

－

　　　

74.5

教

　　　　

育

　　　　

費

　　　　

17.6

　　　　

－

　　　

82.4

　　　

34.3

　　　　

－

　　　　

0.0

　　　

65.7

　　　

30.6

　　　　

－

　　　

69.4

　

小

　　

学

　　

校

　　

費

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

100.0

　　　

48.9

　　　　

－

　　　　

－

　　　

51.1

　　　

48.9

　　　　

－

　　　

51.1

　

中

　　

学

　　

校

　　

費

　　　　

60.2

　　　　

－

　　　

39.8

　　　

47.8

　　　　

－

　　　　

0.0

　　　

52.2

　　　

47.9

　　　　

－

　　　

52.1

　

高

　

等

　

学

　

校

　

費

　　　　

18.7

　　　　

－

　　　

81.3

　　　　

6.1

　　　　

－

　　　　

－

　　　

93.9

　　　

17.9

　　　　

－

　　　

82.1

　

社

　

会

　

教

　

育

　

費

　　　　

12.8

　　　　

－

　　　

87.2

　　　

12.7

　　　　

－

　　　　

0.0

　　　

87.3

　　　

12.9

　　　　

－

　　　

87.1

　

保

　

健

　

体

　

育

　

費

　　　　

8.2

　　　　

－

　　　

91.8

　　　

15.8

　　　　

－

　　　　

0.0

　　　

84.2

　　　

14.8

　　　　

－

　　　

85.2

　

大

　　　　

学

　　　　

費

　　　　

2.9

　　　　

－

　　　

97.1

　　　　

7.3

　　　　

－

　　　　

－

　　　

92.7

　　　　

4.2

　　　　

－

　　　

95.8

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

26.1

　　　　

－

　　　

73.9

　　　

29.9

　　　　

－

　　　　

0.1

　　　

70.0

　　　

28.1

　　　　

－

　　　

71.9

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

25.1

　　　　

－

　　　

74.9

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

100.0

　　　

21.4

　　　　

－

　　　

78.6

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

51.3

　　　

11.3

　　　

37.4

　　　

35.8

　　　　

1.4

　　　　

3.2

　　　

59.6

　　　

44.3

　　　　

7.0

　　　

48.6

一資84－



その１

　

日的別内訳

第85表

　

普通建設事業費中の用地取得費の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　

較

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　　　

前年度増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふ

　

言

　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町村

　　

合計額

　　

゜

　

計

　

額

　　

増減額

　　　

，

　　　　　　　　　　　

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1貰

　

市町村

　

合計額

　

la

　

市町村

　

合計額

総

　

務

　

関

　

係

　　

14,258

　

1.0

　

91,683

　

5.5

　

105,941

　

3.5

　

114,369

　

3.4△8,428△54.1

　　

10.1△

　

7.4

　　

54.9△

　

9.8

　　

1.8

　

う

　

ち

　

庁

　

舎

　　　

8,239

　

0.6

　　

26,271

　

1.6

　　

34,510

　

1.1

　　

20,972

　

0.6

　　

13,538

　　

25.2

　　　

82.6

　　

64.6

　　

121,4△32.2△13.3

民

　

生

　

関

　

係

　　

2,033

　

0.1

　

43,900

　

2.7

　

45,933

　

1.5

　

70,262

　

2,1△24,329

　　

41.3△36.2△34.6△69,3

　　

0.3△

　

4,1

　

うち社会福祉施設

　　　

766

　

0.1

　　

30,420

　

1.8

　　

31,186

　

1.0

　　

47,896

　

1,4△16,710△26.6△35,1△34.9△68.6△

　

3.7△

　

7.8

衛

　

生

　

関

　

係

　　

12,225

　

0.9

　

55,322

　

3.3

　

67,547

　

2.2

　

73,756

　

2.2△6,209△

　

8.0△

　

8.5△

　

8.4

　

172.8△10

　　

1.0

　

うち清掃施設

　　　

－

　

－

　　

24,079

　

1.5

　

24,079

　

0.8

　

26,392

　

0.8△2,313

　　

皆減△

　

7.9△

　

8,8

　　

皆増△40.9△40.4

農林水産業関係

　　

羽,m

　

3.2

　　

28,267

　

1.7

　　

72,378

　

2.4

　

115,060

　

3.4△42,682△41,0△29.9△37.1

　　

17.2△

　

8.6

　　

6.6

　

農業関係

　　

42,031

　

3,1

　

20,408

　

1.2

　

62,439

　

2.1

　

81,539

　

2.4△19,100△19.7△30.1△23.4△14.7△

　

2.3△10.6

　

林業･水産業関係

　　

2,081

　

0.2

　　

7,858

　

0.5

　　

9,939

　

0.3

　　

33,521

　

1.0△23,582△90.7△29,3△70.3

　

829.0△21.9

　

101.5

　　

うち漁港

　　　

942

　

0.1

　　

1,103

　

0.1

　　

2,045

　

0.1

　　

2,783

　

0.1△

　

738△43.3△

　

1.8△26.5

　

101.7△36.4

　　

7.5

土

　

木

　

関

　

係

　

1,253,70292.3 1,157,85470.0 2,411,56680.1 2,647,084 79.1△235,518△　6.4△11.4△　8.9△　9.1△1□△10.1

　

道路橋りょう

　　

580,760 42.8　325,344 19.7　906,104 30,1 1,034,72230.9△128,618△14.1△　9.3△12.4△　2.7△　5.9△　3.8

　

河

　　　

川

　

160,374 11.8　24,858　1.5　185,232　6.2　222,670　6.7△37,438△17.2△14.5△16.8△12.7△　7.5△12.0

　

港

　　　

湾

　　

12,846

　

0.9

　　

2,402

　

0.1

　

15,248

　

0.5

　

10,082

　

0.3

　　

5,166

　

66.5

　　

1.5

　

51.2

　

38.1△35.4

　　

9.0

　

都市計画

　　

454,788 33.5　748,236 45,2 1,203,02539,9 1,249,42037.3△46,395　　13.1△11.7△　3.7△15.1△13.2△13.8

　　

街

　　

路

　

371,772 27.4　405,150 24,5　776,922 25.8　802,589 24.0 △25,667　　14.4△15.2△　3.2△10.1△　4.1△　6.6

　

う

　

都市下水路

　　　

－

　

－

　　　

849

　

0.1

　　　

849

　

0.0

　　

1,186

　

0.0△

　

337

　　　

－△28.4△28.4

　　

皆減△38,4△43.5

　

ち

1

区画整理

　　

37,086

　

2.7

　

108,473

　

6.6

　

145,559

　

4,8

　

174,004

　

5.2△28,445

　　

24.1△24.7△16.3△39.1△

　

4.8△13.2

　　

公

　　

園

　　

45,930

　

3.4

　

219,205 13.3　265,135　8.8　259,517　7.8　　5,618△　1.5　　3.0　　2.2△22.3△28.8△27.7

　

公営住宅

　　

11,315

　

018

　

34,805

　

2.1

　

46,121

　

1.5

　

70,541

　

2.1 △24,420△24,4△37.4△34.6△15.4△　5.8△　8,3

　

空

　　　

港

　　

3,498

　

0,3

　　

9,898

　

0,6

　

13,397

　

0.4

　　

7,289

　

0.2

　　

6,108△52,0 164,866.7　83.8△40.9△14.3△40.9

　

そ

　

の

　

他

　　

30,121

　

2.2

　

12,321

　

0.8

　

42,439

　

115

　

52,360

　

1,6△9,921△21.1△13.1△18.9△20.9△26.4△22.4

教

　

育

　

関

　

係

　　

12,027

　

0.9

　

176,465 10.7　188･492　6.3　198･815　5.9△10･323△26･6△　3.3△　5.2△58.3△　2.0△11.8

　

高

　

等

　

学

　

校

　　　

7,177

　

0.5

　　　　

150

　

0.0

　　

7,327

　

0.2

　　

8,841

　

0.3

　

△1,514△17.4△

　

3.8△17.1

　

△41.3△98.6△66.2

　

大

　　　　

学

　　　

－

　

－

　　　

974

　

0j

　　

974

　

0.0

　　

2･036

　

0.1△1･062

　　

皆減

　

159･O△52.2

　

522.1△59,4

　　

70.8

　

そ

　　

の

　　

他

　　

4,850

　

0.4

　

175,341 10.6　180,191　6.1　187,938　5.5△7,747△19.6△　3.6△　4.1　△　75.1　　　4.6△　5.1

そ

　　

の

　　

他

　　

19,741

　

1.6

　

100,099

　

6･1

　

119･840

　

4.0

　

128･475

　

3.9 △8･635△34.1　　1.6△　6･7△36,8△23.4△27,0

　

合

　　　　

計-

　　

1,358,097100.0　1,653,600100.0　3･011･697100.0　3･347･821100.0　八336･124△　9.9八10.2　八10.0八　8.9八10.6　乙　9.8
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その２

　

財源内訳等

第85表

　

普通建設事業費中の用地取得費の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

合

　

計

　

額

　　　

合

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

晶：

国庫支出金

　　

276,789

　

20.4

　　

184,245

　

11.1

　　

461,034

　

15.3

　　

539,067

　

16.1△

　

78,033

　

△14.5

　

△11.6

都道府県支出金

　　　　　

－

　　　

－

　　　

34,046

　　

2.1

　　　

34,046

　　

1.1

　　　

39,129

　　

1.2

　

△

　　

5,083

　

△13.0

　

△

　

7.7

分担金,負担金,寄附金

　　　

35,735

　　

2.6

　　　　

5,024

　　

0.3

　　　

40,759

　　

1.4

　　　

47,206

　　

1.4

　

△

　　

6,447

　

△13.7

　

△

　

3.9

地

　　

方

　　

債

　　　

683,218

　　

50.3

　　　

647,424

　　

39.2

　　

1,330,641

　　

44.2

　　

1,455,323

　　

43.5

　

△

　

124,682

　

△

　

8.6

　

△

　

8.9

その他特定財源

　　　

94,332

　　

7.0

　　　

153,912

　　

9.3

　　　

248,245

　　

8.2

　　

242,171

　　

7.2

　　　　

6,074

　　　

2.5

　

△

　

8.1

一般財源等

　　

268,023

　

19.7

　　

628,949

　

38.0

　　

896,972

　

29.8

　

1,024,925

　

30.6△

　

127,953

　

△12.5

　

△10.9

　

合

　

計（A）

　　

1,358,097

　

100.0

　

1,653,600

　

100.0

　

3,011,697

　

100.0

　

3,347,821

　

100.0△

　

336,124

　

△10.0

　

△9.8

　

うち補償費

　　

597,655

　

44.0

　　

336,479

　

20.3

　　

934,134

　

31.0

　　

993,076

　

29.7△

　

58,942

　

△5.9

　

△4.5

取得用地面積（㎡）

　　　　　

66,688,415

　　　　　

112,543,951

　　　　　

179,232,366

　　　　　

207,675,556

　

△28,443,190

　

△13.7

　

△14.0

ぶ鵠押゛問

　　　　

63,946,867

　　　　　

112,884,769

　　　　　

176,831,636

　　　　　

205,170,866

　

八28,339,230

　

八13.8

　

八13.7

（注）取得用地面積には、債務負担行為等による取得面積を含む。

その３

　

団体区分別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平成14年度

　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　

_,。

　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　　　

前年度

　　　　　　　　　　　　

決

　

算

　

額

　　　

構成比

　　　

決

　

算

　

額

　　　

構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減串

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

1,358,097

　　　

11.6

　　　　　

1,506,542

　　　

11.8

　　　　

△148,445

　　　

△

　

9.9

　　　

△

　

8.9

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　

1,653,600

　　　

16.2

　　　　

1,841,279

　　　

16.7

　　　　

△187,679

　　　

△10.2

　　　

△

　

10.6

　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　

382,010

　　　

22.0

　　　　　　

424,131

　　　

21.8

　　　　

△

　

42,121

　　　

△

　

9.9

　　　

△

　

17.3

　

特

　　　

別

　　　

区

　　　　　　　

76,938

　　　

25.4

　　　　　　

79,766

　　　

26.3

　　　　

△

　

2,828

　　　

△

　

3.5

　　　

△

　

5.3

　

中

　　　

核

　　　

市

　　　　　　　

167,645

　　　

17.6

　　　　　　

168,563

　　　

17.5

　　　　

△

　　

918

　　　

△

　

0.5

　　　

△

　

25.7

　

特

　　　

例

　　　

市

　　　　　　　

132,144

　　　

22.7

　　　　　　

125,137

　　　

24.2

　　　　　　　

7,007

　　　　　　

5.6

　　　　　

244.2

　

都

　　　　　

市

　　　　　

601,499

　　

19.8

　　　　　

721,895

　　

20.7

　　　

△120,396

　　　

△16.7

　　　

△15.4

　

町

　　　　　　　

村

　　　　　　　

276,318

　　　　

9.2

　　　　　　

300,790

　　　　

9.4

　　　　

△

　

24,472

　　　

△

　

8.1

　　　

△

　

7.7

　

一部事務組合

　　　　　　

17,046

　　　

2.9

　　　　　

20,998

　　　

3.3

　　　

△

　

3,952

　　　

△18.8

　　　　

8.3

（注）平成13年度及び平成14年度の構成比は、団体区分別の普通建設事業費に対するものである。
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その４

　

推

　　

移

第85表

　

普通建設事業費中の用地取得費の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　　　　　　　　　

算

　　　　　　　　　

額

　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　

数

　　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　

平成９年度

　　　

10

　　　　　

11

　　　　　

12

　　　　　

13

　　　　　

14

　　　　

9

　　

10

　

11

　

12

　

13

　

14

総

　　

務

　　

関

　　

係

　　　

134,774

　　　

129,764

　　　

123,544

　　　

112,389

　　　

114,369

　　　

105,941

　

100

　

96

　

92

　

83

　

85

　

79

　

う

　　

ち

　　

庁

　　

舎

　　　

28,375

　　　

23,334

　　　

24,215

　　　

24,189

　　　

20,972

　　　

34,510

　

100

　

82

　

85

　

85

　

74

　

122

民

　　

生

　　

関

　　

係

　　　　

97,543

　　　

89,564

　　　

79,039

　　　

73,298

　　　

70,262

　　　

45,933

　

100

　

92

　

81

　

75

　

72

　

47

　

うち社会福祉施設

　　　

64,916

　　　

62,320

　　　

52,920

　　　

51,960

　　　

47,896

　　　

31,186

　

100

　

96

　

82

　

80 74　　48

衛

　　

生

　　

関

　　

係

　　　　

84,784

　　　

104,089

　　　

113,825

　　　

73,050

　　　

73,756

　　　

67,547

　

100

　

123

　

134

　

86

　

87

　

80

　

う

　

ち

　

清

　

掃

　

施

　

設

　　　　

48,514

　　　

61,121

　　　

67,061

　　　

44,271

　　　

26,392

　　　

24,079

　

100

　

126

　

138

　

91

　

54

　

50

農林水産業関係

　　

127,893

　　

131,497

　　

130,627

　　

107,889

　　

115,060

　　

72,378

　

100

　

103

　

102

　

84

　

90

　

57

　

農

　　

業

　　

関

　　

係

　　　

109,287

　　　

110,946

　　　

105,556

　　　

91,254

　　　

81,539

　　　

62,439

　

100

　

102

　

97

　

83

　

75

　

57

　

林業・水産業関係

　　　

18,606

　　　

20,551

　　　

25,072

　　　

16,635

　　　

33,521

　　　

9,939

　

100

　

110

　

135

　

89

　

180

　

53

　　

う

　　

ち

　　

漁

　　

港

　　　　

1,878

　　　　

3,080

　　　　

4,707

　　　　

2,590

　　　　

2,783

　　　　

2,045

　

100

　

164

　

251

　

138

　

148

　

109

土

　　

木

　　

関

　　

係

　　

3,379,293

　　

3,592,393

　　

3,166,147

　　

2,944,842

　　

2,647,084

　　

2,411,566

　

100

　

106

　

94

　

87

　

78

　

71

　

道

　

路

　

橋

　

り

　

ょ

　

う

　　

1,209,937

　　

1,271,227

　　

1,143,871

　　

1,076,056

　　

1,034,722

　　　

905,104

　

100

　

105

　

95

　

89

　

86

　

75

　

河

　　　　　　　　　

川

　　　

258,556

　　　

309,108

　　　

294,059

　　　

253,126

　　　

222,670

　　　

185,232

　

100

　

120

　

114

　

98

　

86

　

72

　

港

　　　　　　　　　

湾

　　　　

11,767

　　　

11,883

　　　

18,888

　　　　

9,249

　　　

10,082

　　　

15,248

　

100

　

101

　

161

　

79

　

86

　

130

　

都

　　

市

　　

計

　　

画

　　

1,703,520

　　

1,784,398

　　

1,508,379

　　

1,449,664

　　

1,249,420

　　

1,203,025

　

100

　

105

　

89

　

85

　

73

　

71

　　　　

街

　　　　　　

路

　　　

975,963

　　

1,123,295

　　　

931,553

　　　

859,599

　　　

802,589

　　　

776,922

　

100

　

115

　

95

　

88

　

82

　

80

　　

う

　

者5i打一Fふ路

　　　　

4,152

　　　　

2,543

　　　　

1,143

　　　　

2,098

　　　　

1,186

　　　　　

849

　

100

　

61

　

28

　

51

　

29 20

　　

ち

1

区

　

・

　

■

　

11

　　　

276,850

　　　

206,551

　　　

206,485

　　　

200,365

　　　

174,004

　　　

145,559

　

100

　

75

　

75

　

72

　

63

　

53

　　　　

公

　　　　　　

1

　　　

410,248

　　　

423,064

　　　

359,483

　　　

359,010

　　　

259,517

　　　

265,135

　

100

　

103

　

88

　

88

　

63

　

65

　

公

　　

営

　　

4主

　　

宅

　　　

118,534

　　　

124,342

　　　

104,230

　　　

76,917

　　　

70,541

　　　

46,121

　

100

　

105

　

88

　

65

　

60

　

39

　

1

　　　　　　　　　

i巷

　　　　

19,354

　　　

18,476

　　　

12,517

　　　

12,323

　　　　

7,289

　　　

13,397

　

100

　

95

　

65

　

64

　

38

　

69

　

そ

　　　　

c7）

　　　

ｲ也

　　　

57,615

　　　

72,959

　　　

84,203

　　　

67,507

　　　

52,360

　　　

42,439

　

100

　

127

　

146

　

117

　

91

　

74

教

　　

ｗ

　　

限l

　　

・

　　　

269,455

　　　

273,476

　　　

220,147

　　　

225,383

　　　

198,815

　　　

188,492

　

100

　

101

　

82

　

84

　

74

　

70

　

1

　　

1

　　

1

　　

4交

　　　

12,897

　　　

13,740

　　　

10,489

　　　

26,152

　　　

8,841

　　　　

7,327

　

100

　

107

　

81

　

203

　

69

　

57

　

大

　　　　　　　　　

学=

　　　　

8,154

　　　　

7,165　　　11･927　　　　1･ 192　　　　2･036　　　　　974　100　88　146　15　25　12

　

そｰ

　　　　

び）

　　　

ｲ也

　　　

248,405

　　　

252, 571　　　197･ 731　　　198･ 039　　　187, 938　　　180, 191　100　102　80　80　76 73

そｰ

　　　　

び）

　　　　

4也

　　　

153,762

　　　

151,964

　　　

142,613

　　　

176,010

　　　

128,475

　　　

119,840

　

100

　　

99

　

93 114　　84　　78

　　

合･

　　　　　

計

　　　　

4,247, 505　　4･ 472,７Ａ７　　３･975･ 942　　3･ 712･861　　3･ 347･ 821　　3･ 011，697　100　105　94 87　79 71
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第86表

　

普通建設事業費中の用地取得費（補助事業費）の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工成13年度

　　　　　　　　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　　　　　　　　　　　

都道府県

　　　

市

　

町村

　　　

合計額

　　　

口

　　

計

　

額

　　

増減額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市町村

　　

合計額

総

　

務

　

関

　

係

　　　　

390

　

0.1

　　

2,401

　

0.6

　　

2,791

　　

0.3

　　

2,043

　

0.2

　　　　

748

　　　　

皆増

　　　　

17.5

　　　　

36.6

　

う

　

ち

　

庁

　

舎

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

民

　

生

　

関

　

係

　　　　

－

　　

－

　　　

480

　

0.1

　　　

480

　

0.0

　　　

735

　

0.1

　

△

　

255

　　　　　

－

　　

△

　

34.7

　　

△

　

34.7

　

うち社会福祉施設

　　　　

－

　　

－

　　　

210

　

0.0

　　　

210

　

0.0

　　　

422

　

0.0

　

△

　　

212

　　　　　

－

　　

△

　

50.2

　　

△

　

50.2

衛

　

生

　

関

　

係

　　　　

－

　　

－

　　　

194

　

0.0

　　　

194

　

0.0

　　　

817

　

0.1

　

△

　　

623

　　　　　

－

　　

△

　

76.3

　　

△

　

76.3

　

うち清掃施設

　　　　

－

　　

－

　　　　

58

　

0.0

　　　

58

　

0.0

　　　

162

　

0.0

　

△

　

104

　　　　　

－

　　

△

　

64.2

　　

△64.2

農林水産業関係

　　

37,537

　

5.8

　　

8,349

　

1.9

　　

45,886

　

4.3

　　

54,895

　

4.8

　

△

　

9,009

　　

△

　

16.4

　　

△

　

16.5

　　

△

　

16.4

　

農

　

業

　

関

　

係

　　

36,476

　

5.6

　　

5,656

　　

1.3

　　

42,132

　

3.9

　　

50,114

　

4.4

　

△

　

7,982

　　

△

　

15.5

　　

△

　

18.7

　　

△

　

15.9

　

林業・水産業関係

　　　

1,061

　

0.2

　　

2,693

　

0.6

　　

3,754

　

0.3

　　

4,781

　　

0.4

　

△

　

1,027

　　

△

　

39.0

　　

△

　

11.5

　　

△

　

21.5

　　

う

　

ち

　

漁

　

港

　　　　

941

　

0.1

　　　

927

　

0.2

　　

1,869

　

0.2

　　

2,518

　

0.2

　

△

　　

649

　　

△

　

42.8

　　　　

6.3

　　

△

　

25.8

土

　

木

　

関

　

係

　

607,430

　

93.9

　

394,495

　

91.9 1,001,925　93.1 1,071,036　93.6　△69,111　△　4.5　△　9.4　△　6.5

　

道路橋りょう

　　

266,704

　

41.2

　

59,486

　

13.9

　

326,189

　

30.3

　

352,042

　

30.8

　

△25,853

　

△

　

7.1

　　

△

　

8.4

　

△

　

7.3

　

河

　　　　

川

　

135,985

　

21.0

　

16,108

　

3.8

　

152,094

　

14.1

　

182,837

　

16.0

　

△30,743

　

△16.5

　

△18.7

　

△16.8

　

港

　　　　　　

湾

　　　

7,583

　

1.2

　　

1,272

　

0.3

　　

8,855

　

0.8

　　

4,962

　

0.4

　　　

3,893

　　　　

67.9

　　　

185.8

　　　　

78.5

　

都

　

市

　

計

　

画

　　

163,730

　

25.3

　

290,909

　

57.8

　

454,640

　

42.3

　

455,757

　

39.8

　

△

　

1,117

　　　　

12.8

　　

△

　

6.3

　　

△

　

0.2

　　　

街

　　　　

路

　　

133,470

　

20.6

　

142,725

　

33.3

　

276,195

　

25.7

　

268,214

　

23.4

　　　

7,981

　　　　

23.2

　　

△

　

10.7

　　　　

3.0

　

う

　

都市下水路

　　　　

‾

　　

‾

　　　

211

　

0.0

　　　

211

　　

0.0

　　　

454

　

0.0

　

△

　　

243

　　　　　

－

　　

△53.5

　　

△

　

53.5

　

ち

1

区画整理

　　

5,328

　

0.8

　

33,093

　

7.7

　

38,421

　

3.6

　

56,005

　

4.9

　

△17,584

　　

△

　

15.3

　　

△

　

33.4

　　

△

　

31.4

　　　

公

　　　　

園

　　

24,932

　

3.9

　

111,041

　

25.9

　

135,973

　

12.6

　

127,938

　

11.2

　　　

8,035

　　

△

　

18.2

　　　　

14.0

　　　　

6.3

　

公

　

営

　

住

　

宅

　　

9,165

　

1.4

　　

19,904

　

4.6

　　

29,070

　

2.7

　

48,441

　

4.2

　

△19,371

　　

△24.9

　　

△45.1

　　

△40.0

　

空

　　　　　　

港

　　　　

369

　

0.1

　　

4,938

　

1,2

　　

5,307

　

0.5

　　

1,909

　

0.2

　　　

3,398

　　

△

　

80.7

　　　　

皆増

　　　

178.0

　

そ

　　

の

　　

他

　　

23,894

　

3.7

　　

1,878

　

0.3

　　

25,770

　

2.4

　　

25,088

　

2.2

　　　　

682

　　　　

9.0

　　

△

　

40.7

　　　　

2.7

教

　

育

　

関

　

係

　　　　

892

　

0.1

　　

18,151

　

4.2

　　

19,043

　　

1.8

　　

12,877

　

1.1

　　　

6,166

　　　　

20.2

　　　　

49.6

　　　　

47.9

　

高

　

等

　

学

　

校

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　

大

　　　　　　

学

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

892

　

0.1

　　

18,151

　

4.2

　　

19,043

　　

1.8

　　

12,877

　　

1.1

　　　　

6,166

　　　　

20.2

　　　　

49.6

　　　　

47.9

そ

　　

の

　　

他

　　　

360

　

0.1

　　

5,082

　

1.3

　　

5,441

　

0.5

　　

2,180

　

0.1

　　　

3,261

　　　

18.0

　　　

171.0

　　　

149.5

　

合

　　　　

計

　　

646,609 100.0　429,152 100.0 1,075,760 100.0 1,144,583 100.0　△68,823　△　5.2　△　7.3　△　6.0

（注）上記の決算額には、受託事業費のうちの補助事業費を含む。

一資88－



第87表

　

普通建設事業費中の用地取得費（単独事業費）の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

雲影7゛｜

　　　　　　　　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　　　　　　　　　　　　

都道府県

　　　

市

　

町村

　　　

合計額

　　

゜

　

゜

　

額

　　

増減額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市町村

　　

合計額

総

　

務

　

関

　

係

　　

13,868

　　

1.9

　　

89,283

　　

7.3

　

103,150

　

5.3

　

112,327

　

5.1

　

△

　

9,177

　　

△

　

55.4

　　　　

9.9

　　

△

　

8.2

　

う

　

ち

　

庁

　

舎

　　　

8,239

　　

1.2

　　

26,271

　　

2.1

　　

34,510

　　

1.8

　　

20,972

　　

1.0

　　　

13,538

　　　　

25.2

　　　　

82.6

　　　　

64.5

民

　

生

　

関

　

係

　　　

2,033

　

0.3

　　

43,420

　

3.5

　　

45,453

　

2.3

　　

69,528

　

3.2

　

△

　

24,075

　　　　

41.3

　　

△

　

36.2

　　

△

　

34.6

　

うち社会福祉施設

　　　　

766

　

0.1

　　

30,210

　

2.5

　　

30,976

　　

1.6

　　

47,475

　

2.2

　

△

　

16,499

　　

△

　

26.6

　　

△

　

34.9

　　

△

　

34.8

衛

　

生

　

関

　

係

　　

12,225

　　

1.7

　　

55,127

　

4.5

　　

67,353

　

3.5

　　

72,940

　

3.3

　

△

　

5,587

　　

△

　

8.0

　　

△

　

7.6

　　

△

　

7.7

　

うち清掃施設

　　　　

－

　　

－

　　

24,022

　

2.0

　　

24,022

　

1.2

　　

26,230

　

1.2

　

△

　

2,208

　　　

皆減

　　

△

　

7.5

　　

△

　

8.4

農林水産業関係

　　

6,574

　

0.9

　　

19,918

　

1.6

　　

26,492

　

1.4

　　

60,165

　

2.7

　

△33,673

　　

△78.0

　　

△34.3

　　

△56.0

　

農

　

業

　

関

　

係

　　　

5,555

　

0.8

　　

14,753

　　

1.2

　　

20,308

　　

1.0

　　

31,425

　　

1.4

　

△

　

11,117

　　

△

　

39.5

　　

△

　

33.7

　　

△

　

35.4

　

林業・水産業関係

　　　

1,020

　

0.1

　　

5,165

　

0.4

　　

6,185

　

0.3

　　

28,739

　　

1.3

　

△

　

22,554

　　

△

　

95.1

　　

△

　

36.0

　　

△

　

78.5

　　

う

　

ち

　

漁

　

港

　　　　　

1

　　

0.0

　　　

175

　

0.0

　　　

176

　

0.0

　　　

265

　

0.0

　

△

　　　

89

　　

△

　

92.9

　　

△

　

30.3

　　

△

　

33.6

土

　

木

　

関

　

係

　

646,272

　

90.8

　

763,369

　

62.3 1,409,641　72.8 1,576,048　71.5　△166,407　△　8.2　△12.5　△10.6

　

道路橋りょう

　　

314,057

　

44.1

　

265,858

　

21.7

　

579,915

　

30.0

　

682,680

　

31.0

　

△102,765

　

△19.2

　

△

　

9.5

　

△15.1

　

河

　　　　　　

川

　　

24,389

　

3.4

　　

8,749

　

0.7

　　

33,138

　　

1.7

　　

39,834

　　

1.8

　

△

　

6,696

　　

△

　

20.2

　　

△

　

5.5

　　

△

　

16.8

　

港

　　　　　　

湾

　　　

5,263

　

0.7

　　

1,131

　　

0.1

　　

6,394

　

0.3

　　

5,120

　

0.2

　　　

1,274

　　　　

64.6

　　

△

　

41.2

　　　　

24.9

　

都

　

市

　

計

　

画

　　

291,058

　

40.9

　

457,327

　

37.3

　

748,385

　

38.7

　

793,663

　

36.0

　

△

　

45,278

　　　　

13.3

　　

△

　

14.8

　　

△

　

5.7

　　　

街

　　　

路

　　

238,302

　

33.5

　

262,426

　

21.4

　

500,727

　

25.9

　

534,374

　

24.3

　

△

　

33,647

　　　　

10.1

　　

△

　

17.4

　　

△

　

6.3

　

う

　

都市下水路

　　　　

‾

　　

‾

　　　

639

　

0‘1 639　0.0　　　732　0.0　△　　　93　　　　　－　　△　12.7　　△　12.7

　

ち

1

区画整理

　　

31,758

　

4.5

　

75,379

　

6.2

　

107,138

　

5.5

　

117,999

　

5.4

　

△

　

10,861

　　　

34.6

　

△20.2

　

△

　

9.2

　　　

公

　　　　

園

　　

20,998

　

3.0

　

108,155

　

8.8

　

129,162

　

6.7

　

131,578

　

6.0

　

△

　

2,416

　　　　

30.1

　　

△

　

6.3

　　

△

　

1.8

　

公

　

営

　

住

　

宅

　　　

2,150

　

0.3

　　

14,901

　　

1.2

　　

17,051

　

0.9

　　

22,100

　　

1.0

　

△

　

5,049

　　

△

　

22.5

　　

△

　

22.9

　　

△

　

22.8

　

空

　　　　　　

港

　　　

3,130

　

0,4

　　

4,961

　

0.4

　　

8,090

　

0.4

　　

5,380

　

0.2

　　　

2,710

　　

△

　

41.7

　　

82,583.3

　　　　

50.4

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

6,225

　　

1.0

　　

10,442

　

0.9

　　

16,668

　

0.8

　　

27,271

　　

1.3

　

△

　

10,603

　　

△

　

51.7

　　

△

　

5.2

　　

△

　

38.9

教

　

育

　

関

　

係

　　

11,134

　　

1.6

　

158,315

　

12.9

　

169･449

　

8.8

　

185･938

　

8.4

　

△

　

15,489

　　

△

　

28.8

　　

△

　

7,0

　　

△

　

8.9

　

高

　

等

　

学

　

校

　　　

7,177

　

1.0

　　　

150

　

0.0

　　

7･327

　

0.4

　　

8･841

　

0.4

　

△

　

1,514

　　

△

　

17.4

　　

△

　

3,8

　　

△

　

17.1

　

大

　　　　　　

学

　　　　

－

　　

－

　　　

974

　

0.1

　　　

974

　

0.1

　　

2･036

　

0.1

　

△

　

1･062

　　　　

皆減

　　　

159.0

　　

△

　

52.2

　

そｰ

　　

ぴ)

　　

f也

　　　

3,957

　

0.6

　

157,191

　

12.8

　

161･148

　

8.3

　

175･061

　　

7･9

　

八

　

13,913

　　

△

　

25.2

　　

八

　

7.4

　　

△

　

7.9

そｰ

　　　

び)

　　

ｲ也

　　

19,382

　　

2.8

　　

95,016

　

7.9

　

114,398

　

5.9

　

126,291

　　

5.8

　

△

　

11,893

　　

△

　

34.6

　　

△

　　

1.7

　　

△

　

9.4

　

合

　　　　　

劃一

　　　

711,488

　

100.0 1,224･448　100.0 1,935,936　1 00. 0 2･203･ 237　1 00.0　△267･301　　八　13.7　　△　11.2　　乙　12.1

（注）

　

上記の決算額には、受託事業費のうちの単独事業費を含む。

一 一
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その１

　

性質別内訳

第88表災害復旧事業費の状況

(単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　

増

　

減

　

額

　　

増

　

減

　

率

　

１

　

；

　

：

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

210,035

　

90.2

　　

112,892

　

79.6

　　

294,075

　

85.1

　　

334,152

　

82.9

　　

△

　

40,087

　　　

△12.0

　　　

△22.8

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

8,998

　

3.9

　　

28,883

　

20.4

　　

37,739

　

10.9

　　

52,224

　

13.0

　

△14,485

　　

△27.7

　　

△4.8

国直轄事業負担金

　　

13,722

　

5.9

　　　　

－

　　

－

　　

13,722

　

4.0

　　

16,770

　

4.2

　

△

　

3,048

　　

△18.2

　　　　

6.4

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　　

37

　

0.0

　　　

一

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

合

　　　

計

　　　

232,754 100.0　141,811　100.0　345,536 100.0　403,156 100.0　△57,620　　△14.3　　△19.9

その２

　

日的別内訳 (単位

　

百万円

　

％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　

増

　

減

　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

１急：

公共土木施設

　　

185,470

　

79.7

　　

91,970

　

64.9

　

277,421

　

80.3

　

313,737

　

77.8

　

△36,316

　　

△11.6

　　

△17.4

農林水産施設

　　

41,975

　

18.0

　　

41,926

　

29.6

　　

54,890

　

15.9

　　

61,439

　

15.2

　

△

　

6,549

　　

△10.7

　　

△36.4

そ

　　

の

　　

他

　　　

5,309

　

2.3

　　

7,915

　

5.5

　　

13,225

　

3.8

　　

27,980

　

7.0

　

△14,755

　　

△52.7

　　　　

2.8

　

合

　　　

計

　　　

232,754 100.0　141,811　100.0　345,536 100.0　403,156 100.0　△57,620　　△14.3　　△19.9

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　

増

　

減

　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

：；：

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

141,963

　

61.0

　　

60,855

　

42.9

　

202,818

　

58.7

　

237,738

　

59.0

　

△34,920

　　

△14.7

　　

△24.0

地

　　

方

　　

債

　　

70,034

　

30.1

　　

22,869

　

16.1

　　

92,903

　

26.9

　

110,896

　

27.5

　

△17,993

　　

△16.2

　　

△16.6

その他特定財源

　　　

2,759

　

1.2

　　

33,295

　

23.5

　　

8,404

　

2.4

　　

13,178

　

3.2

　

△

　

4,774

　　

△36.2

　　

△21.8

一

　

般

　

貯

　

源

　

等

　　　

17,998

　　

7.7

　　

24,792

　

17.5

　　

41,411

　

12.0

　　

41,344

　

10.3

　　　　　

67

　　　　　

0.2

　　　　　

0.8

　

合

　　　

計

　　　

232,754 100.0　141,811　100,0　345,536 100.0　403,156 100.0　△57,620　　△14.3　　△19.9

その１

　

性質別内訳

第89表失業対策事業費の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　

増

　

減

　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

Ｓｌ：

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

1,657

　

89.0

　　

13,904

　

84.7

　　

15,561

　

85.1

　　

34,308

　

89.3

　

△18,747

　　

△54.6

　　　

37.4

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

205

　

11.0

　　

2,518

　

15.3

　　

2,722

　

14.9

　　

4,093

　

10.7

　

△

　

1,371

　　

△33.5

　　　

25.5

　

合

　　　

計

　　　　

1,862 100.0　　16,422 100.0　　1 8,284 100.0　　38, 400 100.0　△20,116　　△52.4　　　36.0
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その２

　

財源内訳

第89表

　

失業対策事業費

　

の

　

状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　

増

　

減

　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

１；生

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

－

　　

－

　　

6,511

　

39.6

　　

6,511

　

35.5

　　

17,596

　

45.8

　

△11,085

　　

△63.0

　　　

22.3

その他特定財源

　　　

1,656

　

88.9

　　

5,564

　

33.9

　　

6,409

　

35.1

　　

7,725

　

20.1

　

△

　

1,316

　　

△17.0

　　　

52.2

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　

206

　

11.1

　　

4,347

　

26.5

　　

5,364

　

29.3

　　

13,079

　

34.1

　　

△

　

7,715

　　

△59.0

　　　　

49.2

　

合

　　　

計

　　　　

1,862 100.0　　16,422 100.0　　18,284 100.0　　38,400 100.0　△20,116　　△52.4　　　36.0

その１

　

繰出先別内訳

第90表

　

繰 出 金

　　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

　　

合

　　

計

　　

額

　　

増

　

減

　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

望Ｕｔ

法非適用の公営企業会計

　　

186,763

　

74.0

　

1,483,733

　

37.1

　

1,670,497

　

39.3

　

1,643,429

　

40.2

　　　　

27,068

　　　　　

1.6

　　　　　

1.4

国民健康保険事業会計

　　　　　

－

　　

－

　

1,035,727

　

25.9

　

1,035,727

　

24.4

　　

989,328

　

24.2

　　　　

46,399

　　　　　

4.7

　　　　　

3.1

老人保健医療事業会計

　　　　　

－

　　

－

　　

607,256

　

15.2

　　

607,256

　

14.3

　　

599,614

　

14.7

　　　　

7,642

　　　　　

1.3

　　　　　

3.8

介護保険事業会計

　　　　

－

　　

－

　　

818,686

　

20.5

　　

818,686

　

19.3

　　

741,707

　

18.1

　　　

76,979

　　　　

10.4

　　　　

14.2

公益質屋事業会計

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　　　　

一

　　　　

皆減

農業共済事業会計

　　　　

－

　　

－

　　　

266

　

0.0

　　　

266

　

0.0

　　　

434

　

0.0

　

△

　　

168

　　

△38.7

　　

△20.5

収益事業会計

　　　

550

　

0.2

　　

4,443

　

0.1

　　

4,993

　

0.1

　　

5,814

　

0.2

　

△

　

1,821

　　

△26.7

　　　　

8.2

交通災害共済事業会計

　　　　　

－

　　

－

　　　　

821

　　

0.0

　　　　

821

　　

0.0

　　　　

982

　　

0.0

　　

△

　　

161

　　　

△16.4

　　　

△11.0

公立大学附属病院事業会計

　　　

22,751

　　

9.0

　　

25,699

　　

0.6

　　

48,451

　　

1.1

　　

47,183

　　

1.2

　　　　

1,268

　　　　　

2.7

　　　

△

　

8.9

基

　　　　　　

金

　　

42,457

　

16.8

　　

21,106

　

0.5

　　

63,562

　

1.5

　　

58,910

　

1.4

　　　

4,652

　　　　

7.9

　　

△14.8

財

　　

産

　　

区

　　　　

－

　　

－

　　　

430

　

0･0

　　　

430

　

0.0

　　

1･379

　

0･O

　

△

　　

949

　　

△68.8

　　　

239.7

　

合

　　　　

計

　　　　

252,522

　

100. 0　3, 998, 166　1 00.0　4･ 250･ 688　1 00. 0　4･ 089･ 780　100. 0　　　160, 908　　　　　3. 9　　　　　3. 9

その２

　

日的別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

　　

合

　　

計

　　

額

　　

増

　

減

　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

到;斐

運

　　

転

　　

資

　　

金

　　　

7,118

　　

2.8

　　　

54,544

　　

1.4

　　　

61,662

　　

1.5

　　

59,609

　　

1.5

　　　　　

2,053

　　　　　

3.4

　　　

△

　

0.3

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　　　

9,359

　　

3.7

　

1,593,276

　

39,9

　

1,602,634

　

37.7

　

1,523,564

　

37.3

　　　　

79,070

　　　　　

5.2

　　　　　　

9.1

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　　

11,064

　　

4.4

　　

281,453

　　

7.0

　　

292･516

　　

6.9

　　

319,817

　　

7.8

　　

△

　

27,301

　　　

△

　

8.5

　　　

△

　

8.2

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　

166,181

　

65.8

　　

960,391

　

24.0

　

1,126･572

　

26.5

　

1,058,979

　

25,9

　　　　

67,593

　　　　　

6.4

　　　　　　

5.4

赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　　

13,289

　　

5.3

　　

195,674

　　

4.9

　　

208･963

　　

4･9

　　

2n･018

　　

5.2

　　

△

　

2,055

　　　

△

　

1.0

　　　　

10.1

そｰ

　　　

び）

　　

ｲ也

　　　

45,511

　

18.0

　　

912,828

　

22.8

　　

958,341

　

22.5

　　

916,793

　

22.3

　　　　

41,548

　　　　　

4.5

　　　

△

　

2.0

　　

合

　　　　

計

　　　　

252,522

　

100, 0　3, 998, 166　1 00. 0　4･ 250･ 688　1 00.0　4, 089, 780　100.0　　　160,908　　　　　3.9　　　　　3.9

一資91－



　　　　　　　

第90表繰

　　

出

　　

金

　　

の

　　

状

　　

況（つづき）

その３

　

繰出先別、繰出目的別内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法非適用

　

国民健康

　

老人保健

　

ハ_

　　　

Ａ

　　　　　　　　　　　　　

交通災害

　

公立大学

　　

区

　　　

分

　　　

総

　　

額

　

昌幹ｒ讐ｒ讐昔昔昔昔昔欝;業Ｊび讐禦昔基

　

金財産区

運

　

転

　

資

　

金

　　

61,662

　　

19,296

　　

11,469

　　

20,477

　　

7,122

　　　　

－

　　　　

－

　　　

550

　　　　

1

　　

2,745

　　　　

－

　　　　

2

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　

1,602,634

　　

165,501

　　

258,935

　

449,814

　　

710,780

　　　　

－

　　　

240

　　　　

70

　　　

603

　　

16,547

　　　　

－

　　　　

44

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　

292,516

　　

283,549

　　

1,259

　　　

205

　　

3,470

　　　　

－

　　　　

－

　　　

1,473

　　　　

－

　　

2,502

　　　　

－

　　　　

58

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　

1,126,572

　

1,091,637

　　

1,948

　　　　

2

　　

12,075

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

11

　　　　

－

　　

20,899

　　　　

－

　　　　

－

赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　

208,963

　　

57,319

　　

140,691

　　

1,944

　　

1,167

　　　　

－

　　　　

6

　　

2,125

　　　　

49

　　

5,658

　　　　

－

　　　　

3

そ

　　　

の

　　　

他

　　

958,341

　　

53,195

　

621,425

　　

134,814

　　

84,072

　　　　

－

　　　　

20

　　　

764

　　　

168

　　　　

－

　　

63,562

　　　

323

　

合

　　　　　

計

　　

4,250,688

　

1,670,497

　

1,035,727

　　

607,256

　　

818,686

　　　　

－

　　　

266

　　

4,993

　　　

821

　　

48,451

　　

63,562

　　　

430

第91表

　

積

　　

立

　　

金

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　

平

　　　　

成

　　　　

14

　　　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　

区

　　　　

分

　　　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　

積立金取崩し額

　　　

純積立額

　

積立

　

金積

　

立

　

金純積立額

　　　　　

都道府県

　

市町村

　

合計額（Ａ）都道府県

　

市町村

　

合計額（Ｂ）

　

（Ａ）－（Ｂ）

　　　

（Ｃ）

　

取崩し額（Ｄ）（Ｃ）－（Ｄ）

歳出決算積立金

　　

442,688

　　

921,407

　

1,364,095

　　

894,563

　

1,520,493

　

2,515,056△1,150,961

　

2,024,156

　

1,899,311

　　

124,845

歳計剰余金処分積立金

　　　

8,802

　　

132,040

　　

140,842

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

140,842

　　

154,029

　　　　

－

　　

154,029

　

合

　　　　　　

計

　　　

451,491

　

1,053,447

　

1,504,937

　　

894,563

　

1,620,493

　

2,515,056 △1,010,119　2,178,185　1,899,311　　278,874

　

財政調整基金積立金

　　　

70,175

　　

471,155

　　

541,331

　　

74,744

　　

528,188

　　

602,931

　

△

　

61,600

　　

672,411

　　

402,029

　　

270,382

内

　

減債基金積立金

　　

103,358

　　

178,544

　　

281,903

　　

339,289

　　

319,347

　　

658,635△

　

376,732

　　

341,986

　　

515,040

　

△173,054

　

｜

　

I四回自91

　　

277,957

　　

403,747

　　

681,704

　　

480,531

　　

772,959

　

1,253,490△

　

571,786

　

1,163,788

　　

982,243

　　

181,545

一資92－



第92表

　

投

　

資

　

及

　

び

　

出

　

資

　

金

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

　　

合

　　

計

　　

額

　　

増

　

滅

　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

ｔ

　

；

　

斐

総

　　　　

務

　　　　

費

　　　

12,588

　　

5.5

　　　

9,509

　　

4.0

　　

22,097

　　

4.7

　　

27,468

　　

5.7

　　

△

　

5,371

　　　

△

　

19.6

　　　　　

25.6

衛

　　　　

生

　　　

費

　　　

61,372

　

26.7

　　

104,895

　

44.1

　　

166,266

　

35.5

　　

165,633

　

34.2

　　　　　

633

　　　　　

0.4

　　

△

　

14.0

　

公

　

衆

　

衛

　

生

　

費

　　　

59,701

　

26.0

　　

103,770

　

43.6

　　

153,471

　

34.9

　　

164,008

　

33.9

　　

△

　　

537

　　　

△

　

0.3

　　　

△

　

14.2

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1,671

　　

0.7

　　　

1,125

　　

0.5

　　　

2,795

　　

0.6

　　　

1,625

　　

0.3

　　　　

1,170

　　　　　

72.0

　　　　　

15.8

農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

2,110

　　

0.9

　　　

2,339

　　

1.0

　　　

4,449

　　

1.0

　　　

5,539

　　

1.1

　　

△

　

1,090

　　　

△

　

19.7

　　　

△

　

33.1

　

農

　　　

業

　　　

費

　　　　

515

　　

0.2

　　　

1,201

　　

0.5

　　　

1,716

　　

0.4

　　　

2,500

　　

0.5

　　

△

　　

784

　　　

△

　

31.4

　　　

△

　

21.3

　

畜

　　

産

　　

業

　　

費

　　　　　

16

　　

0.0

　　　　

107

　　

0.0

　　　　

123

　　

0.0

　　　　

387

　　

0.1

　　

△

　　

264

　　　

△

　

68.2

　　　

△

　

9.8

　

農

　　　

地

　　　

費

　　　　　

一

　　

－

　　　　

127

　　

0.1

　　　　

127

　　

0.0

　　　　

231

　　

0.0

　　

△

　　

104

　　　

△

　

45.0

　　　　

171.8

　

林

　　　

業

　　　

費

　　　　

163

　　

0.1

　　　　

471

　　

0.2

　　　　

634

　　

0.1

　　　

1,005

　　

0.2

　　

△

　　

371

　　　

△

　

36.9

　　　

△

　

25.8

　

水

　　

産

　　

業

　　

費

　　　

1,417

　　

0.6

　　　　

432

　　

0.2

　　　

1,849

　　

0.4

　　　

1,417

　　

0.3

　　　　　

432

　　　　

30.5

　　

△

　

56.1

商

　　　

工

　　　

費

　　

12,948

　

5.6

　　

8,172

　

3.4

　　

21,120

　

4.5

　　

37,241

　

7.7

　

△16,121

　　

△43.3

　　

△40.2

土

　　　　

木

　　　

費

　　

127,353

　

55.4

　　

79,128

　

33.2

　　

206,481

　

44.1

　　

182,297

　

37.7

　　　

24,184

　　　　

13.3

　　

△

　

1.5

　

土

　

木

　

管

　

理

　

費

　　　

14,774

　　

6.4

　　　

4,983

　　

2.1

　　

19,757

　　

4.2

　　　

7,656

　　

1.6

　　　　

12,101

　　　　

158.1

　　　　　

22.3

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　

69,492

　

30.2

　　

59,203

　

24.9　　128,695　27, 5　　116,329　24.1　　　　12,366　　　　　10.6　　　△　0.8

　

住

　　　

宅

　　　

費

　　　　　

－

　　

－

　　　　

362

　　

0.2　　　　362　　0,1　　　　400　　0.1　　△　　38　　　△　9.5　　　△　77.4

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

43,087

　

18.8

　　

14,580

　　

6.0

　　

57,667

　

12.3

　　

57,912

　

11.9

　　

△

　　

245

　　　

△

　

0.4

　　　

△

　

3.1

教

　　　　

育

　　　　

費

　　　　

510

　　

0.2

　　　

1,107

　　

0.5

　　　

1,617

　　

0.3

　　　

1,472

　　

0.3

　　　　　

145

　　　　　

9.9

　　　

△

　

30.7

そ

　　　

の

　　　

他

　　

12,927

　

5.7

　　

32,976

　

13.8　　45, 904　9. 9　　63,965　13.3　　△18,051　　△28.2　　△11､4

　

合

　　　　　

計

　　

229,808 100.0　238, 126 100.0　467･ 934 100.0　483･ 615 100.0　　△15,681　　△　3.2　　△11.2

昌只倫子t（｜適・）

　　　

105,189

　

45.8

　　

161,754

　

67.9

　　

266,943

　

57.0

　　

265,371

　

54.9

　　　　

1,572

　　　　　

0.6

　　　

△

　

7.7

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

124,619

　

54.2

　　

76,372

　

32.1

　　

200,991

　

43.0

　　

218,244

　

45.1

　　

△17,253

　　　

△

　

7.9

　　　

△

　

15.1

一資93－



その１

　

日的別内訳

第93表

　

貸 付

　　

金 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　

増

　

減

　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

１；：

民

　　　　

生

　　　　

費

　　　

85,210

　　

2.3

　　

41,116

　　

2.2

　　

124,500

　　

2.3

　　

118,202

　　

2.0

　　　　

6,298

　　　　　

5.3

　　　　　

1.2

　

児

　

童

　

福

　

祉

　

費

　　　

14,432

　　

0.4

　　　

9,327

　　

0.5

　　

23,720

　　

0.4

　　

22,992

　　

0.4

　　　　　

728

　　　　　

3.2

　　　　　

0.6

　

社

　

会

　

福

　

祉

　

費

　　

38,310

　

1.0

　　

16,547

　

0.9

　　

54,628

　

1.0

　　

64,757

　

1.1

　

△

　

10,129

　　　

△15.6

　　　

△6.0

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

32,468

　　

0.9

　　

15,242

　　

0.8

　　

46,152

　　

0.9

　　

30,453

　　

0.5

　　　　

15,699

　　　　

51.6

　　　　

21.3

衛

　　　

生

　　　

費

　　

107,011

　

2.9

　　

37,472

　

2.0

　

143,558

　

2.6

　

171,717

　

2.9

　

△28,159

　　

△16.4

　　

△6.8

労

　　　

働

　　　

費

　　

39,943

　

1.1

　　

75,810

　

4.1

　

115,753

　

2.1

　

131,328

　

2.2

　

△15, 575　　△11.9　　△3.2

農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

費

　　

237,344

　　

6.4

　　

38,140

　　

2.1

　　

275,277

　　

5.0

　　

278,332

　　

4.7

　　

△

　

3,055

　　　

△

　

1.1

　　　

△

　

6.3

　

農

　　　

業

　　　

費

　　

100,976

　　

2.7

　　

18,558

　　

1.0

　　

119,417

　　

2.2

　　

106,988

　　

1.8

　　　　

12,429

　　　　　

11.6

　　　　　

6.3

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　

8,521

　

0.2

　　

4,056

　

0.2

　　

12,577

　

0.2

　　

14,279

　

0.2

　

△

　

1,702

　　

△11.9

　　

△3.8

　

農

　　　

地

　　　

費

　　　

18,761

　　

0.5

　　　　

261

　　

0.0

　　

18,965

　　

0.3

　　

17,278

　　

0.3

　　　　

1,687

　　　　　

9.8

　　　　　

14.6

　

林

　　　

業

　　　

費

　　

77,160

　

2.1

　　

3,427

　

0.2

　　

80,562

　

1.5

　　

88,118

　

1.5

　

△

　

7,556

　　　

△8.6

　　　

△22.8

　

水

　

産

　

業

　

費

　　

31,926

　

0.9

　　

11,838

　

0.6

　　

43,755

　

0.8

　　

51,669

　

0.9

　

△

　

7,914

　　

△15.3

　　

△1.2

商

　　　

工

　　　

費

　

2,590,224

　

69.5

　

1,055,016

　

57.3

　

3,642,264

　

56.2

　

4,040,848

　

67.5

　

△398,584

　　　

△

　

9.9

　　　　　

0.2

土

　　　　

木

　　　　

費

　　

528,958

　

14.2

　　

469,674

　

25.5

　　

993,889

　

18.1

　

1,055,408

　

17.6

　　

△

　

61,519

　　　

△

　

5.8

　　　　　

2.6

　

土

　

木

　

管

　

理

　

費

　　

135,958

　　

3.7

　　

180,307

　　

9.8

　　

316,265

　　

5.8

　　

321,031

　　

5.4

　　

△

　

4,766

　　　

△

　

1.5

　　　　　

1.5

　

港

　　

湾

　　

費

　　

10,022

　

0.3

　　

2,458

　

0.1

　　

12,481

　

0.2

　　

17,983

　

0.3

　

△

　

5,502

　　

△30.6

　　

△16.8

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　

101,573

　　

2.7

　　

110,576

　　

6.0

　　

210,191

　　

3.8

　　

209,125

　　

3.5

　　　　

1,066

　　　　　

0.5

　　　　　

6.9

　

住

　　

宅

　　

費

　　

211,192

　

5.7

　

163,451

　

8.9

　

372,426

　

6.8

　

430,569

　

7.2

　

△58,143

　　

△13.5

　　　　

2.3

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

70,213

　　

1.8

　　

12,882

　　

0.7

　　

82,526

　　

1.5

　　

76,700

　　

1.2

　　　　

5,826

　　　　　

7.6

　　　　　

3.7

教

　　　　

育

　　　　

費

　　　

62,514

　　

1.7

　　

63,633

　　

3.5

　　

125,034

　　

2.3

　　

108,662

　　

1.8

　　　　

16,372

　　　　　

15.1

　　　

△

　

1.0

　

教

　

育

　

総

　

務

　

費

　　　

57,353

　　

1.5

　　

14,686

　　

0.8

　　

72,038

　　

1.3

　　

72,362

　　

1.2

　　

△

　　

324

　　　

△

　

0.4

　　　

△

　

5.3

　

高

　

等

　

学

　

校

　

費

　　　

1,179

　　

0.0

　　

11,622

　　

0.6

　　

12,741

　　

0.2

　　　

3,414

　　

0.1

　　　　

9,327

　　　　

273.2

　　　　　

4.1

　

保

　

健

　

体

　

育

　

費

　　　

1,619

　　

0.0

　　　

3,811

　　

0.2

　　　

5,354

　　

0.1

　　　

5,349

　　

0.1

　　　　　　

5

　　　　　

0.1

　　　

△

　

2.9

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2,363

　

0.2

　　

33,514

　　

1.9

　　

34,901

　　

0.7

　　

27,537

　

0.4

　　　　

7,364

　　　　

26.7

　　　　

12.2

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

71,966

　　

1.8

　　

60,258

　　

3.3

　　

78,732

　　

1.4

　　

79,220

　　

1.3

　　

△

　　

488

　　　

△

　

0.6

　　　

△

　

7.1

　

合

　　　　　

計

　　

3,723,170 100.0 1,841,119 100.0 5,499,007 100.0 5,983,717 100.0　△484,710　　△8.1　　　△0.1

談笑辻具（゛・゛）

　　

106,406

　　

2.9

　　

43,672

　　

2.4

　　

150,078

　　

2.7

　　

166,325

　　

2.8

　　

八

　

16,247

　　　

△

　

9.8

　　　　

八

　

0.2

そｰ

　　　

（7）

　　　

可也

　

3,616,764

　

97,1

　

1,797,447

　

97.6

　

5,348,929

　

97.3

　

5,817,392

　

97.2

　　

乙468,453

　　　

△

　

8.1

　　　

八

　

0.1

一資94－



その２

　

現在高の状況

第93表貸

　　

付

　　

金

　　

の

　　

状

　　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　

平成13年度末現在高

　　　　

平成14年度貸付額

　　　　　

平成14年度回収額

　　　　　　　　

平成14年度末現在高

　　　　　　　　　　

(Ａ)

　　　　　　　　　　

(Ｂ)

　　　　　　　　　　

(Ｃ)

　　　　　　

調整額

　

(Ａ)十(Ｂ)－(Ｃ)十(Ｄ)(Ｅ)

　　

比

　　

較

　

区

　　

分

　　　　　

Ｍ市町村

　

合計額

　

昌市町村

　

合計額

　

ｎ
市町村

　

合計額

　　

(９づｊ市町村

　

合計額

　

{E)-(A) *

ｔ黛言呂

　

327,854

　

396,163

　

724,017

　

7,8

　

30,395

　

32,698

　

63,093

　

1.1

　

18,885

　

30,233

　

49,118

　

U△

　

206

　

339,364

　

398,422

　

737,786

　

8,0

　　

13,769

　

1.9

そ

　

の

　

他

　

6,629,188 1,971,676 8,600,864 92.2 3,692,629 1,808,421 5,501,049 98.9 3,763,899 1,862,502 5,626,401　99.1△30,878 6,535,695 1,908,940 8,444,634　92.0△　156,230　△1,8

　

商工関係2,201,927

　

171,992 2,373,919 25.5 2,573,3〔S1,W3,213 3,616,522 65.0 2,705,994 1,(・,114 3,768,108 66.4△8,977 2,064,544　148,812 2,213,356 24,1△160,563△6,8

　

農林水産業関係

　

546,770

　

22,798

　

569,569

　

6.1

　

237,190

　

35,368

　

272,558

　

4,9

　

229,020

　

38,324

　

267,344

　

4.7△

　

193

　

5M,921

　

19,669

　

574,590 6.3　　5,021　0.9

　

民生･労働関係

　

222,874

　

203,599

　

426,473

　

4.6

　

123,579

　

114,885

　

238,464

　

4.3

　

98,807

　

123,946

　

222,753

　

3.9△

　

335

　

247,412

　

194,436

　

441,849

　

4.8

　　

15,376

　

3.6

　

住宅関係

　

460,619

　

238,557

　

699,176

　

7.5

　

207,977

　

163,123

　

371,101

　

6.7

　

217,010

　

183,854

　

400,865

　

7.1△

　

257

　

451,592

　

217,563

　

669,155

　

7,3△

　

30,021

　

△4.3

　

観光咬通関係

　

1,凧991

　

186,190 1,247,181　13,4　145,241　31,939　177,180　3.2　78,261　24,755　凪016　1,8　26,637 1,126,363　221,619 1,347,982　14,7　　100,801　8.1

　

開発関係

　

捌,謡

　

335,824

　

520,674

　

5,6

　

112,039

　

162,596

　

274,635

　

4,9

　

104,118

　

167,423

　

271,541

　

4.8

　

1,810

　

192,766

　

332,812

　

525,578

　

5.7

　　

4,知

　

0,9

　

教育関係

　

152,089

　

82,663

　

234,752

　

2.5

　

61,751

　

63,141

　

124,892

　

2.2

　

55,817

　

61,071

　

116,888

　

2.1△6,675

　

151,912

　

84,169

　

236,081

　

2.6

　　

1,329

　

0.6

　

そ

　

の

　

他

　

1,799,068

　

730,053 2,529,120 27,0　231,543　194,156　425,697　7.7　274,872　201,015　475,886　8,3△42,888 1,746,185　689,860 2,436,M3 26.5△　93,077　△3.7

　

合

　

計

　

6,957,042 2,367,839 9,324,881100,0 3,723,024 1,841,119 5,564,142100.0 3,782,784 1,892,735 5,675,519100.0△31,0M 6,875,059 2,307,362 9,182,420100.0△142,461△1,5

うち

　

決算額

　　

542,802

　

39,159

　

581,961

　

－ 2,244,281 1,075,956 3,320,237　－ 2,259,201 1,076,122 3,335,322　－△6,302　527,339　33,235　560,574　－△　21,387　△3.7

預託

金に

　

当該金

でj;

1

?1

　

12,716,879 5,033,94417,750,823　－ 5,676,1722,238,633 7,914,806　- 6,377,603 2,256,010 8,633,613　－△687,992 11,502,510 4,841,51316,344,024　－△1,406,799　△7.9

　　

額

惣門ﾆ563,982

　

113,503

　

677,485

　

－

　

59,637

　

112,186

　

171,823

　

－

　

61,008

　

115,789

　

176,797

　

－

　　

799

　

562,603

　

110,708

　

673,310

　

－△

　

4,175△0.6

　

総

　

計

　

7,521,024 2,481,34110,002,366　－ 3,782,661 1,953･305 5･735･％5　－ 3･843･792 2･008,524 5･852･316　－△30･284 7,437･661 2･418･069 9･855･731　－ △146･635　△1.5

その１

　

推 移

第94表

　

地方公営企業等に対する繰出しの状況

(単位

　

億円)

　　

区

　　　　　　

分

　　　

昭和36年度

　　

平成８年度

　　　　　

9

　　　　　　

10

　　　　　　

11 12　　　　　　13 14

決

　　　

算

　　　

額

　　　　　

415

　　　　　

51･946

　　　　

51,894

　　　　

51,932

　　　　

53･948

　　　　

60,194

　　　　

61,745

　　　　

62,937

m

　　　　　　　　　

■

　　　　　

100

　　　　

12･517

　　　　

12･505

　　　　

12･514

　　　　

13,000

　　　　

14,505

　　　　

14,878

　　　　

15,166

一資95－



その２

　

事業別内訳

第94表

　

地方公営企業等に対する繰出しの状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

合

　

計

　

額

　　

合

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

Ｕ：

　　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

74,298

　　

7.5

　　

148,714

　　

2.8

　　

223,012

　　

3.5

　　

225,839

　　

3.7

　

△

　

2,827

　　

△

　

1.3

　　

△

　

11.0

　　

工業用水道事業

　　

31,696

　

3.2

　　

4,327

　

0.1

　　

36,023

　

0.6

　　

47,852

　

0.8△11,829

　

△24.7

　　　

36.5

　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　

63,097

　　

6.3

　　

192,303

　　

3.6

　　

255,400

　　

4.1

　　

314,398

　　

5.1

　

△

　

58,998

　　

△

　

18.8

　　　　

6.3

　　

電

　

気

　

事

　

業

　　　　　

90

　　

0.0

　　　　　

0

　　

0.0

　　　　　

90

　　

0.0

　　　　

134

　　

0.0

　

△

　　　

44

　　

△

　

32.8

　　　

306.1

　　

ガ

　

ス

　　

事

　

業

　　　　　

29

　　

0.0

　　　　

486

　　

0.0

　　　　

515

　　

0.0

　　　　

264

　　

0.0

　　　　

251

　　　　

95.1

　　

△

　

91.5

法簡易水道事業

　　　

n

　

0.0

　　

2,802

　

0.1

　　

2,813

　

0.0

　　

3,093

　

0.1△

　

280

　

△

　

9.1

　　　

5.6

適港湾整備事業

　　　　　

－

　　

－

　　　　

264

　　

0.0

　　　　

264

　　

0.0

　　　　

317

　　

0.0

　

△

　　　

53

　　

△

　

16.7

　　　　

27.8
用

の

　

病

　

院

　

事

　

業

　　

369,942

　

37.2

　　

396,427

　　

7.5

　　

766,369

　

12.2

　　

772,574

　

12.5

　

△

　

6,205

　　

△

　

0.8

　　

△

　

1.1

ま

　

市

　

場

　

事

　

業

　　　

3,273

　　

0.3

　　　

6,214

　　

0.1

　　　

9,488

　　

0.2

　　　

8,534

　　

0.1

　　　　

954

　　　　

11.2

　　　　

5.8
呂

企

　

と

　

畜

　

場

　

事

　

業

　　　　　

－

　　

－

　　　　

104

　　

0.0

　　　　

104

　　

0.0

　　　　

127

　　

0.0

　

△

　　　

23

　　

△

　

18.1

　　　　

60.8

業
会観光施設事業

　　

3･508

　

0.4

　　

2･307

　

0.0

　　

5･815

　

0.1

　　

7･075

　

0.1△

　

1･260

　

△17.8

　

△38.3

計

　

住宅用地造成事業

　　　

4,042

　

0.4

　　　

2,295

　

0.0

　　　

6,338

　

0.1

　　　

2,555

　

0.0

　　　

3,783

　　　

148.1

　　

△36.2

　　

工業用地造成事業

　　　

26,437

　

2.7

　　　

8,922

　

0.2

　　

35,358

　

0.6

　　

30,224

　

0.5

　　　

5,134

　　　

17.0

　　　　

1.4

　　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

205,196

　

20.6

　　

550,682

　

10.4

　　

755,878

　

12.0

　　

722,673

　

11.7

　　　

33,205

　　　　

4.6

　　　　

0.8

　　

駐車場整備事業

　　　　

64

　

0.0

　　　　

91

　

0.0

　　　　

156

　

0.0

　　　　

154

　

0.0

　　　　　

2

　　　　

1.3

　

△34.5

　　

その他の企業会計

　　　

1,394

　　

0.1

　　　

5,564

　

0.1

　　　

6,957

　

0.0

　　　

5,269

　

0.1

　　　

1,688

　　　

32.0

　　

△21.1

　　　

小

　　　　　

計

　　　

783,077

　

78.7

　

1,321,502

　

24.9

　

2,104,580

　

33.4

　

2,141,082

　

34.7

　

△

　

36,502

　　

△

　

1.7

　　

△

　

0.4

　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

－

　　

－

　　　

2,749

　　

0.1

　　　

2,749

　　

0.0

　　　

2,752

　　

0.0

　

△

　　　

3

　　

△

　

0.1

　　　　

14.9

　　

簡易水道事業

　　　　

－

　　

－

　　

57,461

　

1.1

　　

57,461

　

0.9

　　

63,240

　

1.0△

　

5,779

　

△

　

9.1

　　　

0.8

　　

港湾整備事業

　　

31,019

　

3.1

　　

2,979

　

0,1

　　

33,997

　

0.5

　　

31,096

　

0.5

　　

2,901

　　　

9.3

　　　

10.1

1

　

市

　

場

　

事

　

業

　　　

1,663

　　

0.2

　　　

27,432

　　

0.5

　　　

29,095

　　

0.5

　　　

29,676

　　

0.5

　

△

　　

581

　　

△

　

2.0

　　

△

　

3.3

1

　

と

　

畜

　

場

　

事

　

業

　　　

4,710

　　

0.5

　　　

11,291

　　

0.2

　　　

16,001

　　

0.3

　　　

16,848

　　

0.3

　

△

　　

847

　　

△

　

5.0

　　　　

3.2

の

　

観光施設事業

　　　

417

　

0.0

　　

18,563

　

0.4

　　

18,980

　

0.3

　　

21,453

　

0.3△

　

2,473

　

△11.5

　

△

　

3.0
公

営

　

住宅用地造成事業

　　　

2,453

　

0.2

　　

48,724

　

0.9

　　

51,177

　

0.8

　　

50,909

　

0.8

　　　　

268

　　　　

0.5

　　　　

0.2

企

業

　

工業用地造成事業

　　　

11･196

　　

1.1

　　　

5,889

　　

0.1

　　　

17,085

　　

0.3

　　　

19,144

　　

0.3

　

△

　

2,059

　　

△

　

10.8

　　

△

　

16.5

ふ
昇

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

118,051

　

11.9

　

1,249,204

　

23.6

　

1,367,255

　

21.7

　

1,337,541

　

21.7

　　　

29,714

　　　　

2.2

　　　　

2.2

　　

駐車場整備事業

　　　　

804

　

0.1

　　

18,031

　

0.3

　　

18,835

　

0.3

　　

17,177

　

0.3

　　　

1,658

　　　　

9.7

　　　　

8.4

　　

その他の企業会計

　　　

16,450

　　

1.7

　　

41,410

　

0.7

　　

57,862

　

0.9

　　

53,593

　　

0.9

　　　

4,269

　　　　

8.0

　　

△

　

9.4

　　　

小

　　　　

計

　　　

186,763

　

18.8

　

1,483,733

　

28.0

　

1,670,497

　

26.5

　

1,643,429

　

26.6

　　

27,068

　　　　

1.6

　　　　

1.4

国民健康保険事業会計

　　　　　

－

　　

－

　

1,035,727

　

19.5

　

1,035,727

　

16.5

　　

989,328

　

16.0

　　

46,399

　　　　

4.7

　　　　

3.1

その他の事業会計

　　

24,964

　

2.5

　

1,457,979

　

27.6

　

1,482,941

　

23.6

　

1,400,615

　

22.7

　　

82,326

　　　

5.9

　　　

8.5

　　

合

　　　　　　

計

　　　　

994,804

　

100.0

　

5,298,941

　

100.0

　

6,293,745

　

100.0

　

6,174,454

　

100.0

　　

119,291

　　　　

1.9

　　　　

2.6

一資96－



その１

　

性質別内訳

第95表

　

公 債

　　

費 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　

増減額

　

増減率

　　

ｔＵ

地方債元利償還金

　

6,581,067

　

99.9

　

6,545,428

　

99.9

　

13,022,362

　

99.9

　

12,810,993

　

99.9

　　

211,369

　　　　

1.6

　　　　

3.9

　

元

　　　　　　　

金

　

4,589,933

　

69.6

　

4,811,142

　

73.4

　

9,309,070 /ズ.4　8,902,768　69.4　　406,302　　　　4.6　　　　8.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

W＝x

　

利

　　　　　　

子

　

1,991,134

　

30.2

　

1,734,286

　

26.5

　

3,713,293

　

28.5

　

3,908,226

　

30.5

　

△194,933

　　

△5.0

　　

△4.9

一時借入金利子

　　　

9,261

　

0.1

　　

4,872

　

0.1

　　

14,133

　

0.1

　　

9,748

　

0.1

　　

4,385

　　　

45.0

　　

△33.6

　

合

　　　　　　　

計

　　　

6,590,329

　

100.0

　

6,550,300

　

100.0

　

13,036,495

　

100.0

　

12,820,741

　

100.0　　215, 754　　　　1.7　　　　3.8

その２

　

財源内訳
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　

区

　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　　

純

　　

計

　　

額

　　

増減額

　

増減率

　

ｌｌｔ

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

9,287

　

0.1

　　　

13,383

　

0.2

　　　

25,538

　

0,2

　　　　　　

25,041

　　　　

497

　　　　

2.0

　　

△

　

8.3

使用料，手数料

　　

193,365

　

2.9

　

224,714

　

3.4

　

418,735

　

3.2

　　　　

421,730△

　

2,995

　　

△0.7

　　

△0.3

その他特定財源

　　

187,108

　

2.9

　　

167,357 2.6　　　338,612　2.6　　　　　516,740　△178,128　　△34.5　　　　5.5

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　

6,200,568

　

94.1

　

5,144,846

　

93･8

　

12･253･610

　

94.0

　　　　

11,857,230

　　

396,380

　　　　

3.3

　　　　

4.0

　

合

　　　　　　　

計

　　　

6,590,329

　

100.0

　

6･550･300

　

100.0

　

13･036,495

　

100.0

　　　　

12,820,741

　　

215,754

　　　　

1.7

　　　　

3.8

一資97－



第96表地方債元金償還額の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　　

純

　

計

　

額

　　　

増減額

　　

増減率

　　

SU

一

　

般

　

公

　

共

　

事

　

業

　

債

　　

1,039,028

　

22,6

　　

285,179

　　

5.9

　

1,324,207

　

14.2

　

1,152,730

　

12.9

　　　

171,477

　　　　

14,9

　　　　

18.6

　　

うち財源対策債等

　　

504,549

　

11.0

　

114,554

　

2.4

　

619,103

　

6.7

　

480,359

　

5.4

　　

138,744

　　　

28.9

　　　

38.1

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　

債

　　

1,865,950

　

40.7

　

1,863,724

　

38.7

　

3,729,674

　

40.1

　

3,712,507

　

41.7

　　　　

17,167

　　　　　

0.5

　　　　

10.9

公営住宅建設事業債

　　

126,590

　

2.8

　　

177,830

　

3.7

　　

304,420

　

3.3

　　

297,437

　

3.3

　　　

6,983

　　　　

2.3

　　　　

3.0

義務教育施設整備事業債

　　　

8,155

　

0.2

　　

444,983

　

9.2

　　

453,138

　

4.9

　　

439,388

　

4.9

　　　

13,750

　　　　

3.1

　　　　

3.7

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　

－

　　

－

　　

76,241

　

1.6

　　

76,241

　

0.8

　　

76,734

　

0.9

　　

△

　

493

　　　

△0.6

　　　　

2,5

公共用地先行取得等事業債

　　

153,758

　　

3,3

　　

196,125

　　

4.1

　　

349,883

　　

3.8

　　

346,121

　　

3.9

　　　　

3,762

　　　　　

0

　　　　

12.7

災害復旧事業債

　　

117,905

　

2.6

　　

81,319

　

1,7

　

199,224

　

2.1

　

203,822

　

2.3

　

△4,598

　　

△2.3

　　

△

　

1.3

首都圏等建設事業債

　　

92,974

　

2.0

　　　

－

　　

－

　　

92,974

　

1.0

　　

94,718

　

1.1

　

△

　

1,744

　　

△1.8

　　　　

2.9

一般廃棄物処理事業債

　　

32,058

　

0.7

　　

351,440

　

7.3

　　

383,498

　

4.1

　　

346,963

　

3.9

　　　

36,535

　　　　

10.5

　　　　

10.0

厚生福祉施設整備事業債

　　

24,877

　

0,5

　　

152,140

　

3.2

　　

177,016

　

1.9

　　

179,047

　

2.0

　　

△

　

2,031

　　　

△1.1

　　

△

　

1.0

社会福祉施設整備事業債

　　　　

801

　

0.0

　　　　

24

　

0.0

　　　

825

　

0.0

　　　　

－

　　

－

　　　　

825

　　　　

皆増

　　　　　

－

地域財政特例対策債

　　

5,457

　

0.1

　　　

314

　

0.0

　　

5,771

　

0.1

　　

5,755

　

0.1

　　　　

16

　　　　

0,3

　　　　

4.4

退

　

職

　

手

　

当

　

債

　　

4,541

　

0.1

　　　

493

　

0.0

　　

5,033

　

0.1

　　

5,363

　

0.1

　

△

　

330

　　

△6.2

　　　

23.2

転

　　　　　

貸

　　　　　

債

　　　

17,184

　　

0.4

　　

24,841

　　

0.5

　　

42,025

　　

0,5

　　

48,711

　　

0,5

　　

△

　

6,686

　　　

△13.7

　　　　

28.1

過

　

疎

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　

－

　　

－

　　

280,091

　　

5.8

　　

280,091

　　

3.0

　　

252,347

　　

2.9

　　　　

17,744

　　　　　

6.8

　　　　　

9.0

国の予算貸付・政府関係機関貸付債

　　

114,700

　　

2.5

　　

44,723

　　

0.9

　　

159,423

　　

1.7

　　

225,677

　　

2.5

　　

△66,254

　　　

△29.4

　　　

△

　

0,5

地域改善対策特定事業債

　　　　

46

　

0.0

　　

36,139

　

0.8

　　

36,185

　

0.4

　　

40,263

　

0.5

　　

△

　

4,078

　　　

△10.1

　　

△

　

8.1

減

　

収補

　

臨

和

昌

度

♂

　　

3･549

　

0‘1

　　

282

　

0.0

　　

3･831

　

0.0

　　

3･930 0,0　　△　　99　　　△2,5　　　△12.8

財

　　

政

　　

対

　　

策

　　

債

　　　　

953

　　

0.0

　　　　

203

　　

0.0

　　　

1,155

　　

0,0

　　　

1,138

　　

0.0

　　　　　

17

　　　　　

1.5

　　　　

50.1

財

　　

源

　　

対

　　

策

　　

債

　　

110,267

　　

2.4

　　

110,804

　　

2.3

　　

221,071

　　

2.4

　　

225,187

　　

2.5

　　

△

　

4,116

　　　

△1.8

　　　　　

7.6

‰

和

が

61･具5~言9~1仙度丿責　325,696　7'1　　67,212　1‘4　392,908　4'2　242,532　2°7　　150,376　　　62.0　　△0.2

臨

　

時

　

財

　

政

　

特

　

例

　

債

　　

258,429

　　

5.6

　　

59,617

　　

1.2

　　

318,045

　　

3.4

　　

311,815

　　

3.5

　　　　

6,231

　　　　　

2,0

　　　　　

2.1

公共事業等臨時特例債

　　

75,322

　

1.7

　　

26,235

　

0.5

　　

102,557

　

1.1

　　

97,197

　

1.1

　　　

5,360

　　　　

5,5

　　　　

5,5

減

　

税

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　　

78,288

　　

1.7

　　

208,319

　　

4.3

　　

286,607

　　

3,1

　　

236,889

　　

2.7

　　　

49,718

　　　　

21.0

　　　　　

2.8

臨時税収補てん債

　　

26,799

　

0.6

　　

38,582

　

0,8

　　

65,381

　

0.7

　　

64,596

　

0.7

　　　　

785

　　　　

1,2

　　　

670.5

臨

　

時

　

財

　

政

　

対

　

策

　

債

　　　　　

－

　　

－

　　　

1,534

　　

0,0

　　　

1,534

　　

0,0

　　　　　

1

　　

0.0

　　　　

1,533

　　

153,300.0

　　　　

皆増

調

　

(昭和60-61･62･63年度

j

　　　

54,791

　　

1'2

　　

20,553

　

0'4

　　

75,344

　

018

　　

72,975

　

0゛8

　　　

2･369

　　　　

3.2

　　　　

4･5

減

　

収

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　　　　

＿

　　

＿

　　　　

＿

　　

＿

　　　　

＿

　　

＿

　　　　

＿

　　

＿

　　　　　　　

(平成14年度分)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‾

　　　　　

‾

　　　　　

‾

都道府県貸付金

　　　

－

　　

－

　

146,673

　

3.0

　　

54,667

　

0.6

　　

56,278

　

0.6

　

△

　

1,611

　　

△2.9

　　　

0,1

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

50,815

　　

1.1

　　

115,522

　　

2,7

　　

166,341

　　

1.7

　　

152,647

　　

1.9

　　　

13,694

　　　　　

9.0

　　　

△34.8

　

小

　　　　　　　　　

計

　　　

4,589,933

　

100.0

　

4,811,142

　

100.0

　

9,309,070

　

100.0

　

8,902,768

　

100.0

　　　

406,302

　　　　　

4,6

　　　　　

9.5

　

うち減収補てん債

　　

451,111

　

9.8

　　

82,006

　

1,7

　

533,117

　

5.7

　

314,541

　

3.5

　　

218,576

　　　

69.5

　　

△

　

6,4

特定資金公共投資事業債

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　

゛－

　

ｊ

　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

一

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　

4,589,933

　

100.0

　

4,811,142

　

100.0

　

9,309,070 / 100.0　8, 902,768　100.0　　　406,302　　　　　4.6　　　　　9.5

（注）

　

１

　　　　

２

「交付公債」及び「枠外債」は、各項目に含まれている。

　　

……

「地域改善対策特定事業債」には、昭和56年度まで許可された同和対策事業債及び昭和61年度まで許可された地域改善対策事業債を含む。
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その１

　

日的別内訳

第97表

　

地

　

方

　

債

　

現

　

在

　

高

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

合

　

計

　

額

　　　

合

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

1憲果

‾

　

■

　

公

　

5叫

　

■

　

■

　

・

　　

21･983･316

　

29.5

　

4,980,263

　

8.3

　

26,963,578

　

20.0

　

25,503,045

　

19.5

　　

1,460,533

　　　

5.7

　　　

7.7

　　

うち財源対策債等

　

12･384･904

　

16･6

　

2,437,221

　

4.0

　

14,822,125

　

11.0

　

13,869,797

　

10.6

　　

952,328

　　

6.9

　　

11.6

‾

　

・

　

|!

　

ぢ虫

　

■

　

1

　

4責

　　

29,956,642

　

40.2

　

22,530,937

　

37.3

　

52,487,578

　

38.9

　

52,472,943

　

40.1

　　　

14,635

　　　

0.0

　　　

1.3

公営住宅建設事業債

　　

2,040,629

　

2.7

　

3,055,571

　

5.1

　

5,096,200

　

3.8

　

5,151,567

　

3.9

　

△55,367△1.1

　

△0.6

義務教育施設整備事業債

　　　

106,336

　

0.1

　

4,743,974

　

7.9

　

4,850,310

　

3.6

　

5,030,711

　

3.8

　

△180,401

　

△3.6

　

△3.6

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

－

　　

－

　　　

478,270

　

0.8

　　

478,270

　

0.4

　　

492,873

　

0.4

　

△

　

14,603

　

△

　

3.0

　

△

　

1.8

公共用地先行取得等事業債

　　　

989,429

　

1.3

　　

990,084

　

1.6

　

1,979,513

　

1.5

　

2,227,789

　

1.7

　

△248,276

　

△11.1

　

△

　

9.8

災

　

害

　

復

　

|日

　

事

　

業

　

■

　　　

723,047

　

1.0

　　

469,628

　

0.8

　　

1,192,674

　

0.9

　　

1,305,495

　　

1.0

　

△112,821

　

△

　

8.6

　

八

　

7.3

首都圏等建設事業債

　　

1,122,704

　

1.5

　　　　　

－

　　

- 1,122,704　0.8 , 1,177,871　0.9　△　55,167　△　4.7　△　3.8

一般廃棄物処理事業債

　　　

339,849

　

0.5

　

4,458,591

　

7.4

　

4,798,440

　

3.6

　

4,696,183

　

3.6

　　

102,257

　　

2.2

　　

4.7

厚生福祉施設整備事業債

　　　

310,425

　

0.4

　

1,493,879

　

2.5

　

1,804,304

　

1.3

　

1,981,320

　

1.5

　

△177,016

　

△8.9

　

△7.5

社会福祉施設整備事業債

　　　

42,788

　

0.1

　　　

70,500

　

0.1

　　

113,289

　

0.1

　　　

48,690

　

0.0

　　　

64,599

　　

132.7

　　

皆増

地域財政特例対策債

　　　

29,277

　

0.0

　　　

1,924

　

0.0

　　

31,201

　

0.0

　　

36,971

　

0.0

　

△

　

5,770△15.6△13.5

退

　　

職

　　

手

　　

当

　　

債

　　　

188,995

　

0.3

　　　

11,679

　

0.0

　　

200,673

　

0.1

　　　

191,519

　

0.1

　　　

9,154

　　　

4.8

　　　

6.6

転

　　　　　

貸

　　　　　

債

　　　

295,158

　

0.4

　　

336,284

　

0.6

　　

631,442

　

0.5

　　

631,595

　

0.5

　

△

　　

153

　

△

　

0.0

　　　

1.2

過

　

疎

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

－

　　

－

　　

2,425,982

　

4.0

　

2,425,982

　

1.8

　

2,414,933

　

1.8

　　　

11,049

　　　

0.5

　　　

0.5

国の予算貸付･政府関係機関貸付債

　　　

851,837

　

1.1

　　

217,641

　

0.4

　　

1,069,477

　

0.8

　　

1,201,675

　

0.9

　

△132,198

　

△11.0

　

△12.6

地域改善対策特定事業債

　　　　　

593

　

0.0

　　

175,784

　

0.3

　　

176,377

　

0.1

　　

212,130

　

0.2

　

△35,753

　

△16.9

　

△15.6

減

　

収

　

補

　

（

;

和5

謡

度

ず

　　

82,244

　

0.1

　　　

4,520

　

0.0

　　　

86,764

　

0.1

　　　

90,595

　

0.1

　

△

　

3,831

　

△

　

4.2

　

△

　

4.2

財

　　

政

　　

対

　　

策

　　

債

　　　　

12,645

　

0.0

　　　

2,316

　

0.0

　　　

14,962

　

0.0

　　　

16,117

　

0.0

　

△

　

1,155

　

△

　

7.2

　

△

　

9.7

1廿

　　

■

　　

夕寸

　　

■

　　

ｲ責

　　

1,517,751

　

2.0

　　

1,629,651

　

2.7

　

3,147,412

　

2.3

　

3,079,129

　

2,4

　　　

68,283

　　　

2.2

　　　

4.0

減

　

収

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　

4 323,234　5.8　　593,713　　1.0　4,916,948　　3.6　　5,301,836　4.0　△384,888　△　7.3　△　1.9

　

（昭和57･61･平成5~7･9~13年度分）

　　

’

臨

　

時財

　

政特例

　

債

　　

1,895,110

　

2.5

　　

474,132

　

0.8

　

2,369,243

　

1.8

　

2,687,289

　

2.1

　

△318,046

　

△ｎ.8

　

△10.4

公共事業等臨時特例債

　　　

138,090

　

0.2

　　

91,270

　

0.2

　　

229,360

　

0.2

　　

331,917

　

0.3

　

△102,557△30.9△22.7

減

　

税

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　

2,089,394

　

2.8

　

4,323,753

　

7.2

　

6,413,147

　

4.8

　

6,227,204

　

4.8

　　　

185,943

　　　

3.0

　　　

4.1

臨時税収補てん債

　　　

517,202

　

0.7

　　

682,846

　

1.1

　

1,200,048

　

0.9

　

1,265,429

　

1.0

　

△65,381

　

△5.2△4,9

臨

　

時

　

財

　

政

　

対

　

策

　

債

　　

1,897,647

　

2.5

　

1,944,226

　

3.2

　

3,841･873

　

2.8

　

1,226,941

　　

0.9

　

2,614,932

　　

213.1

　　

皆増

調

　　　　

整

　　　　

債

　　　

354,098

　

0.5

　　

119,589

　

0.2

　　

473,686

　

0.4

　　

549,031

　

0.4

　

△75,345

　

△13.7

　

△ｎ.8

　　

（昭和60･61･62･63年度分）

減

　

収

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　　

532,881

　

0.7

　　　

83,338

　

0.1

　　

616,219

　

0.5

　　　　　

－

　　

－

　　　

616,219

　　

皆増

　　　

－

　　　　　　　

（平成14年度分）

者5

　

道

　

府

　

県

　

貸

　

付

　

１こ

　　　　　　

ー

　　

－

　　

1,128,135

　

1.9

　　

1,128･135

　

0.8

　　

1,159,926

　

0.9

　

八

　

31,791

　

△

　

2.7

　

八

　

4.5

･ｔ

　　　　　

び）

　　　　

・

　　

1,550,279

　

2.3

　

2,586,006

　　

4.1

　　

4,236,287

　

3.0

　

4,148,746

　

3.1

　　　

87,541

　　　

2.1

　　　

2.0

　

/jヽ

　　　　　　　　

訂-

　　　

73,991,61 0　99･ 2　609 1049 486　99. 6　134･ 096･ 096　99. 4　130･ 861 9470　99. 9　39 234, 626　　　2. 5　　　2. 2

　　

うち減収補てん債

　　

5,674,108

　

7.6

　　

740,463

　　

1.2

　　

6,414,571

　

4.8

　

6,323,449

　

4.8

　　　

91,122

　　　

1.4

　

△

　

2.7

特定資金公共投資事業債

　　　

575,411

　

0.8

　　　

247,125

　

0.4

　　

822,535

　

0.6

　　　

75,594

　

0.1

　　　

746,941

　　

988.1

　　

皆増

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　

74,567,020

　

100.0

　

60･351･611

　

100.0

　

134･918･631

　

100.0

　

130･937･065 100.0　3,981,566　　　3.0　　　2.2

資99－



その２

　

借入先別内訳

第97表

　

地

　

方

　

債

　

現

　

在

　

高

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

14

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

合

　

計

　

額

　　　

合

　

計

　

額

　　　

増減額

　

増減率

　

昌：

政

　　　

府

　　　

資

　　　

金

　　

27,836,609

　

37.3

　

33,466,287

　

55.5

　

61,302,896

　

45.4

　

59,320,667

　

45.3

　　

1,982,229

　　　

3.3

　　　

3.5

　　

財

　

政

　

融

　

資

　

資

　

金

　　

22,468,164

　

30.1

　

24,654,940

　

40.9

　

47,123,104

　

34.9

　

46,472,057

　

35.5

　　

651,047

　　　

1.4

　　　

2.4

　　

郵

　　

貯

　　

資

　　

金

　　　

879,431

　　

1.2

　　

875,071

　　

1.4

　　

1,754,502

　

1.3

　　

735,262

　

0.6

　　

1,019,240

　　

138.6

　

1,863.9

　　

簡

　　

保

　　

資

　　

金

　　

4,489,014

　

6.0

　

7,936,276

　

13.2

　

12,425,290

　

9.2

　

12,113,348

　

9.3

　　

311,942

　　　

2.6

　　　

1.9

公営企業金融公庫

　

3,112,383

　

4.2

　

5,323,480

　

8.8

　

8,435,863

　

6.3

　

8,365,960

　

6.4

　　

69,903

　　

0.8

　　

1.3

V?ことりななな昌:?驚??

　　　

851,764

　

1.1

　　

217,641

　

0.4

　

1,069,404

　

0.8

　

1,201,675

　

0.9

　

△132,271

　

△11.0

　

△12.6

市

　　

中

　　

銀

　　

行

　

28,383,349

　

38.1

　

11,222,453

　

18.6

　

39,605,802

　

29.4

　

39,882,883

　

30.5

　

△277,081

　

△0.7

　

△

　

1.6

その他の金融機関

　　

2,804,805

　

3.8

　

3,049,264

　

5.1

　

5,854,070

　

4.3

　

5,625,737

　

4.3

　　

228,333

　　

4.1

　　

7.2

保

　　

険

　　

会

　　

社

　　

等

　　　

108,550

　

0.1

　　

297,965

　

0.5

　　

406,515

　

0.3

　　

442,679

　

0.3

　

△

　

36,164

　

△

　

8.2

　

△

　

6.5

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　

1,613

　

0.0

　　　　

78

　

0.0

　　　

1,691

　

0.0

　　　

1,384

　

0.0

　　　

307

　　

22.2△25.5

市

　　

場

　　

公

　　

募

　　

債

　　

10,436,717

　

14.0

　

4,187,468

　

6.9

　

14,624,185

　

10.8

　

13,167,504

　

10.1

　　

1,456,681

　　

n.i

　　

10.0

共

　　　　　

済

　　　　　

等

　　　

309,523

　

0.4

　　

1,185,988

　

2.0

　

1,495,512

　　

1.1

　　

1,529,935

　

1.2

　

△

　

34,423

　

△

　

2.2

　

△

　

2.3

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

146,297

　

0.2

　　

1,153,862

　　

1.8

　

1,300,158

　

1.0

　

1,323,046

　

0.9

　

△

　

22,888

　

△

　

1.7

　

△

　

2.7

　

小

　　　　　　　　　

計

　　　

73,991,610

　

99.2

　

60,104,486

　

99.6

　

134,096,096

　

99.4

　

130,861,470

　

99.9

　

3,234,626

　　　

2.5

　　　

2.2

特

　　　

定

　　　

資

　　　

金

　　　

575,411

　

0.8

　　

247,125

　

0.4

　　

822,535

　

0.6

　　　

75,594

　

0.1

　　　

746,941

　　

988.1

　　

皆増

　

合

　　　　　　　　

計

　　　

74,567,020 100.0　60,351,611　100.0　134,918,631　100.0　130,937,065100.0　3,981,566　　　3.0　　　2.2

その３

　

利率別内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　　　　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　　　

合

　　　

計

　　　

額

1 . 5 %　　　以　　　下　　　　　　18,827,442　　　　　25.2　　　　　13,315,378　　　　　22.1　　　　　32,142,820　　　　　23.8

2. 0%　　　以　　　下　　　　　　21,634,654　　　　　29.0　　　　　15,572,234　　　　　25.8　　　　　37,206,889　　　　　27.6

2. 5%　　　以　　　下　　　　　　8,358,415　　　　　11.2　　　　　　5,851,759　　　　　　9.7　　　　　14,210,184　　　　　10.5

3. 0%　　　以　　　下　　　　　　5,215,850　　　　　　7.0　　　　　　5,660,904　　　　　　9.4　　　　　10,876,754　　　　　　8.1

3. 5%　　　以　　　下・　　　　　5,674,595　　　　　　7.6　　　　　　5,380,277　　　　　　8.9　　　　　11,054,873　　　　　　8.2

4 . 0 %　　　以　　　下　　　　　　3,647,693　　　　　　4.9　　　　　　2,682,494　　　　　　4.4　　　　　　6,330,187　　　　　　4.7

4. 5%　　　以　　　下　　　　　　4,542,476　　　　　　6.1　　　　　　4,337,813　　　　　　7.2　　　　　　8,880,289　　　　　　6.6

5. 0%　　　以　　　下　　　　　　3,783,542　　　　　　5.1　　　　　　2,868,867　　　　　　4.8　　　　　　6,652,409　　　　　　4.9

5. 5%　　　以　　　下　　　　　　　927,480　　　　　　1.2　　　　　　1,193,053　　　　　　2.0　　　　　　2,120,533　　　　　　1.6

6. 0%　　　以　　　下　　　　　　　105,906　　　　　　0.1　　　　　　　174,317　　　　　　0.3　　　　　　　280,222　　　　　　0.2

6. 5%　　　以　　　下　　　　　　　517,157　　　　　　0.7　　　　　　　966,680　　　　　　1.6　　　　　　1,483,837　　　　　　1.1

7

　

0％

　　　

以

　　　

下

　　　　　　　

909,261

　　　　　　

1.2

　　　　　　　

943,315

　　　　　　

1.6

　　　　　　

1,852,576

　　　　　　

1.4

7. 0%　　　　　　　　超　　　　　　　422,550　　　　　　0.6　　　　　　1,404,510　　　　　　2.3　　　　　　1,827,059　　　　　　1.4

　　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　

74,567,020

　　　　　

100.0

　　　　　

60,351,611

　　　　　

100.0

　　　　　

134,918,631

　　　　　

100.0

一資100－



その４

　

推

　　

移

第97表

　

地

　

方

　

債

　

現

　

在

　

高

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　　　　

合

　　　　

計

　　　　

額

　

区

　　　　　　

分

　　　

現

　

在

　

高

　　

指

　　

数

　　

鸚ま肇

　

現

　

在

　

高

　　

指

　　

数

　　

鸚ごjt

　

現

　

在

　

高

　　

指

　　

数

　　

鸚ごま

昭

　

和

　

49

　

年

　

度

　　　

3,688,067

　　　　

100

　　　　

23.3

　　

4,851,720

　　　　

100

　　　　

26.4

　　

8,539,787

　　　　

100

　　　　

25.0

平

　

成

　

７

　

年

　

度

　　

46,501,095

　　　

1,261

　　　　

18.1

　　

46,360,035

　　　　

956

　　　　

12.9

　　

92,861,130

　　　

1,087

　　　　

15.4

　　　　　

8

　　　　　　　

52,353,557

　　　

1,420

　　　　

12.6

　　

50,977,752

　　　

1,051

　　　　

10.0

　

103,331,319

　　　

1,210

　　　　

11.3

　　　　　

9

　　　　　　　

57,405,918

　　　

1,557

　　　　

9.7

　　

54,091,225

　　　

1,115

　　　　

6.1

　

111,497,143

　　　

1,306

　　　　

7.9

　　　　　

10

　　　　　　　

63,141,507

　　　

1,712

　　　　

10.0

　　

56,921,904

　　　

1,173

　　　　

5.2

　

120,063,411

　　　

1,406

　　　　

7.7

　　　　　

11

　　　　　　　

67,330,090

　　　

1,826

　　　　

6.6

　　

58,268,475

　　　

1,201

　　　　

2.4

　

125,598,565

　　　

1,471

　　　　

4.6

　　　　　

12

　　　　　　　

69,544,758

　　　

1,886

　　　　

3.3

　　

58,540,214

　　　

1,207

　　　　

0.5

　

128,084,971

　　　

1,500

　　　　

2.0

　　　　　

13

　　　　　　　

71,578,559

　　　

1,941

　　　　

2.9

　　

59,282,912

　　　

1,222

　　　　

1.3

　

130,861,470

　　　

1,532

　　　　

2.2

　　　　　

14

　　　　　　　

73,991,610

　　　

2,006

　　　　

3.4

　　

60,104,486

　　　

1,239

　　　　

1.4

　

134,096,096

　　　

1,570

　　　　

2.5

（注）平成13年度以降については、特定資金公共投資事業債を除いている

その１

　

日的別内訳

第98表

　

債務負担行為額（翌年度以降支出予定額）の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

平

　　　　　

成

　　　　　

14

　　　　　

年

　　　　　

度

　　　　　　　　

工成U年度

　

増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

市

　　

町

　　

村

　　　　　

合

　　

計

　　

額

　　　　

゜計

　

額

１

　

物件の購入等に係るもの

　　

3,981,774

　　　

63.8

　　

4,095,258

　　　

61.3

　　

8,077,033

　　　

62.5

　　

8,861,241

　　

△8.8

　　　

土地の購入に係るもの

　　　

941,398

　　　

15.1

　　

2,070,490

　　　

31.0

　

3,011,887

　　　

23.3

　　

3,356,132

　　

△10.3

　　　

建造物の購入に係るもの

　　　

831,930

　　　

13.3

　　　

571,893

　　　　

8.6

　　

1,403,823

　　　

10.9

　　

1,481,308

　　　

△5.2

　　　

その他の物件の購入に係るもの

　　　　

78,667

　　　　

1.3

　　　

114,285

　　　　

1.7

　　　

192,953

　　　　

1.5

　　　

176,351

　　　　　

9.4

　　　

製造・工事の請負に係るもの

　　　

2,129,780

　　　

34.1

　　

1,338,590

　　　

20.1

　　

3,468,369

　　　　

26.9

　　

3,847,450

　　　

△

　

9.9

2

　

債務保証又は損失補償に係るもの

　　　　

17,509

　　　　

0.3

　　　

33,693

　　　　

0.5

　　　

51,202

　　　　

0.4

　　　

46,761

　　　　　

9.5

　　　

地方三公社に係るもの(A)

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

7,067

　　　　

0.1

　　　　

7,067

　　　　

0.1

　　　　

8,018

　　　

△11.9

　　　

でで浅7jt万二jt71ﾌﾞｸぶ

　　

17,503

　　

03

　　

717

　　

00

　　

18,220

　　

0.1

　　

16,923

　　

7.7

　　　

地方公共団体が出資・出えん

　　　

している法人のうち(Ａ)(Ｂ)以

　　　　　　

6

　　　　

0.0

　　　　

6,497

　　　　

0.1

　　　　

6,503

　　　　

0.1

　　　　

5,865

　　　　

10.9

　　　

外に係るもの

　　　

公社，協会等に係るもの

　　　　　

ー

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

19,412

　　　　

0.3

　　　

19,412

　　　　

0.1　　　15,955　　　　21.7

3

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　

2,240,868

　　　　

35.9

　　

2,547,062

　　　　

38.2

　　

4,787,930

　　　　

37.1

　　

5,001,296

　　　

△

　

4,3

　　　

利子補給等に係るもの

　　　

778,629

　　　

12.5

　　

655,373

　　　

9･8

　　

1,434,002

　　　

11.1

　　

1,692,140

　　

△15.3

　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

1,462,239

　　　

23.4

　　

1,891,689

　　　　

28.4

　　

3,353,928

　　　　

26.0

　　

3,309,156

　　　　　　

1.4

　　

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　

6,240,151

　　　

100.0

　　

6･676･013

　　　

100.0

　

12,916,165

　　　

100.0

　

13,909,298

　　　

△

　

7.1

（注）

　

１

　　　　　

２

「２債務保証又は損失補償に係るもの」には、履行すべき額の確定したものを計上している。

「３その他」には、実質的な債務負担に係るものを含む。
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その２

　

推

　　

移

第98表

　

債務負担行為額（翌年度以降支出予定額）の状況（つづき）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円･％）

　　　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

１

　

物件の購入等に係るもの

　　

２

　

箆曹7薦又は損失補償に

　　　　

３

　

そ

　　

の

　　　

他

　

区

　　　

分

　　　　　　　

支

　　

出

　　　　　　

対前年度

　

支

　　

出

　　　　　　

対前年度

　

支

　　

出

　　　　　　

対前年度

　

支

　　

出

　　

。

　

数

　

対前年度

　　　　　　　

予定額

　

指数増減率

　

予定額

　

指数増減率

　

予定額

　

指数増減率

　

予定額

　

指

　　　

増減率

平成９年度

　

17,338,620

　　

100

　　

0.7

　

12,434,345

　　

100

　　

0.1

　　

65,557

　　

100

　　

18.3

　

4,838,718

　　

100

　　

2.1

　　

10

　　　　

15,918,648

　　　

92

　

△8.2

　

10,970,236

　　　

88

　

△ｎ.8

　　

107,196

　　

164

　　

63.5

　

4,841,216

　　　

100

　　

0.1

　　

11

　　　　

15,349,944

　　　

89

　

△3.6

　

10,246,645

　　　

82

　

△6.6

　　　

60,318

　　　

92

　

△43.7

　

5,042,981

　　　

104

　　

4.2

　　

12

　　　

14,717,240

　　

85△4.1

　

9,632,167

　　　

77△6.0

　　

69,933

　　

107

　　

15.9

　

5,015,140

　　

104△0.6

　　

13

　　　

13,909,298

　　

80△5.5

　

8,861,241

　　

71△8.0

　　

46,761

　　

71△33.1

　

5,001,296

　　

103△0.3

　　

14

　　　　

12,916,165

　　　

74

　

△

　

7.1

　

8,077,033

　　　

65

　

△

　

8.8

　　　

51,202

　　　

78

　　　

9.5

　

4,787,930

　　　

99

　

△

　

4.3

その１

　

日的別内訳

第99表

　

積

　

立

　

金

　

現

　

在

　

高

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　

分

　　　

都

　

道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

合

　

計

　

額

　　　

合

　

計

　

額

　　

増減額

　

増減率

　

Ｕ：

財政調整基金

　　

534,810

　

12.4

　

3,250,765

　

31.3

　

3,785,575

　

25.8

　　

3,847,176

　

24.5

　

△

　

61,601

　

△1.6

　　　

7.5

減

　

債

　

基

　

金

　

1,376,846

　

32.0

　

1,394,299

　

13.4

　

2,771,144

　

18.9

　　

3,147,877

　　

20.1

　

△

　

376,733

　

△12.0

　

△5.2

その他特定目的基金

　　

2,390,714

　

55.6

　

5,726,627

　

55.2

　

8,117,341

　

55.3

　　

8,689,126

　　

55.4

　

△

　

571,785

　

△

　

6.6

　　　

2.2

　

合

　　　　

計

　　

4,302,369

　

100.0

　

10,371,692

　

100.0

　

14,674,061

　

100.0

　

15,684,180

　

100.0

　

△1,010,119

　

△6.4

　　　

1.8

その２

　

推

　　

移 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　

額

　　　　

財政調整基金

　　　　

減

　

債

　

基

　

金

　　　　　

その他特定目的基金

区

　　　　　　　

分

　　

積立ｔ

　

鸚ぎ:

　

９にこ・

　

鸚ご:

　

積

　

立

　

金

　　

4な:

　

積立ｔ

　

:4讐：

平

　

成

　

５

　

年

　

度

　　　

20,269,043

　　　

△

　

2.2

　　　

3,686,424

　　　

△

　

4.6

　　　

6,100,175

　　

△

　

7.4

　　　

10,482,444

　　　　　

2.0

　　　　

6

　　　　　　

19,399,235

　　

△4.3

　　

3,653,922

　　

△0.9

　　

5,479,537

　　

△10.2

　　

10,265,776

　　

△2.1

　　　　

7

　　　　　　　　

18,328,249

　　　

△

　

5.5

　　　

3,551,637

　　

△

　

2.8

　　　

4,960,088

　　

△

　

9.5

　　　

9,816,524

　　　

△

　

4.4

　　　　

8

　　　　　　　　

17,758,090

　　

△

　

3.1

　　　

3,611,156

　　　　　

1.7

　　　

4,557,902

　　　

△

　

8.1

　　　

9,589,033

　　　

△

　

2.3

　　　　

9

　　　　　　

16,467,569

　　

△7.3

　　

3,304,397

　　

△8.5

　　

4,038,939

　　

△11.4

　　

9,124,233

　　

△4.8

　　　　

10

　　　　　　　

15,252,232

　　

△

　

7.4

　　　

3,183,000

　　

△3.7

　　　

3,488,244

　　

△13.6

　　　

8,580,988

　　

△

　

6.0

　　　　

11

　　　　　　　　

15,789,002

　　　　

3.5

　　　

3,195,436

　　　　

0.4

　　　

3,262,312

　　　

△

　

6.5

　　　

9,331,253

　　　　　

8.7

　　　　

12

　　　　　　

15,400,028

　　

△2.5

　　

3,577,743

　　　

12.0

　　

3,321,126

　　　　

1.8

　　

8,501,159

　　

△8.9

　　　　

13

　　　　　　　　

15,684,180

　　　　　

1.8

　　　

3,847,176

　　　　

7.5

　　　

3,147,877

　　

△

　

5.2

　　　

8,689,126

　　　　

2.2

　　　　

14

　　　　　　

14,674,061

　　

△6.4

　　

3,785,575

　　

△1.6

　　

2,771,144

　　

△12.0

　　

8,117,341

　　

△6.6
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第100表平成14年度資金収支の状況

(単位

　

百万円・％)

　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　

（注）地方税に含まれる地方消費税は、都道府県間の清算を行う前の額である。
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その１

　

道路の状況

第101表道路 橋りょうの状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

平成14年度(15.4.1現在）

　　

平成13年度(14.4.1現在）

　　　　

増

　　　　　　

減

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　

計

　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　

計

　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　

計

実

　　　　

延

　　　　

長（km）（A）

　　

126,888

　　

992,958

　

1,119,846

　　

126,833

　　

988,004

　

1,114,837

　　　　

55

　　　

4,954

　　　

5,009

　

，改

　

良

　

済

　

延

　

長（km）（B）

　　

96,614

　　

529,851

　　

626,475

　　

95,976

　　

520,817

　　

616,793

　　　

638

　　

9,044

　　

9,682

　

j
j

舗

　

装

　

済

　

延

　

長（km）（c）

　

120,867

　　

740,437

　

861,304

　　

120,500

　　

731,456

　

851,956

　　　

367

　　

8,981

　　

9,348

　　　

自動車交通不能道延長（kmnD）

　　　

1,818

　　

163,195

　　

165,013

　　　

1,849

　　

164,893

　　

166,742

　

△

　　

31

　

△

　

1,698

　

△

　

1,729

改

　　

良

　

率（B）バA）×100(%)　　76.1　　53.4　　55.9　　75.7　　52.7　　55.3　　　0.4　　　0.7　　　0.6

舗

　　

装

　　

率（c）/（A）×100（％）

　　

95.3

　　

74.5

　　

76.9

　　

95.0

　　

74.0

　　

76.4

　　　

0.3

　　　

0.6

　　　

0.5

自動車交通不能道比率（Ｄ）バA）×100(%)　　　　1.4　　　16.4　　　14.7　　　　1.5　　　16.7　　　15.0　△　0.1　△　　0.3　△　　0.3

その２

　

橋りょうの状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成14年度(15.4.1現在）

　　

平成13年度(14.4.1現在）

　　　　

増

　　　　　　

減

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　

計

　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　

計

　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　

計

総

　

橋

　　

り

　　

ょ

　　

う

　　

数（A）

　　

99,269

　　

520,558

　　

619,827

　　

99,066

　　

520,265

　　

619,331

　　　　

203

　　　　

293

　　　　

496

　　

永

　　

久

　　

橋

　　

数（B）

　　

98,958

　　

507,082

　　

606,040

　　

98,739

　　

506,344

　　

605,083

　　　　

219

　　　　

738

　　　　

957

　　

混

　　

合

　　

橋

　　

数

　　　　　　　

73

　　　　

992

　　　

1,065

　　　　

79

　　　　

988

　　　

1,057

　

△

　　　

6

　　　　　

4

　

△

　　　

2

　　

木

　　　　

橋

　　　　

数

　　　　　　　

238

　　

12,484

　　

12,722

　　　　

248

　　

12,933

　　

13,181

　

△

　　

10

　

△

　　

449

　

△

　

459

荷

　

重

　

制

　

限

　

橋

　

数（C）

　　　

325

　　　

7,210

　　　

7,535

　　　　

349

　　　

7,357

　　　

7,716

　

△

　　

24

　

△

　　

157

　

△

　　

181

交

　

通

　

不

　

能

　

橋

　

数（D）

　　　

446

　　

48,644

　　

49,090

　　　　

441

　　

49,193

　　

49,634

　　　　　

5

　

△

　　

549

　

△

　　

544

永久橋比率（B）/（A）×100（％）

　　

99.7

　　

97.4

　　

97.8

　　

99.7

　　

97.3

　　

97.7

　　　

－

　　　

0,1

　　　

0.1

荷重制限橋比率（C）/（A）×100（％）

　　　　

0.3

　　　　

1.4

　　　　

1.2

　　　　

0.4

　　　　

1.4

　　　　

1.2

　

△

　　

0.1

　　　　

－

　　　　

一

交通不能橋比率

　

価）/（A）×100（％）

　　　　

0.4

　　　　

9.3

　　　　

7.9

　　　　

0,4

　　　　

9.5

　　　　

8.0

　　　　

－

　

△

　　

0.2

　

△

　　

0.1

第102表公営住宅等の管理状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成14年度(15. 3.31現在）　平成13年度(14. 3.31現在）　　　増　　　　　　減

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

都道府県

　

市町村

　

合

　

計

　

都道府県

　

市町村

　

合

　

計

　

都道府県

　

市町村

　

合

　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（戸）

　　

（戸）

　　

（戸）

　　

（戸）

　　

（戸）

　　

（戸）

　　

（戸）

　　

（戸）

　　

（戸）

公

　　　　

営

　　　　

住

　　　　

宅

　　

931,385

　

1,246,703

　

2,178,088

　　

928,636

　

1,242,896

　

2,171,532

　　　

2,749

　　　

3,807

　　　

6,556

　　　　　

木

　　　　　　　

造

　　

4,249

　　

95,139

　　

99,388

　　

4,151

　　

96,257

　

100,408

　　　

98

　

△1,118

　

△1,020

　　　　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　

927,136

　

1,151,564

　

2,078,700

　　

924,485

　

1,146,639

　

2,071,124

　　　

2,651

　　　

4,925

　　　

7,576

改

　　　　

良

　　　　

住

　　　　

宅

　　　

19,897

　　

138,672

　　

158,569

　　

19,897

　　

138,120

　　

158,017

　　　　

－

　　　　

552

　　　　

552

　　　　　

木

　　　　　　　　　

造

　　　　　

30

　　　　

552

　　　　

582

　　　　

30

　　　　

491

　　　　

521

　　　　

－

　　　　

61

　　　　

61

　　　　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　　

19,867

　　

138,120

　　

157,987

　　

19,867

　　

137,629

　　

157,496

　　　　

－

　　　　

491

　　　　

491

単

　　　　

独

　　　　

住

　　　　

宅

　　　

17,037

　　

61,785

　　

78,823

　　

17,123

　　

58,529

　　

75,652

　

△

　　

86

　　　

3,257

　　　

3,171

　　　　　

木

　　　　　　　　　

造

　　　　　

85

　　

15,334

　　

15,419

　　　　

87

　　

14,937

　　

15,024

　

△

　　

2

　　　　

397

　　　　

395

　　　　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　　

16,952

　　

46,452

　　

63,404

　　

17,036

　　

43,592

　　

60,628

　

△

　　

84

　　　

2,860

　　　

2,776

　　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　

968,319

　

1,447,161

　

2,415,480　　965, 656　1 ,439, 545　2, 405, 201　　　2,663　　　7,616　　10,279

　　　　　

木

　　　　　　　　

造

　　　

4,364

　　

111,025

　

115,389

　　

4,268

　

111,685

　

115,953

　　　　

96

　

△

　

660

　

△

　

564

　　　　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　

963,955

　

1,336,136

　

2,300,091

　　

961,388

　

1,327,860

　

2,289,248

　　　

2,567

　　　

8,276

　　

10,843

公

　　

募

　　

戸

　　

数

　

（A）

　　

43,759

　　

68,929

　

112,688

　　

53,004

　　

74,946

　　

127,950

　

△9,245

　

△6,017

　

△15,262

応

　　　

募

　　　

件

　　　

数

　

（B）

　　

495,751

　　

482,433

　　

978,184

　　

474, 930　　440, 780　　915, 710　　20,821　　41,653　　52,474

入

　

居

　

競

　

争

　

率（倍）（Ｂ）バA）

　　　

11.3

　　　　

7.0

　　　　

8,7

　　　　

9.0

　　　　

5.9 7.2　　　　　2.3　　　　1.1　　　　　1.5
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第103表

　

公 園 の 状 況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成14年度(15.3.31現在）

　　

平成13年度(14.3,31現在）

　　　　

増

　　　　　　

減

　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

市町村立

　

市町村立以外

　

合

　　

計

　

市町村立

　

市町村立以外

　

合

　

計

　　

市町村立

　

市町村立以外

　

合

　

計

都市計画区域内人口（千人）

　　　

－

　　　　　

－

　

118,040

　　　　

－

　　　　　

－

　

117,611

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

429

全国人口（囃然詰問Ａ威

）

　

－

　　

128,583

　　　　

－

　　　　　

－

　　

128,311

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

272

都市公園等

　　　　

箇所数

　　　　

101･000

　　　　

747

　

101･747

　　

98･248

　　　　

729

　　

98･977

　　

2･752

　　　　　

18

　　

2,770

　

（都市計画区域内）面

　　

積（km2）

　

897.0

　　　

216.2

　

1,113.3

　　　

878.3

　　　　

212.7

　

1,091.0

　　　

18.7

　　　　　

3.5

　　　

22.3

その他公園

　　　　　

箇所数

　　　　　

4･387

　　　　　

243

　　

4･630

　　

4･283

　　　　　

233

　　

4･516

　　　　

104　　　　　10　　　114

　

（都市計画区域外）面

　　

積（km2）

　　　

114.3

　　　　

42.4

　　　

156.7

　　　

111.6

　　　　

30.2

　　　

141.8

　　　

2.7

　　　　

12.2

　　　

14.9

合

　

計-（公

　

ｌ）

　　

緩卜折・

　　　　

105,387

　　　　　

990

　　

105,377

　　

102,531

　　　　　

962

　　

103,493

　　

2,856

　　　　　

28

　　

2,884

　　　　　　　　　

面

　

積（km2）

　

1,011.3

　　　

258.6

　

1,270.0

　　

989,9

　　　

242.9

　

1,232.8

　　

21.4

　　　

15.7

　　

37.2

都市計画区域F*IAP 1合嵩4?m2/人）　　　　7.6　　　　　1.8　　　9.4　　　7.5　　　　　1.8　　　9.3　　　0.1　　　　　－　　　　0.1

全国人口１人当たり公園面積（m2/人）

　　　

7.9

　　　　　

2.0

　　　

9.9

　　　

7.7

　　　　　

1.9

　　　

9.6

　　　

0.2

　　　　　

0.1

　　　

0.3

その１

　

し尿処理

第104表

　

し尿及びごみ収集処理の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３、

　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　

(15.3.31現在）

　　　　　

(14.3.31現在）

　　　　　

増

　　　　　　

滅

処

　　　

理

　　　

計

　　　

画

　　　

人

　　　

口

　

（千人）

　　　　　　　　　　　

128,408

　　　　　　　　　

128,122

　　　　　　　　　

286

処

　　　　　　

理

　　　　　　

人

　　　　　　

口

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　

18,084

　　　　　　　　　　

19,507

　　　　　　

△

　

1,423

年

　　　

間

　　　

総

　　　

排

　　　

出

　　　

量

　

（千k1）（A）

　　　　　　　　　　

84,109

　　　　　　　　　　

77,004

　　　　　　　　

7,105

年

　　　

間

　　　

総

　　　

収

　　　

集

　　　

量

　

（千kl）（B）

　　　　　　　　　　

M,651

　　　　　　　　　　

15,543

　　　　　　

△

　　

892

年

　　　

間

　　　

総

　　　

処

　　　

理

　　　

量

　

（千k1）

　　　　　　　　　　　　

14,651

　　　　　　　　　　

15,543

　　　　　　

△

　　

892

　　

下

　

水

　

道

　

マ

　

ン

　

ホ

　

ー

　

ル

　

投

　

入

　

（千kl）（C）

　　　　　　　　　　　

478

　　　　　　　　　　　

441

　　　　　　　　　　

37

　　

処

　　　

理

　　　

施

　　　

設

　　　

処

　　　

理

　

（千kl) (D)　　　　　　　　　　13,594　　　　　　　　　　14,407　　　　　　△　　813

　　

そ

　　　　　　　　　

の

　　　　　　　　　

他

　

（干k1）

　　　　　　　　　　　　　

579

　　　　　　　　　　　

696

　　　　　　

△

　　

117

自

　　　　

家

　　　　

処

　　　　

理

　　　　

量

　

（千k1）

　　　　　　　　　　　　

69,458

　　　　　　　　　　

61,461

　　　　　　　　

7,997

　　

下

　　　　

水

　　　　

道

　　　　

放

　　　　

流

　

（千kl) (E)　　　　　　　　　　52,563　　　　　　　　　　44,239　　　　　　　　8,324

　　

し

　　　　

尿

　　　　

浄

　　　　

化

　　　　

槽

　

（千k1）（F）

　　　　　　　　　　

16,508

　　　　　　　　　　

16,790

　　　　　　

△

　　

282

　　

そ

　　　　　　　　　

の

　　　　　　　　　

他

　

（千k1）

　　　　　　　　　　　　　

387

　　　　　　　　　　　

431

　　　　　　

△

　　

44

収

　　　　

集

　　　　

職

　　　　

員

　　　　

数

　　

（人）

　　　　　　　　　　　　

8,407

　　　　　　　　　　

8,723

　　　　　　

△

　　

316

収

　　　

集

　　　

車

　　　

両

　　　

台

　　　

数

　　

（台）

　　　　　　　　　　　　

5,220

　　　　　　　　　　

5,382

　　　　　　

△

　　

162

　　

ノく

　　　

キ

　　　

ュ

　　　

ー

　　　

ム

　　　

車

　　

（台）

　　　　　　　　　　　　

4,975

　　　　　　　　　　

5,152

　　　　　　

△

　　

177

　　

運

　　　　　　　　　

搬

　　　　　　　　　

車

　　

（台）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

245

　　　　　　　　　　　　　

230

　　　　　　　　　　　　

15

処

　　　

理

　　　

場

　　　

職

　　　

員

　　　

数

　　

（人）

　　　　　　　　　　　　

7,067

　　　　　　　　　　

7,267

　　　　　　

△

　　

200

処

　　　

理

　　　

施

　　　

設

　　　

能

　　　

力

　

（k1/日）

　　　　　　　　　　

118,529

　　　　　　　　

120,945

　　　　　　

△

　

2,416

　　

処

　　　　　

理

　　　　　

施

　　　　　

設

　

（k1/日）

　　　　　　　　　　　

85,659

　　　　　　　　　

85,934

　　　　　　

△

　　

275

　　

海

　　　

洋

　　　

投

　　　

棄

　　　

船

　

（k1/日）

　　　　　　　　　　　

32,870

　　　　　　　　　

35,011

　　　　　　

△2,141

収

　　　　　　　　

集

　　　　　　

率（Ｂソ（A）×100（％）

　　　　　　　　

17.4

　　　　　　　　　　　　　

20.2

　　　　　　

△

　　

2.8

衛

　　　

生

　　　

処

　　　

理

　　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　

づ）

　

98.9

　　　　　　　　　　　　　

98.5

　　　　　　　　　　　

0.4
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その２

　

ごみ処理

第104表

　

し尿及びごみ収集処理の状況（つづき）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　　　　　　

減

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

(15.3.31現在）

　　　　

(14.3.31現在）

　　　　　

増

処

　　　

理

　　　

計

　　　

画

　　　

人

　　　

口

　

（千人）

　　　　　　　　　　　

128,564

　　　　　　　　　

128,268

　　　　　　　　　

296

処

　　　　　　

理

　　　　　　

人

　　　　　　

口

　

（千人）

　　　　　　　　　　　

128,482

　　　　　　　　　

128,165

　　　　　　　　　

317

年

　　　

間

　　　

総

　　　

排

　　　

出

　　　

量

　

（千t）（A）

　　　　　　　　　　

52,214

　　　　　　　　　

52,886

　　　　　

△

　　

672

年

　　　

間

　　　

総

　　　

収

　　　

集

　　　

量

　

（千t）（B）

　　　　　　　　　　

50,795

　　　　　　　　　

51,301

　　　　　

△

　　

506

年

　　　

間

　　　

総

　　　

処

　　　

理

　　　

量

　

（千t）

　　　　　　　　　　　　

50,795

　　　　　　　　　

51,301

　　　　　

△

　　

506

　　

焼

　　　　　

却

　　　　　

処

　　　　　

理

　

（千〇（C）

　　　　　　　　　　

41,580

　　　　　　　　　

41,887

　　　　　

△

　　

307

　　

高

　　

速

　　

堆

　　

肥

　　

化

　　

処

　　

理

　

（千t）（D）

　　　　　　　　　　　　

64

　　　　　　　　　　　

65

　　　　　

△

　　　

1

　　

埋

　　　　　

立

　　　　　

処

　　　　　

理

　

（千t）

　　　　　　　　　　　　

4,237

　　　　　　　　　　

4,830

　　　　　

△

　　

593

　　

そ

　　　　　　　　　

の

　　　　　　　　　

他

　

（千t）

　　　　　　　　　　　　

4,914

　　　　　　　　　　

4,519

　　　　　　　　　

395

　　　

（

　

再

　

掲

　

）圧

　

縮

　　　

破

　

砕

　

処

　

理

　

（千t）

　　　　　　　　　　　　

4,023

　　　　　　　　　　

3,844

　　　　　　　　　

179

自

　　　　

家

　　　　

処

　　　　

理

　　　　

量

　

（千t）

　　　　　　　　　　　　

1,419

　　　　　　　　　　

1,585

　　　　　

△

　　

166

収

　　　　

集

　　　　

職

　　　　

員

　　　　

数

　　

（人）

　　　　　　　　　　　　

72,201

　　　　　　　　　

71,902

　　　　　　　　　

299

収

　　　

集

　　　

車

　　　

両

　　　

台

　　　

数

　　

（台）

　　　　　　　　　　　　

38,813

　　　　　　　　　

37,963

　　　　　　　　　

850

　　

特

　　　　

殊

　　　　

運

　　　　

搬

　　　　

車

　　

（台）

　　　　　　　　　　　　

27,350

　　　　　　　　　

26,764

　　　　　　　　　

586

　　

運

　　　　　　　　

搬

　　　　　　　　

車

　　

（台）

　　　　　　　　　　　　

11,463

　　　　　　　　　

11,199

　　　　　　　　　

264

処

　　　

理

　　　

場

　　　

職

　　　

員

　　　

数

　　

（人）

　　　　　　　　　　　　

32,115

　　　　　　　　　

31,021

　　　　　　　　

1,094

処

　　　

理

　　　

施

　　　

設

　　　

能

　　　

力（ｔ／日）

　　　　　　　　　　　

153,219

　　　　　　　　

155,677

　　　　　

△

　

2,458

　　

焼

　　　　　

却

　　　　　

処

　　　　　

理（ｔ／日）

　　　　　　　　　　　

100,812

　　　　　　　　

105,368

　　　　　

△

　

4,556

　　

高

　　

速

　　

堆

　　

肥

　　

化

　　

処

　　

理（ｔ／日）

　　　　　　　　　　　　　

839

　　　　　　　　　　　

752

　　　　　　　　　

87

　　

圧

　　

縮

　　

・

　　

破

　　

砕

　　

処

　　

理（ｔ／日）

　　　　　　　　　　　

51,568

　　　　　　　　

49,557

　　　　　　　

2,011

収

　　　　　　

集

　　　　　　

率

　　

（B）/（A）×100（％）

　　　　　　　　　

97.3

　　　　　　　　

97.0

　　　　　　　

0.3

焼却及び高速堆肥化処理率

　

二⊆勺ぎp上×100（％）

　　　　　　　　　

79.8

　　　　　　　　　

79.3

　　　　　　　

0.5

（注）「年間総処理量」のうち中間処理としての圧縮・破砕処理量は、「年間総処理量」の最終処理方法別の各項目に区分して計上している。

　　　　

なお、「（再掲）圧縮・破砕処理」欄は、「年間総処理量」のうち圧縮・破砕処理による中間処理量を再掲したものである。
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第105表

　

下 水

　　

道 等

　

の 状

　

況

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　

こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

(15.3.31現在）

　　　　　

(14.3.31現在）

　　　　　　

増

　　　　　　

減

全国人口（住民基本台帳登載人口十外国人登録人口）（千人）（A）

　　　　　　　　　

128,583

　　　　　　　　　

128,311

　　　　　　　　　　　　

272

行

　　

政，

　

区

　　

域

　　

面

　　

積（km2）（B）

　　　　　　　

371,920

　　　　　　　

371,833

　　　　　　　　　　

87

　　　

現

　　

在

　　

排

　　

水

　　

人

　　

口

　

（千人）（C）

　　　　　　　　　

83,738

　　　　　　　　　　

81,252

　　　　　　　　　　

2,476

　　　

計

　

画

　

排

　

水

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（km2）（D）

　　　　　　　

20,717

　　　　　　　

20,296

　　　　　　　　

421

公

　

現

　

在

　

排

　

水

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（km2）（E）

　　　　　　　

13,185

　　　　　　　

12,571

　　　　　　　　

614

　　　

計

　

画

　

処

　

理

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（km2）（F）

　　　　　　　　

20,524

　　　　　　　　

20,103

　　　　　　　　　

421
共

　

現

　

在

　

処

　

理

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（km2）（G）

　　　　　　　

13,080

　　　　　　　

12,466

　　　　　　　　

614

　　　

現

　

在

　

処

　

理

　

区

　

域

　

内

　

人

　

口

　

（千人）

　　　　　　　　　　　

83,456

　　　　　　　　　　

80,970

　　　　　　　　　　

2,486
下

　

現

　

在水洗便所設置済人口（千人）

　　　　　　　　　

76,167

　　　　　　　　

73,689

　　　　　　　　

2,478

水

　

普

　　

及

　　

率（全国人口）（C）/（A）×100 (%)　　　　　　　　　　　65.1　　　　　　　　　　　63.3　　　　　　　　　　　1.8

　　　　　　

々

　　　

（行政区域面積）（E）/（B）×100（％）

　　　　　　　　　　　

3.5

　　　　　　　　　　　

3.4

　　　　　　　　　　　

0.1

道

　

処

　　

理

　　

率

　　　　　　　　

（G）/（E）×100（％）

　　　　　　　　　　

99.2

　　　　　　　　　　　

99.2

　　　　　　　　　　　

0.0

　　　

実

　　

施

　　

率（排水面積）（E）/（D）×100（％）

　　　　　　　　

63.6

　　　　　　　　

61.9

　　　　　　　　　

1.7

　　　　　　

ク

　　　

（処理面積）（G）/（F）×100（％）

　　　　　　　　　

63.7

　　　　　　　　　

62.0

　　　　　　　　　　

1.7

　　　

現在排水人口（うち汚水に係るもの）（千人）（H）

　　　　　　　　　　

2,995

　　　　　　　　　　

2,781

　　　　　　　　　　　

214

農排

　

現

　

在

　

処

　

理

　

区

　

域

　

内

　

人

　

□

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　

2,988

　　　　　　　　　　

2,774

　　　　　　　　　　　

214
柔姦

　

現在排水区域面積（うち汚水に係るもの）（km2）（I）

　　　　　　　　　　

1,834

　　　　　　　　　　

1,684

　　　　　　　　　　　

150

落設

　

現

　

在

　

処

　

理

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（km2）

　　　　　　　　　　　　

1,812

　　　　　　　　　　

1,661

　　　　　　　　　　　

151

　　　

現在水洗便所設置済人口（千人）

　　　　　　　　　　

2,206

　　　　　　　　　

2,007

　　　　　　　　　

199

　　　

現在排水人口（うち汚水に係るもの）（千人）（J）

　　　　　　　　　　　

126

　　　　　　　　　　　

115

　　　　　　　　　　　

11

漁排

　

現

　

在

　

処

　

理

　

区

　

域

　

内

　

人

　

口

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　　

125

　　　　　　　　　　　　　

114

　　　　　　　　　　　　　　

11
果迄

　

現在排水区域面積（うち汚水に係るもの）（km2）（K）

　　　　　　　　　　　

49

　　　　　　　　　　　

42

　　　　　　　　　　　　

7

落設

　

現

　

在

　

処

　

理

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（km2）

　　　　　　　　　　　　　

49

　　　　　　　　　　　

42

　　　　　　　　　　　　

7

　　　

現在水洗便所設置済人口（千人）

　　　　　　　　　　　

88

　　　　　　　　　　

79

　　　　　　　　　　

9

普

　

及

　

率（全国人口）（（Ｃ）十（Ｈ）十（J））/（A）×100（％）

　　　　　　　　

67.6

　　　　　　　　　

65.6

　　　　　　　　　

2.0

　　　

々

　　

（行政区域面積）（（Ｅ）十（Ｉ）十（K））/（B）×100（％）

　　　　　　　　　　　

4.1

　　　　　　　　　　　

3.8

　　　　　　　　　　　

0.3

　

コミュニティ

　　

プラント処理人口（千人）

　　　　　　　　　　　

405

　　　　　　　　　　

4n

　　　　　　　　　

△6

　

合

　

併

　

処

　

理

　

浄

　

化

　

槽

　

処

　

理

　

人

　

口（千人）

　　　　　　　　　　　

10,141

　　　　　　　　　　

9,817

　　　　　　　　　　　

324

第106表

　

保 育

　　

所 の 状

　　

況

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　

(14.10.1現在）

　　　　　　　　　　　

(13.10.1現在）

　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　　　

減

　　　　　　　　　　　

公

　　　

立

　

私

　　　

立

　

合

　　　

計

　

公

　　　

立

　

私

　　　

立

　

合

　　　

計

　

公

　　　

立

　

私

　　　

立

　

合

　　　

計

保育所箇所数

　　　　　　

13,998

　　　　

9,600

　　　

23,598

　　　

14,178

　　　

9,420

　　　

23,598

　　

△

　　

180

　　　　　

180

　　　　　

一

定

　　　　

員（人）

　　

1,148,267

　　　

856,512

　　

2,004,779

　　

1,153,577

　　　

832,251

　　

1,985,928

　　

△

　

5,410

　　　

24,261

　　　

18,851

在所者数（人）

　

1,052,606

　　

956,128

　

2,018,734

　

1,048,271

　　

918･358

　

1,966,629

　　　

14,335

　　　

37,770

　　　

52,105

専任職員数（人）

　　

172,292

　　

164,089

　　

336,381

　　

173･304

　　

162･827

　　

336,131

　　

△

　

1,012

　　　

1,262

　　　　　

250

（注）

　

保育所箇所数には、季節保育所を含まない。
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第107表

　

老

　

人

　

ホ

　

ー

　

ム

　

の

　

状

　

況

　　　　　　　　　　　　　　　　

平成14年度(14.10.1現在）

　　　　　　

平成13年度(13.10.1現在）

　　　　　　

増

　　　　　　　　

減

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

公

　

立

　

獣数

　

合

　　

計

　　

公

　　

立

　　

獣数

　

合

　　

計

　　

公

　　

立

　　

獣器

　

１

　

お

65歳以上の人口（人）

　　　　

－

　　　　

－

　

23,924,532

　　　　

－

　　　　

－

　

23,174,531

　　　　

－

　　　　

－

　　

750,001

65歳以上の要保護者数（人）

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

380,636

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

373,980

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

6,656

養ホ

　　

箇

　　

所

　　

数

　　　　　　　

584

　　　　

366

　　　　

950

　　　　

591

　　　　

358

　　　　

949

　　

△

　　

7

　　　　　

8

　　　　　

1
肇1

　

定

　　　　

員（人）

　　

40,567

　　

25,977

　　

66,544

　　

41,221

　　

25,144

　　

66,365

　

△

　

654

　　　　

833

　　　　

179

人

　　

専任職員数（人）

　　

10,255

　　

7,194

　　

17,449

　　

10,628

　　

7,188

　　

17,816

　

△

　

373

　　　　

6

　

△

　

367

箭↑

　

箇

　

所

　

数

　　　　　　

559

　　

4,311

　　　

4,870

　　　　

570

　　　

4,081

　　　

4,651

　

△

　

11

　　　　

230

　　　　

219

覆ム

　　

定

　　　　　

員（人）

　　　

39,815

　　

291,101

　　

330,916

　　　

40,999

　　

273,193

　　

314,192

　　

△1,184

　　　

17,908

　　　

16,724

叉

　　　

専任職貝数（人）

　　　

19,317

　　

145,708

　　

165,025

　　　

19,611

　　

135,288

　　

154,899

　　

△

　

294

　　　

10,420

　　　

10,126

軽ホ

　　

箇

　　

所

　　

数

　　　　　　　

119

　　　

1,580

　　　

1,699

　　　　

125

　　　

1,450

　　　

1,575

　　

△

　　

6

　　　　

130

　　　　

124

粟1

　　

定

　　　　

員（人）

　　　

5,528

　　　

66,508

　　　

72,036

　　　

5,853

　　　

60,923

　　　

66,776

　　

△

　

325

　　　

5,585

　　　

5,260

人

　　

専任職員数（人）

　　　　

901

　　　

10,148

　　

11,049

　　　　

961

　　　

9,860

　　

10,821

　　

△

　

60

　　　　

288

　　　　

228

　

合

　　

箇

　　

所

　　

数

　　　　　　

1,252

　　　

6,257

　　　

7,519

　　　

1,286

　　　

5,889

　　　

7,175

　　

△

　　

24

　　　　

368

　　　　

344

　　　　

定

　　　　

員（人）

　　　

85,910

　　

383,586

　　

469,496

　　　

88,073

　　

359,260

　　

447,333

　　

△2,163

　　　

24,326

　　　

22,163

　

計

　　

専任職員数（人）

　　

30,473

　　

163,050

　　

193,523

　　

31,200

　　

152,336

　　

183,536

　

△

　

727

　　

10,714

　　　

9,987

施設充足率（定員/人口）

　　　　

0.4

　　　　

1.6

　　　　

2.0

　　　　

0.4

　　　　

1.6

　　　　

1.9

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

0.1

（注）特別養護老人ホームは、厚生労働省調べ「介護サービス施設・事業所調査」によるものであり、うち平成14年度の専任職員数は、当該調査の常勤

　　

職員数である。
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その１

　

義務教育

第108表教育施設の状況（公立学校分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

小

　　　　　　

学

　　　　　　

校

　　　　　　　　

中

　　　　　　

学

　　　　　　

校

　　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

15.5.1現在

　　　

14.5.1現在

　　　

増

　　　

減

　　　

15.5.1現在

　　　

14.5.1現在

　　　

増

　　　

減

学

　　　　　

校

　　　　　

数

　　

（校）（A）

　　　　

23,381

　　　　　

23,559

　　　　

△

　

178

　　　　　

10,339

　　　　　

10,384

　　　　

△

　　

45

学

　　　　　

級

　　　　　

数

　

（学級）（B）

　　　　

268,938

　　　　

267,748

　　　　　

1,190

　　　　

112,225

　　　　

114,735

　　　　

△2,510

校

　　　

舎

　　　

面

　　　

積

　

（千㎡）（C）

　　　　

84,977

　　　　

84,885

　　　　　　

92

　　　　　

49,496

　　　　　

49,397

　　　　　　　

99

　　

木

　　　　　　　　　

造（千㎡）

　　　　　　　

1,729

　　　　　

1,778

　　　　

△

　　

49

　　　　　　

653

　　　　　　

712

　　　　

△

　　

59

　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　

（千㎡）（D）

　　　　

83,248

　　　　　

83,107

　　　　　　

141

　　　　　

48,842

　　　　　

48,685

　　　　　　

157

危

　

険

　

校

　

舎

　

面

　

積

　

（千㎡）（E）

　　　　　　

863

　　　　　　

867

　　　　

△

　　

4

　　　　　　

557

　　　　　　

555

　　　　　　　

2

校

　

舎

　

不

　

足

　

面

　

積（千㎡）

　　　　　　　

8,143

　　　　　

7,712

　　　　　　

431

　　　　　

2,406

　　　　　

2,633

　　　　

△

　

227

屋内運動場設置学校数

　

（校）（F）

　　　　

22,583

　　　　

22,749

　　　

△

　

166

　　　　

10,096

　　　　

10,127

　　　

△

　

31

屋

　

内

　

運

　

動

　

場

　

面

　

積

　

（千㎡）（G）

　　　　

17,789

　　　　　

17,777

　　　　　　　

12

　　　　　

11,277

　　　　　

11,223

　　　　　　　

54

プール設置学校数

　

（校）（H）

　　　　

19,965

　　　　

20,052

　　　

△

　

87

　　　　

7,513

　　　　

7,525

　　　

△

　

12

児

　

童

　　　　

生

　

徒

　

数（千人）（I）

　　　　　

7,112

　　　　　

7,125

　　　　

△

　　

13

　　　　　

3,479

　　　　　

3,597

　　　　

△

　

118

教

　　　　　

員

　　　　　

数

　

（千人）（J）

　　　　　　

402

　　　　　　

399

　　　　　　　

3

　　　　　　

234

　　　　　　

237

　　　　

△

　　

3

非木造校舎面積比率（D）/（C）×100（％）

　　　　　

98.0

　　　　　

97.9

　　　　　　

0.1

　　　　　

98.7

　　　　　

98.6

　　　　　　

0,1

危険校舎面積比率（E）/（C）×100（％）

　　　　　

1.0

　　　　　

1.0

　　　　　　

－

　　　　　

1.1

　　　　　

1.1

　　　　　　

－

屋内運動場設置学校比率（F）/（A）×100（％）

　　　　　

95.6

　　　　　　

96.6

　　　　　　　

－

　　　　　　

97.6

　　　　　　

97.5

　　　　　　

0.1

プール設置学校比率（H）/（A）×100（％）

　　　　　

85.4

　　　　　

85.1

　　　　　　

0.3

　　　　　

72.7

　　　　　

72.5

　　　　　　

0.2

児童生徒１人当たり校舎面積（m2）（C）/（I）

　　　　　

11.9

　　　　　　

11.9

　　　　　　　

－

　　　　　　

14.2

　　　　　　

13.7

　　　　　　

0.5

児童生徒１人当たり屋内運動場面積（m2）（G）/（I）

　　　　　

2,50

　　　　　

2.50

　　　　　　　

－

　　　　　　

3.24

　　　　　

3.12

　　　　　

0.12

1校当たり児童生徒数（人) (I)/(A)　　　　　　304　　　　　　302　　　　　　　2　　　　　　337　　　　　　346　　　△　　9

1学級当たり児童生徒数（人）（I）/（B）

　　　　　

26.4

　　　　　

26.6

　　　

△

　

0.2

　　　　　

31.0

　　　　　

31.4

　　　

△

　

0.4

教員１人当たり児童生徒数（人）（I）/（J）

　　　　　

17.7

　　　　　　

17.8

　　　　

△

　

0.1

　　　　　　

14.8

　　　　　　

15.2

　　　　

△

　

0.4

その２

　

高等学校

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　

15.5.1現在

　　　　　　　　　

14.5.1現在

　　　　　

増

　　　　　　

減

学

　　　　　　　　　

校

　　　　　　　　　

数

　

（校）（A）

　　　　　　　　　　　

4,118

　　　　　　　　　　　

4,138

　　　　　　

△

　

20

校

　　　　　　

舎

　　　　　　

面

　　　　　　

積（千㎡）（B）

　　　　　　　　　　　

38,874

　　　　　　　　　　　

38,984

　　　　　　

△

　

110

　　　　

木

　　　　　　　　　　　　　　　

造

　

汗㎡）

　　　　　　　　　　　　　　

356

　　　　　　　　　　　　　　　

364

　　　　　　

△

　　

8

　　　　

非

　　　　　　　

木

　　　　　　　

造

　

（千㎡）（C）

　　　　　　　　　　　

38,517

　　　　　　　　　　　

38,620

　　　　　　

△

　

103

危

　　　

険

　　　

校

　　　

舎

　　　

面

　　　

積（千㎡）（D）

　　　　　　　　　　　　

237

　　　　　　　　　　　　

271

　　　　　　

△

　

34

体

　　

育

　　

館

　　

設

　　

置

　　

学

　　

校

　　

数

　

（校）（E）

　　　　　　　　　　　

4,015

　　　　　　　　　　　

4,041

　　　　　　

△

　

26

体

　　　　

育

　　　　

館

　　　　

面

　　　　

積（千㎡）（F）

　　　　　　　　　　　

7,942

　　　　　　　　　　　

7,922

　　　　　　　　

20

プ

　　

ー

　　

ル

　　

設

　　

置

　　

学

　　

校

　　

数

　

（校）（G）

　　　　　　　　　　　

2,667

　　　　　　　　　　　

2,695

　　　　　　

△

　

28

生

　　　　　　　　　

徒

　　　　　　　　　

数（千人）（H）

　　　　　　　　　　　

2,686

　　　　　　　　　　　

2,774

　　　　　　

△

　

88

　　　　

全

　　　　　　　　

日

　　　　　　　

制

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　　

2,576

　　　　　　　　　　　

2,663

　　　　　　

△

　

87

　　　　

定

　　　　　　　

時

　　　　　　　

制

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　　　

107

　　　　　　　　　　　　　

107

　　　　　　　　　

－

　　　　

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　　

他

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　　　　

３

　　　　　　　　　　　　　

３

　　　　　　　　　

－

教

　　　　　　　　　

員

　　　　　　　　　

数

　

（千人）（I）

　　　　　　　　　　　　

195

　　　　　　　　　　　　　

199

　　　　　　

△

　　

4

非

　

木

　

造

　

校

　

舎

　

面

　

積

　

比

　

率（C）/（B）×100（％）

　　　　　　　　　　

99.1

　　　　　　　　　　

99.1

　　　　　　　

－

危

　

険

　

校

　

舎

　

面

　

積

　

比

　

率（D）/（B）×100（％）

　　　　　　　　　　

0.6

　　　　　　　　　　

0.7

　　　　　

△0.1

体

　

育

　

館

　

設

　

置

　

学

　

校

　

比

　

率（E）/（A）×100{%)　　　　　　　　　　　　97.5　　　　　　　　　　　　97.7　　　　　　△　0.2

プ

　

ー

　

ル

　

設

　

置

　

学

　

校

　

比

　

率（G）/（A）×100{%)　　　　　　　　　　　　64.8　　　　　　　　　　　　65.1　　　　　　△　0.3

生徒

　

１

　

人当た

　

り

　

校舎面積（m2）（B）/（H）

　　　　　　　　　

14.5

　　　　　　　　　　　　　　　

14.1

　　　　　　　　　　

0.4

生徒１人当たり体育館面積（m2）（F）/（H）

　　　　　　　　

2.96

　　　　　　　　

2.86

　　　　　

0.10

1

　　

校

　　

当

　　

た

　　

り

　　

生

　　

徒

　　

数（人）（H）/（A）

　　　　　　　　　　　　

652

　　　　　　　　　　　　　

670

　　　　　　

△

　

18

教

　

員

　

１

　

人

　

当

　

た

　

り

　

生

　

徒

　

数

　

（人）（H）/（I）

　　　　　　　　　　　　

13.8

　　　　　　　　　　　　

13.9

　　　　　　

△

　

0.1
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その３

　

幼稚園

第108表

　

教育施設の状況（公立学校分）（つづき）

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　

15.5.1現在

　　　　　　　　　

14.5.1現在

　　　　　　　

増

　　　

減

幼

　　　　　

稚

　　　　　

園

　　　　　

数（園）（A）

　　　　　　　　　　　　　

5,735

　　　　　　　　　　　

5,818

　　　　　

△

　　

83

現

　　　

在

　　　

入

　　　

園

　　　

者

　　　

数（人）（B）

　　　　　　　　　　　　

351,179

　　　　　　　　　　

363,287

　　　　　

△2,108

教

　　　　　　

員

　　　　　　

数（本務者のみ）（人）（C）

　　　　　　　　　　　　　

25,625

　　　　　　　　　　　

25,585

　　　　　　　　

40

1

　　

園

　　

当

　　

た

　　

り

　　

園

　　

児

　　

数（人）（B）/（A）

　　　　　　　　　　　　

63.0

　　　　　　　　　　　　

62.4

　　　　　　　　

0,6

教

　

貝

　

１

　

人

　

当

　

た

　

り

　

園

　

児

　

数（人）（B）/（C）

　　　　　　　　　　　　

14.1

　　　　　　　　　　　　

14.2

　　　　　

△

　

0.1

第109表

　

文化及び体育施設の状況（公立分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成14年度(15.3.31現在）

　　

平成13年度(14.3.31現在）

　　　　

増

　　　　　　

滅

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県立

　

市町村立

　

合

　　

計

　

都道府県立

　

市町村立

　

合

　　

計

　

都道府県立

　

市町村立

　

合

　　

計

県市公

　　

箇

　

所

　

数

　　　　　　　　

184

　　　

2,955

　　　

3,139

　　　　

181

　　　

2,926

　　　

3,107

　　　　　

3

　　　　

29

　　　　

32
民民ム
ムムコ

館館堂

　　

延

　

面

　

積（千m2）

　　　

2,430

　　

10,381

　　

12,811

　　　

2,391

　　

10,207

　　

12,598

　　　　

39

　　　　

174

　　　　

213

　

図

　　　

箇

　

所

　

数

　　　　　　　　　

65

　　　

2,633

　　　

2,698

　　　　

65

　　　

2,594

　　　

2,659

　　　　

－

　　　　

39

　　　　

39

　

書

　

館

　　　

蔵

　

書

　

数（万冊）

　　　

3,680

　　

28,213

　　

31,892

　　　

3,621

　　

27,180

　　

30,801

　　　　

59

　　　

1,033

　　　

1,091

　

博

　　　

箇

　

所

　

数

　　　　　　　　

147

　　　　

537

　　　　

684

　　　　

145

　　　　

518

　　　　

663

　　　　　

2

　　　　

19

　　　　

21

　

物

　

館

　　　

利用人員（万人）

　　　

2,344

　　　

3,987

　　　

6,330

　　　

2,138

　　　

4,080

　　　

6,219

　　　　

206△

　　

93

　　　　

n1

　

体

　　　

箇

　

所

　

数

　　　　　　　　

197

　　　

5,887

　　　

6,084

　　　　

196

　　　

5,758

　　　

5,954

　　　　　

1

　　　　

129

　　　　

130

　

育

　

館

　　　

延

　

面

　

積（千m2）

　　　

1,393

　　

13,367

　　

14,760

　　　

1,346

　　

13,084

　　

14,430

　　　　

47

　　　　

283

　　　　

330

　

望

　　　

箇

　

所

　

数

　　　　　　　　　

97

　　　

1,038

　　　

1,135

　　　　

97

　　　

1,029

　　　

1,126

　　　　

－

　　　　　

9

　　　　　

9

　

競

　

篇

　　　

敷地面積（千m2）

　　

3,116

　　

23,307

　　

26,423

　　　

3,066

　　

23,013

　　

26,078

　　　　

50

　　　

294

　　　

345

　

野

　　

箇

　

所

　

数

　　　　　　

157

　　

3,955

　　

4,112

　　　

161

　　

3,928

　　

4,089△

　　

4

　　　

27

　　　

23

　

球

　

場

　　　

敷地面積（千m2）

　　

2,907

　　

60,029

　　

62,936

　　

2,940

　　

59,669

　　

62,609△

　　

33

　　　

360

　　　

327

　

プ

　　　

箇

　

所

　

数

　　　　　　　　　　

247

　　　

4,406

　　　

4,653

　　　　

258

　　　

4,413

　　　

4,671△

　　　

11八

　　　　

7△

　　　

18

　

｜

　

ル

　　　　

ニ水面m m (・ra2)　　　　　233　　　2,247　　　　2,480　　　　233　　　2,261　　　2,494　　　　一八　　　14△　　　14

（注）博物館の利用人貝は、平成13年度及び14年度中の実績である。
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その１

　

財政力指数段階別

第110表主要公共施設整備状況（市町村分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

４

　

年

　

度

　

と

　

の

　

差

　　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

ロo未満図録?:次点L00Jﾕ上

　

計

　

口o未峠:雛訓溜録LOに上

　

計

　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　

数

　　　　

1,389

　　　

841

　　　

892

　　　

90

　　

3,212

　　　　　

財

　　

政

　　

力

　　

指

　　

数

　　　　　

0.19

　　

0.39

　　

0.68

　　

1.27

　　

0.41

　　

0.01

　　　　

－

　　　　

－

　　

0.05

　　　

－

財政状況公

　

債

　

費

　

負

　

担

　

比

　

率（％）

　　

21.4

　　

16.9

　　

16.9

　　

11.0

　　

17.1

　　　

5.8

　　　

4.5

　　　

5.5

　　　

1.7

　　　

5.5

　　　　　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率（％）

　　

87.2

　　

86.6

　　

88.2

　　

81.2

　　

87.4

　　

16.4

　　

14.8

　　

15.4

　　　

8.9

　　

15.1

、

　　　

改

　　　　　

良

　　　　　

率（％）

　　

48.2

　　

49.3

　　

56.3

　　

62.5

　　

53.0

　　　

5.1

　　　

5.3

　　　　

7.7

　　　　

5.0

　　　

7.6
復Jtう舗

　　　

装

　　　

率（％）

　　

64.3

　　

70.6

　　

80.1

　　

84.8

　　

74.3

　　　

0.8

　　　

0.7

　　　

5.7

　　　

2.1

　　　

5.7

　　　　　

永

　　　

久

　　　

橋

　　　

率（％）

　　

95.1

　　

97.4

　　

98.4

　　

98.9

　　

97.4

　　　

1.2

　　　

1.1

　　　

1.2

　　　

0.3

　　　

1.9

公

　　

園

　

IR素刄詣葦認霖人口１人当たり（㎡）

　　　

26.0

　　

14.0

　　　

9.0

　　　

7.8

　　　

9.8

　　

21.3

　　　

5.5

　　　

0.5

　　　

0.2

　　　

3.1

　　　　　

し

　

尿

　

衛

　

生

　

処

　

理

　

率（％）

　　

95.7

　　

96.6

　　

99.5

　　

99.7

　　

98.8

　　

15.7

　　　

7.3

　　　

5.1

　　　

1.1

　　

12.1
賞棄惣

　

ご

　　

み

　　

収

　　

集

　　

率（％）

　　

85.9

　　

91.7

　　

98.5

　　

98.9

　　

97.1

　　

14.2

　　

15.2

　　　

9.4

　　　

3.2

　　

18.8

　　　　　

ごみ焼却･高速堆肥化処理率（％）

　　

58.4

　　

66.3

　　

82.5

　　

82.1

　　

79.4

　　

12.6

　　

12.1

　　

14.1

　　　

2.4

　　

24.4

　　　　　

上

　

水

　

道

　

等

　

普

　

及

　

率（％）

　　

88.2

　　

92.2

　　

99.3

　　

98.8

　　

97.6

　　　

9.4

　　　

6.3

　　

10.0

　　

23.3

　　

14.8
上下水道公共下水道普及率（対行政区域内人口）（％）

　　

19.8

　　

34.3

　　

70.5

　　

71.5

　　

62.7

　　

16.3

　　

24.4

　　

46.2

　　

27.2

　

50.5

　　　　　

小非木造校舎面積比率（％）

　　

92.5

　　

96.2

　　

99.0

　　

99.5

　　

97.9

　　　

4.6

　　　

4.0

　　　

1.8

　　　

－

　　　

6.1

　　　　　

学危険校舎面積比率（％）

　　

2.0

　　

1.5

　　

0.8

　　

0.6

　　

1.1

　

△0.3

　

△0.1

　　

0.2

　　　

－

　

△0.5

　　　

=、校

　

屋内運動場設置学校比率（％）

　　　

92.5

　　

95.6

　　

98.2

　　

98.5

　　

96.5

　

△0.5

　　

1.1

　　

1.6

　　

1.7

　　

2.1
学校施ま

　

中

　

非木造校舎面積比率（％）

　　

95.8

　　

97.7

　　

99.3

　　

99.4

　　

98.6

　　　

3.9

　　　

3.2

　　　

1.8

　　　

－

　　　

4.3

　　　　　

学危険校舎面積比率（％）

　　

2.0

　　　

1.6

　　　

1.0

　　　

0.6

　　　

1.2

　　　

0.4

　　　

0.1

　　　

0.1

　　　

0.5

　

△0.1

　　　　　

校

　

屋内運動場設置学校比率（％）

　　

95.2

　　

95.6

　　

98.6

　　

98.4

　　

97.6

　

△0.5

　

△

　

1.0

　　　

1.3

　　　

1.5

　　　

0.7

　　　　　

千公会堂一市民会館面積（㎡）

　

133.0

　　

102.7

　　

72.1

　　

85.7

　　

81.1

　　

50.1

　　

45.5

　　　

7.4

　　

22.9

　　　

9.7

文化．

　

ふ図

　

書

　

館

　

面

　

積（㎡）

　　

26.6

　　

35.8

　　

23.9

　　

33.0

　　

26.2

　　

16,3

　　

23.2

　　　

3.7

　　　

7.5

　　

12.1

教育施設

　

j?

　

博

　

物

　

館

　

面

　

積（㎡）

　　

22.7

　　

12.0

　　

47.8

　　

15.8

　　

39.3

　　

10.4

　　　

3.7

　　

40.8

　　　

8.1

　　

29.5

　　　　　

り

　

体

　

育

　

館

　

面

　

積（㎡）

　

345.5

　

185.9

　　

74.0

　　

93.3

　　

108.1

　　

83.2

　　

29.6

　

△42.2

　

△6.2

　

△85.3

（注）各比率は、 特別区を除いた団体の加重平均である。ただし、財政力指数は単純平均である。

その２

　

団体区分別

　　　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

４

　

年

　

度

　

と

　

の

　

差

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大都市中核市特例市都市

　

中都市小都市町村

　

計

　

大都市中核市特例市都市

　

中都市小都市

　

町村

　

計

　　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　

数

　　　　

12

　　

30

　　

37

　

596

　

148

　

448 2,537 3,212

　　　　　

財

　　

政

　　

力

　　

指

　　

数

　　　　

0.79

　

0.78

　

0.84

　

0,65

　

0.82

　

0.59

　

0.34

　

0.41△0.08

　　

－

　　

－△0.06△0.12△0.03

　

0.01

　　

－

財政状況

　

公

　

債

　

費

　

負

　

担

　

比

　

率（％）

　

21.0

　

17.0

　

15.4

　

15.2

　

14.5

　

15.9

　

17.4

　

17.1

　

9.2

　　

－

　　

－

　　

4.3

　

4.0

　

4.2

　

4.8

　

5.6

　　　　　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率（％）

　　

93.1

　

82.8

　

87.7

　

87.7

　

87.4

　

87.9

　

84.8

　

87.4

　

17.8

　　

－

　　

－

　

14.3

　

14.3

　

14.0

　

16.3

　

15.1

盾

　　　　

改

　　　　　

良

　　　　　

率（％）

　

67.1

　

60.0

　

a 5　54.3　59.7　51.4　49.1　53.0　　4.5　　－　　－　　5.4　5.6　7.3　　8.0　6.9

提尽う舗

　　　

・

　　　

率㈲

　

88.5

　

84.4

　

90.9

　

77.6

　

82.7

　

74.9

　

68.2

　

74.3

　

3.5

　　

－

　　

－

　　

3.6

　

3.2

　

6.0

　

7.9

　

6.6

　　　　　

永

　　　

久

　　　

橋

　　　

率（％）

　　

98.1

　

99.2

　

99.2

　

97.9

　

98.5

　

97.6

　

96.6

　

97,4

　

0.6

　　

－

　　

－

　

0.4

　

0.1

　

0.9

　

1.4

　

1.1

公

　　

園

　

IRll刄B114認霖人口１人当たり（㎡）

　　

8.6

　

9.3

　

7.9

　

9.4

　

7.9

　

n.3

　

13.5

　

9.8

　

1.9

　　

－

　　

－

　

2.5

　

1.4

　

3.5

　

4.3

　

2.8

　　　　　

し

　

尿

　

衛

　

生

　

処

　

理

　

率（％）

　

99.7

　

99.9

　

99,7

　

99.2

　

99.3

　

98.6

　

96,8

　

98.8

　

0.8

　　

‾

　　

－

　

1.4

　

0.6

　

2.6

　

7.6

　

2.8

雲棄惣

　

ご

　　

み

　　

収

　　

集

　　

率（％）

　

100.0

　

99.6

　

99.6

　

98.2

　

99.1

　

97.2

　

88.9

　

97.1

　　

－

　　

－

　　

－

　　

0.7

　

0.1

　

2.7

　

10.7

　

2.4

　　　　　

ごみ焼却･高速堆肥化処理率（％）

　

89.2

　

81.6

　

83.5

　

78.9

　

81.5

　

75,9

　

66,6

　

79.4

　

12.6

　　

－

　　

－

　　

3.5

　

3.4

　　

6.0

　

12.5

　

8.0

上下水道

　

上

　

水

　

道

　

等

　

普

　

及

　

率（％）

　

99.6

　

98,1

　

99.6

　

99.4 103.0　95,2　91.9　97.6　　0.4　　‾　　－　3.1　5.2　1.8　4.1　2.6

　　　　　

公共下水道普及率（対行政区域内人口)(%)　　97.8　70.7　77.9　61.3　71.9　49.2　29.9　62.7　　7･2　　‾　　－　16.5　19.4　18.9　20.0　15.5

　　　　　

小

　

非木造校舎面積比率（％）

　

99.7

　

99.5

　

99.6

　

98.1

　

99.2

　

97.2

　

95.7

　

97.9

　

0.1

　　

－

　　

－

　　

0.9

　

0.6

　

2.2

　

3.6

　

1.7

　　　　　

学危険校舎面積比率（％）

　

0.9

　

0.6

　

0.6

　

1.0

　

0.9

　

1,0

　

1.6

　

1.1

　　

0.2

　　

－

　　

－

　

0.3

　

0.5△0.1

　　

－

　

0.2

5

　

施゛

　

校

　

屋内運動場設置学校比率

　

（％）

　

98.9

　

97.9

　

99.1

　

97.6

　

98.9

　

96.7

　

94.2

　

96.5

　

0.1

　　

－

　　

－

　　

0.5

　

0.7

　

0.8

　

1.0

　

0.8

子校

　

゛

　

中

　

非木造校舎面積比率(%) 99.8　99.3　99,6　98.6　99,3　98.0　97.7　98,6　0,2　　－　　－　ロ　0.6　2.5　2.9　　1.5

　　　　　

学危険校舎面積比率（％）

　

□

　

1.2

　

0.3

　

0.9

　

0.5

　

1.3

　

1.7

　

1.2

　　

0,5

　　

－

　　

－

　　

0.3

　

0.2

　　

0.2

　

0.4

　

0.4

　　　　　

校

　

屋内運動場設置学校比率（％）

　

98.7

　

98.7

　

99.0 98.2　99.1　97.5　96.2　97.6　　0.7　　－　　－　　0,1　0.2　　0.5　0.9　0.5

　　　　　

千

　

公会堂・市民会館面積（㎡) 58,4　61.8　61.7 86.5　70.5 104.7 104.5　81.1　23.2　　‾　　‾　28.2　23.4　38.9　52.3　28.4

文化．･

　

合図

　

書

　

館

　

面

　

積（㎡）

　

16.5

　

19.4

　

21.5

　

28.9

　

23.2

　

35.5

　

33.4

　

26.2

　　

6.3

　　

－

　　

－

　　

9.5

　

7.0

　　

9.9

　

19.4

　　

8.8

教育施設

　

た

　

博

　

物

　

館

　

面

　

積（㎡）

　

117.6

　

62.3

　

21.8

　

19.8

　

25.1

　

12.7

　

13.3

　

39.3

　

53.9

　　

－

　　

－

　　

8.4

　

12.3

　　

6.0

　

7.0

　

21.7

　　　　　

り

　

体

　

育

　

館

　

面

　

積（㎡) 44.2 56.4 53.0 92.7 64.9 124.4 229.6 108.1　13.1　－　－　29.5　17.3　31.7　61.3　28.0

（注）各比率は、 特別区を除いた団体の加重平均である。ただし、 財政力指数は単純平均である。

一資n1－



その１

　

事業数調

第1n表地方公営企業の事業数の状況

(各年度末日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　

14

　　

年

　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　

増

　　　　　

減

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

法適用企業

　

法非適用企業

　

合

　　　

計

　　

法適用企業

　

法非適用企業

　

合

　　　

計

　　

法適用企業

　

法非適用企業

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　

1,985

　　　　　　

－

　　　　

1,985

　　　　

1,989

　　　　　　

－

　　　　

1,989

　　　　

△

　

4

　　　　　　

－

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　

33

　　　　

1,611

　　　　

1,644

　　　　　

32

　　　　

1,615

　　　　

1,647

　　　　　　

1

　　　　

△

　

4

工業用水道事業

　　　　

151

　　　　

－

　　　　

151

　　　

148

　　　　

－

　　　　

148

　　　　

3

　　　　

－

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　　

74

　　　　　

49

　　　　　

123

　　　　　

75

　　　　　

50

　　　　　

125

　　　　

△

　

1

　　　　

△

　

1

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　　

34

　　　　　

90

　　　　　

124

　　　　　

34

　　　　　

87

　　　　　

121

　　　　　　

－

　　　　　　

3

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　　　

61

　　　　　　

－

　　　　　　

61

　　　　　　

62

　　　　　　

－

　　　　　　

62

　　　　

△

　

1

　　　　　　

－

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　　　

758

　　　　　　

－

　　　　　

758

　　　　　

762

　　　　　　

－

　　　　　

762

　　　　

△

　

4

　　　　　　

－

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　

167

　　　　

4,735

　　　　

4,902

　　　　　

150

　　　　

4,647

　　　　

4,797

　　　　　　

17

　　　　　

88

介護サービス事業

　　　　　

42

　　　　

853

　　　　

895

　　　　

42

　　　　

890

　

・

　　

932

　　　　

－

　　　

△37

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　　　

255

　　　

1,715

　　　

1,970

　　　　

262

　　　

1,766

　　　

2,028

　　　

△7

　　　

△51

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

3,560

　　　　

9,053

　　　　

12,613

　　　　

3,556

　　　　

9,055

　　　　

12,611

　　　　　　

4

　　　　

△

　

2

その２

　

事業数の推移 (各年度末日現在)

　　

年

　　　　　　　

度

　　　

平成６年度

　　　

7

　　　　　

8

　　　　　

9

　　　　　

10

　　　　　

11

　　　　　

12

　　　　　

13

　　　　　

14

法

　

適

　

用

　

事

　

業

　

数

　　　　

3,483

　　　

3,491

　　　

3,507

　　　

3,522

　　　

3,526

　　　

3,537

　　　

3,539

　　　

3,556

　　　

3,560

法非適用事業数

　　　

6,900

　　

7,238

　　

7,541

　　

7,824

　　

8,055

　　

8,175

　　

9,035

　　

9,055

　　

9,053

一資n2－



第112表地方公営企業の職員数の状況

(単位

　

人)

　　　　　　　　　　　　　

仝

　　　

事

　　　

業

　　　

の

　　　

内

　　　

訳

　

区

　　　　

分

　　　　　

適

　

用

　

区

　

分

　

別

　　　　　　　

勘

　

定

　

区

　

分

　

別

　　　　　

合

　　　

計

　　

前年度末職員

　　

増

　　　

減

　　　　　　　　

法適用企業職員

　

法非適用企業職員

　

損益勘定所属職員

　

資本勘定所属職員

上水道事業

　　　　

60,909

　　　　　　

－

　　　　

54,110

　　　　　

6,799

　　　

60,909

　　　

62,320

　　　

△1,411

簡易水道事業

　　　　　　　

95

　　　　　　

2,805

　　　　　　

2,666

　　　　　　

234

　　　　

2,900

　　　　

2,963

　　　

△

　

63

工業用水道事業

　　　　　　

2,409

　　　　　　　

－

　　　　　　

2,313

　　　　　　　

96

　　　　　

2,409

　　　　　

2,488

　　　

△

　

79

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

36,350

　　　　　　

555

　　　　

35,647

　　　　　

1,258

　　　

36,915

　　　

38,408

　　　

△1,493

電

　

気

　

事

　

業

　　　　　　

2,376

　　　　　　　

172

　　　　　　

2,523

　　　　　　　　

25

　　　　　

2,548

　　　　　

2,580

　　　　

△

　　

32

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　　　　

1,991

　　　　　　　　

－

　　　　　　

1,459

　　　　　　　

522

　　　　　

1,991

　　　　　

2,057

　　　　

△

　　

66

病

　

院

　

事

　

業

　　　　　

236,392

　　　　　　　　

－

　　　　　

235,979

　　　　　　　

413

　　　　

236,392

　　　　

234,153

　　　　　

2,239

下水道事業

　　　　　

15,945

　　　　

25,252

　　　　

23,534

　　　　

17,663

　　　

41,197

　　　

42,069

　　　

△

　

872

介護サービス事業

　　　　　　　

1,103

　　　　　　

14,583

　　　　　　

15,682

　　　　　　　　

4

　　　　　

15,686

　　　　　

16,036

　　　　

△

　

350

その他事業

　　　　　

4,611

　　　　　

6,025

　　　　

7,722

　　　　

2,914

　　　

10,636

　　　

11,594

　　　

△

　

958

　

合

　　　

計

　　　　　

362,191

　　　　　

49,392

　　　　

381,645

　　　　

29,938

　　　

411,583

　　　

414,668

　　　

△3,085

（注）平成15年３月31日現在の職員数である。

第113表地方公営事業決算の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度（Ａ）

　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度（Ｂ）

　　　　

増

　　　　　　

減（Ａ）－（Ｂ）

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

収

　　

人

　　

支

　　

出

　　

差

　　

引

　　

収

　　

入

　　

支

　　

出

　　

差

　　

引

　　

収

　　

入

　　

支

　　

出

　　

差

　　

引

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　

20,270,965 20,565,408　△394,444 21,233,940 21,285,612　△51,572　△962,975　△620,204　△342,772

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　

14,011,907

　

14,510,762

　

△498,855

　

14,538,904

　

14,724,436

　

△185,532

　

△

　

526,997

　

△

　

213,674

　

△

　

313,323

　

法

　

非適

　

用

　

企

　

業

　

6,259,058

　

6,154,546

　　

104,412

　

5,695,036

　

6,561,176

　　

133,860

　

△

　

435,978

　

△

　

406,530

　

△

　

29,449

収

　　

益

　　

事

　　

業

　

3,887,952

　

3,887,070

　　　　

882

　

4,136,944

　

4,127,787

　　　

9,157

　

△

　

248,992

　

△

　

240,717

　

△

　　

8,275

国民健康保険事業

　

9,684,634

　

9,483,831

　　

200,803

　

9,757,118

　

9,486,556

　　

270,562

　

△

　

72,484

　

△

　

2,725

　

△

　

69,759

老人保健医療事業

　

10,927,991 10,873,339　　54,652 10,968,800 10,912,470　　56,330　△　40,809　△　39,131　△　1,578

介

　

護

　

保

　

険

　

事

　

業

　

5,118,386

　

5,049,593

　　　

68,793

　

4,732,216

　

4,624,531

　　

107,585

　　　

386,170

　　　

425,052

　

△

　

38,892

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　

26,299

　　　

23,573

　　　

2,726

　　　

28,100

　　

25,329

　　　

2,771

　

△

　　

1,801

　

△

　　

1,756

　

△

　　　

45

交通災害共済事業

　　

18,378

　　

15,548

　　

2,830

　　

18,246

　　

15,771

　　

2,475

　　　　

132

　

△

　　

223

　　　　

355

公立大学附属病院事業

　　

223,284

　　

224,182

　

△

　

898

　　

215,770

　　

216,331

　

△

　

561

　　　　

7,514

　　　

7,851

　

△

　　

337

　

合

　　　　　

計

　　

50,157,889 50,222,544　△64,656 51,091･134 50･694･387　　396･747　△933,245　△471,843　△461,403

(注)

　

地方公営企業の額の算出については、次による。

　　　

１

　

収入額

　

法適用：総収益(消費税込み)十資本的収入

　　　　　　　　

法非適用：総収益十資本的収入十前年度繰越金

　　　

２

　

支出額

　

法適用：総費用(消費税込み)一減価償却費十資本的支出

　　　　　　　　

法非適用：総費用十資本的支出十積立金十繰上充用金
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その１

　

損益収支の状況

第114表法適用企業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　

区

　　

分

　

水道事業圭丿裳莽;交通事業電気事業ガス事業病院事業下水道事業その他事業合

　

計

総

　　　

収

　　　

益

　　

3,228,578

　　　

169,796

　　

793,126

　　　

94,450

　　　

98,679

　

4,184,842

　　

1,345,352

　　

394,371

　　

10,309,195

経

　

常

　

収

　

益

　　

3,221,658

　　　

163,824

　　

783,709

　　　

94,320

　　　

97,773

　

4,166,835

　　

1,344,576

　　

359,347

　　

10,232,042

　

うち料金収入

　　

2,889,590

　　

142,323

　　

677,318

　　　

87,056

　　　

89,411

　

3,432,193

　　

650,402

　　

281,035

　　

8,249,327

総

　　　

費

　　　

用

　　

3,079,407

　　

151,794

　　

938,518

　　　

84,231

　　　

100,188

　

4,311,209

　　

1,321,744

　　

376,398

　　

10,363,492

経

　

常

　

費

　

用

　　

3,071,976

　　　

150,213

　　

937,003

　　　

83,709

　　　

98,393

　

4,288,874

　　

1,320,110

　　

334,353

　　

10,284,631

　　　

職員給与費

　　　

511,647

　　　

24,156

　　

380,055

　　　

22,951

　　　

12,529

　

2,034,004

　　

127,358

　　　

32,056

　　

3,144,757

　

11

減価償却費

　　　

770,978

　　　

46,799

　　　

195,287

　　　

19,860

　　　

20,954

　　

262,787

　　

424,428

　　　

28,033

　　

1,769,119

　　　

支払利息

　　

507,633

　　

31,539

　　

177,683

　　

11,162

　　　

6,568

　　

130,391

　　

471,690

　　

41,761

　　

1,378,423

経

　

常

　

損

　

益

　　　

149,682

　　

13,611

　

△153,294

　　

10,611

　　

△

　

620

　

△122,039

　　

24,466

　　

24,994

　　

△52,589

　

経

　

常

　

利

　

益

　　　

180,367

　　　

17,454

　　　

3,058

　　　

10,611

　　　

4,276

　　　

25,855

　　　

36,275

　　　

46,063

　　　

323,961

　

経

　

常

　

損

　

失

　　　　

30,686

　　　

3,843

　　　

156,352

　　　　　

－

　　　　

4,895

　　

147,893

　　　

11,809

　　　

21,070

　　　

376,550

純

　　

損

　　

益

　　

149,171

　　

18,002

　

△145,392

　　

10,219

　

△1,509

　

△126,367

　　

23,608

　　

17,973

　　

△54,297

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　

127,192

　　　

21,529

　

2,691,855

　　　　　

－

　　　

27,561

　　

1,512,317

　　

210,087

　　

151,472

　　

4,742,014

不

　

良

　

債

　

務

　　　　　

962

　　　　　

－

　　　

213,182

　　　　　

－

　　　　

1,128

　　　

74,736

　　　

21,513

　　　

30,076

　　　

341,596

累積欠損金比率

　　　　

4.2

　　　

14.4

　　　

380.4

　　　　

－

　　　

30.0

　　　

41.5

　　　

18.1

　　　

49.2

　　　　

51.7

不良債務比率

　　　　

－

　　　　

－

　　　

30.1

　　　　

－

　　　

1.2

　　　

2.1

　　　

1.8

　　　

9.8

　　　　

3.7

経常収支比率

　　　　

104.9

　　　

109.1

　　　

83.6

　　　

112.7

　　　

99.4

　　　

97.2

　　　

101.9

　　　

107.5

　　　　

99.5

総

　

事

　

業

　

数

　　　　

2,018

　　　　

151

　　　　　

74

　　　　　

34

　　　　　

61

　　　　

764

　　　　

167

　　　　

298

　　　　

3,567

　

うち建設中

　　　　

２２

　　　　

８

　　　　

１

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

３

　　　　

７

　　　　

５

　　　　

４６

赤字事業数の割合

　　　　

22.0

　　　　

21.7

　　　　

53.4

　　　　　

－

　　　　

18.0

　　　　

63.5

　　　　

43.8

　　　　

41.3

　　　　

33.9

詔昌籍゛‾ふ

　　

22.3

　　　　

23.8

　　　　

61.6

　　　　　

－

　　　　

21.3

　　　　

73.7

　　　　

55.6

　　　　

47.8

　　　　　

37.7

（注）

　

１

　　　　

２

　　　　

３

水道事業には、簡易水道事業を含む。以下第115表までにおいて同じ。

不良債務は、再建債を加算しないものである。

赤字事業数の割合及び累積欠損金を有する事業数の割合は、建設中を除く全事業数に対する経常損失を生じた事業数の割合である。

その２

　

経常費用の性質別構成及び対営業収益比率の状況 (単位

　

百万円・％)

　　　

水道事業

　

工業用水道事業

　

交通事業

　

電気事業

　

ガス事業

　

病院事業

　

下水道事業

　

その他事業

　　

合

　　　

計

区分

　

金額

　

構成11

　

金額

　

構成;1

　

金額

　

構成;1

　

金額

　

構成;1

　

金額

　

構成;1

　

金額

　

構成;1

　

金額

　

構成;1

　

金額

　

構成;1

　

金額

　

構成;１

　　　　　

比

　

益比

　　　

比

　

益比

　　　

比

　

益比

　　　

比

　

益比

　　　

比

　

益比

　　　

比

　

益比

　　　

比

　

益比

　　　

比

　

益比

　　　　

比

　

益比

n
511,647 17,0 17.0　24,156 16.2 16.2　380,055 40.7 a.7　22,951 28.3 25.5　12,529　13.5 13.6 2,034,OM 47.4 55.8　127,358　9.7 10.9　32,056　9.8 10.4　3,144,75730.8 34.3

n
770,978 25.6 25.6　46,799 31.4 31.4　195,287　20.927.6　19,86(〕24.5 22.1　20,9M 22.6 22.8　262,787　6.1　7.2　424,428 32.2 36.5　28,033　8,6　9.1 1,769,119 17.3 19.3

A1

　

507,633 16.8 16.9　31,539 21.1 21.1　177,683 19.0 25.1　11,162 13.8 12.4　6,568　7,1　7.1　130,391　3.0　3.6 471,690 35.8 ≪.5　41,762 12.8 12.8 1,378,428 13.5 15.0

その他1,227,718 40,6 42,5　46,737 31.3 30　181,268 19.4 25.6　27,180 33.4 30.1　52,712 56.8 57.4 1,861,692 43.5 51.1　293,217 22.3 25.2　224,188 68.8 73.6 3,913,833 38.4 42.8

　

計

　

3,017,976100.0 1010　149,ai 100.0 100.0　934,293100.0 132.0　31,153 10U 90.1　92,763胤0 100.94,288,874100.0 117.71,316,693100.0 113.1　326,039100.0 105.9 10,206,137100.0 111.4

(注) １

２

費用合計は、経常費用から受託工事費、附帯事業費、材料及び不用品売却原価を除いたものである。

対営業収益比における営業収益は、受託工事収益を除いたものである。
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その３

　

資本収支の状況

第n4表法適用企業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

水道事業

　　

圭J4

i

塁

　

交通事業

　

電気事業

　

ガス事業

　

病院事業

　

ぶ水：

　

ぶの：

　

合

　　

計

１

　

冲こ

　

白勺

　

M又

　

入

　

■

　

八

　　　

929･996　　　87,571　　430, 101　　　8, 763　　　19,255　　532,610　　976,167　　418,405　3,402,857

　　

1ご

　　　　

・

　　　　

・

　　　

493,520

　　　

29,792

　　

213,541

　　　

2,673

　　　

11,750

　　

336,096

　　

579,239

　　

246,293

　

1,912,904

　　

（うち建設改良のための企業債）

　　

450,389

　　　

23,003

　　

148,694

　　　

2,673

　　　

4,946

　　

335,599

　　

446,079

　　

185,091

　

1,596,474

　　

4也

　

会

　

劃一

　

ｉ

　

ｉ

　

ｊt

　　　

114,407

　　　

5,816

　　

42,941

　　　　　

76

　　　　　

10

　　

67,851

　　　

48,159

　　　

2,207

　　

281,467

　　

4也

　

会

　

計一

　

・

　

人

　

・

　　　　

5,951

　　　

21,622

　　

10,660

　　　　

－

　　　　

281

　　

24,522

　　　

5,059

　　

31,378

　　

99,472

　　

可也

　

会

　

計一

　

享甫

　

1功

　

・

　　　

15,493

　　　

2,348

　　

87,406

　　　　　

－

　　　　

346

　　　

5,065

　　　

39,480

　　　

3,123

　　

153,261

　　

そｰ

　　　　

び）

　　　　

ｲ也

　　　

300,625

　　　

27,993

　　　

75,553

　　　

6,014

　　　

6,868

　　　

99,076

　　

304,230

　　

135,404

　　

955,763

　　

駿数鸚齢¨≒

　

25,188

　　　　

627

　　　

18,034

　　　　

34

　　　　　

－

　　　　

865

　　　

19,745

　　　

2,052

　　　

66,545

　　

雰年度許可債で当年度収合

　　　　

4,827

　　　　

547

　　　

3,620

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　

2,803

　　　

30,837

　　

27,838

　　　

70,473

　　

糾瓦

　　

劃一八-(B H-C) D　　899,981　　　86,397　　408,445　　　8,728　　　19,255　　528,942　　925,584　　388,515　3,265,849

1

　

冲こ

　

自勺

　

支

　

ｉ

　

額

　

E

　　

1,929,434

　　

141,627

　　

586,012

　　

40,676

　　　

43,136

　　

704,167

　

1,495,763

　　

584,305

　

5,525,120

　　

1

　

設

　

t次

　　

良，

　

1

　　

1,225,919

　　　

63,946

　　

288,458

　　　

17,931

　　　

19,827

　　

442,444

　　

847,379

　　

320,230

　

3,226,135

　　

（う

　

ら・員糸& 4- ≫)　　　60,749　　　　753　　　14,202　　　　153　　　1,243　　　3,085　　38,125　　　16,287　　134,596

　　

1ご

　

■

　

・

　

t貧

　

・

　

■

　　　

612,469

　　

41,873

　　

268,982

　　　

13,592

　　　

12,865

　　

206,605

　　

634,101

　　

186,416

　

1,976,904

　　

（うち建設改良のための企業

　　　

572,234

　　　

35,681

　　

185,765

　　　

13,592　　　12,701　　205,871　　514,688　　164,169　1,704,701

　　

債償還金）

　　

そｰ

　　　　

び）

　　　　

ｲ也

　　　

91,046

　　　

35,808

　　　

28,572

　　　

9,153

　　　

10,444

　　　

55,118

　　　

14,283

　　　

77,659

　　

322,081

資本的収入が資本的支出に不足

　　

1,029,696

　　　

55,433

　　

177,576

　　

32,458

　　　

25,369

　　

178,184

　　

570,423

　　

210,231

　

2,279,370

する額

　　　　　　　　　　

Ｆ

ﾈ甫

　

て‾

　

ん

　

財

　

・

　

G

　　

1,022,753

　　　

55,101　　129, 591　　　32,458　　　25･369　　166･136　　521,425　　183,688　2,136,522

補てん財源不足額（Ｆ－Ｇ）H

　　　　

6,943

　　　　

332

　　　

47,985

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

12,048

　　　

48,998

　　　

26,543

　　

142,848

財源不足率

　

H/EXIOO

　　　　

0.4

　　　　　

0.2

　　　　　

8.2

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

1.7

　　　　

3.3

　　　　

4.5

　　　　

2.6

（注）「資本的収入が資本的支出に不足する額」の算出は、「Ｄ－Ｅ」がマイナスの団体のみを集計したものである。

一資115 －



　　　　　　

第114表法適用企業決算の状況（つづき）

その4

　

資産､負債及び資本に関する調 (単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　　　

分

　　　

水道事業

　　

］4ﾐ轟;

　

交通事業

　　

電気事業

　　

ガス事業

　　

病院事業

　　

ぷ水:

　

ぷ賤

　

合

　　

計

資

　　　　　　　　　

産

　

29,452,868

　

2,603,443

　

7,073,843

　　

738,849

　　

403,978

　

6,824,258

　

24,443,816

　

10,025,947

　

81,567,002

　

固

　　

定

　

資

　

産

　

26,982,146

　

2,406,883

　

6,773,654

　　

571,653

　　

305,112

　

5,316,697

　

23,771,269

　

2,396,450

　

68,523,864

　

土

　

地

　

造

　

成

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

7,027,434

　

7,027,434

　

流

　

動

　

資

　

産

　　

2,453,716

　　

196,167

　　

287,024

　　

167,050

　　　

76,379

　

1,404,981

　　

667,833

　　

592,118

　

5,845,269

　

繰

　

延

　

勘

　

定

　　　

17,006

　　　　

392

　　　

13,164

　　　　

146

　　　

22,487

　　

102,580

　　　

4,714

　　　

9,945

　　　

170,435

負

　　　　　　　　

債

　　

1,405,717

　　

327,160

　

2,141,731

　　　

35,487

　　　

24,852

　　

723,652

　　

455,493

　

4,345,030

　

9,459,123

　

固

　　

定

　

負

　　

債

　　　

782,560

　　

301,347

　

1,747,104

　　　

20,584

　　　

11,289

　　

149,425

　　　

83,305

　

2,677,876

　

5,773,491

　

流

　

動

　

負

　

債

　　　

623,157

　　　

25,813

　　

394,627

　　　

14,903

　　　

13,563

　　

574,228

　　

372,188

　

1,667,153

　

3,685,631

資

　　　　　　　　　

本

　

28,047,152

　

2,276,283

　

4,932,111

　　

703,362

　　

379,126

　

6,100,606

　

23,988,323

　

5,680,917

　

72,107,879

　

自

　

己

　

資

　

本

　

金

　　

5,039,551

　　

427,731

　　

1,535,549

　　

349,647

　　　

78,321

　

2,217,018

　

2,586,301

　

2,076,987

　

15,311,106

　

借

　

入

　

資

　

本

　

金

　

11,650,552

　　

919,662

　

3,682,374

　　

236,292

　　

214,196

　

4,013,005

　

11,836,010

　

2,745,457

　

35,297,549

　

資

　

本

　

剰

　

余

　

金

　　

9,807,959

　　

898,970

　

2,303,150

　　　

44,995

　　　

94,844

　

1,234,063

　

9,722,851

　　

387,066

　

24,493,898

　

利

　

益

　

剰

　

余

　

金

　　　

549,089

　　　

29,919△2,588,962

　　　

72,428△

　　

8,235△1,363,479△

　

156,840

　　

471,406△2,994,674

自己資本構成比率

　　　

55.7

　　　

52.1

　　　

17.7

　　　

63.2

　　　

40.8

　　　

30.6

　　　

49.7

　　　

29.3

　　　

45.1

固定資産対長期資本比率

　　　　

93.6

　　　　

93.4

　　　

101.4

　　　　

79.0

　　　　

78.2

　　　　

85.1

　　　　

98.8

　　　　

28.7

　　　　

88.0

流

　　

動

　　

比

　　

率

　　　　

393.8

　　　

760.0

　　　　

72.7

　　

1,120.9

　　　

563.1

　　　

244.7

　　　

179.4

　　　　

35.5

　　　　

158.6

雲1果償還額対減価償却

　　　　　

74.2

　　　　

76.3

　　　　

95.1

　　　　

68.4

　　　　

50.6

　　　　

78.3

　　　

121.3

　　　

585.6

　　　　

96.4

詰昌雛に゛”

　　

36.7

　　　　

40.6

　　　　

52.3

　　　　

28.4

　　　　

21.5

　　　　

9.7

　　　

151.6

　　　　

69.8

　　　　

36.8

不

　　

良

　　

債

　　

務

　　　　　

962

　　　　　

－

　　　

213,182

　　　　　

－

　　　　

1,128

　　　

74,736

　　　

21,513

　　　

30,076

　　

341,596

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　

30.1

　　　　　

－

　　　　　

1.2

　　　　

2.1

　　　　　

1.8

　　　　

6.2

　　　　

3.5

（注）不良債務は、再建債を加算しないものである。
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第n5表

　

法適用企業の事業別決算の推移

(単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　　　　

分

　　　

平成８年度

　　　　　

9

　　　　　　　　

10

　　　　　　　　

n

　　　　　　　

12

　　　　　　　

13

　　　　　　　

14

　　　　

耐Ξ

　

■

　

和」益（1･520) 162･665 (1,527) 173,746 (1,533) 177,673 (1,535) 174,487 (1,545) 184,701 (1,494) 160,463 (1,556) 180,367

　

杏

　

・

　

■

　

ｍ

　

ぞ矢（

　

474)

　

42･589 (　471)　28,432 (　464)　25,593 (　467)　33,611 (　457)　29,624 (　508）　44,776 (　440)　30,686

　

肇

　

累積欠損金

　　　　　

106･208

　　　　　

101,809

　　　　　

99,651

　　　　　

101,782

　　　　　

110,096

　　　　　

122 985　　　　　127,192

　

業

|

赤字事業数の割合

　　　　　　

23.8

　　　　　　

23.6

　　　　　　

23.2

　　　　　　

23.3

　　　　　　

22,8

　　　　　　

25.4

　　　　　　

22.0

　　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

3.8

　　　　　　　　

3,5

　　　　　　　　

3.4

　　　　　　　　

3.5

　　　　　　

3.7

　　　　　　　　

4.1

　　　　　　

4,2

　　　　

・

　

・

　

和』益（

　

98）

　

8,323 (　108）　10,052（　109)　12,662 (　no)　12,867 (　112)　14,588 (　114)　16,229 {　112)　17,454

工ふ

　

・

　

・

　

ｍ

　

ぞ芙（

　

36）

　

3,070（

　

28）

　

4,593 (　28）　1,421 (　27）　2,631 (　29）　2,423 (　27）　2,684 (　31）　3,843

■渠

　

ｉ罹t欠字員jt

　　　　　　

29,239

　　　　　

27,168

　　　　　

25,157

　　　　　

22,922

　　　　　

21,980

　　　　　

21,132

　　　　　

21,529

用業

|

赤字事業数のﾘ合

　　　　　　

26.9

　　　　　　

20.6

　　　　　　

20.4

　　　　　　

19,7

　　　　　　

20.6

　　　　　　

19.1

　　　　　　

21.7

　　　　

累積欠損金比率

　　　　　　

20.3

　　　　　　

18.4

　　　　　　

16.9

　　　　　　

15.5

　　　　　　

14,8

　　　　　　

14.0

　　　　　　

14.4

　　　　

経1

　

・

　

孝り

　

益（

　

30）

　

1,860 {　24）　1,133 (　29）　1,252 (　28）　　978 (　28）　2,504 (　29）　2,253
(　34）　3,058

　

含

　

経

　

常

　

字員

　

失（

　

47) 186,964 (　52) 188,291 (　47) 187,193 (　47) 187,381 (　46) 191,631 (　44) 178,316
(　39) 156,352

　

輦

　

累積欠損金

　　　　

1,836,297

　　　　

2,007,416

　　　　

2,176,095

　　　　

2,342,895

　　　　

2,574,834

　　　　

2,556,552

　　　　

2,691,855

　

業

|

赤字事業数の割合

　　　　　　

61.0

　　　　　　

68.4

　　　　　　

61.8

　　　　　　

62.7

　　　　　　

62.2

　　　　　　

60.3

　　　　　　

53.4

　　　　

累積欠損金比率

　　　　　　

252.6

　　　　　　

273.9

　　　　　　

297.8

　　　　　　

326.0

　　　　　　

359.9

　　　　　　

356.3

　　　　　　

380,4

　　　　

厠2

　

1

　

和丿

　

益（

　

32）

　

14,898 (　34）　16,541 (　34）　17,182 (　34）　13,386 (　34）　13,030 {　34）　10,218
(　34）　10,611

　

電

　

経

　

常

　

損

　

失（

　

2）

　　　

7（

　

－）

　　

－（

　

－）

　　

－（

　

－）

　　

－（

　

－）

　　

－（

　

－）

　　

－（

　

－）

　　

－

　

j41

　

累積欠損金

　　　　　

7

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

260

　　　　　

－

　　　　　

一

　

業

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

5.9

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

0.3

　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　　　

経

　

・

　

和』益（

　

57）

　

2,919 (　60）　2,480 (　60）　2,948 (　56）　3,124 (　59）　3,977
(　52）　3,929 (　50）　4,276

　

1゛経1

　

■

　

ｍ

　

ぞ矢（

　

14）

　

4,052 (　11）　4,184 (　10）　5,103 (　13）　5,893 {　10）　5,535
(　12）　4,458 (　11）　4,896

　

幕

　

累積欠損金

　　　　　　

4,035

　　　　　

4,845

　　　　　　

8,023

　　　　　

13,518

　　　　　

19,502

　　　　　

22,225

　　　　　

27,561

　

業

|

赤字事業数の割合

　　　　　　

19,7

　　　　　　

15.5

　　　　　　

14.3

　　　　　　

18.8

　　　　　　

14.5

　　　　　　

18.8

　　　　　　

18.0

　　　　

累積欠損金比率

　　　　　　

4.6

　　　　　　

5.3

　　　　　　

8.9

　　　　　　

15.1

　　　　　　

20.7

　　　　　　

24.1

　　　　　　

30.0

　　　　

経1

　

■

　

矛|」益（

　

416)

　

40,672 (　354)　31,644 (　308）　23,663 (　332)　29,965
(　397)　39,609 (　389）　40,585 (　278)　25,855

　

病

　

経

　

常

　

損

　

失（

　

326)

　

76,843 (　392) 100,603 (　439) 131,922 {　419) 131,595 (　359) 110,382
(　365) 103,708 (　483) 147,893

　

肇

　

累積欠損金

　　　　　

975,847

　　　　

1,041,033

　　　　

1,142,933

　　　　

1,243,513

　　　　

1,320,093

　　　　

1,388,212

　　　　

1,512,317

　

業

|

赤字事業数の割合

　　　　　　

43.9

　　　　　　

52.5

　　　　　　

58.8

　　　　　　

55.8

　　　　　　

47.5

　　　　　　

48.4

　　　　　　

63.5

　　　　

累積欠損金比率

　　　　　　

28.7

　　　　　　

30.1

　　　　　　

32.6

　　　　　　

34.7

　　　　　　

36.1

　　　　　　

37.5

　　　　　　

41.5

　　　　

紹1

　

1

　

和丿

　

益（

　

54）

　

10,882 (　54）　12,751 (　60）　31,199 (　64）　27,168
(　70）　30,284 (　83）　33,653 (　90）　36,275

　

‾F

　

経

　

・

　

室員

　

ぞ矢（

　

42）

　

30,397 {　47）　31,530 (　49）　35,765 (　50）　19,623
(　51）　16,941 {　58）　13,039 (　70）　11,809

　

奎

　

累積欠損金

　　　　　

115,554

　　　　　

141,413

　　　　　

173,938

　　　　　

188,858

　　　　　

20い65

　　　　　

205,994

　　　　　

210,087

　

果

|

赤字事業数の割合

　　　　　　

43.8

　　　　　　

46.5

　　　　　　

45.0

　　　　　　

43,9

　　　　　　

42.1

　　　　　　

41.1

　　　　　　

43,8

　　　　

累積欠損金比率

　　　　　　

11.1

　　　　　　

13.1

　　　　　　

15.8

　　　　　　

16.9

　　　　　　

17.8

　　　　　　

17.9

　　　　　　

18.1

　　　　

経

　

常

　

和」益（

　

179)

　

44,322 (　169)　31,385 (　160)　3,059 (　145)　26,950
(　149)　20,550（　157)　77,349 (　172)　46,063

そｰ・

　

堀を

　

憚゛ｍ

　

乙矢（

　

124)

　

27,760 (　137)　46,145 (　146)　35,713 (　153)　42,894
(　146)　33,121 (　142)　18,384 (　121)　21,070

の

　

累積欠損金

　　　　

515,340

　　　　

530,360

　　　　

563,153

　　　　

595,830

　　　　

626,579

　　　　

116,062

　　　　

151,472

他業

|

赤字事業数め割合

　　　　　　

40.9

　　　　　　

44.8

　　　　　　

47.7

　　　　　　

50

　　　　　　

49.5

　　　　　　

47･5

　　　　　　

41･3

　　　　

累積欠損金比率

　　　　　　

113.6

　　　　　

139.9

　　　　　

193.0

　　　　　

214.8

　　　　　

273.6

　　　　　　

24.8

　　　　　　

49.2

　　　　

経

　

常

　

和』益(2,386) 286,5401(2,330) 279,731
(2,293) 296,638 (2,3叫) 288,9251(2,394) 309,2421(2,352) 344､580

(2,326) 323,961

　

合

　

・

　

・

　

ま員

　

* (l',065) 371,681 (1,138) 403,778 (1,183) 422,709
(1,176) 423,628 (1,098) 389,657 (1,156) 365,367 (1,195) 376,550

　　　　

l罹t欠ま員・

　　　　

3,582,528

　　　　

3,854,044

　　　　

4,188･950

　　　　

4･509･418

　　　　

4･874･510

　　　　

4･433,163

　　　　

4,742,014

　

十

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

30.9

　　　　　　　

32.8

　　　　　　

34.0

　　　　　　

33.8

　　　　　　

31.4

　　　　　　

33.0

　　　　　　

33.9

　　　　

累積欠損金比率

　　　　　　

41.0

　　　　　　　

43.5

　　　　　　

47.1

　　　　　　

50.3

　　　　　　

53,9

　　　　　　

47.2

　　　　　　　

51,7

(注) １

２

　

（

　

）書きは、事業数を示す。ただし、建設中の事業は含まない。

赤字事業数とは、経常損失を生じた事業数のことである。
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第n6表法非適用企業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　　　

分

　　　

r木:交通事業

　

電気事業

　

;木:P彗市場事業

　

が;ｒ゛: ;当ｒ彗:轟;ト：^ tt

　

総

　　

収

　　

益A

　　

113,186

　　

8,533

　

20,940 1,506,773　63,032　61,299　21,905　60,835　122,669　　1,055　39,670　199,125 2,219,021

　　　

（営業収益）

　　

81,814

　　

4,556

　

20,457

　

995,051

　

45,999

　

40,114

　　

7,974

　

44,807

　

106,115

　　

1,040

　

30,656

　

171,892 1,550,475

　

lぴ）laF

　

I

　

I

　

入

　　

80･271

　　

4,404

　

20,414

　

624,581

　

45,105

　

33,620

　　

7,700

　　

39,512

　

94,177

　　

1,015

　

30,499

　

168,555 1,149,853

　

収う

｜

１益ち他会計繰入金

　　

25,368

　　

1,799

　　　

356

　

449,157

　

11,975

　

14,597

　

11,865

　

11,540

　

10,535

　　　

15

　　

7,697

　　

24,627

　

569,531

的

ｌ総

　　

費

　　

用

　

B

　　

91,901

　　

8,183

　　

6,126 1,398,472　41,425　55,472　20,958　55,493　31,706　　　660　27,281　188,193 1,925,871

　　　

う

　

職員給与費

　　

18･085

　　

4,238

　　　

970

　

97,235

　　

3,122

　

13,696

　　

4,889

　　

9,504

　　

2,795

　　　

22 577　78,573　233,705

　　　

ち

|

こ支

　

4ﾑ

　

利

　

息，

　

31,323

　　　

253

　　　

514

　

702,600

　

22,586

　　

9,570

　　

2,252

　　

2,131

　

14,810

　　　

263 7,764　　6,026　800,092

　

収支差引（Ａ－B）C

　　

21,285

　　　

350

　

14,813

　

108,301

　

21,606

　　

5,828

　　　

946

　　

5,341

　

90,964

　　　

395

　

12,389

　

10,931

　

293,150

　

資本的収入D

　　

150,302

　　

2,144

　　

4,732 3,164,954　98,961　24,671　　9,091　13,955　275,174　　183　17,649　27,766 3,789,581

　　　　　

j也

　　

ﾌﾞi

　　

l

　　

66,798

　　

1,037

　　

3,349 1,292,273　55,930　　7,430　　2,584　　3,802　149,987　　　－　　5,529　　9,090 1,597,809

　　　

う

　

他会計繰入金

　　

32･449

　　　

925

　　　

236

　

716,168

　　

20,488

　　

14,287

　　

4,089

　　

8,006

　

80,773

　　　

－

　　

10,667

　

11,141

　

899,228

　　　

ち

1

国庫ｌ貝力1

　　

32,419

　　　　

80

　　　

775

　

868,725

　　　

306

　　

1,462

　　　

987

　　　

817

　　

7,486

　　　

－

　　　

742

　　

3,071

　

916,870

果

　　　

都道府県補助金

　　

3,920

　　　

59

　　　

46

　

34,156

　　　

－

　　　

651

　　　

467

　　　

122

　　

2,043

　　　

－

　　　　

7

　　

2,769

　

44,240

的
ｌ資本的支出

　

E

　　

168,242

　　

2,547

　

18,798 3,295,799　118,005　29,511　10,032　18,106　376,758　　1,489　30,509　30,931 4,100,828

　　　　　

1設改良費

　　

136,103

　　

1,691

　　

6,734 2,557,358　69,997　12,635　　5,086　　7,601　187,687　　　24　　9,875　17,653 3,012,442

　　　

う

l

j4勉方１１１１　　30,916　　953　　1,426　723,275　46,859　16,571　　3,771　　8,573　154,080　　1,344　18,261　11,871 1,017,901

　　　

ち

他会計繰出金

　　　

471

　　　

－

　　

10,600

　　

5,713

　　

1,112

　　　

293

　　　

33

　　

1,132

　

19,010

　　　

121

　　

1,892

　　

1,153

　

41,530

　

収支差引（D－E）F

　

△17,940△

　

503△14,067△130,845△19,045△4,840△

　

942△4,151△101,584△1,306△12,861△3,165△311,247

収支再差引（Ｃ十F）G

　　

3,345△

　

153

　　

747△22,544

　　

2,562

　　

988

　　　

5

　　

1.191△10,621△

　

911△

　

472

　　

7,767△18,096

形

　

式

　

収

　

支H

　　

12,211

　　

272

　

1,290

　

111,433

　

3,816△3,464△

　

309△2,585

　

15,094

　　

28△

　

621

　

13,568

　

150,733

翌年度に繰り越すべき財源

　

1

　　　

1,488

　　　

113

　　　

71

　

59,584

　　

3,483

　　　

174

　　　

19

　　　

525

　

21,259

　　　

－

　　　

788

　　

1,069

　

88,574

実

　

質

　

収

　

支（H－I）

　

10,723

　　　

159

　　

1,219

　

51,849

　　　

333乙3,638乙

　

328△3,110八6,165

　　　

28八1,409

　

12,499

　

62,159

　

黒

　　　　　　　

字

　　

11,639

　　　

407

　　

1,219

　

89,562

　　

4,073

　　

1,775

　　　

544

　　

4,248

　

32,942

　　　

28

　　

3,062

　

13,045

　

162,544

　

赤

　　　　　　　

字

　　　

917

　　　

248

　　　

－

　

37,712

　　

3,740

　　

5,414

　　　

872

　　

7,358

　

39,107

　　　

－

　　

4,471

　　　

546

　

100,385

赤字事業数割合

　　

1.3

　　

12.2

　　

－

　　

2,2

　　

9.7

　　

8.4

　　

4.7

　　

9,8

　　

10.0

　　

－

　　

6.7

　　

2.5

　　

3.4

赤

　　

字

　　

比

　　

率

　　　

1.1

　　　

5.4

　　　

－

　　　

3.8

　　　

8,1

　　

13.5

　　

10.9

　　

16.4

　　

36.9

　　　

－

　　

14.6

　　　

0.3

　　　

6.5

(注) １

２

３

営業収益は、受託工事収益を除いた額である。

赤字事業数割合とは、建設中の事業を除いた総事業数に対する実質赤字を生じた事業数の割合である。

赤字比率とは、営業収益に対する実質赤字額の割合である。
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その１

　

(１)

収支の状況

事業勘定

第117表

　

国民健康保険事業決算の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

13

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　

区

　　

分

　　

団

　　　　　　　　　

財政措置額

　　　

再差引

　　

団

　　　　　　　　　

財政措置額

　　　

再差引

　　

団

　　　　　　

；ヅ几

尉げ営門
半オベヅ布

おヤサ
甘手化実班聡

全市町村3･ 230　196･ 562 14･706 358,492　8, 416 △168,219 3,241　266,774 16,114 354,543　9,062△94,821△11△70,212△73,398

　

黒字の団体2,446

　

250,412

　

3,130 56,243　1,441　192,480 2,589　298,784　3,717 69,898　1,232　226,402△143△48,372△33,922

　

赤字の団体

　

784△53,850

　

11,576 302,249　6,976△360,699　652△32,011　12,397 284,646　7,830△321,224　132△21,839△39,475

大

　

都

　

市

　　

12△46,871

　

2,024 137,222　6,692△179,425　12△36,279　2,267 133,608　7,448△164,706　－△10,592△14,719

　

黒字の団体

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

赤字の団体

　　

12△46,871

　

2,024 137,222　6,692△179,425　12△36,279　2,267 133,608　7,448△164,706　－△10,592△14,719

中

　

核

　

市

　　

30△

　

7,079

　　

783

　

23,902

　　　

3△31,762

　

28△

　　

514

　　

799

　

22,083

　　　

7△23,387

　　

2△

　

5,565△

　

8,375

　

黒字の団体

　　

9

　　

10,286

　　

230

　

4,746

　　　

3

　　

5,313

　

12

　

15,605

　　

234

　

6,888

　　　

7

　　

8,490△3△

　

5,319△

　

3,177

　

赤字の団体

　　

21△17,365

　　

554

　

19,156

　　

－△37,075

　

16△16,118

　　

565

　

15,195

　　

－△31,878

　　

5△

　

1,247△

　

5,197

特

　

例

　

市

　　

37

　　

6,963

　

1,302 24,501　　21△18,820　30　　9,931　1,068 17,564　　30△8,671　　7△2,968△10,149

　

黒字の団体

　　

6

　　

3,880

　　

117

　

2,058

　　　

n

　　

1,716

　　

10

　　

7,063

　　

155

　

3,185

　　

16

　　

3,739△4△

　

3,183△

　

2,023

　

赤字の団体

　　

31

　　

3,083

　

1,185 22,443　　10△20,536　20　　2,868　　913　14,379　　14△12,410　11　　　215△8,126

都

　　　

市

　

595

　

86,799

　

8,351 128,963　　379△50,136　601　115,392　9,547 135,504　　4n△29,248△6△28,593△20,888

　

黒字の団体

　

333

　

82,113

　

1,263 21,616　　210　59,444　372　100,244　1,592 28,535　　315　70,433△39△18,131△10,989

　

赤字の団体

　

262

　　

4,686

　

7,088 107,346　　170△109,579　229　15,148　7,955 106,969　　95△99,681　33△10,462△　9,898

町

　　　

村2,530

　

146,382

　

2,225 43,623　1,321　101,855 2,544　163,446　2,413 45,581　1,166　116,618△14△17,064△14,763

　

黒字の団体2,072

　

143,764

　

1,501 27,542　1,217　115,939 2,169　161,075　1,715 31,087　　893　129,167△97△17,311△13,228

　

赤字の団体

　

458

　　

2,617

　　

724

　

15,081

　　

104△14,084

　

375

　　

2,371

　　

698 14,494　　273△12,549　83　　　246△　1,535

一部事務組合

　　

3

　　　

707

　　　

20

　　

281

　　　

－

　　　

407

　　

3

　　　

721

　　　

21

　　

204

　　　

－

　　　

497

　　

－△

　　

14△

　　

90

　

黒字の団体

　　

3

　　　

707

　　

20

　　

281

　　　

－

　　　

407

　　

3

　　　

721

　　　

21

　　

204

　　　

－

　　　

497

　　

～△

　　

14△

　　

90

　

赤字の団体

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

一

　　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　　

－

特

　

別

　

区

　　

23

　　

9,662

　　

－

　　

－

　　

－

　　

9,662

　

23

　

14,077

　　

－

　　

－

　　

－

　

14,077

　

－△4,415△4,415

　

黒字の団体

　　

23

　　

9,662

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

9,662

　

23

　　

14,077

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

14,077

　　

－△

　

4,415△

　

4,415

　

赤字の団体

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　　

－

（注）「黒字の団体」、「赤字の団体」の区分は、再差引収支による。

（２）

　

直診勘定 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　

14

　　

年

　

度

　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　

13

　　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　

区

　　

分

　　

団体ａ

　

門戸門芋゛顛ﾂﾞﾄﾞ

　

団体数

　

門戸門ﾂﾆ゛守門辞団体数

　

実質収支

　

再差引収支

全市町村

　　　

576

　　

1,247

　　

11,156

　

△9,909

　　　

572

　　

1,978

　　

12,057

　

△10,079

　　　

4

　

△

　

731

　　　

170

　

黒字の団体

　　　　

539

　　　

4,996

　　

10,294

　

△

　

5,298

　　　　

538

　　　

5,658

　　

11,386

　

△

　

5,728

　　　　　

1

　

△

　

662

　　　　

430

　

赤字の団体

　　　　

37

　

△

　

3,749

　　　　

862

　

△

　

4,611

　　　　

34

　

△

　

3,680

　　　　

672

　

△

　

4,352

　　　　　

3

　

△

　　

69

　

△

　

259

中

　

核

　

市

　　　　　

4

　　　　　

1

　　　　

118

　

△117

　　　　　　

4

　　　　　

2

　　　　

122

　

△

　　

120

　　　　

－

　

△

　　

1

　　　　　

3

　

黒字の団体

　　　　　

4

　　　　　

1

　　　　

118

　

△117

　　　　　　

4

　　　　　

2

　　　　

122

　

△

　　

120

　　　　

－

　

△

　　

1

　　　　　

3

　

赤字の団体

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

特

　

例

　

市

　　　　　

4

　　　　

16

　　　　

26

　

△

　　

10

　　　　　

4

　　　　

14 36　△　　22　　　　－　　　　　2　　　　12

　

黒字の団体

　　　　　

4

　　　　

16

　　　　

26

　

△

　　

10

　　　　　

414

　　　　　

36

　

△

　　

22

　　　　

－

　　　　　

2

　　　　

12

　

赤字の団体

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－゛

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

都

　　

市

　　　

59△

　

208

　　

1,004△1,212

　　　

59△

　

139

　　

991△い29

　　　

－△

　

69△

　

83

　

黒字の団体

　　　　

54

　　　　

355

　　　　

883

　

△

　　

528

　　　　

53

　　　　

355

　　　　

882

　

△

　　

527

　　　　　

1

　　　　

－

　

△

　　

1

　

赤字の団体

　　　　　

5

　

△

　　

563

　　　　

120

　

△

　　

684

　　　　　

6

　

△

　　

493

　　　　

109

　

△

　　

602

　

△

　　

1

　

△

　　

70

　

△

　　

82

■

　　　　

手す

　　　　

506

　　　

1,382

　　

10,008

　

八

　

8,626

　　　　

503

　　　

2,090

　　

10,909

　

八

　

8,819

　　　　　

3

　

八708

　　　　

193

　

j聚苛ごに)[11

　　　　

474

　　　

4,569

　　　

9,267

　

八

　

4,698

　　　　

475

　　　

5,277

　　

10,346

　

八

　

5,069

　

八

　　

１

　

八

　　

708

　　　　

371

　

丿か字こ四]目]ｲ本

　　　　

32

　

八

　

3,186

　　　　

741

　

八

　

3,928

　　　　

28

　

八

　

3,187

　　　　

563

　

八

　

3,749

　　　　　

4

　　　　　

1

　

乙179

一部事務組合

　　　　　

3

　　　　

55

　　　　

－

　　　　　

55

　　　　　　

2

　　　　

n

　　　　

－

　　　　　　

n

　　　　　

1

　　　　

44

　　　　

44

　

黒字の団体

　　　　　

3

　　　　

55

　　　　

－

　　　　

55

　　　　　　

2

　　　　

11

　　　　

－

　　　　　　

11

　　　　　　

1

　　　　　

44

　　　　　

44

　

赤字の団体

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

＿

（注）「黒字の団体」、「赤字の団体」の区分は、実質収支による。
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(１)

　　

ア

歳入歳出内訳

事業勘定

歳

　　

入

第117表

　

国民健康保険事業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　　　　

増

　　

減

　

率

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　

増

　

減

　

額-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

保

　　　　　

険

　　　　　

税（料）

　　　　

3,388,144

　　　　

3,306,749

　　　　　

81,395

　　　　

35.3

　　　　

34.2

　　　　

2.5

　　　　

3.3

　　

うち退職被保険者分

　　　　

526,184

　　　

501,822

　　　　

24,362

　　　

5.5

　　　

5.2

　　　

4.9

　　　

4.5

一

　　　

部

　　　

負

　　　

担

　　　

金

　　　　　　　

412

　　　　　　　

17

　　　　　　

395

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

2,323.5

　　　　

21.4

　　

うち退職被保険者分

　　　　　　

1

　　　　　　

1

　　　　　　

0

　　　

0.0

　　　

0.0

　　　

0.0

　　　

0.0

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　

3,395,456

　　　

3,466,371

　　　

△70,915

　　　

35.4

　　　

35.8

　　

△2.0

　　　

9.1

　　

療養給付費等負担金

　　　

2,682,119

　　　

2,720,537

　　　

△38,418

　　　

27.9

　　　

28.1

　　

△1.4

　　　

9.8

　　

財政調整交付金等

　　　　

713,338

　　　　

745,834

　　　

△32,496

　　　

7.4

　　　

7.7

　　

△4.4

　　　

6.7

療

　

養

　

給

　

付

　

費

　

交

　

付

　

金

　　　　

1,233,569

　　　

1,325,850

　　　

△92,281

　　　

12.9

　　　

13.7

　　

△7.0

　　　

2.2

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　

20,292

　　　　

22,780

　　　

△2,488

　　　

0.2

　　　

0.2

　　

△10.9

　　

△25.6

　　

財源補てん的なもの

　　　　

14,706

　　　　

16,114

　　

△1,408

　　　

0.2

　　　

0.2

　

△8.7

　

△7.4

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

も

　

の

　　　　　

5,586

　　　　

6,666

　　　

△1,080

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△16.2

　　

△49.6

共

　

同

　

事

　

業

　

交

　

付

　

金

　　　　　　

111,727

　　　　　

119,442

　　　　

△

　

7,715

　　　　

1.2

　　　　

1.2

　　

△

　

6.5

　　　　

3.6

他

　　

会

　　

計

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　

1,030,969

　　　　　

985,141

　　　　　

45,828

　　　　

10.7

　　　　

10.2

　　　　

4.7

　　　　

3.4

　　

財源補てん的な

　

も

　

の

　　　　　

358,492

　　　　

354,543

　　　　　

3,949

　　　　

3.7

　　　　

3.7

　　　　

1.1

　　　　

2.4

　　

保険基盤安定制度に係るもの

　　　　　

294,126

　　　　

271,647

　　　　　

22,479

　　　　

3.1

　　　　

2.8

　　　　

8.3

　　　　

9.5

　　

高医療費基準超過額に係るもの

　　　　　　

1,841

　　　　　

3,256

　　　

△

　

1,415

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

△43.5

　　　　

0.6

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　　

も

　　

の

　　　　　　

376,510

　　　　　

355,695

　　　　　

20,815

　　　　

3.9

　　　　

3.7

　　　　

5.9

　　　　

0.1

基

　　　

金

　　　

繰

　　　

入

　　　

金

　　　　　　

65,227

　　　　　

59,402

　　　　　　

5,825

　　　　

0.7

　　　　

0.6

　　　　

9.8

　　　　

66.5

繰

　　　　　　

越

　　　　　　　

金

　　　　　　

325,167

　　　　　

329,895

　　　　

△

　

4,728

　　　　

3.4

　　　　

3.4

　　

△

　

1.4

　　　　

17.1

そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

収

　　

入

　　　　　

28,655

　　　　

55,504

　　　

△26,849

　　　　

0.2

　　　　

0.7

　　

△48､4

　　　　

1.0

　　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　　　

9,599,618

　　　

9,671,151

　　　

△71,533

　　　

100.0

　　　

100.0

　　

△0.7

　　　

5.7
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(１)

　　

イ

　　　　　　　　

第117表

　

国民健康保険事業決算の状況(つづき)

歳入歳出内訳(つづき)
事業勘定(つづき)
歳

　　

出 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　　　　

増

　　

減

　

率

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

総

　　　　　　　

務

　　　　　　　

費

　　　　　　

238,094

　　　　　

235,066

　　　　　　

3,028

　　　　

2.5

　　　　

2.5

　　　　

1.3

　　　　

0.0

　　

‾

　　

般

　　

管

　　

理

　　

費

　　　　

150,248

　　　　

145,133

　　　　

4,115

　　　

1.6

　　　　

1.6

　　　　

2.8

　　

△

　

0.1

　　

賦

　　

課

　　

徴

　　

収

　　

費

　　　　　　

61,145

　　　　　

62,053

　　　

△

　　

908

　　　　

0.7

　　　　

0.7

　　

△

　

1.5

　　　　

1.7

　　

連

　

合

　

会

　

負

　

担

　

金

　　　　　　　

5,966

　　　　　　

5,788

　　　　　　　

178

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

3.1

　　　　　

7.6

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

総

　

務

　

費

　　　　　　

20,735

　　　　　

21,092

　　　

△

　　

357

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　

△

　

1.7

　　

△

　

6.0

保

　　

険

　　

給

　　

付

　　

費

　　　　

5,364,876

　　　

5,767,111

　　　

△402,235

　　　

57.1

　　　

61.3

　　

△7.0

　　　

2.8

　　

療

　　

養

　　

諸

　　

費

　　

等

　　　　

5,189,053

　　　

5,592,098

　　　

△403,045

　　　

55.2

　　　

59.5

　　

△7.2

　　　　

2.9

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

給

　

付

　

費

　　　　　　

153,786

　　　　　

153,474

　　　　　　　

312

　　　　

1.7

　　　　

1.6

　　　　

0.2

　　

△

　

1.8

　　

診療報酬審査支払手数料

　　　　　

22,037

　　　　

21,539

　　　　　　

498

　　　

0.2

　　　

0.2

　　　

2.3

　　

△2.5

老

　

人

　

保

　

健

　

拠

　

出

　

金

　　　　　

3,047,236

　　　　

2,669,030

　　　　　

378,206

　　　　

32.4

　　　　

28.4

　　　　

14.2

　　　　

14.6

　　

老人保健医療費拠出金

　　　

3,011,507

　　　

2,634,766

　　　　

376,741

　　　

32.0

　　　

28.0

　　　

14.3

　　　

14.6

　　

老人保健事務費拠出金

　　　　　

35,729

　　　　

34,264

　　　　

1,465

　　　

0.4

　　　

0.4

　　　

4.3

　　　

15.1

介

　

護

　

給

　

付

　

費

　

納

　

付

　

金

　　　　　　

441,131

　　　　　

443,547

　　　

△

　

2,416

　　　　

4.7

　　　　

4.7

　　

△

　

0.5

　　　　

13.8

共

　

同

　

事

　

業

　

拠

　

出

　

金

　　　　　　

71,906

　　　　　

75,670

　　　

△

　

3,764

　　　　

0.8

　　　　

0.8

　　

△

　

5.0

　　　　

4.7

　　

共同事業医療費拠出金

　　　　　

71,722

　　　　

75,472

　　

△

　

3,750

　　　

0.8

　　　

0.8

　　

△5.0

　　　

4.7

　　

共同事業事務費拠出金

　　　　　　

136

　　　　　

100

　　　　　

36

　　　

0.0

　　　

0.0

　　　

36.0

　　

△1.0

　　

その他の共同事業拠出金

　　　　　　　

48

　　　　　　

98

　　　

△

　　

50

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△51.0

　　　

12.6

保

　　　

健

　　　

事

　　　

業

　　　

費

　　　　　　

42,561

　　　　　

45,335

　　　

△

　

2,774

　　　　

0.5

　　　　

0.5

　　

△

　

6.1

　　　　

6.4

繰

　　　　　

出

　　　　　

金

　　　　　

14,482

　　　　

17,818

　　

△

　

3,336

　　　

0.2

　　　

0.2

　　

△18.7

　　　

38.4

　　

財源補てん的なもの

　　　　　

8,415

　　　　

9,062

　　

△

　

646

　　　

0.1

　　　

0.1

　

△7.1

　　　

1.7

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

も

　

の

　　　　　

6,066

　　　　　

8,755

　　

△

　

2,690

　　　

0.1

　　　

0.1

　　

△30.7

　　　

120.7

基

　　

金

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　

33,387

　　　　

30,125

　　　　　

3,262

　　　

014

　　　

0.3

　　　

10.8

　　

△22.9

公

　　　　　

債

　　　　　

費

　　　　　　

530

　　　　　

516

　　　　　

14

　　　

0,0

　　　

0.0

　　　

2.7

　　

△15.1

　　

元

　　

利

　　

償

　　

還

　　

金

　　　　　　　　

185

　　　　　　　

182

　　　　　　　　　

3

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

1.6

　　　　　

－

　　

一

　

時

　

借

　

人

　

金

　

利

　

子

　　　　　　　　

345

　　　　　　　

334 11　　　　0.0　　　　　0.0　　　3.3　　△21.6

前

　

年

　

度

　

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　　　

82,194

　　　　　

70,280

　　　　　

11,914

　　　　

0.9

　　　　

0.7

　　　　

17.0

　　

△

　

0.8

そ

　

の

　

他

　

の

　

支

　

出

　　　　　

64,125

　　　　

48,536　　　　15, 589　　　0. 5　　　0. 6　　　32. 1　　△15,5

　　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　　　

9,400,522　　　　9,403,034　　　△　2･512　　　100･0　　　100.0　　△　0.0　　　　　6.1
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その２

　

(２)

　　

ア

歳入歳出内訳

直診勘定

歳

　　

入

　　

第117表

　

国民健康保険事業決算の状況（つづき）

（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　　　　

増

　　

減

　

率

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　

増

　

滅

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

診

　　　

療

　　　

収

　　　

入

　　　　　

57,001

　　　　

60,519

　　　

△3,518

　　　

67.0

　　　

70.4

　　

△5.8

　　　

0.7

国

　　　

庫

　　　

支

　　　

出

　　　

金

　　　　　　　

1,847

　　　　　　

1,886

　　　　

△

　　

39

　　　　

2.2

　　　　

2.2

　　

△

　

2.1

　　　　

1.1

　　

財

　

政

　

調

　

整

　

交

　

付

　

金

　　　　　　　

1,586

　　　　　　

1,659

　　　　　　　

27

　　　　

2.0

　　　　

1.9

　　　　

1.6

　　

△

　

4.1

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

161

　　　　　

227

　　　

△

　

66

　　　

0.2

　　　

0.3

　　

△29.1

　　　

68.1

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　　

563

　　　　　　　

508

　　　　　　　

55

　　　　

0.7

　　　　

0.6

　　　　

10.8

　　　　

6.5

他

　

会

　

計

　

繰

　

入

　

金

　　　　　

12,878

　　　　

12,385

　　　　　

493

　　　

15.1

　　　

14.4

　　　

4.0

　　

△10.6

　　

普通会計からのもの

　　　　　

11,519

　　　　

11,317

　　　　　

202

　　　

13.5

　　　

13.2

　　　

1.8

　

△10.5

　　

事業勘定からのもの

　　　　　

1,182

　　　　　

947

　　　　　

235

　　　

1.4

　　　

1.1

　　　

24.8

　　

△13.8

　　

その他の会計からのもの

　　　　　　

177

　　　　　　

121

　　　　　　

56

　　　

0.2

　　　

0.1

　　　

46.3

　　　

14.2

基

　　　

金

　　　

繰

　　　

人

　　　

金

　　　　　　

2,532

　　　　　　

1,009

　　　　　　

1,523

　　　　

3.0

　　　　

1.2

　　　

150.9

　　　　

68.4

繰

　　　　　　　

越

　　　　　　　

金

　　　　　　　

5,873

　　　　　　

5,329

　　　　　　　

544

　　　　

6.9

　　　　

6.2

　　　　

10.2

　　　　

2.7

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　　　

2,339

　　　　

2,386

　　　

△

　

47

　　　

2.8

　　　

2.8

　　

△2.0

　　

△12.2

そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

収

　　

入

　　　　　　　

1,982

　　　　　　

1,945

　　　　　　　

37

　　　　

2.3

　　　　

2.2

　　　　

1.9

　　

△

　

7.0

　　

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　　　　　

85,015

　　　　　

85,967

　　　　

△

　

952

　　　

100.0

　　　

100.0

　　

△

　

1.1

　　

△

　

1.1

イ

　

歳

　　

出 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　　　　

増

　　

減

　

率

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

総

　　　　　

務

　　　　　

費

　　　　　

41,181

　　　　

42,211

　　　

△1,030

　　　

49.4

　　　

50.5

　　

△2.4

　　

△1.9

医

　　　　　　

業

　　　　　　

費

　　　　　　

28,257

　　　　　

29,150

　　　　

△

　

893

　　　

33.9

　　　

34.9

　　

△

　

3.1

　　　　

1.1

施

　　　

設

　　　

整

　　　

備

　　　

費

　　　　　　　

4,417

　　　　　　

4,039

　　　　　　　

378

　　　　

5.3

　　　　

4.8

　　　　

9.4

　　

△

　

8.0

繰

　　　　　　　

出

　　　　　　　

金

　　　　　　　

1,722

　　　　　　　

328

　　　　　　

1,394

　　　　

2.1

　　　　

0.4

　　　

425.0

　　　　

56.9

　　

普通会計に対するもの

　　　　　　

186

　　　　　　

244

　　　

△

　

58

　　　

0.2

　　　

0.3

　　

△23.8

　　　

86.3

　　

事業勘定に対するもの

　　　　　　

18

　　　　　

19

　　　

△

　　

1

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△5.3

　　

△38.7

　　

その他の会計に対するもの

　　　　　　

1,518

　　　　　　

65

　　　　　

1,453

　　　　

1.9

　　　　

0.1

　　

2,235.4

　　　

38.3

基

　　

金

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　　

627

　　　　　

739

　　　

△

　

n2

　　　

0.8

　　　

0.9

　　

△15.2

　　

△48.9

公

　　　　　　　

債

　　　　　　　

費

　　　　　　　

3,323

　　　　　　

3,281

　　　　　　　

42

　　　　

4.0

　　　　

3.9

　　　　

1.3

　　　　

1.7

　　

元

　　

利

　　

償

　　

還

　　

金

　　　　　　　

3,307

　　　　　　

3,258

　　　　　　　

49

　　　　

4.0

　　　　

3.9

　　　　

1.5

　　　　

1.7

　　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　

利

　

子

　　　　　　　

17

　　　　　　

22

　　　

△

　　

5

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△22.7

　　

△4.3

前

　

年

　

度

　

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　　　　

3,583

　　　　　　

3,574

　　　　　　　　

9

　　　　

4.3

　　　　

4.3

　　　　

0.3

　　

△

　

1.0

そ

　

の

　

他

　

の

　

支

　

出

　　　　　　

199

　　　　　

201

　　　

△

　　

2

　　　

0.2

　　　

0.3

　　

△1.0

　　

△42.1

　　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　　　　

83,309

　　　　　

83,523

　　　　

△

　

214

　　　

100.0　　　100. 0　　△　0.3　　△　1.8
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その１

　

収支の状況

第118表老人保健医療事業決算の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　

成

　　　　

14

　　　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　

比

　　　

較

　

区

　　　　

分

　　　

団体数

　　

歳入合計

　　

歳出合計

　

歳入歳出差引

　

繰越等

　　

実質収支

　　

団体数

　　

実質収支

　　

団体数

　　

実質収支

　　　　　　　　　

（Ａ）

　　

（Ｂ）

　　　

（Ｃ）

　　　

（Ｂ）ぷ

）

（c）

　　　

（E）

　　　

（D）

（R（E）

　　

（G）

　　

（H）

　

（Aト（Ｇ）（Ｆ）－（Ｈ）

市

　　

町

　　

村

　　

3,230

　

10,927,991

　

10,873,339

　　

54,652

　　　

4,120

　　

50,532

　　

3,241

　　　

55,169

　

△11

　　

△4,637

　

黒字の団体

　　

2,663

　

8,189,144

　

8,119,581

　　

69,563

　　　　

893

　　

68,670

　　

2,812

　　

65,325

　

△149

　　　

3,345

　

赤字の団体

　　　

567

　

2,738,847

　

2,753,758

　

△14,911

　　　

3,227

　

△18,138

　　

429

　

△10,156

　　

138

　　

△7,982

その２

　

(１)

歳入歳出内訳

歳

　　

入 (単位

　

百万円・％)

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

支

　

払

　

基

　

金

　

交

　

付

　

金

　　　　　

7,471,742

　　　　

68.4

　　　　

7,548,138

　　　　

68.8

　　　　

△76,396

　　　

△

　

1.0

　　

医

　　

療

　　

費

　　

交

　　

付

　　

金

　　　　

7,416,841

　　　　

67.9

　　　　

7,503,764

　　　　

68.4

　　　　

△86,923

　　

△1.2

　　

審査支払手数料交付金

　　　　　

54,901

　　　　

0.5

　　　　　

44,374

　　　　

0.4

　　　　　

10,527

　　　

23.7

国

　　　

庫

　　　

支

　　　

出

　　　

金

　　　　　

2,200,459

　　　　

20.1

　　　　　

2,180,322

　　　　

19.9

　　　　　　

20,137

　　　　　

0.9

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　　　

564,021

　　　　　

5.2

　　　　　　

537,877

　　　　　

4.9

　　　　　　

26,144

　　　　　

4.9

他

　　

会

　　

計

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　

607,706

　　　　　

5.6

　　　　　　

600,025

　　　　　

5.5

　　　　　　　

7,681

　　　　　

1.3

　　

医

　

療

　

費

　

に

　

係

　

る

　

も

　

の

　　　　　　

568,339

　　　　　

5.2

　　　　　　

564,022

　　　　　

5.1

　　　　　　　

4,317

　　　　　

0.8

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

も

　　

の

　　　　　　　

39,367

　　　　　

0.4

　　　　　　

36,003

　　　　　

0.4

　　　　　　　

3,364

　　　　　

9.3

繰

　　　　　　

越

　　　　　　

金

　　　　　

64,434

　　　　

0.6

　　　　　

83,004

　　　　

0.8

　　　　

△18,570

　　

△22.4

そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

収

　　

入

　　　　　　　

19,629

　　　　　

0.1

　　　　　　

19,434

　　　　　

0.1

　　　　　　　　

195

　　　　　

1.0

　　

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　　

10,927,991

　　　

100.0

　　　

10,968,800

　　　

100.0

　　　　

△40,809

　　

△0.4

（２）

　

歳

　　

出 (単位

　

百万円・％)

　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　

増

　

滅

　

額

　　

増減率

総

　　　　　　　　

務

　　　　　　　　

費

　　　　　　　

34,586

　　　　　

0.3

　　　　　　

30,068

　　　　　

0.3

　　　　　　　

4,518

　　　　

15.0

　　

人

　　　　　　　

件

　　　　　　　

費

　　　　　　　

19,691

　　　　　

0.2

　　　　　　

19,254

　　　　　

0.2

　　　　　　　　

437

　　　　　

2.3

　　

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　　

他

　　　　　　　

14,895

　　　　　

0.1

　　　　　　

10,814

　　　　　

0.1

　　　　　　　

4,081

　　　　

37.7

医

　　　　　

療

　　　　　

諸

　　　　　

費

　　　　　

10,765,581

　　　　

99.0

　　　　

10,775,376

　　　　

98.7

　　　　　

△

　

9,795

　　　

△

　

0.1

　　

医

　　

療

　　

給

　　

付

　　

費

　　

等

　　　　　

10,523,123

　　　　

96.8

　　　　

10,522,038

　　　　

96.4

　　　　　　　

1,085

　　　　　

0.0

　　

医

　　　　　

療

　　　　　

費

　　　　　

181,456

　　　　

1.7

　　　　

194,390

　　　　

1.8

　　　　

△12,934

　　

△6.7

　　

老人保健施設療養費

　　　　　　

727

　　　　

0.0

　　　　　　

825

　　　　

0.0

　　　　

△

　　

98

　　

△11.9

　　

老

　

人

　

訪

　

問

　

看

　

護

　

療

　

養

　

費

　　　　　　　

15,840

　　　　　

0.1

　　　　　　

15,589

　　　　　

0,1

　　　　　　　　

251

　　　　　

1.6

　　

審

　

査

　

支

　

払

　

手

　

数

　

料

　　　　　　　

44,436

　　　　　

0.4

　　　　　　

42,533

　　　　　

0.4

　　　　　　　

1,903

　　　　　

4.5

繰

　　　　　　　　

出

　　　　　　　　

金

　　　　　　　

31,978

　　　　　

0.3

　　　　　　

35,190

　　　　　

0.3

　　　　　

△

　

3,212

　　　

△

　

9.1

前

　

年

　

度

　

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　　　　

10,971

　　　　　

0.1

　　　　　　　

8,428

　　　　　

0.1

　　　　　　　

2,543

　　　　

30.2

そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

支

　　

出

　　　　　

30,223

　　　　

0.3

　　　　　

63,408

　　　　

0.6

　　　　

△33,185

　　

△52.3

　　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　

10,873,339

　　　

100.0

　　　

10,912,470

　　　

100.0

　　　　

△39,131

　　

△0.4

（注）特定療養費は、「医療給付費等」に含まれている。
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その１

　

(１)

収支の状況

保険事業勘定

第119表介護保険事業決算の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

13

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　

区

　

分

　　

団

　　　　　　　

財政措置額

　　　

再差引

　

団

　　　　　　　

財政措置額

　　　

再差引

　

団

　　　　　

；実腎誼
緒ヅヤ聯

六白；竺∩
尉叩ツヅ

ル1ベ実に沢

全市町村2,869

　

64,113

　

8,918

　

9,124

　

1,995

　

48,0662,878　101,530　5,925　6,390　1,777　90,993△9△37,417△42,927

　

黒字の団体2,416

　

68,250

　　

473

　

2,022

　

1,868

　

67,6242,541　102,213　　283　2,189　1,601　101,342△225△33,963△33,718

　

赤字の団体

　

453△4,137

　

8,445

　

7,102

　　

127△19,558

　

237

　

△682

　

5,542

　

4,200

　　

176△10,349

　

216△3,455△9,209

（注）「黒字の団体」、「赤字の団体」の区分は、再差引収支による。

（２）

　

介護サービス事業勘定 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

14

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

13

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　

区

　　

分

　　

団４ｔ実野１門讐゛焚が蟹団体数

　

実野・門:d)守門戸団体数

　

実質収支

　

再差引収支

全市町村

　　　

553

　　

1,205

　　

21,751

　

△20,546

　　　

550

　　　

737

　　

18,792

　

△18,055

　　　

3

　　　

468

　

△2,491

　

黒字の団体

　　　　

539

　　　

1,255

　　

21,703

　

△20,447

　　　　

531

　　　　

853

　　

18,610

　

△17,757

　　　　

8

　　　

402

　

△2,690

　

赤字の団体

　　　　

14

　　　

△50

　　　　

48

　

△

　　

99

　　　　

19

　　

△116

　　　　

183

　

△

　

299

　　

△

　

5

　　　　

66

　　　

200

（注）「黒字の団体」、「赤字の団体」の区分は、実質収支による。

その２

　

(１)

　　

ア

歳入歳出内訳

保険事業勘定

歳

　　

入 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　　　　　

増

　　

減

　

率

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

保

　　　　　　　

険

　　　　　　

料

　　　　　

806,174

　　　　　

589,850

　　　　　

216,324

　　　　

15.9

　　　　

12.6

　　　　

36.7

　　　

206.6

国

　　　

庫

　　　

支

　　　

出

　　　

金

　　　　

1,163,544

　　　　

1,074,779

　　　　　

88,765

　　　　

22.9

　　　　

22.9

　　　　

8.3

　　　　

21.2

　

介

　

護

　

給

　

付

　

費

　

負

　

担

　

金

　　　　　

905,191

　　　　　

840,633

　　　　　

64,558

　　　　

17.8

　　　　

17.9

　　　　

7.7

　　　　

19.8

　

調

　　

整

　　

交

　　

付

　　

金

　　　　　

225,924

　　　　　

202,376

　　　　　

23,548

　　　　

4.4

　　　　

4.3

　　　　

11.6

　　　　

26.5

　

事

　

務

　　

費

　　

交

　

付

　

金

　　　　　　

29,070

　　　　　

28,473

　　　　　　　

597

　　　　

0.6

　　　　

0.6

　　　　

2.1

　　　　

20.7

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

補

　

助

　

金

　　　　　　

3,359

　　　　　　

3,297

　　　　　　　

62

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

1.9

　　　

107.8

支

　

払

　

基

　

金

　

交

　

付

　

金

　　　　

1,537,642

　　　　

1,340,027

　　　　　

197,615

　　　　

30.3

　　　　

28.6

　　　　

14.7

　　　　

19.2

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　

593,899

　　　　　

523,335

　　　　　

70,554

　　　　

11.7

　　　　

11.2

　　　　

13.5

　　　　

24.4

　

財源補てん的なもの

　　　　　

8,918

　　　　

5,925

　　　　

2,993

　　　

0.2

　　　

0.1

　　　

50.5

　　

△45.0

　　　

うち財政安定化基金支出金

　　　　　　

1,224

　　　　　　　

－

　　　　　　

1,224

　　　　

0.0

　　　　　

－

　　　　

皆増

　　　　

皆減

　

そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

も

　　

の

　　　　　

584,981

　　　　　

517,410

　　　　　

67,571

　　　　

11.5

　　　　

11.1

　　　　

13.1

　　　　

26.2

相互財政安定化事業交付金

　　　　　　

454

　　　　　　

247

　　　　　　

207

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　

83.8

　　

△2,4

他

　　

会

　　

計

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　

796,804

　　　　　

723,057

　　　　　

73,747

　　　　

15.7

　　　　

15.4

　　　　

10.2

　　　　

15.0

　

財源補てん的なもの

　　　　　

9,124

　　　　

6,390

　　　　

2,734

　　　

0.2

　　　

0.1

　　　

42.8

　　

△32.0

　

一般会計からのもの12.5%

　　　　　

584,238

　　　　

518,361

　　　　　

65,877

　　　

11.5

　　　

11.1

　　　

12.7

　　　

24.3

　

そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

も

　　

の

　　　　　

203,442

　　　　　

198,306

　　　　　　

5,136

　　　　

4.0

　　　　

4.2

　　　　

2.6

　　

△

　

2.1

基

　　

金

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　

44,499

　　　　

222,307

　　　

△177,808

　　　

0.9

　　　

4.7

　　

△80.0

　　

△61.5

繰

　　　　　　

越

　　　　　　

金

　　　　　

99,158

　　　　

198,953

　　　

△99,795

　　　　

2.0

　　　　

4.2

　　

△50.2

　　　

皆増

地

　　　　　　　

方

　　　　　　　

債

　　　　　　

29,184

　　　　　

11,046

　　　　　

18,138

　　　　

0.6

　　　　

0.2

　　　

164.2

　　　　

皆増

　　　

うち財政安定化基金貸付金

　　　　　

28,588

　　　　　

10,970

　　　　　

17,618

　　　　

0.6

　　　　

0.2

　　　　

160.6

　　　　

皆増

そ

　

の

　

他

　

の

　

収

　

人

　　　　　

6,340

　　　　

4,564

　　　　

1,776

　　　

0.0

　　　

0.2

　　　

38.9

　　

△11.2

　　

歳

　　　

入

　　　

合

　　

計

　　　　　　

5,077,698

　　　　

4,688,165　　　　　389,533　　　1 00.0　　　100.0　　　　8.3　　　　22.2

一資124 －



その２

　

(１)

　　

イ

　　　　　　　

第119表介護保険事業決算の状況(つづき)

歳入歳出内訳(つづき)
保険事業勘定(つづき)
歳

　　

出 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　　　　　

増

　　

減

　

率

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

総

　　　　　　　

務

　　　　　　　

費

　　　　　

236,391

　　　　　

238,908

　　　　

△

　

2,517

　　　　

4.7

　　　　

5.2

　　

△

　

1.1

　　　　

4.8

保

　　　

険

　　　

給

　　　

付

　　　

費

　　　　

4,561,451

　　　　

4,122,124

　　　　　

539,327

　　　　

93.0

　　　　

90.0

　　　　

13.1

　　　　

26.8

　

介

　　

護

　　

諸

　　

費

　　

等

　　　　

4,644,904

　　　　

4,111,198

　　　　　

533,706

　　　　

92.7

　　　　

89.7

　　　　

13.0

　　　　

26.9

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

給

　

付

　

費

　　　　　

8,173

　　　　　

3,807

　　　　　

4,366

　　　

0.2

　　　

0.1

　　　

114.7

　　

△46.0

　

審

　

査

　

支

　

払

　

手

　

数

　

料

　　　　　　

8,374

　　　　　　

7,119

　　　　　　

1,255

　　　　

0.2

　　　　

0.2

　　　　

17.6

　　　　

54.2

財政安定化基金拠出金

　　　　

22,540

　　　　

23,074

　　　

△

　

534

　　　

0.4

　　　

0.5

　　

△2.3

　　　

4.8

相互財政安定化事業負担金

　　　　　　

348

　　　　　　

288

　　　　　　

60

　　　

0.0

　　　

0,0

　　　

20.8

　　　

7.5

保

　

健

　

福

　

祉

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　

381

　　　　　　　

271

　　　　　　　

110

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

40.6

　　　　

9.7

繰

　　　　　　　

出

　　　　　　　

金

　　　　　　

11,693

　　　　　

12,782

　　　　

△

　

1,089

　　　　

0.2

　　　　

0.3

　　

△

　

8.5

　　　

550.9

　

財源補てん的なもの

　　　　

1,995

　　　　

1,777

　　　　　

218

　　　

0.0

　　　

0.0

　　　

12.3

　　

368.9

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

も

　

の

　　　　　

9,698

　　　　

n,005

　　　

△L307

　　　

0.2

　　　

0.3

　　

△ｎ.9

　　　

607.7

基

　　

金

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　

44,818

　　　　

86,786

　　　

△41,968

　　　　

0.9

　　　　

1.9

　　

△48.4

　　

△26.5

公

　　　　　　　

債

　　　　　　　

費

　　　　　　　

303

　　　　　　　

264

　　　　　　　

39

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

14.8

　　　　

19.5

　

元

　　

利

　　

償

　　

還

　　

金

　　　　　　　

279

　　　　　　　

212

　　　　　　　

67

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

31.6

　　　　

1.4

　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　

利

　

子

　　　　　　

24

　　　　　　

51

　　　

△

　　

27

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△52.9

　　　

325.0

前

　

年

　

度

　

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　　　　

459

　　　　　　　

490

　　　　

△

　　

31

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

△

　

6.3

　　　　

皆増

そ

　

の

　

他

　

の

　

支

　

出

　　　　　

31,772

　　　　

96,277

　　　

△64,505

　　　

0,8

　　　

2.1

　　

△67.0

　　

6,723.3

　　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　　

5,010,156

　　　　

4,581,264

　　　　　

428,892　　　100. 0　　　1 00,0　　　　9. 4　　　　26.4

一資125 －



その２

　

(２)

　　

ア

　　　　　　　

第119表介護保険事業決算の状況（つづき）

歳入歳出内訳（つづき）
介護サービス事業勘定
歳

　　

入 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　　　　　

増

　　

減

　

率

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

サ

　　

ー

　　

ビ

　　

ス

　　

収

　　

人

　　　　　　

11,679

　　　　　

11,549

　　　　　　　

130

　　　　

28.7

　　　　

26.2

　　　　

1.1

　　　　

14.8

分

　

担

　

金

　

及

　

び

　

負

　

担

　

金

　　　　　　　

158

　　　　　　　

142

　　　　　　　

16

　　　　

0.4

　　　　

0.3

　　　　

11.3

　　　　

67.1

使

　

用

　

料

　

及

　

び

　

手

　

数

　

料

　　　　　　　

177

　　　　　　　

167

　　　　　　　

10

　　　　

0.4

　　　　

0.4

　　　　

6.0

　　　　

40.3

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　　　

682

　　　　　

1,160

　　　

△

　

478

　　　

1.7

　　　

2.6

　　

△41.2

　　

△41.0

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　　

758

　　　　　

1,226

　　　　

△

　

468

　　　　

1.9

　　　　

2.8

　　

△38.2

　　

△24.5

財

　　　

産

　　　

収

　　　

入

　　　　　　　

1

　　　　　　

7

　　　

△

　　

6

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△85.7

　　

250.0

寄

　　　　　

附

　　　　　

金

　　　　　　

4

　　　　　　

8

　　　

△

　　

4

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△50.0

　　　

166.7

他

　　

会

　　

計

　　

繰

　　

人

　　

金

　　　　　

22,114

　　　　　

20,168

　　　　　

1,946

　　　

54.3

　　　

45.8

　　　　

9.6

　　

△14.5

　

普通会計からのもの

　　　　　

21,981

　　　　

20,078

　　　　　

1,903

　　　

54.0

　　　

45.6

　　　

9.5

　　

△14.0

　

保険事業勘定からのもの

　　　　　　

101

　　　　　　

73

　　　　　　

28

　　　

0.2

　　　

0.2

　　　

38.4

　　

△67.7

　

その他の会計からのもの

　　　　　　

32

　　　　　　

17

　　　　　　

15

　　　

0.1

　　　

0.0

　　　

88.2

　　

△43.3

基

　　

金

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　

32

　　　　　　

65

　　　

△

　

33

　　　

0.1

　　　

0.1

　　

△50.8

　　　

132.1

繰

　　　　　　　

越

　　　　　　　

金

　　　　　　　

814

　　　　　　　

608

　　　　　　　

206

　　　　

2.0

　　　　

1.4

　　　　

33.9

　　　　

皆増

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　　　

3,679

　　　　　

8,571

　　　　

△4,892

　　　

9.0

　　　

19.5

　　

△57.1

　　

△46.3

そ

　

の

　

他

　

の

　

収

　

入

　　　　　　

590

　　　　　

379

　　　　　

2n

　　　

1.5

　　　

0.9

　　　

55.7

　　

△26.4

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　　　　

40,688

　　　　

44,050

　　　

△3,362

　　　

100.0

　　　

100.0

　　

△7.6

　　

△18.4

イ

　

歳

　　

出 (単位 百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　　　　　

増

　　

減

　

率

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

平成14年度

　　　

平成13年度

　　　

増

　

減

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14年度

　　　

13年度

　　　

14年度

　　　

13年度

総

　　　　　　　

務

　　　　　　　

費

　　　　　　

5,894

　　　　　　

6,389

　　　　

△

　

495

　　　　

14.9

　　　　

14.8

　　

△

　

7.7

　　

△

　

2.5

サ

　

ー

　　

ビ

　

ス

　

事

　

業

　

費

　　　　　　

12,334

　　　　　

13,051

　　　　

△

　

717

　　　　

31.3

　　　　

30.2

　　

△

　

5.5

　　　　

8.9

施

　　

設

　　

整

　　

備

　　

費

　　　　　

8,444

　　　　　

12,348

　　　　

△3,904

　　　

21.4

　　　

28.5

　　

△31.6

　　

△50.1

基

　　　

金

　　　

積

　　　

立

　　　

金

　　　　　　　

235

　　　　　　　

157

　　　　　　　

78

　　　　

0.6

　　　　

0.4

　　　　

49.7

　　　

170.7

公

　　　　　　　

債

　　　　　　　

費

　　　　　　

11,920

　　　　　　

9,617

　　　　　　

2,303

　　　　

30.2

　　　　

22.2

　　　　

23.9

　　　　

23.9

　

元

　　

利

　　

償

　　

還

　　

金

　　　　　　

11,919

　　　　　　

9,615

　　　　　　

2,304

　　　　

30.2

　　　　

22.2

　　　　

24.0

　　　　

23.9

　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　

利

　

子

　　　　　　　

1

　　　　　　

2

　　　

△

　　

1

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△50.0

　　

△33.3

他

　

会

　

計

　

繰

　

出

　

金

　　　　　　

363

　　　　　

1,376

　　　

△1,013

　　　

0.9

　　　

3.2

　　

△73.6

　　

△5.1

　

普通会計に対するもの

　　　　　　

264

　　　　　

1,304

　　　

△1,040

　　　

0.7

　　　

3.0

　　

△79.8

　　

△6.1

　

保険事業勘定に対するもの

　　　　　　　

46

　　　　　　

35

　　　　　　

n

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　

31.4

　　　

218.2

　

その他の会計に対するもの

　　　　　　　

53

　　　　　　

37

　　　　　　

16

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　

43.2

　　

△26.0

前

　

年

　

度

　

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　　　　

2

　　　　　　　

38

　　　　

△

　

36

　　　　

0.0

　　　　

0.1

　　

△94.7

　　　

皆増

そ

　

の

　

他

　

の

　

支

　

出

　　　　　　

246

　　　　　

291

　　　

△

　

45

　　　

0.7

　　　

0.6

　　

△15.5

　　

△58.2

　

歳

　　

出

　　

合

　　

計

　　　　　　

39,438

　　　　

43,267

　　　

△3, 829　　　1 00.0　　　100. 0　　△8.8　　△18.7

一資126 －



その１

　

収支の状況（団体別）

第120表

　

収

　

益

　

事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　

成

　　　　

14

　　　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　　

比

　　　

較

　

区

　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

歳入歳出

　

翌年度に

　　　　　　　　　　　　

再差引

　　　　　　　

団体数

　

歳入合計

　

歳出合計

　

差

　

引

　

繰り越ず

　

繰入金

　

繰出金（Ｄ卜（Ｅト

　

団体数

　

再差引

　

団体数

　

再差引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｂト（Ｃ）べき財源

　　　　　　　　　　　

（Ｆ）十（Ｇ）

　　　　　　　　

（Ａ）

　

（Ｂ）

　　

（Ｃ）

　　

（Ｄ）

　　

（Ｅ）

　　

（Ｆ）

　　

（Ｇ）

　　

（Ｈ）

　　

出

　　　

山

　

（Ａト（I）（H卜剛

都

　

道

　

府

　

県

　　　

47

　

598,475

　

587,974

　　

10,501

　　　　

－

　　　

4,462

　

369,516

　　

375,555

　　

47

　

354,996

　　　

－

　　

10,559

　

黒字の団体

　　

47

　

598,475

　

587,974

　　

10,501

　　　　

－

　　

4,462

　

369,516

　　

375,555

　　

47

　

364,996

　　　

－

　　

10,559

　

赤字の団体

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

市

　　

町

　　

村

　　

138 3,289,477 3,299,096△　9,619　　1,892　　25,442　125,388　　88,435　　160　　93,801　　△22　△5,366

　

黒字の団体

　　

89 2,351,693 2,318,221　　33,472　　1,490　　7,753　122,564　　146,794　　118　148,008　　△29　△1,214

　

赤字の団体

　　

49

　

937,784

　

980,875△43,091

　　　

402

　　

17,590

　　

2,824

　

△58,359

　　

42△54,207

　　　

7

　

△4,152

合

　　　　

計

　　

185 3,887,952 3,887,070　　　882　　1,892　29,905　494,904　　463,990　　207　458,７９７　△22　　5,193

　

黒字の団体

　　

136 2,950,168 2,906,195　　43,973　　1,490　　12,215　492,080　　522,349　　165　513,004　　△29　　9,345

　

赤字の団体

　　

49

　

937,784

　

980,875△43,091

　　　

402

　　

17,590

　　

2,824

　

△58,359

　　

42△54,207

　　　

7

　

△4,152

その２

　

収支の状況（事業別）
(単位

　

百万円・％)

4’/6㎡

　

l/χ八’●/’●/-

　

ゝ¶″|”「wgy

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

競

　

，賜

　

事

　

業

　　

自転車競走事業

　　

姦Vj；

　

琵琵に↓

　

宝くじ事業

　

合

　　　　

計

歳

　　

入

　　

合

　　

計（A）

　　　　

539,986

　　　

1,131,196

　　　　

154,504

　　　

1,600,516

　　　　

461,750

　　　

3,887,952

歳

　　

出

　　

合

　　

計（B）

　　　　

572,126

　　　

1,118,547

　　　　

154,918

　　　

1,582,909

　　　　

458,569

　　　

3,887,070

歳入歳出差引（Ａト（ＢｎＯ

　　　

△32,140

　　　　

12,649

　　　

△

　　

414

　　　　

17,607

　　　　　

3,181

　　　　　　

882

翌年度に繰り越すべき財源（D）

　　　　　　　

－

　　　　　　　

978

　　　　　　　

2

　　　　　　

911

　　　　　　　

－

　　　　　　

1,892

繰

　　　　

人

　　　　

金（E）

　　　　

9,731

　　　　

11,646

　　　　　　

93

　　　　

8,435

　　　　　　

－

　　　　

29,905

繰

　　　　

出

　　　　

金（F）

　　　　　

1,785

　　　　

15,292

　　　　　

716

　　　　

20,615

　　　　

456,495

　　　　

494,904

再差引（Ｃ）－（Ｄ）一（Ｅ）十（FnG）

　　　

△

　

40,085

　　　　　

15,317

　　　　　　

207

　　　　　

28,875　　　　　459,676　　　　　463,990

車馬券等

　

売

　

上

　

額（H）

　　　　

491,500

　　　

1,045,640

　　　　

148,075

　　　

1,254,934

　　　　

871,723

　　　

3,811,873

収

　　

益

　　

率（G）/（H）×100

　　　

△

　

8.2

　　　　　

1.5

　　　　　

0.1

　　　　　

2.3

　　　　　

52.7

　　　　　

12.2

前

　

年

　

度

　

収

　

益

　

率

　　　　

△

　　

7.8

　　　　　　　

1.8

　　　　　　　

0.4

　　　　　　　

1,8

　　　　　　

54.2

　　　　　　

11.4

施

　　

行

　　

団

　　

体

　　

数

　　　　　　　　

62

　　　　　　　

100

　　　　　　　　

8

　　　　　　　

176

　　　　　　　

59

　　　　　　　

405

　　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　　　

14

　　　　　　　　

9

　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

47

　　　　　　　

73

　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　　　

48

　　　　　　　

91

　　　　　　　　

6

　　　　　　　

175

　　　　　　　

12

　　　　　　　

332

（注）

　

１

　

施行団体数は、平成14年４月１日現在の団体数である。

　　　　

２

　

施行団体数は、１団体が２以上の事業を実施している場合はそれぞれの事業ごとに１団体としている。

　　　　

３

　

宝くじ事業の軋罵券等売上額は、消化額を計上している。
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第120表

　

収

　

益

　

事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況（つづき）

その３

　

収益金繰入金の使途状況 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

左

　　　　　　　　

の

　　　　　　　　

内

　　　　　　　　

訳

　　

区

　　　　　

分

　　　

れ:

民生費

　

衛生費

　

土木費

　

:Ｕ商工費

　

教育費

　

災害復旧費

　

その他

　

箭昌ｔ

競

　　

馬

　　

事

　　

業

　　　　

1,635

　　　　

59

　　　　　

3

　　　　

519

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

566

　　　　

－

　　　　

488

　　　　

－

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

307

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

307

　　　　

－

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

1,328

　　　　

59

　　　　　

3

　　　　

519

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

566

　　　　

－

　　　　

181

　　　　

－

自転車競走事業

　　

11,092

　　　

889

　　　

899

　　

3,142

　　　

632

　　　

99

　　

3,256

　　　　

一

　　

1,363

　　　

812

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

560

　　　　

10

　　　　

50

　　　　

72

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

428

　　　　

－

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

10,532

　　　　

879

　　　　

849

　　　

3,070

　　　　

632

　　　　

99

　　　

3,256

　　　　

－

　　　　

935

　　　　

812

小型自動車競走事業

　　　　

716

　　　　

600

　　　　

－

　　　　

16

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

54

　　　　

－

　　　　

46

　　　　

－

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

16

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

16

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

700

　　　　

600

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

54

　　　　

－

　　　　

46

　　　　

－

モーターボート競走事業

　　　

16,930

　　　

1,371

　　　

1,788

　　　

6,154

　　　　

664

　　　　

60

　　　

3,550

　　　　　

8

　　　

2,559

　　　　

776

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

1,100

　　　　

26

　　　　

123

　　　　

100

　　　　

100

　　　　

50

　　　　

601

　　　　

－

　　　　

100

　　　　

－

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

15,830

　　　

1,345

　　　

1,665

　　　

6,054

　　　　

564

　　　　

10

　　　

2,949

　　　　　

8

　　　

2,459

　　　　

776

宝

　

く

　

じ

　

事

　

業

　　

456,465

　　

40,091

　　

15,008

　　

189,197

　　　

8,601

　　　

7,693

　　

67,020

　　

10,011

　　

118,844

　　　　

－

　

都

　

道

　

府

　

県

　　

367,316

　　

33,802

　　　

3,452

　　

166,579

　　　

8,376

　　　

6,309

　　

24,710

　　

10,011

　　

114,077

　　　　

－

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

89,148

　　　

6,289

　　

11,556

　　

22,618

　　　　

225

　　　

1,384

　　

42,310

　　　　

－

　　　

4,766

　　　　

－

　

Ａ

　　　　　　

計

　　　

（100.0）

　　　

（8.8）

　

(3.6)

　

(40.9)　（2.0）　(1.6)　(15.3)　(2.1)　(25.4)　（o｡3）

　

ロ

　　　　　　　

p

　　　　

486,837

　　

43,010

　　

17,698

　　

199,028

　　　

9,897

　　　

7,852

　　

74,445

　　

10,019

　　

123,300

　　　

1,588

　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

369,299

　　

33,838

　　　

3,625

　　

166,767

　　　

8,476

　　　

5,359

　　

25,311

　　

10,011

　　

114,912

　　　　

－

　　

市

　　

町

　　

村

　　

117,538

　　　

9,172

　　

14,074

　　

32,261

　　　

1,421

　　　

1,493

　　

49,134

　　　　

8

　　　

8,387

　　　

1,588

（注）合計の（

　

）書きは。構成比（％）である。

第121表

　

公立大学附属病院事業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　　　　

平成13年度

　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

都道府県

　　　

大

　

都

　

市

　　　

合

　

計

　

額

　　　

合

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　　

増

　

減

　

率

収収総

　　　　

収

　　　　

益（A）

　　　　

101,105

　　　　

77,903

　　　　

179,007

　　　　

182,848

　　　

△

　

3,841

　　　

△

　

2.1劉

的

　

総

　　　

費

　　　　

用（B）

　　　

100,077

　　　　

78,630

　　　

178,708

　　　

182,193

　　

△

　

3,485

　　　

△

　

1.9

資収資

　

本

　

的

　

収

　

入（C）

　　　　

16,802

　　　　

27,474

　　　　

44,276

　　　　

32,923

　　　　

11,353

　　　　　　

34.5劉

的

　　

資

　　

本

　　

的

　　

支

　　

出（D）

　　　　

17,976

　　　　　

27,499

　　　　　

45,475

　　　　　

34,138

　　　　　

11,337

　　　　　　

33.2

　　

収支差引（A）－（B）十（C）－（D）（E）

　　　

△

　　

146

　　　

△

　　

753

　　　

△

　　

899

　　　

△

　　

560

　　　

△

　　

339

　　　　　　

60.5

　　

積

　　　　

立

　　　　

金（F）

　　　　　

55

　　　　　　

2

　　　　　

57

　　　　　　

2

　　　　　

55

　　　

2,750.0

　　

繰

　　　　

越

　　　　

金（G）

　　　　

2,749

　　　　　　

447

　　　　　

3,196

　　　　　

3,758

　　　

△

　　

562

　　　

△

　

15.0

　　

前年度繰上充用金（Ｈ）

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

形式収支（Ｅ）－（Ｆ）十（G）－（Hnl）

　　　　　

2,547

　　　

△

　　

308

　　　　　

2,240

　　　　　

3,196

　　　

△

　　

956

　　　

△

　

29.9

　　

翌年度に繰り越すべき財源（J）

　　　　　　

321

　　　　　　

297

　　　　　　

618

　　　　　　

278

　　　　　　

340

　　　　　

122.3

　　

実

　

質

　

収

　

支(I)-(J)

　　　　

2,227

　　

△

　　

605

　　　　

1,622

　　　　

2,918

　　

△

　

1,296

　　　

△

　

44.4
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第122表農業共済事業決算の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

14

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　

比

　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳入

　

支払責任

　　　　　　　　　　　　　　

再差引
区

　　　

分

　

団体数

　

歳

　

入

　

歳

　

出

　

歳

　

出

　

準備金

　

準備金

　

繰入金

　

繰出金

　

未収金

　

未払金（DドE)-(F)団体数

　

再差引

　

団体数

　

再差引

　　　　　　　　　　

合

　

計

　

合

　

計

　

差

　

引

　

積立額

　

積立額

　　　　　　　　　　　　　　　　　

-（Gト（H）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Bト（C）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

刊卜（Ｊ）

　　　　　　　

（Ａ）

　

（Ｂ）

　

（Ｃ）

　

（Ｄ）（Ｅ）

　

（Ｆ）

　

（Ｇ）

　

（Ｈ）

　

（Ｉ）（Ｊ）

　

（Ｋ）

　

（Ｌ）

　

（Ｍ）（Ａ）－（Ｌ川K）べＭ）

市

　

町

　

村

　　

100 26,299 23,573　2,727　　175　　833　　629　　248　　889　1,715　　512　　127　　470　△27　　42

　

黒字の団体

　　　

59

　

18,168

　

15,928

　

2,240

　　　

31

　　

593

　　

177

　　

167

　　

582

　　

561

　　

1,628

　　　

76

　

1,613

　

△17

　　　

15

　

赤字の団体

　　　

41

　

8,131

　

7,645

　　

486

　　

144

　　

240

　　

453

　　　

81

　　

307

　

1,154

　

△1,116

　　　

51△1,143

　

△10

　　

27

第123表

　

交通災害共済事業（直営方式）決算の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　

成

　　　　

14

　　　　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　

平成13年度

　　　

比

　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　

入

　

未経過

　

区

　　　

分

　　

団体数

　

歳

　

入

　

歳

　

出

　

歳

　

出

　

共

　

済

　

繰入金

　

繰出金

　

未収金

　

未払金

　

再

　

差

　

引

　

団体数

　

再差引

　

団体数

　

再差引

　　　　　　　　　　　

合

　

計

　

合

　

計

　

差

　

引

　

掛

　

金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Dト（E卜（F）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Bト（Ｃ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

十（Ｇ）十（Ｈト

　　　　　　　　

（Ａ）

　

（Ｂ）

　

（Ｃ）

　

（Ｄ）

　

（Ｅ）

　

（Ｆ）

　

（Ｇ）

　

（Ｈ）

　　

剛

　

川

　　

巾（K）

　

（L）（Aト（K）（Jト（L）

都道府県

　　　

2

　　

918

　　

917

　　　

1

　　

585

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

△

　

584

　　　

2△617

　　　

－

　　　

33

　

黒字の団体

　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　

赤字の団体

　　　　

2

　　

918

　　

917

　　　

1

　　

585

　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　

△

　

584

　　　

2△

　

617

　　　

－

　　　

33

市

　

町

　

村

　　

195

　

17,460

　

14,631

　

2,829

　

1,038

　　

453

　　

182

　　

－

　　

34

　　

1,486

　　

205

　　

963

　

△10

　　

523

　

黒字の団体

　　　

146

　

13,877

　

11,329

　

2,548

　　

251

　　　

73

　　

182

　　　

－

　　　

34

　　　

2,372

　　

149

　

2,143

　

△

　

3

　　

229

　

赤字の団体

　　　

49

　

3,583

　

3,301

　　

282

　　

786

　　

381

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

△

　

885

　　　

56△1,180

　

△

　

7

　　

295

合

　　　

計

　　

197

　

18,378

　

15,548

　

2,830

　

1,622

　　

453

　　

182

　　

－

　　

34

　　　

903

　　

207

　　

346

　

△10

　　

557

　

黒字の団体

　　　

146

　

13,877

　

11,329

　

2,548

　　

251

　　　

73

　　

182

　　　

－

　　　

34

　　　

2,372

　　

149

　

2,143

　

△

　

3

　　

229

　

赤字の団体

　　　

51

　

4,501

　

4,218

　　

283

　

1,371

　　

381

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

△1,469

　　　

58△1,797

　

△

　

7

　　

328
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第124表

　

企 業

　

債 等

　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　

度

　

償

　

還

　

額

　　　　　　

平成14年度

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

元

　　　　　

金

　　　　

利

　　　　　

子

　　　　　　　

計

　　　　　　　

末

　

現

　

在

　

高

地

　　　

方

　　　

公

　　　

営

　　　

企

　　　

業

　　　　　　　

2,994,805

　　　　　　　

2,155,150

　　　　　　　

5,149,955

　　　　　　

61,278,975

　　

法

　　　

適

　　　

用

　　　

企

　　　

業

　　　　　　　

1,976,904

　　　　　　　

1,356,181

　　　　　　　

3,333,085

　　　　　　

35,793,517

　　　

水

　　　　

道

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

612,469

　　　　　　　　

506,939

　　　　　　　

1,119,408

　　　　　　

11,572,884

　　　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　

41,873

　　　　　　　　

31,302

　　　　　　　　

73,175

　　　　　　　　

705,566

　　　

交

　　　　

通

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

268,982

　　　　　　　　

168,287

　　　　　　　　

437,269

　　　　　　　

4,483,204

　　　

電

　　　　

気

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　　

13,592

　　　　　　　　

11,157

　　　　　　　　

24,749

　　　　　　　　

236,142

　　　

ガ

　　　　

ス

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　　

12,865

　　　　　　　　

6,565

　　　　　　　　

19,430

　　　　　　　　

212,115

　　　

病

　　　　

院

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

206,605

　　　　　　　　

128,480

　　　　　　　　

335,085

　　　　　　　

3,941,911

　　　

下

　　　

水

　　　

道

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

634,101

　　　　　　　　

471,501

　　　　　　　

1,105,602

　　　　　　

11,842,282

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

186,417

　　　　　　　　

31,950

　　　　　　　　

218,367

　　　　　　　

2,799,413

　　

法

　　

非

　　

適

　　

用

　　

企

　　

業

　　　　　　　

1,017,901

　　　　　　　　

798,969

　　　　　　　

1,816,870

　　　　　　

25,485,458

　　　

簡

　　

易

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　

30,916

　　　　　　　　

31,289

　　　　　　　　

62,205

　　　　　　　　

979,143

　　　

交

　　　　

通

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　　　

953

　　　　　　　　　

248

　　　　　　　　　

1,201

　　　　　　　　　

9,841

　　　

下

　　　

水

　　　

道

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

723,275

　　　　　　　　

701,857

　　　　　　　

1,425,132

　　　　　　

21,154,657

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

262,757

　　　　　　　　

65,575

　　　　　　　　

328,332

　　　　　　　

3,341,817

国

　

民

　

健

　

康

　

保

　

険

　

事

　

業

　　　　　　　　　

2,532

　　　　　　　　　

959

　　　　　　　　　

3,492

　　　　　　　　

33,633

老

　　　

人

　　　

医

　　　

療

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

介

　　　

護

　　　

保

　　　

険

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

7,376

　　　　　　　　　

4,822

　　　　　　　　

12,198

　　　　　　　　

214,164

公

　　　

益

　　　

質

　　　

屋

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

農

　　　

業

　　　

共

　　　

済

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

２

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

３

　　　　　　　　　　

１５

公

　

立

　

大

　

学

　

附

　

属

　

病

　

院

　

事

　

業

　　　　　　　　　

16,370

　　　　　　　　

7,877

　　　　　　　　

24,247

　　　　　　　

276,230

収

　　　　　

益

　　　　　

事

　　　　　

業

　　　　　　　　　

4,169

　　　　　　　　　

1,503

　　　　　　　　　

5,672

　　　　　　　　

55,684

　　

合

　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

3,025,254

　　　　　　　

2,170,312

　　　　　　　

5,195,567

　　　　　　

61,868,701

一資130 －



第125表公営企業金融公庫の貸付状況

(単位

　

百万円)

　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

平成14年度

　　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　　　

訳

　　　　　　　　

貸

　　　

付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

貸

　

付

　

額

　　

都道府県

　　　　

市

　　　　

町

　　

村

　　　

‾やjll:

　　　

累

　

計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

組

　

□

　

゛

上

　　　

水

　　　

道

　　　

事

　　　

業

　　　　　

250,817

　　　　　

59,224

　　　　

125,678

　　　　　

37,566

　　　　　

28,349

　　　

8,056,186

簡

　　

易

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　

19,879

　　　　　　　

－

　　　　　

4,978

　　　　　

14,311

　　　　　　

590

　　　　　

29,231

工

　

業

　

用

　　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　

20,903

　　　　　

16,911

　　　　　

3,012

　　　　　　

234

　　　　　　

746

　　　　

945,373

交

　

通

　

‾

　　　

般

　　　

交

　　　

通

　　　　　　

5･070

　　　　　　

296

　　　　　

4,675

　　　　　　　

99

　　　　　　　

－

　　　　

208,237

事業

|

都

　

市

　

高

　

速

　

鉄

　

道

　　　　

161,329

　　　　

2,401

　　　　

158,928

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

2,485,709

電

　　　　

気

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　

2,950

　　　　　

1,838

　　　　　　

217

　　　　　　

369

　　　　　　

526

　　　　

284,251

ガ

　　　　

ス

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　

4,198

　　　　　　

349

　　　　　

3,462

　　　　　　

287

　　　　　　

100

　　　　

222,309

港

　　

湾

　　

整

　　

備

　　

事

　　

業

　　　　　

14,130

　　　　　

8,563

　　　　　

4,564

　　　　　　　

－

　　　　　　

1,003

　　　　

270,665

病

　　　　

院

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　

120,554

　　　　　

32,227

　　　　　

53,991

　　　　　

7,700

　　　　　

26,636

　　　　

237,198

介

　

護

　

サ

　

ー

　

ビ

　

ス

　　

事

　

業

　　　　　　

3,730

　　　　　　

268

　　　　　

1,577

　　　　　　

650

　　　　　

1,235

　　　　　

3,809

市

　　　　

場

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　

9,460

　　　　　

1,715

　　　　　

7,745

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

385,899

と

　　　

畜

　　　

場

　　　

事

　　　

業

　　　　　　

3,897

　　　　　

2,603

　　　　　

1,104

　　　　　　　

129

　　　　　　　　

61

　　　　　

8,979

観

　　

光

　　

施

　　

設

　　

事

　　

業

　　　　　　

1,210

　　　　　　　

－

　　　　　

1,145

　　　　　　　

65

　　　　　　　

－

　　　　

105,611

有

　　

料

　　

道

　　

路

　　

事

　　

業

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

85,551

駐

　

車

　

場

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　　

5,362

　　　　　　

493

　　　　　

4,869

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

266,046

　　　　

臨

　　　　　　　　　　　　

海

　　　　　

10,165

　　　　　

6,622

　　　　　

3,508

　　　　　　　

－

　　　　　　　

35

　　　　

433,677

　　　　

内

　　　　　　　　　　　　

陸

　　　　　　

1,633

　　　　　

1,290

　　　　　　

263

　　　　　　　

－

　　　　　　　

80

　　　　

159,793

地域開

　

流

　　　　　　　　　　　　

通

　　　　　　　

‾

　　　　　　　

‾

　　　　　　　

‾

　　　　　　　

‾

　　　　　　　

‾

　　　　　

5,705

発事業

　

市

　

街

　

地

　

再

　

開

　

発

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

39,211

　　　

1

区

　　　

画

　　　

整

　　　

理

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

63,497

　　　　

住

　　　

宅

　　　

用

　　　

地

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

210

下

　　　

水

　　　

道

　　　

事

　　　

業

　　　　　

630,631

　　　　　

40,110

　　　　

421,472

　　　　

161,070

　　　　　

7,980

　　　

12,035,061

産

　

業

　

廃

　

棄

　

物

　

処

　

理

　

事

　

業

　　　　　　　

51

　　　　　　　

51

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

1,148

公

　　

営

　　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　　　　

48,760

　　　　　

20,494

　　　　　

23,385

　　　　　

4,881

　　　　　　　

－

　　　

2,065,333

臨

　

時

　

地

　

方

　

道

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　

379,278

　　　　

112,865

　　　　

199,510

　　　　　

66,903

　　　　　　　

－

　　　

8,274,723

臨

　

時

　

河

　

川

　

等

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　

17,461

　　　　　

14,715

　　　　　

2,187

　　　　　　

559

　　　　　　　

－

　　　　

782,223

臨

　

時

　

高

　

等学校

　

整備事

　

業

　　　　　　

5,916

　　　　　

5,250

　　　　　　

666

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

344,144

　　

小

　　　　　　　　　　　　

計（A）

　　　

1,717,384

　　　　

328,285

　　　

1,026,935

　　　　

294,823

　　　　　

67,341

　　　

37,800,787

貸

　　

付

　　

累

　　

計

　　

額（B）

　　　　　　

－

　　　

9,161,505

　　　

22,591,225

　　　

4,488,777

　　　

1,562,820

　　　

37,800,787

　　　　

公

　

有

　

林

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　

27,889

　　　　　

10,268

　　　　　

4,838

　　　　　

12,446

　　　　　　

337

　　　　

531,079

受

　

託

　

草

　

地

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　　　

1,107

　　　　　　　

74

　　　　　　

434

　　　　　　

552

　　　　　　　

48

　　　　　

59,524

ｗ

　

ｲ寸

E

Jヽ

　　　　　　　　　

十（c）

　　　　　

28,996

　　　　　

10,342

　　　　　

5,271

　　　　　

12･998

　　　　　　

385

　　　　

590,602

　　　　

貸

　

付

　

累

　

計

　

額（D）

　　　　

28,996

　　　

281,996

　　　　

88,628

　　　

215･094

　　　　

4,885

　　　

590,602

　　

合

　　　　　　　　

計-（Ａ）-ﾄ（C）（E）

　　　

1,746,379　　　　338, 627　　　1,032,206　　　　307･821　　　　　67･726　　　38･391,389

■

　　

ｲ寸

　　

ｉ

　　

劃一

　　

額（Ｂ）-そｰ（D）

　　　　　

28,996

　　　

9,443,501

　　　

22,679,852

　　　

4･703･871

　　　

1･567･705

　　　

38,391,389

地

　

方

　

道

　

路

　

公

　

社（F）

　　　　

15,578

　　　　

8,553

　　　　

7,025

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

430,192

土

　

地

　

開

　

発

　

公

　

社（G）

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

‾

　　　　　　

‾

　　　　　　

－

　　　　

48,190

　　

総

　　　

合

　　　

計(E) + (F)+ (G)　　　1,761,958　　　　347,180　　　1･039･231　　　　307･821　　　　　67･726　　　38･869･771

（注）

　

貸付累計額は、平成15年３月31日現在のものである

一資131 －



その１

　

歳

　　

入

第126表

　

予 算 の 状 況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

15

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成14年度

　

区

　　　　　

分

　　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

合

　　　

計

　　　

合

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

昌：

地

　　

方

　　

税

　

15,102,737

　

29.3

　

16,965,458

　

31.7

　

32,068,195

　

30.5

　

33,455,376

　

31.1

　

△1,387,181

　

△4.1

　

△5.9

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　

166,117

　

0.3

　　　

502,839

　

0.9

　　　

668,956

　

0.6

　　　

606,987

　

0.6

　　　　

61,969

　　

10.2

　

△

　

0.7

地方特例交付金

　　　

330,161

　

0.6

　　　

640,701

　

1.2

　　　

970,862

　

0.9

　　

888,965

　

0.8

　　　　

81,897

　　　

9.2

　　　

0.5

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

9,845,998

　

19.1

　　

7,726,231

　

14.4

　

17,572,229

　

16.7

　

18,929,914

　

17.6

　

△1,357,685

　

△7.2

　

△4.1

利子割交付金

　　　　

－

　　

－

　　

140,935

　

0.3

　　

140,935

　

0.1

　　

265,676

　

0.2

　

△

　

124,741

　

△47.0

　

△45.4

地方消費税交付金

　　　　　

－

　　

－

　　

1,140,054

　

2.1

　　

1,140,054

　

1.1

　　

1,175,791

　

1.1

　

△

　

35,737

　

△3.0

　

△5.2

ゴルフ場利用税交付金

　　　　　　

－

　　

－

　　　

48,776

　

0.1

　　　

48,776

　

0.0

　　　

51,863

　

0.0

　

△

　　

3,087

　

△

　

6.0

　

△

　

7.7

特別地方消費税交付金

　　　　　　

－

　　

－

　　　　　

207

　

0.0

　　　　　

207

　

0.0

　　　　　

828

　

0.0

　

△

　　　

621

　

△75.0

　　

78.1

自動車取得税交付金

　　　　　　

－

　　

－

　　　

286,701

　

0.5

　　　

286,701

　

0.3

　　　

309,543

　

0.3

　

△

　　

22,842

　

△

　

7.4

　

△

　

2.8

軽油引取税交付金

　　　　　

－

　　

－

　　　

110,909

　

0.2

　　

110,909

　

0.1

　　　

no, 175　0.1　　　　　734　　0.7　△1.7

　

小計（一般財源）

　　

25,445,013

　

49.4

　

27,562,811

　

51.4

　

53,007,824

　

50.4

　

55,795,118

　

51.9

　

△2,787,294

　

△

　

5.0

　

△

　

5.4

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

8,613,188

　

16.7

　　

5,437,537

　

10.1

　

14,050,725

　

13.4

　

14,208,725

　

13.2

　

△

　

158,000

　

△

　

1.1

　

△

　

7.6

地

　　　

方

　　　

債

　　

8,013,082

　

15.5

　　

6,378,594

　

11.9

　

14,391,676

　

13.7

　

13,765,705

　

12.8

　　　　

625,971

　　　

4.5

　　

10.1

そ

　　　

の

　　　

他

　　

9,471,310

　

18.4

　

14,206,027

　

26.6

　

23,677,337

　

22.5

　

23,836,978

　

22.1

　

△

　

159,641

　

△

　

0.7

　

△

　

0.8

　

合

　　　　　

計

　　

51,542,593 100.0　53,584,969 100.0　105,127,562 100.0　107,606,526 100.0　△2,478,964　△2.3　△3.0

(注) １

　

この数値は、各年度の９月補正後予算額の単純合計であり、前年度からの繰越事業に係るものを含む。その２において同じ。

２

　

「地方税」のうちの地方消費税は、都道府県間の清算を行った後の額である。したがって、地方消費税清算金は、歳入、歳出いずれにも計上

　

されない。

３

　

「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。

その２

　

歳

　　

出（性質別） (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

15

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成14年度

　

区

　　　　　

分

　　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

合

　　　

計

　　　

合

　

計

　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　

増減率

　　

昌：

人

　　　

件

　　　

費

　　

15,747,540

　

30.6

　

11,432,756

　

21,3

　

27,180,296

　

25.9

　

27,451,155

　

25.5

　

△

　

270,859

　

△

　

1.0

　

△

　

0.7

物

　　　

件

　　　

費

　　　

1,818,684

　

3.5

　　

6,791,341

　

12.7

　　

8,510,025

　

8.2

　　

8,640,361

　

8.0

　

△

　　

30,336

　

△

　

0.4

　　　

0.4

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

412,883

　

0.8

　　　

670,331

　　

1.3

　　

1,083,214

　　

1.0

　　

1,083,802

　

1.0

　

△

　　　

588

　

△

　

0.1

　

△

　

0.5

扶

　　　

助

　　　

費

　　

1,130,252

　

2.2

　　

6,074,822

　

11.3

　　

7,205,074

　

6.9

　　

6,811,848

　

6.3

　　　　

393,226

　　　

5.8

　　　

4.0

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

8,534,600

　

16.6

　　

5,088,643

　

9.5

　

13,623,243

　

13.0

　

13,475,128

　

12.5

　　　　

148,115

　　　

1.1

　

△

　

1.7

普通建設事業費

　　

11,796,936

　

22.9

　　

9,753,040

　

18.2

　

21,549,976

　

20.5

　

24,497,945

　

22.8

　

△2,947,969

　

△12.0

　

△9.2

う

　

補助事業費

　　

6,212,590

　

12.1

　

3,483,988

　

6.5

　

9,696,578

　

9.2

　

11,255,355

　

10.5

　

△1,558,777

　

△13.8

　

△9.5

ち

|

単独事業費

　　

4,509,807

　

8.7

　

6,101,686

　

11.4

　

10,611,493

　

10.1

　

11,934,319

　

11.1

　

△1,322,826

　

△11.1

　

△10.1

災害復旧事業費

　　　

399,152

　

0.8

　　

143,910

　

0.3

　　

543,072

　

0.5

　　

619,792

　

0.6

　

△

　

76,720

　

△12.4

　

△5.0

失業対策事業費

　　　

2,430

　

0.0

　　　

20,806

　

0.0

　　　

23,236

　

0.0

　　

176,705

　

0,2

　

△

　

153,469

　

△86.9

　

377.5

公

　　　

債

　　　

費

　　

6,715,943

　

13.0

　　

6,686,174

　

12.5

　

13,402,117

　

12.7

　

12,994,697

　

12,1　　　　407,420　　　3.1　△　0.1

そ

　　　

の

　　　

他

　　

4,984,163

　

9.6

　　

6,923,146

　

12.9

　

11,907,309

　

11.3

　

11,855,093

　

11.0

　　　　

52,216

　　　

0.4

　

△

　

6.2

　

合

　　　　　

計

　　

51,542,593 100.0　53,584,969 100.0　105,127,562 100.0　107,606,526 100.0　△2,478,964　△2.3　△3.0
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その１

　

歳

　　

人

第127表

　

地 方

　　

財 政

　　

計 画

(単位

　

億円・％)

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　　　　　

構

　　　

成

　　　

比

　　　　　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　

平成16年度

　

平成15年度

　

平成14年度

　

平成16年度

　

平成15年度

　

平成14年度

　

平成16年度

　

平成15年度

　

平成14年度

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　

323,231

　　

321,725

　　

342,563

　　　

38.2

　　　

37.3

　　　　

39.1

　　　　

0.5

　　

△

　

6.1

　　

△

　

3.7

　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　

292,417

　　

290,231

　　

309,950

　　　

34.5

　　　　

33.7

　　　　

35.4

　　　　

0.8

　　

△

　

6.4

　　

△

　

3.7

　　

日

　　　　　

的

　　　　

税

　　　

30,814

　　　

31,494

　　　

32,613

　　　　

3.6

　　　　　

3.7

　　　　

3.7

　　

△

　

2.2

　　

△

　

3.4

　　

△

　

3.5

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　

11,452

　　　

6,939

　　　

6,239

　　　　

1.4

　　　　

0.8

　　　　

0.7

　　　　

65.0

　　　　

11.2

　　　　

0.0

　　

所

　

得

　

譲

　　

与

　

税

　　　

4,249

　　　　　

－

　　　　　

－0.5

　　　　　

一

　　　　　

―

　　　　　

皆増

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

地

　

方

　

道

　

路

　

譲

　

与

　

税

　　　

3,041

　　　

3,013

　　　

3,023

　　　　

0.4

　　　　　

0.3

　　　　

0.3

　　　　

0.9

　　

△

　

0.3

　　　　

1.1

　　

石

　

油

　

ガ

　

ス

　

譲

　

与

　

税

　　　　　

140

　　　　　

140

　　　　　

140

　　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

△

　

1.4

　　

航空機燃料譲与税

　　　

164

　　　

161

　　　

166

　　　

0.0

　　　

0.0

　　　

0.0

　　　

1.9

　

△3.0

　　　

2.5

　　

自動車重量譲与税

　　

3,746

　　

3,523

　　

2,798

　　　

0.4

　　　

0.4

　　　

0.3

　　　

6.3

　　　

25.9

　

△1.1

　　

特

　

別

　

と

　

ん

　

譲

　

与

　

税

　　　　

112

　　　　

102

　　　　

112

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

9.8

　　

△

　

8.9

　　

△

　

1.8

地

　

方

　

特

　

例

　

交

　

付

　

金

　　　

11,048

　　　

10,062

　　　

9,036

　　　　

1.3

　　　　

1.2

　　　　

1.0

　　　　

9.8

　　　　

11.4

　　　　

0.2

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　

168,861

　　

180,693

　　

195,449

　　　　

19.9

　　　

21.0

　　　　

22.3

　　

△

　

6.5

　　

△

　

7.5

　　

△

　

4.0

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　

121,238

　　

122,600

　　

127,213

　　　　

14.3

　　　　

14.2

　　　　

14.6

　　

△

　

1.1

　　

△

　

3.6

　　

△

　

2.7

　　

義務教育職員給与費負担金

　　　

25,128

　　　

27,853

　　　

30,548

　　　　

3.0

　　　　

3.2

　　　　

3.5

　　

△

　

9.8

　　

△

　

8.8

　　　　

1.4

　　

その他普通補助負担金等

　　　

48,279

　　

46,345

　　

45,907

　　　　

5.7

　　　　

5.4

　　　　

5.2

　　　　

4.2

　　　　

1.0

　　　　

0.3

　　　

生活保護費負担金

　　

17,466

　　

15,193

　　

13,813

　　　

2.1

　　　

1.8

　　　

1.6

　　　

15.0

　　　

10.0

　　　

5.7

　　　

児童保護費等負担金

　　　

7,014

　　　

8,312

　　　

8,168

　　　

0.8

　　　　

1.0

　　　

0.9

　　

△15.6

　　　

1.8

　　　

4.4

　　　

老人保護費負担金

　　　　

567

　　　

730

　　　

730

　　　

0.1

　　　

0.1

　　　

0.1

　　

△22.3

　　　

0.0

　　　

2.5

　　　

児童扶養手当給付費負担金

　　　

3,013

　　　

2,558

　　　

2,582

　　　　

0.4

　　　　

0.3

　　　　

0.3

　　　　

17.8

　　

△

　

0.9

　　　　

1.0

　　　

在宅福祉事業費補助金

　　　

1,143

　　　

1,118

　　　

1,142

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

2.2

　　

△

　

2.1

　　　　

0.7

　　　

その他の補助負担金等

　　　

19,076

　　

18,434

　　

19,472

　　　　

2.3

　　　　

2.1

　　　　

2.2

　　　　

3.5

　　

△

　

5.3

　　

△4.8

　　

公共事業費補助負担金

　　

37,992

　　

38,403

　　

40,402

　　　

4.5

　　　

4.5

　　　

4.6

　　

△1.1

　　

△4.9

　　

△8.7

　　　

普通建設事業費補助負担金

　　　

37,578

　　

37,981

　　　

40,039

　　　　

4.4

　　　　

4.4

　　　　

4.6

　　

△

　

1.1

　　

△

　

5.1

　　

△

　

8.7

　　　

災害復旧事業費補助負担金

　　　　

414

　　　　

422

　　　　

363

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

△

　

1.9

　　　　

16.1

　　

△

　

5.0

　　

失業対策事業費負担金

　　　　

59

　　　　

62

　　　　

66

　　　

0.0

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△4.8

　　

△5.4

　　

△71.5

　　

:1鴛律碧設等所在市町村

　　　　

248

　　　　

240

　　　　

240

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

3.3

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

施設等所在市町村調整交付金

　　　　　

64

　　　　　

62

　　　　

62

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

3,2

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

交通安全対策特別交付金

　　　　

790

　　　　

822

　　　　

816

　　　　

0.1　　　　0, 1　　　　0, 1　　△　3.9　　　　0.7　　△　4.5

　　

電源立地促進対策等交付金

　　　

1,370

　　　

1,549

　　　

1,831

　　　　

0.2

　　　　

0.2

　　　　

0.2

　　

△11.6

　

△

　

15.4

　　　　

0.6

　　

1:存芝衛施設周辺整備調整

　　　　　

135

　　　　

130

　　　　

1300.0

　　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

3.8

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

諭IU11§:篇:雀?存芝

　　　　　

36

　　　　　

36

　　　　

40

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

△

　

8.7

　　

△

　

9.2

　　

香2貯蔵施設立地対策等交

　　　　　

65

　　　　

65

　　　　

69

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　　　

0.0

　　

△

　

5.8

　　

△

　

0.7

　　

地方道路整備臨時交付金

　　　

7,072

　　　

7,033

　　　

7,102

　　　　

0,8

　　　　

0.8

　　　　

0.8

　　　　

0.6

　　

△

　

1.0

　　

△0.7

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　

141,448

　　

150,718

　　

126,493 16.7　　　　17.5　　　　14.4　　△　6.2　　　　19.2　　　　　6.2

使用料及び手数料

　　

16,420

　　

16,386

　　

16,178

　　　

1･9

　　　

1.9

　　　

1.9

　　　

0.2

　　　

1.3 0.7

雑

　　　　　

収

　　　　　

入

　　　

52,971

　　　

52,984

　　　

52,495

　　　　

6･3

　　　　

6.1 6.0　　　　　0.0　　　　0.9　　△　0.2

　

歳

　　

人

　　

合

　　

計

　　　　

846,669

　　

862,107　　875,666　　　10010　　　100.0　　　100.0　　△　1.8　　△　1.5　　△　1.9
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その２

　

歳

　　

出

第127表

　

地 方

　　

財 政

　　

計 画（つづき）

(単位

　

億円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　　　　　

構

　　　

成

　　　

比

　　　　　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

平成16年度

　

平成15年度

　

平成14年度

　

平成16年度

　

平成15年度

　

平成14年度

　

平成16年度

　

平成15年度

　

平成14年度

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　

229,990

　　

234,383

　　

236,998

　　　

27.2

　　　

27.2

　　　

27.1

　　

△

　

1.9

　　

△

　

1.1

　　　　

0.2

　

給

　　　　　

与

　　　　　

費

　　

229,382

　　

233,696

　　

236,254

　　　

27.1

　　　　

27.1

　　　　

27.0

　　

△

　

1.8

　　

△

　

1.1

　　　　

0.2

　　

義務教育教職員

　　

66,607

　　

67,311

　　

68,617

　　　

7.9

　　　

7.8

　　　

7.8

　

△1.0

　

△1.9

　　　

0.9

　　

警

　

察

　

関

　

係

　

職

　

員

　　　

27,149

　　

27,254

　　　

27,011

　　　　

3.2

　　　　

3.2

　　　　

3.1

　　

△

　

0.4

　　　　

0.9

　　　　

1.9

　　

消

　　

防

　　

職

　　

員

　　　

13,094

　　　

13,152

　　　

13,167

　　　　

1.5

　　　　

1.5

　　　　

1.5

　　

△

　

0.4

　　

△

　

0.1

　　　　

1.2

　　

J影閤１いﾀに）

　　

122,532

　　

125,979

　　

127,459

　　　　

14.5

　　　　

14.6

　　　　

14.6

　　

△

　

2.7

　　

△

　

1.2

　　

，△

　

0.6

　

恩

　　　　　

給

　　　　　

費

　　　　

608

　　　　

687

　　　　

744

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　

△11.5

　　

△

　

7,7

　　

△

　

6.4

一

　

般

　

行

　

政

　

経

　

費

　　

218,833

　　

210,263

　　

208,068

　　　

25.8

　　　

24.4

　　　

23.8

　　　　

4.1

　　　　

1.1

　　　　

1.0

　

国庫補助負担金等を伴うもの

　　

101,183

　　　

98,414

　　　

95,846

　　　　

12.0

　　　　

11.4

　　　　

10.9

　　　　

2.8

　　　　

2.7

　　　　

2.5

　　

生

　

活

　

保

　

護

　

費

　　　

23,283

　　　

20,239

　　　

18,399

　　　　

2.7

　　　　

2.3

　　　　

2.1

　　　　

15.0

　　　　

10.0

　　　　

5.7

　　

児

　

童

　

保

　

護

　

費

　　

14,061

　　

16,656

　　

16,412

　　　

1.7

　　　

1.9

　　　

1.9

　　

△15.6

　　　

1.5

　　　

4.4

　　

老

　

人

　

保

　

護

　

費

　　　

1,135

　　

1,627

　　

1,619

　　　

0.1

　　　

0.2

　　　

0.2

　　

△30.2

　　　

0.5

　　　

3.2

　　

老人医療給付費

　　

12,813

　　

11,407

　　

10,587

　　　

1.5

　　　

1.3

　　　

1.2

　　

12.3

　　　

7.7

　　　

3.7

　　

介

　

護

　

給

　

付

　

費

　　　

13,629

　　　

12,011

　　　

11,300

　　　　

1.6

　　　　

1.4

　　　　

1.3

　　　　

13.5

　　　　

6.3

　　　　

7.3

　　

児童扶養手当給付費

　　　

4,018

　　　

3,411

　　　

3,442

　　　

0.5

　　　

0.4

　　　

0.4

　　　

17.8

　　

△0.9

　　　　

1.0

　　

在宅福祉事業費

　　

2,342

　　

2,276

　　

2,325

　　　

0.3

　　　

0.3

　　　

0.3

　　　

2.9

　

△2.1

　　　

0.7

　　

その他の一般行政経費

　　　

29,902

　　

30,787

　　

31,762

　　　　

3.5

　　　　

3.6

　　　　

3.6

　　

△2.9

　　

△3.1

　　

△

　

1.7

　

(a-s-53-)
担金を伴わないもの

　

111,475

　　

111,849

　　

112,222

　　　　

13.2

　　　　

13.0

　　　　

12.8

　　

△

　

0.3

　　

△

　

0.3

　　

△

　

0.3

　

国庫補助負担金を伴わないもの

　　　　

6.175

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

07

　　　　　

－

　　　　　

一

　　　　

皆増

　　　　　

－

　　　　　

－

　

（平成16年度一般財源化分）

　　　　　

タ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　

日

公

　　　　　

債

　　　　　

費

　　

136,779

　　

137,673

　　

134,314

　　　　

16.2

　　　　

16.0

　　　　

15.3

　　

△

　

0.6

　　　　

2.5

　　　　

5.0

維

　　

持

　　

補

　　

修

　　

費

　　　

9,987

　　　

10,068

　　　

10,124

　　　　

1.2

　　　　

1.2

　　　　

1.1

　　

△

　

0.8

　　

△

　

0.6

　　

△

　

0.4

投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　

213,283

　　

232,868

　　

245,985

　　　

25.2

　　　

27.0

　　　

28.1

　　

△

　

8.4

　　

△

　

5.3

　　

△

　

9.5

　

直

　

轄

　

事

　

業

　

負

　

担

　

金

　　　

11,473

　　　

11,808

　　　

11,389

　　　　

1.4

　　　　

1.4

　　　　

1.3

　　

△

　

2.8

　　　　

3.7

　　

△

　

0.9

　

公

　　

共

　　

事

　　

業

　　

費

　　　

66,995

　　　

72,138

　　　

76,967

　　　　

7.9

　　　　

8.3

　　　　

8.8

　　

△

　

7.1

　　

△

　

6.3

　　

△

　

9.3

　　

普通建設事業費

　　

66,419

　　

71,552

　　

76,463

　　　

7.8

　　　

8.2

　　　

8.7

　

△7.2

　

△6.4

　

△9.3

　　

災害復旧事業費

　　　

576

　　　

586

　　　

504

　　　

0.1

　　　

0.1

　　　

0.1

　　

△1.7

　　　

16.2

　　

△13.6

　

失業対策事業費

　　　　

115

　　　

122

　　　

129

　　　

0.0

　　　

0.0

　　　

0.0

　　

△5.7

　　

△5.4

　　

△63.3

　

一

　

般

　

事

　

業

　

費

　　

80,061

　　

96,171

　　

49,470

　　　

9.5

　　　

11.1

　　　

5.6

　

△16.8

　　

△5.5

　　

△9.6

　　　

ゝ

　　　　

卯･

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(101,756)

　　

普通建ｇ事業費

　　

79,082

　　　

95,138

　　

48,536

　　　

9.3

　　　

11.0

　　　

5.5

　　

△16.9

　　

△5.6

　　

△9.9

　　

。圭，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(100,822)

　　

災。復旧事業費

　　　

979

　　　　

1,033

　　　　

934

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　

△

　

5.2

　　　　

10.6

　　　　

8.0

　

特

　

別

　

事

　

業

　

費

　　　

54,639

　　

52,629

　　

108,030

　　　

6､5

　　　

6.2

　　　

12.3

　　　

3.8

　　

△5.6

　　

△10.2

　　

長期計画事業費

　　　

－

　　　

－

　　

52,286

　　　

－

　　　

－

　　　

6.0

　　　

－

　　　

－

　

△7.0

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(9,193) (55,744)

　　

過疎対策事業費

　　

8,605

　　　

14,607

　　　

15,572

　　　　

1.0

　　　　

1.7

　　　　

1.8

　　

△

　

6.4

　　

△

　

6.2

　　

△

　

8.8

　　

地域活性化事業費

　　　

6,900

　　

5,600

　　

5,600

　　　

0.8

　　　

0.6

　　　

0.6

　　　

23.2

　　　

0.0

　　　

皆増

　　

合併特例事業費

　　

6,000

　　

2,200

　　

2,000

　　　

0.7

　　　

0.3

　　　

0.2

　　

172.7

　　　

10.0

　　　

皆増

　　

防災対策事業費

　　　

1,900

　　

1,300

　　

1,300

　　　

0.2

　　　

0.2

　　　

0.1

　　　

46.2

　　　

0.0

　　　

皆増

　　

17ぶ霖に門゛”

　

7,000

　　

8,500

　　　

9,500

　　　

0.8

　　　

1.0

　　　

1.1

　　

△17.6

　　

△10.5

　　　

皆増

　　

特別単独事業費

　　

15,598

　　

17,347

　　

18,517

　　　

1.8

　　　

2.0

　　　

2.1

　

△10.1

　

△6.3

　

△7.6

　　

地域再生事業費

　　

8,000

　　　

－

　　　　

－

　　　

0.9

　　　

－

　　　　

一

　　　

皆増

　　　　

－

　　　　

－

　　

自然災害防止事業費

　　　　

636

　　　

670

　　　　　

710

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　

△

　

5.1

　　

△

　

5.6

　　

△

　

8.9

公

　

営

　

企

　

業

　

繰

　

出

　

金

　　　

30,797

　　

32,052

　　　

32,177

　　　　

3.6

　　　　

3.7

　　　　

3.7

　　

△

　

3.9

　　

△

　

0.4

　　

△

　

1.6

　

収

　

益

　

勘

　

定

　

繰

　

出

　

金

　　　

15,974

　　　

16,826

　　　

17,462

　　　　

1.9

　　　　

2.0

　　　　

2.0

　　

△

　

5.1

　　

△

　

3.6

　　

△

　

4.8

　

資

　

本

　

勘

　

定

　

繰

　

出

　

金

　　　

14,823

　　　

15,226

　　　

14,715

　　　　

1.8

　　　　

1.7

　　　　

1.7

　　

△

　

2.6

　　　　

3.5

　　　　

2.5

晋詰鸞詣で諧ぱ1

　　　

7･000

　　　

4･800

　　　

8･000

　　　　

0.8

　　　　

0.5

　　　　

0.9

　　　

45.8

　　

△40.0

　　

△

　

1.２

　

１

　　

１

　　

１

　　

剖･

　　　　

846,669

　　

862,107

　　

875,666

　　　

100.0　　　100. 0　　　100.0　　八　1.8　　八　1.5　　八　1.9

（注）平成15年度の特別事業費の合計額には、過密過疎対策事業費のうち過密対策の額及び広域市町村圏等振興整備事業費の額を含む。
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その１

　

算定基礎

第128表

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

15

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

平

　　

成

　　

14

　　

年

　　

度

　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　

平成16年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当

　　　

初

　　

補

　　　

正

　　

補

　

正

　

後

　　

当

　　　

初

　　

補

　　　

正

　　

補

　

正

　

後

　　

所

　

得

　

税

　　　　　　　

（a）

　

13,778,000

　　

13,810,000

　　　　　

－

　　

13,810,000

　　

15,831,000

　

△1,123,000

　　

14,708,000
国

　

法

　

人

　

税

　　　　　　　

（b）

　

9,407,000

　　

9,114,000

　　　　　

－

　　

9,114,000

　　

11,174,000

　

△1,184,000

　　

9,990,000

　　

酒

　　　

税

　　　　　　　

（c）

　

1,588,000

　　

1,733,000

　　　　　

－

　　

1,733,000

　　

1,735,000

　　　　　

－

　　

1,735,000

税

ﾚ

肖

　

費

　

税

　　　　　　　

（d）

　

9,563,000

　　

9,489,000

　　　　　

－

　　

9,489,000

　　

9,825,000

　

△

　

233,000

　　

9,592,000

　　

たばこ税

　　　　　　　

（e）

　　

898,000

　　　

917,000

　　　　　

一

　　　

917,000

　　　

848,000

　　　　　

－

　　　

848,000

　　　

（（a）-ﾄ（c））〉く

　　　

32%

　

（A）

　

4,917,120

　　

4,973,760

　　　　　　

－

　　

4,973,760

　　

5,621,120

　

八

　

359,360

　　

5,261,760

　　　

（b）

　　　　　

〉く

　　　

35.8%

　

（B）

　

3,367,706

　　

3,262,812

　　　　　　

－

　　

3,262,812

　　

4,000,292

　

八

　

423,872

　　

3,576,420

　　　

（d）

　　　

〉<

　　　

29.5%

　

（C）

　

2,821,085

　　

2,799,255

　　　　　　

－

　　

2,799,255

　　

2,898,375

　

△

　　

68,735

　　

2,829,640

　　　

（e）

　　　

べ

　　　

25%

　　　

（D）

　　

224,500

　　　

229,250

　　　　　　

－

　　　

229,250

　　　

212,000

　　　　　　

－

　　　

212,000

　　　

／」ヽ

　

計（A卜（B）十（C）刊D）（E）

　

11,330,411

　　

11,265,077

　　　　　　

0

　　

11,265,077

　　

12,731,787

　

八

　

851,967

　　

11,879,820

地

　

平成14年度精算分

　　　　　　

（F）△

　　

87,361

　

△

　

563,945

　　　　　　

－

　

△

　

563,945

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

過年度精算分

　　　　　

（G）△

　

87,000

　

△

　

87,000

　　　　　

一

　

△

　

87,000

　

△

　

87,000

　　　　　

－

　

△

　

87,000

　　　

地方交付税法附則第４条の２第

　　　

２項，第３項及び第４項に基づ（H）

　　

220,400

　　　

210,800

　　　　　　

－

　　　

210,800

　　　

190,500

　　　　　　

－

　　　

190,600

方

　

く加算額

　　　

地方交付税法附則第４条の２第

　　　

５項，第６項及び第７項に基づ（Ｉ）

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　

く加算額

タ瓢靉讐昌ｒな）2゛（J）

　　

124,600

　　　　

3,700

　　　　　　

－

　　　　

3,700

　　　

140,000

　　　　　　

－

　　　

140,000

　　　

臨時財政対策特例加算額

　　　

（K）

　

3,887,600

　　

5,541,600

　　　　　　

－

　　

5,541,600

　　

3,132,600

　　　

319,500

　　

3,452,100

　　　

配当所得課税関係特例加算額

　

（L）

　　　　　

－

　　　　

22,400

　　　　　　

－

　　　　

22,400

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　

イ寸

　　

お貼言ﾂにOI）べI）（●）

　

15,388,650

　　

16,392,632

　　　　　　

0

　　

16,392,632

　　

16,107,987

　

八

　

532,467

　　

15,575,520

　　　

返

　　　

還

　　　　

金（N）

　　　

61

　　　　

10

　　　　

－

　　　　

10

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

4寺

　

別丿

　

会

　

劃一

　

ｍ

　

入

　

金（O）

　

1,775,497

　　

1,951,528

　　　　　　

－

　　

1,951,528

　　

3,564,876

　　　

532,457

　　

4,097,343

　

税

　

借

　

入

　

金

　

償

　

還

　

額（P）△

　

79,875△

　

79,875

　　　　

－△

　

79,875△

　

39,100

　　　　

－△

　

39,100

　　　

借入金等利子充当分（Q）△

　

638,200△

　

615,000

　　　　

－

　

△

　

615,000△

　

568,900

　　　　

－

　

△

　

568,900

　　　

剰

　

余

　

金

　

の

　

活

　

用（R）

　

440,000

　　

420,000

　　　　

－

　　

420,000

　　

480,000

　　　　

－

　　

480,000

　　　

前年度からの繰越分（S）

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

合計･ﾂJぷﾂ?ﾎ（O）H‾（P）‾4‾（Q）（T）

　　

16,886,133

　　

18,069,295

　　　　　　

0

　　

18,069,295

　　

19,544,863

　　　　　　　

0

　　

19,544,863

その２

　

普通交付税算定状況（平成15年度） (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　

基準財政需要額

　　　　　

基準財政収入額

　　　　　　　　　　　　

普通交付税

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

財源超過額財源不足額

　　　　　　　

財源不足団体

　

財源超過団体

　　　

計

　　　

財源不足団体

　

財源超過団体

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

交付額

　

構成比

都道府県

　

17,667,911

　

1,480,903

　

19,148,814

　

7,816,536

　

1,530,464

　

9,346,999

　　

49,560 9,851,375 9,817,795　　57.8

市

　

町

　

村

　

19,475,860

　

2,593,450

　

22,069,310

　

12,271,511

　

3,433,563

　

15,705,074

　　

840,113

　

7,204,349

　

7,167,663

　　　

42.2

　

大

　

都

　

市

　　

3,799,003

　　

1,369,077

　

5,168,080

　

3,092,414

　

1,943,080

　

5,035,493

　　

574,003

　　

706,589

　　

699,619

　　　　

4.1

　

中

　

核

　

市

　　

2,297,965

　　　

87,189

　

2,385,154

　

1,753,979

　　

125,381

　　

1,879,360

　　

38,192

　　

543,986

　　

539,619

　　　　

3.2

　

特

　

例

　

市

　　

1,278,343

　　　

183,209

　　

1,461,552

　　

1,026,051

　　

201,033

　

1,227,084

　　

17,824

　　

252,292

　　

249,939

　　　　

1.5

　

都

　　　

市

　　

6,131,974

　　　

782,847

　

6,914,821

　

4,097,014

　　

927,273

　

5,024,286

　　

144,426

　

2,034,951

　

2,023,306

　　　

11.9

　

町

　　　

村

　　

5,968,575

　　　

171,127

　

6,139,702

　

2,302,054

　　

236,796

　

2,538,850

　　

65,669

　

3,666,520

　

3,655,180

　　　

21.5

　

合

　

計

　

37,143,771

　

4,074,353

　

41,218,124

　

20,088,047

　

4,964,026

　

25,052,073

　

889,673 17,055,724 16,985,458　　100.0

(注) １

２

本表の額は、当初算定の数値である。

市町村分は、一般算定分と合併算定替分とを単純に合算したものである。
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第129表

　

地 方 債 計 画

(単位

　

億円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成16年度

　　

平成15年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　

14

　

年

　

度

　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　

当初計画

　

当初計画

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

当初計画

　

改定計画

　

改定後計画

一

　　　

般

　　　

会

　　　

計

　　　

債

　　　　

89,397

　　　

82,947

　

一

　　

般

　　

会

　　

計

　　

債

　　　　

87,336

　　　　

8,235

　　　

95,571

　

一

　　

般

　　

公

　　

共

　　

事

　　

業

　　　　

21,066

　　　

22,346

　　

一

　

般

　

公

　

共

　

事

　

業

　　　　

21,879

　　　　

4,915

　　　

26,794

　

公営住

　

宅建

　

設事業

　　　

2,286

　　　

2,509

　

公営住宅建設事業

　　　

2,652

　　　　

180

　　　

2,832

　

災

　　

害

　　

復

　　

旧

　　

事

　　

業

　　　　　

285

　　　　　

303

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　　　

327

　　　　　

618

　　　　　

945

　

義務教育施設整備事業

　　　

2,112

　　　

2,237

　

義務教育施設整備事業

　　　

2,358

　　　　

816

　　　

3,174

　

社会福祉施設整備事業

　　　　

520

　　　　

565

　

社会福祉施設整備事業

　　　　

595

　　　　

136

　　　　

731

　

一般廃棄物処理事業

　　　

3,667

　　　

4,505

　

一般廃棄物処理事業

　　　

4,909

　　　　

85

　　　

4,994

　

一

　　

般

　　

単

　　

独

　　

事

　　

業

　　　　

54,987

　　　

45,775

　　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　

49,677

　　　　

1,445

　　　　

51,122

　

辺地及び過疎対策事業

　　　

3,525

　　　

3,750

　

辺地及び過疎対策事業

　　　

3,900

　　　　

40

　　　

3,940

　

首都圏等整備事業

　　　　

249

　　　

257

　

首都圏等整備事業

　　　　

274

　　　　

一

　　　　

274

　

公共用地先行取得等事業

　　　　

700

　　　　

700

　

公共用地先行取得等事業

　　　　

700

　　　　　

－

　　　　

700

　

調

　　　　　　　　　　　　　　

整

　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　

調

　　　　　　　　　　　

整

　　　　　　

65

　　　　　　

－

　　　　　　

65

公

　　　

営

　　　

企

　　　

業

　　　

債

　　　　

34,044

　　　

35,146

　

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　　　

39,665

　　　　

1,123

　　　

40,788

　

水

　　　　

道

　　　　

事

　　　　

業

　　　　

5,733

　　　　

6,013

　　

水

　　　

道

　　　

事

　　　

業

　　　　

6,538

　　　　　

43

　　　　

6,581

　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　

296

　　　　　

259

　　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　

323

　　　　　　

一

　　　　　

323

　

都市高

　

速

　

鉄道

　

事業

　　　

3,738

　　　

3,592

　

都市高速鉄道事業

　　　

3,274

　　　　

175

　　　

3,449

　

一

　　

般

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　

283

　　　　　

191

　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

208

　　　　　　

－

　　　　　

208

　

電気事業

　

・

　

ガス事業

　　　　

103

　　　　

129

　

電気事業

　

ガス事業

　　　　

262

　　　　

－

　　　　

262

　

港

　　

湾

　　

整

　　

備

　　

事

　　

業

　　　　　

604

　　　　　

734

　　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　

832

　　　　　　

－

　　　　　

832

　

病

　　　　

院

　　　　

事

　　　　

業

　　　　

3,556

　　　　

3,731

　　

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　

4,260

　　　　　

37

　　　　

4,297

　

介護サービス施設整備事業

　　　　　

213

　　　　

190

　

介護サービス施設整備事業

　　　　　

203

　　　　　

18

　　　　

221

　

市場事業

　

・

　

と畜場事業

　　　　

198

　　　　

244

　

市場事業・と畜場事業

　　　　

261

　　　　

23

　　　　

284

　

地

　　

域

　　

開

　　

発

　　

事

　　

業

　　　　

3,667

　　　　

3,716

　　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　

4,960

　　　　　　

－

　　　　

4,960

　

下

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　

15,298

　　　

16,046

　　

下

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　

18,215

　　　　　

827

　　　　

19,042

　

有料道路事業・駐車場整備事業

　　　　　　

29

　　　　　

61

　　

有料道路事業・駐車場整備事業

　　　　　　

84

　　　　　

－

　　　　　

84

　

観

　

光

　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　　　

226

　　　　　

240

　　

観

　

光

　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　　　

245

　　　　　　

－

　　　　　

245

　

公有林整備事業・草地開発事業

　　　　

(219)

　　　

(229)

　

公有林整備事業・草地開発事業

　　　　

(268)

　　　　

（7）

　　　

(275)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(219)

　　　

(229)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(268)

　　　　

（7）

　　　

(275)

　

合

　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

123,441

　　　

118,093

　　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　

127,001

　　　　

9,358

　　　

136,359

公

　

営

　

企

　

業

　

借

　

換

　

債

　　　　

1,100

　　　　　

700

　

公

　

営

　

企

　

業

　

惜

　

換

　

債

　　　　　

700

　　　　　　

－

　　　　　

700

特

　　　

別

　　　

転

　　　

貸

　　　

債

　　　　　

378

　　　　　

412

　

特

　　

別

　　

転

　　

貸

　　

債

　　　　　

422

　　　　　　

－

　　　　　

422

減

　　

税

　　

補

　　

て

　　

ん

　　

債

　　　　

8,019

　　　　

6,944

　

減

　

税

　

補

　　

て

　

ん

　　

債

　　　　

4,855

　　　　　　

－

　　　　

4,855

臨

　

時

　

財

　

政

　

対

　

策

　

債

　　　　

41,905

　　　

58,696

　

臨

　

時

　

財

　

政

　

対

　

策

　

債

　　　　

32,261

　　　

△2,460

　　　

29,801

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

減

　

収

　

補

　　

て

　

ん

　　

債

　　　　　　

－

　　　　

7,200

　　　　

7,200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(219)

　　　

(229)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(268)

　　　　

（7）

　　　

(275)

　

総

　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

174,843

　　　

184,845

　　

総

　　　　　　　　　　　

計

　　　

165,239

　　　　

14,098

　　　

179,337

　　　　　

政

　　

府

　　

資

　　

金

　　　　

56,000

　　　

76,900

　　　　　　

政

　

府

　　

資

　　

金

　　　　

76,000

　　　　　　

－

　　　　

76,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(219)

　　　

(229)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(268)

　　　　

（7）

　　　

(275)

　　　　　

民

　

問

　

等

　

資

　

金

　　　

118,843

　　　

107,945

　　　　　

民

　

間

　

等

　

資

　

金

　　　　

89,239

　　　　

14,098

　　　

103,337

（注）１

　　　

２

上水道事業及び簡易水道事業は、水道事業に統合している。

公有林整備事業・草地開発事業の（

　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫から委託を受けて融資するものであって外書きである。
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その１

　

国内総生産等

第130表

　

主要経済指標及び地方財政計画等の推移

(単位

　

億円・％)

　　

区

　　　　　

分

　　　　

て談

　

6

　　　　　

7

　　　　　

8

　　　　　

9

　　　　　

10

　　　　

11

　　　　

12

　　　　

13

　　　　

14

国内総生産（名目) 4,806,625　4,912,746　5,000,055　5,141,687　5,206,128　5,124,417　5,080,004　5,132,094　5,009,200　4,976,466

国民所得（要素費用表示) 3,690,327　3,740,685　3,742,476　3,867,623　3,904,060　3,785,535　3,726,934　3,783,925　3,677,144　3,628,531

公

　　

的

　　

支

　　

出

　

1,077,697

　

1,099,619

　

1,158,232

　

1,171,034

　

1,163,889

　

1,177,112

　

1,191,027

　

1,193,928

　

1,189,867

　

1,174,147

　

うち地方の公的支出

　　

664,990

　　

677,040

　　

706,412

　　

709,785

　　

702,651

　　

708,427

　　

702,773

　　

673,749

　　

660,778

　　

645,557

総固定資本形成のうち民間分

　　

987,256

　　

984,843

　　

977,313

　

1,063,217

　

1,064,836

　　

978,730

　　

960,457

　

1,009,454

　　

944,318

　　

894,546

　

う

　

ち企業設備

　　

746,865

　　

726,965

　　

735,459

　　

785,842

　　

837,158

　　

780,449

　　

756,146

　　

806,354

　　

759,356

　　

715,600

に

（
軋ゴ

,
11者

　

91.7

　　　

92.6

　　　

95.6

　　　

97.8

　　　

101.3

　　　

94.4

　　　

94.6

　　　

100.0

　　　

93.2

　　　

92.0

消費者物価指数

　　

（平12＝100、暦年，

　　　

98.0

　　　

98.6

　　　

98.5

　　　

98.6

　　　

100.4

　　　

101.0

　　　

100.7

　　　

100.0

　　　

99.3

　　　

98.4

　　　

全国分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

減

　　　　　　　　

率

　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　

数

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

6

　　　

7

　　　

8

　　　

9

　　　

10

　　

11

　　

12

　　

13

　　

14

　　

5

　

6

　

7

　

8

　

9

　

10

　

11

　

12

　

13

　

14

国内総生産（名目）

　

2.2

　　

1.8

　　

2.8

　　

1.3△1.6△0.9

　　

1.0△2.4△0.7 100 102 104 107 108 107 106 107 104 104

国民所得（要素費用表示）

　

1.4

　　

0.0

　　

3.3

　　

0.9△3,0△1.5

　　

1.5△2.8△1.3 100 101　101　105106 103 101　103100　98

公

　

的

　　

支

　　

出

　　

2.0

　

5.3

　

1.1△0.6

　

1.1

　

1.2

　

0.2△0.3△1.3 100 102 107 109 108 109 111 111 n0109

　

うち地方の公的支出

　　

1.8

　　

4.3

　　

0.5△1.0

　　

0.8△0.8△4.1△1.9△2.3 100 102 106 107 106 107 106 101　99　97

総固定資本形成のうち民間分△0.2△0.8

　　

8.8

　　

0.2△8.1△1.9

　　

5.1△6.5△5,3 100 100　99 108 108　99　97 102　96　91

　

う

　

ち企業設備△2.7

　　

1.2

　　

6.9

　

6.5△6.8△3.1

　　

6.6△5.8△5.8 100　97　98 105 112 104 101 108 102　96

（注）

　

１

　

鉱工業生産指数は経済産業省調べ、消費者物価指数は総務省調べ、その他は内閣府経済社会総合研究所調べ{93SNA、平成12年基準）によ

　　　　　

る。

　　　　

２

　

公的支出＝政府最終消費支出十公的総固定資本形成十公的企業在庫品増加
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第130表

　

主要経済指標及び地方財政計画等の推移（つづき）

その２

　

予算及び地方財政計画等（当初） (単位

　

百万円・％)

　

区

　　　

分

　　　

で詣

　　　

5

　　　　　

6

　　　　　

7

　　　　　

8

　　　　　

9

　　　　

10

　　　　

11

　　　　

12

　　　　

13

　　　　

14

ll≪-≪と会訓一

　

72,218,011 72,354,824 73,081,669 70,987,120 75,104,924 77,390,004 77,669,179 81,860,122 84,987,053 82,652,379 81,229,993

itas融Ｗ劃一・

　

40,802,200 45,770,600 47,858,200 48,190,100 49,124,700 51,357,100 49,959,200 52,899,200 44,495,500 32,547,200 26,792,000

j也ﾌﾞi・Ｂ乙訓-■

　

74,365,100 76,415,200 80,928,100 82,509,300 85,284,800 87,059,600 87,096,400 88,531,600 88,930,000 89,307,100 87,566,600

　　

糸合

　

与

　

費

　

20,797,400 21,755,500 22,191,100 22,567,600 22,763,200 23,103,900 23,313,700 23,597,200 23,578,300 23,571,400 23,625,400

う

1

おと資白勺躬11

　

24,465,500 26,791,800 29,072,300 30,362,000 31,065,200 31,069,200 29,218,300 29,478,800 28,418,700 27,170,500 24,598,500

ち

　

うちffllK

　

24,320,200 26,644,200 28,884,100 30,174,600 30,862,500 30,890,700 29,048,800 29,315,900 28,243,200 26,984,000 24,436,500

j也方債計画

　　

（18,300）

　　

（18,400）（18,800）（17,500）（17,400）（17,700）（17,400）（17,400）（40,400）（40,400）（26,800）

　　　　　

゜四

　

8,750,000 10,358,500 14,734,000 16,033,200 18,110,300 17,365,900 16,094,000 16,397,000 16,310,600 16,499,800 16,523,900

（注）（

　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫から委託を受けて地方公共団体に融資する公有林整備事業債及び草地開発事業債であって、

　　

外書きである。

　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　　

減

　　　　　　　　　

率

　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　

数

　

区

　　　

分

　　　　　　　　　　

4

　　

5

　　

6

　　

7

　　

8

　　

9

　　

10

　　

11

　　

12

　　

13

　　

14

　　

4

　

5

　

6

　

7

　

8

　

9

　

10

　

n

　

12

　

13

　

14

国の一般会計

　　

2.7

　

0,2

　　

1,0△2.9

　

5.8

　

3.0

　

0.4

　

5.4

　

3.8△2.7△1.7

　

100

　

100

　

101

　

98

　

104

　

107

　

108

　

113

　

118

　

114

　

112

財政投融資計画

　　

10.9

　

12.2

　

4.6

　

0.7

　

1.9

　

4.5△2.7

　

5.9△15.9△26.9△17.7

　

100

　

112

　

117

　

118

　

120

　

126

　

122

　

130

　

109

　

80

　

66

地方財政計画

　　

4.9

　

2.8

　

5.9

　

2.0

　

3,4

　

2.1

　　

0.0

　

1.6

　

0.5

　

0.4△1,9

　

100

　

103

　

109

　

111

　

115

　

117

　

n7

　

119

　

120

　

120

　

118

　　

給与

　

費

　　

6.7

　

4.6

　

2,0

　

1.7

　

0.9

　

1.5

　

0,9

　

1.2△0.1△0.0

　

0.2

　

100

　

105

　

107

　

109

　

109

　

111

　

112

　

113

　

113

　

113

　

n4

う

　

投資的経費

　　

7.6

　

9.5

　

8.5

　

4.4

　

2,3

　

0,0△6.0

　

0.9△3.6△4.4△9.5

　

100

　

110

　

119

　

124

　

127

　

127

　

119

　

120

　

116

　

111

　

101

ち

|

うち普通建

　　　

7,7

　

9.6

　

8.4

　

4.5

　

2.3

　

0.1△6.0

　

0,9△3.7△4.5△9.4

　

100

　

110

　

119

　

124

　

127

　

127

　

119

　

121

　

116

　

111

　

100

　　　　

事業費

地方債計画

　

△3.7

　

18,4

　

42.2

　

8,8

　

13.0△4.1△7.3

　

1,9△0.5

　

1.2

　

0.1

　

100

　

118

　

168

　

183

　

207

　

198

　

184

　

187

　

186

　

189

　

189
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決算額（総括）

第130表

　

主要経済指標及び地方財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　　

分

　　　

丁

年

1

　　　

5

　　　　

6

　　　　

7

　　　　

8

　　　　

9

　　　　

10

　　　　

11

　　　　

12

　　　　

13

　　　　

14

国の一般会計歳入

　

71,465,997

　

75,169,012

　

74,074,943

　

80,557,216

　

81,809,039

　

80,170,473

　

89,782,694

　

94,376,336

　

93,361,027

　

85,903,039

　

87,289,022

　

国

　　　　　　

税

　

57,396,449

　

57,114,195

　

54,000,691

　

54,962,991

　

55,226,063

　

55,600,734

　

51,197,738

　

49,213,861

　

52,720,869

　

49,968,445

　

45,844,234

　　

うち法人税

　

13,713,602

　

12,137,889

　

12,363,141

　

13,735,405

　

14,483,327

　

13,475,426

　

11,423,194

　

10,795,085

　

11,747,194

　

10,257,791

　

9,523,438

国の一般会計歳出

　

70,497,432

　

72,540,326

　

71,349,541

　

75,938,516

　

78,847,867

　

78,470,310

　

84,391,798

　

89,037,431

　

89,321,050

　

84,811,129

　

83,674,290

普通会計歳入

　

91,423,820

　

95,314,172

　

95,994,493 101,315,603 101,350,538　99,887,786102,868,902 104,006,504 100,275,101 100,004,082　97,170,222

　

一

　

般

　

財

　

源

　

52,125,312

　

51,048,812

　

49,976,026

　

51,767,191

　

53,979,792

　

54,363,598

　

54,566,259

　

57,139,120

　

58,857,045

　

57,424,333

　

54,461,192

　　

地

　　

方

　　

税

　

34,568,312

　

33,591,323

　

32,539,076

　

33,674,977

　

35,093,735

　

36,155,510

　

35,922,183

　

35,026,119

　

35,546,434

　

35,548,783

　

33,378,518

普通会計歳出

　

89,559,705

　

93,076,359

　

93,817,836

　

98,944,511

　

99,026,140

　

97,673,772 100,197,545 101,629,110　97,616,360　97,431,688　94,839,418

　

義務的経費

　

35,908,709 37,060,903 38,569,892 39,966,035 41,644,584 43,356,860 44,452,997 45,716,242 45,319,988 46,133,675 46,173,123

　　

人

　　

件

　　

費

　

24,119,399

　

24,643,075

　

25,273,117

　

25,828,256

　

26,420,752

　

26,928,685

　

27,045,079

　

27,047,484

　

26,877,474

　

26,838,319

　

26,394,220

　

投資的経費

　

29,171,657 31,431,677 30,002,655 32,127,479 30,713,369 28,253,612 28,855,571 26,814,817 24,433,530 22,972,793 21,187,981

　　

普通建設事業費

　

28,568,405

　

30,706,139

　

29,317,050

　

31,113,140

　

29,906,660

　

27,749,225

　

28,287,444

　

25,111,902

　

23,901,749

　

22,531,237

　

20,824,161

国と地方の歳出純計

　

134,803,774 139,856,161 141,441,060 150,760,763 151,405,300 148,747,481 156,383,071 163,241,056 159,031,054 153,304,002 150,852,091

租

　

税

　

総

　

額

　

91,964,761

　

90,705,518

　

86,539,767

　

88,637,967

　

90,319,798

　

91,756,243

　

87,119,922

　

84,239,980

　

88,267,303

　

85,517,229

　

79,222,752

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　　

滅

　　　　　　　　　

率

　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　

数

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

4

　　

5

　　

6

　　

7

　　

8

　　

9

　　

10

　　

11

　　

12

　　

13

　　

14

　

4

　

5

　

6

　

7

　

8

　

9

　

10

　

n

　

12

　

13

　

14

国の一般会計歳入

　

△2.1

　　

5.2△1.5

　

8.8

　　

1.6△2.0

　

12.0

　

5.1

　

△1.1△6.9

　

0.4 100 105 104　113　114　112　126132　131　122　122

　

国

　　　　　

税

　

△9.2△0,5△5.5

　

1.8

　

0.5

　

0.7△7.9△3.9

　

7.1△5.2△8,3 100 100　94　96　96　97　89　86　92　87　80

　　

うち法人税

　

△17.4△ｎ.5

　

1.9

　

10

　

5.4△7.0△15.2△5.5

　

8.8△12.7△7,2

　

100

　

89

　

90 100 106　98　83　79　86　75　69

国の一般会計歳出

　

△0.1

　

2.9△1.6

　

6.4

　

3.8△0.5

　

7.5

　

5.5

　

0.3△5.0△□

　

100 103 101　108 112 m　120 126 127 120 119

普通会計歳入

　　

6.7

　

4.3

　

0.7

　

5.5

　

0.0△1.4

　

3.0

　

1.1△3.6△0.3△2.8

　

100 104　105 m　m　109　113　114　n0 109　106

　

一

　

般

　

財

　

源

　　

0.9△2.1△2.1

　

3.6

　

4.3

　

0.7

　

0.4

　

4,7

　

3.0△2,4△5.2

　

100

　

98

　

96

　

99

　

104

　

104

　

105

　

110 113　n0　104

　　

地

　　

方

　　

税

　

△1.4△2.8△3.1

　

3,5

　

4,2

　

3.0△0.6△2.5

　

L5

　

0,0△6. 1　100　97　94　97 102 105　104 101　103 103　97

普通会計歳出

　　

6.9

　

3.9

　

0,8

　

5.5

　

0.1△1.4

　

2.6

　

1,4△3.9△0.2△2.7 100 104 105 110 m　109 n2 n3 109 109 106

　

義務的経費

　　

3.9

　

3.2

　

4.1

　

3,6

　

4.2

　

411

　

2.5

　

2.8△0.9

　

1,8

　

0.1 100 103 107 m 116 121 124 127 126 128 129

　　

人

　

件

　

費

　　

3.3

　

2.2

　

2,6

　

2,2

　

2.3

　

1.9

　

0.4

　

0,0△0,6△0.1△1.7 100 102 105 107 110 n2 n2 n2 m m 109

　

投資的経費

　

14.8

　

7,7△4.5

　

7.1△4,4△8.0

　

2.1△7,1△8.9△6.0△7,8 100 108 103 n0 105　97　99　92　84　79　73

　　

普通建設事業費

　　

16.5

　

7.5△4.5

　

6.1△3,9△7.2

　

1.9△7,7△8･5△5.7△7.6 100 107 103 109 105　97　99　91　84　79　73

国と地方の歳出純計

　　

4.0

　

3.7

　　

1.1

　　

6,6

　

014△1,8

　

5.1

　

4.4△2.6△3,6△1,6

　

100 104　105 n2　n2　110　116　121　118　114　n2

租

　

税

　

総

　

額

　

△6.4△1.4△4.6

　

2,4

　

1,9

　

1,6△5,1△3.3

　

4.8△3･l△7･4

　

100 99　94　96　98 100　95　92　96　93　86

（注）

　

国税は、租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分、石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計分、電源開発促進対策特別会

　　

計分、道路整備特別会計分及び国債整理基金特別会計分）及び印紙収入である。

一資139 ―



　　　　　　　　　　

第130表

　

主要経済指標及び地方財政計画等の推移（つづき）

その４

　

決算額（都道府県､市町村） (単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　　

分

　　　

で談

　

5

　　　　

6

　　　　

7

　　　　

8

　　　　

9

　　　　

10

　　　　

11

　　　　

12

　　　　

13

　　　　

14

　　

歳

　　　　　

入

　

48,004,410

　

50,098,365

　

50,933,708

　

53,730,220

　

53,656,094

　

52,887,509

　

55,503,347

　

55,079,188

　

54,414,878

　

53,962,473

　

51,4M,203

都

　

一

　

般

　

財

　

源

　

25,750,490

　

24,684,573

　

24,368,581

　

25,035,722

　

26,367,037

　

26,044,157

　

26,638,816

　

27,838,145

　

29,623,015

　

28,849,588

　

26,750,181

　　　　

地

　

方

　

税

　

16,626,811

　

15,615,902

　

15,352,496

　

15,728,741

　

16,608,265

　

16,872,602

　

17,237,391

　

16,432,987

　

17,456,122

　

17,406,306

　

15,556,230

道

　　

うち法人事業税

　　

5,407,506

　

4,567,957

　

4,202,890

　

4,235,170

　

5,084,013

　

4,829,477

　

4,211,333

　

3,703,668

　

3,918,008

　

4,101,813

　

3,452,746

　　

歳

　　　　　　

出

　

47,439,741

　

49,258,036

　

50,144,684

　

52,823,467

　

52,767,578

　

52,050,707

　

54,627,111

　

54,191,185

　

53,399,328

　

52,922,242

　

50,503,923

府

　

義務的経費

　

18,989,013

　

19,134,677

　

19,823,873

　

20,329,050

　

21,217,007

　

22,011,572

　

22,386,796

　

22,905,747

　

23,394,753

　

23,731,988

　

23,597,187

県

　　

人

　

件

　

費

　

14,498,202

　

14,650,502

　

14,969,662

　

15,265,378

　

15,639,483

　

15,920,833

　

15,934,432

　

15,895,545

　

15,791,464

　

15,797,848

　

15,629,637

　　　

投資的経費

　

15,183,579

　

15,819,455

　

16,378,358

　

18,024,293

　

17,211,300

　

15,045,218

　

16,833,434

　

15,687,533

　

14,082,904

　

13,004,846

　

11,985,291

　　　　

普通建設事業費

　

14,788,939

　

16,364,674

　

15,940,519

　

17,524,475

　

16,804,335

　

15,732,167

　

16,463,065

　

15,226,366

　

13,736,243

　

12,724,095

　

11,750,675

　　

歳

　　　　　

入

　

48,190,171

　

50,468,639

　

50,575,245

　

53,365,389

　

53,334,479

　

52,785,429

　

54,175,770

　

55,507,450

　

52,804,183

　

52,938,099

　

51,796,561

市

　

一

　

般

　

財

　

源

　

27,354,338

　

27,399,384

　

26,813,528

　

27,849,167

　

28,538,802

　

29,459,566

　

29,971,648

　

31,234,617

　

31,653,845

　

30,983,176

　

29,450,753

　　　　

地

　

方

　

税

　

17,941,501

　

17,975,421

　

17,186,580

　

17,946,236

　

18,485,470

　

19,282,908

　

18,684,792

　

18,593,132

　

18,090,312

　

18,142,477

　

17,822,288

町歳

　　　　　　

出

　

46,890,725

　

49,071,154

　

49,187,612

　

51,901,049

　

51,898,597

　

51,408,217

　

52,380,648

　

54,018,059

　

51,160,992

　

51,405,936

　

50,426,038

　　　

義務的経費

　

17,006,238

　

18,019,841

　

18,846,250

　

19,742,452

　

20,536,233

　

21,461,358

　

22,194,428

　

22,930,210

　

22,054,002

　

22,517,989

　

22,680,070

　　　　

人

　

件

　

費

　　

9,621,196

　

9,992,573

　

10,303,455

　

10,562,878

　

10,781,268

　

11,007,852

　

11,110,647

　

11,151,939

　

11,086,010

　

11,040,471

　

10,764,582
村

　　　

投資的経費

　

15,469,566

　

16,362,392

　

15,430,168

　

15,972,945

　

15,371,938

　

13,945,699

　

13,792,006

　

12,811,833

　

11,753,585

　

11,242,859

　

10,367,383

　　　　

普通建設事業費

　

15,198,531

　

16,010,265

　

15,074,192

　

15,380,470

　

14,914,744

　

13,689,969

　

13,509,750

　

12,455,628

　

11,505,621

　

11,048,447

　

10,209,150

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　　

減

　　　　　　　　　

率

　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　

数

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

4

　　

5

　　

6

　　

7

　　

8

　　

9

　　

10

　　

n

　　

12

　　

13

　　

14

　　

4

　

5

　

6

　

7

　

8

　

9

　

10

　

11

　

12

　

13

　

14

　　

歳

　　　　　

入

　　

4.8

　

4.4

　

1.7

　

5.5△0.1△1.4

　

4.9△0.8△1.2△0.8△4.6 100 104 106 112 n2 110 116 115 113 112 107

　　　

一

　

般

　

財

　

源

　

△4.5△4.1△1.3

　

2,7

　

5.3△1.2

　

2.3

　

4.5

　

6.4△2.6△7,3 100　96　95　97 102 101 103 108 115 112 104
都

　　　　

地

　

方

　

税

　

△7.6△6.1△1.7

　

2,5

　

5.6

　

1.6

　

2.2△4.7

　

6.2△0.3△10.6

　

100

　

94

　

92

　

95

　

100

　

101

　

104

　

99

　

105

　

105

　

94

道

　　

うち法人事業税

　

△16.5△15.5△8.0

　

0,8

　

20.0△5.0△12.8△12.1

　　

5.8

　

4.7△15.8

　

100

　

84

　

78

　

78

　

94

　

89

　

78

　

68

　

72

　

76

　

64

　　

歳

　　　　　　

出

　　

4.9

　

3.8

　　

1.8

　

5.3△0.1△1.4

　

4.9△0.8△1.5△0.9△4.6

　

100

　

1(M

　

106

　

111

　

111

　

110

　

115

　

114

　

113

　

112

　

106

府

　

義務的経費

　　

2.2

　

0.8

　

3.6

　

2.5

　

4.4

　

3.7

　

1.7

　

2.3

　

2.1

　

1.4△0.6100 101 104 107 112 116 118 121　123 125 124

　　　　

人

　

件

　

費

　　

2.5

　　

1.1

　

2.2

　

2,0

　

2.5

　　

1.8

　

0.1△0.2△0.7

　

0.0△□

　

100

　

101

　

103

　

105

　

108

　

110

　

110

　

n0

　

109

　

109

　

108
県

　　　

投資的経費

　

16.7

　

10.8△2.6

　

10.0△4.5△6.8

　

4.9△6,8△10.2△7.7△7,8 100 111 108 119 113 106 111 103　93　86　79

　　　　

普通建設事業費

　　

19,1

　

10.7△2.6

　

9.9△4,1△6.4

　

4.6△715△9.8△7.4△7.7

　

100 m　108　118　114　106　m　103　93　86　79

　　

歳

　　　　　

入

　　

7.8

　

4.7

　

0.2

　

5.5△0,1△1,0

　

2.6

　

2.5△4.9

　

0.3△2.2 100 105 105 1n　111　110 112　115　110110 107

　　　

一

　

般

　

財

　

源

　　

5.4

　

0.2△2.1

　

3.9

　

2.5

　

3.2

　　

1.7

　

4,2

　　

1.3△2.1△4,9

　

100

　

100

　

98

　

102

　

104　108　110　114　116　113　108
市

　　　

地

　

方

　

税

　　

5.0

　

0,2△4.4

　

4.4

　

3.0

　

4.3△3.1△0.5△2.7

　

0.3△1.8

　

100

　

100

　

96

　

100

　

103

　

107

　

104

　

104

　

101

　

101

　

99

町歳

　　　　　

出

　　

8.1

　

4.7

　

0.2

　

5,5△0.0△0,9

　

1.9

　

3.1△5.3

　

0.5△1.9 100 105 105 m m n0 112 115 109 110 108

　　　

義務的経費

　　

5.5

　

6.0

　

4.6

　

4.8

　

4.0

　

4.5

　

3,4

　

3.3△3.8

　

2,1△0.7 100 106 m 116 121 126 131 135 130 132 133

村

　　　

人

　　

件

　

費

　　

4.5

　

3.9

　

3.1

　

2.5

　

2.1

　

2,1

　

0.9

　

0.4△0.6△0,4△2.5 100 104 107 110 112 114 115 116 115 115 112

　　　

投資的経費

　

12.8

　

5.8△5,7

　

3.5△3.8△9.3△1. 1 △7.1△8.3△4.3△7.8 100 106 100 103　99　90　89　83　76　73　67

　　　

普通建設事業費

　

14.3

　

5,3△5.8

　

2.0△3.0△8.2△1,3△7.8△7,6△4.0△7.6 100 105　99 101　98　90　89　82　76　73　67

一資140 －



　　　　　　　　　

文章編図表索引

第1部

　

平成14年度の地方財政
１

　

地方財政の役割

第１図

　

国・地方を通じる目的別歳出額構成比

第２図

　

国・地方を通じる純計歳出規模

第３図

　

国内総支出と

第５図

　

公的支出の

第７図

第４図

　

公的支出の推移………………………………………………………………………………………4

　

第６図

　

国内総支出の増加率に対する

２

　

地方財政の概況

第１表

　

地方公共団体の決算規模

第２表

　

団体種類別決算規模の

第３表

　

実質収支の

第８図

　

実質

第９図

　

実質収支比率の

第４表

　

赤字の団体数の

第11図

　

歳入決算額の

その１

　

合計

その２

第５表

　

歳入純計決算額の

第10図

　

歳入純計決算額の構成比

第６表

　

目的別歳出純計決算額の

第12図

　

目的別歳出決算額の

第16図

　

性質別歳出決算額の

第７表

　

目的別歳出純計決算額の構成比

第８表

　

一般財源の目的別経費充当

第９表

　

性質別歳出純計決算額

第13図

　

一般財源充当額の目的別構成比

第14図

　

歳出決算増減額に占める義務的経費、投資的経費等の増減額の推移

　

………………………16

第15図

　

性質別歳出純計決算額の構成比

第10表

　

一般財源の性質別経費充当

第17図

　

一般財源充当額の性質別

第18図

　

経常収支比率を構成する分子及び分母の増減状況

20

-１

●●●●●●●●●●●●●●●●●・●●●●●●●●●●●●●●●●●●・●●●●●●●●●●●●●●●丿●●●●●●●●●●●●●●飴●●●・●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

都道府県……………………………………………………………………………………22

構成比の推移

　

…………………………………………………………19

状況

　

…………………………………………………………………18

構成比

　

………………………………………………………………………18

の推移

　

…………………………………………………………17

の状況

　

……………………………………………………………………15

の推移

　

…………………………………………………………15

状況

　

…………………………………………………………………14

構成比

　

………………………………………………………………………14

の推移

　

…………………………………………………………13

状況

　

……………………………………………………………………13

構成比

　

………………………………………………………………………………12

の推移

　

…………………………………………………………………11

状況

　

……………………………………………………………………………10

状況

　

………………………………………………………………………………10

推移…………………………………………………………………………………9

収支の推移………………………………………………………………………………………8

状況………………………………………………………………………………………8

決算規模の推移………………………………………………………………………………………7

状況…………………………………………………………………………6

（純計）…………………………………………………………………6

寄与度………………………………………………………………5

状況………………………………………………………………………………………4

地方財政………………………………………………………………………………3

（目的別）………………………………………………………2

の推移……………………………………………………1



その３

第29図

　

道府県

その１

その２

その３

第34図

　

地方

第11表

　

経常収支比率の推移

　

………………………………………………………………………………21

第12表

　

経常収支比率の段階別分

第13表

　

起債制限比率

第19図

　

公債費負担比率を構成する分子及び分母の増減状況

　

…………………………………………25

第20図

　

公債費充当一般財源及び公債費負担比率の推移

　

………………………………………………26

第14表

　

起債制限比率の段階別分布

第15表

　

積立金現在高の

第27図

　

国税と地方税の

第21図

　

地方債現在高の歳入総額等に対する割合の

第22図

　

地方債現在高の目的別構成比及び借入先別構成比の推移

　

……………………………………29

第23図

　

債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の目的別構成比の推移

　

………………………30

第24図

　

将来にわたる実質的な財政負担

　

第25図

　

普通会計が負担すべき借入金残高及び国内総生産に占める割合の推移………………………32

3

　

地方財源の状況

　

第26図

　

国税と地方税の状況

　

………………………………………………………………………………39

第16表

　

住民税、事業税及び地方消費税の収入

第28図

　

地方税収計、個人住民税、法人二税、地方消費税及び固定資産税の

　　　　　

人口１人当たり税収額の指数（全国平均を100とした場合、平成14年度）………………42

第30図

　

道府県税収入額の

第31図

　

市町村税収入額の

第32図

　

市町村税収入額の

第33図

　

歳入総額に占める一般財源の割合の分布状況

４

　

地方経費の内容

　

第35図

　

土木費の目的別

第36図

　

土木費の性

第38図

　

教育費

第37図

　

教育費の目的別内訳

　

………………………………………………………………………………53

第39図

　

民生費の目的別内訳

　

………………………………………………………………………………54

第40図

　

民生費の目的別歳出

第41図

　

民生費の性質別

11-

内訳

　

………………………………………………………………………………55

の推移

　

………………………………………………………………………55

の性質別内訳

　

………………………………………………………………………………53

質別内訳

　

………………………………………………………………………………52

内訳

　

………………………………………………………………………………51

債依存度の推移

　

………………………………………………………………………………50

町村…………………………………………………………………………………………48

都市…………………………………………………………………………………………48

道府県………………………………………………………………………………………47

推移

　

……………………………………………………………………………45

状況

　

……………………………………………………………………………44

推移

　

……………………………………………………………………………44

税収入額の状況

　

……………………………………………………………………………43

状況

　

……………………………………………………41

推移

　

………………………………………………………………………………40

の推移

　

…………………………………………………………31

状況

　

………………………………………………………………………………30

推移

　

………………………………………………28

状況

　

…………………………………………………………………27

の推移

　

………………………………………………………………………………27

布状況

　

…………………………………………………………………24

市町村………………………………………………………………………………………23



第42図

　

民生費の目的別扶助費（補助・単独）の状況

第55図

第56図

その１

その２

第45図

　

労働費の

第43図

　

民生費の財源構成比

第17表

　

団体種類別地域福祉基金の残高の状況

　

…………………………………………………………58

第44図

　

地域福祉基金の事業別運用益充当額

第46図

　

農林水産業費の目的別内訳

　

………………………………………………………………………60

第47図

　

農林水産業費

第48図

　

商工費の性質別

第49図

　

衛生費の目的別

第50図

　

衛生費の性質別

第52図

　

警察費の性質別

第53図

　

消防費の性質別

第51図

　

環境保全対策経費の状況 ･63

第54図

　

目的別歳出充当一般財源等の状況

その１

　

道府県（財政力

　　　　　　

その２

　

市町村（団体区分別）……………………………………………………………………66

5

　

地方経費の構造

人件費の項目別

第57図

　

人件費の

その１

その３

第58図

　

職員給の部門別構

第60図

　

地方公務員数の

第61図

　

地方公務員数の

第59図

　

地方公務員１人当たり平均給料月額（普通会計、団体種類別、職種別）………………………70

第62図

　

一般行政関係職員の部門別、団体種類別増減状況

(平成15年４月１日と平成５年４月１日との

第63図

　

扶助費の目的別内訳の構成比の

第18表

　

普通建設事業費（補助・単独）

第64図

　

普通建設事業費の推移

その２

　

都道

第65図

　

普通建設事業費の目的別（補助・単独）

第66図

　

普通建設事業費の目的別内訳の状況

（平成４年度と平成14年度との比較）……………………………………………………………77

丿 ● ● ● ● ● ● ● ● 丿 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 丿 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 丿 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

の状況

　

………………………………………………77

市町村………………………………………………………………………………………76

府県……………………………………………………………………………………75

純計…………………………………………………………………………………………75

の推移

　

…………………………………………………………74

推移

　

……………………………………………………………73

比較）……………………………………………72

推移

　

………………………………………………………………………………71

状況

　

………………………………………………………………………………71

成比の状況

　

……………………………………………………………………69

財源内訳

　

…………………………………………………………………………………69

内訳

　

………………………………………………………………………………68

人件費の推移

　

………………………………………………………………………………………67

指数別）…………………………………………………………………65

内訳

　

………………………………………………………………………………64

内訳

　

………………………………………………………………………………63

内訳

　

………………………………………………………………………………63

内訳

　

………………………………………………………………………………62

内訳

　

………………………………………………………………………………61

の性質別内訳

　

………………………………………………………………………61

性質別内訳

　

………………………………………………………………………………59

の状況

　

……………………………………………………59

の推移

　

………………………………………………………………………58

市町村………………………………………………………………………………………57

都道府県……………………………………………………………………………………56



第67図

　

補助事業費の目的別内訳の

第68図

　

単独事業費の目的別内訳の

第70図

第71図

その１

その２

その３

第69図

　

普通建設事業費の財源構成比の推移

用地取得費の目的別（補助・単独）

第19表

　

普通建設事業費に占める用地取得費の割合の推移

　

……………………………………………83

第72図

　

用地取得費の取

第20表

　

その他の経費

第74図

　

物件費の

第73図

　

災害復旧事業費の

６

　

一部事務組合等による事務の広域的処理の状況

　

第21表

　

一部事務組合等の設置目的別団体数

　

第75図

　

一部事務組合等の歳入歳出決算額の

７

　

市町村の規模別財政状況

第76図

　

市町村の規模別歳入決算の状況

第24表

　

市町村の規模別経常収支比率の

第25表

　

市町村の規模別起債制限比率の

第83図

　

市町村の規模別公債費負担比

比率の状況

第22表

　

市町村の規模別１団体一人口１人当たり決算額の

第23表

　

市町村の規模別財政力指数及び実質収支比率の

第77図

　

市町村の規模別地方税の歳入総額に占める割合の状況（構成比）……………………………93

第78図

　

市町村の規模別地方税の構造（人口１人当たりの地方税）……………………………………94

第79図

　

市町村の規模別歳出（目的別）決算の状況（構成比）

　

………………………………………95

第80図

　

市町村の規模別歳出（性質別）決算の状況（構成比）

　

………………………………………96

第81図

　

市町村の規模別経常収支比率の状況

第82図

　

市町村の規模別財政力指数段階別の経常収支比率の

第84図

　

市町村の規模別起債制限比率の状況

第85図

　

市町村の規模別財政力指数段階別の起債制限比率

第86図

　

市町村の規模別実質的な財政負担の標準財政規模に対する比率……………………………100

第87図

　

市町村の規模別実質的な財政負担の標準財政規模に対する

-1V-

状況

　

…………………………………………………………………78

（構成比）……………………………………………………………………………101

の状況……………………………………100

（構成比）

　

………………………………………………99

率の状況

　

…………………………………………………………99

状況

　

……………………………………98

状況

　

……………………………………………………………98

（構成比）

　

………………………………………………97

状況

　

……………………………………………………………96

（構成比）

　

……………………………………………………92

状況

　

…………………………………………92

状況…………………………………………91

状況

　

………………………………………………………90

の状況

　

……………………………………………………89

推移

　

………………………………………………………………………………………86

の状況

　

………………………………………………………………………………85

状況

　

……………………………………………………………………………84

得先別内訳

　

………………………………………………………………………84

用地取得費の推移

　

…………………………………………………………………………………83

の状況

　

……………………………………………………82

単独事業費…………………………………………………………………………………81

補助事業費…………………………………………………………………………………81

総計…………………………………………………………………………………………80

状況

　

…………………………………………………………………79



８

　

公共施設の状況

　

第88図

　

道路整備

第99図

　

職員数

第89図

　

公営住宅等の設置者別の

第90図

　

入居競争率の

第93図

　

し尿処理の

第94図

　

ごみ処理の

第96図

　

老人ホーム

第91図

　

都市計画区域内の人口１人当たり都市公園

第92図

　

公共下水道現在排水人口及び全国人□に対する割合の推移…………………………………106

第95図

　

ごみの年間総排出量、焼却及び高速堆肥化処理率の推移……………………………………108

　

第97図

　

公立学校施設の

９

　

地方公営事業の状況

第98図

　

地方公営企業の事業数の状況（平成14年

第26表

　

事業全体に占める地方公営

第100図決算規模の

第102図料金収入

第101図建設投資額の

第27表

　

地方公営企業全体の経営

第103図企業債発行額の状況………………………………………………………………………………116

第104図企業債借入先別現在高の推移……………………………………………………………………117

第28表

　

法適用企業の経営

第30表

　

工業用水道事業の

第35表

　

ガス事業の経営

第36表

　

病院事業の経営

第29表

　

水道事業（法適用企業） 120

第105図水道事業（法適用企業）の資本的支出及びその

第106図バス、地下鉄における公営交通事業の地位……………………………………………………122

第31表

　

交通事業（法適用企業）の経営状況……………………………………………………………123

第32表

　

交通事業のうちバス事業の経営状況……………………………………………………………123

第33表

　

交通事業のうち都市高速鉄道事業の経営状況…………………………………………………124

第34表

　

電気事業（法適用企業）の経営状況……………………………………………………………125

第107図全国の病院に占める自治体病院の地位…………………………………………………………127

第37表

　

下水道事業（法適用企業）の経営

第38表

　

その他の地方公営企業

第108図国民健康保険事業の歳入決算の状況（事業勘定）……………………………………………131

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－Ｖ－

の経営状況………………………………………………………………130

状況…………………………………………………………129

状況………………………………………………………………………………128

状況………………………………………………………………………………126

経営状況………………………………………………………………………121

財源…………………………………………120

の経営状況……………………………………………………………

状況……………………………………………………………………………118

の状況……………………………………………………………………………………116

状況……………………………………………………………………115

推移…………………………………………………………………………………115

推移……………………………………………………………………………………114

の状況………………………………………………………………………………………114

企業の割合…………………………………………………………113

度末）………………………………………………112

状況………………………………………………………………………………110

の状況…………………………………………………………………………………109

状況……………………………………………………………………………………107

状況……………………………………………………………………………………107

等面積……………………………………………105

推移…………………………………………………………………………………104

状況……………………………………………………………………103

の状況……………………………………………………………………………………102



１

第109図国民健康保険事業の歳出決算の状況（事業勘定）……………………………………………132

第110図介護保険事業の歳入決算の状況（保険事業勘定）……………………………………………134

第111図介護保険事業の歳出決算の状況（保険事業勘定）……………………………………………135

第２部

　

最近の地方財政の状況と課題

平成15年度の地方財政

第39表

　

平成15年度普通会計予算の状況（９月補正後）

その１

その２

　

歳出

第112図

　

土地保有

３

　

最近の地方財政の動向と課題

-

V1-

総額の推移

　

……………………………………………………………………………163

（性質別）

　

…………………………………………………………………………143

歳入………………………………………………………………………………………143


	H16_5.pdf
	H16_1
	H16_2
	H16_3
	H16_4

